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青 梅 市 議 会 は 、昭 和 年 の 市 制 施 行 と 時 を 同 じ く し て 誕 生 し て い

る こ と か ら 、昨 年 、共 に 周 年 を 迎 え ま し た 。人 口 ３ 万 人 で ス

タ ー ト し た 青 梅 市 は 、 平 成 年 に 万 人 を 超 え た の を ピ ー ク に 、 現

在 、 約 万 人 と な り ま し た 。 人 口 減 少 、 少 子 高 齢 化 の 傾 向 は 一 段 と

強 ま っ て い る 状 況 で は あ り ま す が 、 こ れ ま で 西 多 摩 地 域 の 中 心 と し

て 発 展 し て き た こ と 、 ま た 、 多 摩 地 域 の 中 核 業 務 核 都 市 と し て 更 な

る 高 み を 目 指 す べ く 様 々 な 施 策 に 取 り 組 ん で い る こ と 、 そ し て 、 市

民 が 住 み 慣 れ た 地 域 で 安 心 し て 暮 ら し 続 け て こ ら れ た こ と は 、 行 政

及 び 議 会 に 携 わ っ た 先 人 の 方 々 の た ゆ ま ぬ 努 力 の 賜 物 で あ る と 同 時

に 、 何 よ り 市 民 の 皆 様 の 市 政 へ の 御 協 力 に よ る も の で あ り ま す 。

さ て 、こ の た び 平 成 年 度 か ら 令 和 ２ 年 度 ま で の 年 間 の 市 議 会

の 動 向 を 収 録 し た「 青 梅 市 議 会 史 ６ 」を 発 刊 す る こ と と な り ま し た 。

こ の 年 を 振 り 返 る と 、東 北 地 方 太 平 洋 沖 地 震 、い わ ゆ る 東 日 本

大 震 災 や 熊 本 地 震 、 ま た 、 九 州 北 部 豪 雨 や 西 日 本 豪 雨 、 令 和 元 年 の

台 風 号 な ど に よ る 自 然 災 害 が 多 く 発 生 し ま し た 。 さ ら に 、 新 型 コ

ロ ナ ウ イ ル ス が 世 界 中 で 猛 威 を 振 る い 、 我 が 国 で も 緊 急 事 態 宣 言 が

幾 度 と な く 発 令 さ れ る な ど 、 未 曽 有 の 事 態 に 翻 弄 さ れ 続 け た 時 代 で

あ っ た と 思 い ま す 。

そ の よ う な 中 で 、本 市 に お い て は 、市 の シ ン ボ ル で あ る 梅 が ウ メ

輪 紋 ウ イ ル ス の 感 染 に よ り 軒 並 み 伐 採 を 余 儀 な く さ れ ま し た が 、 再

生 事 業 に 取 り 組 み 、 再 植 樹 で き る ま で に こ ぎ つ け ま し た 。 ま た 、 公

共 施 設 再 編 の 先 駆 け と し て 、 文 化 活 動 及 び 地 域 交 流 、 子 育 て 支 援 の

場 と し て 文 化 交 流 セ ン タ ー を オ ー プ ン し 、 新 た な 運 営 方 法 や ネ ー ミ



ン グ ラ イ ツ の 導 入 な ど も 行 い ま し た 。 そ し て 、 高 度 化 す る 医 療 ニ ー

ズ へ の 対 応 と 提 供 で き る 医 療 水 準 の 向 上 を 図 り 、 よ り 市 民 の 安 全 、

安 心 に つ な が る 医 療 を 充 実 さ せ る た め 、 青 梅 市 立 総 合 病 院 の 現 地 建

替 え を 決 断 し 、 建 設 工 事 に 着 手 し ま し た 。  

市 議 会 に お い て は 、予 算 委 員 会 、決 算 委 員 会 の 理 事 制 や 議 会 基 本

条 例 の 制 定 な ど 、 議 会 の 活 性 化 を 検 討 す る た め 、 議 会 活 性 化 特 別 委

員 会 を 設 置 し 、 議 会 改 革 に 取 り 組 ん で ま い り ま し た 。

ぜ ひ 、「 青 梅 市 議 会 史 ６ 」 を お 手 元 に 、 青 梅 市 議 会 に お け る 年

の 歩 み を た ど っ て い た だ け れ ば と 思 い ま す 。

◇ ◇

本 史 は 、 既 刊 史 を 受 け 継 ぐ 続 編 と し て 、 基 本 的 に は こ れ ま で の 編

さ ん 方 針 と 内 容 を 尊 重 し な が ら も 、 青 梅 市 議 会 ホ ー ム ペ ー ジ 等 で 確

認 が 可 能 な も の に つ い て は 削 除 す る な ど 高 度 情 報 社 会 に 合 わ せ た 見

直 し を 図 り な が ら 、 市 議 会 史 編 さ ん 委 員 会 が 中 心 と な り 、 編 さ ん を

進 め て ま い り ま し た 。

年 間 の 市 政 は 、 住 み よ い ま ち づ く り を 目 指 し 、 創 意 工 夫 を 凝 ら

し な が ら 歩 ん で ま い り ま し た 。 当 然 、 市 議 会 も 深 く か か わ り 、 様 々

な 結 果 を 残 し 、 資 料 と な っ て 記 録 さ れ て お り ま す 。 続 編 と し て そ れ

ら の 記 録 を 十 分 に 捉 え る よ う 努 め な が ら 編 さ ん に あ た り ま し た 。

終 わ り に 、 本 書 刊 行 に あ た り 御 尽 力 い た だ い た 市 議 会 史 編 さ ん 委

員 各 位 、 議 会 事 務 局 職 員 、 ま た 、 資 料 作 成 に 御 協 力 い た だ い た 執 行

部 の 方 々 に 対 し ま し て 心 か ら 感 謝 申 し 上 げ る と と も に 、 こ の 「 青 梅

市 議 会 史 ６ 」 が 、 今 後 の 青 梅 市 議 会 の 更 な る 飛 躍 、 発 展 の た め の 良

き 資 料 と し て 、 活 用 さ れ る こ と を 期 待 い た し ま す 。

令 和 ４ 年 月

東 京 都 青 梅 市 議 会 議 長 鴨 居 孝 泰

 



例 言

１ 本 書 は 、 昭 和 年 ４ 月 に 発 刊 し た 「 青 梅 市 議 会 史 」、 昭 和

年 月 に 発 刊 し た「 青 梅 市 議 会 史 ２ 」、平 成 ４ 年 月 に 発 刊 し

た 「 青 梅 市 議 会 史 ３ 」、 平 成 年 ６ 月 に 発 刊 し た 「 青 梅 市 議 会

史 ４ 」 及 び 平 成 年 ２ 月 に 発 刊 し た 「 青 梅 市 議 会 史 ５ 」 に 続

き 、「 青 梅 市 議 会 史 ６ 」 と し て 、 平 成 年 ４ 月 か ら 令 和 ３ 年 ３

月 末 日 ま で の 年 間 を 基 本 と し た 市 議 会 の 動 向 の 記 録 及 び 関

係 す る 資 料 を 収 録 し た 。

２ 本 書 は 、 市 及 び 市 議 会 に 保 存 さ れ た 資 料 を 中 心 と し 、 次 の

３ 編 に 整 理 し 構 成 し た 。

第 １ 編 ― 市 議 会 年 の 概 要

第 ２ 編 ― 市 議 会 に 関 す る 関 係 資 料

第 ３ 編 ― 市 議 会 を 中 心 と し た 行 政 上 の 主 要 問 題

３ 収 録 し た 内 容 は 、 概 ね 前 巻 に 準 ず る こ と を 基 本 と し た が 、

掲 載 項 目 の 精 査 を 行 っ た 結 果 、 他 の 媒 体 で も 確 認 が 可 能 な も

の に つ い て は 、 一 部 削 除 を し た 。

４ 原 資 料 の 表 記 は 、 つ と め て 原 文 の ま ま と し た が 、 句 読 点 の

一 部 を 整 理 し た ほ か 、 明 白 な 誤 字 は 訂 正 し た 。

５ 原 資 料 の う ち 縦 書 き の も の は 横 組 み と し て 整 理 し 、 数 字 は

ア ラ ビ ア 数 字 に 改 め た 。

６ そ の 他 の は ん 例 に つ い て は 、 章 ご と に と り ま と め て 注 釈 し

た 。
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注  
 

１ 本章は、市議会 10 年の概要が総括的に把握できる

よう、本書の導入部としてまとめたもので、第 2 章以

下の記録から主要事項を抜粋するとともに、市として

主な事件等を加えたものである。  
２ 表記中、（議）は議案、（議提）は議員提出議案、（委）

は委員会提出議案の略である。  



1

【平成 年 月～ 】

 月 ○元議員原嶋五平氏旭日単光章を受章。（ 日）

〇青梅市障がい者サポートセンター開設。（ 日）

〇全国瞬時警報システム（Ｊアラート）の運用開始。（ 日）

○政務調査費の手引き改正。

月 日 市議会議員選挙執行。

市議会議員―定数 人（無所属 人、公明党 人、日本共産党 人、青梅・生活

者ネットワーク 人、社会民主党 人、みどりのオンブ

ズマン 人）

月 ○議員定数を 人から 人に減員。また、予算委員会及び決算委員会を常任委

員会とした。さらに、議員に貸し出ししていた公設ＦＡＸを廃止。

○第 回臨時会（ 日）

●正副議長選挙執行。（議長に浜中啓一氏、副議長に野島資雄氏を選出）

●「監査委員 島田俊雄氏 の選任（議 ）」を同意。

月 ○第 回定例会（ 日～ 日）

●年功的な給与上昇を抑制し、より職責や職務の困難度に応じた給与構造と

なるよう給料表等の見直しを行う「青梅市一般職の職員の給与に関する条

例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●地方税法の一部を改正する法律の施行に伴い、東日本大震災の被災者等の

負担の軽減を図るため、個人市民税ならびに固定資産税および都市計画税

にかかる特例措置に関し、必要な事項を定める「青梅市市税条例の一部を

改正する条例（議 ）」を可決。

○山﨑王義氏、羽村博氏、嶋田一郎氏、青木雅孔氏、木下克利氏、相川名美氏、

山井正作氏、須﨑昭氏、齋藤光次氏、井村英廣氏青梅市表彰条例による表彰。

月 ○青梅市消防団による震災対応訓練を実施。（ 日）

○釜の淵公園水泳場及び長淵水泳場が平成 年度から休場となる。

月 ○新庁舎 階ロビーにおいて青梅市平和事業ナガサキ原爆展を開催（ 日～

日）

〇青梅市庁舎が「日経ニューオフィス推進賞」を受賞。

月 ○第 回定例会（ 日～ 月 日）

●大規模な災害時等における応急対応および復旧体制の充実等を図るため、

青梅市防災会議の組織の構成員および委員の総数の見直しを行う「青梅市

防災会議条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●「教育委員会委員 畑中茂雄氏 の任命（議 ）」を同意。

●「公平委員会委員 桑原顯正氏 の選任（議 ）」を同意。

平 成 23 年
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●地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴い、市の基本構想の策定を、

条例で定める議決事件に加える「青梅市議会の議決すべき事件等に関する

条例の一部を改正する条例（議提 ）」を可決。

●会議録に記載する議事について、速記法以外の方法による記録も認めるよ

う所要の規定の整備を行う「青梅市議会会議規則の一部を改正する規則

（議提 ）」を可決。

月 ○市制施行 周年記念式典挙行。（ 日）

月 ○元議長井村英廣氏旭日小綬章を受章。（ 日）

月 日 市長選挙執行―竹内俊夫氏再選。

月 ○第 回定例会（ 日～ 日）

●東京都水道事業の事務の受託の終了に併せて上下水道部を都市整備部に

統合し、部の事務分掌を改める「青梅市組織条例の一部を改正する条例（議

）」を可決。

●青梅市学童保育所における保育サービスの向上を図るため、開所時間に関

する見直し等を行うほか、所要の規定の整備を行う「青梅市学童保育所条

例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●消防団員の対象適齢人口の減少等を踏まえた上で、消防団の消防力や災害

対応力の維持を図るため、団員資格、団員定数等の見直しを行う「青梅市

消防団に関する条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●多摩川の清流を維持できるよう、長期にわたる濁水の原因究明と濁水防止

対策の早期実施を求める「多摩川の濁水を防止し清流を復活させるための

取り組みを求める意見書（議提 ）」を可決。

（国内）

○東日本大震災発生。最大震度 、マグニチュード 。死者、行方不明者は約 万 千

人に上った。日本観測史上最大規模の震災に伴い、東京電力福島第一原子力発電所

では全電源が止まり、原子炉が冷却機能を喪失し、メルトダウンが起きた。さらに、

水素爆発により大量の放射性物質が大気中に放出された。（ 月 日）

○東京電力管内では震災直後に地域ごとに送電を一定時間止める「計画停電」を実施

し、電力需要が高まる夏場の 月から 月には、東京電力および東北電力管内で約

年ぶりの「使用制限」が発動された。東日本大震災による東京電力福島第一原発事

故などの影響で、各地で電力供給不足が深刻化した。

○民主党、菅首相が退陣、後継は野田首相。（ 月 日）

○野田首相がＴＰＰ交渉参加を表明。（ 月 日）

（国外）

○北朝鮮の最高指導者、金正日総書記が急死。（ 月 日）
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〇タイで大洪水が発生、日本企業にも深刻な被害が及ぶ。

○ギリシャの放漫財政に端を発した欧州債務危機が深刻化し、イタリア、スペインな

ど か国では政権交代が相次いだ。

○北アフリカや中東のアラブ諸国で 年末から 年にかけ、独裁的な政府に対し政

治の改革や指導者の退陣を求める民衆抗議行動が相次ぐ。一連の反政府運動は「アラ

ブの春」と呼ばれた。

【平成 年】

月 ○元市長、元議長故山﨑正雄氏正五位を受章。（ 日）

月 ○第 回定例会（ 日～ 月 日）

●青梅市への企業等の誘致を促進するために必要な奨励措置を講じ、地域経

済の発展および市民生活の向上に資することを目的とする「青梅市企業誘

致条例（議 ）」を可決。

●暴力団排除活動を推進するための措置等を定め、市民の安全で平穏な生活

を確保し、事業活動の健全な発展に寄与することを目的とする「青梅市暴

力団排除条例（議 ）」を可決。

●鉄筋コンクリート造 階建て及び 階建て、延べ面積 平方メートルの

第 期分の校舎を改築する「青梅市立第二小学校校舎改築第 期工事にかか

る契約の締結について（議 ）」を可決。

●政務調査費の額を月額 万円から月額 万円に減額する「青梅市議会政務調

査費の交付に関する条例の一部を改正する条例（議提 ）」を可決。

●「第 回オリンピック競技大会及び第 回パラリンピック競技大会の東京

招致に関する決議（議提 ）」を可決。

月 ○第 期青梅市高齢者保健福祉計画・青梅市介護保険事業計画を策定。

月 ○政務調査費を月額 万円から 万円に減額。

○市の水道事業が全て都へ移管された。（ 日）

〇市民球技場のテニスコートが砂入り人工芝のコートに整備された。（ 日）

月 ○市税等のコンビニ収納を開始。

○西部地区の観光交流拠点として青梅柚木苑地駐車場の利用を開始。（ 日）

月 ○西多摩衛生組合で宮城県女川町から災害廃棄物の受け入れを開始。（ 日）

○小曾木地区の市民を対象に、小曾木市民センターにて土砂災害訓練を実施。

（ 日）

○第 回定例会（ 日～ 日）

●住民基本台帳法の一部改正により、外国人住民が同法の適用対象に加わる

ことに伴い、関係条例について規定の整備を行う「青梅市組織条例等の一

平 成 23・24 年

●地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴い、市の基本構想の策定を、

条例で定める議決事件に加える「青梅市議会の議決すべき事件等に関する

条例の一部を改正する条例（議提 ）」を可決。

●会議録に記載する議事について、速記法以外の方法による記録も認めるよ

う所要の規定の整備を行う「青梅市議会会議規則の一部を改正する規則

（議提 ）」を可決。

月 ○市制施行 周年記念式典挙行。（ 日）

月 ○元議長井村英廣氏旭日小綬章を受章。（ 日）

月 日 市長選挙執行―竹内俊夫氏再選。

月 ○第 回定例会（ 日～ 日）

●東京都水道事業の事務の受託の終了に併せて上下水道部を都市整備部に

統合し、部の事務分掌を改める「青梅市組織条例の一部を改正する条例（議

）」を可決。

●青梅市学童保育所における保育サービスの向上を図るため、開所時間に関

する見直し等を行うほか、所要の規定の整備を行う「青梅市学童保育所条

例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●消防団員の対象適齢人口の減少等を踏まえた上で、消防団の消防力や災害

対応力の維持を図るため、団員資格、団員定数等の見直しを行う「青梅市

消防団に関する条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●多摩川の清流を維持できるよう、長期にわたる濁水の原因究明と濁水防止

対策の早期実施を求める「多摩川の濁水を防止し清流を復活させるための

取り組みを求める意見書（議提 ）」を可決。

（国内）

○東日本大震災発生。最大震度 、マグニチュード 。死者、行方不明者は約 万 千

人に上った。日本観測史上最大規模の震災に伴い、東京電力福島第一原子力発電所

では全電源が止まり、原子炉が冷却機能を喪失し、メルトダウンが起きた。さらに、

水素爆発により大量の放射性物質が大気中に放出された。（ 月 日）

○東京電力管内では震災直後に地域ごとに送電を一定時間止める「計画停電」を実施

し、電力需要が高まる夏場の 月から 月には、東京電力および東北電力管内で約

年ぶりの「使用制限」が発動された。東日本大震災による東京電力福島第一原発事

故などの影響で、各地で電力供給不足が深刻化した。

○民主党、菅首相が退陣、後継は野田首相。（ 月 日）

○野田首相がＴＰＰ交渉参加を表明。（ 月 日）

（国外）

○北朝鮮の最高指導者、金正日総書記が急死。（ 月 日）
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部を改正する条例（議 ）」を可決。

●東日本大震災にかかる被災居住用財産の敷地にかかる譲渡期限の延長の

特例等を定めるとともに、公的年金所得者の寡婦（寡夫）控除にかかる申

請手続の簡素化を行う「青梅市市税条例の一部を改正する条例（議 ）」

を可決。

●東日本大震災にかかる被災居住用財産の敷地にかかる譲渡期限の延長の

特例を定める「青梅市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（議 ）」

を可決。

●自転車および原動機付自転車の放置防止を図り、市民の良好な生活環境を

確保するため、青梅市有料自転車等駐車場を設置し、その管理、運営につ

いて必要な事項を定める「青梅市有料自転車等駐車場条例（議 ）」を可

決。

月 ○青梅市難病患者等ホームヘルプサービス事業等を開始。

○青梅市災害ボランティアセンターの設置等に関する協定を青梅市社会福祉

協議会との間に締結。（ 日）

月 ○元市長、元議長田邊榮吉氏旭日小綬章を受章。（ 日）

月 ○第 回定例会（ 日～ 月 日）

●地方税法の一部改正により、地域決定型地方税制特例措置が導入されたこ

とに伴い、固定資産税にかかる課税標準の特例の内容を定める「青梅市市

税条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●福祉総合システム更新に伴い、生活保護システムを購入する「物品の買入

れについて（議 ）」を可決。

●「教育委員会委員 中村洋介氏 の任命（議 ）」を同意。

●「教育委員会委員 手塚幸子氏 の任命（議 ）」を同意。

●投票表決において、投票機による押しボタン式投票を実施する「青梅市議

会会議規則の一部を改正する規則（議提 ）」を可決。

●温室効果ガスの森林吸収源対策などの地球温暖化対策に取り組むための

恒久的、安定的な財源が大幅に不足しており、国において「地球温暖化対

策のための税」の一定割合を森林面積に応じて譲与する「地方財源を確

保・充実する仕組み」を早急に構築することを強く求める「地球温暖化対

策に関する「地方財源を確保・充実する仕組み」の構築を求める意見書（議

提 ）」を可決。

〇ロンドンパラリンピック大会のゴールボール競技で、市民の若杉遥氏が金メ

ダル。

○元議員故栖島林氏旭日単光章を受章。（ 日）楢
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月 ○元議長須﨑昭氏東京都功労者表彰（地域活動功労）を受章。（ 日）

○防災行政無線の電話応答サービスを開始。（ 日）

月 ○皇太子徳仁親王殿下が 年ぶりに御岳山を登られる。（ 日）

○第 回国民体育大会リハーサル大会カヌースラローム・ワイルドウォーター

競技大会が御岳渓谷で開催。

○第 回定例会（ 日～ 月 日）

●第 次青梅市総合長期計画の基本構想および基本計画を策定する「青梅市

総合長期計画基本構想・基本計画の策定について（議 ）」を可決。

●平成 年東京都人事委員会勧告を踏まえ、平成 年 月からの年間給与に

ついて、民間との所得格差の是正を図るための調整を行うため、必要な事

項を定める「青梅市一般職の職員の給与に関する条例の特例に関する条例

（議 ）」を可決。

●建物の老朽化および利用者の減少を踏まえ、青梅市上成木ふれあいセンタ

ーを廃止する「青梅市ふれあいセンター条例の一部を改正する条例（議

）」を可決。

●青梅市専用水道事務等（専用水道事務、簡易専用水道事務、小規模貯水槽

水道等の衛生管理事務、飲用に供する井戸等の衛生管理事務）を東京都に

委託する「青梅市専用水道事業の委託について（議 ）」を可決。

月 ○本会議場での表決に押しボタン式投票を導入。

（国内）

〇東京スカイツリー開業。（ 月 日）

〇社会保障と税の一体改革の柱である消費増税法が、民主、自民、公明の 党合意を経

て 月に成立。 年 月に税率を ％から ％に 年ぶりに引き上げ、 年 月に

は ％にする予定。（ 月）

○米海兵隊の垂直離着陸輸送機ＭＶ‐ オスプレイ 機が、沖縄の普天間飛行場に配

備。（ 月）

○京都大学の山中伸弥教授がｉＰＳ細胞（人工多能性幹細胞）でノーベル生理学・医

学賞を受賞。（ 月）

○石原慎太郎都知事辞職後、東京都知事に猪瀬直樹初当選。（ 月 日）

○自民党の安倍晋三総裁が内閣総理大臣に再就任。自民党が政権を奪還。（ 月 日）

（国外）

○北朝鮮の金正恩氏が、労働党の第一書記及び最高人民会議で国防委員会第一委員長

に就任。（ 月 ）

○スマトラ島でマグニチュード の巨大地震。横揺れ地震では最大規模。（ 月 日）

○ロンドンオリンピック（ 月 日～ 月 日）・パラリンピック（ 月 日～ 月 日）

平 成 24 年

部を改正する条例（議 ）」を可決。

●東日本大震災にかかる被災居住用財産の敷地にかかる譲渡期限の延長の

特例等を定めるとともに、公的年金所得者の寡婦（寡夫）控除にかかる申

請手続の簡素化を行う「青梅市市税条例の一部を改正する条例（議 ）」

を可決。

●東日本大震災にかかる被災居住用財産の敷地にかかる譲渡期限の延長の

特例を定める「青梅市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（議 ）」

を可決。

●自転車および原動機付自転車の放置防止を図り、市民の良好な生活環境を

確保するため、青梅市有料自転車等駐車場を設置し、その管理、運営につ

いて必要な事項を定める「青梅市有料自転車等駐車場条例（議 ）」を可

決。

月 ○青梅市難病患者等ホームヘルプサービス事業等を開始。

○青梅市災害ボランティアセンターの設置等に関する協定を青梅市社会福祉

協議会との間に締結。（ 日）

月 ○元市長、元議長田邊榮吉氏旭日小綬章を受章。（ 日）

月 ○第 回定例会（ 日～ 月 日）

●地方税法の一部改正により、地域決定型地方税制特例措置が導入されたこ

とに伴い、固定資産税にかかる課税標準の特例の内容を定める「青梅市市

税条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●福祉総合システム更新に伴い、生活保護システムを購入する「物品の買入

れについて（議 ）」を可決。

●「教育委員会委員 中村洋介氏 の任命（議 ）」を同意。

●「教育委員会委員 手塚幸子氏 の任命（議 ）」を同意。

●投票表決において、投票機による押しボタン式投票を実施する「青梅市議

会会議規則の一部を改正する規則（議提 ）」を可決。

●温室効果ガスの森林吸収源対策などの地球温暖化対策に取り組むための

恒久的、安定的な財源が大幅に不足しており、国において「地球温暖化対

策のための税」の一定割合を森林面積に応じて譲与する「地方財源を確

保・充実する仕組み」を早急に構築することを強く求める「地球温暖化対

策に関する「地方財源を確保・充実する仕組み」の構築を求める意見書（議

提 ）」を可決。

〇ロンドンパラリンピック大会のゴールボール競技で、市民の若杉遥氏が金メ

ダル。

○元議員故栖島林氏旭日単光章を受章。（ 日）
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開催。

【平成 年】

月 ○政務活動費検討会を設置（第 次答申）。

○多摩ケーブルネットワーク株式会社での本会議の議会中継放映（ライブ）を

開始。

○災害時に避難情報等を伝達する、緊急速報メールの運用を開始。（ 日）

○第 回定例会（ 日～ 月 日）

●青梅市防災会議の所掌事務および組織に関する規定を改めるとともに、青

梅市災害対策本部について所要の規定の整備を行う「青梅市防災会議条例

等の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市火葬場の管理を指定管理者に行わせることができるようにするほ

か、身体の一部の火葬に関する規定を追加するため、所要の規定の整備を

行う「青梅市火葬場条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市民斎場の管理を指定管理者に行わせることができるようにするた

め、所要の規定の整備を行う「青梅市民斎場条例の一部を改正する条例（議

）」を可決。

●未来を担う青梅の子どもたちが、安心して心豊かに成長できるよう、青梅

市教育委員会および市内小中学校ならびに青梅市が、「いじめ」根絶のた

めの施策の実施に努められることを、強く要請する「青梅市の小中学校に

おける「いじめ」の根絶を目指す決議（議提 ）」を可決。

●未来を担う青梅の子どもたちが、人生を切り拓いていける力を培うことが

できるよう、青梅市教育委員会および市内小中学校ならびに青梅市が、児

童・生徒の学力向上のための施策の実施に努められることを、強く要請す

る「青梅市の児童・生徒の学力向上を目指す決議（議提 ）」を可決。

○災害時等における生活物資の供給等に関する協定を株式会社マミーマート

（ 月 日）および株式会社カインズ（ 月 日）と締結。

月 ○梅の里再生に向け、青梅市梅の里再生計画を策定。

月 ○広報おうめ等の戸別配布を開始。（ 日）

○青梅の森運営協議会発足。（ 日）

○青梅市行財政改革推進プランを策定。

月 ○第 回定例会（ 日～ 月 日）

●議長は引き続き浜中啓一氏

●副議長選挙執行。（結城守夫氏を選出）

●子ども・子育て支援に関する事項を審議するための機関として、青梅市子
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ども・子育て会議を設置する「青梅市子ども・子育て会議条例（議 ）」

を可決。

●体育施設の管理を指定管理者に行わせることができるようにするため、所

要の規定の整備を行う「青梅市体育施設条例の一部を改正する条例（議

）」を可決。

●「監査委員 高橋勝氏 の選任（議 ）」を同意。

月 ○政務活動費検討会を設置（第 次答申）。

月 ○外国人住民の住民基本台帳ネットワークの運用が開始。 日）

〇ボッパルト市が、 年度外務大臣表彰を受ける。

月 ○政務活動費検討会を設置（第 次答申）。

○政務活動費の手引き改正。

〇平和事業としてヒロシマ親子派遣を実施。（ 日～ 日）

〇青梅市多摩川沿い地区景観形成基本計画を策定。

月 〇第二小学校で自校調理方式による給食を開始。

○第 回定例会（ 日～ 日）

●議会活性化特別委員会を設置。

●個人市民税に関する金融・証券税制の改正、住宅借入金等特別税額控除の

延長・拡充、東日本大震災にかかる復興支援のための措置等を行うととも

に、納税環境整備を目的として延滞金の利率および個人市民税の公的年金

からの特別徴収制度の見直しを行う「青梅市市税条例の一部を改正する条

例（議 ）」を可決。

●御岳渓谷から御岳山までの地域を中心とした観光情報を発信するととも

に、御岳エリアにおける自然を生かしたスポーツ・レクリエーション活動

の促進を図り、かつ、地域の活性化を図るための拠点施設として設置し、

その管理および運営について必要な事項を定める「青梅市御岳交流センタ

ー条例（議 ）」を可決。

●垂直離着陸輸送機ＣＶ オスプレイの横田基地への配備検討の撤回を求

めるとともに、日本政府においても、米国政府に対し、このことを強く求

めるよう要請する「垂直離着陸輸送機ＣＶ オスプレイの横田基地への配

備検討の撤回を求める意見書（議提 ）」を可決。

●東京都の整備方針にもとづいた圏央道青梅インターチェンジ北側地域の

物流拠点整備の早期実現に向け、国の支援とともに東京都が主導的な役割

を担い、積極的に推進を図るよう要望する「圏央道青梅インターチェンジ

北側地域における物流拠点の早期実現を求める意見書（議提 ）」を可決。

●基礎自治体である市が、住民サービスやまちづくりを安定的に行うために

平 成 25 年

開催。

【平成 年】

月 ○政務活動費検討会を設置（第 次答申）。

○多摩ケーブルネットワーク株式会社での本会議の議会中継放映（ライブ）を

開始。

○災害時に避難情報等を伝達する、緊急速報メールの運用を開始。（ 日）

○第 回定例会（ 日～ 月 日）

●青梅市防災会議の所掌事務および組織に関する規定を改めるとともに、青

梅市災害対策本部について所要の規定の整備を行う「青梅市防災会議条例

等の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市火葬場の管理を指定管理者に行わせることができるようにするほ

か、身体の一部の火葬に関する規定を追加するため、所要の規定の整備を

行う「青梅市火葬場条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市民斎場の管理を指定管理者に行わせることができるようにするた

め、所要の規定の整備を行う「青梅市民斎場条例の一部を改正する条例（議

）」を可決。

●未来を担う青梅の子どもたちが、安心して心豊かに成長できるよう、青梅

市教育委員会および市内小中学校ならびに青梅市が、「いじめ」根絶のた

めの施策の実施に努められることを、強く要請する「青梅市の小中学校に

おける「いじめ」の根絶を目指す決議（議提 ）」を可決。

●未来を担う青梅の子どもたちが、人生を切り拓いていける力を培うことが

できるよう、青梅市教育委員会および市内小中学校ならびに青梅市が、児

童・生徒の学力向上のための施策の実施に努められることを、強く要請す

る「青梅市の児童・生徒の学力向上を目指す決議（議提 ）」を可決。

○災害時等における生活物資の供給等に関する協定を株式会社マミーマート

（ 月 日）および株式会社カインズ（ 月 日）と締結。

月 ○梅の里再生に向け、青梅市梅の里再生計画を策定。

月 ○広報おうめ等の戸別配布を開始。（ 日）

○青梅の森運営協議会発足。（ 日）

○青梅市行財政改革推進プランを策定。

月 ○第 回定例会（ 日～ 月 日）

●議長は引き続き浜中啓一氏

●副議長選挙執行。（結城守夫氏を選出）

●子ども・子育て支援に関する事項を審議するための機関として、青梅市子
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は、地方税財源の充実確保が不可欠であり、国において、地方交付税の増

額による一般財源総額の確保および地方税源の充実確保等を実現される

よう強く求める「地方税財源の充実確保を求める意見書（議提 ）」を可決。

月 ○元議長故久保司郎氏従五位旭日小綬章を受章。（ 日）

〇スポーツ祭東京 で、カヌー競技（スラローム・ワイルドウォーター）及

び 日本ゴールボール選手権大会が青梅市で開催。

月 ○元収入役故小谷野浩一氏瑞宝雙光章を受章。（ 日）

○第 回臨時会（ 日）

●平成 年東京都人事委員会勧告に基づく東京都職員の給与改定を踏まえ、

特例として平成 年 月期の期末手当の額を減額する「青梅市一般職の職

員の給与に関する条例等の特例に関する条例（議 ）」を可決。

月 ○第 回定例会（ 日～ 日）

●第 次青梅市総合長期計画を推進するため、組織・機構の見直しを行うこ

とに伴い、関係する部の設置および事務分掌を改める「青梅市組織条例の

一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●観光客の誘致促進と利便の向上を図るため、新たに駐車場を設置するとと

もに、駐車場の利用に関する適正化を図るため、一部の駐車場を有料化す

ることに伴い、所要の規定の整備を行う「青梅市駐車場条例の一部を改正

する条例（議 ）」を可決。

●「教育委員会委員 岡本昌己氏 の任命（議 ）」を同意。

●「副市長 池田央氏 の選任（議 ）」を同意。

●「教育委員会委員 岡田芳典氏 の任命（議 ）」を同意。

●我が国の一日も早い持続可能な社会への転換を図るため、政府及び国に対

し、容器包装リサイクル法を改正し、発生抑制と再使用を促進するための

法律を制定することを強く求める「容器包装リサイクル法を改正し、発生

抑制と再使用を促進するための法律の制定を求める意見書（委 ）」を可決。

● 年東京オリンピックにおけるカヌースラローム競技公式練習場及び

および自然環境に配慮した競技施設を、青梅市内の多摩川に誘致すること

を強く要望する「 年東京オリンピックにおけるカヌースラローム競技

公式練習場等を青梅市内の多摩川に誘致することを求める意見書（議提

）」を可決。

○元助役故大越康次氏瑞宝雙光章を受章。（ 日）

（国内）

〇安倍政権の経済政策「アベノミクス」が始動。 金融緩和 財政出動 成長戦略

の「３本の矢」が好感され、市場では年初から円安・株高が進み、景気回復ムード
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が高まった。

○ 年夏季オリンピック・パラリンピック開催都市が東京に決定。 年以来 年

振り 回目。（ 月 日）

○伊豆大島では台風第 号の記録的豪雨に伴う土石流により甚大な被害を受けるなど、

各地で自然災害の被害が相次いだ。

○猪瀬直樹都知事が医療法人徳洲会グループから現金 万円を受けとっていたこ

とが発覚し辞任。（ 月）

（国外）

○車の排ガスや石炭燃焼から発生する微小粒子状物質「ＰＭ 」による中国の大気汚

染が深刻化。

○韓国初女性大統領に朴槿恵氏就任。（ 月 日）

○ボストンマラソン爆弾テロ事件発生。（ 月 日）

○内戦が続くシリアにおいて化学兵器が使用され、 人以上が死亡。

○イランが核開発縮小等について、国連安保理常任理事国の米英仏等との外交解決に

向けた措置に合意。

【平成 年】

月 ○元議員故福島亀太郎氏旭日単光章を受章。（ 日）

月 〇使用済小型家電の回収を開始。（ 日）

〇第 回全国梅サミットが青梅市で開催。（ 日・ 日）

〇第 回青梅マラソンが大雪により中止。

○第 回定例会（ 日～ 月 日）

●ウメ輪紋ウイルスの被害を受けた梅郷地区を中心とする梅の里を再生・復

興し、もって農業および観光・商業の振興を図ることを目的として、青

梅市梅の里再生基金を設置する「青梅市梅の里再生基金条例 （議 ）」

可決。

●組織改正等による執行体制の見直しの経過を踏まえ、条例で定める職員定

数を改めるほか、当該定数に含まれる職員の範囲を見直す「青梅市職員定

数条例の一部を改正する条例 （議 ）」を可決。

●医療の高度化および専門化に対応するとともに、医療の質の更なる向上を

図るため、病院事業企業職員の定数を改めるほか、当該定数に含まれる職

員の範囲を見直す「青梅市病院事業企業職員定数条例の一部を改正する条

例 （議 ）」を可決。

●青梅市組織条例の改正に伴い、常任委員会の所管を改める「青梅市議会委

員会条例の一部を改正する条例（委 ）」を可決。

平 成 25・26 年

は、地方税財源の充実確保が不可欠であり、国において、地方交付税の増

額による一般財源総額の確保および地方税源の充実確保等を実現される

よう強く求める「地方税財源の充実確保を求める意見書（議提 ）」を可決。

月 ○元議長故久保司郎氏従五位旭日小綬章を受章。（ 日）

〇スポーツ祭東京 で、カヌー競技（スラローム・ワイルドウォーター）及

び 日本ゴールボール選手権大会が青梅市で開催。

月 ○元収入役故小谷野浩一氏瑞宝雙光章を受章。（ 日）

○第 回臨時会（ 日）

●平成 年東京都人事委員会勧告に基づく東京都職員の給与改定を踏まえ、

特例として平成 年 月期の期末手当の額を減額する「青梅市一般職の職

員の給与に関する条例等の特例に関する条例（議 ）」を可決。

月 ○第 回定例会（ 日～ 日）

●第 次青梅市総合長期計画を推進するため、組織・機構の見直しを行うこ

とに伴い、関係する部の設置および事務分掌を改める「青梅市組織条例の

一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●観光客の誘致促進と利便の向上を図るため、新たに駐車場を設置するとと

もに、駐車場の利用に関する適正化を図るため、一部の駐車場を有料化す

ることに伴い、所要の規定の整備を行う「青梅市駐車場条例の一部を改正

する条例（議 ）」を可決。

●「教育委員会委員 岡本昌己氏 の任命（議 ）」を同意。

●「副市長 池田央氏 の選任（議 ）」を同意。

●「教育委員会委員 岡田芳典氏 の任命（議 ）」を同意。

●我が国の一日も早い持続可能な社会への転換を図るため、政府及び国に対

し、容器包装リサイクル法を改正し、発生抑制と再使用を促進するための

法律を制定することを強く求める「容器包装リサイクル法を改正し、発生

抑制と再使用を促進するための法律の制定を求める意見書（委 ）」を可決。

● 年東京オリンピックにおけるカヌースラローム競技公式練習場及び

および自然環境に配慮した競技施設を、青梅市内の多摩川に誘致すること

を強く要望する「 年東京オリンピックにおけるカヌースラローム競技

公式練習場等を青梅市内の多摩川に誘致することを求める意見書（議提

）」を可決。

○元助役故大越康次氏瑞宝雙光章を受章。（ 日）

（国内）

〇安倍政権の経済政策「アベノミクス」が始動。 金融緩和 財政出動 成長戦略

の「３本の矢」が好感され、市場では年初から円安・株高が進み、景気回復ムード
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月 ○元議員故山井正作氏旭日単光章を受章。（ 日）

○青梅市スポーツ推進計画を策定。

月 ○第 回臨時会（ 日）

●国民健康保険税の課税限度額の引上げを行うとともに、国民健康保険税の

減額措置の対象を拡大する「青梅市国民健康保険税条例の一部を改正す

る条例の専決処分について（議 ）」を承認。

月 ○青梅サタデースクールを開始。

○青梅市都市計画マスタープランを改定。

○青梅市緑の基本計画を改定。

月 ○第 回定例会（ 日～ 日）

●法人市民税法人税割の税率の引き下げ、地域決定型地方税制特例措置の導

入拡大、軽自動車税の税率の見直し等を行うほか、所要の規定の整備を

行う「青梅市市税条例等の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●単身者にかかる入居資格の範囲を拡大する「青梅市営住宅条例の一部を改

正する条例（議 ）」を可決。

●総合健康診査に併せて利用者の選択により有料で実施する健康診査項目

を必要に応じて追加できるようにするため、使用料等に関する規定の見

直しを行う「青梅市健康センター条例の一部を改正する条例 （議 ）」

を可決。

●公益財団法人自転車駐車場整備センターの設置する自転車駐車場が市に

無償譲渡されることに伴い、有料自転車等駐車場として設置する「青梅

市有料自転車等駐車場条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

月 ○臨時福祉給付金・子育て世帯臨時特例給付金の申請受付開始。

月 ○第 回定例会（ 日～ 月 日）

●青梅市長の資産等の公開の正確性の向上を図るため、減少資産等を新たに

報告の対象に加える「政治倫理の確立のための青梅市長の資産等の公開

に関する条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●子ども・子育て支援法の施行に伴い、特定教育・保育施設および特定地

域型保育事業の運営に関する基準を定める「青梅市特定教育・保育施設

および特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（議 ）」を

可決。

●「教育委員会委員 大野容義氏 の任命（議 ）」を同意。

●鉄骨造平家建て延べ面積 平方メートルの屋内運動場を改築する「青

梅市立第四小学校屋内運動場改築工事にかかる契約の締結について（議

）」を可決。
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●議案の審査または議会の運営に関し協議または調整を行うための場とし

て、予算決算委員会理事会を設置する「青梅市議会会議規則の一部を改正

する規則（委 ）」を可決。

月 ○元議員荒井慶太郎氏旭日単光章を受章。（ 日）

○元議員中里源祐氏旭日単光章を受章。（ 日）

月 ○第 回定例会（ 日～ 月 日）

●青梅市が行う公設浄化槽の設置および維持管理に関し必要な事項を定め

ることにより、生活排水の適正な処理の促進を図り、もって生活環境の向

上と河川等の水質保全に資することを目的とする「青梅市浄化槽の設置お

よび管理に関する条例（議 ）」を可決。

●青梅市におけるいじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進

するため、基本理念を定め、関係者の責務を明らかにするとともに、いじ

めの防止等に関し必要な事項を定める「青梅市いじめの防止に関する条例

（議 ）」を可決。

●「監査委員 山﨑定利氏 の選任（議 ）」を同意。

●鉄骨造平家建て延べ面積 平方メートルの屋内運動場を改築する

「青梅市立第三中学校屋内運動場改築工事にかかる契約の締結について

（議 ）」を可決。

月 〇公共施設に関する市民アンケート調査を実施。

（国内）

○関東甲信地方を中心に 週に渡り記録的大雪。交通機関への影響や停電、山間部では

孤立する町村も出た。（ 月 日・ 日・ 日～ 日）

○東京都知事選挙にて、舛添要一氏が初当選。（ 月 日）

○国際宇宙ステーションの船長に日本人初宇宙飛行士若田光一氏が就任。

○消費税 ％への引き上げを先送り。

○長野県と岐阜県の県境にある御嶽山が 年ぶりに噴火。 人以上が死亡。（ 月 日）

○青色発光ダイオード（ＬＥＤ）の開発で、赤﨑勇氏、天野浩氏、中村修二氏の 名が

ノーベル物理学賞を受賞。

（国外）

○ソチオリンピック（ 月 日～ 日・パラリンピック（ 月 日～ 日）開催。

○韓国の旅客船セウォル号が、韓国南西部の珍島沖にて沈没し、高校生を含む乗客乗

員 人が死亡・行方不明となった。（ 月 日）

○西アフリカのエボラ出血熱感染が拡大。流行は史上最悪の規模となった。

○イスラム過激派組織「イスラム国」が、カリフ制イスラム国家の樹立を宣言し、少

数派や他宗派の迫害などの残虐行為を続けた。米軍および有志連合はイスラム国を

平 成 26 年

月 ○元議員故山井正作氏旭日単光章を受章。（ 日）

○青梅市スポーツ推進計画を策定。

月 ○第 回臨時会（ 日）

●国民健康保険税の課税限度額の引上げを行うとともに、国民健康保険税の

減額措置の対象を拡大する「青梅市国民健康保険税条例の一部を改正す

る条例の専決処分について（議 ）」を承認。

月 ○青梅サタデースクールを開始。

○青梅市都市計画マスタープランを改定。

○青梅市緑の基本計画を改定。

月 ○第 回定例会（ 日～ 日）

●法人市民税法人税割の税率の引き下げ、地域決定型地方税制特例措置の導

入拡大、軽自動車税の税率の見直し等を行うほか、所要の規定の整備を

行う「青梅市市税条例等の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●単身者にかかる入居資格の範囲を拡大する「青梅市営住宅条例の一部を改

正する条例（議 ）」を可決。

●総合健康診査に併せて利用者の選択により有料で実施する健康診査項目

を必要に応じて追加できるようにするため、使用料等に関する規定の見

直しを行う「青梅市健康センター条例の一部を改正する条例 （議 ）」

を可決。

●公益財団法人自転車駐車場整備センターの設置する自転車駐車場が市に

無償譲渡されることに伴い、有料自転車等駐車場として設置する「青梅

市有料自転車等駐車場条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

月 ○臨時福祉給付金・子育て世帯臨時特例給付金の申請受付開始。

月 ○第 回定例会（ 日～ 月 日）

●青梅市長の資産等の公開の正確性の向上を図るため、減少資産等を新たに

報告の対象に加える「政治倫理の確立のための青梅市長の資産等の公開

に関する条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●子ども・子育て支援法の施行に伴い、特定教育・保育施設および特定地

域型保育事業の運営に関する基準を定める「青梅市特定教育・保育施設

および特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（議 ）」を

可決。

●「教育委員会委員 大野容義氏 の任命（議 ）」を同意。

●鉄骨造平家建て延べ面積 平方メートルの屋内運動場を改築する「青

梅市立第四小学校屋内運動場改築工事にかかる契約の締結について（議

）」を可決。
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標的とした空爆を開始した。

〇中国全国人民代表大会常任委員会が、 年の香港行政長官の普通選挙で、中国当

局に批判的な民主派を締め出す方針を決めたことを受け、「真の普通選挙」実施を求

める学生らが、香港の中心街の幹線道路を占拠した。デモ隊は一時約 万人に膨れ

上がり、香港返還以降、最大の政治的混乱となった。雨傘革命とも呼ばれた。

【平成 年】

月 ○第 回定例会（ 日～ 月 日）

●特定個人情報保護評価の第三者点検を青梅市情報公開・個人情報保護運営

審議会で行うため、その所掌事項等を改める「青梅市情報公開・個人情

報保護運営審議会条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●給料月額と地域手当との配分変更を踏まえ、退職手当の調整額を改める

「青梅市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●議会運営委員会の検討結果に基づき、地方自治法第 条の規定による定

例会の実施方法の見直しを行う「青梅市議会定例会の回数に関する条例

（委 ）」を可決。

●議会運営委員会の検討結果に基づき、常任委員会の委員会数の見直しを行

うとともに、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正に伴い、

所要の規定の整備を行う「青梅市議会委員会条例の一部を改正する条例

（委 ）」を可決。

月 ○青梅市民防災ハンドブックを全戸配布。

〇第 次青梅市環境基本計画および第 次青梅市地球温暖化対策実行計画（事務

事業編）を策定。

○第 期青梅市高齢者保健福祉計画・青梅市介護保険事業計画を策定。

 月 ○青梅市新型インフルエンザ等対策行動計画を策定。

〇ウメ輪紋ウイルスへの新たな対策について、住民説明会を開催。（ 日）

月 日 市議会議員選挙執行。

市議会議員―定数 人（無所属 人、公明党 人、日本共産党 人、自民党 人、

民主党 人、みどりのオンブズマン 人）

月 ○ 月招集議会（ 日）

●第 期から青梅市議会が通年議会制となる。また、予算委員会および決算

委員会を予算決算委員会とした。

●正副議長選挙執行。（議長に山本佳昭氏、副議長に鴻井伸二氏を選出）

●「監査委員 結城守夫氏 の選任（議 ）」を同意。

月 ○青梅市プレミアム付商品券を発行。
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○ 月定例議会（ 日～ 日）

●利用者へのサービスの拡大を図るとともに、図書館の管理を指定管理者に

行わせることができるようにするため、所要の規定の整備を行う「青梅

市図書館条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●近年の男女共同参画の状況に鑑み、男女共同参画を考慮した議会活動を促

進するため、出産を理由とする会議および委員会の欠席に関する規定を

加える「青梅市議会会議規則の一部を改正する規則（委 ）」を可決。

月 ○議会映像配信システムを更新し携帯情報端末対応とした。

月 ○ボッパルト市姉妹都市提携 周年。

○ 月定例議会（ 月 日～ 月 日）

●行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律にもとづく個人番号の利用および特定個人情報の提供に関し必要な事

項を定める「青梅市行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律にもとづく個人番号の利用および特定個人情報の提

供に関する条例（議 ）」を可決。

●行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律の規定にもとづき、青梅市が保有する特定個人情報の適正な取扱いを確

保するため、青梅市個人情報保護条例の特例を定める「青梅市特定個人情

報の保護に関する青梅市個人情報保護条例の特例に関する条例（議 ）」

を可決。

●行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に規定する通知カードおよび個人番号カードを再交付する場合に徴収

する手数料を定める「青梅市事務手数料条例の一部を改正する条例（議

）」を可決。

●「教育委員会教育長 岡田芳典氏 の任命（議 ）」を同意。

●「公平委員会委員 桑原顯正氏 の選任（議 ）」を同意。

月 ○元助役故田邊時夫氏瑞宝雙光章を受章（ 日）。

月 ○マイナンバー制度の開始に伴い、マイナンバーの通知カードが送付される。

○ 月臨時議会（ 日）

●地方公務員災害補償法施行令および非常勤消防団員等に係る損害補償の

基準を定める政令の一部改正に伴い、関係条例について所要の規定の整

備を行う「青梅市議会議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関す

る条例等の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

月 日 市長選挙執行―浜中啓一氏当選。

月 ○ 月定例議会（ 日～ 日）

平 成 26・27 年

標的とした空爆を開始した。

〇中国全国人民代表大会常任委員会が、 年の香港行政長官の普通選挙で、中国当

局に批判的な民主派を締め出す方針を決めたことを受け、「真の普通選挙」実施を求

める学生らが、香港の中心街の幹線道路を占拠した。デモ隊は一時約 万人に膨れ

上がり、香港返還以降、最大の政治的混乱となった。雨傘革命とも呼ばれた。

【平成 年】

月 ○第 回定例会（ 日～ 月 日）

●特定個人情報保護評価の第三者点検を青梅市情報公開・個人情報保護運営

審議会で行うため、その所掌事項等を改める「青梅市情報公開・個人情

報保護運営審議会条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●給料月額と地域手当との配分変更を踏まえ、退職手当の調整額を改める

「青梅市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●議会運営委員会の検討結果に基づき、地方自治法第 条の規定による定

例会の実施方法の見直しを行う「青梅市議会定例会の回数に関する条例

（委 ）」を可決。

●議会運営委員会の検討結果に基づき、常任委員会の委員会数の見直しを行

うとともに、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正に伴い、

所要の規定の整備を行う「青梅市議会委員会条例の一部を改正する条例

（委 ）」を可決。

月 ○青梅市民防災ハンドブックを全戸配布。

〇第 次青梅市環境基本計画および第 次青梅市地球温暖化対策実行計画（事務

事業編）を策定。

○第 期青梅市高齢者保健福祉計画・青梅市介護保険事業計画を策定。

 月 ○青梅市新型インフルエンザ等対策行動計画を策定。

〇ウメ輪紋ウイルスへの新たな対策について、住民説明会を開催。（ 日）

月 日 市議会議員選挙執行。

市議会議員―定数 人（無所属 人、公明党 人、日本共産党 人、自民党 人、

民主党 人、みどりのオンブズマン 人）

月 ○ 月招集議会（ 日）

●第 期から青梅市議会が通年議会制となる。また、予算委員会および決算

委員会を予算決算委員会とした。

●正副議長選挙執行。（議長に山本佳昭氏、副議長に鴻井伸二氏を選出）

●「監査委員 結城守夫氏 の選任（議 ）」を同意。

月 ○青梅市プレミアム付商品券を発行。
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●公平委員会の事務を共同処理するため、東京都市公平委員会を共同して設

置する「青梅市公平委員会設置条例を廃止する条例（議 ）」を可決。

●行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律にもとづく個人番号の利用範囲に、地方公共団体が条例で定める事務

を追加する「青梅市行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律にもとづく個人番号の利用および特定個人情報の

提供に関する条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市総合体育館および青梅市体育施設 施設の指定管理者を指定するた

め、市議会の議決を求める「青梅市総合体育館および青梅市体育施設 施

設の指定管理者の指定について（議 ）」を可決。

●総合病院建替検討委員会における検討結果にもとづき、青梅市議会の議決

すべき事件に総合病院の建て替えに関する基本構想および基本計画を加

える「青梅市議会の議決すべき事件等に関する条例の一部を改正する条

例（委 ）」を可決。

（国内）

〇日本年金機構が外部からの不正アクセスを受け、年金加入者らの個人情報 万件が

外部に流出。（ 月 日）

○選挙権が 歳以上から 歳以上とする公職選挙法改正案が可決成立。（ 月 日）

○集団的自衛権の行使を可能にすることや、米軍への後方支援を大幅に拡大すること

などを柱とする安全保障関連法が成立。

○ 年東京オリンピック・パラリンピックのメイン会場となる新国立競技場の建設

計画が、当初予定していた整備費を大幅に上回ったこと、また、五輪公式エンブレ

ムは、他のロゴとの酷似を指摘されたことにより、それぞれが白紙となる事態にな

った。

○ラグビーワールドカップイングランド大会で、日本代表がＷ杯で２度の優勝を誇る

強国の南アフリカを、試合終了直前の逆転トライで倒す歴史的な勝利を挙げた。

月 日

（国外）

○高度成長が続いてきた中国経済に陰りが見え始め、世界の金融市場に動揺が広がり、

東京やニューヨーク市場を巻き込んだ世界同時株安が起きた。

○米国とキューバが 年の断交以来、 年振りに国交を回復。

○過激派組織「イスラム国」によるパリでの同時テロ発生。死者 人超。（ 月 日）

〇国連気候変動枠組条約第 回締約国会議（ＣＯＰ ）は、 年以降の地球温暖化

対策の新たな国際枠組みである「パリ協定」を採択した。新枠組みの合意は現行の

枠組みである京都議定書以来 年ぶりとなった。
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【平成 年】

月 ○ 月臨時議会（ 日）

●市長、副市長および教育長に支給する期末手当の支給割合を改める「青梅

市長等の給与に関する条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●市議会議員に支給する期末手当の支給割合を改める「青梅市議会議員の議

員報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例（議 ）」

を可決。

○ 月定例議会（ 日～ 月 日）

●行政不服審査法の施行に伴い、青梅市行政不服審査会を設置する「青梅市

行政不服審会条例（議 ）」を可決。

●地方公務員法の一部改正に伴い、職員の退職管理に関し必要な事項を定

める「青梅市職員の退職管理に関する条例（議 ）」を可決。

●消費者安全法の一部改正に伴い、青梅市消費者相談室の設置に関し必要

な事項を定める「青梅市消費者相談室設置条例（議 ）」を可決。

●会計年度末における日切れ扱いの法令等の改正に伴い翌年度の当初から

施行する必要がある条例改正及び解散、欠員等の事由にもとづく選挙にか

かる歳入歳出予算の補正を専決処分に加える「市長の専決処分事項の指定

についての一部改正について（委 ）」を可決。

●公共施設再編特別委員会を設置。

月 ○青梅市親善大使に篠原ともえ氏を任命。（ 日）

月 ○元議長故中村義雄氏従五位を受章。（ 日）

〇熊本地震の被災地へ市職員を派遣。

月 ○ 月招集議会（ 日）

●庁用自動車による物損事故に関し、和解し、損害賠償の額を決定する「和

解および損害賠償額の決定について（議 ）」を可決。

月 ○青梅市空家バンクを開設。

○ 月定例議会（ 日～ 日）

●観光客の利用の拡大および施設の効率的な管理運営を図るため、指定管理

者が行う業務等について見直しを行う「青梅市御岳交流センター条例の

一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●国に対し、地震、津波、豪雨などの大規模災害発生時に、被災地に赴く災

害ボランティアの交通費や宿泊費の負担を軽減する割引制度を制定する

よう要請する「災害ボランティア割引制度の実現を求める意見書（議提

）」を可決。

○青梅市中心市街地活性化基本計画が、都内で初となる内閣総理大臣の認定を

平 成 27・28 年

●公平委員会の事務を共同処理するため、東京都市公平委員会を共同して設

置する「青梅市公平委員会設置条例を廃止する条例（議 ）」を可決。

●行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律にもとづく個人番号の利用範囲に、地方公共団体が条例で定める事務

を追加する「青梅市行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律にもとづく個人番号の利用および特定個人情報の

提供に関する条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市総合体育館および青梅市体育施設 施設の指定管理者を指定するた

め、市議会の議決を求める「青梅市総合体育館および青梅市体育施設 施

設の指定管理者の指定について（議 ）」を可決。

●総合病院建替検討委員会における検討結果にもとづき、青梅市議会の議決

すべき事件に総合病院の建て替えに関する基本構想および基本計画を加

える「青梅市議会の議決すべき事件等に関する条例の一部を改正する条

例（委 ）」を可決。

（国内）

〇日本年金機構が外部からの不正アクセスを受け、年金加入者らの個人情報 万件が

外部に流出。（ 月 日）

○選挙権が 歳以上から 歳以上とする公職選挙法改正案が可決成立。（ 月 日）

○集団的自衛権の行使を可能にすることや、米軍への後方支援を大幅に拡大すること

などを柱とする安全保障関連法が成立。

○ 年東京オリンピック・パラリンピックのメイン会場となる新国立競技場の建設

計画が、当初予定していた整備費を大幅に上回ったこと、また、五輪公式エンブレ

ムは、他のロゴとの酷似を指摘されたことにより、それぞれが白紙となる事態にな

った。

○ラグビーワールドカップイングランド大会で、日本代表がＷ杯で２度の優勝を誇る

強国の南アフリカを、試合終了直前の逆転トライで倒す歴史的な勝利を挙げた。

月 日

（国外）

○高度成長が続いてきた中国経済に陰りが見え始め、世界の金融市場に動揺が広がり、

東京やニューヨーク市場を巻き込んだ世界同時株安が起きた。

○米国とキューバが 年の断交以来、 年振りに国交を回復。

○過激派組織「イスラム国」によるパリでの同時テロ発生。死者 人超。（ 月 日）

〇国連気候変動枠組条約第 回締約国会議（ＣＯＰ ）は、 年以降の地球温暖化

対策の新たな国際枠組みである「パリ協定」を採択した。新枠組みの合意は現行の

枠組みである京都議定書以来 年ぶりとなった。
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受ける。（ 日）

月 ○参議院議員選挙より選挙権年齢が 歳以上に引き下げられる。

○いじめゼロ宣言・子ども議会を開催。（ 日）

月 ○台風第 号の影響で、記録的短時間大雨情報が発令され、市内における 時間

の雨量が ミリで観測史上最大を記録。（ 日）

月 ○中央図書館の来館者が 万人を達成。（ 日）

○ 月定例議会（ 日～ 日）

●待機児童の解消を図るため、青梅市第三学童保育所を増設する「青梅市学

童保育所条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●議員の職責および青梅市議会への住民の信頼の確保に鑑み、議員が市議会

の会議等を長期にわたって欠席した場合、議員報酬および期末手当を減

額する「青梅市議会議員の議員報酬等の特例に関する条例（委 ）」を可

決。都内 市では初めてとなる条例改正。

月 ○元市長竹内俊夫氏旭日小綬章を受章。（ 日）

○青梅織物工業協同組合の建物群が国登録有形文化財に登録。（ 日）

月 ○ 月定例議会（ 日～ 日）

● 月定例議会初日の本会議開会前に青梅市民合唱団による青梅議場ミニ

コンサートを初めて開演。（ 日）

●農業委員会等に関する法律の一部改正に伴い、青梅市農業委員会委員およ

び青梅市農地利用最適化推進委員の定数を定める「青梅市農業委員会委

員および青梅市農地利用最適化推進委員の定数条例（議 ）」を可決。

●人事院勧告および東京都人事委員会勧告を踏まえ、市議会議員に支給する

期末手当の支給割合を改める「青梅市議会議員の議員報酬および費用弁

償等に関する条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市総合長期計画基本構想・基本計画を改訂する「青梅市総合長期計画

基本構想・基本計画の改訂について（議 ）」を可決。

●地域住民や青梅市自立センター利用者にとっての安全・安心の確保が難し

くなることが予見できるため、今井 丁目地内における墓地建設計画につ

いて反対する「今井 丁目地内における墓地建設計画に反対する決議（委

）」を可決。

（国内）

○熊本県を震源とする地震発生。熊本県益城町等で震度 を 回含む震度 以上を 日間

で 回記録した。熊本城も石垣の損壊、天守閣の屋根瓦が剥がれ落ちるなど大きな被

害を受けた。（ 月 日）

○先進国首脳会議（Ｇ サミット）が伊勢志摩で開催。（ 月 日・ 日）
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〇バラク・オバマアメリカ大統領が広島を訪問。現役大統領の訪問は史上初。平和記

念公園にて献花。自ら折った折鶴を手向けた。（ 月 日）

○政治資金私的流用等を理由に舛添要一都知事辞職。月 日に行われた都知事選挙に

て無所属の小池百合子氏が、無推薦で 万票獲得。増田寛也氏、鳥越俊太郎氏を抑

え、初当選。初の女性都知事。（ 月 日）

○天皇陛下「生前退位」について、ビデオメッセージでおことば表明。（ 月 日）

○富山市議会の政務活動費の不正受給が相次ぎ、議長含む 人辞職。全国各地で政務

活動費について、市議会だけでなく国会議員にまで問題が及んだ。

（国外）

○リオデジャネイロオリンピック（ 月 日～ 日）・パラリンピック（ 月 日～ 日）

が開催。

○イチロー、メジャー通算 本安打達成。（ 月 日）

○アメリカ大統領選挙で米共和党のドナルド・トランプ氏が勝利。（ 月 日）

【平成 年】

月 ○ 月定例議会（ 日～ 月 日）

●民間事業者等が設置する多機能端末機からの証明書等の交付の手数料等

を定めるとともに、自動交付機の利用に関する規定を削るほか、印鑑の

登録証について所要の規定の整備を行う「青梅市事務手数料条例等の一

部を改正する条例（議 ）」を可決。

●消費税率引上げ時期の変更に伴い、現行の低所得者の第 号保険料軽減強

化策を延長しようとする「青梅市介護保険条例の一部を改正する条例（議

）」を可決。

●青梅市立総合病院の建て替えに関する基本計画を策定する「青梅市立総合

病院の建て替えに関する基本計画の策定について（議 ）」を可決。

月 ○閉館となる青梅市民会館で「ありがとう、青梅市民会館！」と題したイベン

トを開催。

○青梅市公共施設等総合管理計画を策定。

月 ○元市長、元議長故田邊榮吉氏正五位を受章。（ 日）

〇元議長須﨑昭氏旭日双光章を受章。（ 日）

月 ○ 月招集議会（ 日）

●正副議長選挙執行。（議長に小山進氏、副議長に野島資雄氏を選出）

●「監査委員 久保富弘氏 の選任（議 ）」を同意。

●公共施設再編特別委員会における検討結果にもとづき、青梅市議会の議決

すべき事件に東青梅 丁目地内諸事業用地等の利活用に関する構想を加え

平 成 28・29 年

受ける。（ 日）

月 ○参議院議員選挙より選挙権年齢が 歳以上に引き下げられる。

○いじめゼロ宣言・子ども議会を開催。（ 日）

月 ○台風第 号の影響で、記録的短時間大雨情報が発令され、市内における 時間

の雨量が ミリで観測史上最大を記録。（ 日）

月 ○中央図書館の来館者が 万人を達成。（ 日）

○ 月定例議会（ 日～ 日）

●待機児童の解消を図るため、青梅市第三学童保育所を増設する「青梅市学

童保育所条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●議員の職責および青梅市議会への住民の信頼の確保に鑑み、議員が市議会

の会議等を長期にわたって欠席した場合、議員報酬および期末手当を減

額する「青梅市議会議員の議員報酬等の特例に関する条例（委 ）」を可

決。都内 市では初めてとなる条例改正。

月 ○元市長竹内俊夫氏旭日小綬章を受章。（ 日）

○青梅織物工業協同組合の建物群が国登録有形文化財に登録。（ 日）

月 ○ 月定例議会（ 日～ 日）

● 月定例議会初日の本会議開会前に青梅市民合唱団による青梅議場ミニ

コンサートを初めて開演。（ 日）

●農業委員会等に関する法律の一部改正に伴い、青梅市農業委員会委員およ

び青梅市農地利用最適化推進委員の定数を定める「青梅市農業委員会委

員および青梅市農地利用最適化推進委員の定数条例（議 ）」を可決。

●人事院勧告および東京都人事委員会勧告を踏まえ、市議会議員に支給する

期末手当の支給割合を改める「青梅市議会議員の議員報酬および費用弁

償等に関する条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市総合長期計画基本構想・基本計画を改訂する「青梅市総合長期計画

基本構想・基本計画の改訂について（議 ）」を可決。

●地域住民や青梅市自立センター利用者にとっての安全・安心の確保が難し

くなることが予見できるため、今井 丁目地内における墓地建設計画につ

いて反対する「今井 丁目地内における墓地建設計画に反対する決議（委

）」を可決。

（国内）

○熊本県を震源とする地震発生。熊本県益城町等で震度 を 回含む震度 以上を 日間

で 回記録した。熊本城も石垣の損壊、天守閣の屋根瓦が剥がれ落ちるなど大きな被

害を受けた。（ 月 日）

○先進国首脳会議（Ｇ サミット）が伊勢志摩で開催。（ 月 日・ 日）
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る「青梅市議会の議決すべき事件等に関する条例の一部を改正する条例

（委 ）」を可決。

○ 月 日発行の市議会だより№ から紙面をカラー化。

月 ○ 月定例議会（ 日～ 日）

● 月定例議会初日の本会議開会前に市内在住の大倉サラ氏のヴァイオリン、

ティム・デミー氏のチェロによる二重奏で青梅議場ミニコンサートを開演。

（ 日）

●地域医療支援病院の承認を受けることに伴い、使用料について見直しを行

う「青梅市立総合病院使用条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市街路灯ＬＥＤ化事業委託について、契約を締結する「青梅市街路灯

ＬＥＤ化事業委託にかかる契約の締結について（議 ）」を可決。

月 ○青梅市立総合病院が、地域医療支援病院として都知事から承認される。（

日）

月 ○ 月定例議会（ 日～ 日）

●大地震等、大規模災害が発生した場合に迅速かつ適切な対応を図るため、

台風災害が発生した想定で、参集から被害状況報告、電話対応など、災害

対応訓練を議会として初めて実施。（ 日）

●子育て世帯に対する支援の拡大を図るため、入居者の資格について見直し

を行う「青梅市営住宅条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市土地開発公社を解散することについて、市議会の議決を求める「青

梅市土地開発公社の解散について（議 ）」を可決。

●青梅市し尿処理施設の基幹的設備改良工事について契約を締結する「青梅

市し尿処理場基幹的設備改良工事にかかる契約の締結について（議 ）」

を可決。

月 ○青梅市立総合病院員内保育所にて、外来受診時の乳幼児一時預かりを開始。

月 ○元議長大島健一氏旭日小綬章を受章。（ 日）

〇「公会計情報の新たな活用に向けた地方議会の役割」と題した地方公会計研

修を実施。 日

月 ○ 月定例議会（ 日～ 日）

●第 次青梅市総合長期計画および青梅市まち・ひと・しごと創生総合戦略

を推進するため、組織・機構の見直しを行うことに伴い、関係する部の

設置および事務分掌を改める「青梅市組織条例の一部を改正する条例（議

）」を可決。

●墓地等の経営の適正化および墓地等と周辺環境との調和を図るため、設置

基準および構造設備基準の見直し等を行う「青梅市墓地等の経営の許可
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等に関する条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●「教育委員会委員 榎本淳一郎氏 の任命（議 ）」を同意。

●「副市長 池田央氏 の選任（議 ）」を同意。

○住民票や印鑑登録証明書などの証明書コンビニ交付サービスを開始。（ 日）

（国内）

○毎月末金曜日の午後 時終業を奨励する「プレミアムフライデー」が初実施される。

○東京都議会議員選挙が行われ、小池百合子知事が代表を務める「都民ファーストの

会」が圧勝し、自民党は大敗。（ 月 日）

○梅雨前線に南から湿った空気が流れ込んだ影響で、「線状降水帯」と呼ばれる帯状の

雨雲が形成され、この影響で福岡県と大分県を中心に猛烈な雨が降り、大雨特別警

報が発表された。大規模な土砂崩れや河川の氾濫が起きた。平成 年 月九州北部豪

雨と命名され、激甚災害に指定された。

○学校法人「森友学園」への国有地格安売却と「加計学園」の獣医学部新設をめぐり、

安倍晋三首相や周辺の関与の可能性が疑惑として浮上し、国会で問題化した。

（国外）

○北朝鮮の最高指導者、金正恩氏の異母兄、金正男氏がマレーシアの空港内で殺害さ

れる。

○北朝鮮が繰り返し行う大陸間弾道ミサイル発射や核実験に対して、アメリカは経済

封鎖に加えて軍事的威嚇の強化で対抗し、米朝間の緊張が高まった。また、ミサイ

ルが日本上空を超えて太平洋に落下したことから、Ｊアラートを通じて国民に避難

を呼びかけたほか、自衛隊は米空母などと合同で訓練を行った。

○フランス大統領選挙で中道派のエマニュエル・マクロン氏が、フランス史上最年少

の大統領となる。（ 月 日）

○韓国大統領選挙で文在寅候補が大差で勝利し、第 代大統領に。（ 月 日）

○日本人を含む外国人人質殺害事件や欧米諸国での大規模テロを引き起こして国際社

会を震撼させた過激派組織「イスラム国」は、イラクとシリアの大半で駆逐され、

組織としては事実上崩壊した。

【平成 年】

月 ○子育て世代包括支援センターを開設。（ 日）

○ 月臨時議会（ 日）

●民間水準との均衡を図るため、東京都の退職手当の見直しを踏まえ、職員

に支給する退職手当について見直しを行う「青梅市職員退職手当支給条

例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●市議会議員の期末手当の額を減額する「青梅市議会議員の議員報酬および

平 成 29・30 年

る「青梅市議会の議決すべき事件等に関する条例の一部を改正する条例

（委 ）」を可決。

○ 月 日発行の市議会だより№ から紙面をカラー化。

月 ○ 月定例議会（ 日～ 日）

● 月定例議会初日の本会議開会前に市内在住の大倉サラ氏のヴァイオリン、

ティム・デミー氏のチェロによる二重奏で青梅議場ミニコンサートを開演。

（ 日）

●地域医療支援病院の承認を受けることに伴い、使用料について見直しを行

う「青梅市立総合病院使用条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市街路灯ＬＥＤ化事業委託について、契約を締結する「青梅市街路灯

ＬＥＤ化事業委託にかかる契約の締結について（議 ）」を可決。

月 ○青梅市立総合病院が、地域医療支援病院として都知事から承認される。（

日）

月 ○ 月定例議会（ 日～ 日）

●大地震等、大規模災害が発生した場合に迅速かつ適切な対応を図るため、

台風災害が発生した想定で、参集から被害状況報告、電話対応など、災害

対応訓練を議会として初めて実施。（ 日）

●子育て世帯に対する支援の拡大を図るため、入居者の資格について見直し

を行う「青梅市営住宅条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市土地開発公社を解散することについて、市議会の議決を求める「青

梅市土地開発公社の解散について（議 ）」を可決。

●青梅市し尿処理施設の基幹的設備改良工事について契約を締結する「青梅

市し尿処理場基幹的設備改良工事にかかる契約の締結について（議 ）」

を可決。

月 ○青梅市立総合病院員内保育所にて、外来受診時の乳幼児一時預かりを開始。

月 ○元議長大島健一氏旭日小綬章を受章。（ 日）

〇「公会計情報の新たな活用に向けた地方議会の役割」と題した地方公会計研

修を実施。 日

月 ○ 月定例議会（ 日～ 日）

●第 次青梅市総合長期計画および青梅市まち・ひと・しごと創生総合戦略

を推進するため、組織・機構の見直しを行うことに伴い、関係する部の

設置および事務分掌を改める「青梅市組織条例の一部を改正する条例（議

）」を可決。

●墓地等の経営の適正化および墓地等と周辺環境との調和を図るため、設置

基準および構造設備基準の見直し等を行う「青梅市墓地等の経営の許可
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費用弁償等に関する条例の特例に関する条例（議提 ）」を可決。

月 ○ 月定例議会（ 日～ 月 日）

●組織改正等による執行体制の見直しの経過を踏まえ、職員定数を改める

「青梅市職員定数条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市国民健康保険事業における財政の安定化を図るため、国民健康保険

税の税率等を改定するほか、所要の規定の整備を行う「青梅市国民健康

保険税条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市組織条例の一部改正に伴い、常任委員会の所管を改める「青梅市議

会委員会条例の一部を改正する条例（委 ）」を可決。

月 ○青梅市行財政改革推進プランを策定。

月 ○ 月臨時議会（ 日）

●鉄骨造、地下 階地上 階建て、延べ面積 平方メートルの青梅市新

生涯学習施設（仮称）新築工事にかかる契約を締結する「青梅市新生涯

学習施設（仮称）新築工事にかかる契約の締結について（議 ）」を可

決。

●青梅市新生涯学習施設（仮称）新築工事にかかる各種機械設備工事の契約

を締結する「青梅市新生涯学習施設（仮称）新築機械設備工事にかかる

契約の締結について（議 ）」を可決。

〇元副議長高橋勝氏旭日双光章を受章（ 日）

○青梅市立総合病院に脳卒中センターを開設。

月 ○ 月招集議会（ 日）

●規定に該当する者に対し、表彰を執行する「青梅市表彰条例にもとづく表

彰の執行について（議 ）」を可決。

月 〇元副議長村上光永氏旭日単光章を受章（ 日）

〇元助役故清水三郎氏瑞宝双光章を受章（ 日）

○ 月定例議会（ 日～ 日）

● 月定例議会初日の本会議開会前にアロハスターズによる青梅議場ミニコ

ンサートを開演。（ 日）

●公職選挙法および公職選挙法施行令の改正に伴い、所要の規定の整備を行

う「青梅市議会議員および青梅市長の選挙における選挙運動の公費負担

に関する条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●大地震等、大規模災害が発生した場合に迅速かつ適切な対応を図るため、

災害対応訓練を行った。昨年度は台風災害が発生した想定としたが、今

年度は地震が発生した想定とし、参集訓練のほか、東日本大震災で甚大

な被害を受けた南三陸町への行政視察を行った環境建設委員会から視察
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報告が行われた。（ 日）

月 ○青梅市立総合病院の新病院基本設計が完了。

月 〇「青梅市の財務書類から読み解く青梅市の財政状態」と題した地方公会計研

修を実施。 日

○ 月定例議会（ 日～ 月 日）

●市民の知る権利を尊重し、何人にも市政に関する公文書の公開を請求す

る権利を保障するとともに、市政に関する市の説明責任と公文書の公開

義務を明確化し、公文書の定義を見直すほか、情報公開制度の一層の充

実を進めるため、青梅市情報公開条例の全部改正を行う「青梅市情報公

開条例（議 ）」を可決。

●市民に文化活動および地域交流の場を提供し、生涯にわたる学習活動を総

合的に支援することにより、生活文化の向上と生涯学習の振興に寄与す

るため、青梅市文化交流センターを設置する「青梅市文化交流センター

条例（議 ）」を可決。

●「教育委員会委員 大野容義氏 の任命（議 ）」を同意。

●「教育委員会教育長 岡田芳典氏 の任命（議 ）」を同意。

月 ○子育てアプリ「ゆめうめちゃんの子育て・予防接種ナビ」のサービス開始。

○青梅市初となるネーミングライツ・パートナーを募集。

月 ○ 月定例議会（ 日～ 日）

●青梅インターチェンジ周辺地区における地区整備事業の円滑な推進を支

援するため、部を新設するほか、事務分掌の見直しを行う「青梅市組織

条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市公共施設等総合管理計画にもとづく公共施設のあり方に関する検

討結果を踏まえ、青梅市福祉センターにおける事業および施設の見直し

を行う「青梅市福祉センター条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市墓地公園内に新たに樹林墓地を設置し、その使用等に関し必要な事

項を定めるとともに、区画墓地の使用等に関する規定について見直しを

行うため、青梅市墓地公園条例の全部改正を行う「青梅市墓地公園条例

（議 ）」を可決。

●「監査委員 山﨑定利氏 の選任（議 ）」を同意。

○病院事業管理者に原義人氏、総合病院院長に大友建一郎氏が就任。（ 日）

（国内）

○防衛省が国会議員の資料要求などに「存在しない」と回答していた陸上自衛隊のイ

ラク派遣部隊の日報が発見された。防衛省は組織的な隠蔽を否定したが、文民統制

に対する懸念や不信感を生じさせる事態となった。（ 月）

平 成 30 年

費用弁償等に関する条例の特例に関する条例（議提 ）」を可決。

月 ○ 月定例議会（ 日～ 月 日）

●組織改正等による執行体制の見直しの経過を踏まえ、職員定数を改める

「青梅市職員定数条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市国民健康保険事業における財政の安定化を図るため、国民健康保険

税の税率等を改定するほか、所要の規定の整備を行う「青梅市国民健康

保険税条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市組織条例の一部改正に伴い、常任委員会の所管を改める「青梅市議

会委員会条例の一部を改正する条例（委 ）」を可決。

月 ○青梅市行財政改革推進プランを策定。

月 ○ 月臨時議会（ 日）

●鉄骨造、地下 階地上 階建て、延べ面積 平方メートルの青梅市新

生涯学習施設（仮称）新築工事にかかる契約を締結する「青梅市新生涯

学習施設（仮称）新築工事にかかる契約の締結について（議 ）」を可

決。

●青梅市新生涯学習施設（仮称）新築工事にかかる各種機械設備工事の契約

を締結する「青梅市新生涯学習施設（仮称）新築機械設備工事にかかる

契約の締結について（議 ）」を可決。

〇元副議長高橋勝氏旭日双光章を受章（ 日）

○青梅市立総合病院に脳卒中センターを開設。

月 ○ 月招集議会（ 日）

●規定に該当する者に対し、表彰を執行する「青梅市表彰条例にもとづく表

彰の執行について（議 ）」を可決。

月 〇元副議長村上光永氏旭日単光章を受章（ 日）

〇元助役故清水三郎氏瑞宝双光章を受章（ 日）

○ 月定例議会（ 日～ 日）

● 月定例議会初日の本会議開会前にアロハスターズによる青梅議場ミニコ

ンサートを開演。（ 日）

●公職選挙法および公職選挙法施行令の改正に伴い、所要の規定の整備を行

う「青梅市議会議員および青梅市長の選挙における選挙運動の公費負担

に関する条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●大地震等、大規模災害が発生した場合に迅速かつ適切な対応を図るため、

災害対応訓練を行った。昨年度は台風災害が発生した想定としたが、今

年度は地震が発生した想定とし、参集訓練のほか、東日本大震災で甚大

な被害を受けた南三陸町への行政視察を行った環境建設委員会から視察



22 第１編　市議会10年の概要

○オウム真理教の元代表松本智津夫（麻原彰晃）死刑囚と元幹部ら 人の刑を一斉に執

行した。平成 年 月に発生した地下鉄サリン事件から 年余を経て、⼀連の教団事

件で死刑が確定した 人全員の執行を終えた。（ 月 日・ 日）

○学校のブロック塀が倒れ通学中の児童が犠牲となった大阪北部地震、 府県で計

人を超える死者が出るなど平成最悪の豪雨災害となった西日本豪雨、高潮などによ

り関西国際空港が閉鎖となった台風第 号、最大震度 を記録し道内ほぼ全域が停電

となりブラックアウトが発生した北海道胆振東部地震、埼玉県熊谷市では国内観測

史上最高の 度となる「災害級の猛暑」を記録するなど、災害が相次いだ。

（国外）

○平昌オリンピック（ 月 日～ 日）・パラリンピック（ 月 ～ 日）が開催された。

○トランプ米大統領と北朝鮮の金正恩朝鮮労働党委員長による米朝首脳会談が、史上

初めて実現した。「朝鮮半島の完全な非核化」を目指すと明記した共同声明を発表し

たものの、核廃棄の査察や完了期限といった肝心の文言はなく、具体策は先送りさ

れた。

〇韓国の文在寅大統領と北朝鮮の金正恩朝鮮労働党委員長は、板門店の韓国側施設「平

和の家」で会談し、朝鮮半島の「完全な非核化実現」を共同の目標に掲げた「板門

店宣言」に署名した。北朝鮮の最高指導者が板門店を越えて韓国側を訪れたのは分

断後初めて。（ 月 日）

〇韓国最高裁は、第二次世界大戦中の元徴用工の損害賠償請求訴訟で新日鉄住金の上

告を棄却、賠償を命じる判決を言い渡した。また、三菱重工業を相手取った元徴用

工らの訴訟 件についても賠償判決を確定させた。日本政府は「協定で解決済み」と

の立場で、「判決は日韓関係の法的基盤を覆す」として、韓国政府に是正措置を求め

た。

【平成 年（ 月～ 月】【令和元年（ 月～ 月）】

月 〇元議長故大島健一氏従五位を受章（ 日）

月 ○第 回全国梅サミットが青梅市で開催され、梅サミット記念植樹式が行われ

た。（ 日・ 日）

○ 月定例議会（ 日～ 月 日）

●建築基準法第 条の 第 項の規定にもとづき、地区計画の区域内における

建築物に関する制限を定める「青梅市地区計画の区域内における建築物

の制限に関する条例（議 ）」を可決。

●近年の入院患者数の動向を踏まえ、一般病床の数を改める「青梅市病院事

業の設置等に関する条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●重大事態への対処方法の見直しに伴い、報告先に青梅市議会を追加する
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「青梅市いじめの防止に関する条例の一部を改正する条例（議 ）」を可

決。

●青梅市組織条例の一部改正に伴い、常任委員会の所管を改める「青梅市議

会委員会条例の一部を改正する条例（委 ）」を可決。

月 ○会議録検索システムのバージョンアップを行い、パソコン版とスマートデバ

イス版が選択可能となり、操作性、検索スピードもアップした。（ 日）

○ 月臨時議会（ 日）

●介護保険法施行令の一部改正に伴い、低所得者層の保険料減額賦課にかか

る保険料率を改める「青梅市介護保険条例の一部を改正する条例（議 ）」

を可決。

○ネーミングライツ・パートナーおよび施設の愛称について、文化交流セン

ターが「ネッツたまぐーセンター（ネッツトヨタ多摩株式会社）」に、総合

体育館が「住友金属鉱山アリーナ青梅（住友金属鉱山株式会社）」に決定。

月 日 市議会議員選挙執行。

市議会議員―定数 人（無所属 人、公明党 人、自民党 人、日本共産党 人、

国民民主党 人、みどりのオンブズマン 人、立憲民主

党 人）

 月 ○ 月招集議会（ 日）

●正副議長選挙執行。（議長に久保富弘氏、副議長に山内公美子氏を選出）

●「監査委員 鴻井伸二氏 の選任（議 ）」を同意。

○元議長野村有信氏旭日中綬章を受賞。（ 日）

〇元議長川杉清太郎氏旭日双光章を受章。（ 日）

月 ○ 月定例議会（ 月 日～ 月 日）

●働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律の施行および

人事院規則の改正を踏まえ、職員の時間外勤務および休日勤務に関する

上限時間等について必要な事項を定める「青梅市職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●消費税法および地方税法の一部改正により、令和元年 月 日から引上げ

となる消費税率および地方消費税率の新税率の下水道使用料への適用時

期について、使用者間の公平性を確保するため、特例措置を設ける「青

梅市下水道条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市議会として天皇陛下の御即位に祝意を示す「天皇陛下の御即位に関

する賀詞決議（議提 ）」を可決。

○元収入役故小澤英夫氏瑞宝双光章を受章（ 日）

○「地方議会の運営について」と題し、議会の歴史から現在の議会運営のあり

平成30・平成31・令和元年

○オウム真理教の元代表松本智津夫（麻原彰晃）死刑囚と元幹部ら 人の刑を一斉に執

行した。平成 年 月に発生した地下鉄サリン事件から 年余を経て、⼀連の教団事

件で死刑が確定した 人全員の執行を終えた。（ 月 日・ 日）

○学校のブロック塀が倒れ通学中の児童が犠牲となった大阪北部地震、 府県で計

人を超える死者が出るなど平成最悪の豪雨災害となった西日本豪雨、高潮などによ

り関西国際空港が閉鎖となった台風第 号、最大震度 を記録し道内ほぼ全域が停電

となりブラックアウトが発生した北海道胆振東部地震、埼玉県熊谷市では国内観測

史上最高の 度となる「災害級の猛暑」を記録するなど、災害が相次いだ。

（国外）

○平昌オリンピック（ 月 日～ 日）・パラリンピック（ 月 ～ 日）が開催された。

○トランプ米大統領と北朝鮮の金正恩朝鮮労働党委員長による米朝首脳会談が、史上

初めて実現した。「朝鮮半島の完全な非核化」を目指すと明記した共同声明を発表し

たものの、核廃棄の査察や完了期限といった肝心の文言はなく、具体策は先送りさ

れた。

〇韓国の文在寅大統領と北朝鮮の金正恩朝鮮労働党委員長は、板門店の韓国側施設「平

和の家」で会談し、朝鮮半島の「完全な非核化実現」を共同の目標に掲げた「板門

店宣言」に署名した。北朝鮮の最高指導者が板門店を越えて韓国側を訪れたのは分

断後初めて。（ 月 日）

〇韓国最高裁は、第二次世界大戦中の元徴用工の損害賠償請求訴訟で新日鉄住金の上

告を棄却、賠償を命じる判決を言い渡した。また、三菱重工業を相手取った元徴用

工らの訴訟 件についても賠償判決を確定させた。日本政府は「協定で解決済み」と

の立場で、「判決は日韓関係の法的基盤を覆す」として、韓国政府に是正措置を求め

た。

【平成 年（ 月～ 月】【令和元年（ 月～ 月）】

月 〇元議長故大島健一氏従五位を受章（ 日）

月 ○第 回全国梅サミットが青梅市で開催され、梅サミット記念植樹式が行われ

た。（ 日・ 日）

○ 月定例議会（ 日～ 月 日）

●建築基準法第 条の 第 項の規定にもとづき、地区計画の区域内における

建築物に関する制限を定める「青梅市地区計画の区域内における建築物

の制限に関する条例（議 ）」を可決。

●近年の入院患者数の動向を踏まえ、一般病床の数を改める「青梅市病院事

業の設置等に関する条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●重大事態への対処方法の見直しに伴い、報告先に青梅市議会を追加する
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方、議員活動や議会改革等についての議員研修会を行った。（ 日）

月 ○ＡＩチャットボットによるごみの分別案内を開始。

○ 月定例議会（ 日～ 日）

●青梅市における、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律による森林

環境整備等事業に必要な資金に充てるため、青梅市森林環境整備等事業

基金を設置する「青梅市森林環境整備等事業基金条例（議 ）」を可決。

●学校給食法の規定にもとづき青梅市立学校において実施する学校給食に

かかる学校給食費の管理に関し、必要な事項を定める「青梅市学校給食

費の管理に関する条例（議 ）」を可決。

●「教育委員会委員 百合陽子氏 の任命（議 ）」を同意。

●青梅市議会政務活動費の収支報告書および証拠書類については、閲覧請求

によらず議会事務局の窓口等で公表しているため、現状の取扱いについ

て所要の整備をする「青梅市議会政務活動費の交付に関する条例の一部

を改正する条例（委 ）」を可決。

月 ○住民票、マイナンバーカードへの旧姓併記及び印鑑登録が可能となる。（

日）

○青梅市葬儀生前契約サポート事業を開始。

月 日 市長選挙執行―浜中啓一氏再選。

月 ○ 月定例議会（ 日～ 日）

●青梅市公共施設等総合管理計画にもとづく公共施設のあり方に関する検

討結果を踏まえ、青梅市地域保健福祉センターを廃止する「青梅市地域

保健福祉センター条例を廃止する条例（議 ）」を可決。

●市営住宅への入居の円滑化を図るため、連帯保証人の規定を削除するとと

もに、公営住宅法の一部改正に伴い、所要の規定の整備を行う「青梅市

営住宅条例等の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市の名誉市民である吉川英治氏の活躍の記録を後世に残すため、吉川

英治記念館と館内に収蔵されている自筆原稿、書籍、絵画等について、

負担付きの寄付を受納する「負担付き寄付の受納について（議 ）」を可

決。

○「普通救命講習会」を 名の議員が受講し、心肺蘇生法等と併せてＡＥＤの

取扱いを学んだ。（ 日）

（国内）

〇天皇陛下が 月 日に即位され、令和の時代が始まった。上皇さまは 月 日に退位し、

年余り続いた平成は幕を閉じた。天皇の退位は約 年ぶりとなり、象徴天皇制を

定めた現憲法下では 人目の即位で、戦後生まれの天皇が誕生した。
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〇台風第 号が千葉市付近に上陸し、最大瞬間風速 メートルの風が吹き荒れ、県

内で約 本の電柱が損壊したほか、送電用の鉄塔 本が倒壊するなど、最大約

万戸で停電が発生した。解消に約 週間を要し、市民生活に大きな影響が出た。（

月 日）

〇 月 日、消費税が ％に引き上げられた。 年 月に ％から ％になった後 度延

期され、増税は 年半ぶり。酒類、外食を除く飲食料品や宅配の新聞を ％のまま据

え置く軽減税率など、国民の負担増を和らげて景気が失速しないようにする対策も

同時に導入した。

〇台風第 号が静岡県に上陸後、関東地方を縦断し、関東甲信と東北を中心に記録的

大雨に見舞われた。 都県に大雨特別警報が発表され、河川の氾濫や土砂崩れが相

次いだ。長野市では千曲川の堤防が決壊し、大規模な浸水被害が発生。車両センタ

ーの北陸新幹線 両も水に浸かった。（ 月 日）

〇那覇市の世界遺産、首里城跡に復元された首里城の正殿から出火し、北殿、南殿な

ど 棟に延焼。出火の特定は難航。政府は国主体で首里城の再建を進める方針を打ち

出した。（ 月 日）

（国外）

〇米中間の貿易摩擦が激化。両国が内にほぼ全ての輸入品に制裁・報復関税をかけ合

う方針を打ち出し、世界経済に暗い影を落とした。

〇世界遺産に登録されているフランス・パリのノートルダム大聖堂で大規模な火災が

発生し、屋根の大半と尖塔が焼け落ちた。（ 月 日）

〇現職の米大統領が初の北朝鮮入り。（ 月 日）

【令和 年】

月 ○市および教育委員会のホームページがリニューアルされる。（ 日）

月 ○ 月定例議会（ 日～ 月 日）

●新型コロナウイルス感染拡大防止のため、全員がマスク着用で開催。

●成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法

律の整備に関する法律の制定を踏まえ、成年被後見人等を理由とする欠

格規定を見直すほか、所要の規定の整備を行う「青梅市営共同利用工場

条例等の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●東原公園水泳場およびわかぐさ公園こどもプールの使用料の見直しを行

うほか、青梅市公共施設等総合管理計画にもとづく公共施設のあり方に

関する検討結果を踏まえ、休場中の釜の淵公園水泳場および長淵水泳場

を廃止する「青梅市体育施設条例の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

令 和 元・２ 年

方、議員活動や議会改革等についての議員研修会を行った。（ 日）

月 ○ＡＩチャットボットによるごみの分別案内を開始。

○ 月定例議会（ 日～ 日）

●青梅市における、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律による森林

環境整備等事業に必要な資金に充てるため、青梅市森林環境整備等事業

基金を設置する「青梅市森林環境整備等事業基金条例（議 ）」を可決。

●学校給食法の規定にもとづき青梅市立学校において実施する学校給食に

かかる学校給食費の管理に関し、必要な事項を定める「青梅市学校給食

費の管理に関する条例（議 ）」を可決。

●「教育委員会委員 百合陽子氏 の任命（議 ）」を同意。

●青梅市議会政務活動費の収支報告書および証拠書類については、閲覧請求

によらず議会事務局の窓口等で公表しているため、現状の取扱いについ

て所要の整備をする「青梅市議会政務活動費の交付に関する条例の一部

を改正する条例（委 ）」を可決。

月 ○住民票、マイナンバーカードへの旧姓併記及び印鑑登録が可能となる。（

日）

○青梅市葬儀生前契約サポート事業を開始。

月 日 市長選挙執行―浜中啓一氏再選。

月 ○ 月定例議会（ 日～ 日）

●青梅市公共施設等総合管理計画にもとづく公共施設のあり方に関する検

討結果を踏まえ、青梅市地域保健福祉センターを廃止する「青梅市地域

保健福祉センター条例を廃止する条例（議 ）」を可決。

●市営住宅への入居の円滑化を図るため、連帯保証人の規定を削除するとと

もに、公営住宅法の一部改正に伴い、所要の規定の整備を行う「青梅市

営住宅条例等の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市の名誉市民である吉川英治氏の活躍の記録を後世に残すため、吉川

英治記念館と館内に収蔵されている自筆原稿、書籍、絵画等について、

負担付きの寄付を受納する「負担付き寄付の受納について（議 ）」を可

決。

○「普通救命講習会」を 名の議員が受講し、心肺蘇生法等と併せてＡＥＤの

取扱いを学んだ。（ 日）

（国内）

〇天皇陛下が 月 日に即位され、令和の時代が始まった。上皇さまは 月 日に退位し、

年余り続いた平成は幕を閉じた。天皇の退位は約 年ぶりとなり、象徴天皇制を

定めた現憲法下では 人目の即位で、戦後生まれの天皇が誕生した。
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●青梅市の名誉市民である吉川英治氏の功績を次世代に継承するとともに、

市民の文化の向上および地域の活性化に寄与するため、青梅市吉川英治

記念館を青梅市柚木町 丁目 番地の に設置する「青梅市吉川英治記念

館条例（議 ）」を可決。

●新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、無観客開催を実施する

ことに伴い、多摩川競走場臨時従事員に対し休業手当を支給するため、

条例を制定する「新型コロナウイルス感染症拡大の防止対策に伴う多摩

川競走場臨時従事員の休業手当の支給に関する条例（議 ）」を可決。

月 ○元副議長故永井寅一氏従六位旭日双光章を受章。（ 日）

○子育て世代と市長との懇談会で要望のあった授乳スペースを新田山公園管

理棟及びわかぐさ公園こどもプール管理棟に設置。

月 ○新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、青梅大祭、調布大祭が中止と

なった。

月 ○ 月招集議会（ 日）

●新型コロナウイルス対策特別委員会を設置。

●新型コロナウイルス感染症により、市民生活や地域経済等に多大な影響が

生じている状況のなか、皆で助け合いながら困難を克服するため、青梅

市における市民生活の支援、地域経済の回復および活性化、医療提供体

制の整備その他の感染症への対策を図る事業に必要な資金に充てるため、

基金を設置する「青梅市新型コロナウイルス対策助け合い基金条例（議

）」を可決。

●新型コロナウイルス感染防止対策により、外出自粛や休業要請等によって

深刻な影響を被っている、市民ならびに市内事業者の状況を踏まえ、議

長、副議長および議員の令和 年 月期の期末手当について減額する「青

梅市議会議員の議員報酬および費用弁償等に関する条例の特例に関する

条例（議提 ）」を可決。

月 ○ 月定例議会（ 日～ 日）

●地方公務員災害補償法施行規則の一部改正に伴い、障害補償年金および遺

族補償年金の支給停止に関する事項の算定に用いる利率を見直す「青梅

市議会議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を

改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市吉川英治記念館の指定管理者を指定するため、公の施設の名称、指

定管理者となる団体、指定の期間について、市議会の議決を求める「青

梅市吉川英治記念館の指定管理者の指定について（議 ）」を可決。

○工藤浩司氏、田中瑞穂氏、山﨑勝氏、山本佳昭氏青梅市表彰条例に基づく
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表彰。（ 日）

月 ○新型コロナウイルス感染拡大防止のため、市営プールの開場を中止した。

○ 月臨時議会（ 日）

●歳入歳出とも 億 万 千円を追加し、総額を 億 万 千円とする

「令和 年度青梅市一般会計補正予算（第 号）（議 ）」を可決。

月 ○新型コロナウイルス感染拡大防止のために営業自粛要請を受け、深刻な影響

を受けている市内店舗・宿泊施設を応援し、地域の活性化を促進するため、

わがまち応援券として「つかおうよ！青梅」（プレミアム付商品券）と「泊

まろうよ！青梅」（プレミアム付宿泊券）を販売。

○青梅市立総合病院で新型コロナウイルス感染症の院内感染・クラスターが発

生。

月 ○ 月定例議会（ 日～ 日）

●行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律の一部改正に伴い、同法の規定による通知カードが廃止されたことか

ら、所要の規定の整備を行う「青梅市事務手数料条例の一部を改正する

条例（議 ）」を可決。

●地方税法等の一部を改正する法律により地方税にかかる延滞金を規定す

る用語が見直されたことに準じて、市の諸収入金における延滞金の割合

にかかる用語の見直しを行う「青梅市使用料等にかかる督促および延滞

金の徴収に関する条例等の一部を改正する条例（議 ）」を可決。

●「教育委員会委員 稲葉恭子氏 の任命（議 ）」を同意。

●国において、令和 年度地方財政対策及び地方税制改正に向けた事項の実

現を要望するため、意見書を提出する「新型コロナウイルス感染症の影

響に伴う地方財政の急激な悪化に対し地方税財源の確保を求める意見書

（議提 ）」を可決。

○新型コロナウイルス感染症の影響により、外出に不安を感じている高齢者等

を対象として、買物代行サービスを開始。

○青梅市吉川英治記念館オープン。（ 日）

月 ○ 月臨時議会（ 日）

●青梅市立小・中学校においてＧＩＧＡスクール構想を実現する通信ネット

ワーク環境を整備するため、ネットワーク機器の調達、設計および設定

ならびにネットワーク配線の敷設等の業務委託について契約を締結する

「青梅市立小・中学校ＧＩＧＡスクール構想ネットワーク環境整備業務

委託にかかる契約の締結について（議 ）」を可決。

月 ○医療従事者に感謝と敬意を表すため、市庁舎をライトアップ。

令 和 ２ 年

●青梅市の名誉市民である吉川英治氏の功績を次世代に継承するとともに、

市民の文化の向上および地域の活性化に寄与するため、青梅市吉川英治

記念館を青梅市柚木町 丁目 番地の に設置する「青梅市吉川英治記念

館条例（議 ）」を可決。

●新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、無観客開催を実施する

ことに伴い、多摩川競走場臨時従事員に対し休業手当を支給するため、

条例を制定する「新型コロナウイルス感染症拡大の防止対策に伴う多摩

川競走場臨時従事員の休業手当の支給に関する条例（議 ）」を可決。

月 ○元副議長故永井寅一氏従六位旭日双光章を受章。（ 日）

○子育て世代と市長との懇談会で要望のあった授乳スペースを新田山公園管

理棟及びわかぐさ公園こどもプール管理棟に設置。

月 ○新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、青梅大祭、調布大祭が中止と

なった。

月 ○ 月招集議会（ 日）

●新型コロナウイルス対策特別委員会を設置。

●新型コロナウイルス感染症により、市民生活や地域経済等に多大な影響が

生じている状況のなか、皆で助け合いながら困難を克服するため、青梅

市における市民生活の支援、地域経済の回復および活性化、医療提供体

制の整備その他の感染症への対策を図る事業に必要な資金に充てるため、

基金を設置する「青梅市新型コロナウイルス対策助け合い基金条例（議

）」を可決。

●新型コロナウイルス感染防止対策により、外出自粛や休業要請等によって

深刻な影響を被っている、市民ならびに市内事業者の状況を踏まえ、議

長、副議長および議員の令和 年 月期の期末手当について減額する「青

梅市議会議員の議員報酬および費用弁償等に関する条例の特例に関する

条例（議提 ）」を可決。

月 ○ 月定例議会（ 日～ 日）

●地方公務員災害補償法施行規則の一部改正に伴い、障害補償年金および遺

族補償年金の支給停止に関する事項の算定に用いる利率を見直す「青梅

市議会議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を

改正する条例（議 ）」を可決。

●青梅市吉川英治記念館の指定管理者を指定するため、公の施設の名称、指

定管理者となる団体、指定の期間について、市議会の議決を求める「青

梅市吉川英治記念館の指定管理者の指定について（議 ）」を可決。

○工藤浩司氏、田中瑞穂氏、山﨑勝氏、山本佳昭氏青梅市表彰条例に基づく
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○ 月定例議会（ 月 日～ 月 日）

●育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

施行規則の一部改正に伴い、短期の介護休暇の取得単位を改めるほか、

病気休暇の対象職員を見直すとともに、所要の規定の整備を行う「青梅

市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例（議

）」を可決。

●地方税法施行令の一部改正に伴い、国民健康保険税の減額の対象となる世

帯の減額判定所得の見直し等を行う「青梅市国民健康保険税条例の一部

を改正する条例（議 ）」を可決。

●国において小・中学校における少人数学級の実現がされるよう要望するた

め、意見書を提出する「小・中学校における少人数学級の実現を求める

意見書（議提 ）」を可決。

（国内）

〇新型コロナウイルス感染が国内で判明し、学校の臨時休校などを行ったが、感染拡

大は止まらず、緊急事態宣言が初めて発令された。感染者数が減少に転じ緊急事態

宣言は解除されたが、第 波、第 波と続き、重症者数の増加に伴う医療崩壊の恐れ

が高まった。

〇 月に開幕を予定していた東京オリンピックの 年延期が決定した。五輪の開催年が

延期されたのは史上初。

〇安倍晋三首相が持病の悪化を理由に退陣を表明。代わって第 代首相に菅義偉氏が

就任。（ 月 日）

〇吾峠呼世晴氏の漫画「鬼滅の刃」が大ヒットし、さまざまな方面で社会現象を巻き

起こした。

（国外）

〇世界保健機関（ＷＨＯ）は、新型コロナウイルス感染症について、 月 日に緊急事

態と宣言し、 月 日にパンデミックとみなせると表明。

〇アメリカ大統領選挙で、民主党のバイデン前副大統領が、史上最多の 万票以上

を獲得して、共和党の現職トランプ大統領に勝利。 月 日）

【令和 年】

月 ○市役所 階北側窓口に、窓口番号案内システムを導入。

○ 回目となる緊急事態宣言が発令された。

○青梅市立総合病院の新病院建設工事に着工。

○ 月臨時議会（ 日）

●歳入歳出の総額にそれぞれ 億 万 千円を追加し、予算の総額を
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億 万 千円とするほか、繰越明許費を 件追加する「令和 年度青梅市

一般会計補正予算（第 号）（議 ）」を可決。

月 ○ 月定例議会（ 日～ 月 日）

●青梅市吉川英治記念館の事業の充実ならびに市民の文化の向上および地

域の活性化に寄与するため、青梅市吉川英治記念館事業基金を設置する

「青梅市吉川英治記念館事業基金条例（議 ）」を可決。

●障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の趣旨を受け、障害を理

由とする差別を解消することに関する基本理念ならびにこの基本理念に

もとづく青梅市等の責務と取組について必要な事項を定める「障がいのあ

る人も障がいのない人もその人らしく暮らせる共生のまち青梅市条例（議

）」を可決。

●新型コロナウイルス感染症に関する交付金の基金への積立て、資金の管理

等を明確にするため、資金の種類に応じた区分を設ける「青梅市新型コ

ロナウイルス対策助け合い基金条例の一部を改正する条例（議 ）」を

可決。

●男女にかかわらず多様な人材が活躍しやすい環境を整える観点から、議員

の議会への欠席事由および期間を明文化するとともに、議会のデジタル

化推進の一環として、請願に当たっての押印の取扱いを見直すほか、所

要の規定の整備を行う「青梅市議会会議規則の一部を改正する規則（委

）」を可決。

令 和 ２・３ 年

○ 月定例議会（ 月 日～ 月 日）

●育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

施行規則の一部改正に伴い、短期の介護休暇の取得単位を改めるほか、

病気休暇の対象職員を見直すとともに、所要の規定の整備を行う「青梅

市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例（議

）」を可決。

●地方税法施行令の一部改正に伴い、国民健康保険税の減額の対象となる世

帯の減額判定所得の見直し等を行う「青梅市国民健康保険税条例の一部

を改正する条例（議 ）」を可決。

●国において小・中学校における少人数学級の実現がされるよう要望するた

め、意見書を提出する「小・中学校における少人数学級の実現を求める

意見書（議提 ）」を可決。

（国内）

〇新型コロナウイルス感染が国内で判明し、学校の臨時休校などを行ったが、感染拡

大は止まらず、緊急事態宣言が初めて発令された。感染者数が減少に転じ緊急事態

宣言は解除されたが、第 波、第 波と続き、重症者数の増加に伴う医療崩壊の恐れ

が高まった。

〇 月に開幕を予定していた東京オリンピックの 年延期が決定した。五輪の開催年が

延期されたのは史上初。

〇安倍晋三首相が持病の悪化を理由に退陣を表明。代わって第 代首相に菅義偉氏が

就任。（ 月 日）

〇吾峠呼世晴氏の漫画「鬼滅の刃」が大ヒットし、さまざまな方面で社会現象を巻き

起こした。

（国外）

〇世界保健機関（ＷＨＯ）は、新型コロナウイルス感染症について、 月 日に緊急事

態と宣言し、 月 日にパンデミックとみなせると表明。

〇アメリカ大統領選挙で、民主党のバイデン前副大統領が、史上最多の 万票以上

を獲得して、共和党の現職トランプ大統領に勝利。 月 日）

【令和 年】

月 ○市役所 階北側窓口に、窓口番号案内システムを導入。

○ 回目となる緊急事態宣言が発令された。

○青梅市立総合病院の新病院建設工事に着工。

○ 月臨時議会（ 日）

●歳入歳出の総額にそれぞれ 億 万 千円を追加し、予算の総額を
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注  
 

「議案番号」欄における案件の区分は、次のとおり

省略して表示した。  
議………議案 諮………諮問  
議員……議員提出議案 ※………その他の案件  
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

平 成 年

平成 年 第２回市議会（臨時会）［５月 日］

※ 議長の選挙 本会議 ･ 選挙執行 浜中啓一 浜中 票・藤野２票

※ 副議長の選挙 〃 〃 〃 野島資雄 野島 票・田中２票

※ 議会運営委員の選任 〃 〃 選 任

※ 常任委員の選任 〃 〃 〃

※ 東京都十一市競輪事業組合

議会議員の選挙

〃 〃 選挙執行 榎戸直文 高橋勝 指名推選）

※ 青梅、羽村地区工業用水道企

業団議会議員の選挙

〃 〃 〃 藤野ひろえ 工藤浩司 荒井紀善

指名推選）

※ 西多摩衛生組合議会議員の

選挙

〃 〃 〃 榎澤誠 鴻井伸二 山﨑勝 指

名推選）

※ 東京たま広域資源循環組合

議会議員の選挙

〃 〃 〃 結城守夫 指名推選）

※ 東京都後期高齢者医療広域

連合議会議員候補者の推薦

の件

〃 〃 〃 山本佳昭 指名推選）

議 青梅市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例の専

決処分について

〃 〃 原案承認 地方税法施行令の一部を改正する

政令の施行に伴い、国民健康保険

税の課税限度額の引上げを行うた

め、専決処分により改正したもの。

平成 年４月１日から施行

議 青梅市火葬場条例の一部を

改正する条例

〃 〃 原案可決 市長が特別の理由があると認める

ときは、減免することができるよ

う規定の整備を行うもの。公布の

日から施行し、改正後の第６条第

２項の規定は、平成 年３月 日

から適用

議 青梅市監査委員の選任につ

いて

〃 〃 〃 島田俊雄

新委員を選任するため、市議会の

同意を求めるもの。

平成 年 第３回市議会（定例会）［６月８日～６月 日］

※ 青梅市農業委員会委員の推

薦の件

本会議 ･ 推 薦 工藤浩司 鴻井伸二 下田盛俊

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第１号）

予算 〃 原案可決 歳入歳出とも 万円を追加し、

総額 億 万円にするもの。

議 青梅市特別職報酬等審議会

条例の一部を改正する条例

総務企画 〃 〃 青梅市特別職報酬等審議会の審議

事項に、市長および副市長の退職

手当の額を加えるもの。平成 年

７月１日から施行

平 成 23 年

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注  
 

「議案番号」欄における案件の区分は、次のとおり

省略して表示した。  
議………議案 諮………諮問  
議員……議員提出議案 ※………その他の案件  
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市職員の勤務時間、休

日、休暇等に関する条例の一

部を改正する条例

総務企画 ･ 原案可決 病気休暇および子どもの看護休暇

の日数について見直しを行うとと

もに、短期の介護休暇に関する規

定および育児または介護を行う職

員の時間外勤務等の制限に関する

規定を新たに設けるもの。平成

年７月１日から施行

議 青梅市職員の育児休暇等に

関する条例の一部を改正す

る条例

〃 〃 〃 職員の仕事と家庭生活との両立を

支援する観点から、育児休業およ

び部分休業の承認要件等について

見直しを行うもの。平成 年７月

１日から施行

議 青梅市一般職員の職員の給

与に関する条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 年功的な給与上昇を抑制し、より

職責や職務の困難度に応じた給与

構造となるよう給料表等の見直し

を行うほか、所要の規定を整備す

るもの。平成 年７月１日から施

行

議 青梅市職員退職手当支給条

例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 定年退職等の場合における退職手

当の額について、勤続年数に比例

的なものとするとともに、在職期

間中の職責、能力、業績等をより

反映したものとするため、支給割

合等を見直すもの。平成 年７月

１日から施行

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 地方税法の一部を改正する法律の

施行に伴い、東日本大震災の被災

者等の負担の軽減を図るため、個

人市民税ならびに固定資産税およ

び都市計画税にかかる特例措置に

関し必要な事項を定めるもの。公

布の日から施行

議 青梅市下水道条例の一部を

改正する条例

環境建設 〃 〃 排水設備工事責任技術者に関し、

登録申請にかかる事務的負担等を

軽減するため、東京都下水道事業

管理者の登録を受けた者は、市長

の登録を受けた者とみなすことが

できるよう、規定を整備するもの。

平成 年６月 日から施行

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 ２路線河辺町５丁目地内（開発行

為）

今寺３丁目地内（開発行為）
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 ･ 原案可決 第４条第１項第１号該当―山﨑王

義 羽村博 嶋田一郎 青木雅孔

木下克利 相川名美 山井正作

須﨑昭 齋藤光次 井村英廣

市議会議員として満４年以上その

職にあった者に対し、表彰を執行

するもの。

平成 年 第４回市議会（定例会）［９月２日～ 月４日］

議 平成 年度青梅市一般会計

歳入歳出決算

決算 ･ 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％増、歳出は ％

増、歳入歳出差引残額である形式

収支は、 億 万円、翌年度へ

の繰越額を控除した実質収支は、

億 万円

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計歳入歳出決算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳出

億 万円、前年度に比べ、

歳入は ％増、歳出は ％増、

形式収支、実質収支とも 億

万円

議 平成 年度青梅市収益事業

特別会計歳入歳出決算

総務企画 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％減、歳出は ％

減、形式収支、実質収支とも６億

万円

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計歳入歳出決算

環境建設 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は ％減、歳出は ％減、

形式収支、実質収支とも 万円

議 平成 年度青梅市老人保健

医療特別会計歳入歳出決算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入歳出とも 万円、

前年度に比べ、歳入は ％減、

歳出は ％減、形式収支、実質

収支とも 円

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計歳入歳出決

算

〃 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳出

億 万円、前年度に比べ、歳

入は ％増、歳出は ％増、

形式収支、実質収支とも 万円

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計歳入歳出決算

〃 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳出

億 万円、前年度に比べ、歳入

は ％増、歳出は ％増、形式

収支、実質収支とも 万円

平 成 23 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市職員の勤務時間、休

日、休暇等に関する条例の一

部を改正する条例

総務企画 ･ 原案可決 病気休暇および子どもの看護休暇

の日数について見直しを行うとと

もに、短期の介護休暇に関する規

定および育児または介護を行う職

員の時間外勤務等の制限に関する

規定を新たに設けるもの。平成

年７月１日から施行

議 青梅市職員の育児休暇等に

関する条例の一部を改正す

る条例

〃 〃 〃 職員の仕事と家庭生活との両立を

支援する観点から、育児休業およ

び部分休業の承認要件等について

見直しを行うもの。平成 年７月

１日から施行

議 青梅市一般職員の職員の給

与に関する条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 年功的な給与上昇を抑制し、より

職責や職務の困難度に応じた給与

構造となるよう給料表等の見直し

を行うほか、所要の規定を整備す

るもの。平成 年７月１日から施

行

議 青梅市職員退職手当支給条

例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 定年退職等の場合における退職手

当の額について、勤続年数に比例

的なものとするとともに、在職期

間中の職責、能力、業績等をより

反映したものとするため、支給割

合等を見直すもの。平成 年７月

１日から施行

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 地方税法の一部を改正する法律の

施行に伴い、東日本大震災の被災

者等の負担の軽減を図るため、個

人市民税ならびに固定資産税およ

び都市計画税にかかる特例措置に

関し必要な事項を定めるもの。公

布の日から施行

議 青梅市下水道条例の一部を

改正する条例

環境建設 〃 〃 排水設備工事責任技術者に関し、

登録申請にかかる事務的負担等を

軽減するため、東京都下水道事業

管理者の登録を受けた者は、市長

の登録を受けた者とみなすことが

できるよう、規定を整備するもの。

平成 年６月 日から施行

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 ２路線河辺町５丁目地内（開発行

為）

今寺３丁目地内（開発行為）
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市受託水道

事業特別会計歳入歳出決算

環境建設 ･ 原案認定 決算額は、歳入歳出とも 億

万円、前年度に比べ、歳入歳出と

も ％減、形式収支、実質収支と

も０円

議 平成 年度青梅市病院事業

決算

福祉文教 〃 〃 収益的収支では、医業収益が ％

増の 億 万円、病院事業収益は

％増、一方、医業費用は ％

増の 億 万円、病院事業費

用が ％増で、利益は、５億

万円 資本的収支では、収入が５

億 万円、支出が 億 万円、

不足額は損益勘定留保資金等で補

てん

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第２号）

予算 ･ 原案可決 歳入歳出とも８億 万円を追加

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第１

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を追

加し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

１号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも 万円を追加し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも 万円を追加し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 資本的支出について 万円を

追加し、資本的支出の総額を 億

万円にするもの。資金不足額

は建設改良積立金の取りくずしで

補てん

議 青梅市防災会議条例の一部

を改正する条例

環境建設 ･ 〃 大規模な災害時等における応急対

応および復旧体制の充実等を図る

ため、青梅市防災会議の構成員お

よび委員の総数の見直しを行うも

の。公布の日から施行

議 青梅市スポーツ振興審議会

条例の一部を改正する条例

本会議 ･ 〃 スポーツ振興法が全部改正され、

スポーツ基本法が制定されたこと

に伴い、青梅市スポーツ振興審議

会の設置根拠等について、所要の

規定の整備を行うもの。公布の日

から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市災害弔慰金の支給等

に関する条例の一部を改正

する条例

福祉文教 ･ 原案可決 災害弔慰金の支給等に関する法律

の一部改正に伴い、災害弔慰金を

支給する遺族の規定について、所

要の規定の整備を行うもの。公布

の日から施行

議 青梅市福祉センター条例の

一部を改正する条例

〃 〃 〃 青梅市福祉センターにおける結婚

式等に関する施設等の使用希望を

踏まえ、施設の有効利用を図るた

め、休業日の見直しを行うもの。

平成 年４月１日から施行

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 ２路線梅郷１丁目地内

小曾木５丁目地内

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 ４路線西分町３丁目・千ヶ瀬町２

丁目地内（新設）

根ヶ布１丁目地内（開発行為）

今寺３丁目地内（開発行為）

藤橋２丁目地内（開発行為）

議 青梅市表彰条例にもとづく

一般表彰の執行について

本会議 ･ 〃 規定に該当する者に対し、青梅市

市制施行 周年記念式典におい

て、一般表彰を執行するもの。

議 青梅市教育委員会委員の任

命について

〃 ･ 原案同意 畑中茂雄

現委員の任期満了に伴い、新委員

を任命するもの。

議 青梅市公平委員会委員の選

任について

〃 〃 〃 桑原顯正

現委員の任期満了に伴い、新委員

を選任するもの。

議員 青梅市議会の議決すべき事

件等に関する条例の一部を

改正する条例

〃 ･ 原案可決 地方自治法の一部を改正する法律

の施行に伴い、市の基本構想の策

定を、条例で定める議決事件に加

えるもの。公布の日から施行

議員 青梅市議会会議規則の一部

を改正する規則

〃 ･ 〃 会議録に記載する議事について、

速記法以外の方法による記録も認

めるよう所要の規定の整備を行う

もの。公布の日から施行

平成 年 第５回市議会（定例会）［ 月６日～ 月 日］ 

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第３号）

予算 ･ 原案可決 歳入歳出とも１億 万円を減

額し、その総額を 億 万円

にするもの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計補正予算（第２号）

福祉文教 〃 〃 資本的支出について 万円を

追加し、その総額を 億 万円

にするもの。

平 成 23 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市受託水道

事業特別会計歳入歳出決算

環境建設 ･ 原案認定 決算額は、歳入歳出とも 億

万円、前年度に比べ、歳入歳出と

も ％減、形式収支、実質収支と

も０円

議 平成 年度青梅市病院事業

決算

福祉文教 〃 〃 収益的収支では、医業収益が ％

増の 億 万円、病院事業収益は

％増、一方、医業費用は ％

増の 億 万円、病院事業費

用が ％増で、利益は、５億

万円 資本的収支では、収入が５

億 万円、支出が 億 万円、

不足額は損益勘定留保資金等で補

てん

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第２号）

予算 ･ 原案可決 歳入歳出とも８億 万円を追加

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第１

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を追

加し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

１号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも 万円を追加し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも 万円を追加し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 資本的支出について 万円を

追加し、資本的支出の総額を 億

万円にするもの。資金不足額

は建設改良積立金の取りくずしで

補てん

議 青梅市防災会議条例の一部

を改正する条例

環境建設 ･ 〃 大規模な災害時等における応急対

応および復旧体制の充実等を図る

ため、青梅市防災会議の構成員お

よび委員の総数の見直しを行うも

の。公布の日から施行

議 青梅市スポーツ振興審議会

条例の一部を改正する条例

本会議 ･ 〃 スポーツ振興法が全部改正され、

スポーツ基本法が制定されたこと

に伴い、青梅市スポーツ振興審議

会の設置根拠等について、所要の

規定の整備を行うもの。公布の日

から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市組織条例の一部を改

正する条例

本会議 ･ 原案可決 東京都水道事業の事務の受託の終

了に併せて上下水道部を都市整備

部に統合し、部の事務分掌を改め

るもの。平成 年４月１日から施

行

議 青梅市議会議員その他非常

勤の職員の公務災害補償等

に関する条例等の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 障害者自立支援法の一部改正に伴

い、所要の規定の整備を行うもの。

条例中第１条、第３条および第５

条の規定は公布の日から、第２条、

第４条および第６条の規定は平成

年４月１日から施行

議 青梅市市税条例等の一部を

改正する条例

総務企画 ･ 〃 寄付金税額控除の対象の見直しお

よび適用下限額の引下げならびに

個人住民税等の不申告に関する過

料の上限の引上げ等の見直しを行

うとともに、所要の規定の整備を

行うほか、都市計画税の税率に関

する特例措置を延長するもの。公

布の日から施行

議 青梅市学童保育所条例の一

部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 青梅市学童保育所における保育サ

ービスの向上を図るため、開所時

間に関する見直し等を行うほか、

所要の規定の整備を行うもの。平

成 年４月１日から施行

議 青梅市駐車場条例の一部を

改正する条例

環境建設 〃 〃 観光客の誘致の促進等を図るた

め、新たに駐車場を設置するもの。

公布の日から起算して４月を超え

ない範囲内において規則で定める

日から施行

議 青梅市消防団に関する条例

の一部を改正する条例

〃 〃 〃 消防団員の対象適齢人口の減少等

を踏まえた上で、消防団の消防力

や災害対応力の維持を図るため、

団員資格、団員定数等の見直しを

行うもの。公布の日から施行

議 青梅市体育施設条例の一部

を改正する条例

総務企画 〃 〃 市民球技場内の庭球場を砂入り人

工芝化することに伴い、使用料の

改定を行うもの。平成 年４月１

日から施行

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 勝沼１丁目地内

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 畑中３丁目地内

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 黒沢２丁目地内

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町９丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町９丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 梅郷５丁目地内（開発行為）
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 市道路線の認定について 環境建設 ･ 原案可決 梅郷６丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 黒沢２丁目地内（再認定）

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 ･ 〃 第４条第１項第３号該当―中村芙

久子

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

〃 〃 原案同意 町田長生

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の一部を改正

する条例

総務企画 ･ 原案可決 給与改定を行うとともに、扶養手

当の見直しを行うもの。平成 年

１月１日から施行

議員 多摩川の濁水を防止し清流

を復活させるための取り組

みを求める意見書

本会議 〃 〃 多摩川の清流を維持できるよう、

長期にわたる濁水の原因究明と濁

水防止対策の早期実施を求めるも

の。

平成 年 第１回市議会（定例会）［２月 日～３月 日］

※ 東京都十一市競輪事業組合

議会議員の選挙

本会議 ･ 選挙執行 榎戸直文 高橋勝 指名推選）

議 平成 年度青梅市一般会計

予算

予算 〃 原案可決 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億円とするもの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市収益事業

特別会計予算

総務企画 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計予算

環境建設 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計予算

〃 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計予算

〃 〃 〃 収益的収支の総額を、 億

万円、資本的収支（支出）の総額

を、 億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第４号）

予算 ･ 〃 歳入歳出とも９億 万円を増額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第２

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも３億 万円を増額

し、総額 億 万円にするも

の。

平 成 23・24 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市組織条例の一部を改

正する条例

本会議 ･ 原案可決 東京都水道事業の事務の受託の終

了に併せて上下水道部を都市整備

部に統合し、部の事務分掌を改め

るもの。平成 年４月１日から施

行

議 青梅市議会議員その他非常

勤の職員の公務災害補償等

に関する条例等の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 障害者自立支援法の一部改正に伴

い、所要の規定の整備を行うもの。

条例中第１条、第３条および第５

条の規定は公布の日から、第２条、

第４条および第６条の規定は平成

年４月１日から施行

議 青梅市市税条例等の一部を

改正する条例

総務企画 ･ 〃 寄付金税額控除の対象の見直しお

よび適用下限額の引下げならびに

個人住民税等の不申告に関する過

料の上限の引上げ等の見直しを行

うとともに、所要の規定の整備を

行うほか、都市計画税の税率に関

する特例措置を延長するもの。公

布の日から施行

議 青梅市学童保育所条例の一

部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 青梅市学童保育所における保育サ

ービスの向上を図るため、開所時

間に関する見直し等を行うほか、

所要の規定の整備を行うもの。平

成 年４月１日から施行

議 青梅市駐車場条例の一部を

改正する条例

環境建設 〃 〃 観光客の誘致の促進等を図るた

め、新たに駐車場を設置するもの。

公布の日から起算して４月を超え

ない範囲内において規則で定める

日から施行

議 青梅市消防団に関する条例

の一部を改正する条例

〃 〃 〃 消防団員の対象適齢人口の減少等

を踏まえた上で、消防団の消防力

や災害対応力の維持を図るため、

団員資格、団員定数等の見直しを

行うもの。公布の日から施行

議 青梅市体育施設条例の一部

を改正する条例

総務企画 〃 〃 市民球技場内の庭球場を砂入り人

工芝化することに伴い、使用料の

改定を行うもの。平成 年４月１

日から施行

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 勝沼１丁目地内

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 畑中３丁目地内

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 黒沢２丁目地内

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町９丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町９丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 梅郷５丁目地内（開発行為）



40 第２編　第１章　議案の議決状況

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市収益事業

特別会計補正予算（第１号）

総務企画 ･ 原案可決 歳入歳出とも 億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計補正予算（第１

号）

環境建設 〃 〃 歳入歳出とも６億 万円を減

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

２号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 万円を減額し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第２号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも３億 万円を増

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市受託水道

事業特別会計補正予算（第１

号）

環境建設 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を減額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計補正予算（第３号）

福祉文教 〃 〃 収益的収支では、２億 万円を

減額し、総額 億 万円に、

資本的収支（支出）では、２億

万円を減額し、総額 億 万円

にするもの。

議 青梅市職員の公益的法人等

への派遣等に関する条例の

一部を改正する条例

総務企画 ･ 〃 青梅市が職員を派遣することがで

きる団体である「社団法人青梅市

シルバー人材センター」が公益社

団法人に移行することに伴い、そ

の名称を改めるほか、新たな派遣

先団体を追加するもの。公布の日

から起算して１月を超えない範囲

内において規則で定める日から施

行

議 青梅市特別会計条例の一部

を改正する条例

本会議 ･ 〃 東京都水道事業の事務の受託の終

了に伴い、青梅市受託水道事業特

別会計を廃止するもの。平成 年

４月１日から施行

議 青梅市国民健康保険高額療

養資金貸付基金条例の一部

を改正する条例

福祉文教 ･ 〃 基金の額を 万円から 万円に

減額するもの。公布の日から施行

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例

総務企画 ･ 〃 個人市民税の退職所得にかかる所

得割の額の特例の廃止および市た

ばこ税の税率の引上げを行うとと

もに、臨時の措置として個人市民

税の均等割の税率の引上げを行う

もの。公布の日から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例

福祉文教 ･ 原案可決 青梅市国民健康保険事業における

財政の安定化を図るため、国民健

康保険税の税率等の改定を行うも

の。平成 年４月１日から施行

議 青梅市自立センター条例の

一部を改正する条例

〃 〃 〃 青梅市自立センターの利用者等か

ら徴収する費用に関する規定を改

めるもの。平成 年４月１日から

施行

議 青梅市しろまえ児童学園条

例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 青梅市しろまえ児童学園の利用に

かかる関係規定の整備を行うも

の。平成 年４月１日から施行

議 青梅市介護保険条例の一部

を改正する条例

〃 〃 〃 平成 年度から 年度までの介護

保険料率を定めるもの。平成 年

４月１日から施行

議 青梅市墓地等の経営の許可

等に関する条例

環境建設 〃 〃 墓地等の経営の適正化および墓地

等と周辺環境との調和を図り、公

衆衛生その他公共の福祉の確保に

寄与することを目的として、制定

するもの。平成 年４月１日から

施行

議 青梅市水道給水設備資金利

子補給条例を廃止する条例

本会議 ･ 〃 水道の普及が図られたことにより

利子補給実績がないことから、条

例を廃止するもの。平成 年４月

１日から施行

議 青梅市融資資金利子補給条

例の臨時特例に関する条例

の一部を改正する条例の一

部を改正する条例

〃 〃 〃 市内中小企業をめぐる経営環境が

依然厳しい状況にあることから、

貸付利率等に関する特例措置の適

用期間を、さらに１年延長するも

の。平成 年４月１日から施行

議 青梅市企業誘致条例 環境建設 ･ 〃 青梅市への企業等の誘致を促進す

るため必要な奨励措置を講じ、地

域経済の発展および市民生活の向

上に資することを目的として、制

定するもの。平成 年４月１日か

ら施行

議 青梅市下水道条例の一部を

改正する条例

本会議 ･ 〃 公共下水道に排除する下水の水質

基準を改めるもの。公布の日から

施行

平 成 24 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市収益事業

特別会計補正予算（第１号）

総務企画 ･ 原案可決 歳入歳出とも 億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計補正予算（第１

号）

環境建設 〃 〃 歳入歳出とも６億 万円を減

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

２号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 万円を減額し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第２号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも３億 万円を増

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市受託水道

事業特別会計補正予算（第１

号）

環境建設 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を減額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計補正予算（第３号）

福祉文教 〃 〃 収益的収支では、２億 万円を

減額し、総額 億 万円に、

資本的収支（支出）では、２億

万円を減額し、総額 億 万円

にするもの。

議 青梅市職員の公益的法人等

への派遣等に関する条例の

一部を改正する条例

総務企画 ･ 〃 青梅市が職員を派遣することがで

きる団体である「社団法人青梅市

シルバー人材センター」が公益社

団法人に移行することに伴い、そ

の名称を改めるほか、新たな派遣

先団体を追加するもの。公布の日

から起算して１月を超えない範囲

内において規則で定める日から施

行

議 青梅市特別会計条例の一部

を改正する条例

本会議 ･ 〃 東京都水道事業の事務の受託の終

了に伴い、青梅市受託水道事業特

別会計を廃止するもの。平成 年

４月１日から施行

議 青梅市国民健康保険高額療

養資金貸付基金条例の一部

を改正する条例

福祉文教 ･ 〃 基金の額を 万円から 万円に

減額するもの。公布の日から施行

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例

総務企画 ･ 〃 個人市民税の退職所得にかかる所

得割の額の特例の廃止および市た

ばこ税の税率の引上げを行うとと

もに、臨時の措置として個人市民

税の均等割の税率の引上げを行う

もの。公布の日から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市暴力団排除条例 環境建設 ･ 原案可決 暴力団排除活動を推進するための

措置等を定め、市民の安全で平穏

な生活を確保し、事業活動の健全

な発展に寄与することを目的とし

て、制定するもの。平成 年４月

１日から施行

議 東京都後期高齢者医療広域

連合規約の一部を変更する

規約

福祉文教 ･ 〃 平成 ･ 年度分の保険料を軽減

するため、軽減にかかる費用を、

各市区町村の一般財源から分賦金

として支弁するもの。平成 年４

月１日から施行

議 青梅市立第二小学校校舎改

築第２期工事にかかる契約

の締結について

総務企画 ･ 〃 鉄筋コンクリート造３階建ておよ

び２階建て、延べ面積 平方メ

ートルの第２期分の校舎を改築す

るもの。

議 土地の取得にかかる買取期

日の変更について

〃 〃 〃 平成 年３月 日に議決された議

案第 号「土地の取得について」

の買取期日を変更するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 二俣尾１丁目地内

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今寺１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今寺１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町５丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 二俣尾４丁目・５丁目地内（都道

移管）

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

本会議 ･ 原案同意 岡田武雄

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

〃 〃 〃 南部幸久

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

〃 〃 〃 松浦幸一

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市ひとり親家庭等の医

療費の助成に関する条例等

の一部を改正する条例

〃 〃 原案可決 児童福祉法の一部改正に伴い、関

係条例について所要の規定の整備

を行うもの。平成 年４月１日か

ら施行

議 青梅市土地開発公社定款の

一部変更について

〃 ･ 〃 青梅市議会議員の定数が 人から

人に改正されたことに伴い、変

更するもの。平成 年５月 日か

ら適用
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議員 青梅市議会政務調査費の交

付に関する条例の一部を改

正する条例

本会議 ･ 原案可決 政務調査費の額を月額４万円から

３万円に減額するもの。平成 年

４月１日から施行

議員 青梅市議会委員会条例の一

部を改正する条例

〃 ･ 〃 東京都水道事業の事務の受託の終

了に併せて上下水道部が都市整備

部に統合されることから、環境建

設委員会の所管を改めるもの。平

成 年４月１日から施行

議員 「こころの健康を守り推進

する基本法（仮称）」の法制

化を求める意見書

〃 ･ 〃 こころの健康は、国民一人一人に

とって切実な問題であり、国にお

いては、全ての国民を対象とした、

こころの健康についての総合的で

長期的な政策を保障する法を制定

するよう強く求める。

議員 第 回オリンピック競技大

会及び第 回パラリンピッ

ク競技大会の東京招致に関

する決議

〃 〃 〃 年の首都東京でのオリンピッ

ク開催は、わが国の復旧、復興、

再生の目標となりシンボルになる

ことから、東京招致を強く求める。

平成 年 第２回市議会（定例会）［６月６日～６月 日］

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例の専決処分につ

いて

本会議 ･ 原案承認 地方税法等の一部を改正する法律

の施行に伴い、固定資産税、都市

計画税について住宅用地にかかる

据置特例を廃止しつつ平成 年度

の評価替えに伴う税負担の調整等

を行うもの。平成 年４月１日か

ら施行

議 青梅市組織条例等の一部を

改正する条例

〃 〃 原案可決 住民基本台帳法の一部改正等によ

り、外国人住民が住民基本台帳法

の適用対象に加わることに伴い、

関係条例について規定の整備を行

うもの。平成 年７月９日から施

行

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例

総務企画 ･ 〃 東日本大震災にかかる被災居住用

財産の敷地にかかる譲渡期限の延

長の特例等を定めるとともに、年

金所得者の寡婦（寡夫）控除にか

かる申請手続の簡素化を行うも

の。公布の日から施行

議 青梅市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例

本会議 ･ 〃 東日本大震災にかかる被災居住用

財産の敷地にかかる譲渡期限の延

長の特例を定めるもの。公布の日

から施行

平 成 24 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市暴力団排除条例 環境建設 ･ 原案可決 暴力団排除活動を推進するための

措置等を定め、市民の安全で平穏

な生活を確保し、事業活動の健全

な発展に寄与することを目的とし

て、制定するもの。平成 年４月

１日から施行

議 東京都後期高齢者医療広域

連合規約の一部を変更する

規約

福祉文教 ･ 〃 平成 ･ 年度分の保険料を軽減

するため、軽減にかかる費用を、

各市区町村の一般財源から分賦金

として支弁するもの。平成 年４

月１日から施行

議 青梅市立第二小学校校舎改

築第２期工事にかかる契約

の締結について

総務企画 ･ 〃 鉄筋コンクリート造３階建ておよ

び２階建て、延べ面積 平方メ

ートルの第２期分の校舎を改築す

るもの。

議 土地の取得にかかる買取期

日の変更について

〃 〃 〃 平成 年３月 日に議決された議

案第 号「土地の取得について」

の買取期日を変更するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 二俣尾１丁目地内

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今寺１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今寺１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町５丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 二俣尾４丁目・５丁目地内（都道

移管）

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

本会議 ･ 原案同意 岡田武雄

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

〃 〃 〃 南部幸久

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

〃 〃 〃 松浦幸一

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市ひとり親家庭等の医

療費の助成に関する条例等

の一部を改正する条例

〃 〃 原案可決 児童福祉法の一部改正に伴い、関

係条例について所要の規定の整備

を行うもの。平成 年４月１日か

ら施行

議 青梅市土地開発公社定款の

一部変更について

〃 ･ 〃 青梅市議会議員の定数が 人から

人に改正されたことに伴い、変

更するもの。平成 年５月 日か

ら適用
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市印鑑条例の一部を改

正する条例

総務企画 ･ 原案可決 外国人住民にかかる印鑑登録の取

扱いに関し、登録印鑑の制限等に

関する規定を定めるほか、所要の

規定の整備を行うもの。平成 年

７月９日から施行

議 青梅市障がい者サポートセ

ンター条例の一部を改正す

る条例

福祉文教 〃 〃 障がい者サポートセンターが行う

事業を追加するもの。平成 年

月１日から施行

議 青梅市国民健康保険条例の

一部を改正する条例

本会議 ･ 〃 国民健康保険法の一部を改正する

法律の施行に伴い、所要の規定の

整備を行うもの。平成 年４月１

日から施行

議 青梅市有料自転車等駐車場

条例

環境建設 ･ 〃 自転車および原動機付自転車の放

置防止を図り、市民の良好な生活

環境を確保するため、青梅市有料

自転車等駐車場を設置し、その管

理、運営について必要な事項を定

めるもの。公布の日から起算して

１年を超えない範囲内において規

則で定める日から施行

議 青梅市公園条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 都市計画法にもとづく開発行為に

より新たに設置された公園１カ所

を都市公園として設置するもの。

公布の日から施行

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 長淵２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 長淵２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 友田町２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町５丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 二俣尾２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 東青梅１丁目地内（新設道路）

平成 年 第３回市議会（定例会）［９月４日～ 月２日］

議 平成 年度青梅市一般会計

歳入歳出決算

決算 ･ 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％減、歳出は ％

減、歳入歳出差引残額である形式

収支は、８億 万円、翌年度へ

の繰越額を控除した実質収支は、

７億 万円

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計歳入歳出決算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入歳出とも ％増、形式収

支、実質収支とも１億 万円
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市収益事業

特別会計歳入歳出決算

総務企画 ･ 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％増、歳出は ％

増、形式収支、実質収支とも６億

万円

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計歳入歳出決算

環境建設 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は ％増、歳出は ％増、

形式収支、実質収支とも 万円

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計歳入歳出決

算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は ％増、歳出は ％増、

形式収支、実質収支とも 万円

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計歳入歳出決算

〃 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は ％増、歳出は ％増、

形式収支、実質収支とも 万円

議 平成 年度青梅市受託水道

事業特別会計歳入歳出決算

環境建設 〃 〃 決算額は、歳入歳出とも９億

万円、前年度に比べ、歳入歳出と

も ％減、形式収支、実質収支

とも 円

議 平成 年度青梅市病院事業

未処分利益剰余金の処分お

よび決算

福祉文教 〃 原案可決

原案認定

収益的収支では、医業収益が ％

増の 億 万円、病院事業収

益は ％増、一方、医業費用は

％増の 億 万円、病院事

業費用が ％増で、利益は、３億

万円

資本的収支では、収入が４億

万円、支出が 億 万円、不足

額は損益勘定留保資金等で補てん

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第１号）

予算 ･ 原案可決 歳入歳出とも５億 万円を追

加し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第１

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を追

加し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

１号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも 万円を追加し、総

額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも 万円を追加し、

総額 億 万円にするもの。

平 成 24 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市印鑑条例の一部を改

正する条例

総務企画 ･ 原案可決 外国人住民にかかる印鑑登録の取

扱いに関し、登録印鑑の制限等に

関する規定を定めるほか、所要の

規定の整備を行うもの。平成 年

７月９日から施行

議 青梅市障がい者サポートセ

ンター条例の一部を改正す

る条例

福祉文教 〃 〃 障がい者サポートセンターが行う

事業を追加するもの。平成 年

月１日から施行

議 青梅市国民健康保険条例の

一部を改正する条例

本会議 ･ 〃 国民健康保険法の一部を改正する

法律の施行に伴い、所要の規定の

整備を行うもの。平成 年４月１

日から施行

議 青梅市有料自転車等駐車場

条例

環境建設 ･ 〃 自転車および原動機付自転車の放

置防止を図り、市民の良好な生活

環境を確保するため、青梅市有料

自転車等駐車場を設置し、その管

理、運営について必要な事項を定

めるもの。公布の日から起算して

１年を超えない範囲内において規

則で定める日から施行

議 青梅市公園条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 都市計画法にもとづく開発行為に

より新たに設置された公園１カ所

を都市公園として設置するもの。

公布の日から施行

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 長淵２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 長淵２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 友田町２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町５丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 二俣尾２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 東青梅１丁目地内（新設道路）

平成 年 第３回市議会（定例会）［９月４日～ 月２日］

議 平成 年度青梅市一般会計

歳入歳出決算

決算 ･ 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％減、歳出は ％

減、歳入歳出差引残額である形式

収支は、８億 万円、翌年度へ

の繰越額を控除した実質収支は、

７億 万円

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計歳入歳出決算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入歳出とも ％増、形式収

支、実質収支とも１億 万円
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例

総務企画 ･ 原案可決 地方税法等の一部を改正する法律

により、地域決定型地方税制特例

措置が導入されたことに伴い、固

定資産税にかかる課税標準の特例

の内容を定めるもの。公布の日か

ら施行

議 物品の買入れについて 〃 〃 〃 福祉総合システム更新に伴い、生

活保護システムを購入するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 和田町２丁目地内

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 御岳本町地内

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 長淵８丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 野上町４丁目地内（開発行為）

議 青梅市教育委員会委員の任

命について

本会議 ･ 原案同意 中村洋介

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市教育委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 手塚幸子

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 財産の無償貸付について 環境建設 ･ 原案可決 東青梅駅周辺の放置自転車等対策

事業として、土地を無償貸し付け

することにより、自転車等駐車場

を整備するもの。

議 訴えの提起について 〃 ･ 〃 廃棄物処理手数料を滞納している

事業者に対して、廃棄物処理手数

料等の支払いを求める訴えを提起

するもの。

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 〃 〃 第３条第２号該当―若杉遥

青梅市表彰条例の規定に該当する

者に対し表彰を執行するため、市

議会の議決を求めるもの。

議員 青梅市議会会議規則の一部

を改正する規則

〃 ･ 〃 投票表決において、投票機による

押しボタン式投票を実施するも

の。公布の日から施行

議員 地球温暖化対策に関する「地

方財源を確保・充実する仕組

み」の構築を求める意見書

〃 ･ 〃 温室効果ガスの森林吸収源対策な

どの地球温暖化対策に取り組むた

めの恒久的、安定的な財源が大幅

に不足しており、国において「地

球温暖化対策のための税」の一定

割合を森林面積に応じて譲与する

「地方財源を確保・充実する仕組

み」を早急に構築することを強く

求める。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

平成 年 第４回市議会（定例会）［ 月 日～ 月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第２号）の専決処

分について

本会議 ･ 原案承認 歳入歳出とも 万円を追加し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第３号）の専決処

分について

〃 〃 〃 歳入歳出とも 万円を追加し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計補正予算（第１

号）

環境建設 ･ 原案可決 歳入歳出とも 万円を追加し、総

額 億 万円にするもの。

議 青梅市総合長期計画基本構

想･基本計画の策定について

本会議 ･ 〃 第６次青梅市総合長期計画の基本

構想および基本計画を策定するも

の。

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の特例に関す

る条例

〃 〃 〃 平成 年東京都人事委員会勧告を

踏まえ、平成 年４月からの年間

給与について、民間との所得格差

の是正を図るための調整を行うた

め、必要な事項を定めるもの。平

成 年 月 日から施行

議 青梅市高齢者住宅条例の一

部を改正する条例

環境建設 ･ 〃 地域の自主性及び自立性を高める

ための改革の推進を図るための関

係法律の整備に関する法律（以下

「地域主権改革一括法」という。）

の施行による公営住宅法の改正に

伴い、高齢者住宅等の整備基準お

よび高齢者住宅の入居者資格にか

かる収入基準を定めるもの。平成

年４月１日から施行

議 青梅市児童遊園条例の一部

を改正する条例

〃 〃 〃 国有地を返還することに伴い、児

童遊園１か所を廃止するもの。公

布の日から起算して３月を超えな

い範囲内において規則で定める日

から施行

議 青梅市営住宅条例の一部を

改正する条例

〃 〃 〃 「地域主権改革一括法」の施行に

よる公営住宅法の改正に伴い、市

営住宅等の整備基準及び市営住宅

の入居者資格に係る収入基準を定

めるもの。平成 年４月１日から

施行

平 成 24 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例

総務企画 ･ 原案可決 地方税法等の一部を改正する法律

により、地域決定型地方税制特例

措置が導入されたことに伴い、固

定資産税にかかる課税標準の特例

の内容を定めるもの。公布の日か

ら施行

議 物品の買入れについて 〃 〃 〃 福祉総合システム更新に伴い、生

活保護システムを購入するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 和田町２丁目地内

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 御岳本町地内

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 長淵８丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 野上町４丁目地内（開発行為）

議 青梅市教育委員会委員の任

命について

本会議 ･ 原案同意 中村洋介

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市教育委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 手塚幸子

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 財産の無償貸付について 環境建設 ･ 原案可決 東青梅駅周辺の放置自転車等対策

事業として、土地を無償貸し付け

することにより、自転車等駐車場

を整備するもの。

議 訴えの提起について 〃 ･ 〃 廃棄物処理手数料を滞納している

事業者に対して、廃棄物処理手数

料等の支払いを求める訴えを提起

するもの。

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 〃 〃 第３条第２号該当―若杉遥

青梅市表彰条例の規定に該当する

者に対し表彰を執行するため、市

議会の議決を求めるもの。

議員 青梅市議会会議規則の一部

を改正する規則

〃 ･ 〃 投票表決において、投票機による

押しボタン式投票を実施するも

の。公布の日から施行

議員 地球温暖化対策に関する「地

方財源を確保・充実する仕組

み」の構築を求める意見書

〃 ･ 〃 温室効果ガスの森林吸収源対策な

どの地球温暖化対策に取り組むた

めの恒久的、安定的な財源が大幅

に不足しており、国において「地

球温暖化対策のための税」の一定

割合を森林面積に応じて譲与する

「地方財源を確保・充実する仕組

み」を早急に構築することを強く

求める。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市指定地域密着型サー

ビスの事業の人員、設備およ

び運営に関する基準を定め

る条例

福祉文教 ･ 原案可決 「地域主権改革一括法」の施行に

よる介護保険法の改正に伴い、指

定地域密着型サービスの事業の人

員、設備および運営に関する基準

を定めるもの。平成 年４月１日

から施行

議 青梅市指定地域密着型介護

予防サービスの事業の人員、

設備および運営ならびに指

定地域密着型介護予防サー

ビスにかかる介護予防のた

めの効果的な支援の方法に

関する基準を定める条例

〃 〃 〃 「地域主権改革一括法」の施行に

よる介護保険法の改正に伴い、指

定地域密着型介護予防サービスの

事業の人員、設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービス

に係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準を定める

もの。平成 年４月１日から施行

議 青梅市指定地域密着型サー

ビス事業者等の指定に関す

る基準を定める条例

〃 〃 〃 介護サービスの基盤強化のための

介護保険法等の一部を改正する法

律の施行による介護保険法の改正

に伴い、指定地域密着型サービス

事業者等の指定に関する基準を定

めるもの。平成 年４月１日から

施行

議 青梅市廃棄物の処理および

再利用の促進に関する条例

の一部を改正する条例

環境建設 〃 〃 「地域主権改革一括法」の施行に

よる廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律の改正に伴い、一般廃棄物

処理施設に置く技術管理者の資格

に関する基準を定めるもの。平成

年４月１日から施行

議 青梅市準用河川流水占用料

等徴収条例の一部を改正す

る条例

〃 〃 〃 東京都河川流水占用料等徴収条例

の改正に準じ、青梅市が徴収する

準用河川の流水占用料等の額を改

めるもの。平成 年４月１日から

施行

議 青梅市公園条例の一部を改

正する条例

環境建設 〃 〃 「地域主権改革一括法」の施行に

よる都市公園法及び高齢者、障害

者等の移動等の円滑化の促進に関

する法律の改正に伴い、都市公園

の配置及び規模に関する技術的基

準、都市公園に公園施設として設

けられる建築物の建築面積割合に

関する基準および移動等円滑化の

ために必要な特定公園施設の設置

に関する基準を定めるもの。平成

年４月１日から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市下水道条例の一部を

改正する条例

環境建設 ･ 原案可決 「地域主権改革一括法」の施行に

よる下水道法の改正に伴い、公共

下水道の施設の構造の基準を定め

るとともに、下水道法施行令の改

正に伴い、公共下水道に排除する

下水の水質基準を改めるもの。平

成 年４月１日から施行

議 青梅市暴力団排除条例の一

部を改正する条例

本会議 ･ 〃 暴力団員による不当な行為の防止

等に関する法律の改正に伴い、所

要の規定の整備を行うもの。公布

の日から施行

議 青梅市ふれあいセンター条

例の一部を改正する条例

福祉文教 ･ 〃 建物の老朽化及び利用者の減少を

踏まえ、青梅市上成木ふれあいセ

ンターを廃止するもの。平成 年

４月１日から施行

議 青梅市専用水道事務等の委

託について

〃 〃 〃 青梅市専用水道事務等（専用水道

事務、簡易専用水道事務、小規模

貯水槽水道等の衛生管理事務、飲

用に供する井戸等の衛生管理事

務）を東京都に委託するもの。

議 東青梅駅北口自転車等駐車

場の指定管理者の指定につ

いて

環境建設 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、社団法人日本

駐車場工学研究会を指定管理者と

する。

議 青梅市北小曾木ふれあいセ

ンターの指定管理者の指定

について

福祉文教 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、公益社団法人

青梅市シルバー人材センターを指

定管理者とする。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 長淵２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 長淵２丁目地内（開発行為再認定）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 藤橋２丁目地内（開発行為）

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第４号）

予算 〃 〃 歳入歳出とも３億 万円を追

加し、総額 億 万円にする

もの。

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の一部を改正

する条例

総務企画 〃 〃 青梅市一般職の職員の給与改定を

行うもの。平成 年１月１日から

施行

平成 年 第１回市議会（定例会）［２月 日～３月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

予算

予算 ･ 原案可決 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億円とするもの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

平 成 24・25 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市指定地域密着型サー

ビスの事業の人員、設備およ

び運営に関する基準を定め

る条例

福祉文教 ･ 原案可決 「地域主権改革一括法」の施行に

よる介護保険法の改正に伴い、指

定地域密着型サービスの事業の人

員、設備および運営に関する基準

を定めるもの。平成 年４月１日

から施行

議 青梅市指定地域密着型介護

予防サービスの事業の人員、

設備および運営ならびに指

定地域密着型介護予防サー

ビスにかかる介護予防のた

めの効果的な支援の方法に

関する基準を定める条例

〃 〃 〃 「地域主権改革一括法」の施行に

よる介護保険法の改正に伴い、指

定地域密着型介護予防サービスの

事業の人員、設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービス

に係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準を定める

もの。平成 年４月１日から施行

議 青梅市指定地域密着型サー

ビス事業者等の指定に関す

る基準を定める条例

〃 〃 〃 介護サービスの基盤強化のための

介護保険法等の一部を改正する法

律の施行による介護保険法の改正

に伴い、指定地域密着型サービス

事業者等の指定に関する基準を定

めるもの。平成 年４月１日から

施行

議 青梅市廃棄物の処理および

再利用の促進に関する条例

の一部を改正する条例

環境建設 〃 〃 「地域主権改革一括法」の施行に

よる廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律の改正に伴い、一般廃棄物

処理施設に置く技術管理者の資格

に関する基準を定めるもの。平成

年４月１日から施行

議 青梅市準用河川流水占用料

等徴収条例の一部を改正す

る条例

〃 〃 〃 東京都河川流水占用料等徴収条例

の改正に準じ、青梅市が徴収する

準用河川の流水占用料等の額を改

めるもの。平成 年４月１日から

施行

議 青梅市公園条例の一部を改

正する条例

環境建設 〃 〃 「地域主権改革一括法」の施行に

よる都市公園法及び高齢者、障害

者等の移動等の円滑化の促進に関

する法律の改正に伴い、都市公園

の配置及び規模に関する技術的基

準、都市公園に公園施設として設

けられる建築物の建築面積割合に

関する基準および移動等円滑化の

ために必要な特定公園施設の設置

に関する基準を定めるもの。平成

年４月１日から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市収益事業

特別会計予算

総務企画 ･ 原案可決 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計予算

環境建設 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計予算

〃 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計予算

〃 〃 〃 収益的収支の総額を、 億 万

円、資本的収支（支出）の総額を、

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第５号）

予算 ･ 〃 歳入歳出とも４億 万円を減

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第２

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 万円を増額し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市収益事業

特別会計補正予算（第１号）

総務企画 〃 〃 歳入歳出とも 億 万円を増額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計補正予算（第２

号）

環境建設 〃 〃 歳入歳出とも３億 万円を減

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

２号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 万円を増額し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第２号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を増

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 収益的収支では、１億 万円を

増額し、総額 億 万円に、

資本的収支（支出）では、 万円

を増額し、総額 億 万円にす

るもの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計資本剰余金の処分につ

いて

〃 ･ 〃 補助金をもって取得した資産の撤

去により発生する損失を埋めるた

め、資本剰余金の処分を行うもの。

議 青梅市個別外部監査契約に

もとづく監査に関する条例

総務企画 〃 〃 地方自治法第 条の 第３項に

規定する個別外部監査契約にもと

づく監査に関し必要な事項を定め

るもの。平成 年４月１日から施

行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市防災会議条例等の一

部を改正する条例

環境建設 ･ 原案可決 青梅市防災会議の所掌事務および

組織に関する規定を改めるととも

に、青梅市災害対策本部について

所要の規定の整備を行うもの。公

布の日から施行

議 調査等に出頭した者ならび

に公聴会に参加した者の実

費弁償に関する条例の一部

を改正する条例

本会議 ･ 〃 地方自治法の一部を改正する法律

の施行に伴い、所要の規定の整備

を行うもの。題名および第２条第

２号の改正規定は公布の日、第２

条第４号の改正規定は地方自治法

の一部を改正する法律附則第１条

ただし書に規定する日から施行

議 青梅市議会議員その他非常

勤の職員の公務災害補償等

に関する条例等の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 障害者自立支援法および障害者自

立支援法施行令の一部改正に伴

い、法および政令の条項等を引用

する関係条例について、所要の規

定の整備を行うもの。条例中第１

条、第３条、第４条、第６条、第

８条および第９条の規定は平成

年４月１日から、第２条、第５条、

第７条および第 条の規定は平成

年４月１日から施行

議 青梅市火葬場条例の一部を

改正する条例

環境建設 ･ 〃 青梅市火葬場の管理を指定管理者

に行わせることができるようにす

るほか、身体の一部の火葬に関す

る規定を追加するため、所要の規

定の整備を行うもの。平成 年４

月１日から施行

議 青梅市民斎場条例の一部を

改正する条例

〃 〃 〃 青梅市民斎場の管理を指定管理者

に行わせることができるようにす

るため、所要の規定の整備を行う

もの。平成 年４月１日から施行

議 青梅市融資資金利子補給条

例の臨時特例に関する条例

の一部を改正する条例の一

部を改正する条例

本会議 ･ 〃 市内中小企業をめぐる経営環境

は、依然として厳しい状況にある

ことから、貸付利率等に関する特

例措置の適用期間を、さらに１年

間延長するもの。平成 年４月１

日から施行

平 成 25 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市収益事業

特別会計予算

総務企画 ･ 原案可決 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計予算

環境建設 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計予算

〃 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計予算

〃 〃 〃 収益的収支の総額を、 億 万

円、資本的収支（支出）の総額を、

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第５号）

予算 ･ 〃 歳入歳出とも４億 万円を減

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第２

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 万円を増額し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市収益事業

特別会計補正予算（第１号）

総務企画 〃 〃 歳入歳出とも 億 万円を増額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計補正予算（第２

号）

環境建設 〃 〃 歳入歳出とも３億 万円を減

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

２号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 万円を増額し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第２号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を増

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 収益的収支では、１億 万円を

増額し、総額 億 万円に、

資本的収支（支出）では、 万円

を増額し、総額 億 万円にす

るもの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計資本剰余金の処分につ

いて

〃 ･ 〃 補助金をもって取得した資産の撤

去により発生する損失を埋めるた

め、資本剰余金の処分を行うもの。

議 青梅市個別外部監査契約に

もとづく監査に関する条例

総務企画 〃 〃 地方自治法第 条の 第３項に

規定する個別外部監査契約にもと

づく監査に関し必要な事項を定め

るもの。平成 年４月１日から施

行



52 第２編　第１章　議案の議決状況

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市営共同利用工場条例

の一部を改正する条例

環境建設 ･ 原案可決 固定資産の評価額等にもとづいて

算出している青梅市営共同利用工

場の使用料について、平成 年度

の評価替えに伴う改定を行うとと

もに、市営工場への入居について

門戸を広げるため、入居要件を緩

和するもの。平成 年４月１日か

ら施行

議 青梅市工場立地法地域準則

条例

〃 〃 〃 特定工場における緑地面積率等に

ついて、国が定める工場立地に関

する準則に代えて適用する地域準

則を定めるもの。平成 年４月１

日から施行

議 青梅市道路の構造の技術的

基準等を定める条例

〃 〃 〃 青梅市が管理する市道を新設し、

または改築する場合における道路

の構造の一般的技術的基準および

道路に設ける道路標識の寸法を定

め、ならびに移動等円滑化のため

に必要な道路の構造に関する基準

を定めるもの。平成 年４月１日

から施行

議 青梅市道路占用料等徴収条

例の一部を改正する条例

本会議 ･ 〃 道路法施行令及び道路整備特別措

置法施行令の一部を改正する政令

の施行に伴い、所要の規定の整備

を行うもの。平成 年４月１日か

ら施行

議 青梅市準用河川管理施設等

の構造の技術的基準を定め

る条例

環境建設 ･ 〃 準用河川における河川管理施設ま

たは許可工作物のうち、主要なも

のの構造について河川管理上必要

とされる技術的基準を定めるも

の。平成 年４月１日から施行

議 青梅市公園条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 新たに設置した公園を都市公園と

して設置するもの。公布の日から

起算して１月を超えない範囲内に

おいて規則で定める日から施行

議  
 

多摩川競走場臨時従業員の

給与の種類および基準に関

する条例 

  撤回  
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市新型インフルエンザ

等対策本部条例

環境建設 ･ 原案可決 新型インフルエンザ等対策特別措

置法の施行に合わせて、青梅市新

型インフルエンザ等対策本部に関

し必要な事項を定めるもの。法の

施行の日またはこの条例の公布の

日のいずれか遅い日から施行

議 青梅市公共下水道北部汚水

中継ポンプ場機械・電気設備

改修事業業務委託にかかる

契約の締結について

総務企画 〃 〃 平成 年３月末までに施工する機

械・電気設備改修工事、監督業務

等について、財団法人東京都新都

市建設公社との間に委託契約を締

結するもの。

議 青梅市公共下水道汚水中継

ポンプ場中央監視設備改修

事業業務委託にかかる契約

の締結について

〃 〃 〃 平成 年３月末までに施工する中

央監視設備改修工事、監督業務等

について、財団法人東京都新都市

建設公社との間に委託契約を締結

するもの。

議 青梅市公共下水道（汚水）小

曾木事業区域整備事業業務

委託にかかる契約の締結に

ついて

〃 〃 〃 平成 年３月末までに施工する整

備工事、測量、調査設計、監督業

務等について、財団法人東京都新

都市建設公社との間に委託契約を

締結するもの。

議 青梅市公共下水道（汚水）小

曾木事業区域（一部）等整備

事業業務委託にかかる契約

の変更について

〃 〃 〃 契約金額を変更するもの。

議 市道路線の認定について 環境建設 〃 〃 勝沼２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 長淵６、７丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 沢井１丁目地内（移管）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 富岡１丁目地内（新設）

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

本会議 ･ 原案同意 塩野静夫

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

〃 〃 〃 福田光子

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市職員の勤務時間、休

日、休暇等に関する条例の一

部を改正する条例

総務企画 ･ 原案可決 暦年単位で付与している職員の休

暇および特別休暇について、年度

単位による付与に変更するもの。

平成 年４月１日から施行

平 成 25 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市営共同利用工場条例

の一部を改正する条例

環境建設 ･ 原案可決 固定資産の評価額等にもとづいて

算出している青梅市営共同利用工

場の使用料について、平成 年度

の評価替えに伴う改定を行うとと

もに、市営工場への入居について

門戸を広げるため、入居要件を緩

和するもの。平成 年４月１日か

ら施行

議 青梅市工場立地法地域準則

条例

〃 〃 〃 特定工場における緑地面積率等に

ついて、国が定める工場立地に関

する準則に代えて適用する地域準

則を定めるもの。平成 年４月１

日から施行

議 青梅市道路の構造の技術的

基準等を定める条例

〃 〃 〃 青梅市が管理する市道を新設し、

または改築する場合における道路

の構造の一般的技術的基準および

道路に設ける道路標識の寸法を定

め、ならびに移動等円滑化のため

に必要な道路の構造に関する基準

を定めるもの。平成 年４月１日

から施行

議 青梅市道路占用料等徴収条

例の一部を改正する条例

本会議 ･ 〃 道路法施行令及び道路整備特別措

置法施行令の一部を改正する政令

の施行に伴い、所要の規定の整備

を行うもの。平成 年４月１日か

ら施行

議 青梅市準用河川管理施設等

の構造の技術的基準を定め

る条例

環境建設 ･ 〃 準用河川における河川管理施設ま

たは許可工作物のうち、主要なも

のの構造について河川管理上必要

とされる技術的基準を定めるも

の。平成 年４月１日から施行

議 青梅市公園条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 新たに設置した公園を都市公園と

して設置するもの。公布の日から

起算して１月を超えない範囲内に

おいて規則で定める日から施行

議  
 

多摩川競走場臨時従業員の

給与の種類および基準に関

する条例 

  撤回  



54 第２編　第１章　議案の議決状況

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の一部を改正

する条例

総務企画 ･ 原案可決 業務運営の円滑化を図ることを目

的として職務名の見直しを行うこ

とに伴い、給料表を適用する職種

の名称を改めるもの。平成 年４

月１日から施行

議 青梅市職員退職手当支給条

例等の一部を改正する条例

〃 〃 〃 職員に支給する退職手当につい

て、民間水準との均衡を図るとと

もに、在職中の職責差をより一層

手当額に反映させるため、退職手

当の基本額にかかる支給率および

退職手当の調整額にかかる点数の

見直しを行うもの。平成 年４月

１日から施行

議 多摩川競走場臨時従事員の

給与の種類および基準に関

する条例

〃 〃 〃 多摩川競走場臨時従事員の給与の

種類および基準に関し必要な事項

を定めるもの。平成 年４月１日

から施行

議員 青梅市議会委員会条例の一

部を改正する条例

本会議 ･ 〃 地方自治法の一部を改正する法律

の施行に伴い、所要の規定の整備

を行うもの。地方自治法の一部を

改正する法律（平成 年法律第

号）附則第１条ただし書に規定す

る日（平成 年３月１日）から施

行

議員 青梅市議会会議規則の一部

を改正する規則

〃 〃 〃 地方自治法の一部を改正する法律

の施行に伴い、所要の規定の整備

を行うもの。公布の日から施行。

ただし、第 条第２項の改正規定

は、地方自治法の一部を改正する

法律（平成 年法律第 号）附則

第１条ただし書に規定する日（平

成 年３月１日）から施行

議員 青梅市の小中学校における

「いじめ」の根絶を目指す決

議

〃 〃 〃 未来を担う青梅の子どもたちが、

安心して心豊かに成長できるよ

う、青梅市教育委員会および市内

小中学校ならびに青梅市が、「いじ

め」根絶のための施策の実施に努

められることを、強く要請する。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議員 青梅市議会政務調査費の交

付に関する条例の一部を改

正する条例

本会議 ･ 原案可決 地方自治法の一部を改正する法律

の施行に伴い、所要の規定の整備

を行うもの。地方自治法の一部を

改正する法律（平成 年法律第

号）附則第１条ただし書に規定す

る日（平成 年３月１日）から施

行

議員 青梅市の児童・生徒の学力向

上を目指す決議

〃 ･ 〃 未来を担う青梅の子どもたちが、

人生を切り拓いていける力を培う

ことができるよう、青梅市教育委

員会および市内小中学校ならびに

青梅市が、児童・生徒の学力向上

のための施策の実施に努められる

ことを、強く要請する。

平成 年 第２回市議会（定例会）［５月 日～６月 日］

※ 副議長の選挙 本会議 ･ 選挙執行 結城守夫

※ 議会運営委員の選任 〃 〃 選 任

※ 常任委員の選任 〃 〃 〃

※ 東京都十一市競輪事業組合

議会議員の選挙

〃 〃 選挙執行 野島資雄 榎戸直文 指名推選）

※ 青梅、羽村地区工業用水道企

業団議会議員の選挙

〃 〃 〃 藤野ひろえ 工藤浩司 山﨑勝

※ 西多摩衛生組合議会議員の

選挙

〃 〃 〃 榎澤誠 鴻井伸二 荒井紀善

※ 東京たま広域資源循環組合

議会議員の選挙

〃 〃 〃 島田俊雄

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例の専決処分につ

いて

〃 〃 原案承認 固定資産税の納税義務者等に関す

る規定について所要の規定の整備

を行うもの。平成 年４月１日か

ら施行

議 青梅市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例の専

決処分について

〃 〃 〃 国民健康保険税の減額にかかる基

準額等の算定において、国民健康

保険から後期高齢者医療に移行後

５年目までの間に限り当該移行し

た者を含めて算定することとして

いる措置を恒久化するもの。平成

年４月１日から施行

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第１号）

予算 ･ 原案可決 歳入歳出とも 万円を減額し、

総額 億 万円にするもの。

平 成 25 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の一部を改正

する条例

総務企画 ･ 原案可決 業務運営の円滑化を図ることを目

的として職務名の見直しを行うこ

とに伴い、給料表を適用する職種

の名称を改めるもの。平成 年４

月１日から施行

議 青梅市職員退職手当支給条

例等の一部を改正する条例

〃 〃 〃 職員に支給する退職手当につい

て、民間水準との均衡を図るとと

もに、在職中の職責差をより一層

手当額に反映させるため、退職手

当の基本額にかかる支給率および

退職手当の調整額にかかる点数の

見直しを行うもの。平成 年４月

１日から施行

議 多摩川競走場臨時従事員の

給与の種類および基準に関

する条例

〃 〃 〃 多摩川競走場臨時従事員の給与の

種類および基準に関し必要な事項

を定めるもの。平成 年４月１日

から施行

議員 青梅市議会委員会条例の一

部を改正する条例

本会議 ･ 〃 地方自治法の一部を改正する法律

の施行に伴い、所要の規定の整備

を行うもの。地方自治法の一部を

改正する法律（平成 年法律第

号）附則第１条ただし書に規定す

る日（平成 年３月１日）から施

行

議員 青梅市議会会議規則の一部

を改正する規則

〃 〃 〃 地方自治法の一部を改正する法律

の施行に伴い、所要の規定の整備

を行うもの。公布の日から施行。

ただし、第 条第２項の改正規定

は、地方自治法の一部を改正する

法律（平成 年法律第 号）附則

第１条ただし書に規定する日（平

成 年３月１日）から施行

議員 青梅市の小中学校における

「いじめ」の根絶を目指す決

議

〃 〃 〃 未来を担う青梅の子どもたちが、

安心して心豊かに成長できるよ

う、青梅市教育委員会および市内

小中学校ならびに青梅市が、「いじ

め」根絶のための施策の実施に努

められることを、強く要請する。



56 第２編　第１章　議案の議決状況

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市子ども・子育て会議条

例

福祉文教 ･ 原案可決 子ども・子育て支援に関する事項

を審議するための機関として、青

梅市子ども・子育て会議を設置す

るもの。平成 年７月１日から施

行

議 青梅市体育施設条例の一部

を改正する条例

総務企画 〃 〃 体育施設の管理を指定管理者に行

わせることができるようにするた

め、所要の規定の整備を行うもの。

平成 年４月１日から施行

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 河辺町１丁目地内

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 黒沢２丁目地内

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 黒沢２丁目地内

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 千ヶ瀬町６丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今寺５丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今井１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 師岡町３丁目地内（開発行為）

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

本会議 ･ 原案同意 田中祥子

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

〃 〃 〃 本橋義雄

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市監査委員の選任につ

いて

〃 〃 〃 高橋勝

現委員の辞職に伴い、新委員を選

任するもの。

平成 年 第３回市議会（定例会）［９月２日～９月 日］

※ 議会活性化特別委員会設置

に関する動議

本会議 ･ 原案決定 委員会の設置及び委員の選任

議 平成 年度青梅市一般会計

歳入歳出決算

決算 〃 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％増、歳出は ％

増、歳入歳出差引残額である形式

収支は、８億 万円、翌年度へ

の繰越額を控除した実質収支は、

８億 万円

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計歳入歳出決算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％増、歳出は ％

増、形式収支、実質収支とも１億

万円
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市収益事業

特別会計歳入歳出決算

総務企画 ･ 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％減、歳出は ％

減、形式収支、実質収支とも６億

万円

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計歳入歳出決算

環境建設 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入歳出とも ％減、形式収支、

実質収支とも 万円

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計歳入歳出決

算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は ％増、歳出は ％増、

形式収支、実質収支とも 万円

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計歳入歳出決算

〃 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は ％増、歳出は ％増、

形式収支、実質収支とも１億

万円

議 平成 年度青梅市病院事業

未処分利益剰余金の処分お

よび決算

〃 〃 原案可決

原案認定

収益的収支では、医業収益が ％

増の 億 万円、病院事業収

益は ％増、一方、医業費用は

％増の 億 万円、病院事

業費用が ％増で、利益は４億

万円 資本的収支では、収入

が３億 万円、支出が 億

万円、不足額は損益勘定留保

資金等で補てん

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第２号）

予算 ･ 原案可決 歳入歳出とも９億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第１

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を増

額し、総額 億 万円にするも

の。

平 成 25 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市子ども・子育て会議条

例

福祉文教 ･ 原案可決 子ども・子育て支援に関する事項

を審議するための機関として、青

梅市子ども・子育て会議を設置す

るもの。平成 年７月１日から施

行

議 青梅市体育施設条例の一部

を改正する条例

総務企画 〃 〃 体育施設の管理を指定管理者に行

わせることができるようにするた

め、所要の規定の整備を行うもの。

平成 年４月１日から施行

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 河辺町１丁目地内

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 黒沢２丁目地内

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 黒沢２丁目地内

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 千ヶ瀬町６丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今寺５丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今井１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 師岡町３丁目地内（開発行為）

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

本会議 ･ 原案同意 田中祥子

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

〃 〃 〃 本橋義雄

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市監査委員の選任につ

いて

〃 〃 〃 高橋勝

現委員の辞職に伴い、新委員を選

任するもの。

平成 年 第３回市議会（定例会）［９月２日～９月 日］

※ 議会活性化特別委員会設置

に関する動議

本会議 ･ 原案決定 委員会の設置及び委員の選任

議 平成 年度青梅市一般会計

歳入歳出決算

決算 〃 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％増、歳出は ％

増、歳入歳出差引残額である形式

収支は、８億 万円、翌年度へ

の繰越額を控除した実質収支は、

８億 万円

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計歳入歳出決算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％増、歳出は ％

増、形式収支、実質収支とも１億

万円



58 第２編　第１章　議案の議決状況

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例

総務企画 ･ 原案可決 個人市民税に関する金融・証券税

制の改正、住宅借入金等特別税額

控除の延長・拡充、東日本大震災

にかかる復興支援のための措置等

を行うとともに、納税環境整備を

目的として延滞金の利率および個

人市民税の公的年金からの特別徴

収制度の見直しを行うもの。平成

年１月１日から施行

議 青梅市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 国民健康保険税の所得割額にかか

る課税の特例について、所要の規

定の整備を行うもの。条例中第１

条の規定は平成 年１月１日か

ら、第２条の規定は平成 年１月

１日から施行

議 延滞金の利率の見直しに伴

う関係条例の整備に関する

条例

本会議 ･ 〃 地方税法の一部を改正する法律に

より地方税にかかる延滞金の利率

が見直されることに準じて、市の

諸収入金にかかる延滞金の利率の

見直しを行うもの。平成 年１月

１日から施行

議 青梅市御岳交流センター条

例

環境建設 ･ 〃 御岳渓谷から御岳山までの地域を

中心とした観光情報を発信すると

ともに、御岳エリアにおける自然

を生かしたスポーツ・レクリエー

ション活動の促進を図り、かつ、

地域の活性化を図るための拠点施

設として設置し、その管理および

運営について必要な事項を定める

もの。平成 年４月１日から施行

議 東京たま広域資源循環組合

規約の一部を変更する規約

本会議 ･ 〃 事務所の位置を変更することか

ら、規約の変更をするもの。平成

年４月１日から施行

議 市道路線の廃止について 環境建設 ･ 〃 御岳本町地内

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 東青梅６丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 東青梅６丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 長淵２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 河辺町１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今寺１丁目地内（開発行為）

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

本会議 ･ 原案同意 守谷憲太郎

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。



59

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の一部を改正

する条例

総務企画 ･ 原案可決 一般職の職員にかかる給与水準等

の適正化をより一層図るため、給

料表および住居手当等を東京都に

準拠したものに改めるもの。第１

条の規定並びに次条、付則第３条、

第４条、第９条、第 条及び付則

別表の規定は平成 年 月１日、

第２条の規定は平成 年４月１

日、第３条の規定並びに付則第５

条及び第６条の規定は平成 年

月１日、第４条の規定並びに付則

第７条及び第８条の規定は平成

年 月１日から施行

議 青梅市病院事業企業職員の

給与の種類および基準に関

する条例の一部を改正する

条例

福祉文教 〃 〃 住居手当等の支給範囲を改めるも

の。平成 年 月１日から施行

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 ･ 〃 第３条第３号該当―武藤タミ

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

議員 垂直離着陸輸送機ＣＶ オ

スプレイの横田基地への配

備検討の撤回を求める意見

書

〃 ･ 〃 垂直離着陸輸送機ＣＶ オスプレ

イの横田基地への配備検討の撤回

を求めるとともに、日本政府にお

いても、米国政府に対し、このこ

とを強く求めるよう要請する。

議員 圏央道青梅インターチェン

ジ北側地域における物流拠

点の早期実現を求める意見

書

〃 〃 〃 東京都の整備方針にもとづいた圏

央道青梅インターチェンジ北側地

域の物流拠点整備の早期実現に向

け、国の支援とともに東京都が主

導的な役割を担い、積極的に推進

を図るよう要望する。

議員 地方税財源の充実確保を求

める意見書

〃 〃 〃 基礎自治体である市が、住民サー

ビスやまちづくりを安定的に行う

ためには、地方税財源の充実確保

が不可欠であり、国において、地

方交付税の増額による一般財源総

額の確保および地方税源の充実確

保等を実現されるよう強く求め

る。

平 成 25 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例

総務企画 ･ 原案可決 個人市民税に関する金融・証券税

制の改正、住宅借入金等特別税額

控除の延長・拡充、東日本大震災

にかかる復興支援のための措置等

を行うとともに、納税環境整備を

目的として延滞金の利率および個

人市民税の公的年金からの特別徴

収制度の見直しを行うもの。平成

年１月１日から施行

議 青梅市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 国民健康保険税の所得割額にかか

る課税の特例について、所要の規

定の整備を行うもの。条例中第１

条の規定は平成 年１月１日か

ら、第２条の規定は平成 年１月

１日から施行

議 延滞金の利率の見直しに伴

う関係条例の整備に関する

条例

本会議 ･ 〃 地方税法の一部を改正する法律に

より地方税にかかる延滞金の利率

が見直されることに準じて、市の

諸収入金にかかる延滞金の利率の

見直しを行うもの。平成 年１月

１日から施行

議 青梅市御岳交流センター条

例

環境建設 ･ 〃 御岳渓谷から御岳山までの地域を

中心とした観光情報を発信すると

ともに、御岳エリアにおける自然

を生かしたスポーツ・レクリエー

ション活動の促進を図り、かつ、

地域の活性化を図るための拠点施

設として設置し、その管理および

運営について必要な事項を定める

もの。平成 年４月１日から施行

議 東京たま広域資源循環組合

規約の一部を変更する規約

本会議 ･ 〃 事務所の位置を変更することか

ら、規約の変更をするもの。平成

年４月１日から施行

議 市道路線の廃止について 環境建設 ･ 〃 御岳本町地内

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 東青梅６丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 東青梅６丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 長淵２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 河辺町１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今寺１丁目地内（開発行為）

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

本会議 ･ 原案同意 守谷憲太郎

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

ﾐ



60 第２編　第１章　議案の議決状況

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

平成 年 第４回市議会（臨時会）［ 月 日］

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例等の特例に関

する条例

本会議 ･ 原案可決 平成 年東京都人事委員会勧告に

基づく東京都職員の給与改定を踏

まえ、特例として平成 年 月期

の期末手当の額を減額するもの。

平成 年 月 日から施行

平成 年 第５回市議会（定例会）［ 月４日～ 月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第３号）

予算 ･ 原案可決 債務負担行為を追加するもの。

議 青梅市組織条例の一部を改

正する条例

総務企画 〃 〃 第６次青梅市総合長期計画を推進

するため、組織・機構の見直しを

行うことに伴い、関係する部の設

置および事務分掌を改めるもの。

平成 年４月１日から施行

議 青梅市役所の出張所設置条

例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 土地・家屋台帳を本庁舎において

一元管理すること等に伴い、所要

の規定の整備を行うもの。平成

年４月１日から施行

議 青梅市長等の給与に関する

条例等の一部を改正する条

例

〃 〃 〃 青梅市特別職報酬等審議会からの

答申を踏まえ、市長、副市長、教

育長および病院事業管理者の退職

手当の支給割合を改めるもの。公

布の日から施行

議 青梅市太陽光発電設備の設

置にかかる行政財産の使用

料に関する条例

環境建設 〃 〃 太陽光発電事業者が地方自治法第

条の４第７項の規定による使

用の許可を受け、青梅市の行政財

産である建物に太陽光発電設備を

設置する場合における使用料につ

いて、必要な事項を定めるもの。

平成 年１月１日から施行

議 青梅市営住宅条例の一部を

改正する条例

本会議 ･ 〃 配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護に関する法律の一部改正

に伴い、所要の規定の整備を行う

もの。平成 年１月３日から施行

議 青梅市駐車場条例の一部を

改正する条例

環境建設 ･ 〃 観光客の誘致促進と利便の向上を

図るため、新たに駐車場を設置す

るとともに、駐車場の利用に関す

る適正化を図るため、一部の駐車

場を有料化することに伴い、所要

の規定の整備を行うもの。平成

年４月１日から施行



61

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市風致地区条例 環境建設 ･ 原案可決 青梅市内の風致地区における建築

物の建築、宅地の造成、木竹の伐

採その他の行為の規制について必

要な事項を定めるもの。平成 年

４月１日から施行

議 青梅市民斎場および青梅市

火葬場の指定管理者の指定

について

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、富士建物管

理・富士建設工業共同体、富士建

物管理株式会社、富士建設工業株

式会社を指定管理者とする。

議 東原公園水泳場、わかぐさ公

園こどもプールおよび沢井

市民センタープールの指定

管理者の指定について

総務企画 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、株式会社フク

シ・エンタープライズを指定管理

者とする。

議 青梅市御岳交流センターの

指定管理者の指定について

環境建設 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、一般社団法人

青梅市観光協会を指定管理者とす

る。

議 青梅市福祉センターの指定

管理者の指定について

福祉文教 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、株式会社アタ

ーブル松屋を指定管理者とする。

議 青梅市自立センターの指定

管理者の指定について

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、社会福祉法人

青梅市社会福祉事業団を指定管理

者とする。

議 青梅市しろまえ児童学園の

指定管理者の指定について

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、社会福祉法人

青梅市社会福祉事業団を指定管理

者とする。

議 青梅市学童保育所の指定管

理者の指定について

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、社会福祉法人

青梅市社会福祉協議会を指定管理

者とする。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 梅郷５丁目地内

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 河辺町６丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町８丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 野上町１丁目地内（開発行為）

平 成 25 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

平成 年 第４回市議会（臨時会）［ 月 日］

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例等の特例に関

する条例

本会議 ･ 原案可決 平成 年東京都人事委員会勧告に

基づく東京都職員の給与改定を踏

まえ、特例として平成 年 月期

の期末手当の額を減額するもの。

平成 年 月 日から施行

平成 年 第５回市議会（定例会）［ 月４日～ 月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第３号）

予算 ･ 原案可決 債務負担行為を追加するもの。

議 青梅市組織条例の一部を改

正する条例

総務企画 〃 〃 第６次青梅市総合長期計画を推進

するため、組織・機構の見直しを

行うことに伴い、関係する部の設

置および事務分掌を改めるもの。

平成 年４月１日から施行

議 青梅市役所の出張所設置条

例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 土地・家屋台帳を本庁舎において

一元管理すること等に伴い、所要

の規定の整備を行うもの。平成

年４月１日から施行

議 青梅市長等の給与に関する

条例等の一部を改正する条

例

〃 〃 〃 青梅市特別職報酬等審議会からの

答申を踏まえ、市長、副市長、教

育長および病院事業管理者の退職

手当の支給割合を改めるもの。公

布の日から施行

議 青梅市太陽光発電設備の設

置にかかる行政財産の使用

料に関する条例

環境建設 〃 〃 太陽光発電事業者が地方自治法第

条の４第７項の規定による使

用の許可を受け、青梅市の行政財

産である建物に太陽光発電設備を

設置する場合における使用料につ

いて、必要な事項を定めるもの。

平成 年１月１日から施行

議 青梅市営住宅条例の一部を

改正する条例

本会議 ･ 〃 配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護に関する法律の一部改正

に伴い、所要の規定の整備を行う

もの。平成 年１月３日から施行

議 青梅市駐車場条例の一部を

改正する条例

環境建設 ･ 〃 観光客の誘致促進と利便の向上を

図るため、新たに駐車場を設置す

るとともに、駐車場の利用に関す

る適正化を図るため、一部の駐車

場を有料化することに伴い、所要

の規定の整備を行うもの。平成

年４月１日から施行



62 第２編　第１章　議案の議決状況

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 ･ 原案可決 第３条第３号に該当する者－株式

会社旬菜デリ、キユーピー株式会

社

第４条第１項第３号に該当する者

－川杉孝夫

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

議 青梅市教育委員会委員の任

命について

〃 〃 原案同意 岡本昌己

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

〃 〃 〃 稲垣文男

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

〃 〃 〃 嘉陽緑

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の一部を改正

する条例

総務企画 ･ 原案可決 給与改定に伴い、給料表を見直す

もの。平成 年１月１日から施行

議 青梅市副市長の選任につい

て

本会議 〃 原案同意 池田央

副市長の選任に伴い、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市教育委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 岡田芳典

教育委員会委員の任命に伴い、議

会の同意を求めるもの。

議 青梅市固定資産評価員の選

任について

〃 〃 〃 池田央

固定資産評価員の選任に伴い、議

会の同意を求めるもの。

議員 地方税財源の拡充に関する

意見書

〃 ･ 原案可決 限られた地方税財源の中で財源調

整を行う場当たり的な手法ではな

く、地方が担う権限と責任に見合

う地方税財源の拡充という本質的

な問題に取り組むよう強く要請す

る。

議員 年東京オリンピックに

おけるカヌースラローム競

技公式練習場等を青梅市内

の多摩川に誘致することを

求める意見書

〃 ･ 〃 年東京オリンピックにおける

カヌースラローム競技公式練習場

及び自然環境に配慮した競技施設

を、青梅市内の多摩川に誘致する

ことを強く要望する。



63

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議員 中国による防空識別圏設定

に抗議し撤回を求める決議

本会議 ･ 原案可決 中国政府による一方的な現状変更

の試みは断固容認せず、我が国の

主権を侵害する無謀かつ危険な措

置に対して、厳重に抗議し、公海

上の飛行の自由を制限する一切の

措置の即時撤回を求める。

委 容器包装リサイクル法を改

正し、発生抑制と再使用を促

進するための法律の制定を

求める意見書

〃 〃 〃 我が国の一日も早い持続可能な社

会への転換を図るため、政府及び

国に対し、容器包装リサイクル法

を改正し、発生抑制と再使用を促

進するための法律を制定すること

を強く求める。

平成 年 第１回市議会（定例会）［２月 日～３月 日］

※ 東京都十一市競輪事業組合

議会議員の選挙

本会議 ･ 選挙執行 野島資雄 榎戸直文 指名推選）

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算 第４号 の専決処

分について

〃 ･ 原案承認 歳入歳出とも 万円を追加し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市一般会計

予算

予算 ･ 原案可決 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億円とするもの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市収益事業

特別会計予算

総務企画 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計予算

環境建設 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計予算

〃 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計予算

〃 〃 〃 収益的収支の総額を、収入 億

万円、支出 億 万円、資

本的収支（支出）の総額を、 億

万円とするもの。

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第５号）

予算 ･ 〃 歳入歳出とも 億 万円を減額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第２

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 万円を追加し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市収益事業

特別会計補正予算（第１号）

総務企画 〃 〃 歳入歳出とも 億 万円を追

加し、総額 億 万円にする

もの。

平 成 25・26 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 ･ 原案可決 第３条第３号に該当する者－株式

会社旬菜デリ、キユーピー株式会

社

第４条第１項第３号に該当する者

－川杉孝夫

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

議 青梅市教育委員会委員の任

命について

〃 〃 原案同意 岡本昌己

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

〃 〃 〃 稲垣文男

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

〃 〃 〃 嘉陽緑

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の一部を改正

する条例

総務企画 ･ 原案可決 給与改定に伴い、給料表を見直す

もの。平成 年１月１日から施行

議 青梅市副市長の選任につい

て

本会議 〃 原案同意 池田央

副市長の選任に伴い、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市教育委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 岡田芳典

教育委員会委員の任命に伴い、議

会の同意を求めるもの。

議 青梅市固定資産評価員の選

任について

〃 〃 〃 池田央

固定資産評価員の選任に伴い、議

会の同意を求めるもの。

議員 地方税財源の拡充に関する

意見書

〃 ･ 原案可決 限られた地方税財源の中で財源調

整を行う場当たり的な手法ではな

く、地方が担う権限と責任に見合

う地方税財源の拡充という本質的

な問題に取り組むよう強く要請す

る。

議員 年東京オリンピックに

おけるカヌースラローム競

技公式練習場等を青梅市内

の多摩川に誘致することを

求める意見書

〃 ･ 〃 年東京オリンピックにおける

カヌースラローム競技公式練習場

及び自然環境に配慮した競技施設

を、青梅市内の多摩川に誘致する

ことを強く要望する。



64 第２編　第１章　議案の議決状況

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計補正予算（第１

号）

環境建設 ･ 原案可決 歳入歳出とも３億 万円を減

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

１号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 万円を追加し、総

額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第２号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を減

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 収益的収支では、３億 万円を

減額し、総額 億 万円に、

資本的収支（支出）では、６万円

を追加し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計資本剰余金の処分につ

いて

〃 ･ 〃 補助金をもって取得した資産の撤

去により発生する損失を補填する

ため、資本剰余金の処分を行うも

の。

議 青梅市青少年問題協議会条

例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 地方青少年問題協議会法の改正に

伴い、青梅市青少年問題協議会の

組織の見直し等を行うもの。平成

年４月１日から施行

議 青梅市梅の里再生基金条例 環境建設 〃 〃 ウメ輪紋ウイルスの被害を受けた

梅郷地区を中心とする梅の里を再

生・復興し、もって農業および観

光・商業の振興を図ることを目的

として、青梅市梅の里再生基金を

設置するもの。公布の日から施行

議 青梅市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 青梅市国民健康保険事業における

財政の安定化を図るため、国民健

康保険税の税率等の改定を行うも

の。平成 年４月１日から施行

議 青梅市融資資金利子補給条

例の臨時特例に関する条例

の一部を改正する条例

環境建設 〃 〃 貸付利率等に関する特例の適用期

間を１年間延長するほか、所期の

目的を達成した経営安定化のため

の資金融資の特例を廃止するとと

もに、梅の里再生中小企業振興資

金について、梅の里の再生・復興

を促すため、貸付利率に関する特

例を追加するもの。平成 年４月

１日から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市下水道条例の一部を

改正する条例

環境建設 ･ 原案可決 消費税法等の改正により平成 年

４月１日から引き上げとなる消費

税率および地方消費税率の下水道

使用料への適用時期に関し、使用

者間の公平性を確保することを目

的として、特例措置を設けるもの。

平成 年４月１日から施行

議 青梅市社会教育委員の設置

に関する条例の一部を改正

する条例

福祉文教 〃 〃 社会教育法の改正に伴い、青梅市

社会教育委員の委嘱の基準を定め

るもの。平成 年４月１日から施

行

議 東京都後期高齢者医療広域

連合規約の一部を変更する

規約

〃 〃 〃 保険料の軽減にかかる経費を各市

区町村の一般財源から分賦金とし

て支弁することとするため規約を

変更するもの。平成 年４月１日

から施行

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 黒沢１丁目地内（市道の付け替え）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 黒沢１丁目地内（市道の付け替え）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 勝沼３丁目地内（開発行為）

議 青梅市職員定数条例の一部

を改正する条例

総務企画 〃 〃 組織改正等による執行体制の見直

しの経過を踏まえ、条例で定める

職員定数を改めるほか、当該定数

に含まれる職員の範囲を見直すも

の。平成 年４月１日から施行

議 青梅市病院事業企業職員定

数条例の一部を改正する条

例

福祉文教 〃 〃 医療の高度化および専門化に対応

するとともに、医療の質の更なる

向上を図るため、病院事業企業職

員の定数を改めるほか、当該定数

に含まれる職員の範囲を見直すも

の。平成 年４月１日から施行

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第６号）

予算 ･ 〃 歳入歳出とも 万円を追加し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第１号）

〃 ･ 〃 歳入歳出とも 万円を追加し、

総額 億 万円にするもの。

委 青梅市議会委員会条例の一

部を改正する条例

本会議 ･ 〃 青梅市組織条例の改正に伴い、常

任委員会の所管を改めるもの。平

成 年４月１日から施行

委 協同労働の協同組合法の速

やかなる制定を求める意見

書

〃 ･ 〃 国におかれては、地域活性化、暮

らしやすい地域づくりのため、「協

同労働の協同組合法」を速やかに

制定するよう強く求める。

平 成 26 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計補正予算（第１

号）

環境建設 ･ 原案可決 歳入歳出とも３億 万円を減

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

１号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 万円を追加し、総

額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第２号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を減

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 収益的収支では、３億 万円を

減額し、総額 億 万円に、

資本的収支（支出）では、６万円

を追加し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計資本剰余金の処分につ

いて

〃 ･ 〃 補助金をもって取得した資産の撤

去により発生する損失を補填する

ため、資本剰余金の処分を行うも

の。

議 青梅市青少年問題協議会条

例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 地方青少年問題協議会法の改正に

伴い、青梅市青少年問題協議会の

組織の見直し等を行うもの。平成

年４月１日から施行

議 青梅市梅の里再生基金条例 環境建設 〃 〃 ウメ輪紋ウイルスの被害を受けた

梅郷地区を中心とする梅の里を再

生・復興し、もって農業および観

光・商業の振興を図ることを目的

として、青梅市梅の里再生基金を

設置するもの。公布の日から施行

議 青梅市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 青梅市国民健康保険事業における

財政の安定化を図るため、国民健

康保険税の税率等の改定を行うも

の。平成 年４月１日から施行

議 青梅市融資資金利子補給条

例の臨時特例に関する条例

の一部を改正する条例

環境建設 〃 〃 貸付利率等に関する特例の適用期

間を１年間延長するほか、所期の

目的を達成した経営安定化のため

の資金融資の特例を廃止するとと

もに、梅の里再生中小企業振興資

金について、梅の里の再生・復興

を促すため、貸付利率に関する特

例を追加するもの。平成 年４月

１日から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

平成 年 第２回市議会（臨時会）［４月 日］

議 青梅市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例の専

決処分について

本会議 ･ 原案承認 国民健康保険税の課税限度額の引

上げを行うとともに、国民健康保

険税の減額措置の対象を拡大する

もの。平成 年４月１日から施行

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第２号）

予算 〃 原案可決 歳入歳出とも１億 万円を追

加し、総額 億 万円にする

もの。

平成 年 第３回市議会（定例会）［６月 日～６月 日］

※ 青梅市農業委員会委員の推

薦

本会議 ･ 推 薦 工藤浩司 鴻井伸二 下田盛俊

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第３号）

予算 〃 原案可決 歳入歳出とも１億 万円を追加

し、総額 億 万円にするも

の。

議 青梅市市税条例等の一部を

改正する条例

総務企画 〃 〃 法人市民税法人税割の税率の引下

げ、地域決定型地方税制特例措置

の導入拡大、軽自動車税の税率の

見直し等を行うほか、所要の規定

の整備を行うもの。公布の日から

施行

議 青梅市ひとり親家庭等の医

療費の助成に関する条例等

の一部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 第三者行為（交通事故等）によっ

て生じた医療費助成の求償につい

て、手続の明確化を図るため、所

要の規定の整備を行うもの。平成

年７月１日から施行

議 青梅市自立センター条例の

一部を改正する条例

〃 〃 〃 青梅市自立センターの利用の制限

に関する規定について見直しを行

うもの。公布の日から施行

議 青梅市営住宅条例の一部を

改正する条例

環境建設 〃 〃 単身者にかかる入居資格の範囲を

拡大するもの。公布の日から施行

議 青梅市健康センター条例の

一部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 総合健康診査に併せて利用者の選

択により有料で実施する健康診査

項目を必要に応じて追加できるよ

うにするため、使用料等に関する

規定の見直しを行うもの。公布の

日から施行

議 青梅市有料自転車等駐車場

条例の一部を改正する条例

環境建設 〃 〃 公益財団法人自転車駐車場整備セ

ンターの設置する自転車駐車場が

市に無償譲渡されることに伴い、

有料自転車等駐車場として設置す

るもの。平成 年４月１日から施

行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市公園条例の一部を改

正する条例

環境建設 ･ 原案可決 都市計画法に基づく開発行為によ

り設置された公園１カ所を、都市

公園として設置するもの。公布の

日から施行

議 青梅市非常勤消防団員にか

かる退職報償金の支給に関

する条例の一部を改正する

条例

本会議 ･ 〃 非常勤消防団員にかかる退職報償

金の充実を図るため、退職報償金

の支給額を引き上げるもの。公布

の日から施行

議 物品の買入れについて 総務企画 ･ 〃 多摩川競走場の投票関係機器を購

入するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 大門２丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 日向和田３丁目地内（市道廃止申

請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 日向和田３丁目地内（市道廃止申

請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 日向和田３丁目地内（市道廃止申

請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 小曾木３丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 長淵５丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 長淵５丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今寺１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町４丁目地内（開発行為）

委 ウイルス性肝炎患者に対す

る医療費助成の拡充を求め

る意見書

本会議 〃 〃 国等に対し、ウイルス性肝硬変・

肝がんに係る医療費助成制度を創

設すること、および身体障害者福

祉法上の肝機能障害による身体障

害者手帳の認定基準を緩和し、患

者の実態に応じた認定制度にする

ことを強く要望する。

平成 年 第４回市議会（定例会）［９月４日～ 月１日］

※ 予算決算委員会理事会理事

の選任

･ 選 任

議 平成 年度青梅市一般会計

歳入歳出決算

決算 ･ 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％減、歳出は ％

減、歳入歳出差引残額である形式

収支は、 億 万円、翌年度へ

の繰越額を控除した実質収支は、

億 万円

平 成 26 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

平成 年 第２回市議会（臨時会）［４月 日］

議 青梅市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例の専

決処分について

本会議 ･ 原案承認 国民健康保険税の課税限度額の引

上げを行うとともに、国民健康保

険税の減額措置の対象を拡大する

もの。平成 年４月１日から施行

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第２号）

予算 〃 原案可決 歳入歳出とも１億 万円を追

加し、総額 億 万円にする

もの。

平成 年 第３回市議会（定例会）［６月 日～６月 日］

※ 青梅市農業委員会委員の推

薦

本会議 ･ 推 薦 工藤浩司 鴻井伸二 下田盛俊

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第３号）

予算 〃 原案可決 歳入歳出とも１億 万円を追加

し、総額 億 万円にするも

の。

議 青梅市市税条例等の一部を

改正する条例

総務企画 〃 〃 法人市民税法人税割の税率の引下

げ、地域決定型地方税制特例措置

の導入拡大、軽自動車税の税率の

見直し等を行うほか、所要の規定

の整備を行うもの。公布の日から

施行

議 青梅市ひとり親家庭等の医

療費の助成に関する条例等

の一部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 第三者行為（交通事故等）によっ

て生じた医療費助成の求償につい

て、手続の明確化を図るため、所

要の規定の整備を行うもの。平成

年７月１日から施行

議 青梅市自立センター条例の

一部を改正する条例

〃 〃 〃 青梅市自立センターの利用の制限

に関する規定について見直しを行

うもの。公布の日から施行

議 青梅市営住宅条例の一部を

改正する条例

環境建設 〃 〃 単身者にかかる入居資格の範囲を

拡大するもの。公布の日から施行

議 青梅市健康センター条例の

一部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 総合健康診査に併せて利用者の選

択により有料で実施する健康診査

項目を必要に応じて追加できるよ

うにするため、使用料等に関する

規定の見直しを行うもの。公布の

日から施行

議 青梅市有料自転車等駐車場

条例の一部を改正する条例

環境建設 〃 〃 公益財団法人自転車駐車場整備セ

ンターの設置する自転車駐車場が

市に無償譲渡されることに伴い、

有料自転車等駐車場として設置す

るもの。平成 年４月１日から施

行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計歳入歳出決算

福祉文教 ･ 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％増、歳出は ％

増、形式収支、実質収支とも１億

万円

議 平成 年度青梅市収益事業

特別会計歳入歳出決算

総務企画 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比べ、

歳入歳出とも ％増、形式収支、

実質収支とも６億 万円

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計歳入歳出決算

環境建設 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳出

億 万円、前年度に比べ、歳

入は ％減、歳出は ％減、形

式収支、実質収支とも 万円

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計歳入歳出決

算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は ％増、歳出は ％増、

形式収支、実質収支とも 万円

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計歳入歳出決算

〃 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は ％増、歳出は ％増、

形式収支、実質収支とも１億 万

円

議 平成 年度青梅市病院事業

未処分利益剰余金の処分お

よび決算

〃 〃 原案可決

原案認定

収益的収支では、医業収益が ％

減の 億 万円、病院事業収

益は ％減、一方、医業費用は

％減の 億 万円、病院事

業費用が ％減で、利益は２億

万円、資本的収支では、収入

が 億 万円、支出が 億

万円、不足額は損益勘定留保資金

等で補てん

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第４号）

予算 ･ 原案可決 歳入歳出とも９億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第１

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を増額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 資本的支出を 万円増額し、総額

億 万円にするもの。



69

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 政治倫理の確立のための青

梅市長の資産等の公開に関

する条例の一部を改正する

条例

総務企画 ･ 原案可決 青梅市長の資産等の公開の正確性

の向上を図るため、減少資産等を

新たに報告の対象に加えるもの。

公布の日から施行

議 青梅市特定教育・保育施設お

よび特定地域型保育事業の

運営に関する基準を定める

条例

福祉文教 〃 〃 子ども・子育て支援法の施行に伴

い、特定教育・保育施設および特

定地域型保育事業の運営に関する

基準を定めるもの。子ども・子育

て支援法の施行の日から施行

議 青梅市家庭的保育事業等の

設備および運営に関する基

準を定める条例

〃 〃 〃 家庭的保育事業等の設備および運

営に関する基準を定めるもの。子

ども・子育て支援法及び就学前の

子どもに関する教育、保育等の総

合的な提供の推進に関する法律の

一部を改正する法律の施行に伴う

関係法律の整備等に関する法律

（平成 年法律第 号）の施行の

日から施行

議 青梅市保育の実施に関する

条例を廃止する条例

〃 〃 〃 保育を必要とする事由が法令に定

められたことに伴い、本条例を廃

止するもの。子ども・子育て支援

法及び就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律の一部を改正する法

律の施行に伴う関係法律の整備等

に関する法律（平成 年法律第

号）の施行の日から施行

議 青梅市放課後児童健全育成

事業の設備および運営に関

する基準を定める条例

〃 〃 〃 放課後児童健全育成事業の設備お

よび運営に関する基準を定めるも

の。子ども・子育て支援法及び就

学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する

法律の一部を改正する法律の施行

に伴う関係法律の整備等に関する

法律（平成 年法律第 号）の施

行の日から施行

議 青梅市学童保育所条例の一

部を改正する条例

〃 〃 〃 青梅市学童保育所の対象児童を改

めるもの。子ども・子育て支援法

及び就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律の一部を改正する法

律の施行に伴う関係法律の整備等

に関する法律（平成 年法律第

号）の施行の日から施行

平 成 26 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計歳入歳出決算

福祉文教 ･ 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％増、歳出は ％

増、形式収支、実質収支とも１億

万円

議 平成 年度青梅市収益事業

特別会計歳入歳出決算

総務企画 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比べ、

歳入歳出とも ％増、形式収支、

実質収支とも６億 万円

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計歳入歳出決算

環境建設 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳出

億 万円、前年度に比べ、歳

入は ％減、歳出は ％減、形

式収支、実質収支とも 万円

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計歳入歳出決

算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は ％増、歳出は ％増、

形式収支、実質収支とも 万円

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計歳入歳出決算

〃 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は ％増、歳出は ％増、

形式収支、実質収支とも１億 万

円

議 平成 年度青梅市病院事業

未処分利益剰余金の処分お

よび決算

〃 〃 原案可決

原案認定

収益的収支では、医業収益が ％

減の 億 万円、病院事業収

益は ％減、一方、医業費用は

％減の 億 万円、病院事

業費用が ％減で、利益は２億

万円、資本的収支では、収入

が 億 万円、支出が 億

万円、不足額は損益勘定留保資金

等で補てん

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第４号）

予算 ･ 原案可決 歳入歳出とも９億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第１

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を増額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 資本的支出を 万円増額し、総額

億 万円にするもの。



70 第２編　第１章　議案の議決状況

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市営住宅条例の一部を

改正する条例

本会議 ･ 原案可決 中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部改正に伴い、所

要の規定の整備を行うもの。平成

年 月１日から施行

議 市道路線の廃止について 環境建設 ･ 〃 千ヶ瀬町２丁目地内（市道廃止申

請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 千ヶ瀬町３丁目地内（開発行為）

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 ･ 〃 第４条第１項第３号該当―川鍋良

一郎

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

議 青梅市教育委員会委員の任

命について

〃 〃 原案同意 大野容義

現委員の任期満了に伴い、委員を

任命するもの。

議 青梅市公平委員会委員の選

任について

〃 〃 〃 澤田均

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市公平委員会委員の選

任について

〃 〃 〃 伊東健次

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市立第四小学校屋内運

動場改築工事にかかる契約

の締結について

総務企画 ･ 原案可決 鉄骨造平家建て延べ面積 平

方メートルの屋内運動場を改築す

るもの（渡り廊下接続、体育器具

設置および外構工事を含む。）。

議員 地方税財源の拡充に関する

意見書

本会議 ･ 〃 国会及び政府に対し、法人実効税

率の引下げを行う場合には、国の

責任において確実な代替財源を確

保するなど、全ての地方自治体の

歳入に影響を及ぼさないよう万全

の対応を行うとともに、憲法で保

障された地方の課税自主権に基づ

く超過課税の実施に関しては、あ

くまでも地方自治体の判断が尊重

されるべきこと、また、地方税の

根本原則をゆがめる地方法人特別

税・地方法人特別譲与税と法人住

民税の国税化をただちに撤廃して

地方税として復元し、地方が担う

権限と責任に見合う地方税財源の

拡充という本質的な問題に取り組

むことを強く要請する。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

委 青梅市議会会議規則の一部

を改正する規則

本会議 ･ 原案可決 議案の審査または議会の運営に関

し、協議または調整を行うための

場として、予算決算委員会理事会

に関する規定を加えるもの。公布

の日から施行

委 手話言語法（仮称）を制定す

ることを求める意見書

〃 ･ 〃 国及び政府に対し、「手話言語法

（仮称）」を早期に制定するよう強

く求める。

平成 年 第５回市議会（定例会）［ 月 日～ 月 日］

議 青梅市公告式条例 総務企画 ･ 原案可決 青梅市の公告式の方法をより明確

にするもの。平成 年１月１日か

ら施行

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 都市計画税の税率に関する特例措

置が平成 年度で終了することか

ら、引き続き当該措置を延長する

もの。平成 年４月１日から施行

議 青梅市指定介護予防支援等

の事業の人員および運営な

らびに指定介護予防支援等

にかかる介護予防のための

効果的な支援の方法に関す

る基準を定める条例

福祉文教 〃 〃 指定介護予防支援等の事業の人員

および運営ならびに指定介護予防

支援等にかかる介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準

を定めるもの。平成 年４月１日

から施行

議 青梅市指定介護予防支援事

業者の指定に関する基準を

定める条例

〃 〃 〃 指定介護予防支援事業者の指定に

関し、必要な事項を定めるもの。

平成 年４月１日から施行

議 青梅市指定地域密着型サー

ビスの事業の人員、設備およ

び運営に関する基準を定め

る条例等の一部を改正する

条例

〃 〃 〃 利用者の安全およびサービスの質

の確保を図るため、暴力団員等排

除規定を追加するもの。平成 年

４月１日から施行

議 青梅市地域包括支援センタ

ーの運営および職員に関す

る基準を定める条例

〃 〃 〃 地域包括支援センターの運営およ

び職員に関する基準を定めるも

の。平成 年４月１日から施行

議 青梅市道路占用料等徴収条

例の一部を改正する条例

環境建設 〃 〃 道路法等の一部改正に伴う所要の

規定の整備を行うほか、東京都道

路占用料等徴収条例の一部改正に

準じて占用料の額を改めるもの。

平成 年４月１日から施行する。

ただし、第３条第１項第１号およ

び第４条第１項の改正規定は、公

布の日から施行

平 成 26 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市営住宅条例の一部を

改正する条例

本会議 ･ 原案可決 中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部改正に伴い、所

要の規定の整備を行うもの。平成

年 月１日から施行

議 市道路線の廃止について 環境建設 ･ 〃 千ヶ瀬町２丁目地内（市道廃止申

請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 千ヶ瀬町３丁目地内（開発行為）

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 ･ 〃 第４条第１項第３号該当―川鍋良

一郎

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

議 青梅市教育委員会委員の任

命について

〃 〃 原案同意 大野容義

現委員の任期満了に伴い、委員を

任命するもの。

議 青梅市公平委員会委員の選

任について

〃 〃 〃 澤田均

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市公平委員会委員の選

任について

〃 〃 〃 伊東健次

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市立第四小学校屋内運

動場改築工事にかかる契約

の締結について

総務企画 ･ 原案可決 鉄骨造平家建て延べ面積 平

方メートルの屋内運動場を改築す

るもの（渡り廊下接続、体育器具

設置および外構工事を含む。）。

議員 地方税財源の拡充に関する

意見書

本会議 ･ 〃 国会及び政府に対し、法人実効税

率の引下げを行う場合には、国の

責任において確実な代替財源を確

保するなど、全ての地方自治体の

歳入に影響を及ぼさないよう万全

の対応を行うとともに、憲法で保

障された地方の課税自主権に基づ

く超過課税の実施に関しては、あ

くまでも地方自治体の判断が尊重

されるべきこと、また、地方税の

根本原則をゆがめる地方法人特別

税・地方法人特別譲与税と法人住

民税の国税化をただちに撤廃して

地方税として復元し、地方が担う

権限と責任に見合う地方税財源の

拡充という本質的な問題に取り組

むことを強く要請する。



72 第２編　第１章　議案の議決状況

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市準用河川流水占用料

等徴収条例の一部を改正す

る条例

環境建設 ･ 原案可決 河川法の一部改正に伴う所要の規

定の整備を行うほか、東京都河川

流水占用料等徴収条例の一部改正

に準じて流水占用料等の額を改め

るもの。平成 年４月１日から施

行する。ただし、第３条第１項の

改正規定は、公布の日から施行

議 青梅市浄化槽の設置および

管理に関する条例

〃 〃 〃 青梅市が行う公設浄化槽の設置お

よび維持管理に関し必要な事項を

定めることにより、生活排水の適

正な処理の促進を図り、もって生

活環境の向上と河川等の水質保全

に資することを目的として本条例

を制定するもの。平成 年４月１

日から施行

議 青梅市いじめの防止に関す

る条例

福祉文教 〃 〃 青梅市におけるいじめの防止等の

ための対策を総合的かつ効果的に

推進するため、基本理念を定め、

関係者の責務を明らかにするとと

もに、いじめの防止等に関し必要

な事項を定めるもの。公布の日か

ら施行。ただし、第 条、第 条、

第 条および第 条の規定は、平

成 年４月１日から施行

議 青梅駅自転車等駐車場、河辺

駅北口自転車等駐車場およ

び河辺駅南口自転車等駐車

場の指定管理者の指定につ

いて

環境建設 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、友輪株式会社

を指定管理者とする。

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 千ヶ瀬町６丁目地内（道路整備）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 駒木町２丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 駒木町２丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 千ヶ瀬町６丁目地内（道路整備）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 千ヶ瀬町６丁目地内（道路整備）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 藤橋１丁目地内（開発行為）

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 ･ 〃 第４条第１項第３号該当―小野具

彦

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

議 青梅市監査委員の選任につ

いて

〃 〃 原案同意 山﨑定利

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。



73

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

本会議 ･ 原案同意 町田長生

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第５号）の専決処

分について

〃 〃 原案承認 歳入歳出とも 万円を増額し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第６号）

予算 ･ 原案可決 歳入歳出とも 万円を増額し、総

額 億 万円にするもの。

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の一部を改正

する条例

総務企画 〃 〃 給与改定に伴い、給料表を見直す

もの。公布の日から施行。ただし、

第２条の規定は、平成 年４月１

日から施行

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の特例に関す

る条例

本会議 ･ 〃 平成 年 月期に一般職の職員に

支給する勤勉手当の特例を定める

もの。公布の日から施行

議 青梅市長等の給与に関する

条例の一部を改正する条例

本会議 〃 〃 市長および副市長に支給する期末

手当の支給割合を改めるもの。条

例中第１条の規定は公布の日か

ら、第２条の規定は平成 年４月

１日から施行

議 青梅市議会議員の議員報酬

および費用弁償等に関する

条例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 市議会議員に支給する期末手当の

支給割合を改めるもの。第１条の

規定は公布の日から、第２条の規

定は平成 年４月１日から施行

議 青梅市立第三中学校屋内運

動場改築工事にかかる契約

の締結について

総務企画 ･ 〃 契約金額―３億 万円

契約相手―砂川建設株式会社

鉄骨造平家建て延べ面積

平方メートルの屋内運動場を改築

するもの（渡り廊下接続、体育器

具設置および外構工事を含む。）。

委 新聞への消費税軽減税率適

用を求める意見書

本会議 ･ 〃 国及び政府に対し、消費税増税に

当たり、複数税率の導入と新聞へ

の軽減税率適用の実現を強く求め

る。

平成 年 第１回市議会（定例会）［２月 日～３月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

予算

予算 ･ 原案可決 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億円とするもの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市収益事業

特別会計予算

総務企画 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

平 成 26・27 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市準用河川流水占用料

等徴収条例の一部を改正す

る条例

環境建設 ･ 原案可決 河川法の一部改正に伴う所要の規

定の整備を行うほか、東京都河川

流水占用料等徴収条例の一部改正

に準じて流水占用料等の額を改め

るもの。平成 年４月１日から施

行する。ただし、第３条第１項の

改正規定は、公布の日から施行

議 青梅市浄化槽の設置および

管理に関する条例

〃 〃 〃 青梅市が行う公設浄化槽の設置お

よび維持管理に関し必要な事項を

定めることにより、生活排水の適

正な処理の促進を図り、もって生

活環境の向上と河川等の水質保全

に資することを目的として本条例

を制定するもの。平成 年４月１

日から施行

議 青梅市いじめの防止に関す

る条例

福祉文教 〃 〃 青梅市におけるいじめの防止等の

ための対策を総合的かつ効果的に

推進するため、基本理念を定め、

関係者の責務を明らかにするとと

もに、いじめの防止等に関し必要

な事項を定めるもの。公布の日か

ら施行。ただし、第 条、第 条、

第 条および第 条の規定は、平

成 年４月１日から施行

議 青梅駅自転車等駐車場、河辺

駅北口自転車等駐車場およ

び河辺駅南口自転車等駐車

場の指定管理者の指定につ

いて

環境建設 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、友輪株式会社

を指定管理者とする。

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 千ヶ瀬町６丁目地内（道路整備）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 駒木町２丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 駒木町２丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 千ヶ瀬町６丁目地内（道路整備）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 千ヶ瀬町６丁目地内（道路整備）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 藤橋１丁目地内（開発行為）

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 ･ 〃 第４条第１項第３号該当―小野具

彦

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

議 青梅市監査委員の選任につ

いて

〃 〃 原案同意 山﨑定利

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計予算

環境建設 ･ 原案可決 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計予算

〃 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計予算

〃 〃 〃 収益的収支の総額を、 億

万円、資本的収支の総額を、 億

万円とするもの。

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第７号）

予算 ･ 〃 歳入歳出とも 万円を減額し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第２

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市収益事業

特別会計補正予算（第１号）

総務企画 〃 〃 歳入歳出とも 億 万円を増額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計補正予算（第１

号）

環境建設 〃 〃 歳入歳出とも３億 万円を減

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

１号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 万円を増額し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第２号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも２億 万円を減

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計補正予算（第２号）

〃 〃 〃 収益的収支の収入では、 万円

を減額し、総額 億 万円に、

収益的収支の支出では、１億

万円を減額し、総額 億 万

円に、資本的収支の収入では、

万円を増額し、総額２億 万円

にするもの。

議 青梅市表彰条例の一部を改

正する条例

総務企画 ･ 〃 行政委員会の委員等の表彰基準を

見直すとともに、地方教育行政の

組織及び運営に関する法律の一部

改正に伴い、教育長の表彰に関す

る規定等について所要の規定の整

備を行うもの。平成 年４月１日

から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 地方教育行政の組織及び運

営に関する法律の一部改正

に伴う関係条例の整備に関

する条例

総務企画 ･ 原案可決 地方教育行政の組織及び運営に関

する法律の一部改正に伴い、改正

後の法の適用を受ける教育長の給

料等を特別職報酬等審議会の所掌

事項に加えるとともに、所要の規

定の整備を行うもの。平成 年４

月１日から施行

議 青梅市情報公開・個人情報保

護運営審議会条例の一部を

改正する条例

〃 〃 〃 特定個人情報保護評価の第三者点

検を青梅市情報公開・個人情報保

護運営審議会で行うため、その所

掌事項等を改めるもの。公布の日

から施行

議 青梅市行政手続条例の一部

を改正する条例

〃 〃 〃 行政運営における公正の確保と透

明性の向上を図り、もって市民等

の権利利益の保護に資することを

目的として、処分等の求め、行政

指導の中止等の求め等の手続を整

備するもの。平成 年４月１日か

ら施行

議 青梅市事務手数料条例の一

部を改正する条例

〃 〃 〃 市民サービスの向上を図るため、

土地または建物に関する証明につ

いて所要の規定の整備を行うも

の。公布の日から起算して３月を

超えない範囲内において規則で定

める日

議 青梅市農業委員会事務手数

料条例

環境建設 〃 〃 青梅市農業委員会が特定の者のた

めにする事務について徴収する手

数料に関し必要な事項を定めるも

の。平成 年４月１日から施行

議 青梅市介護保険条例の一部

を改正する条例

福祉文教 〃 〃 平成 年度から平成 年度までの

介護保険料率を定めるとともに、

介護保険法の一部改正に伴い、介

護予防・日常生活支援総合事業の

実施時期を定めるもの。平成 年

４月１日から施行

議 青梅市指定地域密着型サー

ビスの事業の人員、設備およ

び運営に関する基準を定め

る条例等の一部を改正する

条例

〃 〃 〃 介護保険法施行規則等の一部を改

正する省令の施行に伴い、関係条

例について所要の規定の整備を行

うもの。平成 年４月１日から施

行

議 青梅市融資資金利子補給条

例の臨時特例に関する条例

の一部を改正する条例の一

部を改正する条例

本会議 ･ 〃 貸付利率等に関する特例措置の適

用期間を１年間延長するもの。平

成 年４月１日から施行

平 成 27 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計予算

環境建設 ･ 原案可決 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計予算

〃 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計予算

〃 〃 〃 収益的収支の総額を、 億

万円、資本的収支の総額を、 億

万円とするもの。

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第７号）

予算 ･ 〃 歳入歳出とも 万円を減額し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第２

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市収益事業

特別会計補正予算（第１号）

総務企画 〃 〃 歳入歳出とも 億 万円を増額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計補正予算（第１

号）

環境建設 〃 〃 歳入歳出とも３億 万円を減

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

１号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 万円を増額し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第２号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも２億 万円を減

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計補正予算（第２号）

〃 〃 〃 収益的収支の収入では、 万円

を減額し、総額 億 万円に、

収益的収支の支出では、１億

万円を減額し、総額 億 万

円に、資本的収支の収入では、

万円を増額し、総額２億 万円

にするもの。

議 青梅市表彰条例の一部を改

正する条例

総務企画 ･ 〃 行政委員会の委員等の表彰基準を

見直すとともに、地方教育行政の

組織及び運営に関する法律の一部

改正に伴い、教育長の表彰に関す

る規定等について所要の規定の整

備を行うもの。平成 年４月１日

から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市公園条例の一部を改

正する条例

環境建設 ･ 原案可決 都市計画法に基づく開発行為によ

り整備された公園１か所を、都市

公園として設置するもの。公布の

日から施行

議 青梅市下水道条例の一部を

改正する条例

本会議 ･ 〃 下水道法施行令の一部改正に伴

い、公共下水道に排除する下水の

水質基準を改めるもの。公布の日

から施行

議 青梅市消防団に関する条例

等の一部を改正する条例

環境建設 ･ 〃 青梅市消防団に機能別団員制度を

導入することに伴い機能別団員の

資格要件および職務手当の額を定

めるとともに、消防団員の階級の

見直しに伴い所要の規定の整備を

行うもの。第１条及び第２条の規

定は平成 年４月１日から施行

し、第３条及び第４条の規定は平

成 年４月１日から施行

議 青梅市消防団員等公務災害

補償条例の一部を改正する

条例

本会議 ･ 〃 非常勤消防団員等に係る損害補償

の基準を定める政令の一部改正に

伴い、所要の規定の整備を行うも

の。 公布の日から施行

議 青梅市総合体育館条例の一

部を改正する条例

総務企画 ･ 〃 青梅市総合体育館の管理を指定管

理者に行わせることができるよう

にするため、所要の規定の整備を

行うもの。平成 年４月１日から

施行

議 市道路線の認定について 環境建設 〃 〃 今寺２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町９丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今井１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今井１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 二俣尾２丁目地内（開発行為）

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 ･ 〃 第４条第１項第３号該当―小澤英

喜

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

〃 〃 原案同意 松浦幸一

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

〃 〃 〃 武藤宏治

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

〃 〃 〃 品川真理

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市職員の勤務時間、休

日、休暇等に関する条例の一

部を改正する条例

総務企画 ･ 原案可決 休暇の繰越しに関する規定を追加

するほか、母子保健健診休暇およ

び災害事故休暇の制度を新設する

とともに、子どもの看護休暇につ

いて対象となる子の年齢を引き上

げるもの。平成 年４月１日から

施行

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の一部を改正

する条例

総務企画 〃 〃 東京都職員の給与構造の総合的見

直しを踏まえ、一般職の職員の給

与を改定するとともに、所要の見

直しを行うもの。平成 年４月１

日から施行

議 青梅市職員退職手当支給条

例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 給料月額と地域手当との配分変更

を踏まえ、退職手当の調整額を改

めるもの。平成 年４月１日から

施行

議 青梅市病院事業企業職員の

給与の種類および基準に関

する条例の一部を改正する

条例

福祉文教 〃 〃 管理職員特別勤務手当および単身

赴任手当に関する規定を追加する

もの。平成 年４月１日から施行

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第８号）

予算 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 青梅市土地開発公社定款の

一部変更について

本会議 ･ 〃 青梅市公告式条例の全部改正に伴

い、青梅市土地開発公社定款の一

部を変更するもの。東京都知事の

認可を受けた日から施行

委 青梅市議会図書室規則 〃 〃 〃 青梅市議会に設置する図書室の管

理および運営について必要な事項

を定めるもの。公布の日から施行

委 青梅市議会定例会の回数に

関する条例

〃 ･ 〃 議会運営委員会の検討結果にもと

づき、地方自治法第 条の規定に

よる定例会の実施方法の見直しを

行うもの。平成 年５月１日から

施行

委 青梅市議会委員会条例の一

部を改正する条例

〃 〃 〃 議会運営委員会の検討結果にもと

づき、常任委員会の委員会の数の

見直しを行うとともに、地方教育

行政の組織及び運営に関する法律

の改正に伴い、所要の規定の整備

を行うもの。第 条の改正規定は

平成 年４月１日から、第２条第

２項の改正規定は同年５月１日か

ら施行

平 成 27 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市公園条例の一部を改

正する条例

環境建設 ･ 原案可決 都市計画法に基づく開発行為によ

り整備された公園１か所を、都市

公園として設置するもの。公布の

日から施行

議 青梅市下水道条例の一部を

改正する条例

本会議 ･ 〃 下水道法施行令の一部改正に伴

い、公共下水道に排除する下水の

水質基準を改めるもの。公布の日

から施行

議 青梅市消防団に関する条例

等の一部を改正する条例

環境建設 ･ 〃 青梅市消防団に機能別団員制度を

導入することに伴い機能別団員の

資格要件および職務手当の額を定

めるとともに、消防団員の階級の

見直しに伴い所要の規定の整備を

行うもの。第１条及び第２条の規

定は平成 年４月１日から施行

し、第３条及び第４条の規定は平

成 年４月１日から施行

議 青梅市消防団員等公務災害

補償条例の一部を改正する

条例

本会議 ･ 〃 非常勤消防団員等に係る損害補償

の基準を定める政令の一部改正に

伴い、所要の規定の整備を行うも

の。 公布の日から施行

議 青梅市総合体育館条例の一

部を改正する条例

総務企画 ･ 〃 青梅市総合体育館の管理を指定管

理者に行わせることができるよう

にするため、所要の規定の整備を

行うもの。平成 年４月１日から

施行

議 市道路線の認定について 環境建設 〃 〃 今寺２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町９丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今井１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今井１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 二俣尾２丁目地内（開発行為）

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 ･ 〃 第４条第１項第３号該当―小澤英

喜

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

〃 〃 原案同意 松浦幸一

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

〃 〃 〃 武藤宏治

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

〃 〃 〃 品川真理

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。



78 第２編　第１章　議案の議決状況

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

委 青梅市議会会議規則の一部

を改正する規則

本会議 ･ 原案可決 議会運営委員会の検討結果にもと

づき、地方自治法第 条の規定に

よる定例会の実施方法及び常任委

員会の委員会数の見直しを行うも

の。平成 年５月１日から施行

平成 年 ５月招集議会［５月 日］

※ 議長の選挙 本会議 ･ 選挙執行 山本佳昭 山本 票・藤野３票・無

効１票

※ 副議長の選挙 〃 〃 〃 鴻井伸二 鴻井 票・田中３票・無

効１票

※ 議会運営委員の選任 〃 〃 選 任

※ 常任委員の選任 〃 〃 〃

※ 東京都十一市競輪事業組合

議会議員の選挙

〃 〃 選挙執行 結城守夫 野島資雄 指名推選）

※ 青梅、羽村地区工業用水道企

業団議会議員の選挙

〃 〃 〃 田中瑞穂 榎澤誠 鴨居孝泰

指名推選）

※ 西多摩衛生組合議会議員の

選挙

〃 〃 〃 工藤浩司 山﨑勝 山内公美子

指名推選）

※ 東京たま広域資源循環組合

議会議員の選挙

〃 〃 〃 久保富弘 指名推選）

※ 東京都後期高齢者医療広域

連合議会議員候補者の推薦

の件

〃 〃 〃 小山進 指名推選）

※ 青梅市農業委員会委員の推

薦の件

〃 〃 推 薦 大勢待利明 野島資雄 下田盛俊

議 青梅市市税条例等の一部を

改正する条例の専決処分に

ついて

〃 〃 原案承認 地方税法等の一部を改正する法律

の施行に伴い、法人市民税均等割

の税率適用区分の基準について見

直しを行うとともに、平成 年度

評価替えに伴う土地にかかる固定

資産税および都市計画税の税負担

の調整を行うほか、２輪車等にか

かる軽自動車税の税率引上げ時期

を１年延長するため専決処分によ

り一部を改正したもの。平成 年

４月１日から施行

議 青梅市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例の専

決処分について

〃 〃 〃 地方税法施行令等の一部を改正す

る政令の施行に伴い、国民健康保

険税の課税限度額の引上げを行う

とともに、国民健康保険税の減額

の対象となる世帯の減額判定所得

の引上げを行うため専決処分によ

り一部を改正したもの。平成 年

４月１日から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市介護保険条例の一部

を改正する条例の専決処分

について

本会議 ･ 原案承認 介護保険法施行令及び介護保険の

国庫負担金の算定等に関する政令

の一部を改正する政令の施行に伴

い、平成 年度および平成 年度

における低所得者の保険料軽減を

行うため、専決処分により一部を

改正したもの。公布の日から施行

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第１号）

予算決算 〃 原案可決 歳入歳出とも 万円を増額し、

総額 億 万円にするもの。

議 青梅市監査委員の選任につ

いて

本会議 〃 原案同意 結城守夫

新委員を選任するため、議会の同

意を求めるもの。

平成 年 ６月定例議会［６月４日～６月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第２号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも 万円を増額し、

総額 億 万円にするもの。

議 青梅市市税条例等の一部を

改正する条例

総務企画 〃 〃 住宅借入金等特別税額控除の延

長、地方団体に対する寄付金にか

かる個人市民税の税額控除申告の

簡素化、環境への負荷の少ない軽

自動車を対象とした軽自動車税の

特例措置の見直しおよび紙巻たば

こ旧３級品にかかる市たばこ税の

税率の見直しを行うとともに、市

税の減免申請期限の変更を行うほ

か、所要の規定の整備を行うもの。

公布の日から施行

議 青梅市国民健康保険税条例

等の一部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 国民健康保険税（所得割額）の課

税標準額に関する事項について、

所要の規定の整備を行うもの。公

布の日から施行

議 青梅市しろまえ児童学園条

例の一部を改正する条例

本会議 ･ 〃 児童福祉法の一部改正に伴い、引

用する条項に条ずれが生じたた

め、所要の規定の整備を行うもの。

公布の日から施行

議 青梅市図書館条例の一部を

改正する条例

福祉文教 ･ 〃 利用者へのサービスの拡大を図る

とともに、図書館の管理を指定管

理者に行わせることができるよう

にするため、所要の規定の整備を

行うもの。平成 年４月１日から

施行

議 市道路線の認定について 環境建設 〃 〃 今井１丁目地内（開発行為）

平 成 27 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

委 青梅市議会会議規則の一部

を改正する規則

本会議 ･ 原案可決 議会運営委員会の検討結果にもと

づき、地方自治法第 条の規定に

よる定例会の実施方法及び常任委

員会の委員会数の見直しを行うも

の。平成 年５月１日から施行

平成 年 ５月招集議会［５月 日］

※ 議長の選挙 本会議 ･ 選挙執行 山本佳昭 山本 票・藤野３票・無

効１票

※ 副議長の選挙 〃 〃 〃 鴻井伸二 鴻井 票・田中３票・無

効１票

※ 議会運営委員の選任 〃 〃 選 任

※ 常任委員の選任 〃 〃 〃

※ 東京都十一市競輪事業組合

議会議員の選挙

〃 〃 選挙執行 結城守夫 野島資雄 指名推選）

※ 青梅、羽村地区工業用水道企

業団議会議員の選挙

〃 〃 〃 田中瑞穂 榎澤誠 鴨居孝泰

指名推選）

※ 西多摩衛生組合議会議員の

選挙

〃 〃 〃 工藤浩司 山﨑勝 山内公美子

指名推選）

※ 東京たま広域資源循環組合

議会議員の選挙

〃 〃 〃 久保富弘 指名推選）

※ 東京都後期高齢者医療広域

連合議会議員候補者の推薦

の件

〃 〃 〃 小山進 指名推選）

※ 青梅市農業委員会委員の推

薦の件

〃 〃 推 薦 大勢待利明 野島資雄 下田盛俊

議 青梅市市税条例等の一部を

改正する条例の専決処分に

ついて

〃 〃 原案承認 地方税法等の一部を改正する法律

の施行に伴い、法人市民税均等割

の税率適用区分の基準について見

直しを行うとともに、平成 年度

評価替えに伴う土地にかかる固定

資産税および都市計画税の税負担

の調整を行うほか、２輪車等にか

かる軽自動車税の税率引上げ時期

を１年延長するため専決処分によ

り一部を改正したもの。平成 年

４月１日から施行

議 青梅市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例の専

決処分について

〃 〃 〃 地方税法施行令等の一部を改正す

る政令の施行に伴い、国民健康保

険税の課税限度額の引上げを行う

とともに、国民健康保険税の減額

の対象となる世帯の減額判定所得

の引上げを行うため専決処分によ

り一部を改正したもの。平成 年

４月１日から施行



80 第２編　第１章　議案の議決状況

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 ･ 原案可決 第３条第３号該当―武藤春吉

第４条第１項第１号該当―市川芳

幸、高橋勝、荒井紀善、島田俊雄、

浜中啓一

第４条第１項第３号該当―岡田武

雄、南部幸久

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

諮 地方自治法第 条の４の規

定にもとづく異議申立てに

関する諮問について

福祉文教 ･ 答 申 青梅市学童保育所入所保留処分に

対し異議申立てがあったので、地

方自治法第 条の４の規定によ

り諮問するもの。

議員 横田基地へのＣＶ ２２オス

プレイの配備に対する情報

提供及び安全対策を求める

意見書

本会議 〃 原案可決 国に対し具体的な説明や正確な情

報提供と徹底した安全対策と環境

への配慮を講ずることおよび米国

に対し安全性への懸念が払拭され

るよう働きかけることを要請する

もの。

委 青梅市議会会議規則の一部

を改正する規則

〃 〃 〃 近年の男女共同参画の状況に鑑

み、男女共同参画を考慮した議会

活動を促進するため、出産を理由

とする会議および委員会の欠席に

関する規定を加えるもの。公布の

日から施行

平成 年 ９月定例議会［８月 日～９月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

歳入歳出決算

予算決算 ･ 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％増、歳出は ％

増、歳入歳出差引残額である形式

収支は、８億 万円、翌年度へ

の繰越額を控除した実質収支は、

８億 万円

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計歳入歳出決算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入歳出とも ％増、実質収

支は１億 万円

議 平成 年度青梅市収益事業

特別会計歳入歳出決算

総務企画 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入歳出とも ％増、実質収

支は６億 万円



81

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計歳入歳出決算

環境建設 ･ 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は ％減、歳出は ％減、

実質収支は 万円

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計歳入歳出決

算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳出

億 万円、前年度に比べ、歳

入歳出とも ％増、実質収支は

万円

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計歳入歳出決算

〃 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は ％増、歳出は ％増、

実質収支は 万円

議 平成 年度青梅市病院事業

決算

〃 〃 〃 収益的収支では、医業収益が ％

減の 億 万円、病院事業収

益は ％減の 億 万円、一

方、医業費用は ％減となった

が、病院事業費用は地方公営企業

会計基準の改定に伴う特別損失を

計上したことから ％増の

億 万円となり、 億 万

円の純損失となった。資本的収支

では、収入が２億 万円、支出

が 億 万円、不足額は損益勘

定留保資金等で補てん

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第３号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも 億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第１

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 億 万円を増額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも 万円を増額し、

総額 億 万円にするもの

議 青梅市行政手続における特

定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律

にもとづく個人番号の利用

および特定個人情報の提供

に関する条例

総務企画 ･ 〃 行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関す

る法律にもとづく個人番号の利用

および特定個人情報の提供に関し

必要な事項を定めるもの。平成

年１月１日から施行

平 成 27 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 ･ 原案可決 第３条第３号該当―武藤春吉

第４条第１項第１号該当―市川芳

幸、高橋勝、荒井紀善、島田俊雄、

浜中啓一

第４条第１項第３号該当―岡田武

雄、南部幸久

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

諮 地方自治法第 条の４の規

定にもとづく異議申立てに

関する諮問について

福祉文教 ･ 答 申 青梅市学童保育所入所保留処分に

対し異議申立てがあったので、地

方自治法第 条の４の規定によ

り諮問するもの。

議員 横田基地へのＣＶ ２２オス

プレイの配備に対する情報

提供及び安全対策を求める

意見書

本会議 〃 原案可決 国に対し具体的な説明や正確な情

報提供と徹底した安全対策と環境

への配慮を講ずることおよび米国

に対し安全性への懸念が払拭され

るよう働きかけることを要請する

もの。

委 青梅市議会会議規則の一部

を改正する規則

〃 〃 〃 近年の男女共同参画の状況に鑑

み、男女共同参画を考慮した議会

活動を促進するため、出産を理由

とする会議および委員会の欠席に

関する規定を加えるもの。公布の

日から施行

平成 年 ９月定例議会［８月 日～９月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

歳入歳出決算

予算決算 ･ 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％増、歳出は ％

増、歳入歳出差引残額である形式

収支は、８億 万円、翌年度へ

の繰越額を控除した実質収支は、

８億 万円

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計歳入歳出決算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入歳出とも ％増、実質収

支は１億 万円

議 平成 年度青梅市収益事業

特別会計歳入歳出決算

総務企画 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入歳出とも ％増、実質収

支は６億 万円
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市特定個人情報の保護

に関する青梅市個人情報保

護条例の特例に関する条例

総務企画 ･ 原案可決 行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関す

る法律の規定にもとづき、青梅市

が保有する特定個人情報の適正な

取扱いを確保するため、青梅市個

人情報保護条例の特例を定めるも

の。平成 年 月５日から施行

議 青梅市一般職の任期付職員

の採用および給与の特例に

関する条例

〃 〃 〃 一般職の職員の任期を定めた採用

および任期を定めて採用された職

員の給与の特例に関し必要な事項

を定めるもの。平成 年４月１日

から施行

議 青梅市非常勤の特別職の職

員の報酬および費用弁償に

関する条例等の一部を改正

する等の条例

〃 〃 〃 地方教育行政の組織及び運営に関

する法律の一部改正に伴い、関係

条例について所要の規定の整備を

行うもの。公布の日から施行

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 地方税法等の一部を改正する法律

および行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等

に関する法律の施行に伴い、所要

の規定の整備を行うもの。条例の

区分に応じて定める日から施行

議 青梅市事務手数料条例の一

部を改正する条例

〃 〃 〃 行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関す

る法律に規定する通知カードおよ

び個人番号カードを再交付する場

合に徴収する手数料を定めるも

の。通知カードの再交付手数料の

追加は平成 年 月５日から施

行。個人番号カードの再交付手数

料の追加および住民基本台帳カー

ドの交付手数料の廃止は平成 年

１月１日施行

議 幹 号線改修工事（擁壁設置

その１工事）にかかる契約の

締結について

〃 〃 〃 東青梅１丁目地内から千ヶ瀬町２

丁目地内まで

議 青梅市立第四小学校屋内運

動場改築工事にかかる契約

の変更について

〃 〃 〃 平成 年 月１日に議決された議

案第 号「青梅市立第四小学校屋

内運動場改築工事にかかる契約の

締結について」の契約金額を変更

するもの
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市立第三中学校屋内運

動場改築工事にかかる契約

の変更について

総務企画 ･ 原案可決 平成 年 月 日に議決された議

案第 号「青梅市立第三中学校屋

内運動場改築工事にかかる契約の

締結について」の契約金額を変更

するもの。

議 物品の買入れについて 〃 〃 〃 多摩川競走場投票関係機器を購入

するもの。

議 市道路線の認定について 環境建設 〃 〃 河辺町６丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 千ヶ瀬町３丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町５丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 藤橋２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 藤橋２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 藤橋２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 沢井２～３丁目地内（道路整備）

議 青梅市教育委員会教育長の

任命について

本会議 ･ 原案同意 岡田芳典

教育長を任命するため、議会の同

意を求めるもの。

議 青梅市公平委員会委員の選

任について

〃 〃 〃 桑原顯正

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

平成 年 月臨時議会［ 月 日］

議 青梅市議会議員その他非常

勤の職員の公務災害補償等

に関する条例等の一部を改

正する条例

本会議 ･ 原案可決 地方公務員災害補償法施行令およ

び非常勤消防団員等に係る損害補

償の基準を定める政令の一部改正

に伴い、関係条例について所要の

規定の整備を行うもの。公布の日

から施行

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

〃 〃 〃 第４条第１項第３号に該当する者

野村愼三郎、田中信之

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

平成 年 月定例議会［ 月 日～ 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第４号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも２億 万円を増

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市収益事業

特別会計補正予算（第１号）

総務企画 〃 〃 歳入歳出とも 億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

平 成 27 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市特定個人情報の保護

に関する青梅市個人情報保

護条例の特例に関する条例

総務企画 ･ 原案可決 行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関す

る法律の規定にもとづき、青梅市

が保有する特定個人情報の適正な

取扱いを確保するため、青梅市個

人情報保護条例の特例を定めるも

の。平成 年 月５日から施行

議 青梅市一般職の任期付職員

の採用および給与の特例に

関する条例

〃 〃 〃 一般職の職員の任期を定めた採用

および任期を定めて採用された職

員の給与の特例に関し必要な事項

を定めるもの。平成 年４月１日

から施行

議 青梅市非常勤の特別職の職

員の報酬および費用弁償に

関する条例等の一部を改正

する等の条例

〃 〃 〃 地方教育行政の組織及び運営に関

する法律の一部改正に伴い、関係

条例について所要の規定の整備を

行うもの。公布の日から施行

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 地方税法等の一部を改正する法律

および行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等

に関する法律の施行に伴い、所要

の規定の整備を行うもの。条例の

区分に応じて定める日から施行

議 青梅市事務手数料条例の一

部を改正する条例

〃 〃 〃 行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関す

る法律に規定する通知カードおよ

び個人番号カードを再交付する場

合に徴収する手数料を定めるも

の。通知カードの再交付手数料の

追加は平成 年 月５日から施

行。個人番号カードの再交付手数

料の追加および住民基本台帳カー

ドの交付手数料の廃止は平成 年

１月１日施行

議 幹 号線改修工事（擁壁設置

その１工事）にかかる契約の

締結について

〃 〃 〃 東青梅１丁目地内から千ヶ瀬町２

丁目地内まで

議 青梅市立第四小学校屋内運

動場改築工事にかかる契約

の変更について

〃 〃 〃 平成 年 月１日に議決された議

案第 号「青梅市立第四小学校屋

内運動場改築工事にかかる契約の

締結について」の契約金額を変更

するもの
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計補正予算（第１

号）

環境建設 ･ 原案可決 歳入歳出とも 万円を増額し、総

額 億 万円にするもの。

議 青梅市公平委員会設置条例

を廃止する条例

総務企画 〃 〃 東京都市公平委員会を共同して設

置することに伴い、青梅市公平委

員会を廃止するもの。平成 年４

月１日から施行

議 青梅市行政手続における特

定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律

にもとづく個人番号の利用

および特定個人情報の提供

に関する条例の一部を改正

する条例

〃 〃 〃 行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関す

る法律にもとづく個人番号の利用

範囲に、地方公共団体が条例で定

める事務を追加するもの。公布の

日から施行

議 青梅市介護保険条例の一部

を改正する条例

本会議 ･ 〃 行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関す

る法律の施行に伴い、申請書の記

載事項に個人番号を追加するも

の。平成 年１月１日から施行

議 青梅市モーターボート競走

事業の設置等に関する条例

総務企画 ･ 〃 地方公営企業法の規定にもとづ

き、青梅市モーターボート競走事

業の設置およびその経営の基本等

に関し必要な事項を定めるもの。

平成 年４月１日から施行

議 青梅市図書館条例の一部を

改正する条例

福祉文教 〃 〃 青梅市図書館の効果的かつ効率的

な管理運営を図るため、中央図書

館近隣の分館を廃止するもの。平

成 年４月１日から施行

議 東京都市公平委員会の共同

設置について

総務企画 〃 〃 公平委員会の事務を共同処理する

ため、東京都市公平委員会を共同

して設置するもの。

議 青梅市総合体育館および青

梅市体育施設７施設の指定

管理者の指定について

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、青梅市スポー

ツ施設運営パートナーズ、株式会

社フクシ・エンタープライズ、株

式会社ＮＴＴファシリティーズを

指定管理者とする。

議 青梅市沢井保健福祉センタ

ーおよび青梅市小曾木保健

福祉センターの指定管理者

の指定について

福祉文教 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、社会福祉法人

青梅市社会福祉事業団を指定管理

者とする。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市障がい者サポートセ

ンターの指定管理者の指定

について

福祉文教 ･ 原案可決 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、特定非営利活

動法人青梅市障害者団体連合会を

指定管理者とする。

議 青梅市子育て支援センター

の指定管理者の指定につい

て

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、特定非営利活

動法人青梅こども未来を指定管理

者とする。

議 青梅市釜の淵市民館の指定

管理者の指定について

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、公益社団法人

青梅市シルバー人材センターを指

定管理者とする。

議 青梅市御岳山ふれあいセン

ターの指定管理者の指定に

ついて

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、御岳山自治会

を指定管理者とする。

議 青梅市永山ふれあいセンタ

ーの指定管理者の指定につ

いて

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、公益社団法人

青梅市シルバー人材センターを指

定管理者とする。

議 青梅市図書館の指定管理者

の指定について

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、ＴＲＣ青梅グ

ループ、株式会社図書館流通セン

ター、ＴＲＣファシリティーズ株

式会社を指定管理者とする。

議 財産の無償譲渡について 総務企画 〃 〃 末広町２丁目３番地の の建物

（末広会館）について、末広町１

丁目自治会および末広町２丁目自

治会に無償譲渡するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 大門１丁目地内（旧都道引継）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 長淵２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 塩船地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 塩船、大門１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 塩船地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 塩船地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 大門１丁目、塩船地内（旧都道引

継）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今寺５丁目地内（開発行為）

平 成 27 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計補正予算（第１

号）

環境建設 ･ 原案可決 歳入歳出とも 万円を増額し、総

額 億 万円にするもの。

議 青梅市公平委員会設置条例

を廃止する条例

総務企画 〃 〃 東京都市公平委員会を共同して設

置することに伴い、青梅市公平委

員会を廃止するもの。平成 年４

月１日から施行

議 青梅市行政手続における特

定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律

にもとづく個人番号の利用

および特定個人情報の提供

に関する条例の一部を改正

する条例

〃 〃 〃 行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関す

る法律にもとづく個人番号の利用

範囲に、地方公共団体が条例で定

める事務を追加するもの。公布の

日から施行

議 青梅市介護保険条例の一部

を改正する条例

本会議 ･ 〃 行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関す

る法律の施行に伴い、申請書の記

載事項に個人番号を追加するも

の。平成 年１月１日から施行

議 青梅市モーターボート競走

事業の設置等に関する条例

総務企画 ･ 〃 地方公営企業法の規定にもとづ

き、青梅市モーターボート競走事

業の設置およびその経営の基本等

に関し必要な事項を定めるもの。

平成 年４月１日から施行

議 青梅市図書館条例の一部を

改正する条例

福祉文教 〃 〃 青梅市図書館の効果的かつ効率的

な管理運営を図るため、中央図書

館近隣の分館を廃止するもの。平

成 年４月１日から施行

議 東京都市公平委員会の共同

設置について

総務企画 〃 〃 公平委員会の事務を共同処理する

ため、東京都市公平委員会を共同

して設置するもの。

議 青梅市総合体育館および青

梅市体育施設７施設の指定

管理者の指定について

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、青梅市スポー

ツ施設運営パートナーズ、株式会

社フクシ・エンタープライズ、株

式会社ＮＴＴファシリティーズを

指定管理者とする。

議 青梅市沢井保健福祉センタ

ーおよび青梅市小曾木保健

福祉センターの指定管理者

の指定について

福祉文教 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、社会福祉法人

青梅市社会福祉事業団を指定管理

者とする。



86 第２編　第１章　議案の議決状況

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

委 青梅市議会の議決すべき事

件等に関する条例の一部を

改正する条例

本会議 ･ 原案可決 総合病院建替検討委員会における

検討結果にもとづき、青梅市議会

の議決すべき事件に総合病院の建

て替えに関する基本構想および基

本計画を加えるため、条例を改正

する必要があるので、この条例案

を提出するもの。公布の日から施

行

議員 地方税財源の拡充に関する

意見書

〃 ･ 〃 国会および政府に対し、地方法人

特別税・地方法人特別譲与税と法

人住民税の国税化を廃止し地方税

として復元するとともに、今後不

合理な偏在是正措置を新たに導入

することなく、地方が担う権限と

責任に見合う地方税財源の拡充と

いう本質的な問題に取り組むこと

を強く要請するもの。

平成 年 ２月臨時議会［２月 日］

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の一部を改正

する条例

総務企画 ･ 原案可決 給与改定に伴い、給料表を見直す

もの。公布の日から施行。ただし、

第３条の規定は、平成 年４月１

日から施行

議 青梅市長等の給与に関する

条例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 市長、副市長、教育長に支給する

期末手当の支給割合を改めるも

の。公布の日から施行。ただし、

第２条の規定は、平成 年４月１

日から施行

議 青梅市議会議員の議員報酬

および費用弁償等に関する

条例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 市議会議員に支給する期末手当の

支給割合を改めるもの。公布の日

から施行。ただし、第２条の規定

は、平成 年４月１日から施行

議 青梅市一般職の任期付職員

の採用および給与の特例に

関する条例の一部を改正す

る条例

〃 〃 〃 特定任期付職員に支給する給与を

見直すもの。公布の日から施行

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 個人市民税等の減免申請を受ける

手続において、個人番号の記載を

求めることによって生じる納税義

務者の負担を軽減するため、申請

書の記載事項を見直すもの。公布

の日から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

平成 年 ２月定例議会［２月 日～３月 日］

※ 東京都十一市競輪事業組合

議会議員の選挙

本会議 選挙執行 結城守夫 野島資雄 指名推選）

議 平成 年度青梅市一般会計

予算

予算決算 〃 原案可決 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億円とするもの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計予算

環境建設 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計予算

〃 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市モーター

ボート競走事業会計予算

総務企画 〃 〃 収益的収支の総額を、 億

万円、資本的収支の総額を、５億

万円とするもの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計予算

福祉文教 〃 〃 収益的収支の総額を、 億

万円、資本的収支の総額を、 億

万円とするもの。

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算 第５号

予算決算 ･ 〃 歳入歳出とも９億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算 第２

号

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも３億 万円を増

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市収益事業

特別会計補正予算 第２号

総務企画 〃 〃 歳入歳出とも２億 万円を減

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計補正予算 第２

号

環境建設 〃 〃 歳入歳出とも４億 万円を減

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算 第

１号

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 万円を減額し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算 第２号

〃 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を減

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計補正予算 第１号

〃 〃 〃 収益的収支では収入を 億 万円

増額し、 億 万円に、資本

的収支では収入を 万円増額

し、 億 万円に、支出を

万円増額し、 億 万円にする

もの。

平 成 27・28 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

委 青梅市議会の議決すべき事

件等に関する条例の一部を

改正する条例

本会議 ･ 原案可決 総合病院建替検討委員会における

検討結果にもとづき、青梅市議会

の議決すべき事件に総合病院の建

て替えに関する基本構想および基

本計画を加えるため、条例を改正

する必要があるので、この条例案

を提出するもの。公布の日から施

行

議員 地方税財源の拡充に関する

意見書

〃 ･ 〃 国会および政府に対し、地方法人

特別税・地方法人特別譲与税と法

人住民税の国税化を廃止し地方税

として復元するとともに、今後不

合理な偏在是正措置を新たに導入

することなく、地方が担う権限と

責任に見合う地方税財源の拡充と

いう本質的な問題に取り組むこと

を強く要請するもの。

平成 年 ２月臨時議会［２月 日］

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の一部を改正

する条例

総務企画 ･ 原案可決 給与改定に伴い、給料表を見直す

もの。公布の日から施行。ただし、

第３条の規定は、平成 年４月１

日から施行

議 青梅市長等の給与に関する

条例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 市長、副市長、教育長に支給する

期末手当の支給割合を改めるも

の。公布の日から施行。ただし、

第２条の規定は、平成 年４月１

日から施行

議 青梅市議会議員の議員報酬

および費用弁償等に関する

条例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 市議会議員に支給する期末手当の

支給割合を改めるもの。公布の日

から施行。ただし、第２条の規定

は、平成 年４月１日から施行

議 青梅市一般職の任期付職員

の採用および給与の特例に

関する条例の一部を改正す

る条例

〃 〃 〃 特定任期付職員に支給する給与を

見直すもの。公布の日から施行

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 個人市民税等の減免申請を受ける

手続において、個人番号の記載を

求めることによって生じる納税義

務者の負担を軽減するため、申請

書の記載事項を見直すもの。公布

の日から施行



88 第２編　第１章　議案の議決状況

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市行政手続における特

定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律

にもとづく個人番号の利用

および特定個人情報の提供

に関する条例の一部を改正

する条例

総務企画 ･ 原案可決 行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関す

る法律にもとづく個人番号の利用

範囲に、地方公共団体が条例で定

める事務を追加するもの。平成

年７月１日から施行

議 青梅市公平委員会設置条例

の廃止に伴う関係条例の整

備に関する条例

本会議 ･ 〃 青梅市公平委員会設置条例の廃止

に伴い、関係条例について所要の

規定の整備を行うもの。平成 年

４月１日から施行。ただし、第１

条の規定は、公布の日から起算し

て６月を超えない範囲内において

規則で定める日から施行

議 青梅市行政不服審査会条例 総務企画 ･ 〃 行政不服審査法の施行に伴い、青

梅市行政不服審査会を設置するも

の。平成 年４月１日から施行

議 行政不服審査法の施行に伴

う関係条例の整備に関する

条例

〃 〃 〃 行政不服審査法の施行に伴い、不

服申立てに関する定めが置かれて

いる関係条例について、所要の規

定の整備を行うもの。平成 年４

月１日から施行

議 青梅市情報公開・個人情報保

護運営審議会条例の一部を

改正する条例

〃 〃 〃 地方公務員法の一部改正に合わせ

て、青梅市情報公開・個人情報保

護運営審議会の委員の守秘義務に

関する罰則について見直しを行う

もの。平成 年４月１日から施行

議 青梅市特定個人情報の保護

に関する青梅市個人情報保

護条例の特例に関する条例

の一部を改正する条例

〃 〃 〃 特定個人情報の取扱いがより安全

かつ適正に行われるよう、収集等

の制限、委託等に伴う措置等に関

する事項について規定の整備を行

うもの。公布の日から施行

議 青梅市職員の退職管理に関

する条例

〃 〃 〃 地方公務員法の一部改正に伴い、

職員の退職管理に関し必要な事項

を定めるもの。平成 年４月１日

から施行

議 地方公務員法の一部改正に

伴う関係条例の整備に関す

る条例

〃 〃 〃 地方公務員法の一部改正に伴い、

関係条例について所要の規定の整

備を行うもの。平成 年４月１日

から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の一部を改正

する条例

総務企画 ･ 原案可決 地方公務員法の一部改正に伴い、

等級別基準職務表を条例に規定す

るほか、通勤手当の支給基準の見

直し等を行うもの。平成 年４月

１日から施行

議 青梅市収益事業財政運営基

金条例を廃止する条例

〃 〃 〃 青梅市モーターボート競走事業に

地方公営企業法にもとづく財務規

定等を適用することに伴い、青梅

市収益事業財政運営基金を廃止す

るもの。公布の日から起算して１

月を超えない範囲内において規則

で定める日から施行

議 青梅市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 青梅市国民健康保険事業における

財政の安定化を図るため、国民健

康保険税の税率等の改定を行うも

の。平成 年４月１日から施行

議 青梅市行政不服審査法関係

手数料条例

総務企画 〃 〃 行政不服審査法の施行に伴い、同

法の規定により徴収する手数料に

関し必要な事項を定めるもの。平

成 年４月１日から施行

議 青梅市放課後児童健全育成

事業の設備および運営に関

する基準を定める条例の一

部を改正する条例

本会議 ･ 〃 放課後児童健全育成事業の設備及

び運営に関する基準の一部改正に

伴い、所要の規定の整備を行うも

の。平成 年４月１日から施行

議 青梅市指定地域密着型サー

ビスの事業の人員、設備およ

び運営に関する基準を定め

る条例等の一部を改正する

条例

福祉文教 ･ 〃 指定居宅サービス等の事業の人

員、設備及び運営に関する基準等

の一部を改正する省令の施行に伴

い、関係条例について所要の規定

の整備を行うもの。平成 年４月

１日から施行

議 青梅市融資資金利子補給条

例の臨時特例に関する条例

の一部を改正する条例の一

部を改正する条例

本会議 ･ 〃 貸付利率等に関する特例措置の適

用期間を１年間延長するもの。平

成 年４月１日から施行

議 青梅市公園条例の一部を改

正する条例

環境建設 ･ 〃 都市計画法にもとづく開発行為に

より整備された公園１か所を、都

市公園として設置するもの（今寺

３丁目地内）。公布の日から施行

平 成 28 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市行政手続における特

定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律

にもとづく個人番号の利用

および特定個人情報の提供

に関する条例の一部を改正

する条例

総務企画 ･ 原案可決 行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関す

る法律にもとづく個人番号の利用

範囲に、地方公共団体が条例で定

める事務を追加するもの。平成

年７月１日から施行

議 青梅市公平委員会設置条例

の廃止に伴う関係条例の整

備に関する条例

本会議 ･ 〃 青梅市公平委員会設置条例の廃止

に伴い、関係条例について所要の

規定の整備を行うもの。平成 年

４月１日から施行。ただし、第１

条の規定は、公布の日から起算し

て６月を超えない範囲内において

規則で定める日から施行

議 青梅市行政不服審査会条例 総務企画 ･ 〃 行政不服審査法の施行に伴い、青

梅市行政不服審査会を設置するも

の。平成 年４月１日から施行

議 行政不服審査法の施行に伴

う関係条例の整備に関する

条例

〃 〃 〃 行政不服審査法の施行に伴い、不

服申立てに関する定めが置かれて

いる関係条例について、所要の規

定の整備を行うもの。平成 年４

月１日から施行

議 青梅市情報公開・個人情報保

護運営審議会条例の一部を

改正する条例

〃 〃 〃 地方公務員法の一部改正に合わせ

て、青梅市情報公開・個人情報保

護運営審議会の委員の守秘義務に

関する罰則について見直しを行う

もの。平成 年４月１日から施行

議 青梅市特定個人情報の保護

に関する青梅市個人情報保

護条例の特例に関する条例

の一部を改正する条例

〃 〃 〃 特定個人情報の取扱いがより安全

かつ適正に行われるよう、収集等

の制限、委託等に伴う措置等に関

する事項について規定の整備を行

うもの。公布の日から施行

議 青梅市職員の退職管理に関

する条例

〃 〃 〃 地方公務員法の一部改正に伴い、

職員の退職管理に関し必要な事項

を定めるもの。平成 年４月１日

から施行

議 地方公務員法の一部改正に

伴う関係条例の整備に関す

る条例

〃 〃 〃 地方公務員法の一部改正に伴い、

関係条例について所要の規定の整

備を行うもの。平成 年４月１日

から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市特別工業地区建築条

例の一部を改正する条例

環境建設 ･ 原案可決 風俗営業等の規制及び業務の適正

化等に関する法律の一部改正に伴

い、第２種特別工業地区内の建築

制限を改めるもの。平成 年６月

日から施行

議 青梅市下水道条例の一部を

改正する条例

本会議 ･ 〃 下水道法施行令の一部改正に伴

い、公共下水道に排除する下水の

水質基準を改めるもの。公布の日

から施行

議 青梅市消費者相談室設置条

例

環境建設 ･ 〃 消費者安全法の一部改正に伴い、

青梅市消費者相談室の設置に関し

必要な事項を定めるもの。平成

年４月１日から施行

議 青梅市立総合病院使用条例

の一部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 分べん介助料の時間外加算の規定

を見直すもの。平成 年４月１日

から施行

議 青梅市ふれあいセンター条

例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 青梅市北小曾木ふれあいセンター

を廃止するもの。平成 年４月１

日から施行

議 東京都後期高齢者医療広域

連合規約の一部を変更する

規約

〃 〃 〃 後期高齢者医療の保険料の軽減に

かかる経費を、各市区町村の一般

財源から分賦金として支弁するた

め規約を変更するもの。平成 年

４月１日から施行

議 青梅市公共下水道北部汚水

中継ポンプ場地下土木構造

物耐震補強事業業務委託に

かかる契約の締結について

総務企画 〃 〃 青梅市公共下水道北部汚水中継ポ

ンプ場地下土木構造物耐震補強事

業業務委託について、公益財団法

人東京都都市づくり公社と契約を

締結するもの。

議 青梅市公共下水道（汚水）小

曾木事業区域整備事業業務

委託にかかる契約の締結に

ついて

〃 〃 〃 青梅市公共下水道（汚水）小曾木

事業区域整備事業業務委託につい

て、公益財団法人東京都都市づく

り公社と契約を締結するもの。

議 青梅市公共下水道北部汚水

中継ポンプ場機械・電気設備

改修事業業務委託にかかる

契約の変更について

〃 〃 〃 契約金額

変更前 ７億 万円

変更後 ６億 万 円

契約金額を変更するもの。

議 青梅市公共下水道汚水中継

ポンプ場中央監視設備改修

事業業務委託にかかる契約

の変更について

〃 〃 〃 契約金額

変更前 ９億 万円

変更後 ６億 万 円

契約金額を変更するもの。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市公共下水道（汚水）小

曾木事業区域整備事業業務

委託にかかる契約の変更に

ついて

総務企画 ･ 原案可決 契約金額

変更前 億 万 円

変更後 億 万 円

契約金額を変更するもの。

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 ･ 〃 第４条第１項第１号該当―

竹内俊夫

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

〃 〃 原案同意 濱野孝之

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

〃 〃 〃 松永初音

現委員の任期満了に伴い、委員を

推薦するもの。

議 青梅市議会議員その他非常

勤の職員の公務災害補償等

に関する条例等の一部を改

正する条例

〃 ･ 原案可決 地方公務員災害補償法施行令およ

び非常勤消防団員等に係る損害補

償の基準を定める政令の一部改正

に伴い、関係条例について所要の

規定の整備を行うもの。平成 年

４月１日から施行

議 青梅市家庭的保育事業等の

設備および運営に関する基

準を定める条例の一部を改

正する条例

福祉文教 ･ 〃 家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準の一部改正に伴い、

所要の規定の整備を行うもの。平

成 年４月１日から施行する。た

だし、第 条第７号イおよび第

条第８号イの改正規定は、平成

年６月１日から施行

委 青梅市議会委員会条例の一

部を改正する条例

本会議 ･ 〃 青梅市公平委員会の廃止に伴い、

青梅市公平委員会に関する事項を

削除するもの。平成 年４月１日

から施行

委 市長の専決処分事項の指定

についての一部改正につい

て

〃 〃 〃 会計年度末における日切れ扱いの

法令等の改正に伴い翌年度の当初

から施行する必要がある条例改正

および解散、欠員等の事由にもと

づく選挙にかかる歳入歳出予算の

補正を専決処分に加えるもの。

平成 年 ５月招集議会［５月 日］ 
議 和解および損害賠償額の決

定について

本会議 ･ 原案可決 庁用自動車による物損事故に関

し、和解し、損害賠償の額を決定

するもの。

平 成 28 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市特別工業地区建築条

例の一部を改正する条例

環境建設 ･ 原案可決 風俗営業等の規制及び業務の適正

化等に関する法律の一部改正に伴

い、第２種特別工業地区内の建築

制限を改めるもの。平成 年６月

日から施行

議 青梅市下水道条例の一部を

改正する条例

本会議 ･ 〃 下水道法施行令の一部改正に伴

い、公共下水道に排除する下水の

水質基準を改めるもの。公布の日

から施行

議 青梅市消費者相談室設置条

例

環境建設 ･ 〃 消費者安全法の一部改正に伴い、

青梅市消費者相談室の設置に関し

必要な事項を定めるもの。平成

年４月１日から施行

議 青梅市立総合病院使用条例

の一部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 分べん介助料の時間外加算の規定

を見直すもの。平成 年４月１日

から施行

議 青梅市ふれあいセンター条

例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 青梅市北小曾木ふれあいセンター

を廃止するもの。平成 年４月１

日から施行

議 東京都後期高齢者医療広域

連合規約の一部を変更する

規約

〃 〃 〃 後期高齢者医療の保険料の軽減に

かかる経費を、各市区町村の一般

財源から分賦金として支弁するた

め規約を変更するもの。平成 年

４月１日から施行

議 青梅市公共下水道北部汚水

中継ポンプ場地下土木構造

物耐震補強事業業務委託に

かかる契約の締結について

総務企画 〃 〃 青梅市公共下水道北部汚水中継ポ

ンプ場地下土木構造物耐震補強事

業業務委託について、公益財団法

人東京都都市づくり公社と契約を

締結するもの。

議 青梅市公共下水道（汚水）小

曾木事業区域整備事業業務

委託にかかる契約の締結に

ついて

〃 〃 〃 青梅市公共下水道（汚水）小曾木

事業区域整備事業業務委託につい

て、公益財団法人東京都都市づく

り公社と契約を締結するもの。

議 青梅市公共下水道北部汚水

中継ポンプ場機械・電気設備

改修事業業務委託にかかる

契約の変更について

〃 〃 〃 契約金額

変更前 ７億 万円

変更後 ６億 万 円

契約金額を変更するもの。

議 青梅市公共下水道汚水中継

ポンプ場中央監視設備改修

事業業務委託にかかる契約

の変更について

〃 〃 〃 契約金額

変更前 ９億 万円

変更後 ６億 万 円

契約金額を変更するもの。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 ･ 原案可決 第４条第１項第３号に該当 伊東

健次 澤田均 桑原顯正 塩野靜

夫

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

平成 年 ６月定例議会［６月３日～６月 日］

議 青梅市指定地域密着型サー

ビスの事業の人員、設備およ

び運営に関する基準を定め

る条例等の一部を改正する

条例

福祉文教 ･ 原案可決 「地域における医療及び介護の総

合的な確保を推進するための関係

法律の整備等に関する法律の一部

の施行に伴う厚生労働省関係省令

の整備等に関する省令」の施行に

伴い、関係条例について所要の規

定の整備を行うもの。公布の日か

ら施行

議 青梅市御岳交流センター条

例の一部を改正する条例

環境建設 〃 〃 観光客の利用の拡大および施設の

効率的な管理運営を図るため、指

定管理者が行う業務等について見

直しを行うもの。平成 年４月 日

から施行

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 千ヶ瀬町３丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町１丁目地内（開発行為）

議員 災害ボランティア割引制度

の実現を求める意見書

本会議 〃 〃 国に対し、地震、津波、豪雨など

の大規模災害発生時に、被災地に

赴く災害ボランティアの交通費や

宿泊費の負担を軽減する割引制度

を制定するよう要請するもの。 
 

平成 年 ９月定例議会［９月７日～９月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

歳入歳出決算

予算決算 ･ 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％増、歳出は ％

増、歳入歳出差引残額である形式

収支は、８億 万円、翌年度へ

の繰越額を控除した実質収支は、

７億 万円

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計歳入歳出決算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％の増、歳出は

％の増、実質収支は１億 万

円

靜
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市収益事業

特別会計歳入歳出決算

総務企画 ･ 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％増、歳出は ％

増、実質収支は 億 万円

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計歳入歳出決算

環境建設 〃 〃 決算額は、歳入歳出とも 億

万円、前年度に比べ、歳入は ％

増、歳出は ％増

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計歳入歳出決

算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入歳出とも 億

万円、前年度に比べ、歳入は ％

増、歳出は ％増

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計歳入歳出決算

〃 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は ％増、歳出は ％増、

実質収支は 万円

議 平成 年度青梅市病院事業

未処分利益剰余金の処分お

よび決算

〃 〃 原案可決

原案認定

収益的収支では、医業収益が ％

増の 億 万円、病院事業収

益は ％増、一方、医業費用は

％増の 億 万円、病院事

業費用が ％減で、利益は１億

万円、資本的収支では、収入

が 億 万円、支出が 億

万円、不足額は損益勘定留保

資金等で補てん

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第２号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも５億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第１

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を増額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも 万円を増額し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市モーター

ボート競走事業会計補正予

算（第１号）

総務企画 〃 〃 歳入歳出とも 億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 青梅市学童保育所条例の一

部を改正する条例

福祉文教 ･ 〃 待機児童の解消を図るため、青梅

市第三学童保育所を増設するも

の。公布の日から起算して１年を

超えない範囲内において規則で定

める日から施行

議 青梅市公園条例の一部を改

正する条例

環境建設 〃 〃 都市計画法にもとづく開発行為に

より設置された公園１か所を、都

市公園として設置するもの（藤橋

２丁目地内）。公布の日から施行

平 成 28 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 ･ 原案可決 第４条第１項第３号に該当 伊東

健次 澤田均 桑原顯正 塩野靜

夫

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

平成 年 ６月定例議会［６月３日～６月 日］

議 青梅市指定地域密着型サー

ビスの事業の人員、設備およ

び運営に関する基準を定め

る条例等の一部を改正する

条例

福祉文教 ･ 原案可決 「地域における医療及び介護の総

合的な確保を推進するための関係

法律の整備等に関する法律の一部

の施行に伴う厚生労働省関係省令

の整備等に関する省令」の施行に

伴い、関係条例について所要の規

定の整備を行うもの。公布の日か

ら施行

議 青梅市御岳交流センター条

例の一部を改正する条例

環境建設 〃 〃 観光客の利用の拡大および施設の

効率的な管理運営を図るため、指

定管理者が行う業務等について見

直しを行うもの。平成 年４月 日

から施行

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 千ヶ瀬町３丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町１丁目地内（開発行為）

議員 災害ボランティア割引制度

の実現を求める意見書

本会議 〃 〃 国に対し、地震、津波、豪雨など

の大規模災害発生時に、被災地に

赴く災害ボランティアの交通費や

宿泊費の負担を軽減する割引制度

を制定するよう要請するもの。 
 

平成 年 ９月定例議会［９月７日～９月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

歳入歳出決算

予算決算 ･ 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％増、歳出は ％

増、歳入歳出差引残額である形式

収支は、８億 万円、翌年度へ

の繰越額を控除した実質収支は、

７億 万円

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計歳入歳出決算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％の増、歳出は

％の増、実質収支は１億 万

円
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 市道路線の認定について 環境建設 ･ 原案可決 友田町５丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 藤橋２丁目地内（開発行為）

議 青梅市教育委員会委員の任

命について

本会議 ･ 原案同意 手塚幸子

現委員の任期満了に伴い、委員を

任命するもの。

議 青梅市教育委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 稲葉恭子

現委員の任期満了に伴い、委員を

任命するもの。

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

〃 〃 〃 守谷憲太郎

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

〃 〃 〃 田邉幸司

現委員の任期満了に伴い、委員を

推薦するもの。

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

〃 〃 〃 新井みゆき

現委員の任期満了に伴い、委員を

推薦するもの。

委 青梅市議会議員の議員報酬

等の特例に関する条例

〃 〃 原案可決 議員の職責および青梅市議会への

住民の信頼の確保に鑑み、議員が

市議会の会議等を長期にわたって

欠席した場合、議員報酬および期

末手当を減額するもの。公布の日

から施行

委 青梅市議会の議決すべき事

件等に関する条例の一部を

改正する条例

〃 ･ 〃 青梅市議会の議決すべき事件につ

いて、法令または国および東京都

等の基準に従って行われる変更な

ど、軽微な変更については議決を

要しないこととするもの。公布の

日から施行

平成 年 月定例議会［ 月２日～ 月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第３号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも６億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議  平成 年度青梅市下水道事

業特別会計補正予算（第１

号）

環境建設 〃 〃 地方自治法の規定により翌年度に

繰り越して使用することができる

経費は、「第１表繰越明許費」（北

部汚水中継ポンプ場改修事業）に

よるものとするもの。

議  平成 年度青梅市病院事業

会計補正予算（第１号）

福祉文教 〃 〃 予算第９条中取得する資産に過酸

化水素滅菌装置２基を加えるも

の。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議  青梅市農業委員会委員およ

び青梅市農地利用最適化推

進委員の定数条例

環境建設 ･ 原案可決 農業委員会等に関する法律の一部

改正に伴い、青梅市農業委員会委

員および青梅市農地利用最適化推

進委員の定数を定めるため、本条

例を制定するもの。青梅市農業委

員会の任期満了の日から施行（選

挙による青梅市農業委員会委員の

全員が全てなくなった日の翌日）

議  農業委員会等に関する法律

の一部改正に伴う関係条例

の整備に関する条例

〃 〃 〃 農業委員会等に関する法律の一部

改正に伴い、関係条例について所

要の規定の整備を行うもの。青梅

市農業委員会委員の任期満了の日

から施行（選挙による青梅市農業

委員会委員が全てなくなったその

翌日）

議  青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の一部を改正

する条例

本会議 ･ 〃 人事院勧告および東京都人事委員

会勧告を踏まえ、一般職の職員に

支給する勤勉手当の支給割合を改

めるもの。公布の日から施行

議  青梅市長等の給与に関する

条例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 人事院勧告および東京都人事委員

会勧告を踏まえ、市長、副市長お

よび教育長に支給する期末手当の

支給割合を改めるもの。公布の日

から施行

議  青梅市議会議員の議員報酬

および費用弁償等に関する

条例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 人事院勧告および東京都人事委員

会勧告を踏まえ、市議会議員に支

給する期末手当の支給割合を改め

るもの。公布の日から施行

議  青梅市一般職の任期付職員

の採用および給与の特例に

関する条例の一部を改正す

る条例

〃 〃 〃 一般職の職員に支給する勤勉手当

の支給割合の見直しに合わせて、

特定任期付職員に支給する期末手

当の支給割合を改めるもの。公布

の日から施行

議  青梅市職員退職手当支給条

例の一部を改正する条例

総務企画 ･ 〃 雇用保険法の一部改正に伴い、失

業者の退職手当について所要の規

定の整備を行うもの。平成 年 月

１日から施行

平 成 28 年
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議  青梅市市税条例等の一部を

改正する条例

総務企画 ･ 原案可決 地方税法等の一部を改正する法律

の施行に伴い、個人市民税にかか

る医療費控除の特例の創設、法人

市民税にかかる法人税割の税率の

引下げ、個人市民税および法人市

民税にかかる延滞金の計算期間の

見直し、固定資産税および都市計

画税の課税標準にかかる地域決定

型地方税制特例措置（通称：わが

まち特例）の導入拡大ならびに軽

自動車税における環境性能割の導

入を行うほか、所要の規定の整備

を行うもの。公布の日から施行

議  青梅市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 所得税法等の一部を改正する法律

により外国人等の国際運輸業に係

る所得に対する相互主義による所

得税等の非課税に関する法律が一

部改正されたことに伴い、国民健

康保険税の所得割額にかかる課税

の特例について所要の規定の整備

を行うもの。平成 年１月１日か

ら施行

議  青梅市準用河川流水占用料

等徴収条例の一部を改正す

る条例

環境建設 〃 〃 東京都河川流水占用料等徴収条例

の一部改正に準じて流水占用料等

の額を改めるもの。平成 月４月

１日から施行 
 
 
 

議  青梅市民会館条例を廃止す

る条例

福祉文教 〃 〃 新たな生涯学習施設の建設に伴

い、青梅市民会館を廃止するもの。

公布の日から起算して６月を超え

ない範囲内において規則で定める

日から施行

議  青梅市総合体育館条例の一

部を改正する条例

総務企画 〃 〃 駐車場の利用に関する適正化を図

るため、青梅市総合体育館の駐車

場を有料化するもの。公布の日か

ら起算して１年を超えない範囲内

において規則で定める日から施行

議  青梅市御岳交流センターの

指定管理者の指定について

環境建設 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、一般社団法人

青梅市観光協会を指定管理者とす

る。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議  幹 号線改修工事（擁壁設置

その１工事）にかかる契約の

変更について

総務企画 ･ 原案可決 平成 年９月 日に議決された

「幹 号線改修工事（擁壁設置そ

の 工事）にかかる契約の締結につ

いて」の契約金額および契約の期

間を変更するもの。

議  市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 黒沢１丁目地内（市道の付け替え）

議  市道路線の認定について 〃 〃 〃 黒沢１丁目地内（市道の付け替え）

議  市道路線の認定について 〃 〃 〃 師岡町１丁目地内（開発行為）

議  青梅市総合長期計画基本構

想・基本計画の改訂について

本会議 〃 〃 青梅市総合長期計画基本構想・基

本計画を改訂するもの。

委 今井５丁目地内における墓

地建設計画に反対する決議

〃 〃 〃 地域住民や青梅市自立センター利

用者にとっての安全・安心の確保

が難しくなることが予見できるた

め、今井５丁目地内における墓地

建設計画について反対するもの。

平成 年 ２月定例議会［２月 日～３月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

予算

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億円とするもの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計予算

環境建設 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計予算

〃 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市モーター

ボート競走事業会計予算

総務企画 〃 〃 収益的収支の総額を、 億

万円、資本的収支の総額を、５億

万円とするもの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計予算

福祉文教 〃 〃 収益的収支の総額を、 億

万円、資本的収支（支出）の総額

を、 億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第４号）

予算決算 ･ 〃 歳入歳出とも４億 万円を追

加し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第２

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも４億 万円を追

加し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計補正予算（第２

号）

環境建設 〃 〃 歳入歳出とも４億 万円を減

額し、総額 億 万円にするも

の。

平 成 28・29 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議  青梅市市税条例等の一部を

改正する条例

総務企画 ･ 原案可決 地方税法等の一部を改正する法律

の施行に伴い、個人市民税にかか

る医療費控除の特例の創設、法人

市民税にかかる法人税割の税率の

引下げ、個人市民税および法人市

民税にかかる延滞金の計算期間の

見直し、固定資産税および都市計

画税の課税標準にかかる地域決定

型地方税制特例措置（通称：わが

まち特例）の導入拡大ならびに軽

自動車税における環境性能割の導

入を行うほか、所要の規定の整備

を行うもの。公布の日から施行

議  青梅市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 所得税法等の一部を改正する法律

により外国人等の国際運輸業に係

る所得に対する相互主義による所

得税等の非課税に関する法律が一

部改正されたことに伴い、国民健

康保険税の所得割額にかかる課税

の特例について所要の規定の整備

を行うもの。平成 年１月１日か

ら施行

議  青梅市準用河川流水占用料

等徴収条例の一部を改正す

る条例

環境建設 〃 〃 東京都河川流水占用料等徴収条例

の一部改正に準じて流水占用料等

の額を改めるもの。平成 月４月

１日から施行 
 
 
 

議  青梅市民会館条例を廃止す

る条例

福祉文教 〃 〃 新たな生涯学習施設の建設に伴

い、青梅市民会館を廃止するもの。

公布の日から起算して６月を超え

ない範囲内において規則で定める

日から施行

議  青梅市総合体育館条例の一

部を改正する条例

総務企画 〃 〃 駐車場の利用に関する適正化を図

るため、青梅市総合体育館の駐車

場を有料化するもの。公布の日か

ら起算して１年を超えない範囲内

において規則で定める日から施行

議  青梅市御岳交流センターの

指定管理者の指定について

環境建設 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、一般社団法人

青梅市観光協会を指定管理者とす

る。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

１号）

福祉文教 ･ 原案可決 歳入歳出とも１億 万円を追加

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第２号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を減

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市モーター

ボート競走事業会計補正予

算（第２号）

総務企画 〃 〃 業務の予定量を１億 万円に

改めるとともに、収益的収支の総

額を 億 万円に補正するも

の。また、資本的収支の収入を

億 万円、支出を２億 万

円に補正するもの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計補正予算（第２号）

福祉文教 〃 〃 業務の予定量（病床数・年間患者

数・１日平均患者数）を改めると

ともに、収益的収支の総額を 億

万円に、資本的収支の収入を

２億 万円にするもの。

議 青梅市行政手続における特

定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律

にもとづく個人番号の利用

および特定個人情報の提供

に関する条例等の一部を改

正する条例

総務企画 ･ 〃 行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関す

る法律の一部改正に伴い、所要の

規定の整備を行うもの。平成 年

５月 日から施行

議 青梅市職員の勤務時間、休

日、休暇等に関する条例の一

部を改正する条例

〃 〃 〃 育児休業、介護休業等育児又は家

族介護を行う労働者の福祉に関す

る法律の一部改正および東京都職

員の休暇制度等が改められたこと

を踏まえ、市職員の休暇制度等を

見直すもの。平成 年４月１日か

ら施行

議 青梅市職員の育児休業等に

関する条例の一部を改正す

る条例

〃 〃 〃 地方公務員の育児休業等に関する

法律の一部改正に伴い、育児休業

の対象となる子の範囲を拡大する

もの。平成 年４月１日から施行

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の一部を改正

する条例

〃 〃 〃 東京都職員の給与制度の改正を踏

まえ、一般職の職員の給与制度の

見直しを行うもの。平成 年４月

１日から施行

議 青梅市議会議員その他非常

勤の職員の公務災害補償等

に関する条例の一部を改正

する条例

本会議 ･ 〃 青梅市議会議員その他非常勤の職

員の通勤災害にかかる要件につい

て見直しを行うもの。公布の日か

ら施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市市税条例等の一部を

改正する条例

本会議 ･ 原案可決 社会保障の安定財源の確保等を図

る税制の抜本的な改革を行うため

の地方税法及び地方交付税法の一

部を改正する法律等の一部を改正

する法律の施行に伴い、所要の規

定の整備を行うもの。公布の日か

ら施行

議 青梅市事務手数料条例等の

一部を改正する条例

総務企画 ･ 〃 民間事業者等が設置する多機能端

末機からの証明書等の交付の手数

料等を定めるとともに、自動交付

機の利用に関する規定を削るほ

か、印鑑の登録証について所要の

規定の整備を行うもの。第１条お

よび第３条の規定は公布の日から

起算して９月を超えない範囲内に

おいて規則で定める日から、第２

条および第４条の規定は平成 年

１月１日から施行

議 青梅市ひとり親家庭等の医

療費の助成に関する条例等

の一部を改正する条例

本会議 ･ 〃 児童福祉法の一部改正に伴い、所

要の規定の整備を行うもの。平成

年４月１日から施行

議 青梅市介護保険条例の一部

を改正する条例

〃 〃 〃 消費税率引上げ時期の変更に伴

い、現行の低所得者の第１号保険

料軽減強化策を延長するもの。公

布の日から施行

議 青梅市融資資金利子補給条

例の臨時特例に関する条例

の一部を改正する条例の一

部を改正する条例

〃 〃 〃 貸付利率等に関する特例措置の適

用期間を１年間延長するもの。平

成 年４月１日から施行

議 青梅市工場立地法地域準則

条例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 工場立地法の一部改正に伴い、所

要の規定の整備を行うもの。平成

年 月 日から施行

議 青梅市公園条例の一部を改

正する条例

環境建設 ･ 〃 都市計画法にもとづく開発行為に

より設置された公園１か所を、都

市公園として設置するもの（大門

１丁目地内）。公布の日から施行

議 青梅市病院事業の設置等に

関する条例の一部を改正す

る条例

福祉文教 〃 〃 青梅市立総合病院において新たに

消化器外科を標ぼうするため、診

療科目を追加するもの。平成 年

４月１日から施行

平 成 29 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

１号）

福祉文教 ･ 原案可決 歳入歳出とも１億 万円を追加

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第２号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を減

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市モーター

ボート競走事業会計補正予

算（第２号）

総務企画 〃 〃 業務の予定量を１億 万円に

改めるとともに、収益的収支の総

額を 億 万円に補正するも

の。また、資本的収支の収入を

億 万円、支出を２億 万

円に補正するもの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計補正予算（第２号）

福祉文教 〃 〃 業務の予定量（病床数・年間患者

数・１日平均患者数）を改めると

ともに、収益的収支の総額を 億

万円に、資本的収支の収入を

２億 万円にするもの。

議 青梅市行政手続における特

定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律

にもとづく個人番号の利用

および特定個人情報の提供

に関する条例等の一部を改

正する条例

総務企画 ･ 〃 行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関す

る法律の一部改正に伴い、所要の

規定の整備を行うもの。平成 年

５月 日から施行

議 青梅市職員の勤務時間、休

日、休暇等に関する条例の一

部を改正する条例

〃 〃 〃 育児休業、介護休業等育児又は家

族介護を行う労働者の福祉に関す

る法律の一部改正および東京都職

員の休暇制度等が改められたこと

を踏まえ、市職員の休暇制度等を

見直すもの。平成 年４月１日か

ら施行

議 青梅市職員の育児休業等に

関する条例の一部を改正す

る条例

〃 〃 〃 地方公務員の育児休業等に関する

法律の一部改正に伴い、育児休業

の対象となる子の範囲を拡大する

もの。平成 年４月１日から施行

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の一部を改正

する条例

〃 〃 〃 東京都職員の給与制度の改正を踏

まえ、一般職の職員の給与制度の

見直しを行うもの。平成 年４月

１日から施行

議 青梅市議会議員その他非常

勤の職員の公務災害補償等

に関する条例の一部を改正

する条例

本会議 ･ 〃 青梅市議会議員その他非常勤の職

員の通勤災害にかかる要件につい

て見直しを行うもの。公布の日か

ら施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市病院事業企業職員の

給与の種類および基準に関

する条例の一部を改正する

条例

福祉文教 ･ 原案可決 病院事業企業職員の介護休暇制度

の見直し等に伴い、給与の減額要

件に介護時間を加えるほか、所要

の規定の整備を行うもの。平成

年４月１日から施行

議 青梅市公共下水道北部汚水

中継ポンプ場地下土木構造

物耐震補強事業業務委託に

かかる契約の変更について

総務企画 〃 〃 平成 年３月 日に議決された議

案第 号「青梅市公共下水道北部

汚水中継ポンプ場地下土木構造物

耐震補強事業業務委託にかかる契

約の締結について」の契約の期間

を変更するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 成木３丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 沢井３丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の一部廃止につい

て

〃 〃 〃 日向和田２丁目地内（市道廃止申

請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今井３丁目地内（開発行為）

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

本会議 ･ 原案同意 柳井敏久

現委員の任期満了に伴い、委員を

推薦するもの。

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

〃 〃 〃 三輪覺子

現委員の任期満了に伴い、委員を

推薦するもの。

議 青梅市立総合病院の建て替

えに関する基本計画の策定

について

〃 ･ 原案可決 青梅市立総合病院の建て替えに関

する基本計画を策定するもの。

委 精神障害者も心身障害者医

療費助成制度（マル障）の対

象とすることを求める意見

書

〃 ･ 〃 精神障害者も他の障害者と同様に

安心して医療を受け生活できるよ

う、心身障害者医療費助成制度の

対象となるよう求めるもの。

平成 年 ５月招集議会［５月 日］

※ 議長の選挙 本会議 ･ 選挙執行 小山 進 小山 票・藤野３票

※ 副議長の選挙 〃 〃 〃 野島資雄 野島 票・田中３票

※ 議会運営委員の選任 〃 〃 選任

※ 常任委員の選任 〃 〃 〃

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第１号）

予算決算 〃 原案可決 予算総額に異動はないものの、歳

出予算款・項における総務費およ

び予備費の額を相互に増減するも

の。

議 青梅市監査委員の選任につ

いて

本会議 〃 原案同意 久保富弘

新委員を選任するため、議会の同

意を求めるもの。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

委 青梅市議会の議決すべき事

件等に関する条例の一部を

改正する条例

本会議 ･ 原案可決 公共施設再編特別委員会における

検討結果にもとづき、青梅市議会

の議決すべき事件に、東青梅１丁

目地内諸事業用地等の利活用に関

する構想を加えるもの。公布の日

から施行

平成 年 ６月定例議会［６月 日～６月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第２号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも 万円を増額し、総

額 憶 万円にするもの。

議 青梅市職員の育児休業等に

関する条例の一部を改正す

る条例

総務企画 〃 〃 人事院規則の一部改正に合わせ

て、育児休業の承認および延長に

かかる特別の事情について、所要

の規定の整備を行うもの。公布の

日から施行

議 青梅市職員退職手当支給条

例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 雇用保険法の一部改正に伴い、失

業者の退職手当について、所要の

規定の整備を行うもの。公布の日

から施行。第 条第 項第５号の

改正規定および付則第３項の規定

は平成 年１月１日から施行

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 地方税法及び航空機燃料譲与税法

の一部を改正する等の法律の施行

に伴い、所要の規定の整備を行う

もの。公布の日から施行。※条例

の区分に応じて定める日から施行

議 青梅市営住宅条例の一部を

改正する条例

環境建設 〃 〃 青梅市営住宅長寿命化計画におけ

る活用手法の判定結果のもとづき

市営住宅を用途廃止するもの。公

布の日から施行

議 青梅市公園条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 都市計画法にもとづく開発行為に

より設置された公園１か所を、都

市公園として設置するもの（今寺

２丁目地内）。公布の日から施行

議 青梅市消防団員等公務災害

補償条例の一部を改正する

条例

〃 〃 〃 非常勤消防団員等に係る損害補償

の基準を定める政令の一部改正に

伴い、所要の規定の整備を行うも

の。公布の日から施行

議 青梅市立総合病院使用条例

の一部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 地域医療支援病院の承認を受ける

ことに伴い、使用料について見直

しを行うもの。公布の日から起算

して１年を超えない範囲内におい

て病院管理規定で定める日から施

行

平 成 29 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市病院事業企業職員の

給与の種類および基準に関

する条例の一部を改正する

条例

福祉文教 ･ 原案可決 病院事業企業職員の介護休暇制度

の見直し等に伴い、給与の減額要

件に介護時間を加えるほか、所要

の規定の整備を行うもの。平成

年４月１日から施行

議 青梅市公共下水道北部汚水

中継ポンプ場地下土木構造

物耐震補強事業業務委託に

かかる契約の変更について

総務企画 〃 〃 平成 年３月 日に議決された議

案第 号「青梅市公共下水道北部

汚水中継ポンプ場地下土木構造物

耐震補強事業業務委託にかかる契

約の締結について」の契約の期間

を変更するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 成木３丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 沢井３丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の一部廃止につい

て

〃 〃 〃 日向和田２丁目地内（市道廃止申

請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今井３丁目地内（開発行為）

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

本会議 ･ 原案同意 柳井敏久

現委員の任期満了に伴い、委員を

推薦するもの。

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

〃 〃 〃 三輪覺子

現委員の任期満了に伴い、委員を

推薦するもの。

議 青梅市立総合病院の建て替

えに関する基本計画の策定

について

〃 ･ 原案可決 青梅市立総合病院の建て替えに関

する基本計画を策定するもの。

委 精神障害者も心身障害者医

療費助成制度（マル障）の対

象とすることを求める意見

書

〃 ･ 〃 精神障害者も他の障害者と同様に

安心して医療を受け生活できるよ

う、心身障害者医療費助成制度の

対象となるよう求めるもの。

平成 年 ５月招集議会［５月 日］

※ 議長の選挙 本会議 ･ 選挙執行 小山 進 小山 票・藤野３票

※ 副議長の選挙 〃 〃 〃 野島資雄 野島 票・田中３票

※ 議会運営委員の選任 〃 〃 選任

※ 常任委員の選任 〃 〃 〃

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第１号）

予算決算 〃 原案可決 予算総額に異動はないものの、歳

出予算款・項における総務費およ

び予備費の額を相互に増減するも

の。

議 青梅市監査委員の選任につ

いて

本会議 〃 原案同意 久保富弘

新委員を選任するため、議会の同

意を求めるもの。



102 第２編　第１章　議案の議決状況

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市公共下水道大柳汚水

中継ポンプ場改修事業業務

委託にかかる契約の締結に

ついて

総務企画 ･ 原案可決 青梅市公共下水道大柳汚水中継ポ

ンプ場改修事業業務委託につい

て、契約を締結するもの。

議 公共下水道御岳山事業区域

連絡管整備工事にかかる契

約の締結について

〃 〃 〃 公共下水道御岳山事業区域連絡管

整備工事について、契約を締結す

るもの。

議 青梅市街路灯ＬＥＤ化事業

委託にかかる契約の締結に

ついて

〃 〃 〃 青梅市街路灯ＬＥＤ化事業委託に

ついて、契約を締結するもの。

議 青梅市公共下水道北部汚水

中継ポンプ場地下土木構造

物耐震補強事業業務委託に

かかる契約の変更について

〃 〃 〃 平成 年３月 日に議決された議

案第 号「青梅市公共下水道北部

汚水中継ポンプ場地下土木構造物

耐震補強事業業務委託にかかる契

約の変更について」により変更し

た契約の期間を変更するもの。

議 幹 号線改修工事（擁壁設置

その１工事）にかかる契約の

変更について

〃 〃 〃 平成 年 月 日に議決された議

案第 号「幹 号線改修工事（擁

壁設置その１工事）にかかる契約

の変更について」により変更した

契約金額を変更するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 大門２丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 東青梅５丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 東青梅５丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の一部廃止につい

て

〃 〃 〃 黒沢１丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 木野下２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今寺２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今寺２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 師岡町２丁目地内（市道路線認定

申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 師岡町２丁目地内（市道路線認定

申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 畑中１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 成木１丁目地内（開発行為）
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市農業委員会委員の任

命につき認定農業者等が委

員の過半数を占めることを

要しない場合の同意につい

て

環境建設 ･ 原案可決 青梅市農業委員会委員の任命につ

き、農業委員会等に関する法律第

８条第５項ただし書の規定によ

り、認定農業者等が委員の過半数

を占めることを要しない場合とし

て、委員の少なくとも４分の１を

認定農業者等としたいので、農業

委員会等に関する法律施行規則第

２条第２号の規定にもとづき、市

議会の同意を求めるもの。

議 青梅市民会館解体工事にか

かる契約の締結について

総務企画 〃 〃 青梅市民会館解体工事について、

契約を締結するもの。

議 青梅市農業委員の任命につ

いて

本会議  〃 原案同意 鈴木清

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員の任命につ

いて

〃 〃 〃 輪千茂

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員の任命につ

いて

〃 〃 〃 清水昭男

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員の任命につ

いて

〃 〃 〃 加藤仁志

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員の任命につ

いて

〃 〃 〃 和田敏信

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員の任命につ

いて

〃 〃 〃 島﨑万吉

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員の任命につ

いて

〃 〃 〃 福島正文

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員の任命につ

いて

〃 〃 〃 大越文男

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員の任命につ

いて

〃 〃 〃 青木初雄

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員の任命につ

いて

〃 〃 〃 丹生守

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

平 成 29 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市公共下水道大柳汚水

中継ポンプ場改修事業業務

委託にかかる契約の締結に

ついて

総務企画 ･ 原案可決 青梅市公共下水道大柳汚水中継ポ

ンプ場改修事業業務委託につい

て、契約を締結するもの。

議 公共下水道御岳山事業区域

連絡管整備工事にかかる契

約の締結について

〃 〃 〃 公共下水道御岳山事業区域連絡管

整備工事について、契約を締結す

るもの。

議 青梅市街路灯ＬＥＤ化事業

委託にかかる契約の締結に

ついて

〃 〃 〃 青梅市街路灯ＬＥＤ化事業委託に

ついて、契約を締結するもの。

議 青梅市公共下水道北部汚水

中継ポンプ場地下土木構造

物耐震補強事業業務委託に

かかる契約の変更について

〃 〃 〃 平成 年３月 日に議決された議

案第 号「青梅市公共下水道北部

汚水中継ポンプ場地下土木構造物

耐震補強事業業務委託にかかる契

約の変更について」により変更し

た契約の期間を変更するもの。

議 幹 号線改修工事（擁壁設置

その１工事）にかかる契約の

変更について

〃 〃 〃 平成 年 月 日に議決された議

案第 号「幹 号線改修工事（擁

壁設置その１工事）にかかる契約

の変更について」により変更した

契約金額を変更するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 大門２丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 東青梅５丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 東青梅５丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の一部廃止につい

て

〃 〃 〃 黒沢１丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 木野下２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今寺２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今寺２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 師岡町２丁目地内（市道路線認定

申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 師岡町２丁目地内（市道路線認定

申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 畑中１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 成木１丁目地内（開発行為）
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市農業委員の任命につ

いて

本会議  ･ 原案同意 石川雅章

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員の任命につ

いて

〃 〃 〃 吉永武

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員の任命につ

いて

〃 〃 〃 森谷宏幸

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員の任命につ

いて

〃 〃 〃 高野公男

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議員 組織的犯罪処罰法改正の強

行採決に抗議する決議

〃 〃 原案否決 参議院本会議において、組織的犯

罪処罰法（いわゆる共謀罪）の改

正が十分かつ丁寧な審議がなされ

ないまま、強行採決されたことに

抗議するもの。

平成 年 ９月定例議会［９月１日～９月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

歳入歳出決算

予算決算 ･ 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％減、歳出は ％

減、歳入歳出差引残額である形式

収支は、８億 万円、翌年度へ

の繰越額を控除した実質収支は、

７億 万円

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計歳入歳出決算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入歳出とも ％の減、実質

収支は１億 万円

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計歳入歳出決算

環境建設 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出は 億 万円、前年度に比べ、

歳入は ％減、歳出は ％減、

実質収支は 万円

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計歳入歳出決

算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は ％増、歳出は ％増、

実質収支は 万円

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計歳入歳出決算

〃 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は ％増、歳出は ％増、

実質収支は 万円
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市モーター

ボート競走事業未処分利益

剰余金の処分および決算

総務企画 ･ 原案可決

原案認定

収益的収支では、収入 億

万円、支出 億 万円、資本的収

支では、収入が 億 万円、支

出が 億 万円、一般会計への

繰出金は 億 万円

議 平成 年度青梅市病院事業

未処分利益剰余金の処分お

よび決算

福祉文教 〃 〃 収益的収支では、医業収益が ％

増の 億 万円、病院事業収

益は ％増、一方、医業費用は

％増の 億 万円、病院事

業費用が ％増で、利益は１億

万円、資本的収支では、収入

が 億 万円、支出が 億

万円、不足額は損益勘定留保資金

等で補てん

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算 第３号

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも 億 万円を増額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算 第１

号

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 億 万円を増額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算 第

１号

〃 〃 〃 歳入歳出とも 万円を増額し、総

額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも 億 万円を増額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 収益的収支では、収入支出とも

万円増額し、 億 万円にす

るもの。

議 青梅市営住宅条例の一部を

改正する条例

環境建設 ･ 〃 子育て世帯に対する支援の拡大を

図るため、入居者の資格について

見直しを行うもの。平成 年 月

１日から施行

議 青梅市土地開発公社の解散

について

本会議 ･ 〃 青梅市土地開発公社を解散するこ

とについて、市議会の議決を求め

るもの。

議 青梅市し尿処理場基幹的設

備改良工事にかかる契約の

締結について

総務企画 ･ 〃 青梅市し尿処理場の基幹的設備改

良工事について契約を締結するも

の。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 勝沼１丁目、西分町３丁目地内（市

道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 富岡１丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 小曾木４丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 畑中３丁目地内（開発行為）

平 成 29 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市農業委員の任命につ

いて

本会議  ･ 原案同意 石川雅章

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員の任命につ

いて

〃 〃 〃 吉永武

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員の任命につ

いて

〃 〃 〃 森谷宏幸

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員の任命につ

いて

〃 〃 〃 高野公男

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議員 組織的犯罪処罰法改正の強

行採決に抗議する決議

〃 〃 原案否決 参議院本会議において、組織的犯

罪処罰法（いわゆる共謀罪）の改

正が十分かつ丁寧な審議がなされ

ないまま、強行採決されたことに

抗議するもの。

平成 年 ９月定例議会［９月１日～９月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

歳入歳出決算

予算決算 ･ 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％減、歳出は ％

減、歳入歳出差引残額である形式

収支は、８億 万円、翌年度へ

の繰越額を控除した実質収支は、

７億 万円

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計歳入歳出決算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入歳出とも ％の減、実質

収支は１億 万円

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計歳入歳出決算

環境建設 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出は 億 万円、前年度に比べ、

歳入は ％減、歳出は ％減、

実質収支は 万円

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計歳入歳出決

算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は ％増、歳出は ％増、

実質収支は 万円

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計歳入歳出決算

〃 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は ％増、歳出は ％増、

実質収支は 万円
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 ･ 原案可決 第４条第１項第３号該当

篠田好則

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

議員 森林環境税（仮称）の早期創

設および林業の成長産業化

と森林の適切な管理の推進

を求める意見書

〃 ･ 〃 森林が多く所在する市町村が持続

的に森林整備を行うことができる

よう、森林環境税 仮称 を早期に

創設するよう求めるもの。

平成 年 月定例議会［ 月１日～ 月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第５号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも２億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 青梅市組織条例の一部を改

正する条例

総務企画 〃 〃 組織・機構の見直しを行うことに

伴い、関係する部の設置および事

務分掌を改めるもの。平成 年４

月１日から施行

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 平成 年度までとされている都市

計画税の税率に関する特例措置に

ついて、現行の税率を維持した上

で、その適用期間を延長するもの。

平成 年４月１日から施行

議 青梅市墓地等の経営の許可

等に関する条例の一部を改

正する条例

環境建設 〃 〃 墓地等の経営の適正化および墓地

等と周辺環境との調和を図るた

め、設置基準および構造設備基準

の見直し等を行うもの。平成 年

１月１日から施行

議 東青梅駅北口自転車等駐車

場の指定管理者の指定につ

いて

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、一般社団法人

日本駐車場工学研究会を指定管理

者とする。

議 青梅市公共下水道北部汚水

中継ポンプ場地下土木構造

物耐震補強事業業務委託に

かかる契約の変更について

総務企画 〃 〃 平成 年３月 日に議決された議

案第 号「青梅市公共下水道北部

汚水中継ポンプ場地下土木構造物

耐震補強事業業務委託にかかる契

約の締結について」の契約金額を

変更するもの。

議 市道路線の認定について 環境建設 〃 〃 上町地内（市道路線認定申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今寺３丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 河辺町８丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 梅郷６丁目地内（開発行為）

議 青梅市教育委員会委員の任

命について

本会議 ･ 原案同意 榎本淳一郎

現委員の任期満了に伴い、委員を

任命するもの。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

本会議 ･ 原案同意 安藤秀明

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市副市長の選任につい

て

〃 ･ 〃 池田 央

副市長の選任に伴い、議会の同意

を求めるもの。

平成 年 平成 年１月臨時議会 １月 日

議  青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の一部を改正

する条例

本会議 ･ 原案可決 一般職の職員に支給する勤勉手当

の支給割合を改めるもの。条例中

第１条の規定は公布の日から、第

２条の規定は平成 年４月１日か

ら施行

議  青梅市長等の給与に関する

条例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 市長、副市長および教育長に支給

する期末手当の支給割合を改める

もの。条例中第１条の規定は公布

の日から、第２条の規定は平成

年４月１日から施行

議  青梅市議会議員の議員報酬

および費用弁償等に関する

条例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 市議会議員に支給する期末手当の

支給割合を改めるもの。条例中第

１条の規定は公布の日から、第２

条の規定は平成 年４月１日から

施行

議  青梅市一般職の任期付職員

の採用および給与の特例に

関する条例の一部を改正す

る条例

〃 〃 〃 特定任期付職員に支給する期末手

当の支給割合を改めるもの。条例

中第１条の規定は公布の日から、

第２条の規定は平成 年４月１日

から施行

議  青梅市職員退職手当支給条

例の一部を改正する条例

総務企画 〃 〃 民間水準との均衡を図るため、東

京都の退職手当の見直しを踏ま

え、職員に支給する退職手当につ

いて見直しを行うもの。平成 年

４月１日から施行

議  青梅市長等の給与に関する

条例の特例に関する条例

本会議 〃 〃 市長、副市長および教育長の期末

手当の額を減額するもの。公布の

日から施行

議員  青梅市議会議員の議員報酬

および費用弁償等に関する

条例の特例に関する条例

〃 〃 〃 市議会議員の期末手当の額を減額

するもの。公布の日から施行

平成 年 ２月定例議会［２月 日～３月 日］

※ 東京都十一市競輪事業組合

議会議員の選挙

本会議 ･ 選挙執行 結城守夫 野島資雄 （指名推選）

平 成 29・30 年
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市一般会計

予算

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億円とするもの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計予算

環境建設 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計予算

〃 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市モーター

ボート競走事業会計予算

総務企画 〃 〃 収益的収支の総額を、 億

万円、資本的収支の総額を、 億

万円とするもの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計予算

福祉文教 〃 〃 収益的収支の総額を、 億

万円、資本的収支（支出）の総額

を、 億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第６号）

予算決算 ･ 〃 歳入歳出とも 万円を減額し、総

額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第２

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 億 万円を減額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計補正予算（第１

号）

環境建設 〃 〃 歳入歳出とも 億 万円を減額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

２号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 億 万円を追加

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第２号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも 万円を減額し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市モーター

ボート競走事業会計補正予

算（第１号）

総務企画 〃 〃 業務の予定量を２億 万円に改

めるとともに、収益的収支の総額

を 億 万円に、資本的収支

の収入を 万円、支出を４億

万円にするもの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計補正予算（第２号）

福祉文教 〃 〃 業務の予定量（年間患者数・１日

平均患者数）を改めるとともに、

収益的収支の総額を 億 万

円に、資本的収支の収入を３億

万円にするもの。

議 青梅市職員定数条例の一部

を改正する条例

総務企画 ･ 〃 組織改正等による執行体制の見直

しの経過を踏まえ、職員定数を改

めるもの。平成 年４月１日から

施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例

福祉文教 ･ 修正議決 青梅市国民健康保険事業における

財政の安定化を図るため、国民健

康保険税の税率等の改定するほ

か、所要の規定の整備を行うもの。

平成 年４月１から施行

議 青梅市敬老金条例の一部を

改正する条例

〃 〃 原案可決 高齢者の平均寿命等を勘案し、敬

老金の贈呈要件および額を見直す

もの。平成 年４月１から施行

議 青梅市特定教育・保育施設お

よび特定地域型保育事業の

運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例

本会議 ･ 〃 就学前の子どもに関する教育、保

育等の総合的な提供の推進に関す

る法律の一部改正に伴い、所要の

規定の整備を行うもの。平成 年

４月１から施行

議 青梅市後期高齢者医療に関

する条例の一部を改正する

条例

福祉文教 ･ 〃 高齢者の医療の確保に関する法律

の一部改正により、後期高齢者医

療制度加入時の住所地特例の取り

扱いが見直されたことに伴い、青

梅市が保険料を徴収すべき被保険

者の範囲を改めるもの。平成 年

４月１から施行

議 青梅市介護保険条例の一部

を改正する条例

〃 〃 〃 第７期青梅市介護保険事業計画に

もとづいて想定される保険給付に

要する費用等に照らし、平成 年

度から平成 年度までの介護保険

料率を改定するとともに、所要の

規定の整備を行うもの。平成 年

４月１から施行

議 青梅市指定地域密着型サー

ビスの事業の人員、設備およ

び運営に関する基準を定め

る条例等の一部を改正する

条例

〃 〃 〃 地域包括ケアシステムの強化のた

めの介護保険法等の一部を改正す

る法律の施行による関係省令の一

部改正に伴い、国基準に合わせて

制定した条例について、所要の規

定の整備を行うもの。平成 年４

月１から施行

議 青梅市指定居宅介護支援等

の事業の人員および運営に

関する基準を定める条例

〃 〃 〃 介護保険法の一部改正に伴い、指

定居宅介護支援等の事業の人員お

よび運営に関する基準を定めるも

の。平成 年４月１から施行。た

だし第 条第 号の規定は平成

年 月１から施行

平 成 30 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市一般会計

予算

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億円とするもの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計予算

環境建設 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計予算

〃 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市モーター

ボート競走事業会計予算

総務企画 〃 〃 収益的収支の総額を、 億

万円、資本的収支の総額を、 億

万円とするもの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計予算

福祉文教 〃 〃 収益的収支の総額を、 億

万円、資本的収支（支出）の総額

を、 億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第６号）

予算決算 ･ 〃 歳入歳出とも 万円を減額し、総

額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第２

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 億 万円を減額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計補正予算（第１

号）

環境建設 〃 〃 歳入歳出とも 億 万円を減額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

２号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 億 万円を追加

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第２号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも 万円を減額し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市モーター

ボート競走事業会計補正予

算（第１号）

総務企画 〃 〃 業務の予定量を２億 万円に改

めるとともに、収益的収支の総額

を 億 万円に、資本的収支

の収入を 万円、支出を４億

万円にするもの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計補正予算（第２号）

福祉文教 〃 〃 業務の予定量（年間患者数・１日

平均患者数）を改めるとともに、

収益的収支の総額を 億 万

円に、資本的収支の収入を３億

万円にするもの。

議 青梅市職員定数条例の一部

を改正する条例

総務企画 ･ 〃 組織改正等による執行体制の見直

しの経過を踏まえ、職員定数を改

めるもの。平成 年４月１日から

施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市指定居宅介護支援事

業者の指定に関する基準を

定める条例

福祉文教 ･ 原案可決 介護保険法の一部改正に伴い、指

定居宅介護支援事業者の指定に関

する基準を定めるもの。平成 年

４月１から施行

議 青梅市融資資金利子補給条

例の一部を改正する条例

環境建設 〃 〃 利子補給の対象となる融資のう

ち、金融機関の利率が低く、市の

利子補給が発生しないため、宅地

取得資金、住宅取得資金、住宅整

備資金および高齢者用共同住宅建

設資金を廃止するもの。平成 年

４月１から施行

議 青梅市融資資金利子補給条

例の臨時特例に関する条例

の一部を改正する条例の一

部を改正する条例

本会議  ･ 〃 貸付利率等に関する特例措置の適

用期間を１年間延長するもの。平

成 年４月１から施行

議 青梅市病院事業企業職員定

数条例の一部を改正する条

例

福祉文教 ･ 〃 医療の質の更なる向上を図るとと

もに、組織改正等による執行体制

の見直しの経過を踏まえ、病院事

業企業職員の定数を改めるもの。

平成 年４月１から施行

議 東京都後期高齢者医療広域

連合規約の一部を変更する

規約

本会議 ･ 〃 平成 年度分および平成 年度分

の後期高齢者医療の保険料を軽減

するため、その軽減にかかる経費

を、各市町村の一般財源から分賦

金として支弁するもの。平成 年

４月１から施行

議 公共下水道御岳山事業区域

連絡管整備工事にかかる契

約の変更について

総務企画 ･ 〃 平成 年６月 日に議決された議

案第 号「公共下水道御岳山事業

区域連絡管整備工事にかかる契約

の締結について」の契約金額を変

更するもの。

議 青梅市街路灯ＬＥＤ化事業

委託にかかる契約の変更に

ついて

〃 〃 〃 平成 年６月 日に議決された議

案第 号「青梅市街路灯ＬＥＤ化

事業委託にかかる契約の締結につ

いて」の契約金額を変更するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 大門２丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 沢井３丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 沢井３丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 沢井３丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 沢井３丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の一部廃止につい

て

〃 〃 〃 畑中３丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の一部廃止につい

て

〃 〃 〃 梅郷１丁目地内（市道廃止申請）
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 市道路線の認定について 環境建設 ･ 原案可決 大門２丁目地内（市道路線認定申

請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今寺１丁目地内（市道路線認定申

請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 黒沢１丁目地内（開発行為）

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議  ･ 〃 岡本昌己、町田長生 第４条第１

項第３号該当

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

〃 〃 原案同意 武藤宏治

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について 
〃 〃 〃 品川真理

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について 
〃 〃 〃 小山章

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市長等の給与に関する

条例等の一部を改正する条

例

〃 〃 原案可決 市長、副市長、教育長および病院

事業管理者の退職手当の支給割合

を改めるもの。平成 年４月１か

ら施行

議 青梅市消防団員等公務災害

補償条例の一部を改正する

条例

〃 〃 〃 非常勤消防団員等に係る損害補償

の基準を定める政令の一部改正に

伴い、所要の規定の整備を行うも

の。平成 年４月１日から施行

議 東青梅 丁目地内諸事業用地

等の利活用に関する構想の

策定について

〃 ･ 〃 東青梅１丁目地内諸事業用地等の

利活用に関する構想を策定するも

の。

議 青梅市立総合病院の建て替

えに関する基本計画の変更

について

〃 ･ 〃 青梅市立総合病院の建て替えに関

する基本計画を変更するもの。

議 青梅市指定地域密着型サー

ビスの事業の人員、設備およ

び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条

例

福祉文教 ･ 〃 指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準

の一部改正に伴い、所要の規定の

整備を行うもの。平成 年４月１

日から施行

議 青梅市指定地域密着型サー

ビス事業者等の指定に関す

る基準を定める条例の一部

を改正する条例

本会議 〃 〃 介護保険法施行規則の一部改正に

伴い、指定地域密着型サービス事

業の申請者の資格について見直し

を行うもの。平成 年４月１日か

ら施行

委 青梅市議会委員会条例の一

部を改正する条例

〃 ･ 〃 青梅市組織条例の一部改正に伴

い、常任委員会の所管を改めるも

の。平成 年４月１日から施行

平 成 30 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市指定居宅介護支援事

業者の指定に関する基準を

定める条例

福祉文教 ･ 原案可決 介護保険法の一部改正に伴い、指

定居宅介護支援事業者の指定に関

する基準を定めるもの。平成 年

４月１から施行

議 青梅市融資資金利子補給条

例の一部を改正する条例

環境建設 〃 〃 利子補給の対象となる融資のう

ち、金融機関の利率が低く、市の

利子補給が発生しないため、宅地

取得資金、住宅取得資金、住宅整

備資金および高齢者用共同住宅建

設資金を廃止するもの。平成 年

４月１から施行

議 青梅市融資資金利子補給条

例の臨時特例に関する条例

の一部を改正する条例の一

部を改正する条例

本会議  ･ 〃 貸付利率等に関する特例措置の適

用期間を１年間延長するもの。平

成 年４月１から施行

議 青梅市病院事業企業職員定

数条例の一部を改正する条

例

福祉文教 ･ 〃 医療の質の更なる向上を図るとと

もに、組織改正等による執行体制

の見直しの経過を踏まえ、病院事

業企業職員の定数を改めるもの。

平成 年４月１から施行

議 東京都後期高齢者医療広域

連合規約の一部を変更する

規約

本会議 ･ 〃 平成 年度分および平成 年度分

の後期高齢者医療の保険料を軽減

するため、その軽減にかかる経費

を、各市町村の一般財源から分賦

金として支弁するもの。平成 年

４月１から施行

議 公共下水道御岳山事業区域

連絡管整備工事にかかる契

約の変更について

総務企画 ･ 〃 平成 年６月 日に議決された議

案第 号「公共下水道御岳山事業

区域連絡管整備工事にかかる契約

の締結について」の契約金額を変

更するもの。

議 青梅市街路灯ＬＥＤ化事業

委託にかかる契約の変更に

ついて

〃 〃 〃 平成 年６月 日に議決された議

案第 号「青梅市街路灯ＬＥＤ化

事業委託にかかる契約の締結につ

いて」の契約金額を変更するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 大門２丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 沢井３丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 沢井３丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 沢井３丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 沢井３丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の一部廃止につい

て

〃 〃 〃 畑中３丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の一部廃止につい

て

〃 〃 〃 梅郷１丁目地内（市道廃止申請）
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議員 バリアフリー法の改正およ

びその円滑な施行を求める

意見書

本会議 ･ 原案可決 全国各地で一層のバリアフリー化

が進められる必要があるため、バ

リアフリー法の改正を求めるも

の。

平成 年４月臨時議会［４月３日］

議 青梅市新生涯学習施設（仮

称）新築工事にかかる契約の

締結について

総務企画 ･ 原案可決 鉄骨造、地下１階地上４階建て、

延べ面積 平方メートルの

青梅市新生涯学習施設（仮称）新

築工事にかかる契約を締結するも

の。

議 青梅市新生涯学習施設（仮

称）新築電気設備工事にかか

る契約の締結について

〃 〃 〃 青梅市新生涯学習施設（仮称）新

築にかかる各種電気設備工事の契

約を締結するもの。

議  青梅市新生涯学習施設（仮

称）新築機械設備工事にかか

る契約の締結について

〃 〃 〃 青梅市新生涯学習施設（仮称）新

築にかかる各種機械設備工事の契

約を締結するもの。

 
平成 年 ５月招集議会［５月 日］

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議  ･ 原案可決 松浦幸一 第４条第１項第３号該

当

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

平成 年 ６月定例議会［６月８日～６月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第１号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも１億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 青梅市議会議員および青梅

市長の選挙における選挙運

動の公費負担に関する条例

の一部を改正する条例

総務企画 〃 〃 公職選挙法および公職選挙法施行

令の改正に伴い、所要の規定の整

備を行うもの。条例中第１条の規

定は公布の日から、第２条の規定

は平成 年３月１日から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市市税条例等の一部を

改正する条例

総務企画 ･ 原案可決 地方税法等の一部を改正する法律

の施行に伴い、所要の規定の整備

を行うもの。

条例の区分に応じて定める日から

施行

生産性向上特別措置法（平成 年

法律第 号）の施行の日または改

正条例の公布の日のいずれか遅い

日

都市再生特別措置法等の一部を改

正する法律（平成 年法律第 号）

の施行の日または改正条例の公布

の日のいずれか遅い日

議 青梅市放課後児童健全育成

事業の設備および運営に関

する基準を定める条例の一

部を改正する条例

本会議 ･ 〃 放課後児童健全育成事業の設備及

び運営に関する基準の一部改正に

伴い、所要の規定の整備を行うも

の。公布の日から施行

議 市道路線の廃止について 環境建設 ･ 〃 日向和田１丁目地内（市道廃止申

請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 梅郷２丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 梅郷２丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 柚木町２丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今寺２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 梅郷５丁目地内（開発行為）

議 青梅市介護保険条例の一部

を改正する条例

本会議 〃 〃 介護保険法施行令の一部改正に伴

い、所要の規定の整備を行うもの。

平成 年８月１日から施行

平成 年 ９月定例議会［９月６日～ 月３日］ 
議 平成 年度青梅市一般会計

歳入歳出決算

予算決算 ･ 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％増、歳出は ％

減、歳入歳出差引残額である形式

収支は、 億 万円、翌年度へ

の繰越額を控除した実質収支は、

億 万円

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計歳入歳出決算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は ％減、歳出は ％

の減、実質収支は 億 万円

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計歳入歳出決算

環境建設 ･ 撤回承認 決算額は、歳入歳出とも 億

万円、前年度に比べ、歳入は ％

増、歳出は ％増

平 成 30 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議員 バリアフリー法の改正およ

びその円滑な施行を求める

意見書

本会議 ･ 原案可決 全国各地で一層のバリアフリー化

が進められる必要があるため、バ

リアフリー法の改正を求めるも

の。

平成 年４月臨時議会［４月３日］

議 青梅市新生涯学習施設（仮

称）新築工事にかかる契約の

締結について

総務企画 ･ 原案可決 鉄骨造、地下１階地上４階建て、

延べ面積 平方メートルの

青梅市新生涯学習施設（仮称）新

築工事にかかる契約を締結するも

の。

議 青梅市新生涯学習施設（仮

称）新築電気設備工事にかか

る契約の締結について

〃 〃 〃 青梅市新生涯学習施設（仮称）新

築にかかる各種電気設備工事の契

約を締結するもの。

議  青梅市新生涯学習施設（仮

称）新築機械設備工事にかか

る契約の締結について

〃 〃 〃 青梅市新生涯学習施設（仮称）新

築にかかる各種機械設備工事の契

約を締結するもの。

 
平成 年 ５月招集議会［５月 日］

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議  ･ 原案可決 松浦幸一 第４条第１項第３号該

当

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

平成 年 ６月定例議会［６月８日～６月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第１号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも１億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 青梅市議会議員および青梅

市長の選挙における選挙運

動の公費負担に関する条例

の一部を改正する条例

総務企画 〃 〃 公職選挙法および公職選挙法施行

令の改正に伴い、所要の規定の整

備を行うもの。条例中第１条の規

定は公布の日から、第２条の規定

は平成 年３月１日から施行



114 第２編　第１章　議案の議決状況

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計歳入歳出決

算

福祉文教 ･ 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、歳出

億 万円、前年度に比べ、歳入

は ％増、歳出は ％増、実質

収支は 万円

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計歳入歳出決算

〃 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入歳出とも ％増、実質収支は

億 万円

議 平成 年度青梅市モーター

ボート競走事業未処分利益

剰余金の処分および決算

総務企画 〃 原案可決

原案認定

収益的収支では、収入 億

万円、支出 億 万円、資本

的収支では、収入が 万円、支出

が 億 万円、一般会計への繰

出金は５億円

議 平成 年度青梅市病院事業

未処分利益剰余金の処分お

よび決算

福祉文教 〃 原案可決

原案認定

収益的収支では、医業収益が ％

増の 億 万円、病院事業収

益は ％増、一方、医業費用は

％増の 億 万円、病院事

業費用が ％増で、利益は

万円、資本的収支では、収入が 億

万円、支出が 億 万円、

不足額は損益勘定留保資金等で補

てん

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第２号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも 億 万円を増

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第１

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも２億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を増額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 青梅市情報公開条例 総務企画 ･ 〃 市民の知る権利を尊重し、何人に

も市政に関する公文書の公開を請

求する権利を保障するとともに、

市政に関する市の説明責任と公文

書の公開義務を明確化し、公文書

の定義を見直すほか、情報公開制

度の一層の充実を進めるため、青

梅市情報公開条例の全部改正を行

うもの。平成 年４月１日から施

行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市個人情報保護条例の

一部を改正する条例

総務企画 ･ 原案可決 行政機関の保有する個人情報の保

護に関する法律の改正を踏まえた

規定の見直しおよび青梅市情報公

開条例の全部改正に合わせた規定

の整備を行うもの。平成 年４月

１日から施行

議 青梅市情報公開・個人情報保

護運営審議会条例等の一部

を改正する条例

〃 〃 〃 青梅市情報公開条例の全部改正お

よび青梅市個人情報保護条例の一

部改正に伴い、関係条例について

所要の規定の整備を行うもの。平

成 年４月１日から施行

議 青梅市文化交流センター条

例

福祉文教 〃 〃 市民に文化活動および地域交流の

場を提供し、生涯にわたる学習活

動を総合的に支援することによ

り、生活文化の向上と生涯学習の

振興に寄与するため、青梅市文化

交流センターを設置するもの。

公布の日から起算して９月を超え

ない範囲内において委員会規則で

定める日から施行

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 梅郷１丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 畑中３丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 天ヶ瀬町地内（道路改修）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今井２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 師岡町１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 梅郷１丁目地内（開発行為）

議 青梅市教育委員会委員の任

命について

本会議 ･ 原案同意 大野容義

現委員の任期満了に伴い、委員を

任命するもの。

議 物品の買入れについて 総務企画 ･ 原案可決 青梅市立小・中学校校務支援シス

テムを購入するもの。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計歳入歳出決算

環境建設 〃 原案認定 決算額は、歳入歳出とも 億

万円、前年度に比べ、歳入は ％

増、歳出は ％増

議 青梅市教育委員会教育長の

任命について

本会議 〃 原案同意 岡田芳典

教育長を任命するため、議会の同

意を求めるもの。

委 学校施設や通学路における

ブロック塀等の安全性確保

を求める意見書

〃 〃 原案可決 国に対し、学校施設や通学路のブ

ロック塀等の総点検・調査、地方

自治体に対する技術的・財政的支

援、現状補助制度の弾力的な運用、

新たな補助制度の創設等を求める

もの。

平 成 30 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計歳入歳出決

算

福祉文教 ･ 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、歳出

億 万円、前年度に比べ、歳入

は ％増、歳出は ％増、実質

収支は 万円

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計歳入歳出決算

〃 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入歳出とも ％増、実質収支は

億 万円

議 平成 年度青梅市モーター

ボート競走事業未処分利益

剰余金の処分および決算

総務企画 〃 原案可決

原案認定

収益的収支では、収入 億

万円、支出 億 万円、資本

的収支では、収入が 万円、支出

が 億 万円、一般会計への繰

出金は５億円

議 平成 年度青梅市病院事業

未処分利益剰余金の処分お

よび決算

福祉文教 〃 原案可決

原案認定

収益的収支では、医業収益が ％

増の 億 万円、病院事業収

益は ％増、一方、医業費用は

％増の 億 万円、病院事

業費用が ％増で、利益は

万円、資本的収支では、収入が 億

万円、支出が 億 万円、

不足額は損益勘定留保資金等で補

てん

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第２号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも 億 万円を増

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第１

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも２億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を増額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 青梅市情報公開条例 総務企画 ･ 〃 市民の知る権利を尊重し、何人に

も市政に関する公文書の公開を請

求する権利を保障するとともに、

市政に関する市の説明責任と公文

書の公開義務を明確化し、公文書

の定義を見直すほか、情報公開制

度の一層の充実を進めるため、青

梅市情報公開条例の全部改正を行

うもの。平成 年４月１日から施

行



116 第２編　第１章　議案の議決状況

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

平成 年 月定例議会［ 月３日～ 月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第３号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも４億 万円を増額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第２

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 万円を減額し、

総額 億 万円にするもの。

議 青梅市組織条例の一部を改

正する条例

総務企画 〃 〃 青梅インターチェンジ周辺地区に

おける地区整備事業の円滑な推進

を支援するため、部を新設するほ

か、事務分掌の見直しを行うもの。

平成 年４月１日から施行

議 青梅市行政手続における特

定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律

にもとづく個人番号の利用

および特定個人情報の提供

に関する条例の一部を改正

する条例

〃 〃 〃 生活保護法の一部改正に伴い、地

方公共団体が条例で定めることに

より独自に個人番号を利用する事

務において利用し、または提供す

ることができる特定個人情報の範

囲を改めるもの。公布の日から施

行

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の一部を改正

する条例

〃 〃 〃 人事院勧告および東京都人事委員

会勧告を踏まえ、一般職の職員に

かかる給料表および期末手当等の

支給割合を改めるほか、宿日直手

当の見直しを行うもの。第１条の

規定は公布の日から、第２条の規

定は平成 年４月１日から施行

議 青梅市長等の給与に関する

条例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 人事院勧告および東京都人事委員

会勧告を踏まえ、市長、副市長お

よび教育長に支給する期末手当の

支給割合を改めるもの。第１条の

規定は公布の日から、第２条の規

定は平成 年４月１日から施行

議 青梅市議会議員の議員報酬

および費用弁償等に関する

条例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 人事院勧告および東京都人事委員

会勧告を踏まえ、市議会議員に支

給する期末手当の支給割合を改め

るもの。第１条の規定は公布の日

から、第２条の規定は平成 年４

月１日から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市一般職の任期付職員

の採用および給与の特例に

関する条例の一部を改正す

る条例

総務企画 ･ 原案可決 一般職の職員に支給する勤勉手当

の支給割合の見直しに合わせて、

特定任期付職員に支給する期末手

当の支給割合を改めるもの。第１

条の規定は公布の日から、第２条

の規定は平成 年４月１日から施

行

議 青梅市福祉センター条例の

一部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 青梅市公共施設等総合管理計画に

もとづく公共施設のあり方に関す

る検討結果を踏まえ、青梅市福祉

センターにおける事業および施設

の見直しを行うもの。平成 年４

月１日から施行

議 青梅市学童保育所条例の一

部を改正する条例

〃 〃 〃 青梅市第四学童保育所を青梅市立

第四小学校内に新たに設置し、現

行の施設を閉鎖するもの。平成

年４月１日から施行

議 青梅市しろまえ児童学園条

例を廃止する条例

〃 〃 〃 青梅市公共施設等総合管理計画に

もとづく公共施設のあり方に関す

る検討結果を踏まえ、青梅市しろ

まえ児童学園を廃止するもの。平

成 年４月１日から施行

議 青梅市健康センター条例の

一部を改正する条例

〃 〃 〃 青梅市公共施設等総合管理計画に

もとづく公共施設のあり方に関す

る検討結果を踏まえ、青梅市健康

センターにおける総合健康診査お

よび機能訓練を廃止するととも

に、健康センター長を廃止するも

の。平成 年４月１日から施行

議 青梅市墓地公園条例 環境建設 〃 〃 青梅市墓地公園内に新たに樹林墓

地を設置し、その使用等に関し必

要な事項を定めるとともに、区画

墓地の使用等に関する規定につい

て見直しを行い、条例の全部改正

を行うもの。平成 年４月１日か

ら施行

平 成 30 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

平成 年 月定例議会［ 月３日～ 月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第３号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも４億 万円を増額

し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第２

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 万円を減額し、

総額 億 万円にするもの。

議 青梅市組織条例の一部を改

正する条例

総務企画 〃 〃 青梅インターチェンジ周辺地区に

おける地区整備事業の円滑な推進

を支援するため、部を新設するほ

か、事務分掌の見直しを行うもの。

平成 年４月１日から施行

議 青梅市行政手続における特

定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律

にもとづく個人番号の利用

および特定個人情報の提供

に関する条例の一部を改正

する条例

〃 〃 〃 生活保護法の一部改正に伴い、地

方公共団体が条例で定めることに

より独自に個人番号を利用する事

務において利用し、または提供す

ることができる特定個人情報の範

囲を改めるもの。公布の日から施

行

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の一部を改正

する条例

〃 〃 〃 人事院勧告および東京都人事委員

会勧告を踏まえ、一般職の職員に

かかる給料表および期末手当等の

支給割合を改めるほか、宿日直手

当の見直しを行うもの。第１条の

規定は公布の日から、第２条の規

定は平成 年４月１日から施行

議 青梅市長等の給与に関する

条例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 人事院勧告および東京都人事委員

会勧告を踏まえ、市長、副市長お

よび教育長に支給する期末手当の

支給割合を改めるもの。第１条の

規定は公布の日から、第２条の規

定は平成 年４月１日から施行

議 青梅市議会議員の議員報酬

および費用弁償等に関する

条例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 人事院勧告および東京都人事委員

会勧告を踏まえ、市議会議員に支

給する期末手当の支給割合を改め

るもの。第１条の規定は公布の日

から、第２条の規定は平成 年４

月１日から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市公園条例等の一部を

改正する条例

環境建設 ･ 原案可決 青梅市公共施設等総合管理計画に

もとづく公共施設のあり方に関す

る検討結果を踏まえ、体育施設と

して設置している風の子・太陽の

子広場を公園施設として見直すほ

か、都市公園法施行令の一部改正

に伴い、都市公園に設ける運動施

設に関する基準を定めるもの。平

成 年４月１日から施行。第１条

中第１条の７の次に１条を加える

改正規定は、公布の日から施行

議 羽村市と青梅市との間にお

けるし尿処理に関する事務

委託に関する規約について

〃 〃 〃 青梅市し尿処理場基幹的設備改良

工事の完了に伴い、平成 年 月か

ら、羽村市からのし尿の最終処理

の委託を受けるために、協議によ

り規約を定めるもの。

議 青梅市福祉センターの指定

管理者の指定について

福祉文教 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、社会福祉法人

青梅市社会福祉協議会を指定管理

者とする。

議 青梅市学童保育所の指定管

理者の指定について

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、株式会社こど

もの森を指定管理者とする。

議 青梅市学童保育所の指定管

理者の指定について

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、社会福祉法人

青梅市社会福祉協議会を指定管理

者とする。

議 青梅市学童保育所の指定管

理者の指定について

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、知創株式会社

を指定管理者とする。

議 青梅市学童保育所の指定管

理者の指定について

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、株式会社モア

スマイルプロジェクトを指定管理

者とする。

議 青梅市自立センターの指定

管理者の指定について

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、社会福祉法人

青梅市社会福祉事業団を指定管理

者とする。

議 案 件 名 付託先 議 決 議決結果 議 案 の 内 容 等
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番 号 月 日

議 青梅市民斎場および青梅市

火葬場の指定管理者の指定

について

環境建設 ･ 原案可決 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、富士建物管

理・富士建設工業共同体、富士建

物管理株式会社、富士建設工業株

式会社を指定管理者とする。

議 青梅市総合体育館および青

梅市体育施設の指定管理者

の指定について

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、青梅市スポー

ツ施設運営パートナーズ、株式会

社フクシ・エンタープライズ、株

式会社ＮＴＴファシリティーズを

指定管理者とする。

議 青梅市新生涯学習施設（仮

称）新築工事にかかる契約の

変更について

総務企画 〃 〃 平成 年４月３日に議決された議

案第 号「青梅市新生涯学習施設

（仮称）新築工事にかかる契約の

締結について」の契約金額および

契約の期間を変更するもの。

議 青梅市新生涯学習施設（仮

称）新築電気設備工事にかか

る契約の変更について

〃 〃 〃 平成 年４月３日に議決された議

案第 号「青梅市新生涯学習施設

（仮称）新築電気設備工事にかか

る契約の締結について」の契約金

額および契約の期間を変更するも

の。

議 青梅市新生涯学習施設（仮

称）新築機械設備工事にかか

る契約の変更について

〃 〃 〃 平成 年４月３日に議決された議

案第 号「青梅市新生涯学習施設

（仮称）新築機械設備工事にかか

る契約の締結について」の契約金

額および契約の期間を変更するも

の。

議 青梅市公共下水道大柳汚水

中継ポンプ場改修事業業務

委託にかかる契約の変更に

ついて

〃 〃 〃 平成 年６月 日に議決された議

案第 号「青梅市公共下水道大柳

汚水中継ポンプ場改修事業業務委

託にかかる契約の締結について」

の契約金額を変更するもの。

議 公共下水道御岳山事業区域

連絡管整備工事にかかる契

約の変更について

〃 〃 〃 平成 年３月 日に議決された議

案第 号「公共下水道御岳山事業

区域連絡管整備工事にかかる契約

の変更について」の契約金額を変

更するもの。

議 和解および損害賠償額の決

定について

本会議 ･ 原案可決 平成 年９月８日付け土地売買契

約にもとづき売却した土地に埋設

されていた廃棄物の処分等につい

て、和解し、損害賠償の額を決定

するもの。

平 成 30 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市公園条例等の一部を

改正する条例

環境建設 ･ 原案可決 青梅市公共施設等総合管理計画に

もとづく公共施設のあり方に関す

る検討結果を踏まえ、体育施設と

して設置している風の子・太陽の

子広場を公園施設として見直すほ

か、都市公園法施行令の一部改正

に伴い、都市公園に設ける運動施

設に関する基準を定めるもの。平

成 年４月１日から施行。第１条

中第１条の７の次に１条を加える

改正規定は、公布の日から施行

議 羽村市と青梅市との間にお

けるし尿処理に関する事務

委託に関する規約について

〃 〃 〃 青梅市し尿処理場基幹的設備改良

工事の完了に伴い、平成 年 月か

ら、羽村市からのし尿の最終処理

の委託を受けるために、協議によ

り規約を定めるもの。

議 青梅市福祉センターの指定

管理者の指定について

福祉文教 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、社会福祉法人

青梅市社会福祉協議会を指定管理

者とする。

議 青梅市学童保育所の指定管

理者の指定について

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、株式会社こど

もの森を指定管理者とする。

議 青梅市学童保育所の指定管

理者の指定について

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、社会福祉法人

青梅市社会福祉協議会を指定管理

者とする。

議 青梅市学童保育所の指定管

理者の指定について

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、知創株式会社

を指定管理者とする。

議 青梅市学童保育所の指定管

理者の指定について

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、株式会社モア

スマイルプロジェクトを指定管理

者とする。

議 青梅市自立センターの指定

管理者の指定について

〃 〃 〃 平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの期間、社会福祉法人

青梅市社会福祉事業団を指定管理

者とする。

議 案 件 名 付託先 議 決 議決結果 議 案 の 内 容 等
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 和解および損害賠償額の決

定について

本会議 ･ 原案可決 平成 年９月８日付け土地売買契

約にもとづき売却した土地に埋設

されていた廃棄物の処分等につい

て、和解し、損害賠償の額を決定

するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 ･ 〃 上町地内（市道廃止申請）

議 市道路線の一部廃止につい

て

〃 〃 〃 友田町２丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町５丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 師岡町２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 師岡町２丁目地内（開発行為）

議 青梅市監査委員の選任につ

いて

本会議 ･ 原案同意 山﨑定利

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の一部を改正

する条例

総務企画 ･ 原案可決 東京都における一般業務等に従事

する職員に適用される給料表が見

直されることを踏まえ、同様の見

直しを行うもの。平成 年４月１

日から施行

議 物品の買入れについて 〃 〃 〃 青梅市文化交流センター活動室の

什器を購入するもの。

議 財産の無償譲渡について 〃 〃 〃 河辺町２丁目 番地の建物（河

辺町南自治会館）について、河辺

町１丁目自治会、河辺町２丁目自

治会および河辺町３丁目自治会に

無償譲渡するもの。

議員１ 森林環境税の活用に関する

意見書

本会議 〃 〃 東京都に対し、森林環境税および

森林環境譲与税に関して、東京都

民、東京都の森林のために活用さ

れるよう、また、林業従事者育成

の施策を強化するよう求めるも

の。

平成 年 ２月定例議会［２月 日～３月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

予算

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億円とするもの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計予算

環境建設 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計予算

〃 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市モーター

ボート競走事業会計予算

総務企画 ･ 原案可決 収益的収支の総額を、 億

万円、資本的収支の総額を、３億

万円とするもの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計予算

福祉文教 〃 〃 収益的収支の総額を、 億

万円、資本的収支（支出）の総額

を、 億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市一般会計

補正予算（第４号）

予算決算 ･ 〃 歳入歳出とも 万円を増額し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第３

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 万円を増額し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計補正予算（第１

号）

環境建設 〃 〃 歳入歳出とも５億 万円を減

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

１号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 万円を増額し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第２号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも 万円を減額し、

総額 億 万円にするもの。

議 平成 年度青梅市モーター

ボート競走事業会計補正予

算（第１号）

総務企画 〃 〃 収益的収支を 億 万円を増

額し、総額を 億 万円にす

るもの。

議 平成 年度青梅市病院事業

会計補正予算（第１号）

福祉文教 〃 〃 収益的収支をそれぞれ２億

万円増額し、収入は 億 万

円に、支出は 億 万円にす

るもの。また、資本的収支の収入

を 万円減額し、６億 万

円にするもの。

議 青梅市児童育成手当条例等

の一部を改正する条例

〃 ･ 〃 所得税法の一部改正に伴い、所要

の規定の整備を行うもの。公布の

日から施行

議 青梅市家庭的保育事業等の

設備および運営に関する基

準を定める条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準の一部改正に伴い、

所要の規定の整備を行うもの。公

布の日から施行

議 青梅市介護保険条例の一部

を改正する条例

〃 〃 〃 介護保険法第 条に規定する市町

村特別給付を実施するもの。平成

年４月１日から施行

議 青梅市融資資金利子補給条

例の臨時特例に関する条例

の一部を改正する条例の一

部を改正する条例

本会議 ･ 〃 貸付利率等に関する特例措置の適

用期間を１年間延長するもの。平

成 年４月１日から施行

平 成 30・31 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 和解および損害賠償額の決

定について

本会議 ･ 原案可決 平成 年９月８日付け土地売買契

約にもとづき売却した土地に埋設

されていた廃棄物の処分等につい

て、和解し、損害賠償の額を決定

するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 ･ 〃 上町地内（市道廃止申請）

議 市道路線の一部廃止につい

て

〃 〃 〃 友田町２丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町５丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 師岡町２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 師岡町２丁目地内（開発行為）

議 青梅市監査委員の選任につ

いて

本会議 ･ 原案同意 山﨑定利

現委員の任期満了に伴い、委員を

選任するもの。

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の一部を改正

する条例

総務企画 ･ 原案可決 東京都における一般業務等に従事

する職員に適用される給料表が見

直されることを踏まえ、同様の見

直しを行うもの。平成 年４月１

日から施行

議 物品の買入れについて 〃 〃 〃 青梅市文化交流センター活動室の

什器を購入するもの。

議 財産の無償譲渡について 〃 〃 〃 河辺町２丁目 番地の建物（河

辺町南自治会館）について、河辺

町１丁目自治会、河辺町２丁目自

治会および河辺町３丁目自治会に

無償譲渡するもの。

議員１ 森林環境税の活用に関する

意見書

本会議 〃 〃 東京都に対し、森林環境税および

森林環境譲与税に関して、東京都

民、東京都の森林のために活用さ

れるよう、また、林業従事者育成

の施策を強化するよう求めるも

の。

平成 年 ２月定例議会［２月 日～３月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

予算

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億円とするもの。

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計予算

環境建設 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計予算

〃 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市地区計画の区域内に

おける建築物の制限に関す

る条例

東青梅

１丁目

特 委

･ 原案可決 建築基準法第 条の２第１項の規

定にもとづき、地区計画の区域内

における建築物に関する制限を定

めるもの。平成 年４月１日から

施行

議 青梅市病院事業の設置等に

関する条例の一部を改正す

る条例

福祉文教 〃 〃 近年の入院患者数の動向を踏ま

え、一般病棟の数を改めるもの。

平成 年４月１日から施行

議 青梅市いじめの防止に関す

る条例の一部を改正する条

例

〃 〃 〃 重大事態への対処方法の見直しに

伴い、報告先に青梅市議会を追加

するもの。平成 年４月１日から

施行

議 都市計画道路３・５・５号線

等改修工事に伴う補償代行

工事にかかる契約の締結に

ついて

総務企画 〃 〃 都市計画道路３・５・５号線等改

修工事に伴う補償代行工事につい

て契約を締結するもの。

議 青梅市公共下水道（汚水）小

曾木事業区域整備事業業務

委託にかかる契約の変更に

ついて

〃 〃 〃 平成 年３月 日に議決された議

案第 号「青梅市公共下水道（汚

水）小曾木事業区域整備事業業務

委託にかかる契約の締結につい

て」の契約金額を変更するもの。

議 反訴の提起について 〃 〃 〃 青梅市を被告とする東京地方裁判

所立川支部平成 年（ワ）第

号損害賠償請求（交通）事件に関

し、反訴を提起するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 東青梅５丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 東青梅５丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 長淵６丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 長淵８丁目地内（道路改修）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 千ヶ瀬町１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 千ヶ瀬町１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 大門３丁目地内（開発行為）

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

本会議 ･ 原案同意 濱野孝之

委員の再選任

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

福祉文教 〃 〃 田中伸佳

現委員の任期満了に伴い、委員を

推薦するもの。

議 青梅市災害弔慰金の支給等

に関する条例の一部を改正

する条例

〃 ･ 原案可決 災害弔慰金の支給等に関する法律

および同法施行令の一部改正に伴

い、災害援護資金の貸付けにかか

る規定の一部を改めるもの。平成

年４月１日から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

委 青梅市議会委員会条例の一

部を改正する条例

本会議 ･ 原案可決 青梅市組織条例の一部改正に伴

い、常任委員会の所管を改めるも

の。平成 年４月１日から施行

平成 年 ４月臨時議会［４月 日］

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例

総務企画 ･ 〃 地方税法等の一部を改正する法律

の施行に伴い、個人市民税の寄付

金控除の見直しを行うもの。平成

年６月１日から施行

議 青梅市介護保険条例の一部

を改正する条例

福祉文教 〃 〃 介護保険法施行令の一部改正に伴

い、低所得者層の保険料減額賦課

にかかる保険料率を改めるもの。

公布の日から施行。平成 年４月

１日から適用

令和元年 ５月招集議会［５月 日］ 
※ 議長の選挙 本会議 ･ 選挙執行 久保富弘 久保 ・藤野３

※ 副議長の選挙 〃 〃 〃 山内公美子 山内 ・みねざき３

※ 議会運営委員の選任 〃 〃 選 任

※ 常任委員の選任 〃 〃 〃

※ 東京都十一市競輪事業組合

議会議員の選挙

〃 〃 選挙執行 鴻井伸二 結城守夫（指名推選）

※ 青梅、羽村地区工業用水道企

業団議会議員の選挙

〃 〃 〃 みねざき拓実 片谷洋夫 島﨑実

（指名推選）

※ 西多摩衛生組合議会議員の

選挙

〃 〃 〃 大勢待利明 湖城宣子 迫田晃樹

（指名推選）

※ 東京たま広域資源循環組合

議会議員の選挙

〃 〃 〃 鴨居孝泰（指名推選）

※ 東京都後期高齢者医療広域

連合議会議員候補者の推薦

の件

〃 〃 〃 野島資雄

議 青梅市監査委員の選任につ

いて

本会議 ･ 原案同意 鴻井伸二

新委員を選任するため、議会の同

意を得るもの。

令和元年 ６月定例議会［５月 日～６月 日］

議 令和元年度青梅市一般会計

補正予算（第１号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも２億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

平成31・令和元年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市地区計画の区域内に

おける建築物の制限に関す

る条例

東青梅

１丁目

特 委

･ 原案可決 建築基準法第 条の２第１項の規

定にもとづき、地区計画の区域内

における建築物に関する制限を定

めるもの。平成 年４月１日から

施行

議 青梅市病院事業の設置等に

関する条例の一部を改正す

る条例

福祉文教 〃 〃 近年の入院患者数の動向を踏ま

え、一般病棟の数を改めるもの。

平成 年４月１日から施行

議 青梅市いじめの防止に関す

る条例の一部を改正する条

例

〃 〃 〃 重大事態への対処方法の見直しに

伴い、報告先に青梅市議会を追加

するもの。平成 年４月１日から

施行

議 都市計画道路３・５・５号線

等改修工事に伴う補償代行

工事にかかる契約の締結に

ついて

総務企画 〃 〃 都市計画道路３・５・５号線等改

修工事に伴う補償代行工事につい

て契約を締結するもの。

議 青梅市公共下水道（汚水）小

曾木事業区域整備事業業務

委託にかかる契約の変更に

ついて

〃 〃 〃 平成 年３月 日に議決された議

案第 号「青梅市公共下水道（汚

水）小曾木事業区域整備事業業務

委託にかかる契約の締結につい

て」の契約金額を変更するもの。

議 反訴の提起について 〃 〃 〃 青梅市を被告とする東京地方裁判

所立川支部平成 年（ワ）第

号損害賠償請求（交通）事件に関

し、反訴を提起するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 東青梅５丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 東青梅５丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 長淵６丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 長淵８丁目地内（道路改修）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 千ヶ瀬町１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 千ヶ瀬町１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 大門３丁目地内（開発行為）

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

本会議 ･ 原案同意 濱野孝之

委員の再選任

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

福祉文教 〃 〃 田中伸佳

現委員の任期満了に伴い、委員を

推薦するもの。

議 青梅市災害弔慰金の支給等

に関する条例の一部を改正

する条例

〃 ･ 原案可決 災害弔慰金の支給等に関する法律

および同法施行令の一部改正に伴

い、災害援護資金の貸付けにかか

る規定の一部を改めるもの。平成

年４月１日から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市職員の勤務時間、休

日、休暇等に関する条例の一

部を改正する条例

総務企画 ･ 原案可決 働き方改革を推進するための関係

法律の整備に関する法律の施行お

よび人事院規則の改正を踏まえ、

職員の時間外勤務および休日勤務

に関する上限時間等について必要

な事項を定めるもの。公布の日か

ら施行。条例の規定は、平成 年

４月１日から適用

議 青梅市放課後児童健全育成

事業の設備および運営に関

する基準を定める条例の一

部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 放課後児童健全育成事業の設備及

び運営に関する基準の一部改正に

伴い、所要の規定の整備を行うも

の。公布の日から施行

議 青梅市家庭的保育事業等の

設備および運営に関する基

準を定める条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準の一部改正に伴い、

所要の規定の整備を行うもの。公

布の日から施行

議 青梅市下水道条例の一部を

改正する条例

環境建設 〃 〃 消費税法および地方税法の一部改

正により、令和元年 月１日から

引上げとなる消費税率および地方

消費税率の新税率の下水道使用料

への適用時期について、使用者間

の公平性を確保するため、特例措

置を設けるもの。令和元年 月１

日から施行

議 公共下水道御岳山事業区域

連絡管整備工事にかかる契

約の変更について

総務企画 〃 〃 平成 年 月 日に議決された議

案第 号「公共下水道御岳山事業

区域連絡管整備工事にかかる契約

の変更について」により変更した

契約金額を変更するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 日向和田１丁目地内（市道廃止申

請）

議 市道路線の一部廃止につい

て

〃 〃 〃 日向和田１丁目地内（市道廃止申

請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 日向和田３丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 日向和田３丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町５丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今井１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 野上町３丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 梅郷１丁目地内（開発行為）

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市職員の勤務時間、休

日、休暇等に関する条例の一

部を改正する条例

総務企画 ･ 原案可決 働き方改革を推進するための関係

法律の整備に関する法律の施行お

よび人事院規則の改正を踏まえ、

職員の時間外勤務および休日勤務

に関する上限時間等について必要

な事項を定めるもの。公布の日か

ら施行。条例の規定は、平成 年

４月１日から適用

議 青梅市放課後児童健全育成

事業の設備および運営に関

する基準を定める条例の一

部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 放課後児童健全育成事業の設備及

び運営に関する基準の一部改正に

伴い、所要の規定の整備を行うも

の。公布の日から施行

議 青梅市家庭的保育事業等の

設備および運営に関する基

準を定める条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準の一部改正に伴い、

所要の規定の整備を行うもの。公

布の日から施行

議 青梅市下水道条例の一部を

改正する条例

環境建設 〃 〃 消費税法および地方税法の一部改

正により、令和元年 月１日から

引上げとなる消費税率および地方

消費税率の新税率の下水道使用料

への適用時期について、使用者間

の公平性を確保するため、特例措

置を設けるもの。令和元年 月１

日から施行

議 公共下水道御岳山事業区域

連絡管整備工事にかかる契

約の変更について

総務企画 〃 〃 平成 年 月 日に議決された議

案第 号「公共下水道御岳山事業

区域連絡管整備工事にかかる契約

の変更について」により変更した

契約金額を変更するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 日向和田１丁目地内（市道廃止申

請）

議 市道路線の一部廃止につい

て

〃 〃 〃 日向和田１丁目地内（市道廃止申

請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 日向和田３丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 日向和田３丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町５丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今井１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 野上町３丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 梅郷１丁目地内（開発行為）
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 ･ 原案可決 工藤浩司 田中瑞穂 山﨑勝 山

本佳昭

第４条第１項第１号該当

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

委 精神障がい者に交通運賃割

引制度の適用を求める意見

書

〃 ･ 〃 国に対し、精神障がい者にも交通

運賃割引制度を適用するよう求め

るもの。

議員 天皇陛下の御即位に関する

賀詞決議

〃 〃 〃 青梅市議会として天皇陛下の御即

位に祝意を示すもの。

令和元年 ９月定例議会［９月４日～９月 日］

議 平成 年度青梅市一般会計

歳入歳出決算

予算決算 ･ 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は 増、歳出は 増、

歳入歳出差引残額である形式収支

は、９億 万円、翌年度への繰

越額を控除した実質収支は、８億

万円

議 平成 年度青梅市国民健康

保険特別会計歳入歳出決算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は 減、歳出は

減、実質収支は 万円

議 平成 年度青梅市下水道事

業特別会計歳入歳出決算

環境建設 〃 〃 決算額は、歳入歳出とも 億 万

円、前年度に比べ、歳入歳出とも

減

議 平成 年度青梅市後期高齢

者医療特別会計歳入歳出決

算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は 増、歳出は 増、実

質収支は 万円

議 平成 年度青梅市介護保険

特別会計歳入歳出決算

〃 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は 増、歳出は 増、実

質収支は 万円

議 平成 年度青梅市モーター

ボート競走事業未処分利益

剰余金の処分および決算

総務企画 〃 原案可決

原案認定

収益的収支では、収入 億

万円、支出 億 万円、資本

的収支では、収入が 万円、支

出が１億 万円、一般会計への

繰出金は９億円

令 和 元 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市職員の勤務時間、休

日、休暇等に関する条例の一

部を改正する条例

総務企画 ･ 原案可決 働き方改革を推進するための関係

法律の整備に関する法律の施行お

よび人事院規則の改正を踏まえ、

職員の時間外勤務および休日勤務

に関する上限時間等について必要

な事項を定めるもの。公布の日か

ら施行。条例の規定は、平成 年

４月１日から適用

議 青梅市放課後児童健全育成

事業の設備および運営に関

する基準を定める条例の一

部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 放課後児童健全育成事業の設備及

び運営に関する基準の一部改正に

伴い、所要の規定の整備を行うも

の。公布の日から施行

議 青梅市家庭的保育事業等の

設備および運営に関する基

準を定める条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準の一部改正に伴い、

所要の規定の整備を行うもの。公

布の日から施行

議 青梅市下水道条例の一部を

改正する条例

環境建設 〃 〃 消費税法および地方税法の一部改

正により、令和元年 月１日から

引上げとなる消費税率および地方

消費税率の新税率の下水道使用料

への適用時期について、使用者間

の公平性を確保するため、特例措

置を設けるもの。令和元年 月１

日から施行

議 公共下水道御岳山事業区域

連絡管整備工事にかかる契

約の変更について

総務企画 〃 〃 平成 年 月 日に議決された議

案第 号「公共下水道御岳山事業

区域連絡管整備工事にかかる契約

の変更について」により変更した

契約金額を変更するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 日向和田１丁目地内（市道廃止申

請）

議 市道路線の一部廃止につい

て

〃 〃 〃 日向和田１丁目地内（市道廃止申

請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 日向和田３丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 日向和田３丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町５丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今井１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 野上町３丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 梅郷１丁目地内（開発行為）

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市職員の勤務時間、休

日、休暇等に関する条例の一

部を改正する条例

総務企画 ･ 原案可決 働き方改革を推進するための関係

法律の整備に関する法律の施行お

よび人事院規則の改正を踏まえ、

職員の時間外勤務および休日勤務

に関する上限時間等について必要

な事項を定めるもの。公布の日か

ら施行。条例の規定は、平成 年

４月１日から適用

議 青梅市放課後児童健全育成

事業の設備および運営に関

する基準を定める条例の一

部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 放課後児童健全育成事業の設備及

び運営に関する基準の一部改正に

伴い、所要の規定の整備を行うも

の。公布の日から施行

議 青梅市家庭的保育事業等の

設備および運営に関する基

準を定める条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準の一部改正に伴い、

所要の規定の整備を行うもの。公

布の日から施行

議 青梅市下水道条例の一部を

改正する条例

環境建設 〃 〃 消費税法および地方税法の一部改

正により、令和元年 月１日から

引上げとなる消費税率および地方

消費税率の新税率の下水道使用料

への適用時期について、使用者間

の公平性を確保するため、特例措

置を設けるもの。令和元年 月１

日から施行

議 公共下水道御岳山事業区域

連絡管整備工事にかかる契

約の変更について

総務企画 〃 〃 平成 年 月 日に議決された議

案第 号「公共下水道御岳山事業

区域連絡管整備工事にかかる契約

の変更について」により変更した

契約金額を変更するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 日向和田１丁目地内（市道廃止申

請）

議 市道路線の一部廃止につい

て

〃 〃 〃 日向和田１丁目地内（市道廃止申

請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 日向和田３丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 日向和田３丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町５丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今井１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 野上町３丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 梅郷１丁目地内（開発行為）
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市病院事業

未処分利益剰余金の処分お

よび決算

福祉文教 ･ 原案可決

原案認定

収益的収支では、医業収益が

増の 億 万円、病院事業収

益は 増、また、医業費用は

％増の 億 万円、病院事

業費用が ％増で、純利益は 億

万円、資本的収支では、収入

が 億 万円、支出が 億

万円、不足額は損益勘定留保資金

等で補てん

議 令和元年度青梅市一般会計

補正予算（第２号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも９億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 令和元年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第１

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 万円を増額し、

総額 億 万円にするもの。

議 令和元年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を増額

し、総額 億 万円にするもの。

議 令和元年度青梅市モーター

ボート競走事業会計補正予

算（第１号）

総務企画 〃 〃 収益的収支を 億 万円を増

額し、総額を 億 万円にす

るもの。

議 青梅市職員の分限に関する

条例等の一部を改正する条

例

〃 ･ 〃 成年被後見人等の権利の制限に係

る措置の適正化等を図るための関

係法律の整備に関する法律により

地方公務員法の一部が改正された

ため、所要の規定の整備を行うも

の。令和元年 月 日から施行

議 青梅市太陽光発電設備の設

置にかかる行政財産の使用

料に関する条例の一部を改

正する条例

本会議 ･ 〃 工業標準化法の一部改正に伴い、

所要の規定の整備を行うもの。公

布の日から施行

議 青梅市森林環境整備等事業

基金条例

環境建設 ･ 〃 青梅市における、森林環境税及び

森林環境譲与税に関する法律によ

る森林環境整備等事業に必要な資

金に充てるため、青梅市森林環境

整備等事業基金を設置するもの。

公布の日から施行

議 青梅市市税条例等の一部を

改正する条例

総務企画 〃 〃 地方税法等の一部を改正する法律

の施行に伴い、個人市民税の非課

税措置の拡充、軽自動車税の環境

性能割の特例措置の適用および種

別割のグリーン化特例の見直し等

を行うほか、所要の規定の整備を

行うもの。公布の日から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市事務手数料条例の一

部を改正する条例

総務企画 ･ 原案可決 森林法の一部改正により、市町村

が統一的な基準にもとづき、森林

の土地の所有者や林地の境界に関

する情報などを整備・公表する林

地台帳制度が創設されたことに伴

い、林地台帳等の閲覧または交付

に関する手数料を定めるもの。令

和元年 月１日から施行

議 青梅市印鑑条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 住民基本台帳法施行令が一部改正

され、住民票において旧氏の記載

が可能となったことを踏まえ、所

要の規定の整備を行うもの。令和

元年 月５日から施行

議 青梅市災害弔慰金の支給等

に関する条例の一部を改正

する条例

本会議 ･ 〃 災害弔慰金の支給等に関する法律

および災害弔慰金の支給等に関す

る法律施行令の一部改正に伴い、

所要の規定の整備を行うもの。公

布の日から施行

議 青梅市生産緑地地区に定め

ることができる区域の規模

に関する条例

環境建設 ･ 〃 生産緑地法の規定にもとづき、青

梅市における生産緑地地区に定め

ることができる区域の規模につい

て定めるもの。令和元年 月１日

から施行

議 青梅市学校給食費の管理に

関する条例

福祉文教 〃 〃 学校給食法の規定にもとづき青梅

市立学校において実施する学校給

食にかかる学校給食費の管理に関

し、必要な事項を定めるもの。令

和２年４月１日から施行

議 青梅市街路灯 化事業委託

にかかる契約の変更につい

て

総務企画 〃 〃 平成 年３月 日に議決された議

案第 号「青梅市街路灯 化事

業委託にかかる契約の変更につい

て」により変更した契約金額を変

更するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 日向和田３丁目地内（市道廃止申

請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 日向和田３丁目地内（市道廃止申

請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 長淵１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 長淵１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 長淵１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町５丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今井２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 梅郷２丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 梅郷２丁目地内（開発行為）

令 和 元 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 平成 年度青梅市病院事業

未処分利益剰余金の処分お

よび決算

福祉文教 ･ 原案可決

原案認定

収益的収支では、医業収益が

増の 億 万円、病院事業収

益は 増、また、医業費用は

％増の 億 万円、病院事

業費用が ％増で、純利益は 億

万円、資本的収支では、収入

が 億 万円、支出が 億

万円、不足額は損益勘定留保資金

等で補てん

議 令和元年度青梅市一般会計

補正予算（第２号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも９億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 令和元年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第１

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 万円を増額し、

総額 億 万円にするもの。

議 令和元年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を増額

し、総額 億 万円にするもの。

議 令和元年度青梅市モーター

ボート競走事業会計補正予

算（第１号）

総務企画 〃 〃 収益的収支を 億 万円を増

額し、総額を 億 万円にす

るもの。

議 青梅市職員の分限に関する

条例等の一部を改正する条

例

〃 ･ 〃 成年被後見人等の権利の制限に係

る措置の適正化等を図るための関

係法律の整備に関する法律により

地方公務員法の一部が改正された

ため、所要の規定の整備を行うも

の。令和元年 月 日から施行

議 青梅市太陽光発電設備の設

置にかかる行政財産の使用

料に関する条例の一部を改

正する条例

本会議 ･ 〃 工業標準化法の一部改正に伴い、

所要の規定の整備を行うもの。公

布の日から施行

議 青梅市森林環境整備等事業

基金条例

環境建設 ･ 〃 青梅市における、森林環境税及び

森林環境譲与税に関する法律によ

る森林環境整備等事業に必要な資

金に充てるため、青梅市森林環境

整備等事業基金を設置するもの。

公布の日から施行

議 青梅市市税条例等の一部を

改正する条例

総務企画 〃 〃 地方税法等の一部を改正する法律

の施行に伴い、個人市民税の非課

税措置の拡充、軽自動車税の環境

性能割の特例措置の適用および種

別割のグリーン化特例の見直し等

を行うほか、所要の規定の整備を

行うもの。公布の日から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市教育委員会委員の任

命について

本会議 ･ 原案同意 百合陽子

現委員の任期満了に伴い、新委員

を任命するもの。

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

〃 〃 〃 守谷憲太郎

現委員の任期満了に伴い、現委員

を再度選任するもの。

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

〃 〃 〃 田邉幸司

現委員の任期満了に伴い、現委員

を再度推薦するもの。

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

〃 〃 〃 手塚幸子

現委員の任期満了に伴い、新委員

を推薦するもの。

議 地方公務員法及び地方自治

法の一部を改正する法律の

施行に伴う関係条例の整備

に関する条例

総務企画 ･ 原案可決 地方公務員法及び地方自治法の一

部を改正する法律の施行に伴い、

関係条例について所要の規定の整

備を行うもの。令和２年４月１日

から施行

議 青梅市会計年度任用職員の

報酬、費用弁償および期末手

当に関する条例

〃 〃 〃 地方公務員法第 条の２第１項第

１号に規定する会計年度任用職員

の報酬、費用弁償および期末手当

の額ならびにその支給方法につい

て必要な事項を定めるもの。令和

２年４月１日から施行

議 青梅市特定教育・保育施設お

よび特定地域型保育事業の

運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例

福祉文教 ･ 撤回承認 子ども・子育て支援法および特定

教育・保育施設及び特定地域型保

育事業の運営に関する基準の一部

改正に伴い、所要の規定の整備を

行うもの。令和元年９月 日撤回

承認

委 青梅市議会政務活動費の交

付に関する条例の一部を改

正する条例

本会議 ･ 原案可決 青梅市議会政務活動費の収支報告

書および証拠書類については、閲

覧請求によらず議会事務局の窓口

等で公表しているため、現状の取

扱いについて所要の整備をするも

の。公布の日から施行

令和元年 月定例議会［ 月９日～ 月 日］

議 令和元年度青梅市一般会計

補正予算（第３号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも６億 万３千円

を増額し、総額 億 万８千

円にするもの。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の一部を改正

する条例

総務企画 ･ 原案可決 人事院勧告および東京都人事委員

会勧告を踏まえ、一般職の職員に

支給する勤勉手当の支給割合を改

めるもの。第１条の規定は公布の

日から、第２条の規定は令和２年

４月１日から施行

議 青梅市長等の給与に関する

条例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 人事院勧告および東京都人事委員

会勧告を踏まえ、市長、副市長お

よび教育長に支給する期末手当の

支給割合を改めるもの。第１条の

規定は公布の日から、第２条の規

定は令和２年４月１日から施行

議 青梅市議会議員の議員報酬

および費用弁償等に関する

条例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 人事院勧告および東京都人事委員

会勧告を踏まえ、市議会議員に支

給する期末手当の支給割合を改め

るもの。第１条の規定は公布の日

から、第２条の規定は令和２年４

月１日から施行

議 青梅市一般職の任期付職員

の採用および給与の特例に

関する条例の一部を改正す

る条例

〃 〃 〃 一般職の職員に支給する勤勉手当

の支給割合の見直しに合わせて、

特定任期付職員に支給する期末手

当の支給割合を改めるもの。第１

条の規定は公布の日から、第２条

の規定は令和２年４月１日から施

行

議 青梅市印鑑条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 成年被後見人等の権利の制限に係

る措置の適正化等を図るための関

係法律の整備に関する法律の制定

を踏まえ、印鑑の登録資格にかか

る規定の見直しを行うもの。公布

の日から施行

議 青梅市地域保健福祉センタ

ー条例を廃止する条例

福祉文教 〃 〃 青梅市公共施設等総合管理計画に

もとづく公共施設のあり方に関す

る検討結果を踏まえ、青梅市地域

保健福祉センターを廃止するも

の。令和２年４月１日から施行

議 青梅市特定教育・保育施設お

よび特定地域型保育事業の

運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 子ども・子育て支援法および特定

教育・保育施設及び特定地域型保

育事業の運営に関する基準の一部

改正に伴い、所要の規定の整備を

行うもの。公布の日から施行

令 和 元 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市教育委員会委員の任

命について

本会議 ･ 原案同意 百合陽子

現委員の任期満了に伴い、新委員

を任命するもの。

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

〃 〃 〃 守谷憲太郎

現委員の任期満了に伴い、現委員

を再度選任するもの。

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

〃 〃 〃 田邉幸司

現委員の任期満了に伴い、現委員

を再度推薦するもの。

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

〃 〃 〃 手塚幸子

現委員の任期満了に伴い、新委員

を推薦するもの。

議 地方公務員法及び地方自治

法の一部を改正する法律の

施行に伴う関係条例の整備

に関する条例

総務企画 ･ 原案可決 地方公務員法及び地方自治法の一

部を改正する法律の施行に伴い、

関係条例について所要の規定の整

備を行うもの。令和２年４月１日

から施行

議 青梅市会計年度任用職員の

報酬、費用弁償および期末手

当に関する条例

〃 〃 〃 地方公務員法第 条の２第１項第

１号に規定する会計年度任用職員

の報酬、費用弁償および期末手当

の額ならびにその支給方法につい

て必要な事項を定めるもの。令和

２年４月１日から施行

議 青梅市特定教育・保育施設お

よび特定地域型保育事業の

運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例

福祉文教 ･ 撤回承認 子ども・子育て支援法および特定

教育・保育施設及び特定地域型保

育事業の運営に関する基準の一部

改正に伴い、所要の規定の整備を

行うもの。令和元年９月 日撤回

承認

委 青梅市議会政務活動費の交

付に関する条例の一部を改

正する条例

本会議 ･ 原案可決 青梅市議会政務活動費の収支報告

書および証拠書類については、閲

覧請求によらず議会事務局の窓口

等で公表しているため、現状の取

扱いについて所要の整備をするも

の。公布の日から施行

令和元年 月定例議会［ 月９日～ 月 日］

議 令和元年度青梅市一般会計

補正予算（第３号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも６億 万３千円

を増額し、総額 億 万８千

円にするもの。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市子ども・子育て支援法

の一部を改正する法律附則

第４条に規定する児童福祉

法第 条の２第１項に規定

する施設に関する経過措置

に関する条例

福祉文教 ･ 原案可決 子ども・子育て支援法の一部を改

正する法律附則第４条第２項の規

定にもとづき、児童福祉法第 条

の２第１項に規定する施設に関す

る経過措置に関し必要な事項を定

めるため、本条例を制定するもの。

令和２年１月１日から施行

議 青梅市営住宅条例等の一部

を改正する条例

環境建設 〃 〃 市営住宅への入居の円滑化を図る

ため、連帯保証人の規定を削除す

るとともに、公営住宅法の一部改

正に伴い、所要の規定の整備を行

うもの。令和２年４月１日から施

行

議 青梅市営共同利用工場条例

等の一部を改正する条例

〃 〃 撤回承認 成年被後見人等の権利の制限に係

る措置の適正化等を図るための関

係法律の整備に関する法律の制定

を踏まえ、成年被後見人等を理由

とする欠格規定を見直すほか、所

要の規定の整備を行うもの。令和

元年 月 日撤回承認

議 青梅市下水道事業の設置等

に関する条例

〃 〃 原案可決 地方公営企業法の規定にもとづ

き、青梅市下水道事業の設置およ

びその経営の基本等に関し必要な

事項を定めるため、本条例を制定

するもの。令和２年４月１日から

施行

議 青梅市病院事業の設置等に

関する条例の一部を改正す

る条例

病院建替

特 委

〃 〃 青梅市立総合病院の建替えに伴

い、病床数を改めるもの。

この条例による改正後の青梅市病

院事業の設置等に関する条例の規

定による病床数にかかる医療法

（昭和 年法律第 号）第 条の

規定にもとづく使用許可証の交付

を受けた日から施行

議 青梅駅自転車等駐車場、河辺

駅北口自転車等駐車場およ

び河辺駅南口自転車等駐車

場の指定管理者の指定につ

いて

環境建設 〃 〃 令和２年４月１日から令和５年３

月 日までの期間、友輪株式会社

を指定管理者とする。

議 都市計画道路３・５・５号線

等改修工事に伴う補償代行

工事にかかる契約の変更に

ついて

総務企画 〃 〃 平成 年３月 日に議決された議

案第 号「都市計画道路３・５・

５号線等改修工事に伴う補償代行

工事にかかる契約の締結につい

て」の契約期間を変更するもの。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 公共下水道御岳山事業区域

連絡管整備工事にかかる契

約の変更について

総務企画 ･ 原案可決 令和元年６月 日に議決された議

案第７号「公共下水道御岳山事業

区域連絡管整備工事にかかる契約

の変更について」により変更した

契約金額を変更するもの。

議 負担付き寄付の受納につい

て

〃 〃 〃 市の名誉市民である吉川英治氏の

活躍の記録を後世に残すため、吉

川英治記念館と館内に収蔵されて

いる自筆原稿、書籍、絵画等につ

いて、負担付きの寄付を受納する

もの。

議 市道路線の認定について 環境建設 〃 〃 東青梅６丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 大門１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今寺１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 師岡町４丁目地内（開発行為）

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 ･ 〃 吉田保雄

第４条第１項第３号該当

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

令和２年 ２月定例議会［２月 日～３月 日］

※ 東京都十一市競輪事業組合

議会議員の選挙

本会議 ･ 選挙執行 鴻井伸二 結城守夫 指名推選

議 令和２年度青梅市一般会計

予算

予算決算 〃 原案可決 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億円とするもの。

議 令和２年度青梅市国民健康

保険特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 令和２年度青梅市後期高齢

者医療特別会計予算

〃 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 令和２年度青梅市介護保険

特別会計予算

〃 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 令和２年度青梅市下水道事

業会計予算

環境建設 〃 〃 収益的収支の総額を、 億 万

円、資本的収支の収入を、９億

万円、支出を、 憶 万

円とするもの。

議 令和２年度青梅市モーター

ボート競走事業会計予算

総務企画 〃 〃 収益的収支の総額を、 億

万円、資本的収支の総額を、１億

万円とするもの。

議 令和２年度青梅市病院事業

会計予算

福祉文教 〃 〃 収益的収支の収入を、 億

万円、支出を、 億 万円と

し、資本的収支の収入を、 億

万円、支出を、 億 万円にす

るもの。

令 和 元・２ 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市子ども・子育て支援法

の一部を改正する法律附則

第４条に規定する児童福祉

法第 条の２第１項に規定

する施設に関する経過措置

に関する条例

福祉文教 ･ 原案可決 子ども・子育て支援法の一部を改

正する法律附則第４条第２項の規

定にもとづき、児童福祉法第 条

の２第１項に規定する施設に関す

る経過措置に関し必要な事項を定

めるため、本条例を制定するもの。

令和２年１月１日から施行

議 青梅市営住宅条例等の一部

を改正する条例

環境建設 〃 〃 市営住宅への入居の円滑化を図る

ため、連帯保証人の規定を削除す

るとともに、公営住宅法の一部改

正に伴い、所要の規定の整備を行

うもの。令和２年４月１日から施

行

議 青梅市営共同利用工場条例

等の一部を改正する条例

〃 〃 撤回承認 成年被後見人等の権利の制限に係

る措置の適正化等を図るための関

係法律の整備に関する法律の制定

を踏まえ、成年被後見人等を理由

とする欠格規定を見直すほか、所

要の規定の整備を行うもの。令和

元年 月 日撤回承認

議 青梅市下水道事業の設置等

に関する条例

〃 〃 原案可決 地方公営企業法の規定にもとづ

き、青梅市下水道事業の設置およ

びその経営の基本等に関し必要な

事項を定めるため、本条例を制定

するもの。令和２年４月１日から

施行

議 青梅市病院事業の設置等に

関する条例の一部を改正す

る条例

病院建替

特 委

〃 〃 青梅市立総合病院の建替えに伴

い、病床数を改めるもの。

この条例による改正後の青梅市病

院事業の設置等に関する条例の規

定による病床数にかかる医療法

（昭和 年法律第 号）第 条の

規定にもとづく使用許可証の交付

を受けた日から施行

議 青梅駅自転車等駐車場、河辺

駅北口自転車等駐車場およ

び河辺駅南口自転車等駐車

場の指定管理者の指定につ

いて

環境建設 〃 〃 令和２年４月１日から令和５年３

月 日までの期間、友輪株式会社

を指定管理者とする。

議 都市計画道路３・５・５号線

等改修工事に伴う補償代行

工事にかかる契約の変更に

ついて

総務企画 〃 〃 平成 年３月 日に議決された議

案第 号「都市計画道路３・５・

５号線等改修工事に伴う補償代行

工事にかかる契約の締結につい

て」の契約期間を変更するもの。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 令和元年度青梅市一般会計

補正予算（第４号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも４億 万円を増

額し、総額 億 万８千円に

するもの。

議 令和元年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第２

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも２億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 令和元年度青梅市下水道事

業特別会計補正予算（第１

号）

環境建設 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を減

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 令和元年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

１号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を増

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 令和元年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第２号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも 万円を増額し、

総額 億 万円にするもの。

議 令和元年度青梅市モーター

ボート競走事業会計補正予

算（第２号）

総務企画 〃 〃 収益的収支を 億 万円増額

し、総額を 億 万円にする

もの。

議 令和元年度青梅市病院事業

会計補正予算（第１号）

福祉文教 〃 〃 収益的収支をそれぞれ 億 万

円増額し、総額 億 万円と

し、資本的収支の収入を 万円

減額し、５億 万円に、支出を

億 万円増額し、 億 万円

にするもの。

議 青梅市病院事業会計におけ

る資本金の額の減少につい

て

〃 〃 〃 青梅市総合病院の建替えに伴い、

平成元年度法定伝染病予防事業に

対する都負担金により取得した病

院施設の財産処分にかかる当該負

担金を返還するため、資本金の額

を減少するもの。

議 地方自治法の一部改正に伴

う関係条例の整理に関する

条例

本会議 ･ 〃 地方自治法の一部改正に伴い、所

要の規定の整備を行うもの。令和

２年４月１日から施行

議 青梅市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例

福祉文教 ･ 〃 青梅市国民健康保険事業における

財政の安定化を図るため、国民健

康保険税の税率等を改定するも

の。令和２年４月１日から施行

議 青梅市融資資金利子補給条

例の臨時特例に関する条例

の一部を改正する条例の一

部を改正する条例

本会議 ･ 〃 青梅市融資資金利子補給条例の臨

時特例に関する条例の一部を改正

する条例により定められた貸付利

率等に関する特例措置の適用期間

を、１年間延長するもの。

令和２年４月１日から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市営共同利用工場条例

等の一部を改正する条例

環境建設 ･ 原案可決 成年被後見人等の権利の制限に係

る措置の適正化等を図るための関

係法律の整備に関する法律の制定

を踏まえ、成年被後見人等を理由

とする欠格規定を見直すほか、所

要の規定の整備を行うもの。公布

の日から施行

議 青梅都市計画下水道事業受

益者負担に関する条例の一

部を改正する条例

〃 〃 〃 御岳山地区の公共下水道の整備に

伴い、当該事業に要する費用の一

部に充てるため、都市計画法の規

定にもとづく受益者負担金を徴収

するもの。令和２年４月１日から

施行

議 青梅市体育施設条例の一部

を改正する条例

〃 〃 〃 東原公園水泳場およびわかぐさ公

園こどもプールの使用料の見直し

を行うほか、青梅市公共施設等総

合管理計画にもとづく公共施設の

あり方に関する検討結果を踏ま

え、休場中の釜の淵公園水泳場お

よび長淵水泳場を廃止するもの。

令和２年４月１日から施行

議 青梅市吉川英治記念館条例 福祉文教 〃 〃 青梅市名誉市民である吉川英治氏

の功績を次世代に継承するととも

に、市民の文化の向上および地域

の活性化に寄与するため、青梅市

吉川英治記念館を青梅市柚木町１

丁目 番地の１に設置する。公布

の日から起算して６月を超えない

範囲内において委員会規則で定め

る日から施行

議 東京都後期高齢者医療広域

連合規約の一部を変更する

規約

本会議 ･ 〃 後期高齢者医療保険料について、

保険料の軽減にかかる経費を各市

区町村の一般財源から分賦金とし

て支弁することとするため、規約

を変更するもの。令和２年４月１

日から施行

議 都市計画道路３・５・５号線

等改修工事に伴う補償代行

工事にかかる契約の変更に

ついて

総務企画 ･ 〃 令和元年 月 日に議決された議

案第 号「都市計画道路３・５・

５号線等改修工事に伴う補償代行

工事にかかる契約の変更につい

て」の契約金額を変更するもの。

令 和 ２ 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 令和元年度青梅市一般会計

補正予算（第４号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも４億 万円を増

額し、総額 億 万８千円に

するもの。

議 令和元年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第２

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも２億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 令和元年度青梅市下水道事

業特別会計補正予算（第１

号）

環境建設 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を減

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 令和元年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

１号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を増

額し、総額 億 万円にするも

の。

議 令和元年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第２号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも 万円を増額し、

総額 億 万円にするもの。

議 令和元年度青梅市モーター

ボート競走事業会計補正予

算（第２号）

総務企画 〃 〃 収益的収支を 億 万円増額

し、総額を 億 万円にする

もの。

議 令和元年度青梅市病院事業

会計補正予算（第１号）

福祉文教 〃 〃 収益的収支をそれぞれ 億 万

円増額し、総額 億 万円と

し、資本的収支の収入を 万円

減額し、５億 万円に、支出を

億 万円増額し、 億 万円

にするもの。

議 青梅市病院事業会計におけ

る資本金の額の減少につい

て

〃 〃 〃 青梅市総合病院の建替えに伴い、

平成元年度法定伝染病予防事業に

対する都負担金により取得した病

院施設の財産処分にかかる当該負

担金を返還するため、資本金の額

を減少するもの。

議 地方自治法の一部改正に伴

う関係条例の整理に関する

条例

本会議 ･ 〃 地方自治法の一部改正に伴い、所

要の規定の整備を行うもの。令和

２年４月１日から施行

議 青梅市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例

福祉文教 ･ 〃 青梅市国民健康保険事業における

財政の安定化を図るため、国民健

康保険税の税率等を改定するも

の。令和２年４月１日から施行

議 青梅市融資資金利子補給条

例の臨時特例に関する条例

の一部を改正する条例の一

部を改正する条例

本会議 ･ 〃 青梅市融資資金利子補給条例の臨

時特例に関する条例の一部を改正

する条例により定められた貸付利

率等に関する特例措置の適用期間

を、１年間延長するもの。

令和２年４月１日から施行



134 第２編　第１章　議案の議決状況

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 和解および損害賠償額の決

定について

本会議 ･ 原案可決 平成 年３月 日に市内で発生し

た庁用車による交通事故に関し、

東京地方裁判所立川支部から裁判

上の和解の提案を受けたことか

ら、和解し損害賠償の額を決定す

るもの。

議 市道路線の認定について 環境建設 ･ 〃 河辺町８丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 師岡町２丁目地内（開発行為）

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

本会議 ･ 原案同意 柳内敏久

委員の再任

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

〃 〃 〃 三輪 覺子

委員の再任

議 新型コロナウイルス感染症

拡大の防止対策に伴う多摩

川競走場臨時従事員の休業

手当の支給に関する条例

〃 ･ 原案可決 新型コロナウイルス感染症の感染

拡大防止のため、無観客開催を実

施することに伴い、多摩川競走場

臨時従事員に対し休業手当を支給

するため、条例を制定するもの。

公布の日から施行。令和２年２月

日から適用

令和２年 ５月招集議会［５月 日］

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第１号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも 億 万６千円を

追加し、総額 億 万６千円に

するもの。

議 青梅市国民健康保険新型コ

ロナウイルス感染症にかか

る傷病手当金の支給に関す

る条例

福祉文教 〃 〃 新型コロナウイルス感染症に感染

した青梅市の国民健康保険の被保

険者等にかかる傷病手当金の支給

に関し、必要な事項を定めるもの。

公布の日から施行。令和２年１月

１日から適用

ただし、第２条および第３条の規

定は、傷病手当金の支給を始める

日が同日から市規則で定める日ま

での間に属する場合に適用

議 青梅市介護保険条例の一部

を改正する条例

〃 〃 〃 介護保険法施行令の一部改正に伴

い、低所得層の保険料減額賦課に

かかる保険料率を改定するもの。

公布の日から施行。令和２年４月

１日から適用
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市長等の給与に関する

条例の特例に関する条例

本会議 ･ 原案可決 新型コロナウイルス感染症の感染

拡大により、休業要請等によって

深刻な影響を被っている市民およ

び市内事業者の状況を踏まえ、市

長、副市長および教育長の期末手

当の額を減額するもの。公布の日

から施行

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第２号）

予算決算 〃 〃 歳入歳出予算の款項の区分および

当該区分ごとの金額を補正するも

の。

議 青梅市新型コロナウイルス

対策助け合い基金条例

総務企画 〃 〃 新型コロナウイルス感染症によ

り、市民生活や地域経済等に多大

な影響が生じている状況の中、皆

で助け合いながら困難を克服する

ため、青梅市における市民生活の

支援、地域経済の回復および活性

化、医療提供体制の整備その他の

感染症への対策を図る事業に必要

な資金に充てるため、基金を設置

するもの。公布の日から施行

議員 青梅市議会議員の議員報酬

および費用弁償等に関する

条例の特例に関する条例

本会議 〃 〃 新型コロナウイルス感染防止対策

により、外出自粛や休業要請等に

よって深刻な影響を被っている、

市民ならびに市内事業者の状況を

踏まえ、議長、副議長および議員

の令和２年６月期の期末手当につ

いて、減額するもの。公布の日か

ら施行

令和２年 ６月定例議会［６月８日～６月 日］

議 青梅市議会議員その他非常

勤の職員の公務災害補償等

に関する条例の一部を改正

する条例

本会議 ･ 原案可決 地方公務員災害補償法施行規則の

一部改正に伴い、所要の規定の整

備を行うもの。障害補償年金およ

び遺族補償年金の支給停止に関す

る事項の算定に用いる利率を見直

すもの。公布の日から施行。令和

２年４月１日から適用

令 和 ２ 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 和解および損害賠償額の決

定について

本会議 ･ 原案可決 平成 年３月 日に市内で発生し

た庁用車による交通事故に関し、

東京地方裁判所立川支部から裁判

上の和解の提案を受けたことか

ら、和解し損害賠償の額を決定す

るもの。

議 市道路線の認定について 環境建設 ･ 〃 河辺町８丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 師岡町２丁目地内（開発行為）

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

本会議 ･ 原案同意 柳内敏久

委員の再任

議 人権擁護委員の候補者の推

薦について

〃 〃 〃 三輪 覺子

委員の再任

議 新型コロナウイルス感染症

拡大の防止対策に伴う多摩

川競走場臨時従事員の休業

手当の支給に関する条例

〃 ･ 原案可決 新型コロナウイルス感染症の感染

拡大防止のため、無観客開催を実

施することに伴い、多摩川競走場

臨時従事員に対し休業手当を支給

するため、条例を制定するもの。

公布の日から施行。令和２年２月

日から適用

令和２年 ５月招集議会［５月 日］

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第１号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも 億 万６千円を

追加し、総額 億 万６千円に

するもの。

議 青梅市国民健康保険新型コ

ロナウイルス感染症にかか

る傷病手当金の支給に関す

る条例

福祉文教 〃 〃 新型コロナウイルス感染症に感染

した青梅市の国民健康保険の被保

険者等にかかる傷病手当金の支給

に関し、必要な事項を定めるもの。

公布の日から施行。令和２年１月

１日から適用

ただし、第２条および第３条の規

定は、傷病手当金の支給を始める

日が同日から市規則で定める日ま

での間に属する場合に適用

議 青梅市介護保険条例の一部

を改正する条例

〃 〃 〃 介護保険法施行令の一部改正に伴

い、低所得層の保険料減額賦課に

かかる保険料率を改定するもの。

公布の日から施行。令和２年４月

１日から適用



136 第２編　第１章　議案の議決状況

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例

総務企画 ･ 原案可決 地方税法等の一部を改正する法律

の施行に伴い、所要の規定の整備

を行うもの。令和２年度税制改正

の内容を反映させるため、個人市

民税における未婚のひとり親に対

する税制上の措置および寡婦（寡

夫）控除の見直し等を行うものの

ほか、新型コロナウイルス感染症

およびその蔓延防止の措置が納税

者等に及ぼす影響の緩和を図るた

め、地方税法等の一部を改正する

法律の施行に伴い、徴収の猶予制

度等の特例措置を講じるもの。公

布の日から施行

議 青梅市放課後児童健全育成

事業の設備および運営に関

する基準を定める条例の一

部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 放課後児童健全育成事業の設備及

び運営に関する基準の一部改正に

伴い、所要の規定の整備を行うも

の。公布の日から施行

議 青梅市特定教育・保育施設お

よび特定地域型保育事業の

運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 特定教育・保育施設及び特定地域

型保育事業並びに特定子ども・子

育て支援施設等の運営に関する基

準の一部改正に伴い、所要の規定

の整備を行うもの。公布の日から

施行

議 青梅市家庭的保育事業等の

設備および運営に関する基

準を定める条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準の一部改正に伴い、

所要の規定の整備を行うもの。公

布の日から施行

議 青梅市有料自転車等駐車場

条例の一部を改正する条例

環境建設 〃 〃 東青梅駅周辺の放置自転車等対策

事業として実施していた東青梅駅

南口自転車等駐車場にかかる土地

の無償貸付けを解除したことに伴

い、当該駐車場を市営の有料自転

車等駐車場として設置するもの。

令和２年７月１日から施行

議 青梅市消防団員等公務災害

補償条例の一部を改正する

条例

本会議 ･ 〃 非常勤消防団員等に係る損害補償

の基準を定める政令の一部改正に

伴い、所要の規定の整備を行うも

の。公布の日から施行

令和２年４月１日から適用

議 東青梅駅北口自転車等駐車

場の指定管理者の指定につ

いて

環境建設 ･ 〃 令和２年７月１日から令和５年３

月 日までの期間、友輪株式会社

を指定管理者とする。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市吉川英治記念館の指

定管理者の指定について

福祉文教 ･ 原案可決 令和２年７月１日から令和７年３

月 日までの期間、株式会社フク

シ・エンタープライズを指定管理

者とする。

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 谷野地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 沢井１丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の一部廃止につい

て

〃 〃 〃 東青梅５丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 天ヶ瀬町地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 河辺町１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 河辺町６丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今寺１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町８丁目地内（開発行為）

議 青梅市農業委員会委員の任

命につき認定農業者等が委

員の過半数を占めることを

要しない場合の同意につい

て

〃 〃 原案同意 青梅市農業委員会委員の任命につ

き、農業委員会等に関する法律第

８条第５項ただし書の規定によ

り、認定農業者等が委員の過半数

を占めることを要しない場合とし

て、委員の少なくとも４分の１を

認定農業者等とするため、農業委

員会等に関する法律施行規則第２

条第２号の規定にもとづき、市議

会の同意を求めるもの。

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第３号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも 億 万７千円

を追加し、総額 億 万３千

円にするもの。

議 令和２年度青梅市病院事業

会計補正予算（第１号）

福祉文教 ･ 〃 収益的収入および支出の予定額を

それぞれ 億 万４千円増額

し、収入は 億 万７千円、

支出は 億 万９千円にする

もの。

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

本会議 〃 〃 鈴木清

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 森田泰夫

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 加藤仁志

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 梅田幸次

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

令 和 ２ 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例

総務企画 ･ 原案可決 地方税法等の一部を改正する法律

の施行に伴い、所要の規定の整備

を行うもの。令和２年度税制改正

の内容を反映させるため、個人市

民税における未婚のひとり親に対

する税制上の措置および寡婦（寡

夫）控除の見直し等を行うものの

ほか、新型コロナウイルス感染症

およびその蔓延防止の措置が納税

者等に及ぼす影響の緩和を図るた

め、地方税法等の一部を改正する

法律の施行に伴い、徴収の猶予制

度等の特例措置を講じるもの。公

布の日から施行

議 青梅市放課後児童健全育成

事業の設備および運営に関

する基準を定める条例の一

部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 放課後児童健全育成事業の設備及

び運営に関する基準の一部改正に

伴い、所要の規定の整備を行うも

の。公布の日から施行

議 青梅市特定教育・保育施設お

よび特定地域型保育事業の

運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 特定教育・保育施設及び特定地域

型保育事業並びに特定子ども・子

育て支援施設等の運営に関する基

準の一部改正に伴い、所要の規定

の整備を行うもの。公布の日から

施行

議 青梅市家庭的保育事業等の

設備および運営に関する基

準を定める条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準の一部改正に伴い、

所要の規定の整備を行うもの。公

布の日から施行

議 青梅市有料自転車等駐車場

条例の一部を改正する条例

環境建設 〃 〃 東青梅駅周辺の放置自転車等対策

事業として実施していた東青梅駅

南口自転車等駐車場にかかる土地

の無償貸付けを解除したことに伴

い、当該駐車場を市営の有料自転

車等駐車場として設置するもの。

令和２年７月１日から施行

議 青梅市消防団員等公務災害

補償条例の一部を改正する

条例

本会議 ･ 〃 非常勤消防団員等に係る損害補償

の基準を定める政令の一部改正に

伴い、所要の規定の整備を行うも

の。公布の日から施行

令和２年４月１日から適用

議 東青梅駅北口自転車等駐車

場の指定管理者の指定につ

いて

環境建設 ･ 〃 令和２年７月１日から令和５年３

月 日までの期間、友輪株式会社

を指定管理者とする。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

令和２年 ９月定例議会［９月１日～９月 日］

議 令和元年度青梅市一般会計

歳入歳出決算

予算決算 ･ 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は 増、歳出は 増、

歳入歳出差引残額である形式収支

は、８億 万円、翌年度への繰

越額を控除した実質収支は、７億

万円

議 令和元年度青梅市国民健康

保険特別会計歳入歳出決算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は 減、歳出は 減、

実質収支は１億 万円

議 令和元年度青梅市下水道事

業特別会計歳入歳出決算

環境建設 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は 減、歳出は 減、実

質収支は１億 万円

議 令和元年度青梅市後期高齢

者医療特別会計歳入歳出決

算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は 増、歳出は 増、実

質収支は 万円

議 令和元年度青梅市介護保険

特別会計歳入歳出決算

〃 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は 増、歳出は 増、実

質収支は 万円

議 令和元年度青梅市モーター

ボート競走事業未処分利益

剰余金の処分および決算

総務企画 〃 原案可決

原案認定

収益的収支では、収入 億

万円、支出 億 万円、資本的

収支では、収入が０円、支出が３

億 万円、一般会計への繰出金は

億円

議 令和元年度青梅市病院事業

決算

福祉文教 〃 原案認定 収益的収支では、医業収益が

増の 億 万円、病院事業収

益は 増、また、医業費用は

％増の 億 万円、病院事

業費用が ％増で、純損失が１億

万円、資本的収支では、収入

が５億 万円、支出が 億

万円、不足額は損益勘定留保

資金等で補てん

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第６号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも 億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 令和２年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第１

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

本会議 ･ 原案同意 石川雅章

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 森谷宏幸

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 町田五郎

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 八木克己

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 川鍋新一

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 川口勲

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 野村貞良

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 久保田正寿

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 小峰敏明

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 高野公男

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第４号）

予算決算 〃 〃 歳入歳出とも 万５千円を追

加し、総額 億 万８千円に

するもの。

令和２年 ７月臨時議会［７月 日］

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第５号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも５億 万３千円

を追加し、総額 億 万１千

円にするもの。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

令和２年 ９月定例議会［９月１日～９月 日］

議 令和元年度青梅市一般会計

歳入歳出決算

予算決算 ･ 原案認定 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は 増、歳出は 増、

歳入歳出差引残額である形式収支

は、８億 万円、翌年度への繰

越額を控除した実質収支は、７億

万円

議 令和元年度青梅市国民健康

保険特別会計歳入歳出決算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、

歳出 億 万円、前年度に比

べ、歳入は 減、歳出は 減、

実質収支は１億 万円

議 令和元年度青梅市下水道事

業特別会計歳入歳出決算

環境建設 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は 減、歳出は 減、実

質収支は１億 万円

議 令和元年度青梅市後期高齢

者医療特別会計歳入歳出決

算

福祉文教 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は 増、歳出は 増、実

質収支は 万円

議 令和元年度青梅市介護保険

特別会計歳入歳出決算

〃 〃 〃 決算額は、歳入 億 万円、歳

出 億 万円、前年度に比べ、

歳入は 増、歳出は 増、実

質収支は 万円

議 令和元年度青梅市モーター

ボート競走事業未処分利益

剰余金の処分および決算

総務企画 〃 原案可決

原案認定

収益的収支では、収入 億

万円、支出 億 万円、資本的

収支では、収入が０円、支出が３

億 万円、一般会計への繰出金は

億円

議 令和元年度青梅市病院事業

決算

福祉文教 〃 原案認定 収益的収支では、医業収益が

増の 億 万円、病院事業収

益は 増、また、医業費用は

％増の 億 万円、病院事

業費用が ％増で、純損失が１億

万円、資本的収支では、収入

が５億 万円、支出が 億

万円、不足額は損益勘定留保

資金等で補てん

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第６号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも 億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

議 令和２年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第１

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも１億 万円を増

額し、総額 億 万円にする

もの。

令 和 ２ 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

本会議 ･ 原案同意 石川雅章

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 森谷宏幸

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 町田五郎

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 八木克己

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 川鍋新一

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 川口勲

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 野村貞良

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 久保田正寿

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 小峰敏明

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 青梅市農業委員会委員の任

命について

〃 〃 〃 高野公男

委員を選任するため、議会の同意

を求めるもの。

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第４号）

予算決算 〃 〃 歳入歳出とも 万５千円を追

加し、総額 億 万８千円に

するもの。

令和２年 ７月臨時議会［７月 日］

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第５号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも５億 万３千円

を追加し、総額 億 万１千

円にするもの。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市準用河川流水占用料

等徴収条例の一部を改正す

る条例

環境建設 ･ 原案可決 東京都河川流水占用料等徴収条例

の一部改正に準じて流水占用料等

の額を改めるもの。令和３年４月

１日から施行

議 青梅市病院事業の設置等に

関する条例の一部を改正す

る条例

福祉文教 〃 〃 診療の充実を図るため、診療科目

の追加および廃止を行うもの。令

和２年 月１日から施行

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 木野下２丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今井１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 梅郷５丁目地内（開発行為）

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 ･ 〃 福島正文

第４条第１項第３号該当

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

議 青梅市教育委員会委員の任

命について

〃 〃 原案同意 稲葉恭子

委員を任命するため、議会の同意

を求めるもの。

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第７号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも７億 万円を増

額し、総額 億 万５千円にす

るもの。

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第８号）

本会議 ･ 〃 歳入歳出とも 万３千円を増

額し、総額 億 万８千円に

するもの。

議 令和 年度青梅市病院事業会

計補正予算（第３号）

〃 〃 〃 収益的収入支出とも 万３千

円を増額し、収益的収入総額を

億 万円、収益的支出総額を

億 万２千円にするもの。

議員  
 
 

新型コロナウイルス感染症

の影響に伴う地方財政の急

激な悪化に対し地方税財源

の確保を求める意見書

〃 〃 〃 国において、令和３年度地方財政

対策及び地方税制改正に向けた事

項の実現を要望するため、意見書

を提出するもの。

令和２年 月臨時議会［ 月 日］

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第９号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出ともに 万４千円を

追加し、総額を 億 万２千

円とする。

議 青梅市立小・中学校ＧＩＧＡ

スクール構想ネットワーク

環境整備業務委託にかかる

契約の締結について

〃 〃 〃 青梅市立小・中学校においてＧＩ

ＧＡスクール構想を実現する通信

ネットワーク環境を整備するた

め、ネットワーク機器の調達、設

計および設定ならびにネットワー

ク配線の敷設等の業務委託につい

て契約を締結する。

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 令和２年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

１号）

福祉文教 ･ 原案可決 歳入歳出とも 万円を増額し、

総額 億 万円にするもの。

議 令和２年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも 万円を増額し、

総額 億 万円にするもの。

議 令和２年度青梅市下水道事

業会計補正予算（第１号）

環境建設 〃 〃 収益的収支では収入支出とも３億

万円を増額し、総額 億

万円に、資本的収支では収入

支出とも 万円を増額し、総額

で収入９億 万円、支出 億

万円にするもの。

議 令和 年度青梅市病院事業会

計補正予算（第２号）

福祉文教 〃 〃 資本的収支の収入を１億 万

円増額し、総額 億 万円に、

支出を 万円増額し、総額 億

万円にするもの。

議 青梅市事務手数料条例の一

部を改正する条例

総務企画 ･ 〃 行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関す

る法律の一部改正に伴い、同法の

規定による通知カードが廃止され

たことから、所要の規定の整備を

行うもの。公布の日から施行

議 青梅市使用料等にかかる督

促および延滞金の徴収に関

する条例等の一部を改正す

る条例

本会議 ･ 〃 地方税法等の一部を改正する法律

により地方税にかかる延滞金を規

定する用語が見直されたことに準

じて、市の諸収入金における延滞

金の割合にかかる用語の見直しを

行うもの。令和３年１月１日から

施行

議 青梅市指定居宅介護支援等

の事業の人員および運営に

関する基準を定める条例の

一部を改正する条例

〃 〃 〃 指定居宅介護支援等の事業の人員

及び運営に関する基準および指定

居宅サービス等の事業の人員、設

備及び運営に関する基準等の一部

を改正する省令の一部改正に伴

い、所要の規定の整備を行うもの。

令和３年４月１日から施行。ただ

し、付則第２項の改正規定および

付則に第３項を加える改正規定

は、公布の日から施行

議 青梅市道路占用料等徴収条

例の一部を改正する条例

環境建設 ･ 〃 東京都道路占用料等徴収条例の一

部改正に準じて占用料の額を改め

るもの。令和３年４月１日から施

行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市準用河川流水占用料

等徴収条例の一部を改正す

る条例

環境建設 ･ 原案可決 東京都河川流水占用料等徴収条例

の一部改正に準じて流水占用料等

の額を改めるもの。令和３年４月

１日から施行

議 青梅市病院事業の設置等に

関する条例の一部を改正す

る条例

福祉文教 〃 〃 診療の充実を図るため、診療科目

の追加および廃止を行うもの。令

和２年 月１日から施行

議 市道路線の廃止について 環境建設 〃 〃 木野下２丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 今井１丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 梅郷５丁目地内（開発行為）

議 青梅市表彰条例にもとづく

表彰の執行について

本会議 ･ 〃 福島正文

第４条第１項第３号該当

規定に該当する者に対し、表彰を

執行するもの。

議 青梅市教育委員会委員の任

命について

〃 〃 原案同意 稲葉恭子

委員を任命するため、議会の同意

を求めるもの。

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第７号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出とも７億 万円を増

額し、総額 億 万５千円にす

るもの。

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第８号）

本会議 ･ 〃 歳入歳出とも 万３千円を増

額し、総額 億 万８千円に

するもの。

議 令和 年度青梅市病院事業会

計補正予算（第３号）

〃 〃 〃 収益的収入支出とも 万３千

円を増額し、収益的収入総額を

億 万円、収益的支出総額を

億 万２千円にするもの。

議員  
 
 

新型コロナウイルス感染症

の影響に伴う地方財政の急

激な悪化に対し地方税財源

の確保を求める意見書

〃 〃 〃 国において、令和３年度地方財政

対策及び地方税制改正に向けた事

項の実現を要望するため、意見書

を提出するもの。

令和２年 月臨時議会［ 月 日］

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第９号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出ともに 万４千円を

追加し、総額を 億 万２千

円とする。

議 青梅市立小・中学校ＧＩＧＡ

スクール構想ネットワーク

環境整備業務委託にかかる

契約の締結について

〃 〃 〃 青梅市立小・中学校においてＧＩ

ＧＡスクール構想を実現する通信

ネットワーク環境を整備するた

め、ネットワーク機器の調達、設

計および設定ならびにネットワー

ク配線の敷設等の業務委託につい

て契約を締結する。

令 和 ２ 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 令和２年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

１号）

福祉文教 ･ 原案可決 歳入歳出とも 万円を増額し、

総額 億 万円にするもの。

議 令和２年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも 万円を増額し、

総額 億 万円にするもの。

議 令和２年度青梅市下水道事

業会計補正予算（第１号）

環境建設 〃 〃 収益的収支では収入支出とも３億

万円を増額し、総額 億

万円に、資本的収支では収入

支出とも 万円を増額し、総額

で収入９億 万円、支出 億

万円にするもの。

議 令和 年度青梅市病院事業会

計補正予算（第２号）

福祉文教 〃 〃 資本的収支の収入を１億 万

円増額し、総額 億 万円に、

支出を 万円増額し、総額 億

万円にするもの。

議 青梅市事務手数料条例の一

部を改正する条例

総務企画 ･ 〃 行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関す

る法律の一部改正に伴い、同法の

規定による通知カードが廃止され

たことから、所要の規定の整備を

行うもの。公布の日から施行

議 青梅市使用料等にかかる督

促および延滞金の徴収に関

する条例等の一部を改正す

る条例

本会議 ･ 〃 地方税法等の一部を改正する法律

により地方税にかかる延滞金を規

定する用語が見直されたことに準

じて、市の諸収入金における延滞

金の割合にかかる用語の見直しを

行うもの。令和３年１月１日から

施行

議 青梅市指定居宅介護支援等

の事業の人員および運営に

関する基準を定める条例の

一部を改正する条例

〃 〃 〃 指定居宅介護支援等の事業の人員

及び運営に関する基準および指定

居宅サービス等の事業の人員、設

備及び運営に関する基準等の一部

を改正する省令の一部改正に伴

い、所要の規定の整備を行うもの。

令和３年４月１日から施行。ただ

し、付則第２項の改正規定および

付則に第３項を加える改正規定

は、公布の日から施行

議 青梅市道路占用料等徴収条

例の一部を改正する条例

環境建設 ･ 〃 東京都道路占用料等徴収条例の一

部改正に準じて占用料の額を改め

るもの。令和３年４月１日から施

行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 物品の買入れについて 予算決算 ･ 原案可決 青梅市立小・中学校学習用コンピ

ュータを購入する。

令和２年 月定例議会［ 月 日～ 月 日］

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第 号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出ともに４億 万４千円

を追加し、総額を 億 万６

千円とするもの。

議 令和２年度青梅市モーター

ボート競走事業会計補正予

算（第１号）

総務企画 〃 〃 収益的収入および支出予算の総額

にそれぞれ 億 万８千円を

追加し、補正後の予算の総額を、

収入支出それぞれ 億 万５

千円とするもの。

議 令和２年度青梅市病院事業

会計補正予算（第４号）

福祉文教 〃 〃 収益的収入予算の総額を 億

万２千円、支出予算の総額を

３億 万８千円減額し、予算の

総額を収入 億 万８千円、

支出 億 万４千円とするもの

また、資本的収入および支出予算

の総額をそれぞれ 万１千円

増額し、予算の総額を収入 億

万３千円、支出 億 万４

千円とするもの。

議 青梅市職員の勤務時間、休

日、休暇等に関する条例の一

部を改正する条例

総務企画 〃 〃 育児休業、介護休業等育児又は家

族介護を行う労働者の福祉に関す

る法律施行規則の一部改正に伴

い、短期の介護休暇の取得単位を

改めるほか、病気休暇の対象職員

を見直すとともに、所要の規定の

整備を行うもの。令和３年１月１

日から施行。ただし、第９条の２

第１項の改正規定は、公布の日か

ら施行

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 令和２年度までとされている都市

計画税の税率に関する特例措置に

ついて、その適用期間を延長する

もの。令和３年４月１日から施行

議 青梅市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 地方税法施行令の一部を改正する

政令の施行に伴い、国民健康保険

税の減額の対象となる世帯の減額

判定所得の見直し等を行うもの。

令和３年１月１日から施行
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市障がい者サポートセ

ンターの指定管理者の指定

について

福祉文教 ･ 原案可決 令和３年４月１日から令和８年３

月 日までの期間、特定非営利活

動法人青梅市障害者団体連合会

を指定管理者とする。

議 青梅市子育て支援センター

の指定管理者の指定につい

て

〃 〃 〃 令和３年４月１日から令和８年３

月 日までの期間、株式会社明日

香を指定管理者とする。

議 東青梅駅南口自転車等駐車

場の指定管理者の指定につ

いて

環境建設 〃 〃 令和３年１月１日から令和５年３

月 日までの期間、友輪株式会社

を指定管理者とする。

議 青梅市御岳山ふれあいセン

ターの指定管理者の指定に

ついて

福祉文教 〃 〃 令和３年４月１日から令和８年３

月 日までの期間、御岳山自治会

を指定管理とする。

議 青梅市図書館の指定管理者

の指定について

〃 〃 〃 令和３年４月１日から令和８年３

月 日までの期間、ＴＲＣ・オー

エンス青梅グループ（株式会社図

書館流通センター、株式会社オー

エンス）を指定管理者とする。

議 訴えの提起について 環境建設 〃 〃 市営住宅入居者に対し、当該市営

住宅の明渡しおよび滞納している

住宅使用料等の請求にかかる訴え

を提起するもの。

議 訴えの提起について 〃 〃 〃 市営住宅入居者に対し、当該市営

住宅の明渡しおよび滞納している

住宅使用料等の請求にかかる訴え

を提起するもの。

議 訴えの提起について 〃 〃 〃 市営住宅入居者に対し、当該市営

住宅の明渡しおよび滞納している

住宅使用料等の請求にかかる訴え

を提起するもの。

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 千ヶ瀬町４丁目地内（市道廃止申

請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 大門１丁目地内（市道廃止申請）

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

本会議 ･ 原案同意 安藤秀明

現委員の任期満了に伴い、現委員

を再度選任するもの。

議 青梅市一般職の職員の給与

に関する条例の一部を改正

する条例

〃 〃 原案可決 人事院勧告および東京都人事委員

会勧告を踏まえ、一般職の職員に

支給する期末手当の支給割合を改

めるもの。第１条の規定は公布の

日から、第２条の規定は令和３年

４月１日から施行

令 和 ２ 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 物品の買入れについて 予算決算 ･ 原案可決 青梅市立小・中学校学習用コンピ

ュータを購入する。

令和２年 月定例議会［ 月 日～ 月 日］

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第 号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出ともに４億 万４千円

を追加し、総額を 億 万６

千円とするもの。

議 令和２年度青梅市モーター

ボート競走事業会計補正予

算（第１号）

総務企画 〃 〃 収益的収入および支出予算の総額

にそれぞれ 億 万８千円を

追加し、補正後の予算の総額を、

収入支出それぞれ 億 万５

千円とするもの。

議 令和２年度青梅市病院事業

会計補正予算（第４号）

福祉文教 〃 〃 収益的収入予算の総額を 億

万２千円、支出予算の総額を

３億 万８千円減額し、予算の

総額を収入 億 万８千円、

支出 億 万４千円とするもの

また、資本的収入および支出予算

の総額をそれぞれ 万１千円

増額し、予算の総額を収入 億

万３千円、支出 億 万４

千円とするもの。

議 青梅市職員の勤務時間、休

日、休暇等に関する条例の一

部を改正する条例

総務企画 〃 〃 育児休業、介護休業等育児又は家

族介護を行う労働者の福祉に関す

る法律施行規則の一部改正に伴

い、短期の介護休暇の取得単位を

改めるほか、病気休暇の対象職員

を見直すとともに、所要の規定の

整備を行うもの。令和３年１月１

日から施行。ただし、第９条の２

第１項の改正規定は、公布の日か

ら施行

議 青梅市市税条例の一部を改

正する条例

〃 〃 〃 令和２年度までとされている都市

計画税の税率に関する特例措置に

ついて、その適用期間を延長する

もの。令和３年４月１日から施行

議 青梅市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例

福祉文教 〃 〃 地方税法施行令の一部を改正する

政令の施行に伴い、国民健康保険

税の減額の対象となる世帯の減額

判定所得の見直し等を行うもの。

令和３年１月１日から施行



144 第２編　第１章　議案の議決状況

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 令和３年度青梅市モーター

ボート競走事業会計予算

総務企画 ･ 原案可決 収益的収支の総額を、 億 万

円、資本的収支の収入を、 万

円、支出を、 万５千円とする

もの。

議 令和３年度青梅市病院事業

会計予算

福祉文教 〃 〃 収益的収支の収入を、 億

万６千円、支出を、 億 万

５千円とし、資本的収支の収入を、

億 万８千円、支出を、 億

万９千円とするもの。

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第 号）

予算決算 ･ 〃 歳入歳出とも 億 万３千円を

減額し、総額 億 万８千円

とするもの。

議 令和２年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第２

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 万４千円を減

額し、総額 億 万４千円と

するもの。

議 令和２年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

２号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも 万４千円を追

加し、総額 億 万７千円とす

るもの。

議 令和２年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第２号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも 万２千円を減額

し、総額 億 万円とするも

の。

議 令和２年度青梅市下水道事

業会計補正予算（第２号）

環境建設 〃 〃 収益的収支の総額を、 万９千

円増額し、資本的収支の収入を、

３億 万円減額、支出を、２億

万９千円減額するもの。

議 令和２年度青梅市モーター

ボート競走事業会計補正予

算（第２号）

総務企画 〃 〃 収益的収支の総額を、 億 万

３千円増額し、資本的収支の支出

を、 万円減額するもの。

議 令和２年度青梅市病院事業

会計補正予算（第５号）

福祉文教 〃 〃 収益的収支の収入を、 億 万

円増額、支出を、 億 万４千

円減額し、資本的収支の収入を、

万７千円減額、支出を、２億

万５千円減額するもの。

議 職員の服務の宣誓に関する

条例の一部を改正する条例

総務企画 ･ 〃 地方公務員法及び地方自治法の一

部を改正する法律の施行に伴い、

会計年度任用職員の服務の宣誓に

かかる規定を整備するほか、風水

害時等における職員の宣誓につい

て定めるとともに、宣誓書におけ

る押印を見直すもの。公布の日か

ら施行。ただし、第２条に第３項

を加える改正規定は令和３年４月

１日から施行

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市長等の給与に関する

条例の一部を改正する条例

本会議 ･ 原案可決 人事院勧告および東京都人事委員

会勧告を踏まえ、市長、副市長お

よび教育長に支給する期末手当の

支給割合を改めるもの。第１条の

規定は公布の日から、第２条の規

定は令和３年４月１日から施行

議 青梅市議会議員の議員報酬

および費用弁償等に関する

条例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 人事院勧告および東京都人事委員

会勧告を踏まえ、市議会議員に支

給する期末手当の支給割合を改め

るもの。第１条の規定は公布の日

から、第２条の規定は令和３年４

月１日から施行

議 青梅市一般職の任期付職員

の採用および給与の特例に

関する条例の一部を改正す

る条例

〃 〃 〃 一般職の職員に支給する期末手当

の支給割合の見直しに合わせて、

特定任期付職員に支給する期末手

当の支給割合を改めるもの。第１

条の規定は公布の日から、第２条

の規定は令和３年４月１日から施

行

議員 小・中学校における少人数学

級の実現を求める意見書

〃 ･ 〃 国および東京都において小・中学

校における少人数学級の実現を要

望するため、意見書を提出するも

の。

令和３年 １月臨時議会［１月 日］

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第 号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出ともに 億 万５千円

を追加し、総額 億 万１千

円とするもの。

令和３年 ２月定例議会［２月 日～３月 日］ 
議 令和３年度青梅市一般会計

予算

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億円とするもの。

議 令和３年度青梅市国民健康

保険特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 令和３年度青梅市後期高齢

者医療特別会計予算

〃 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万８千円とするもの。

議 令和３年度青梅市介護保険

特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万３千円とするもの。

議 令和３年度青梅市下水道事

業会計予算

環境建設 〃 〃 収益的収支の総額を、 億 万

９千円、資本的収支の収入を、 億

万８千円、支出を、 億

万１千円とするもの。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 令和３年度青梅市モーター

ボート競走事業会計予算

総務企画 ･ 原案可決 収益的収支の総額を、 億 万

円、資本的収支の収入を、 万

円、支出を、 万５千円とする

もの。

議 令和３年度青梅市病院事業

会計予算

福祉文教 〃 〃 収益的収支の収入を、 億

万６千円、支出を、 億 万

５千円とし、資本的収支の収入を、

億 万８千円、支出を、 億

万９千円とするもの。

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第 号）

予算決算 ･ 〃 歳入歳出とも 億 万３千円を

減額し、総額 億 万８千円

とするもの。

議 令和２年度青梅市国民健康

保険特別会計補正予算（第２

号）

福祉文教 〃 〃 歳入歳出とも 万４千円を減

額し、総額 億 万４千円と

するもの。

議 令和２年度青梅市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第

２号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも 万４千円を追

加し、総額 億 万７千円とす

るもの。

議 令和２年度青梅市介護保険

特別会計補正予算（第２号）

〃 〃 〃 歳入歳出とも 万２千円を減額

し、総額 億 万円とするも

の。

議 令和２年度青梅市下水道事

業会計補正予算（第２号）

環境建設 〃 〃 収益的収支の総額を、 万９千

円増額し、資本的収支の収入を、

３億 万円減額、支出を、２億

万９千円減額するもの。

議 令和２年度青梅市モーター

ボート競走事業会計補正予

算（第２号）

総務企画 〃 〃 収益的収支の総額を、 億 万

３千円増額し、資本的収支の支出

を、 万円減額するもの。

議 令和２年度青梅市病院事業

会計補正予算（第５号）

福祉文教 〃 〃 収益的収支の収入を、 億 万

円増額、支出を、 億 万４千

円減額し、資本的収支の収入を、

万７千円減額、支出を、２億

万５千円減額するもの。

議 職員の服務の宣誓に関する

条例の一部を改正する条例

総務企画 ･ 〃 地方公務員法及び地方自治法の一

部を改正する法律の施行に伴い、

会計年度任用職員の服務の宣誓に

かかる規定を整備するほか、風水

害時等における職員の宣誓につい

て定めるとともに、宣誓書におけ

る押印を見直すもの。公布の日か

ら施行。ただし、第２条に第３項

を加える改正規定は令和３年４月

１日から施行

令 和 ２・３ 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市長等の給与に関する

条例の一部を改正する条例

本会議 ･ 原案可決 人事院勧告および東京都人事委員

会勧告を踏まえ、市長、副市長お

よび教育長に支給する期末手当の

支給割合を改めるもの。第１条の

規定は公布の日から、第２条の規

定は令和３年４月１日から施行

議 青梅市議会議員の議員報酬

および費用弁償等に関する

条例の一部を改正する条例

〃 〃 〃 人事院勧告および東京都人事委員

会勧告を踏まえ、市議会議員に支

給する期末手当の支給割合を改め

るもの。第１条の規定は公布の日

から、第２条の規定は令和３年４

月１日から施行

議 青梅市一般職の任期付職員

の採用および給与の特例に

関する条例の一部を改正す

る条例

〃 〃 〃 一般職の職員に支給する期末手当

の支給割合の見直しに合わせて、

特定任期付職員に支給する期末手

当の支給割合を改めるもの。第１

条の規定は公布の日から、第２条

の規定は令和３年４月１日から施

行

議員 小・中学校における少人数学

級の実現を求める意見書

〃 ･ 〃 国および東京都において小・中学

校における少人数学級の実現を要

望するため、意見書を提出するも

の。

令和３年 １月臨時議会［１月 日］

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第 号）

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出ともに 億 万５千円

を追加し、総額 億 万１千

円とするもの。

令和３年 ２月定例議会［２月 日～３月 日］ 
議 令和３年度青梅市一般会計

予算

予算決算 ･ 原案可決 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億円とするもの。

議 令和３年度青梅市国民健康

保険特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万円とするもの。

議 令和３年度青梅市後期高齢

者医療特別会計予算

〃 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万８千円とするもの。

議 令和３年度青梅市介護保険

特別会計予算

福祉文教 〃 〃 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

億 万３千円とするもの。

議 令和３年度青梅市下水道事

業会計予算

環境建設 〃 〃 収益的収支の総額を、 億 万

９千円、資本的収支の収入を、 億

万８千円、支出を、 億

万１千円とするもの。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 和解および損害賠償額の決

定について

本会議 ･ 原案可決 庁用自転車の交通事故について、

相手方との間で和解の合意に達し

たため、和解および損害賠償額を

決定するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 ･ 〃 今寺３丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 裏宿町地内（市道廃止申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 大門２丁目地内（市道認定申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 大門３丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町５丁目地内（開発行為）

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

本会議 ･ 原案同意 武藤宏治

委員の再任

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

〃 〃 〃 品川真理

委員の再任

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

〃 〃 〃 小山章

委員の再任

議 青梅市国民健康保険新型コ

ロナウイルス感染症にかか

る傷病手当金の支給に関す

る条例の一部を改正する条

例

福祉文教 ･ 原案可決 新型インフルエンザ等対策特別措

置法の一部改正に伴い、所要の規

定の整備を行うもの。公布の日か

ら施行

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第 号）

予算決算 〃 〃 歳入歳出とも 億 万９千円

を追加し、総額を 億 万７

千円とするもの。

議 令和２年度青梅市病院事業

会計補正予算（第６号）

福祉文教 〃 〃 収益的収入および支出を 万

５千円減額し、収入総額を 億

万３千円、支出総額を 億

万５千円とするもの。

議 令和３年度青梅市一般会計

補正予算（第１号）

予算決算 〃 〃 歳入歳出とも 億 万円を減額

し、総額を 億 万円とするも

の。

議 青梅市職員退職手当支給条

例の一部を改正する条例

総務企画 〃 〃 職員の多様な働き方を支援すると

ともに、在職中の職責をより一層

反映させるため、退職手当の基本

額にかかる特例を設けるもの。公

布の日から施行

議 青梅市新型コロナウイルス

対策助け合い基金条例の一

部を改正する条例

新 型

コロナ

特 委

〃 〃 新型コロナウイルス感染症に関す

る交付金の基金への積立て、資金

の管理等を明確にするため、資金

の種類に応じた区分を設けるも

の。公布の日から施行

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第 号）

予算決算 〃 〃 歳入歳出とも 万５千円を追加

し、総額を 億 万２千円と

するもの。

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市職員の勤務時間、休

日、休暇等に関する条例の一

部を改正する条例

総務企画 ･ 原案可決 職員の仕事と介護の両立をより一

層支援するため、介護休暇等の対

象となる要介護者の範囲を拡大す

るもの。令和３年４月１日から施

行

議 青梅市吉川英治記念館事業

基金条例

福祉文教 〃 〃 青梅市吉川英治記念館の事業の充

実ならびに市民の文化の向上およ

び地域の活性化に寄与するため、

青梅市吉川英治記念館事業基金を

設置するもの。公布の日から施行

議 障がいのある人も障がいの

ない人もその人らしく暮ら

せる共生のまち青梅市条例

〃 〃 〃 障害を理由とする差別の解消の推

進に関する法律の趣旨を受け、障

害を理由とする差別を解消するこ

とに関する基本理念ならびにこの

基本理念にもとづく青梅市等の責

務と取組について必要な事項を定

めるもの。令和３年４月１日から

施行

議 青梅市介護保険条例の一部

を改正する条例

〃 〃 〃 令和３年度から令和５年度までの

介護保険料率を改定するととも

に、介護保険法施行令の一部改正

に伴い、所要の規定の整備を行う

もの。令和３年４月１日から施行

議 青梅市指定居宅介護支援等

の事業の人員および運営に

関する基準を定める条例等

の一部を改正する条例

〃 〃 〃 指定居宅介護支援等の事業の人員

及び運営に関する基準等の一部改

正に伴い、関係条例について、所

要の規定の整備を行うもの。令和

３年４月１日から施行

議 青梅市融資資金利子補給条

例の臨時特例に関する条例

の一部を改正する条例の一

部を改正する条例

本会議 ･ 〃 貸付利率等に関する特例措置の適

用期間を、１年間延長するもの。

令和３年４月１日から施行

議 青梅市消防団に関する条例

の一部を改正する条例

環境建設 ･ 〃 行政における手続きの簡素化を推

進するため、押印を廃止するほか、

所要の規定の整備を行うもの。公

布の日から施行

議 和解について 〃 〃 〃 青梅市道青 号線（青梅市大柳

町）補修工事に伴う費用負担につ

いて和解するもの。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 和解および損害賠償額の決

定について

本会議 ･ 原案可決 庁用自転車の交通事故について、

相手方との間で和解の合意に達し

たため、和解および損害賠償額を

決定するもの。

議 市道路線の廃止について 環境建設 ･ 〃 今寺３丁目地内（市道廃止申請）

議 市道路線の廃止について 〃 〃 〃 裏宿町地内（市道廃止申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 大門２丁目地内（市道認定申請）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 大門３丁目地内（開発行為）

議 市道路線の認定について 〃 〃 〃 新町５丁目地内（開発行為）

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

本会議 ･ 原案同意 武藤宏治

委員の再任

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

〃 〃 〃 品川真理

委員の再任

議 青梅市固定資産評価審査委

員会委員の選任について

〃 〃 〃 小山章

委員の再任

議 青梅市国民健康保険新型コ

ロナウイルス感染症にかか

る傷病手当金の支給に関す

る条例の一部を改正する条

例

福祉文教 ･ 原案可決 新型インフルエンザ等対策特別措

置法の一部改正に伴い、所要の規

定の整備を行うもの。公布の日か

ら施行

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第 号）

予算決算 〃 〃 歳入歳出とも 億 万９千円

を追加し、総額を 億 万７

千円とするもの。

議 令和２年度青梅市病院事業

会計補正予算（第６号）

福祉文教 〃 〃 収益的収入および支出を 万

５千円減額し、収入総額を 億

万３千円、支出総額を 億

万５千円とするもの。

議 令和３年度青梅市一般会計

補正予算（第１号）

予算決算 〃 〃 歳入歳出とも 億 万円を減額

し、総額を 億 万円とするも

の。

議 青梅市職員退職手当支給条

例の一部を改正する条例

総務企画 〃 〃 職員の多様な働き方を支援すると

ともに、在職中の職責をより一層

反映させるため、退職手当の基本

額にかかる特例を設けるもの。公

布の日から施行

議 青梅市新型コロナウイルス

対策助け合い基金条例の一

部を改正する条例

新 型

コロナ

特 委

〃 〃 新型コロナウイルス感染症に関す

る交付金の基金への積立て、資金

の管理等を明確にするため、資金

の種類に応じた区分を設けるも

の。公布の日から施行

議 令和２年度青梅市一般会計

補正予算（第 号）

予算決算 〃 〃 歳入歳出とも 万５千円を追加

し、総額を 億 万２千円と

するもの。

令 和 ３ 年

議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

議 青梅市職員の勤務時間、休

日、休暇等に関する条例の一

部を改正する条例

総務企画 ･ 原案可決 職員の仕事と介護の両立をより一

層支援するため、介護休暇等の対

象となる要介護者の範囲を拡大す

るもの。令和３年４月１日から施

行

議 青梅市吉川英治記念館事業

基金条例

福祉文教 〃 〃 青梅市吉川英治記念館の事業の充

実ならびに市民の文化の向上およ

び地域の活性化に寄与するため、

青梅市吉川英治記念館事業基金を

設置するもの。公布の日から施行

議 障がいのある人も障がいの

ない人もその人らしく暮ら

せる共生のまち青梅市条例

〃 〃 〃 障害を理由とする差別の解消の推

進に関する法律の趣旨を受け、障

害を理由とする差別を解消するこ

とに関する基本理念ならびにこの

基本理念にもとづく青梅市等の責

務と取組について必要な事項を定

めるもの。令和３年４月１日から

施行

議 青梅市介護保険条例の一部

を改正する条例

〃 〃 〃 令和３年度から令和５年度までの

介護保険料率を改定するととも

に、介護保険法施行令の一部改正

に伴い、所要の規定の整備を行う

もの。令和３年４月１日から施行

議 青梅市指定居宅介護支援等

の事業の人員および運営に

関する基準を定める条例等

の一部を改正する条例

〃 〃 〃 指定居宅介護支援等の事業の人員

及び運営に関する基準等の一部改

正に伴い、関係条例について、所

要の規定の整備を行うもの。令和

３年４月１日から施行

議 青梅市融資資金利子補給条

例の臨時特例に関する条例

の一部を改正する条例の一

部を改正する条例

本会議 ･ 〃 貸付利率等に関する特例措置の適

用期間を、１年間延長するもの。

令和３年４月１日から施行

議 青梅市消防団に関する条例

の一部を改正する条例

環境建設 ･ 〃 行政における手続きの簡素化を推

進するため、押印を廃止するほか、

所要の規定の整備を行うもの。公

布の日から施行

議 和解について 〃 〃 〃 青梅市道青 号線（青梅市大柳

町）補修工事に伴う費用負担につ

いて和解するもの。
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議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

委 青梅市議会会議規則の一部

を改正する規則

本会議 ･ 原案可決 男女にかかわらず多様な人材が活

躍しやすい環境を整える観点か

ら、議員の議会への欠席事由およ

び期間を明文化するとともに、議

会のデジタル化推進の一環とし

て、請願に当たっての押印の取扱

いを見直すほか、所要の規定の整

備を行うもの。公布の日から施行



議 案

番 号
件 名 付託先

議 決

月 日
議決結果 議 案 の 内 容 等

委 青梅市議会会議規則の一部

を改正する規則

本会議 ･ 原案可決 男女にかかわらず多様な人材が活

躍しやすい環境を整える観点か

ら、議員の議会への欠席事由およ

び期間を明文化するとともに、議

会のデジタル化推進の一環とし

て、請願に当たっての押印の取扱

いを見直すほか、所要の規定の整

備を行うもの。公布の日から施行

 

 

第 ２ 章

請願・陳情の議決状況 

 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注  
 

１ 「受理番号」欄における区分は、次のとおりである。  
請………請願  
陳………陳情  

２ 請願、陳情にかかる不採択理由等は、本章の末尾に

収録した。  
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受理

番号 
件 名

受理

月日
付 託

議決

月日
議決結果

平 成 年（４月～） 

請  コミュニティバス運行の早期実現を求

める請願

･ 総務企画 ･ 不採択

陳  米軍普天間飛行場移設の日米共同発表

の見直しを求める沖縄県議会決議を支

持し、日本政府に意見書提出を求める陳

情

･ ― ― 参考配付

･

陳  都民のための食肉処理場を整備するま

で八王子食肉処理場を存続させること

に関する陳情

･ 環境建設 ･ 趣旨採択

陳  災害時の緊急食糧として家畜を活用す

る仕組みの構築に関する陳情

･ 環境建設 ･ 不採択

陳  小学校に防災用ヘルメットを常備する

ことを求める陳情

･ 福祉文教 ･ 趣旨採択

陳  付属機関委員の中で市内在住の企業、団

体、市民から選任された委員への謝礼・

報奨金の支払いは、これを中止あるいは

減額する

･ 総務企画 ･ 不採択

陳  地方消費者行政を充実させるため、地方

消費者行政に対する国による実効的支

援を求める意見書を政府等に提出する

ことを求める陳情

･ 環境建設 ･ 趣旨採択

陳  議長に対して本会議での一般質問権を

担保するための陳情

･ 議会運営 ･ 不採択

陳  政務調査費収支報告書の中で報告され

るべき内容の見直に関する陳情

･ 議会運営 ･ 不採択

陳  一般質問通告書のコピーを質問内容の

資料として配布する陳情

･ 議会運営 ･ 不採択

陳  一般質問に続いて関連意見を許可する

陳情

･ 議会運営 ･ 不採択

陳  子ども・子育て新システムに対し、現行

保育制度の拡充を求める意見書提出を

求める陳情

･ ― ― 参考配付

･

平 成 23 年

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注  
 

１ 「受理番号」欄における区分は、次のとおりである。  
請………請願  
陳………陳情  

２ 請願、陳情にかかる不採択理由等は、本章の末尾に

収録した。  
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受理

番号 
件 名

受理

月日
付 託

議決

月日
議決結果

陳  平成 年７月５日、特別養護老人ホーム

御岳園で起きたケアワーカーによる勤

務中での包丁持ち出しの真相究明と、報

告義務を青梅市に自ら怠った件に対し、

調査を求める陳情

･ ― ― 参考配付

･

陳  フレッシュランド浴室内における人体

に有害な放射性トロンの存否確認を求

める陳情

･ ― ― 参考配付

･

陳  国民健康保険に関する陳情 ･ 福祉文教 ･ 一部不採択

陳  介護保険の改善に関する陳情 ･ 福祉文教 ･ 一部不採択

平 成 年 

陳  東京都に対して保育所の居室面積など

ひき下げた条例としないことの意見書

提出を求める陳情

･ 福祉文教 ･ 不採択

陳  「こころの健康を守り推進する基本法

（仮称）」の法制化を求める意見書提出

に関する陳情

･ 福祉文教 ･ 採択

陳  原爆問題に関する陳情 ･ 環境建設 ･ 不採択

陳  災害廃棄物に関する住民説明会の開催

を求める陳情

･ 環境建設 ･ 不採択

陳  青梅市情報公開条例の見直しに関する

陳情

･ ― ― 参考配付

･

陳  市民の為の放射能測定器（ベクレルモニ

ター）設置に関する陳情

･ 環境建設 ･ 不採択

陳  給食食材と青梅産食品の放射能検査に

関する陳情

･ 環境建設 ･ 不採択

陳  ・ 通達の順守を求める事に関する陳

情

･ ― ― 参考配付

･

陳  ・ 通達の強化を求める意見書の提出

に関する陳情

･ 福祉文教 ･ 不採択

陳  公立学校の教職員の政治活動の制限の

強化を求める意見書及び要望書の提出

に関する陳情

･ 福祉文教 ･ 不採択
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受理

番号 
件 名

受理

月日
付 託

議決

月日
議決結果

陳  東京都住宅供給公社家賃の見直しと引

き下げを求める意見書の提出に関する

陳情

･ ― ― 参考配付

･

平 成 年 

請  生活保護基準の引き下げ等に関する国

に意見書提出を求める請願

･ 福祉文教 ･ 不採択

請  介護保険制度の検討に関する国に意見

書提出を求める請願

･ 福祉文教 ･ 不採択

陳  政務調査費による新聞購読に関する陳

情

･ 議会運営 ･ 不採択

陳  議員発行の議会報告書等広報誌の閲覧に

関する陳情

･ 議会運営 ･ 不採択

陳  法令、条例と規則の関係を明らかにする

ことを求める件

･ ― ― 参考配付

（ ･

陳  「議員の紹介」の解明を求める件 ･ 議会運営 ･ 不採択

陳  政務活動費による図書購入に関し、金額

制限を設ける陳情

･ 議会運営 ･ 不採択

陳

 
成木川及び北小曾木川の環境保全に関

する陳情

･ 環境建設 ･ 採択

陳  「青梅市子ども家庭支援センター」に関

する陳情

･ 福祉文教 ･ 趣旨採択

陳  新聞への消費税軽減税率適用を求める

意見書の提出に関する陳情 
･  総務企画 ･ ･  採択 

陳  「容器包装リサイクル法を改正し、発生

抑制と再使用を促進するための法律の

制定を求める意見書」の採択を求める陳

情 

･  環境建設 ･  採択 

陳  平和事業において加害者の立場に立っ

た展示を求める陳情 
･  総務企画 ･  不採択 

陳  「地方自治法第 条改正についての意

見書提出」に関する陳情Ⅰ 
･  議会運営 ･ ･  不採択 

陳  「地方自治法第 条改正についての意

見書提出」に関する陳情Ⅱ 
･  議会運営 ･ ･  不採択 

平成23・24・25年

受理

番号 
件 名

受理

月日
付 託

議決

月日
議決結果

陳  平成 年７月５日、特別養護老人ホーム

御岳園で起きたケアワーカーによる勤

務中での包丁持ち出しの真相究明と、報

告義務を青梅市に自ら怠った件に対し、

調査を求める陳情

･ ― ― 参考配付

･

陳  フレッシュランド浴室内における人体

に有害な放射性トロンの存否確認を求

める陳情

･ ― ― 参考配付

･

陳  国民健康保険に関する陳情 ･ 福祉文教 ･ 一部不採択

陳  介護保険の改善に関する陳情 ･ 福祉文教 ･ 一部不採択

平 成 年 

陳  東京都に対して保育所の居室面積など

ひき下げた条例としないことの意見書

提出を求める陳情

･ 福祉文教 ･ 不採択

陳  「こころの健康を守り推進する基本法

（仮称）」の法制化を求める意見書提出

に関する陳情

･ 福祉文教 ･ 採択

陳  原爆問題に関する陳情 ･ 環境建設 ･ 不採択

陳  災害廃棄物に関する住民説明会の開催

を求める陳情

･ 環境建設 ･ 不採択

陳  青梅市情報公開条例の見直しに関する

陳情

･ ― ― 参考配付

･

陳  市民の為の放射能測定器（ベクレルモニ

ター）設置に関する陳情

･ 環境建設 ･ 不採択

陳  給食食材と青梅産食品の放射能検査に

関する陳情

･ 環境建設 ･ 不採択

陳  ・ 通達の順守を求める事に関する陳

情

･ ― ― 参考配付

･

陳  ・ 通達の強化を求める意見書の提出

に関する陳情

･ 福祉文教 ･ 不採択

陳  公立学校の教職員の政治活動の制限の

強化を求める意見書及び要望書の提出

に関する陳情

･ 福祉文教 ･ 不採択
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受理

番号 
件 名

受理

月日
付 託

議決

月日
議決結果

陳  「行政事件訴訟法第３条第２項修正に

ついての意見書提出」に関する陳情 
･  総務企画 ･ ･  不採択 

平 成 年 

陳  「『協同労働の協同組合法』の速やかな

る制定を求める意見書」採択を求める

陳情 

･  総務企画 ･  採択 

陳  ウイルス性肝炎患者に対する医療費助

成の拡充に関する陳情 
･  福祉文教 ･  採択 

陳  青梅市と鈴の音保育園が無償貸借契約

地に伴う紛糾事件解決に対する陳情 
･  ― ― 参考配付

･  
陳  青梅市プラネタリウム新設に関する陳

情 
･  福祉文教 ･  趣旨採択 

陳  手話言語法制定を求める意見書の提出

を求める陳情 
･  福祉文教 ･  採択 

陳  都市計画に伴う土地資産額課税に関す

る陳情 
･  ― ― 参考配付

･  
陳  年東京五輪のチケットを避難者に

優先配布を求める意見書の提出を求め

る陳情 

･  ― ― 参考配付

･  

陳  「労働者保護ルールの見直し反対に関

する意見書」の提出に関する陳情 
･  環境建設 ･  趣旨採択 

陳  「川内原発をはじめとする原発再稼働

に反対し廃炉とし、原発ゼロ政策への転

換及び再生可能エネルギーの普及促進

の意見書提出」を求める陳情 

･  環境建設 ･  不採択 

陳  子どもにとっての「子ども・子育て支援

新制度」とするための陳情書 
･  ― ― 参考配付

･  
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受理

番号 
件 名 

受理

月日 
付 託 

議決

月日 
議決結果 

平 成 年 

請  青梅市に「地域コミュニティ活性化」や、

中心となる「自治会等への参加促進」を

すすめるために、「活性化や応援する」

条例化も視野に入れた「検討委員会」・

「協議会」の早期設置実現を求める請願 

･  総務企画 ･

･  
継続審査

審議未了 

陳  プラネタリウム新設推進に関する陳情 ･  ― ― 参考配付

･  
陳  街灯光改善に関する陳情 ･  環境建設 ･  不採択 

平 成 年 定 例 会 

※平成 年 月招集議会から通年議会制を導入

 
陳  人種差別を扇動するヘイトスピーチを

禁止し処罰する法律の制定を求める意

見書提出を求める陳情 

･  総務企画 ･  趣旨採択 

陳  学童クラブでの障害児の弾力的な受け

入れができるよう見直しを求める陳情 
･  福祉文教 ･  採択

 
陳  おうめものづくり支援事業を市民が利

用しやすいように改善を求める陳情 
･  環境建設 ･  不採択 

陳  安全保障関連２法案の廃案を求める意

見書採択についての陳情 
･  総務企画 ･  不採択 

陳  青梅市議会議員政治倫理条例制定を求

める陳情 
･  議会運営 ･  不採択 

陳

の  
東京都住宅供給公社の継続家賃の引き

下げと修繕の充実および福祉施策の推

進のための青梅市と東京都住宅供給公

社の連携施策の実現を求める陳情 

･  環境建設 ･  趣旨採択 

陳

の  
東京都住宅供給公社の継続家賃の引き

下げと修繕の充実および福祉施策の推

進のための青梅市と東京都住宅供給公

社の連携施策の実現を求める陳情 
 

･  福祉文教 ･  趣旨採択 

平成25・26・27年

受理

番号 
件 名

受理

月日
付 託

議決

月日
議決結果

陳  「行政事件訴訟法第３条第２項修正に

ついての意見書提出」に関する陳情 
･  総務企画 ･ ･  不採択 

平 成 年 

陳  「『協同労働の協同組合法』の速やかな

る制定を求める意見書」採択を求める

陳情 

･  総務企画 ･  採択 

陳  ウイルス性肝炎患者に対する医療費助

成の拡充に関する陳情 
･  福祉文教 ･  採択 

陳  青梅市と鈴の音保育園が無償貸借契約

地に伴う紛糾事件解決に対する陳情 
･  ― ― 参考配付

･  
陳  青梅市プラネタリウム新設に関する陳

情 
･  福祉文教 ･  趣旨採択 

陳  手話言語法制定を求める意見書の提出

を求める陳情 
･  福祉文教 ･  採択 

陳  都市計画に伴う土地資産額課税に関す

る陳情 
･  ― ― 参考配付

･  
陳  年東京五輪のチケットを避難者に

優先配布を求める意見書の提出を求め

る陳情 

･  ― ― 参考配付

･  

陳  「労働者保護ルールの見直し反対に関

する意見書」の提出に関する陳情 
･  環境建設 ･  趣旨採択 

陳  「川内原発をはじめとする原発再稼働

に反対し廃炉とし、原発ゼロ政策への転

換及び再生可能エネルギーの普及促進

の意見書提出」を求める陳情 

･  環境建設 ･  不採択 

陳  子どもにとっての「子ども・子育て支援

新制度」とするための陳情書 
･  ― ― 参考配付

･  
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受理

番号 
件 名 

受理

月日 
付 託 

議決

月日 
議決結果 

陳  安全保障関連法案の慎重な審議と十分

な説明を求める意見書の採択に関する

陳情 

･  総務企画 ･  不採択 

陳  ネオニコチノイド系農薬の散布中止を

求める陳情 
･  環境建設 ･  不採択 

陳  青梅市のネオニコチノイド系農薬の散

布の中止を求める陳情 
･  ― ― 参考配付

･  
陳  青梅市のネオニコチノイド系農薬の散

布の中止を求める陳情 
･  ― ― 参考配付

･  
陳  年金積立金の専ら被保険者の利益のた

めの安全かつ確実な運用に関する意見

書（決議）の採択を求める陳情 

･  福祉文教 ･  趣旨採択 

陳  青梅市議会が国へ『プライマリバランス

０を目指す』必要性の経済学（金融論）

的・根拠を求める決議の議決を求める陳

情 

･ ･  ― ― 参考配付

・ ･  

陳  住民の健康増進と 東京オリンピッ

ク・パラリンピックにむけて受動喫煙防

止条例の早期制定を求める陳情 

･ ･  ― ― 参考配付

・ ･

 

平 成 年 定 例 会 

陳  青梅市における、バランスのとれた受動

喫煙防止対策を求める陳情 
･  ― ― 参考配付

･  
陳  青梅市における受動喫煙防止に関する

陳情 
･  福祉文教 ･  不採択 

陳  次世代の皆さんに喜んで頂けるものを

つくらせて頂きます 次世代のため、地

域社会発展に関する陳情 

･  ― ― 参考配付

･  

陳  政務活動費を後払い方式にすることを

求める陳情 
･  議会運営 ―  取下げ許可

・ ･  
陳  今井５丁目地内大型墓地建設計画に関

する陳情 
･  環境建設 ･  採択

 
陳  宗教法人浄弘寺による墓地建設計画（今

井五丁目 番１外３筆）に関する陳情 
･  環境建設 ･  採択
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受理

番号 
件 名 

受理

月日 
付 託 

議決

月日 
議決結果 

陳  青梅市がＮＵＭＯの適地調査を受け入

れ、調査結果を公表し、他自治体にも適

地調査を呼びかける事を求める陳情 

･  環境建設 ･ ･  不採択 

陳  精神障害者も心身障害者医療費助成制

度（マル障）の対象とすることについて

の陳情書 

･ ･  福祉文教 ･ ･  採択 

陳  介護保険制度の改善を国に求める陳情

 
･ ･  福祉文教 ･ ･  不採択 

陳  公共施設再編に伴う保健福祉センター

（東青梅・小曽木・沢井）の３施設の存

続と有効活用に関しての陳情 

･ ･  福祉文教 ･ ･  不採択 

平 成 年 定 例 会 

陳  「組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の

規制等に関する法律等の一部を改正す

る法律案（いわゆるテロ等準備罪）」の

強引な成立は止めて、慎重な審議を求め

る旨の意見書に関する陳情 

･  総務企画 ･  不採択 

陳  スケートボード練習場（アクションスポ

ーツ場）の設置を求める陳情 
･  総務企画 ･  趣旨採択 

陳  中央図書館内、紙コップコーヒーの持ち

込み禁止を求める陳情 
･  福祉文教 ･  不採択 

陳  青梅市営住宅条例第４条に規定する「入

居者の資格」の審査は、青梅市営住宅条

例第２条の「賃貸」契約の準備行為であ

るかについて、明らかにすることを求め

る件 

･ ･  ― ― 参考配付

･ ･  

平 成 年 定 例 会 

陳  続青梅市内の放射能汚染実態と環境保

全に関する陳情 
･

 
環境建設

 
･  不採択

 

陳  芸術家、創作者、アーティスト、支援制

度導入の陳情 
･

 
総務企画 ･  趣旨採択 

平成27・28・29・30年

受理

番号 
件 名 

受理

月日 
付 託 

議決

月日 
議決結果 

陳  安全保障関連法案の慎重な審議と十分

な説明を求める意見書の採択に関する

陳情 

･  総務企画 ･  不採択 

陳  ネオニコチノイド系農薬の散布中止を

求める陳情 
･  環境建設 ･  不採択 

陳  青梅市のネオニコチノイド系農薬の散

布の中止を求める陳情 
･  ― ― 参考配付

･  
陳  青梅市のネオニコチノイド系農薬の散

布の中止を求める陳情 
･  ― ― 参考配付

･  
陳  年金積立金の専ら被保険者の利益のた

めの安全かつ確実な運用に関する意見

書（決議）の採択を求める陳情 

･  福祉文教 ･  趣旨採択 

陳  青梅市議会が国へ『プライマリバランス

０を目指す』必要性の経済学（金融論）

的・根拠を求める決議の議決を求める陳

情 

･ ･  ― ― 参考配付

・ ･  

陳  住民の健康増進と 東京オリンピッ

ク・パラリンピックにむけて受動喫煙防

止条例の早期制定を求める陳情 

･ ･  ― ― 参考配付

・ ･

 

平 成 年 定 例 会 

陳  青梅市における、バランスのとれた受動

喫煙防止対策を求める陳情 
･  ― ― 参考配付

･  
陳  青梅市における受動喫煙防止に関する

陳情 
･  福祉文教 ･  不採択 

陳  次世代の皆さんに喜んで頂けるものを

つくらせて頂きます 次世代のため、地

域社会発展に関する陳情 

･  ― ― 参考配付

･  

陳  政務活動費を後払い方式にすることを

求める陳情 
･  議会運営 ―  取下げ許可

・ ･  
陳  今井５丁目地内大型墓地建設計画に関

する陳情 
･  環境建設 ･  採択

 
陳  宗教法人浄弘寺による墓地建設計画（今

井五丁目 番１外３筆）に関する陳情 
･  環境建設 ･  採択
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受理

番号 
件 名 

受理

月日 
付 託 

議決

月日 
議決結果 

陳  臓器移植の環境整備に関する意見書の

提出を求める陳情 
･

 
福祉文教

 
･

 
趣旨採択 

陳    ―

 
―

 
 

陳  東青梅市民センターの現在地での存続

を求める陳情 
･

 
環境建設

 

･

 

不採択

 

陳  東京都が定める「幼稚園類似の幼児施

設」を、他の市町村と同じように、青梅

市においても就園奨励費の対象として

定めていただくことについての陳情 

･

 
福祉文教

 

･

 

採択

 

陳  ケミコン跡地利活用構想の市民ホール

に関する陳情

 

･ ･

 
東青梅１ 
丁目地内 
諸事業用 
地等特別 

･ ･

 
趣旨採択

 

陳  青梅市議会は二元代表制を擁護維持で

安心する市民生活が行なわれるよう求

める陳情 

･ ･

 
福祉文教

 
･ ･

 
不採択

 
陳  公共施設再編に伴う高齢者センター及

び保健福祉センター（小曽木・沢井）の

３施設の 年までの存続に関しての

陳情 

･ ･

 
福祉文教

 
･ ･

 
不採択

 

陳  「青梅市議会憲章」策定の陳情 ･ ･

 
議会運営

 
･ ･

 
趣旨採択

 
陳  青梅市内の文化環境保全に関する陳情

 
･ ･

 
東青梅１ 
丁目地内 
諸事業用 
地等特別 

･ ･

 
趣旨採択

 

陳  アスベスト被害者補償基金制度の創設

と全面解決を国に働きかける意見書提

出を求める陳情 

･ ･

 
福祉文教

 

･ ･

 
趣旨採択

 

陳  介護保険制度の改善を求める意見書の

提出に関する陳情 
･ ･

 
福祉文教

 
･ ･

 
不採択

 

受理

番号 
件 名 

受理

月日 
付 託 

議決

月日 
議決結果 

陳  臓器移植の環境整備に関する意見書の

提出を求める陳情 
･

 
福祉文教

 
･

 
趣旨採択 

陳    ―

 
―

 
 

陳  東青梅市民センターの現在地での存続

を求める陳情 
･

 
環境建設

 

･

 

不採択

 

陳  東京都が定める「幼稚園類似の幼児施

設」を、他の市町村と同じように、青梅

市においても就園奨励費の対象として

定めていただくことについての陳情 

･

 
福祉文教

 

･

 

採択

 

陳  ケミコン跡地利活用構想の市民ホール

に関する陳情

 

･ ･

 
東青梅１ 
丁目地内 
諸事業用 
地等特別 

･ ･

 
趣旨採択

 

陳  青梅市議会は二元代表制を擁護維持で

安心する市民生活が行なわれるよう求

める陳情 

･ ･

 
福祉文教

 
･ ･

 
不採択

 
陳  公共施設再編に伴う高齢者センター及

び保健福祉センター（小曽木・沢井）の

３施設の 年までの存続に関しての

陳情 

･ ･

 
福祉文教

 
･ ･

 
不採択

 

陳  「青梅市議会憲章」策定の陳情 ･ ･

 
議会運営

 
･ ･

 
趣旨採択

 
陳  青梅市内の文化環境保全に関する陳情

 
･ ･

 
東青梅１ 
丁目地内 
諸事業用 
地等特別 

･ ･

 
趣旨採択

 

陳  アスベスト被害者補償基金制度の創設

と全面解決を国に働きかける意見書提

出を求める陳情 

･ ･

 
福祉文教

 

･ ･

 
趣旨採択

 

陳  介護保険制度の改善を求める意見書の

提出に関する陳情 
･ ･

 
福祉文教

 
･ ･

 
不採択
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受理

番号 
件 名 

受理

月日 
付 託 

議決

月日 
議決結果 

陳  後期高齢者医療の一部負担金の割合を

引き上げないよう求める意見書の提出

に関する陳情 

･ ･

 
福祉文教

 

･ ･

 
不採択

 

陳  黒沢採石場跡地土壌汚染問題の真相解

明を求める陳情 
･ ･

 
環境建設

 
･ ･

 
不採択

 
陳  東青梅ケミコン跡地に建設予定の市民

ホールに関する陳情

 

･ ･

 
東青梅１ 
丁目地内 
諸事業用 
地等特別 

･ ･

 
趣旨採択

 

令 和 元 年 定 例 会

陳 「一般質問通告書」全文を定例議会開催

前に開示する陳情

･ ― ― 参考配付

･

陳 青梅市議会憲章 議会基本条例 の喫緊

の制定に向けて

･ ― ― 参考配付

･

陳 スケートボードパークの設置を求める

陳情

･ ― ― 参考配付

･

陳 国会へ精神障がい者に交通運賃割引制

度を適用できる旨の意見書提出に関す

る陳情

･ 福祉文教 ･ 採択

陳 奥山等のスギ・ヒノキ放置人工林を、森

林環境譲与税で順次計画的に皆伐を進

め、天然林に戻すことを求める陳情

･ 環境建設 ･ 不採択

陳 「骨髄移植等によりワクチンの再接種

が必要となった方の接種費用助成制度

の創設」についての意見書を政府に提出

することを求める陳情

･ 福祉文教 ･ 趣旨採択

陳 請願権条例の制定を求める件 ･ ･ ― ― 参考配付

･ ･

令 和 ２ 年 定 例 会 

陳  青梅市内の中小事業者の支援・育成のた

めの給付金制度の創設を早急に求める

陳情書 

･

 

新型コロナ

ウイルス 
対策特別 

― 取下げ許可

（ ） 

平成30・31・令和元・２年

受理

番号 
件 名 

受理

月日 
付 託 

議決

月日 
議決結果 

陳  臓器移植の環境整備に関する意見書の

提出を求める陳情 
･

 
福祉文教

 
･

 
趣旨採択 

陳    ―

 
―

 
 

陳  東青梅市民センターの現在地での存続

を求める陳情 
･

 
環境建設

 

･

 

不採択

 

陳  東京都が定める「幼稚園類似の幼児施

設」を、他の市町村と同じように、青梅

市においても就園奨励費の対象として

定めていただくことについての陳情 

･

 
福祉文教

 

･

 

採択

 

陳  ケミコン跡地利活用構想の市民ホール

に関する陳情

 

･ ･

 
東青梅１ 
丁目地内 
諸事業用 
地等特別 

･ ･

 
趣旨採択

 

陳  青梅市議会は二元代表制を擁護維持で

安心する市民生活が行なわれるよう求

める陳情 

･ ･

 
福祉文教

 
･ ･

 
不採択

 
陳  公共施設再編に伴う高齢者センター及

び保健福祉センター（小曽木・沢井）の

３施設の 年までの存続に関しての

陳情 

･ ･

 
福祉文教

 
･ ･

 
不採択

 

陳  「青梅市議会憲章」策定の陳情 ･ ･

 
議会運営

 
･ ･

 
趣旨採択

 
陳  青梅市内の文化環境保全に関する陳情

 
･ ･

 
東青梅１ 
丁目地内 
諸事業用 
地等特別 

･ ･

 
趣旨採択

 

陳  アスベスト被害者補償基金制度の創設

と全面解決を国に働きかける意見書提

出を求める陳情 

･ ･

 
福祉文教

 

･ ･

 
趣旨採択

 

陳  介護保険制度の改善を求める意見書の

提出に関する陳情 
･ ･

 
福祉文教

 
･ ･

 
不採択

 

受理

番号 
件 名 

受理

月日 
付 託 

議決

月日 
議決結果 

陳  臓器移植の環境整備に関する意見書の

提出を求める陳情 
･

 
福祉文教

 
･

 
趣旨採択 

陳    ―

 
―

 
 

陳  東青梅市民センターの現在地での存続

を求める陳情 
･

 
環境建設

 

･

 

不採択

 

陳  東京都が定める「幼稚園類似の幼児施

設」を、他の市町村と同じように、青梅

市においても就園奨励費の対象として

定めていただくことについての陳情 

･

 
福祉文教

 

･

 

採択

 

陳  ケミコン跡地利活用構想の市民ホール

に関する陳情

 

･ ･

 
東青梅１ 
丁目地内 
諸事業用 
地等特別 

･ ･

 
趣旨採択

 

陳  青梅市議会は二元代表制を擁護維持で

安心する市民生活が行なわれるよう求

める陳情 

･ ･

 
福祉文教

 
･ ･

 
不採択

 
陳  公共施設再編に伴う高齢者センター及

び保健福祉センター（小曽木・沢井）の

３施設の 年までの存続に関しての

陳情 

･ ･

 
福祉文教

 
･ ･

 
不採択

 

陳  「青梅市議会憲章」策定の陳情 ･ ･

 
議会運営

 
･ ･

 
趣旨採択

 
陳  青梅市内の文化環境保全に関する陳情

 
･ ･

 
東青梅１ 
丁目地内 
諸事業用 
地等特別 

･ ･

 
趣旨採択

 

陳  アスベスト被害者補償基金制度の創設

と全面解決を国に働きかける意見書提

出を求める陳情 

･ ･

 
福祉文教

 

･ ･

 
趣旨採択

 

陳  介護保険制度の改善を求める意見書の

提出に関する陳情 
･ ･

 
福祉文教

 
･ ･

 
不採択
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受理

番号 
件 名

受理

月日
付 託

議決

月日
議決結果

陳  青梅市沢井二丁目 番地先のアスファ

ルトカーブの移設についての陳情 
･  環境建設 ･  不採択 

陳  安全・安心の医療・介護の実現と国民の

いのちと健康を守るための意見書の提

出に関する陳情 

･ ･ 福祉文教 ･ ･

 
不採択 

 

966
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〈請願・陳情の不採択理由等〉

〔平成 年〕

請 不採択理由 交通弱者対策に対するコミュニティバスの必要性の有無ということではなく、

その目的の一つとしてコミュニティバス等の手段があるということである。い

ろいろな方策がある中で、財政的にも継続可能であることを踏まえて、既存の

バス路線を含めて検討に入ったということである。これは、頓挫した後は何も

していないというような請願の趣旨とは状況が異なる。それは理解していると

言っている。そういう意味では、公共交通協議会で社会経済状況、また地域の

特性等を踏まえて、今まさにそのことを前提に協議を始めたというこの段階に

あって、このようなコミュニティバス等のものに限定した請願を議会として一

方的に採択してしまうと、かなり偏ったというか、幅の狭まった議論にならざ

るを得ないことをまず懸念している。今後、高齢化社会とか地域商店の活性化

については、公共交通等を含めて大きな体系の中で長期計画というものを計画

していかなければいけないという認識であるので、既に青梅市として公共交通

協議会等を立ち上げ、請願理由については既に具体的に取り組み始めている。

よって、本請願については不採択とする。

陳 趣旨採択理由 八王子市近隣の畜産農家にとっては便利な食肉処理場ではあるが、八王子市の

市街化区域にあり、平成 年から土地の貸付をしている。八王子市としても都

としても結論が出せない状況である。食肉処理場の必要性は理解するが、他市

の問題ということもある。よって、本陳情については趣旨採択とする。

陳 不採択理由 非常災害時は、芝浦と場では対応できない。また、八王子食肉処理場も電源

がなければ井戸水をくみ上げられない状況となること、及び建物が相当老朽化

している。よって、本陳情については不採択とする。

陳 趣旨採択理由 落下物に対する防災用ヘルメットの安全性を考えると、陳情の趣旨はよく理解

できるところであるが、防災ずきんの使いやすさ、身近に保管できること、揺

れがおさまった段階で安全な場所へ避難するようにしている。よって、本陳情

については趣旨採択とする。

陳 不採択理由 本陳情の趣旨は、市民と市民以外とを区分して、その区分に基づいて報償金

等の支払いの可否を行おうとするもので、その区分についてはおかしいと思う。

また、市民委員は善意の持ち主であるとしているが、それについての調査があ

ったわけでもなく、本陳情の文言から、換言すると市民以外の委員については

謝礼、報償金を目当てにするというふうにも読めてしまうので、この趣旨につ

いては賛同できない。次に、無報酬で来ていただく尊い方はもちろんであるが、

請願・陳情の不採択理由等

受理

番号 
件 名

受理

月日
付 託

議決

月日
議決結果

陳  青梅市沢井二丁目 番地先のアスファ

ルトカーブの移設についての陳情 
･  環境建設 ･  不採択 

陳  安全・安心の医療・介護の実現と国民の

いのちと健康を守るための意見書の提

出に関する陳情 

･ ･ 福祉文教 ･ ･

 
不採択 
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市内で事業を営んでいる方、どうしても仕事に時間を費やさなければ商売でき

ない方にも、ぜひ仕事を休んでいただき参加していただいて、貴重な意見、現

場の意見を市政に反映していただきたい。その対価として報償金、報酬をお支

払いすることは、決して報償金目当てで来ているとかというレベルの判断では

ないと考えるので、この趣旨についても賛成しかねる。さらに、法的な問題で

も、報償金に関しては辞退されている方も現にいることから、その思いも反映

でき、そういった機会もある。よって、本陳情については不採択とする。

陳 趣旨採択理由 地方消費者行政に対する実効ある支援ということで国から３年間の支援を受

け、青梅市としては、財政状況が厳しい中、この財源は消費者相談員の処遇改

善や備品購入、事業の実施と非常に有用性があったと思う。確かに、国から３

年間、継続的にこの経費を捻出していただいていることは大変ありがたいこと

であり、この陳情の趣旨も理解できるところであるが、やはりこの継続的な経

費の捻出は国にとっても非常に負担になっていく。青梅市においては、補助金

によって活用できてきた部分はクリアでき、今後も相談事業は継続、維持して

いくという説明もあり、陳情の趣旨は十分に理解する。よって、本陳情につい

ては趣旨採択とする。

陳 不採択理由 議長が一般質問をしてはいけないという制度上の拘束はない。議長といえど

も、市民から選ばれた議員として、そこにおける議員活動のすべての権利が

保障されている。一般質問もその大きな権利の一つで、市民に対する義務の

一つであると思う。しかし、議長が一般質問をしたときのメリット、デメリ

ットと、一般質問を差し控えたときのメリット、デメリットを考えた上で、

議長が議会運営上の大きな責任を担っていく立場から、質問をするより控え

たほうのメリットが大きいという議会のある意味での知恵で、この慣行が維

持されてきたと思う。現時点では、この議会の知恵である慣行を撤廃する特

殊事情が認められず、この陳情の趣旨に対しては、議長が質問をすべきであ

るということではなく、議長は質問を差し控えるべきである。よって、本陳

情については不採択とする。

陳 不採択理由 政務調査費は、地方自治法上、各自治体の条例及び条例施行規則、支出基準

に基づいて適正に支出していくことになっている。その条例等にのっとって

政務調査費を支出し、これを主としているが、現時点ではそれが必要にして

十分である。よって、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 一般質問通告書の要旨の記載については、長年の経験から何を書けば自分の

趣旨が伝わるかわかる者もいれば、発言する文言のほとんどを書く者もいる。

そういったこと全部を含めてコピーを配布するということは、換言すると文章
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によって判断されるということも出てくる。むしろ通告書の趣旨は、議場にお

ける答弁との食い違いがないように、また効率的に答弁が進むようにすること

であるので、さらに通告書に趣旨を含めた記載の方法の定めがない中で、通告

書そのものをそのままの形で一般の方にまで出すという、この陳情の提案には

反対である。よって、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 議会というのはさまざまな意見を持っている者の集合体である。陳情書のよ

うなことが許されると、一般質問の趣旨と同様の意見を持つ者とそうでない者

が、それぞれ際限なく論議を繰り返すということが起こり得る。一般質問をそ

れについての討論の場とすることは一般質問の趣旨ではないと考える。よって、

本陳情については不採択とする。

陳 一部不採択理由 本陳情の願意のうち、第２項目め及び第３項目めについては、青梅市議会申

し合わせ事項により参考配付となり、第１項目めのみ審査を行うこととした。

今回の改正によりサービスの選択肢が広がると考える。よって、本陳情につ

いては一部不採択とする。

〔平成 年〕

陳 不採択理由 原発を直ちに廃止というより、時間をかけて段階的に原発への依存を減らし、

最終的には原発に頼らない社会を構築していくということが重要だと思う。そ

の一つの方法として、省エネあるいは化石燃料の効率的な利用、太陽光などの

再生エネルギーの構築を図っていくことが大事だと思う。本陳情は、脱原発都

市を宣言してください、脱原発への取り組みを行ってくださいということが趣

旨であり、理解できかねる。よって、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 搬出前、搬出時及び焼却時の安全性が確認されていることから、青梅市民に

は影響がないと判断した。よって、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 特に市内の空間放射線量も安定しており、地産の食材の測定値も低い数値と

のことである。また、陳情 第６号の審査と重複する内容も含んでいる。よ

って、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 青梅市においては、該当する教職員はおらず、また、任命権者は東京都教育

委員会であるため、解雇や退職勧告について、青梅市議会が意見書を提出す

ることはふさわしくないと考える。よって、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 この陳情にあるように、法律を無視しての政治的活動ということであれば、

これは法律違反であるので、意見書や要望書を出す事態ではない。具体的にど

のような意見書等を出していいかも書かれておらず、内容を酌みかねる。よっ

て、本陳情については不採択とする。

によって判断されるということも出てくる。むしろ通告書の趣旨は、議場にお

ける答弁との食い違いがないように、また効率的に答弁が進むようにすること

であるので、さらに通告書に趣旨を含めた記載の方法の定めがない中で、通告

書そのものをそのままの形で一般の方にまで出すという、この陳情の提案には

反対である。よって、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 議会というのはさまざまな意見を持っている者の集合体である。陳情書のよ

うなことが許されると、一般質問の趣旨と同様の意見を持つ者とそうでない者

が、それぞれ際限なく論議を繰り返すということが起こり得る。一般質問をそ

れについての討論の場とすることは一般質問の趣旨ではないと考える。よって、

本陳情については不採択とする。

陳 一部不採択理由 本陳情の願意のうち、第２項目め及び第３項目めについては、青梅市議会申

し合わせ事項により参考配付となり、第１項目めのみ審査を行うこととした。

今回の改正によりサービスの選択肢が広がると考える。よって、本陳情につ

いては一部不採択とする。

〔平成 年〕

陳 不採択理由 原発を直ちに廃止というより、時間をかけて段階的に原発への依存を減らし、

最終的には原発に頼らない社会を構築していくということが重要だと思う。そ

の一つの方法として、省エネあるいは化石燃料の効率的な利用、太陽光などの

再生エネルギーの構築を図っていくことが大事だと思う。本陳情は、脱原発都

市を宣言してください、脱原発への取り組みを行ってくださいということが趣

旨であり、理解できかねる。よって、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 搬出前、搬出時及び焼却時の安全性が確認されていることから、青梅市民に

は影響がないと判断した。よって、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 特に市内の空間放射線量も安定しており、地産の食材の測定値も低い数値と

のことである。また、陳情 第６号の審査と重複する内容も含んでいる。よ

って、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 青梅市においては、該当する教職員はおらず、また、任命権者は東京都教育

委員会であるため、解雇や退職勧告について、青梅市議会が意見書を提出す

ることはふさわしくないと考える。よって、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 この陳情にあるように、法律を無視しての政治的活動ということであれば、

これは法律違反であるので、意見書や要望書を出す事態ではない。具体的にど

のような意見書等を出していいかも書かれておらず、内容を酌みかねる。よっ

て、本陳情については不採択とする。

によって判断されるということも出てくる。むしろ通告書の趣旨は、議場にお

ける答弁との食い違いがないように、また効率的に答弁が進むようにすること

であるので、さらに通告書に趣旨を含めた記載の方法の定めがない中で、通告

書そのものをそのままの形で一般の方にまで出すという、この陳情の提案には

反対である。よって、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 議会というのはさまざまな意見を持っている者の集合体である。陳情書のよ

うなことが許されると、一般質問の趣旨と同様の意見を持つ者とそうでない者

が、それぞれ際限なく論議を繰り返すということが起こり得る。一般質問をそ

れについての討論の場とすることは一般質問の趣旨ではないと考える。よって、

本陳情については不採択とする。

陳 一部不採択理由 本陳情の願意のうち、第２項目め及び第３項目めについては、青梅市議会申

し合わせ事項により参考配付となり、第１項目めのみ審査を行うこととした。

今回の改正によりサービスの選択肢が広がると考える。よって、本陳情につ

いては一部不採択とする。

〔平成 年〕

陳 不採択理由 原発を直ちに廃止というより、時間をかけて段階的に原発への依存を減らし、

最終的には原発に頼らない社会を構築していくということが重要だと思う。そ

の一つの方法として、省エネあるいは化石燃料の効率的な利用、太陽光などの

再生エネルギーの構築を図っていくことが大事だと思う。本陳情は、脱原発都

市を宣言してください、脱原発への取り組みを行ってくださいということが趣

旨であり、理解できかねる。よって、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 搬出前、搬出時及び焼却時の安全性が確認されていることから、青梅市民に

は影響がないと判断した。よって、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 特に市内の空間放射線量も安定しており、地産の食材の測定値も低い数値と

のことである。また、陳情 第６号の審査と重複する内容も含んでいる。よ

って、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 青梅市においては、該当する教職員はおらず、また、任命権者は東京都教育

委員会であるため、解雇や退職勧告について、青梅市議会が意見書を提出す

ることはふさわしくないと考える。よって、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 この陳情にあるように、法律を無視しての政治的活動ということであれば、

これは法律違反であるので、意見書や要望書を出す事態ではない。具体的にど

のような意見書等を出していいかも書かれておらず、内容を酌みかねる。よっ

て、本陳情については不採択とする。

請願・陳情の不採択理由等

市内で事業を営んでいる方、どうしても仕事に時間を費やさなければ商売でき

ない方にも、ぜひ仕事を休んでいただき参加していただいて、貴重な意見、現

場の意見を市政に反映していただきたい。その対価として報償金、報酬をお支

払いすることは、決して報償金目当てで来ているとかというレベルの判断では

ないと考えるので、この趣旨についても賛成しかねる。さらに、法的な問題で

も、報償金に関しては辞退されている方も現にいることから、その思いも反映

でき、そういった機会もある。よって、本陳情については不採択とする。

陳 趣旨採択理由 地方消費者行政に対する実効ある支援ということで国から３年間の支援を受

け、青梅市としては、財政状況が厳しい中、この財源は消費者相談員の処遇改

善や備品購入、事業の実施と非常に有用性があったと思う。確かに、国から３

年間、継続的にこの経費を捻出していただいていることは大変ありがたいこと

であり、この陳情の趣旨も理解できるところであるが、やはりこの継続的な経

費の捻出は国にとっても非常に負担になっていく。青梅市においては、補助金

によって活用できてきた部分はクリアでき、今後も相談事業は継続、維持して

いくという説明もあり、陳情の趣旨は十分に理解する。よって、本陳情につい

ては趣旨採択とする。

陳 不採択理由 議長が一般質問をしてはいけないという制度上の拘束はない。議長といえど

も、市民から選ばれた議員として、そこにおける議員活動のすべての権利が

保障されている。一般質問もその大きな権利の一つで、市民に対する義務の

一つであると思う。しかし、議長が一般質問をしたときのメリット、デメリ

ットと、一般質問を差し控えたときのメリット、デメリットを考えた上で、

議長が議会運営上の大きな責任を担っていく立場から、質問をするより控え

たほうのメリットが大きいという議会のある意味での知恵で、この慣行が維

持されてきたと思う。現時点では、この議会の知恵である慣行を撤廃する特

殊事情が認められず、この陳情の趣旨に対しては、議長が質問をすべきであ

るということではなく、議長は質問を差し控えるべきである。よって、本陳

情については不採択とする。

陳 不採択理由 政務調査費は、地方自治法上、各自治体の条例及び条例施行規則、支出基準

に基づいて適正に支出していくことになっている。その条例等にのっとって

政務調査費を支出し、これを主としているが、現時点ではそれが必要にして

十分である。よって、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 一般質問通告書の要旨の記載については、長年の経験から何を書けば自分の

趣旨が伝わるかわかる者もいれば、発言する文言のほとんどを書く者もいる。

そういったこと全部を含めてコピーを配布するということは、換言すると文章
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〔平成 年〕

請 不採択理由 請願には、「生活保護基準の引き下げは、わたくしたち国民生活に密着する

諸々の制度に大きな影響を及ぼすことになります。」とあるが、国はできる限

り影響が及ばないよう対応することを基本的な考え方としており、事実と異な

る部分があることから、意見書を提出すべきではないと考える。よって、本請

願については不採択とする。

請 不採択理由 全国市長会から介護保険制度に関する重点提言が既に提出されており、その

重点提言と請願書の内容が異なっている。青梅市だけに特別な事情があるわけ

ではなく、全国市長会の重点提言に沿うことが正しいと考える。よって、本請

願については不採択とする。

陳 不採択理由 新聞購読全般が、当時の政務調査費に該当する、しないという判断の根本が

間違っている。政務活動費の検討の中でも、政党活動、選挙活動、後援会活動、

また私人としての活動に当たるものは、新聞そのものがよい、悪いということ

ではなく、市民の誤解が生じやすいという議論があった。具体的には、政党に

所属している議員が自己の政党の新間をとると、政務調査に当たるものであっ

ても政党活動との区別がつきにくいから自粛しようとなった。同様に、私人と

しての活動も疑義が生じるものについては自粛していこうと結論が出ている。

また、会派支給ではなく議員支給となっていることからも、この陳情の趣旨は

理解が違うと思う。よって、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 青梅市議会には市議会だよりという公的なものがあり、市民にも配布されて

いる。議員が広報誌を発行するかしないかは、それぞれ議員個人の活動の中の

位置づけだと思う。それを全員が自分の広報誌をつくって公的な機関に置くと

いうのは違和感がある。広報誌については、後援会等や政治団体と共同のもの

もあり、それは政務活動費としては案分することになるが、政党活動も含めた

広報誌もできてくる場合もあるので、公的な場所に置くことはなじまないと思

う。よって、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 青梅市議会においては、不受理は過去２年間では１件もなく、参考配付につ

いても申し合わせ事項に基づいて適切に処理されている。陳情者が述べている

「切り捨て御免」といった無権利状態にはなっていない。また、請願と陳情の

違いは、確かに請願には法定要件として議員の紹介が必要であり、陳情にはそ

の必要はない。しかし、この法定要件を欠く請願であっても、請願者が同意す

れば陳情として受理されるはずである。しかも、請願と陳情の違いは議員の紹

介の有無だけであり、その取り扱いは何ら違いがないので、請願者、陳情者に

とっては実質的な不利益をもたらすものではない。よって、本陳情については
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不採択とする。

陳 不採択理由 地方自治法の一部改正により、政務調査費が政務活動費に改められ、交付の

目的が拡大された。これは、地方分権に伴い、議会の役割がますます重要にな

る中で、議会の審議能力の強化、また議員の調査や活動基盤の充実を図るため

であると理解する。議会内部の政務活動費検討会においても、図書購入につい

ては意見が多くあったが、最終的には「図書の購入に当たっては、政務活動に

資するものであることが必要であるが、どの本が政務活動費に該当するかどう

かは、直接的間接的に関連があるので判断は難しいので、社会人の趣味、嗜好、

一般的な教養に関する図書を購入する際には慎重を期することとし、必要に応

じて十分に説明責任を果たすものとする」と結論が出されている。よって、本

陳情については不採択とする。

陳 趣旨採択理由 陳情者の本意は、本件処分の適法、違法ないし当、不当を論じるものではなく、

幼い子どもを養育している親の立場として、虐待を受けている子どもを救いた

いと思う反面、虐待の実態がないにもかかわらず、行政の介入により親と子が

引き離されてしまうことがないように、青梅市子ども家庭支援センターの虐待

事例に関する調査、関与の実態を明らかにし、速やかに適切な保護が行われる

ような仕組みの構築を求めるものと考える。このため、虐待に対する速やかで

適切な仕組みの構築について本委員会の所管事務調査とし、先進地等の視察も

含め、引き続き十分な時間をかけて調査を行うことが、陳情者の本意も含め本

委員会のとるべき方法と考える。また、陳情者の趣旨は十分に理解するが、個

別事例であることから、委員会は司法機関ではないため判断しかねる点もある。

よって、本陳情については趣旨採択とする。

陳 不採択理由 青梅市は、これまで世界連邦平和都市宣言あるいは非核平和都市宣言、そし

て平和写真展など各種の平和事業を通しながら、市民に戦争の悲惨さ、原爆の

恐ろしさ、そして平和の尊さ等の普及を推進してきた。陳情者の願意は理解す

るところであるが、戦争の被害者あるいは加害者という後ろ向きの視点ではな

く、次世代に恒久的な平和という視点で、平和思想の普及に努めていかなけれ

ばならない。よって、本陳情については不採択とする。

陳 、陳 不採択理由 陳情 第 号及び第 号は趣旨が同一であるため、一括審査とした。

地方自治法にいう紹介議員の果たす役割については、請願を受けて内容をチェ

ックすることにより、その請願が慎重に取り扱われ、その紹介を受けた議員も

応分の責任を負うというものであり、紹介議員に課せられた権利である。市民

からの請願を議員が紹介するという権利は市民生活に有用なものであり、現行

法を改正すべき特段の事情は見当たらない。よって、陳情 第 号及び第

請願・陳情の不採択理由等

〔平成 年〕

請 不採択理由 請願には、「生活保護基準の引き下げは、わたくしたち国民生活に密着する

諸々の制度に大きな影響を及ぼすことになります。」とあるが、国はできる限

り影響が及ばないよう対応することを基本的な考え方としており、事実と異な

る部分があることから、意見書を提出すべきではないと考える。よって、本請

願については不採択とする。

請 不採択理由 全国市長会から介護保険制度に関する重点提言が既に提出されており、その

重点提言と請願書の内容が異なっている。青梅市だけに特別な事情があるわけ

ではなく、全国市長会の重点提言に沿うことが正しいと考える。よって、本請

願については不採択とする。

陳 不採択理由 新聞購読全般が、当時の政務調査費に該当する、しないという判断の根本が

間違っている。政務活動費の検討の中でも、政党活動、選挙活動、後援会活動、

また私人としての活動に当たるものは、新聞そのものがよい、悪いということ

ではなく、市民の誤解が生じやすいという議論があった。具体的には、政党に

所属している議員が自己の政党の新間をとると、政務調査に当たるものであっ

ても政党活動との区別がつきにくいから自粛しようとなった。同様に、私人と

しての活動も疑義が生じるものについては自粛していこうと結論が出ている。

また、会派支給ではなく議員支給となっていることからも、この陳情の趣旨は

理解が違うと思う。よって、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 青梅市議会には市議会だよりという公的なものがあり、市民にも配布されて

いる。議員が広報誌を発行するかしないかは、それぞれ議員個人の活動の中の

位置づけだと思う。それを全員が自分の広報誌をつくって公的な機関に置くと

いうのは違和感がある。広報誌については、後援会等や政治団体と共同のもの

もあり、それは政務活動費としては案分することになるが、政党活動も含めた

広報誌もできてくる場合もあるので、公的な場所に置くことはなじまないと思

う。よって、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 青梅市議会においては、不受理は過去２年間では１件もなく、参考配付につ

いても申し合わせ事項に基づいて適切に処理されている。陳情者が述べている

「切り捨て御免」といった無権利状態にはなっていない。また、請願と陳情の

違いは、確かに請願には法定要件として議員の紹介が必要であり、陳情にはそ

の必要はない。しかし、この法定要件を欠く請願であっても、請願者が同意す

れば陳情として受理されるはずである。しかも、請願と陳情の違いは議員の紹

介の有無だけであり、その取り扱いは何ら違いがないので、請願者、陳情者に

とっては実質的な不利益をもたらすものではない。よって、本陳情については
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号については不採択とする。

陳 不採択理由 法律上の言葉の意味をどこまで細かく定義するかというのは、立法技術上の

問題である。また、裁判所の判断について不服があるならば、控訴、上告して

上級審の判断を仰ぐこともできることから、法の解釈の問題であり、司法の問

題というふうに言える。よって、このような問題を一地方議会が取り扱う内容

ではないと考える。よって、本陳情については不採択とする。

〔平成 年〕

陳 趣旨採択理由 陳情の中にはプラネタリウムの新設あるいは誘致ということが含まれている

が、財政上の問題もありすぐに計画することは困難であると感じている。青梅

市にもプラネタリウムがあったが施設の老朽化により使えなくなったという

経緯があり、児童・生徒への教育的な目的や市民の生涯学習に大きな効果があ

ったことなど、その必要性については非常に同感する。よって、本陳情につい

ては趣旨採択とする。

陳 趣旨採択理由 本陳情の趣旨である労働者が安定的な雇用のもとで安心して働くことので

きる環境を整備することが、日本経済、社会の持続的な成長のために必要であ

ることに異論はない。しかし、陳情の３項目をしゃくし定規に型にはめた対応

を求めることは、経済のグローバル化や自由化の進展といった点から本当にタ

イムリーに適応することになるのか懐疑的である。今、政府は人口減少社会に

突入するに当たり、女性や高齢者が働きやすく、また意欲と能力のある若者は

将来に希望を持てるような環境をつくることが成長を持続していけるかどう

かの鍵を握っていると考えており、その考え方にも理解、賛同するところでも

ある。以上のことから、陳情者の気持ちも理解するが、願意の全てを意見書と

して上げることは賛同できない。よって、本陳情については趣旨採択とする。

陳 不採択理由 福島第一原発での事故で、国民の原発に対する思いは大きく変わったと思う。

しかし、産業や生活をする上で、再生可能エネルギーでは現状の産業あるいは

生活は賄い切れていないというのが現状である。今、政府では将来の原子力発

電の不活用を前提としながらも、しっかりとしたルールや規制あるいは安心で

きる環境を整えた上で再稼働をする原子力規制委員会の考え方にのっとった

対応を考えられているが、これは経済あっての生活あるいはエネルギーあって

の経済、生活というような密接な結びつきがあるからで、クリーンなエネルギ

ーで生活が賄える状況になるまでの間は、安心、安全な対応を十二分にとった

上で現状のエネルギー施策がなされるという選択肢があってもいいのではな

いかと考える。よって、本陳情については不採択とする。
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〔平成 年〕

陳 不採択理由 井原市の美星町にはコンビニがなく、夜はガソリンスタンドが営業していな

いという場所であるとのこと。陳情書では、まず、青梅市役所周辺の地区等を

対象に試験的に試みてはどうかとの陳情者のお考えであるが、市役所周辺には

車のヘッドライトや一般家庭の明かり、そして何より市役所が明るいことから、

街路灯にかさをかけても星がすごく見えるとは思えないため、難しいのではな

いか。よって、本陳情については不採択とする。

〔平成 年定例会〕

陳 趣旨採択理由 個々の具体的な事件について民法上の損害賠償請求を最高裁も認めた事例が

あるが、一般的な問題として現在の憲法で定められた日本の裁判システムは判

断を下せるような内容になっていないので、具体的な被害者がいた場合、その

被害者に対する違法な行為について損害賠償の判決が下されたということで

あると思う。一方、日本においては、憲法上の表現の自由を委縮、あるいは抑

制するおそれのある法律の制定、これについてもっと議論をして、憲法に抵触

しないような形でこのヘイトスピーチ等の言動をとどめるような措置をとる

議論が国会においても今まさに始まろうとしている最中ではないかと思う。こ

の陳情については、現在具体的に私どもがこのような措置を云々というような

時期ではないと思う。よって、この方たちの思いを受けて、何とかそのように、

このような被害が出ないような社会をつくっていきたいという思いを込めて、

本陳情については趣旨採択とする。

陳 不採択理由 本陳情は、おうめものづくり支援事業が個人でも利用できるよう、利用しや

すくしてほしいという趣旨であると理解するが、質疑により、当支援事業とは

別に産業力強化のため、事業者と協力して創業の支援を行う市町村による総合

支援事業を実施している。よって、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 東アジアをめぐる国際情勢の中で日本が平和と民主主義を守り抜くためには、

安保条約と自衛隊を含む自助努力、それをさらに効率化するための法案だと思

っており、細かい議論はさまざまあるだろうし、それぞれの立場があり、この

陳情もわかる部分があるが、やはり日本の確とした防衛体制を築くためにも、

そして、子どもや、孫や、さらにその子孫を守り抜くためにも現実を直視して、

そして安全法制を進めるという意味で、本陳情を採択するわけにはいかない。

よって、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 青梅市議会としても、過去に議会改革の特別委員会で政治倫理条例は議論し

た経緯があり、結果として政治倫理は議員個人のモラルの問題であると。また、

請願・陳情の不採択理由等

号については不採択とする。

陳 不採択理由 法律上の言葉の意味をどこまで細かく定義するかというのは、立法技術上の

問題である。また、裁判所の判断について不服があるならば、控訴、上告して

上級審の判断を仰ぐこともできることから、法の解釈の問題であり、司法の問

題というふうに言える。よって、このような問題を一地方議会が取り扱う内容

ではないと考える。よって、本陳情については不採択とする。

〔平成 年〕

陳 趣旨採択理由 陳情の中にはプラネタリウムの新設あるいは誘致ということが含まれている

が、財政上の問題もありすぐに計画することは困難であると感じている。青梅

市にもプラネタリウムがあったが施設の老朽化により使えなくなったという

経緯があり、児童・生徒への教育的な目的や市民の生涯学習に大きな効果があ

ったことなど、その必要性については非常に同感する。よって、本陳情につい

ては趣旨採択とする。

陳 趣旨採択理由 本陳情の趣旨である労働者が安定的な雇用のもとで安心して働くことので

きる環境を整備することが、日本経済、社会の持続的な成長のために必要であ

ることに異論はない。しかし、陳情の３項目をしゃくし定規に型にはめた対応

を求めることは、経済のグローバル化や自由化の進展といった点から本当にタ

イムリーに適応することになるのか懐疑的である。今、政府は人口減少社会に

突入するに当たり、女性や高齢者が働きやすく、また意欲と能力のある若者は

将来に希望を持てるような環境をつくることが成長を持続していけるかどう

かの鍵を握っていると考えており、その考え方にも理解、賛同するところでも

ある。以上のことから、陳情者の気持ちも理解するが、願意の全てを意見書と

して上げることは賛同できない。よって、本陳情については趣旨採択とする。

陳 不採択理由 福島第一原発での事故で、国民の原発に対する思いは大きく変わったと思う。

しかし、産業や生活をする上で、再生可能エネルギーでは現状の産業あるいは

生活は賄い切れていないというのが現状である。今、政府では将来の原子力発

電の不活用を前提としながらも、しっかりとしたルールや規制あるいは安心で

きる環境を整えた上で再稼働をする原子力規制委員会の考え方にのっとった

対応を考えられているが、これは経済あっての生活あるいはエネルギーあって

の経済、生活というような密接な結びつきがあるからで、クリーンなエネルギ

ーで生活が賄える状況になるまでの間は、安心、安全な対応を十二分にとった

上で現状のエネルギー施策がなされるという選択肢があってもいいのではな

いかと考える。よって、本陳情については不採択とする。
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議員は、市民全体の代表者として、その倫理性を常に自覚して行動していくも

のとすると。なお、議会基本条例を制定する場合は、議員のモラルを常に自覚

して行動するという内容で、政治倫理に関する条項を盛り込むことを検討する

こととするという結論を過去に得ている。したがって、今後も青梅市議会とし

ては、議員個人において倫理性を自覚した行動を行っていくことをもって対応

していくこととした。よって、本陳情については不採択とする。

陳 の 趣旨採択理由 東京都住宅公社自治会協議会で調査した入居者の自治会協議会でのアンケ

ート結果によると、現在の入居者の高齢化が進んでいる中、年金収入に頼る入

居者の家賃負担感は大きいと考えるが、東京都住宅供給公社では、家賃改定に

伴う激変緩和措置に家賃特別減額措置があり、低所得者等の一定の条件の世帯

を対象とした使用料の減免制度もとられている。財源の確保を図りつつ、勤労

者への住宅供給という事業を継続的に進めるためにも、募集家賃と継続家賃を

適切に改定する対応であると理解しているが、高齢化の進展に伴い、年金収入

に頼らざるを得ない入居者の家賃改定、設備修繕費用の負担の不安を考慮し、

本陳情については趣旨採択とする。

陳 の 趣旨採択理由 既に東京都住宅供給公社と協定書を締結し、連絡会も年２回開催されてい

るほか、 の事業者との連携、避難行動要支援者支援制度の策定も進められて

いる。今、さまざまな見守りの組織体制が組み立てられようとしている段階で

あるが、見守りの体制は重要である。よって、本陳情については趣旨採択とす

る。

陳 不採択理由 今国会で審議されている安全保障関連法案は、グローバルな視点と日本の法

に基づくものが論点になっていると考えている。紛争する事態への対処は、世

界の一員としての役割を国内法に照らし合わせ、日本国としては過去の悲惨な

戦争状況に陥らないよう取り計らうことを含め、安全保障関連法案の議論をし

ていると考えている。また、国の安全保障に係る問題、国民の代表が国会で審

議を行っていることから、その結果を重んずべきである。よって、本陳情につ

いては不採択とする。

陳 不採択理由 陳情の趣旨は、どのような農薬であれ、住宅地に農薬の散布自体は問題があ

るということと、住宅地へのネオニコチノイド系農薬の散布を中止することで

あるが、ネオニコチノイド系の農薬の毒性から考えて、青梅市では使わないこ

とを求める陳情なのか、農作物全般なのかというところが非常にあいまいで、

もし農作物全般に対する陳情であるならば、非常に理解しがたい。よって、本

陳情については不採択とする。

陳 趣旨採択理由 累積では約 兆円の収益となっており、専門家で構成されている運用委員会が
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さまざまなリスクを組み合わせて資産構成割合を決めていることから、この割

合を地方議会が判断することはできないと思う。長期的な観点から安定的な運

用やガバナンス体制をしっかりしてほしいと思うが、国債中心に運用すること

は疑問に思う。よって、本陳情については趣旨採択とする。

〔平成 年定例会〕

陳 不採択理由 陳情理由にある、さまざまな取り組みにより、たばこを吸う方と吸わない方

が共存できる社会こそ日本が誇るおもてなしと考えるとの部分には大変共感

できるが、国も都もどのように進めていくのかわからない段階において我々が

審査するのは困難のため、本陳情を採択することは難しいと考える。よって、

本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 陳情者の願意が何であるのかなかなか理解できないところであるが、国民の

関心を高める必要があるから、青梅市が調査に応募するよう青梅市議会が働き

かけることを求めていると読みかえたとしても、国民的議論を起こすことと青

梅市が調査地に応募することが全く結びつかない。また、陳情書には調査への

応募がイコール処分場の決定ではないとあるが、国がこの問題で困窮している

中、万が一にも調査に応募するのであれば、処分場をつくるという確固たる意

志のもとで応募すべきであると考える。また、青梅市民のこれに対する意識の

高まりは全くないと考える。よって、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 市町村それぞれの事情に沿って地域支援を行っていくというのが今後の介護

保険の方向であり、本陳情も本市の事情をもっと出してもらえれば審査の必要

があったが、市長会から国へ出された内容と同じである。よって、本陳情につ

いては不採択とする。

陳 不採択理由 必ずこの議論になってくると、総論賛成、各論反対が出てくる。しかしなが 

ら、経費の問題、１人当たりの全体の民生費が 万円余の中で、沢井は６万円、

小曾木は４万円を使っているというのはいかがなものなのかという思いがあ

る。それから、高齢者の活動の場が狭まるということだが、必死になって行政

当局も代替の施設等について考えているということ、そして、極めて限定的に

しかこれらの３つの施設が利用されていないということを考えれば、一種の公

平性という観点からもトータルに考えて統廃合していくという一つの流れは、

公共施設再編という大きな考え方の中で必然的に出てくる結論だと思う。代替

策を十分に考えていただくということをもって、本陳情については不採択とす

る。

請願・陳情の不採択理由等

議員は、市民全体の代表者として、その倫理性を常に自覚して行動していくも

のとすると。なお、議会基本条例を制定する場合は、議員のモラルを常に自覚

して行動するという内容で、政治倫理に関する条項を盛り込むことを検討する

こととするという結論を過去に得ている。したがって、今後も青梅市議会とし

ては、議員個人において倫理性を自覚した行動を行っていくことをもって対応

していくこととした。よって、本陳情については不採択とする。

陳 の 趣旨採択理由 東京都住宅公社自治会協議会で調査した入居者の自治会協議会でのアンケ

ート結果によると、現在の入居者の高齢化が進んでいる中、年金収入に頼る入

居者の家賃負担感は大きいと考えるが、東京都住宅供給公社では、家賃改定に

伴う激変緩和措置に家賃特別減額措置があり、低所得者等の一定の条件の世帯

を対象とした使用料の減免制度もとられている。財源の確保を図りつつ、勤労

者への住宅供給という事業を継続的に進めるためにも、募集家賃と継続家賃を

適切に改定する対応であると理解しているが、高齢化の進展に伴い、年金収入

に頼らざるを得ない入居者の家賃改定、設備修繕費用の負担の不安を考慮し、

本陳情については趣旨採択とする。

陳 の 趣旨採択理由 既に東京都住宅供給公社と協定書を締結し、連絡会も年２回開催されてい

るほか、 の事業者との連携、避難行動要支援者支援制度の策定も進められて

いる。今、さまざまな見守りの組織体制が組み立てられようとしている段階で

あるが、見守りの体制は重要である。よって、本陳情については趣旨採択とす

る。

陳 不採択理由 今国会で審議されている安全保障関連法案は、グローバルな視点と日本の法

に基づくものが論点になっていると考えている。紛争する事態への対処は、世

界の一員としての役割を国内法に照らし合わせ、日本国としては過去の悲惨な

戦争状況に陥らないよう取り計らうことを含め、安全保障関連法案の議論をし

ていると考えている。また、国の安全保障に係る問題、国民の代表が国会で審

議を行っていることから、その結果を重んずべきである。よって、本陳情につ

いては不採択とする。

陳 不採択理由 陳情の趣旨は、どのような農薬であれ、住宅地に農薬の散布自体は問題があ

るということと、住宅地へのネオニコチノイド系農薬の散布を中止することで

あるが、ネオニコチノイド系の農薬の毒性から考えて、青梅市では使わないこ

とを求める陳情なのか、農作物全般なのかというところが非常にあいまいで、

もし農作物全般に対する陳情であるならば、非常に理解しがたい。よって、本

陳情については不採択とする。

陳 趣旨採択理由 累積では約 兆円の収益となっており、専門家で構成されている運用委員会が
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〔平成 年定例会〕

陳 不採択理由 ６月 日に本陳情に係る法案が国会において可決され、成立しており、既に

審議が終わっていることから、本陳情の願意である組織的な犯罪の処罰及び犯

罪収益の規制等に関する法律等の一部を改正する法律案に対して、慎重な審議

を求める意見書を青梅市議会として提出することは実現が不可能なことであ

る。よって、本陳情については不採択とする。

陳 趣旨採択理由 年の東京オリンピックに向けて機運の醸成を図ることは喫緊の課題であ

り、若者向けのスポーツクライミング、サーフィン、スケートボードがオリン

ピック種目となり、急速に競技人口がふえてきていることも承知している。近

隣市の例では、スケートボード場の建設には約２億円程度の金額がかかるとの

ことである。青梅市のまとめた公共施設等総合管理計画では、新たに施設をつ

くる場合には既存の施設を廃止するといった厳しい内容であり、このように公

共施設再編をしていかないと財政も破綻してしまうことも事実起こり得ると

承知している。この陳情にある願意は、スポーツを愛好する人の気持ちとして

は非常に理解できるところではあるが、青梅市の硬直化した財政状況を鑑みて、

本陳情については趣旨採択とする。

陳 不採択理由 中央図書館は、昨年４月に指定管理者制度を採用し、開館時間の延長や、本

の貸し出しの増冊、また今回のカフェマシンの導入など、大きく青梅市の図書

館が変わったと実感しており、利用者の利便性も非常に向上したと感じている。

また、当初は館内にあったカフェマシンを館外のエントランスに移設し、にお

いに対しても消臭剤などで適時対応しており、飲める場所も非常に限られてい

る。すみ分けもしっかりしている。よって、本陳情については不採択とする。

〔平成 年定例会〕

陳 不採択理由 この陳情では土壌中のデータが挙げられているが、土壌中の基準値はない。

土壌を口に運ぶわけではないが、食品に関してのセシウムの基準値は、日本で

は非常に厳しく、１キログラム当たり ベクレル以下となっており、世界基

準の ベクレルと比べ、かなり低いものとなっている。また、農林水産省が

農地に入れる肥料や土壌改良資材、培土に関する暫定許容値を１キログラム当

たり ベクレルまでと定めており、この陳情にある仲町の土壌を土壌改良資

材として使っても問題ないと受け取れる。これを青梅市で問題視すると、もっ

と大きな値が出ている地域でいたずらに風評被害をあおることになりかねな

いと危惧する。よって、本陳情については不採択とする。

陳 趣旨採択理由 本陳情は、アーティストなどに限定した支援を実施することで、文化振興を図
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るだけでなく、観光振興にも影響を広げていくもので、単なる補助希望とは一

線を画す内容であり、まちづくりの１つの方策を示している点については評価

するが、青梅市において実際に取り組んでいくことを想定すると課題があるよ

うに思う。青梅市では、多摩秀作美術展やビエンナーレＯＭＥを開催し、地域

の芸術家の発掘に努め、既に多くのアーティストが青梅市に住み、創作活動を

行っているとのことである。青梅市における文化振興策については、青梅市の

特性を踏まえ、いろいろと取り組んできたと理解しており、この点は踏まえら

れていない。発想や着眼点については採用すべきであるが、全てを取り入れる

ことはできない。本陳情のよいところを取り入れ、青梅市の特性に応じた文化

振興、まちづくりに生かしてほしいと思う。よって、本陳情については趣旨採

択とする。

陳 趣旨採択理由 生体肝移植をするには、ドナーは検査で何日も通い、術後は 日間入院して、

それから１カ月自宅療養をして、なおかつ退院後の検査の医療費は自己負担で

ある。臓器移植法が 年に改正され、本人の意思が不明でも家族の同意があ

れば臓器の提供が可能となり、生体肝移植のドナーは６親等以内の血族、それ

から配偶者と配偶者の３親等以内で、幅はあるけれども、この核家族化の時代

で頼れる親族がいないと移植ができないという現状もある。まずはこういうこ

とをよく知っていただき、行政も啓発活動や臓器移植月間でさらなる取り組み

をしていただけるようにお願いをしたい。また、予算措置をしてでも生体肝移

植や骨髄バンクドナー登録をさらに積極的に行ってもらいたいと思う。よって、

本陳情については、願意である意見書提出ではなく趣旨採択とする。

陳 不採択理由 この陳情に関しては、市民センター機能の移転について疑義、心配があると

いうことから発したもの。その点は、さきの一般質問でもきちんと市長は考え

ていくと答弁されている。この答弁を受け、今後、東青梅市民センターの機能

については、廃止ではなく存続する、機能を維持しながら、今後、東青梅１丁

目地内諸事業用地のほうへ機能を移していくということが今考えられる最大

の方策ではないかと思う。より機能を強化したところへ移転したほうが、全体

的な利益には沿うのではないかと考える。また、防災機能に関しても、地域防

災計画の見直しを前提に考えれば、地域防災力の向上は図れる。現状で考える

と問題はあるが、構想の中で防災機能の強化ということも当然整備計画の中に

含め整備され、むしろ安全になっていくと思う。将来的に駐車場がない中で避

難所を維持するとなるとかなり無理があり、防災機能的にも移転したほうがよ

いと考える。整備計画の内容を見た上で考えていくのが今の順番であって、現

在地での存続ありきの陳情はむしろマイナスになるのではないか。この機能の

請願・陳情の不採択理由等

〔平成 年定例会〕

陳 不採択理由 ６月 日に本陳情に係る法案が国会において可決され、成立しており、既に

審議が終わっていることから、本陳情の願意である組織的な犯罪の処罰及び犯

罪収益の規制等に関する法律等の一部を改正する法律案に対して、慎重な審議

を求める意見書を青梅市議会として提出することは実現が不可能なことであ

る。よって、本陳情については不採択とする。

陳 趣旨採択理由 年の東京オリンピックに向けて機運の醸成を図ることは喫緊の課題であ

り、若者向けのスポーツクライミング、サーフィン、スケートボードがオリン

ピック種目となり、急速に競技人口がふえてきていることも承知している。近

隣市の例では、スケートボード場の建設には約２億円程度の金額がかかるとの

ことである。青梅市のまとめた公共施設等総合管理計画では、新たに施設をつ

くる場合には既存の施設を廃止するといった厳しい内容であり、このように公

共施設再編をしていかないと財政も破綻してしまうことも事実起こり得ると

承知している。この陳情にある願意は、スポーツを愛好する人の気持ちとして

は非常に理解できるところではあるが、青梅市の硬直化した財政状況を鑑みて、

本陳情については趣旨採択とする。

陳 不採択理由 中央図書館は、昨年４月に指定管理者制度を採用し、開館時間の延長や、本

の貸し出しの増冊、また今回のカフェマシンの導入など、大きく青梅市の図書

館が変わったと実感しており、利用者の利便性も非常に向上したと感じている。

また、当初は館内にあったカフェマシンを館外のエントランスに移設し、にお

いに対しても消臭剤などで適時対応しており、飲める場所も非常に限られてい

る。すみ分けもしっかりしている。よって、本陳情については不採択とする。

〔平成 年定例会〕

陳 不採択理由 この陳情では土壌中のデータが挙げられているが、土壌中の基準値はない。

土壌を口に運ぶわけではないが、食品に関してのセシウムの基準値は、日本で

は非常に厳しく、１キログラム当たり ベクレル以下となっており、世界基

準の ベクレルと比べ、かなり低いものとなっている。また、農林水産省が

農地に入れる肥料や土壌改良資材、培土に関する暫定許容値を１キログラム当

たり ベクレルまでと定めており、この陳情にある仲町の土壌を土壌改良資

材として使っても問題ないと受け取れる。これを青梅市で問題視すると、もっ

と大きな値が出ている地域でいたずらに風評被害をあおることになりかねな

いと危惧する。よって、本陳情については不採択とする。

陳 趣旨採択理由 本陳情は、アーティストなどに限定した支援を実施することで、文化振興を図
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中身を全てこれから計画を策定していく過程で十分に市民の意見は反映でき

ると思う。よって、本陳情については不採択とする。

陳 、陳 、陳 趣旨採択理由 陳情 第７号、第 号及び第 号は趣旨が同一であるため、一括

審査とした。視察を行った茅野市民館は、使う側、見る側、聞く側の市民の

意見をよく聞き検討してつくられたということであり、重要なことである。

また、つくった後のランニングコストや 年後、 年後に更新していくこと

までも考えてつくらなくてはいけないと思う。やはりこれは早急に決めない

でよく話し合いをして市民の意見を聞き、検討していただきたいと思う。よ

って、本陳情については趣旨採択とする。

陳 、陳 不採択理由 陳情 第８号及び第９号は趣旨が同一であるため、一括審査とした。ま

ず１点目、青梅市議会はきちんと質疑を行い、正すところは正す二元代表制を

守っているということをまず申し述べたい。次に、青梅市にとって公共施設の

再編は必要不可欠な状況であり、その背景には人口減少、少子化、超高齢社会

がある。歳入は減る一方、歳出はますますふえていくというもので、１万円単

位まで考え積算された予算の中で、年間維持費の約 万円やボイラー修繕の

約 万円というのは、財政的に非常に厳しいものである。これだけのランニ

ングコストがかかるにもかかわらず、 歳以上の市民の利用が少ないのでは、

公平かつ平等に広く高齢者の方に対する福祉の向上を図るべきである。次に、

代替施設の提供としては、市民センター及び歩いていける自治会館をさまざま

な活動の拠点とし、介護予防事業もしっかりと推進していく。また、入浴施設

の代替案として、近隣の温泉保養施設 カ所に協力要請し拡充を図り、年間６

枚の日帰り利用助成券を 枚に拡大するということである。次に、厳しい財政

状況の中で、これから新病院建てかえで 億円ほどかかることになる。地域

医療を担う総合病院の建てかえも大事、介護サービスや介護予防も大事である

ため、地域包括ケアシステムを構築していく政策に約 万円の同施設の年間

維持費をシフトし、高齢者が安心して末永く暮らせる青梅市にしていくべきだ

と思う。よって、本陳情については不採択とする。

陳 趣旨採択理由 青梅市議会は、 年前に特別委員会を設置してさまざまな議会改革に取り組ん

できた。その中で議会基本条例の設置についてもさまざまな意見が出たが、ま

ずはそれぞれの分野、項目において議会改革に取り組んでいくとして、通年議

会の実施や予算決算委員会の常任委員会化と理事会の設置、災害対応訓練等の

実施、そして政務活動費の適正な使用についての検討をしてきた。こういった

ことを通じて、議会基本条例に匹敵するような取り組みをしてきた。今後は、

さらにわかりやすい議会、また市民の負託に応えられる議会を常に求めていく
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必要があると思う。陳情の青梅市議会憲章という言葉は定義が曖昧でなじみが

ないことと、陳情内容に一部現状と合わないところも明らかなので、採択でき

ないと考えるが、議会改革は続けなくてはいけないこと、またわかりやすい議

会運営をしなくてはいけないことなど、その求めている趣旨は理解できる。よ

って、本陳情については趣旨採択とする。

陳 趣旨採択理由 アスベストは 年代にやっと医学界に健康被害として出てきたものである。

この陳情の趣旨は理解するところであるが、国が対策を早急に取り組むべきも

のである。よって、本陳情については趣旨採択とする。

陳 不採択理由 少子高齢化が進む中で、介護保険の財政は膨らむばかり。その中で、要介護

２以下が総合事業に移行するというのも、介護保険全体の制度を維持し増進さ

せるという観点からの施策であると思う。青梅市の認定率は東京都あるいは国

から数％低いところに位置し、高齢者への健康増進に対する働きかけが、認定

率の低さに寄与していると思う。陳情にある国の施策について全て行うことは、

はっきり言って無理だと思う。基本は、介護保険制度を維持することである。

そのためには介護予防を含めた総合的な施策が必要になる。その一部だけを捉

えての陳情については、いかがなものかと判断する。よって、本陳情について

は不採択とする。

陳 不採択理由 国民の誰もが少ない負担で高度な医療を受けたいと望むのは当たり前で、理

解するところであるが、１割負担の方の医療費は、一部負担金を除き９割を公

費と現役世代の支援金で負担している。１割負担の方の実際に給付される率は

％、現役並みの所得の方は ％である。また、平均収入に対する自己

負担の保険料の合計額の割合は、後期高齢者にあっては ％、 から 歳ま

での現役世代にあっては ％である。さらに、高額療養費制度や高額介護合

算療養費制度などで自己負担の軽減を図っているところである。また、医療費

に係る負担割合のほか、健康寿命の延伸による医療費の抑制など、医療費全体

を効率的に提供することが必要であることから、一面的ではなく多面的にこの

問題を検討していく必要がある。政府は、高齢者医療制度や介護制度において、

所得のみならず資産の保有状況を適切に評価しつつ、能力に応じた負担を求め

ることや、団塊世代が後期高齢者入りするまで、世代間の公平性や制度の持続

性確保の観点から、後期高齢者の窓口負担のあり方について検討するとしてい

る。その検討の推移を見守るべきであると考え、国に意見書を直ちに提出する

には至らない。よって、本陳情については不採択とする。

陳 不採択理由 水質の調査地点はそれ以上近いところはなく、問題ないと思っている。競売

情報に関しては、執行官が直接調査することはないし、評価書の何が埋まって

請願・陳情の不採択理由等

中身を全てこれから計画を策定していく過程で十分に市民の意見は反映でき

ると思う。よって、本陳情については不採択とする。

陳 、陳 、陳 趣旨採択理由 陳情 第７号、第 号及び第 号は趣旨が同一であるため、一括

審査とした。視察を行った茅野市民館は、使う側、見る側、聞く側の市民の

意見をよく聞き検討してつくられたということであり、重要なことである。

また、つくった後のランニングコストや 年後、 年後に更新していくこと

までも考えてつくらなくてはいけないと思う。やはりこれは早急に決めない

でよく話し合いをして市民の意見を聞き、検討していただきたいと思う。よ

って、本陳情については趣旨採択とする。

陳 、陳 不採択理由 陳情 第８号及び第９号は趣旨が同一であるため、一括審査とした。ま

ず１点目、青梅市議会はきちんと質疑を行い、正すところは正す二元代表制を

守っているということをまず申し述べたい。次に、青梅市にとって公共施設の

再編は必要不可欠な状況であり、その背景には人口減少、少子化、超高齢社会

がある。歳入は減る一方、歳出はますますふえていくというもので、１万円単

位まで考え積算された予算の中で、年間維持費の約 万円やボイラー修繕の

約 万円というのは、財政的に非常に厳しいものである。これだけのランニ

ングコストがかかるにもかかわらず、 歳以上の市民の利用が少ないのでは、

公平かつ平等に広く高齢者の方に対する福祉の向上を図るべきである。次に、

代替施設の提供としては、市民センター及び歩いていける自治会館をさまざま

な活動の拠点とし、介護予防事業もしっかりと推進していく。また、入浴施設

の代替案として、近隣の温泉保養施設 カ所に協力要請し拡充を図り、年間６

枚の日帰り利用助成券を 枚に拡大するということである。次に、厳しい財政

状況の中で、これから新病院建てかえで 億円ほどかかることになる。地域

医療を担う総合病院の建てかえも大事、介護サービスや介護予防も大事である

ため、地域包括ケアシステムを構築していく政策に約 万円の同施設の年間

維持費をシフトし、高齢者が安心して末永く暮らせる青梅市にしていくべきだ

と思う。よって、本陳情については不採択とする。

陳 趣旨採択理由 青梅市議会は、 年前に特別委員会を設置してさまざまな議会改革に取り組ん

できた。その中で議会基本条例の設置についてもさまざまな意見が出たが、ま

ずはそれぞれの分野、項目において議会改革に取り組んでいくとして、通年議

会の実施や予算決算委員会の常任委員会化と理事会の設置、災害対応訓練等の

実施、そして政務活動費の適正な使用についての検討をしてきた。こういった

ことを通じて、議会基本条例に匹敵するような取り組みをしてきた。今後は、

さらにわかりやすい議会、また市民の負託に応えられる議会を常に求めていく
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いるか確認できないという記載をもって、汚染の有無を判断することはできな

い。これは、当時、竹内市長が答弁したとおりである。よって、本陳情につい

ては不採択とする。

〔令和元年定例会〕

陳 不採択理由 森林環境譲与税は、市町村や都道府県への譲与額も十数年かけて９対１に持

っていくとしている。また、その使途は、１、間伐などの森林整備を促進する

ため、２、人材育成、担い手の確保、３、木材利用の促進や普及啓発に充てな

ければならないとされており、都道府県はこの市町村の取り組みの支援に充て

なければならないこととされているため、その目的のためにどう活用するか検

討が必要である。この陳情は放置人工林を皆伐して天然林化することを求めて

いるが、皆伐された土地が天然林として再生するには 年はかかると聞き、

その間の山の保水力は低下して、土砂の流出、山林地の崩壊の危険性が高まる。

特に、近年の豪雨など気候変動による影響はその被害を一層大きくするのでは

ないかと考えられる。天然林をふやしたいという思いはわかるが、皆伐での天

然林化はいろいろと問題がある。よって、本陳情については不採択とする。

陳 趣旨採択理由 質疑にあったように、青梅市は他市に先駆けてこの問題を取り上げている。そ

ういう観点からしても、趣旨はよく理解できる上、予算措置などにも動いてい

る。よって、本陳情については趣旨採択とする。

〔令和２年定例会〕

陳 不採択理由 台風の大雨等で石積みが崩壊し、地権者から雨水対策の要望があり、設置に

至った。道路幅員が実際は メートルということで、歩行者と車が擦れ違う

には十分な道幅はあるが、歩行者と車が当たらないよう配慮して設置したこと

も分かった。また、コンクリートにアスファルトカーブを設置した場合は非常

に剥がれやすいということで、今の方法が最適と考える。よって、本陳情につ

いては不採択とする。

陳 不採択理由 内容が非常に多岐にわたっており、例えば財源の確保ということで、これは

もう既にいろいろなところで何とか財源を確保しようと青梅市も動かれてい

ると思う。国民負担軽減は確かにそのとおりではあるが、いろいろな問題が混

在し過ぎており、理想は分かるが、もう少しポイントを絞って具体的な陳情を

出されたほうがよかったと判断する。多岐にわたっている内容、また若干論点

が大き過ぎてぼやけている。よって、本陳情については不採択とする。
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っていくとしている。また、その使途は、１、間伐などの森林整備を促進する
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ければならないとされており、都道府県はこの市町村の取り組みの支援に充て

なければならないこととされているため、その目的のためにどう活用するか検

討が必要である。この陳情は放置人工林を皆伐して天然林化することを求めて

いるが、皆伐された土地が天然林として再生するには 年はかかると聞き、

その間の山の保水力は低下して、土砂の流出、山林地の崩壊の危険性が高まる。

特に、近年の豪雨など気候変動による影響はその被害を一層大きくするのでは

ないかと考えられる。天然林をふやしたいという思いはわかるが、皆伐での天

然林化はいろいろと問題がある。よって、本陳情については不採択とする。

陳 趣旨採択理由 質疑にあったように、青梅市は他市に先駆けてこの問題を取り上げている。そ

ういう観点からしても、趣旨はよく理解できる上、予算措置などにも動いてい

る。よって、本陳情については趣旨採択とする。

〔令和２年定例会〕

陳 不採択理由 台風の大雨等で石積みが崩壊し、地権者から雨水対策の要望があり、設置に

至った。道路幅員が実際は メートルということで、歩行者と車が擦れ違う

には十分な道幅はあるが、歩行者と車が当たらないよう配慮して設置したこと

も分かった。また、コンクリートにアスファルトカーブを設置した場合は非常

に剥がれやすいということで、今の方法が最適と考える。よって、本陳情につ

いては不採択とする。

陳 不採択理由 内容が非常に多岐にわたっており、例えば財源の確保ということで、これは

もう既にいろいろなところで何とか財源を確保しようと青梅市も動かれてい

ると思う。国民負担軽減は確かにそのとおりではあるが、いろいろな問題が混

在し過ぎており、理想は分かるが、もう少しポイントを絞って具体的な陳情を

出されたほうがよかったと判断する。多岐にわたっている内容、また若干論点

が大き過ぎてぼやけている。よって、本陳情については不採択とする。
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注  
 
本章は、市議会が審議した意見書および決議の件名を

一覧で掲げ、そのうち原案を可決して上級官庁等へ提出

したものなどの本文を収録した。  
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意 見 書

〔一 覧〕

議案

番号
件 名

議 決

年 月 日
提 出 先

平 成 年

議員 多摩川の濁水を防止し清流を復活させるため

の取り組みを求める意見書
･ ･ 環境大臣、経済産業大臣、国土交

通大臣、東京都知事

平 成 年

議員 「こころの健康を守り推進する基本法（仮

称）」の法制化を求める意見書

･ ･ 衆議院議長、参議院議長、内閣総

理大臣、総務大臣、厚生労働大臣

議員 地球温暖化対策に関する「地方財源を確保・

充実する仕組み」の構築を求める意見書

･ ･ 衆議院議長、参議院議長、内閣総

理大臣、総務大臣、財務大臣、農

林水産大臣、経済産業大臣、環境

大臣、国家戦略担当大臣

平 成 年

議員 垂直離着陸輸送機ＣＶ２２オスプレイの横

田基地への配備検討の撤回を求める意見書

･ ･ 防衛大臣、外務大臣、北関東防衛

局長

議員 圏央道青梅インターチェンジ北側地域にお

ける物流拠点の早期実現を求める意見書

･ ･ 国土交通大臣、農林水産大臣、東

京都知事

議員 地方税財源の充実確保を求める意見書 ･ ･ 内閣総理大臣、財務大臣、総務大

臣、内閣官房長官、内閣府特命担

当大臣（経済財政政策）

議員 地方税財源の拡充に関する意見書 ･ ･ 衆議院議長、参議院議長、内閣総

理大臣、総務大臣、財務大臣、社

会保障・税一体改革担当

議員 ２０２０年東京オリンピックにおけるカヌ

ースラローム競技公式練習場等を青梅市内

の多摩川に誘致することを求める意見書

･ ･ 文部科学大臣、東京オリンピッ

ク・パラリンピック担当、東京都

知事

委 容器包装リサイクル法を改正し、発生抑制と

再使用を促進するための法律の制定を求め

る意見書

･ ･ 衆議院議長、参議院議長、内閣総

理大臣、環境大臣、経済産業大臣、

農林水産大臣、厚生労働大臣、財

務大臣、内閣府特命担当大臣（消

費者及び食品安全）

意　見　書

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注  
 
本章は、市議会が審議した意見書および決議の件名を

一覧で掲げ、そのうち原案を可決して上級官庁等へ提出

したものなどの本文を収録した。  
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議案

番号
件 名

議 決

年 月 日
提 出 先

平 成 年

委 協同労働の協同組合法の速やかなる制定を

求める意見書

･ ･ 衆議院議長、参議院議長、内閣総

理大臣、厚生労働大臣、総務大臣、

経済産業大臣

委 ウイルス性肝炎患者に対する医療費助成の

拡充を求める意見書

･ ･ 衆議院議長、参議院議長、内閣総

理大臣、厚生労働大臣

議員 地方税財源の拡充に関する意見書 ･ ･ 衆議院議長、参議院議長、内閣総

理大臣、財務大臣、総務大臣

委 手話言語法（仮称）を制定することを求める

意見書

･ ･ 衆議院議長、参議院議長、内閣総

理大臣、総務大臣、厚生労働大臣

委 新聞への消費税軽減税率適用を求める意見

書

･ ･ 衆議院議長、参議院議長、内閣総

理大臣、総務大臣、財務大臣

平 成 年

議員 横田基地へのＣＶ－２２オスプレイの配備に

対する情報提供及び安全対策を求める意見書
･ ･ 外務大臣、防衛大臣、北関東防衛

局長

議員 地方税財源の拡充に関する意見書 ･ ･ 衆議院議長、参議院議長、内閣総
理大臣、総務大臣、財務大臣、社
会保障・税一体改革担当大臣、経
済財政政策担当大臣、地方創生担
当大臣

平 成 年

議員 災害ボランティア割引制度の実現を求める意

見書
･ ･ 内閣総理大臣、国土交通大臣、経

済産業大臣

委 精神障害者も心身障害者医療費助成制度（マル

障）の対象とすることを求める意見書
･ ･ 東京都知事、東京都議会議長

平 成 年

議員 森林環境税（仮称）の早期創設および林業の成

長産業化と森林の適切な管理の推進を求める

意見書

･ ･ 内閣総理大臣、財務大臣、総務大
臣、農林水産大臣、経済産業大臣、
環境大臣

議員 バリアフリー法の改正およびその円滑な施行

を求める意見書
･ ･ 内閣総理大臣、国土交通大臣

平 成 年

委 学校施設や通学路におけるブロック塀等の安

全性確保を求める意見書
･ ･ 内閣総理大臣、文部科学大臣、総

務大臣、国土交通大臣

議員 森林環境税の活用に関する意見書 ･ ･ 東京都知事、東京都議会議員
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議案

番号
件 名

議 決

年 月 日
提 出 先

令 和 元 年

委 精神障がい者に交通運賃割引制度の適用を求

める意見書
元･ ･ 衆議院議長、参議院議長、内閣総

理大臣、総務大臣、厚生労働大臣、

国土交通大臣

令 和 ２ 年

議員 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方

財政の急激な悪化に対し地方税財源の確保を

求める意見書

･ ･ 衆議院議長、参議院議長、内閣総

理大臣、内閣官房長官、総務大臣、

財務大臣、経済産業大臣、経済再

生担当大臣、まち・ひと・しごと

創生担当大臣

議員 小・中学校における少人数学級の実現を求める

意見書
･ ･ 衆議院議長、参議院議長、内閣総

理大臣、文部科学大臣、東京都知

事、東京都教育委員会教育長

意　見　書
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多摩川の濁水を防止し清流を復活させるための取り組みを求める意見書

多摩川は、市域のほぼ中央を西から東へ貫いて流れている清流です。中でも、上流部の御岳渓谷は日

本名水百選に選定されている景勝地で、年間を通して多くの人々が訪れ、平成２５年度にはスポーツ祭

東京２０１３のカヌー競技の会場となっています。

また、毎年８月には、流域の多くの市民や団体が参加して「多摩川１万人の清掃大会」を上流域から

下流域までの１８会場で実施するなど、市を挙げて多摩川の清流や水辺環境を守るための活動を続けて

います。

しかしながら、近年、多摩川の水質について懸念すべき事態が頻繁に発生し、かつ、その影響は長期

にわたっています。

それは、多摩川流域、特に上流域での集中的な降雨又は少量の降雨時においても、多摩川へ濁った水

が流入しているということです。

濁水の要因は様々な事象があると思われますが、長期にわたる濁水により、多摩川にもともと多数生

息していた水生生物、魚類などが減少し、漁場としての環境への影響も深刻な状況となっています。

本年も、台風等による上流部の降雨による影響と思われますが、３か月経過した現時点においても多

摩川の白濁した水質の改善は見られない状況にあります。

漁業組合はもとより、多摩川に関係する地域の団体においては、多摩川の清流を守るための活動や濁

水の原因について調査を行っておりますが、なかなか明確な要因を確定するところまで至っていないの

が実情です。

このようなことから、現在のような多摩川の状況が早期に改善し、年間を通して清流であり続けるこ

とができるよう、原因の究明及び濁水防止対策の早期実施を強く求めるものであります。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

平成２３年１２月２２日

東京都青梅市議会

環 境 大 臣 細 野 豪 志 殿

経済産業大臣 枝 野 幸 男 殿

国土交通大臣 前 田 武 志 殿

東京都知事 石 原 慎太郎 殿

「こころの健康を守り推進する基本法（仮称）」の法制化を求める意見書

国民が幸せな人生を送るためには、健康問題が一番重要な問題であり、体とこころの両方が健康であ

って初めて健康であるといえる。

しかしながら、今、こころの健康問題が深刻な状況となっている。厚生労働省の「患者調査」による

と、２００８年の精神科受診者は３２３万人であり、国民の約４０人に１人が精神疾患を患っている。

この人数は、糖尿病２３７万人、がん１５２万人などの主要疾患を大幅に上回っていることとなる。

また、自殺者数は平成１０年から毎年３万人を超え、イギリスの約３倍に当たり、欧米先進国と比較

すると高い自殺率となっている。自殺の多くは背景に精神疾患があり、引きこもりや虐待、依存症など

の社会問題とともに、こころの健康は、国民一人一人にとって切実な問題となっている。

このような中、厚生労働省は平成２３年７月６日、がん・急性心筋梗塞・脳卒中・糖尿病の「４大疾

病」に新たに精神疾患を加えて「５大疾病」と位置づけ、重点対策を行うことを決定した。

よって、国におかれては、その重要性にかんがみて、すべての国民を対象とした、こころの健康につ

いての総合的で長期的な政策を保障する「こころの健康を守り推進する基本法（仮称）」を制定するよう

強く求める。
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以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

平成２４年３月２８日

東京都青梅市議会

衆議院議長 横 路 孝 弘 殿

参議院議長 平 田 健 二 殿

内閣総理大臣 野 田 佳 彦 殿

総 務 大 臣 川 端 達 夫 殿

厚生労働大臣 小宮山 洋 子 殿

地球温暖化対策に関する「地方財源を確保・充実する仕組み」の構築を求める意見書  

 

地球温暖化防止のための温室効果ガスの削減は、我が国のみならず地球規模の重要かつ喫緊の課題と

なっており、森林のもつ地球環境保護、国土の保全、水源の涵養、自然環境の保持など「森林の公益的

機能」に対する国民の関心と期待は大きくなっている。

また、我が国は京都議定書において、第 約束期間である平成２０年から平成２４年までの間に、温

室効果ガスを６パーセント削減することが国際的に義務付けられているが、そのうち３．８パーセント

を森林吸収量により確保するとしている。

このような中、「地球温暖化対策のための税」が平成２４年１０月に導入される一方、「森林吸収源対

策などの地球温暖化対策に関する地方の財源確保」については、「平成２４年度税制改正大綱」において、

「平成２５年度の実施に向けた成案を得るべく更に検討を進める」とされている。

もとより、地球温暖化防止をより確実なものとするためには、森林整備、保全等の森林吸収源対策や

豊富な自然環境が生み出す再生可能エネルギーの活用などの取り組みを、山村地域の市町村が主体的、

総合的に実施することが不可欠である。

しかしながら、これらの市町村では、木材価格の暴落、低迷や林業従事者の高齢化、後継者不足など

厳しい状況にあり、森林吸収源対策などの地球温暖化対策に取り組むための恒久的、安定的な財源が大

幅に不足している。

よって、国におかれては、二酸化炭素吸収源として最も重要な機能を有する森林の整備、保全等を推

進する市町村の役割を踏まえ、「地球温暖化対策のための税」の一定割合を、森林面積に応じて譲与する

「地方財源を確保・充実する仕組み」を早急に構築することを強く求める。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２４年１０月２日

東京都青梅市議会  

衆 議 院 議 長 殿

参 議 院 議 長 殿

内 閣 総 理 大 臣 殿

総 務 大 臣 殿

財 務 大 臣 殿

農 林 水 産 大 臣 殿

経 済 産 業 大 臣 殿

環 境 大 臣 殿

国家戦略担当大臣 殿

意　見　書
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垂直離着陸輸送機ＣＶ２２オスプレイの横田基地への配備検討の撤回を求める意見書

７月２９日付け、米太平洋空軍司令官の記者会見時の発言として、米空軍仕様の垂直離着陸輸送機Ｃ

Ｖ２２の日本での配備先について、米軍横田基地が有力な候補地であり、日米両政府間で協議中である

との報道がありました。

本市は、過去に米軍機の墜落事故があり、横田基地の周辺自治体として、航空機の騒音や事故に重大

な関心を持っております。

横田基地は、人口が密集した市街地に所在しており、かねてより航空機騒音に悩まされ、また、航空

機の墜落や部品落下といった人命に関わる事故への懸念などからも、周辺住民の日常生活での不安が続

いております。

今般の報道内容が事実とすれば、横田基地への配備が検討されていること自体、極めて遺憾なことで

あり、周辺自治体として到底容認できるものではありません。

ついては、垂直離着陸輸送機ＣＶ２２の横田基地への配備検討の撤回を求めるものであり、日本政府

におかれましても、米国政府に対し、このことを強く求めるよう要請します。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

平成２５年９月１８日

東京都青梅市議会

防 衛 大 臣 小野寺 五 典 殿

外 務 大 臣 岸 田 文 雄 殿

北関東防衛局長 渡 邉 一 浩 殿

圏央道青梅インターチェンジ北側地域における物流拠点の早期実現を求める意見書

東京都内における物流拠点は、南部、東部、北部、西北部の４拠点が法律にもとづき整備されており

ますが、西南部においては、物流拠点がなく、流通業務施設も少ないため、流通機能は他県や区部に依

存している状況であります。

東京都においては、こうした状況の解消に向け、首都圏中央連絡自動車道（以下「圏央道」といいま

す。）の進捗に合わせ、平成１８年に「総合物流ビジョン」を策定するとともに、平成２０年５月には、

東京都西南部の流通機能の適正化を目的とした「東京都西南部の流通業務施設に関する整備方針」（以下

「整備方針」といいます。）を策定し、圏央道青梅インターチェンジ北側地域を物流拠点の候補地の一つ

としております。

圏央道は、平成２５年度中に東名高速道路、平成２６年度中に東北自動車道との接続が予定されてお

り、他県では、こうした高速ネットワーク化による利便性の向上を踏まえ、圏央道インターチェンジ周

辺地域の持つポテンシャルを生かした物流拠点整備が進められております。

しかし、東京都においては整備方針にもとづく整備の進展がみられず、産業活動の競争力強化の観点

からも、この遅れが危惧されております。

現在、青梅市では、圏央道の利便性を生かした物流拠点の整備について、第６次青梅市総合長期計画

に位置付け、地元地権者と連携を図りながら、西南部物流拠点の実現に向けて取り組んでおります。

東京都西南部での物流機能の整備は、雇用機会の拡大等における地域経済の活性化や、物流コストの

低減、区部内への貨物車流入の削減効果などが期待されるとともに、今後のインターチェンジ周辺での

交通・環境問題への対応なども含め、生活環境の改善に寄与するものであります。

特に、この地域の都市的土地利用は、青梅市の将来のまちづくりを考えた場合、更なる発展のけん引

力として欠かすことのできないものとなっております。

このため、青梅市議会としては、東京都の整備方針にもとづいた圏央道青梅インターチェンジ北側地
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域の物流拠点整備の早期実現に向け、国の支援とともに東京都が主導的な役割を担い、積極的に推進を

図るよう要望いたします。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

平成２５年９月１８日

東京都青梅市議会

国土交通大臣 太 田 昭 宏 殿

農林水産大臣 林 芳 正 殿

東京都知事 猪 瀬 直 樹 殿

地方税財源の充実確保を求める意見書

地方財政は、社会保障関係費などの財政需要の増加や地方税収の低迷等により、厳しい状況が続いて

います。

こうした中、基礎自治体である市が、住民サービスやまちづくりを安定的に行うためには、地方税財

源の充実確保が不可欠です。

よって、国においては、下記事項を実現されるよう強く求めます。

記

１ 地方交付税の増額による一般財源総額の確保について

地方単独事業を含めた社会保障関係費の増など地方の財政需要を、地方財政計画に的確に反映す

ることにより、一般財源総額を確保すること。

特に地方の固有財源である地方交付税については、本来の役割である財源保障機能・財源調整機

能が適切に発揮されるよう増額すること。

財源不足額については、臨時財政対策債の発行等によることなく、地方交付税の法定率の引上げ

により対応すること。

依然として厳しい地域経済を活性化させる必要があることから、地方財政計画における歳出特別

枠を維持すること。

地方公務員給与の引下げを前提として、平成２５年度の地方交付税が削減されたが、地方の固有

財源である地方交付税を国の政策誘導手段として用いることは、避けること。

２ 地方税源の充実確保等について

地方が担う事務と責任に見合う税財源配分を基本とし、当面、国と地方の税源配分を「５：５」

とすること。

その際、地方消費税の充実など、税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系を構築する

こと。

個人住民税は、その充実確保を図るとともに、「地域社会の会費」という基本的な性格を踏まえ、

政策的な税額控除を導入しないこと。

固定資産税は、市町村の基幹税目であることから、その安定的確保を図ること。

特に、償却資産の根幹をなしている「機械及び装置」に対する課税等については、現行制度を堅

持すること。

法人住民税は、均等割の税率を引き上げること。

自動車重量税及び自動車取得税は、代替財源を示さない限り、市町村への財源配分の仕組みを含

め現行制度を堅持すること。

ゴルフ場利用税は、ゴルフ場所在の市町村にとって貴重な税源となっていることから、現行制度

を堅持すること。

地球温暖化対策において地方自治体が果たしている役割を踏まえ、地球温暖化対策譲与税を新た

意　見　書
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に創設するなど、地方税財源を確保する仕組みを構築すること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

平成２５年９月１８日

東京都青梅市議会

内 閣 総 理 大 臣 安 倍 晋 三 殿

財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿

総 務 大 臣 新 藤 義 孝 殿

内 閣 官 房 長 官 菅 義 偉 殿

内閣府特命担当大臣 甘 利 明 殿

（経済財政政策）

地方税財源の拡充に関する意見書 

 

  真の分権型社会を実現するためには、国と地方の役割分担を明確にし、地方がその責任と権限に応じ

た役割を果たせるよう、地方税財源の拡充を図る必要がある。

すなわち、地方全体で巨額の財源不足が生じている中、まずは国から地方への税源移譲を行うことな

どにより、地方税財源の拡充を図ることが重要であり、平成２０年度税制改正で導入された地方法人特

別税及び地方法人特別譲与税のように、地方固有の税を地方間の財源調整に用いるような小手先の対応

は、厳に慎まなければならない。

ところが、国や全国知事会における学識経験者の検討会等では、地方税である法人住民税の一部国税

化といった、都市部の財源を狙い撃ちするような案が議論されている。

青梅市は、急激に押し寄せる高齢化への対応や、高度成長期以降に建設された多くの公共施設が大規

模改修の時期を迎えているなど、都市特有の財政需要が存在している一方で、税収は減少傾向が続いて

いる。限られた地方税による調整では、地方財政が直面している問題の根本的な解決にはつながらない。

よって、青梅市議会は、国会及び政府に対し、限られた地方税源の中で財源調整を行う場当たり的な

手法ではなく、地方が担う権限と責任に見合う地方税財源の拡充という本質的な問題に取り組むよう強

く要請する。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２５年１２月４日

東京都青梅市議会

衆 議 院 議 長 伊 吹 文 明 殿

参 議 院 議 長 山 崎 正 昭 殿

内 閣 総 理 大 臣 安 倍 晋 三 殿

総 務 大 臣 新 藤 義 孝 殿

財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿

社会保障・税一体改革担当 甘 利 明 殿

    ２０２０年東京オリンピックにおけるカヌースラローム競技公式練習場等を青梅市内の多摩川に

誘致することを求める意見書 

 

青梅市内を流れる多摩川、特に御岳渓谷は、恵まれた自然環境と変化に富んだ渓流を活用した日本屈

指のカヌー競技会場として、全国のカヌー選手の憧れの地であり、練習や試合に多くの選手が訪れてお

ります。
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また、この地で練習を積んだ選手の中から多くのオリンピック選手を輩出しているところであります。

御岳渓谷の清冽な渓流と緑豊かな自然景観は、環境省の名水百選に選定された東京の貴重な財産であ

り、カヌー選手にとどまらず、様々なアウトドアスポーツ愛好家に親しまれております。

御岳渓谷のカヌー競技場としての歴史は古く、昭和４１年に全日本選手権大会、平成４年および５年

には、多摩東京移管百周年記念「ＴＡＭＡらいふ２１」事業の東京多摩国際スラローム競技会を実施す

るなど数多くの全国的な競技会が開催されてきております。

また、本年１０月に開催された第６８回国民体育大会カヌースラローム・ワイルドウォーター競技会

は、青梅市を挙げて大会の成功に向け努力するとともに青梅市民のおもてなしにより、出場選手や日本

カヌー連盟の関係者から今までにない素晴らしい大会として、高い評価を受けたところであります。

これらのことから、市内を流れる多摩川は、カヌースラローム競技の好適地であり、数々の競技会開

催により培われた運営体制と青梅市民のおもてなしのこころは、オリンピック東京開催の理念にもかな

うものと確信するところであります。

よって、青梅市議会は、２０２０年東京オリンピックにおけるカヌースラローム競技公式練習場及び

自然環境に配慮した競技施設を、青梅市内の多摩川に誘致することを強く要望するものであります。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

平成２５年１２月１８日

東京都青梅市議会

文部科学大臣

東京オリンピック・バラリンピック担当

下 村 博 文 殿

東京都知事 猪 瀬 直 樹 殿

 

 

     容器包装リサイクル法を改正し、発生抑制と再使用を促進するための法律の制定を求める意

見書 

 

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（以下「容器包装リサイクル法」といい

ます。）は、リサイクルのための分別収集・選別保管を税負担で行うことになっているため、上位法であ

る循環型社会形成推進基本法の３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）の優先順位に反して、リサ

イクル優先に偏っています。

このため、家庭から出されるごみ総排出量の減量は不十分で、環境によいリユース容器が激減、更に

リサイクルに適さない容器包装がいまだに使われているのが社会の実態です。

根本的な問題は、自治体が税負担で容器包装を分別収集しているため、リサイクルに必要な総費用の

うち約８割が製品価格に内部化されていないことにあります。このため、容器包装を選択する事業者に

は、真剣に発生抑制や環境配慮設計に取り組もうとするインセンティブ（誘因）が働かず、ごみを減ら

そうと努力している市民には、負担のあり方について不公平感が高まっています。

今日、気候変動防止の観点からも、資源の無駄遣いによる環境負荷を減らすことは急務であり、デポ

ジット制度の導入を初めとした事業者責任の強化が不可欠となっています。

よって、青梅市議会は、我が国の一日も早い持続可能な社会への転換を図るため、政府及び国に対し、

次のとおり、容器包装リサイクル法を改正し、発生抑制と再使用を促進するための法律を制定すること

を強く求めます。

１ 容器包装の拡大生産者責任を強化し、リサイクルの社会的コストを低減するため、分別収集・選別

保管の費用について製品価格への内部化を進めること。

２ レジ袋使用量を大幅に削減するため、有料化などの法制化について検討を進めること。

意　見　書
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３ 青梅市は、全ての小・中学校で学校牛乳のびん化をすでに導入しているが、びんでの供給を行う事

業者は減少しており、リユースを進めようとしても大変困難な状況である。２Ｒ（リデュース・リユ

ース）の環境教育を強化し、リユースを普及するため、学校牛乳のびん化を促進する等、さまざまな

環境を整備すること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

平成２５年１２月１８日

東京都青梅市議会

衆 議 院 議 長 伊 吹 文 明 殿

参 議 院 議 長 山 崎 正 昭 殿

内 閣 総 理 大 臣 安 倍 晋 三 殿

環 境 大 臣 石 原 伸 晃 殿

経 済 産 業 大 臣 茂 木 敏 充 殿

農 林 水 産 大 臣 林 芳 正 殿

厚 生 労 働 大 臣 田 村 憲 久 殿

財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿

内閣府特命担当大臣 森 まさこ 殿

（消費者及び食品安全）

協同労働の協同組合法の速やかなる制定を求める意見書 

今日、地域の多様な課題解決のために、行政だけでなく地域住民が主体者として取り組むことに期待

がかかっており、ＮＰＯ法人や協同組合、ボランティア団体、福祉団体などが地域再生、地域福祉など、

地域に密着した公益性の高い活動を展開している。

その一つである労働者協同組合は、協同で出資し、協同で運営する「協同労働」で働きながら、人と

人のつながりを基本に地域再生・まちづくりのために仕事起こしをする組織で、介護、福祉サービス、

子育て支援、建物総合管理、若者や生活困窮者などを支援する事業を全国で推進し、若者や高齢者、女

性たちなど約３万人が働き、事業高も３００億円に上っている。近年では生活困窮者や障害をもつ人た

ちの受け皿としても期待されている。

しかし、日本の法体系では「雇用労働」しか想定されておらず、働く人たちが主体者となって出資・

運営する「協同労働の協同組合」は法的根拠を持たないため、社会的な課題解決に関わっていても、団

体として契約や入札などができず、負担が個人にかかるなどの問題が出ている。

すでに欧米各国では、労働者協同組合（ワーカーズコープ、ワーカーズ・コレクティブ）についての

法整備がなされ、地域・コミュニュティ再生、就労促進などで大きな役割を果たしており、日本でも、

超党派の国会議員連盟が立ち上がり、実現に向けて運動を推進しているところである。

よって、国におかれては、地域活性化、暮らしやすい地域づくりのため、「協同労働の協同組合法」を

速やかに制定するよう強く求めるものである。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２６年３月２６日

東京都青梅市議会

衆議院議長 伊 吹 文 明 殿

参議院議長 山 崎 正 昭 殿

内閣総理大臣 安 倍 晋 三 殿

厚生労働大臣 田 村 憲 久 殿
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総 務 大 臣 新 藤 義 孝 殿

経済産業大臣 茂 木 敏 充 殿

ウイルス性肝炎患者に対する医療費助成の拡充を求める意見書 

我が国においてウイルス性肝炎、特にＢ型・Ｃ型肝炎の患者は合計３５０万人以上と推定され、肝炎

対策基本法や、特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第Ⅸ因子製剤によるＣ型肝炎感染被害者を救

済するための給付金の支給に関する特別措置法、特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する

特別措置法でも確認されているとおり、国の法的責任は明確である。

ウイルス性肝炎患者に対する医療費助成は、現在、肝炎治療特別促進事業として実施されているＢ型・

Ｃ型肝炎ウイルスの減少を目的とした抗ウイルス療法であるインターフェロン治療とＢ型肝炎の核酸ア

ナログ製剤治療に限定されているため、医療費助成の対象から外れている患者が相当数に上る。特に、

肝硬変・肝がん患者は高額の医療費を負担せざるを得ないだけでなく、就労不能の方も多く、生活に困

難を来している。

また、現在は肝硬変を中心とする肝疾患も身体障害者福祉法上の障害認定（身体障害者手帳）の対象

とされているものの、医学上の認定基準が極めて厳しいため、亡くなる直前でなければ認定されないと

いった実態が報告されるなど、現在の制度は、肝炎患者に対する生活支援の実効性を発揮していないと

の指摘がなされているところである。

一方、平成２３年１２月に制定された特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置

法には、「とりわけ肝硬変及び肝がんの患者に対する医療費助成を含む支援の在り方について検討を進め

ること」との附帯決議がなされたが、国は、肝硬変・肝がん患者に対する医療費助成を含む生活支援に

ついて、何ら新たな具体的措置を講じていない。

肝硬変・肝がん患者は、毎日多くの方々が亡くなっており、医療費助成を含む生活支援の実現は、一

刻の猶予もならない課題である。

よって、青梅市議会は、下記事項を実現するよう強く要望する。

記

１ ウイルス性肝硬変・肝がんに係る医療費助成制度を創設すること。

２ 身体障害者福祉法上の肝機能障害による身体障害者手帳の認定基準を緩和し、患者の実態に応じた

認定制度にすること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２６年６月２４日

東京都青梅市議会

衆議院議長 伊 吹 文 明 殿

参議院議長 山 崎 正 昭 殿

内閣総理大臣 安 倍 晋 三 殿

厚生労働大臣 田 村 憲 久 殿

地方税財源の拡充に関する意見書 

 

真の分権型社会を実現するためには、国と地方の役割分担を明確にし、地方がその責任と権限に応じ

た役割を果たせるよう、地方税財源の拡充を図る必要がある。

しかし、国は、平成２６年度税制改正において、地方法人特別税・地方法人特別譲与税を廃止しない

意　見　書
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ばかりか、地方の貴重な自主財源である法人住民税の国税化を新たに導入し、今後、さらに拡大させよ

うとしている。こうした措置は、地方税財源の拡充につながらず、地方の自立そのものを妨げ、地方分

権の流れに逆行するものである。併せて、来年度からは法人実効税率の引下げが予定されており、地方

税財政への影響が強く懸念されている。また、法人実効税率の引下げに関連し、地方自治体が自らの課

税自主権に基づいて実施している地方税の超過課税について、一部からはその自主的な取りやめを求め

るかのような意見も出てきている。

現在、青梅市には、急激に押し寄せる少子高齢化への対応や、子育て環境の整備、高度成長期に全国

に先駆けて建設された多くの公共施設の維持・更新、防災力の強化、治安対策など、膨大な財政需要が

存在している。

地方自治体が、こうした多岐にわたる課題に適切に対応し、充実した住民サービスを提供していくた

めには、需要に見合う財源の確保が不可欠であり、地方財政が抱える巨額の財源不足という問題は、限

られた地方税財源の中での財源調整では根本的な解決を図ることはできない。すなわち、近年の税制改

正で導入された地方法人特別税及び地方法人特別譲与税、地方法人税のように、地方固有の税を地方間

の財源調整に用いるような対応は、厳に慎むべきことである。

よって、青梅市議会は、国会及び政府に対し、法人実効税率の引下げを行う場合には、国の責任にお

いて確実な代替財源を確保するなど、全ての地方自治体の歳入に影響を及ぼさないよう万全の対応を行

うとともに、憲法で保障された地方の課税自主権に基づく超過課税の実施に関しては、あくまでも地方

自治体の判断が尊重されるべきこと、また、地方税の根本原則をゆがめる地方法人特別税・地方法人特

別譲与税と法人住民税の国税化をただちに撤廃して地方税として復元し、地方が担う権限と責任に見合

う地方税財源の拡充という本質的な問題に取り組むことを強く要請する。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２６年９月１９日

東京都青梅市議会

衆議院議長 伊 吹 文 明 殿

参議院議長 山 崎 正 昭 殿

内閣総理大臣 安 倍 晋 三 殿

財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿

総 務 大 臣 高 市 早 苗 殿

 

 

手話言語法（仮称）を制定することを求める意見書 

 

手話は手や指、体などの動きや表情を使う独自の語彙と文法体系を持つ言語であり、聴覚に障害を持

つ者にとっては重要な情報獲得とコミュニケーションの手段である。

平成１８年１２月に採択された国連の障害者権利条約では、言語とは、「音声言語及び手話その他の形

態の非音声言語」と定義されており、我が国は平成２６年１月に同条約を批准した。

また、平成２３年８月に改正された障害者基本法では、「全て障害者は、可能な限り、言語（手話を含

む。）その他の意思疎通のための手段についての選択の機会が確保されるとともに、情報の取得又は利用

のための手段についての選択の機会の拡大が図られること。」と定められている。

障害を持つ者の更なる社会参加と自立を支援し、共生社会の実現を図るためにも、国においては聴覚

に障害を持つ者が手話による情報提供を等しく受けられるように、また、手話が音声言語と対等な言語

であることを国民に周知し、そして、自由に手話が使える社会環境を整備する必要がある。

よって青梅市議会は、国及び政府に対し、「手話言語法（仮称）」を早期に制定するよう強く求めるも

のである。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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平成２６年１０月１日

東京都青梅市議会

衆議院議長 伊 吹 文 明 殿

参議院議長 山 崎 正 昭 殿

内閣総理大臣 安 倍 晋 三 殿

総 務 大 臣 高 市 早 苗 殿

厚生労働大臣 塩 崎 恭 久 殿

新聞への消費税軽減税率適用を求める意見書 

新聞は国の内外でのニュースや情報を報道し、多様な意見や論評を国民に提供することによって、国

民生活の向上に大きく貢献しています。

本年４月に実施された消費税増税によって各家庭の経済的負担は増し、民主主義を支える社会基盤で

ある新聞の購読を中止する家庭が増えることも懸念されます。また、国民の知的レベルや社会への関心

が低下することにより日本の将来は危ういものになることが予想されます。特に社会的・経済的弱者に

その傾向が現われた場合は格差が拡大し、社会的不安を招くことにもつながります。

多くの国では品目別の複数税率が導入されており、民主主義という観点から先進他国では、以前から

新聞、書籍などに軽減税率を導入しています。

よって、青梅市議会は、国及び政府に対し、消費税増税に当たり、複数税率の導入と新聞への軽減税

率適用の実現を強く求めるものであります。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

平成２６年１１月２８日

東京都青梅市議会

衆議院議長 殿

参議院議長 殿

内閣総理大臣 殿

総 務 大 臣 殿

財 務 大 臣 殿

横田基地へのＣＶ－２２オスプレイの配備に対する情報提供及び安全対策を求める意見書 

平成２７年５月１２日に北関東防衛局から、米国政府が日本政府へＣＶ－２２オスプレイを横田基地に配

備する旨の接受国通報をしたことについて連絡がありました。

オスプレイについては、配備検討の撤回を求めたにもかかわらず、このような突然の計画発表については、

誠に遺憾であります。

このような状況の中、平成２７年５月１８日（日本時間。現地時間１７日）に、ＭＶ－２２オスプレイが

米国ハワイ州において、乗組員に死亡者および多数の負傷者を出す事故を起こしたとの報道があり、周辺住

民の安全性への懸念は大きくなっています。

本市では、過去に米軍機の墜落事故があったことから、横田基地の周辺自治体として、今回のＣＶ－２２

オスプレイの配備に重大な関心を持っております。

安全保障につきましては、国の専管事項であり、国の安全保障の重要性については、十分に認識しており

ます。

意　見　書
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市としては、国の責任において、地元自治体や周辺住民に対して具体的な説明や迅速かつ正確な情報提供

を行うことはもとより、周辺住民の生活に支障をきたすことがないよう、徹底した安全対策と環境への配慮

を講ずるよう要請します。

併せて、米国に対しても周辺住民の安全性への懸念が払拭されるよう、強く働きかけることを要請します。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

平成２７年６月１９日

東京都青梅市議会

外 務 大 臣 岸 田 文 雄 様

防 衛 大 臣 中 谷 元 様

北関東防衛局長 渡 邉 一 浩 様

地方税財源の拡充に関する意見書 

真の分権型社会を実現するためには、国と地方の役割分担を明確にし、地方がその責任と権限に応じた役

割を果たせるよう、地方税財源の拡充を図る必要がある。

しかし、国は、平成２６年度税制改正において、地方法人特別税・地方法人特別譲与税を継続するととも

に、地方の貴重な自主財源である法人住民税の国税化を新たに導入し、消費税率の１０パーセントへの引上

げ時には、これを更に進めることとした。また、６月末に決定された「経済財政運営と改革の基本方針 」

においても、「地方の税収増が見込まれる中、『税制抜本改革法』を踏まえ、地域間の税源の偏在を是正する

方策を講ずる」とされており、法人住民税の国税化の更なる拡大や他の偏在是正措置の導入の可能性が危惧

される。こうした措置は、地方税財源の拡充につながらず、地方の自立そのものを妨げ、地方分権の流れに

逆行するものである。

現在、青梅市には、子育て・教育環境の整備、福祉・医療の充実、老朽化した公共施設の維持・更新、防

災力の強化など、膨大な財政需要が存在している。

地方自治体が、こうした多岐にわたる課題に適切に対応し、充実した住民サービスを提供していくために

は、需要に見合う財源の確保が不可欠であり、地方財政が抱える巨額の財源不足という問題は、限られた地

方税財源の中での財源調整では根本的な解決を図ることはできない。

よって、青梅市議会は、国会および政府に対し、地方税の根本原則をゆがめる地方法人特別税・地方法人

特別譲与税と法人住民税の国税化を直ちに撤廃して地方税として復元するとともに、不合理な偏在是正措置

を新たに導入することなく、地方が担う権限と責任に見合う地方税財源の拡充という本質的な問題に取り組

むよう強く要請する。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

平成２７年１２月２２日

東京都青梅市議会

衆 議 院 議 長 大 島 理 森 殿

参 議 院 議 長 山 崎 正 昭 殿

内 閣 総 理 大 臣 安 倍 晋 三 殿

総 務 大 臣 高 市 早 苗 殿

財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿

社会保障・税一体改革担当大臣 甘 利 明 殿

経 済 財 政 政 策 担 当 大 臣 甘 利 明 殿

地 方 創 生 担 当 大 臣 石 破 茂 殿
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災害ボランティア割引制度の実現を求める意見書 

日本列島は、大地震、火山噴火、豪雨災害などが相次ぐ「災害の世紀」を迎えている。その救援から復興

に至る過程では、家屋の清掃、畳・家具の搬出および瓦礫の処理のみならず、要援護者宅への訪問介護、心

のケア、傾聴ボランティアなど福祉的ニーズなども高まってきており、多くの災害ボランティアの参画が欠

かせない。

４月に発生した熊本地震でも多くのボランティアが活動している。東日本大震災では、 日当たり推定

万～ 万人のボランティアが必要だったが、実際には集まらなかった。各種の世論調査やボランティアへの

調査では、旅費負担が大きくボランティアに行けないという人が圧倒的に多い。「行きたい気持ち」はあるが

「行けない」のである。

首都直下地震や南海トラフ沖地震が起きると、多くのボランティアが必要になる。近隣だけでは足りず、

遠方からの支援や長期にわたる支援に頼らなければならないが、今のわが国にはこうした大規模災害の被災

地に、必要なだけのボランティアを集める環境が整っていない。

これまで、鉄道会社、航空会社、旅館などの民間企業が独自に割引制度を実施したり、地方自治体がボラ

ンティアバス運行の支援をしたりするなど、官民ともに、負担軽減のための取り組みを行った事例がある。

国は、こうした動きを更に広め多くの団体が取り組みやすくなるような支援のあり方を速やかに検討し、そ

のための官民協働の社会システムを構築すべきである。

以上の理由から、地方自治法第９９条に基づき、国に対し下記事項についての意見書を提出する。

記

地震、津波、豪雨などの大規模災害発生時に、被災地に赴く災害ボランティアの交通費や宿泊費の負担を

軽減する割引制度を制定すること。

平成２８年６月１７日

東京都青梅市議会

内閣総理大臣 安 倍 晋 三 殿

国土交通大臣 石 井 啓 一 殿

経済産業大臣 林 幹 雄 殿

精神障害者も心身障害者医療費助成制度（マル障）の対象とすることを求める意見書 

現在、東京都の心身障害者医療費助成制度（マル障）では、身体障害者手帳１級または２級（一部内部障

害については、３級含む）、愛の手帳１度または２度の知的障害の方が対象者で精神障害者は対象外とされて

いる。

精神障害者には自立支援医療（精神通院医療）および東京都医療費助成制度により精神障害および当該精

神障害に起因して生じた病態に限定した通院のための医療費の負担軽減制度はあるものの、入院については

対象外となるなど、精神障害者およびその家族にとっては、経済的に負担となっているのが現状である。

障害者基本法の第２条では「障害者」を、身体障害者、知的障害者または精神障害者と定めており、精神

障害者も他の障害者と同様に安心して医療を受け生活できるためにも、心身障害者医療費助成制度の対象と

なるよう求めるものである。

なお、制度の拡充にあたっては東京都において財源を充分に確保するとともに、市区町村の事務負担の軽

減を図られるよう併せて求める。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２９年３月２２日

東京都青梅市議会

東 京 都 知 事 小 池 百合子 殿

意　見　書
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東京都議会議長 川 井 しげお 殿

森林環境税（仮称）の早期創設および林業の成長産業化と森林の適切な管理の推進を      

求める意見書 

平成２９年度の与党税制改正大綱において、「２０２０年度及び２０２０年以降の温室効果ガス削減目標の

達成に向けて、森林吸収源対策及び地方の地球温暖化対策に関する安定的な財源の確保」について講じる措

置として、森林環境税（仮称）の創設に向けて、平成３０年度税制改正において結論を得るとされた。

森林が多く所在する山村地域の市町村は、木材価格の低迷や林業従事者の高齢化・後継者不足に加え、急

速な人口減少など厳しい状況にあるが、森林吸収源対策および担い手育成等の山村対策に取り組むための恒

久的・安定的な財源が大幅に不足している。

よって、政府におかれては、市町村が持続的に森林整備を行うことができるよう森林環境税（仮称）を早

急に創設するとともに下記の項目を実現するよう強く求めるものである。

記

１ 森林環境税（仮称）の創設に当たっては、地方の意見を十分に踏まえて制度設計するとともに、各県を

中心に独自に課税している森林環境税との関係についても確実に調整を図ること。また、税の徴収につい

ては、低所得者の負担増につながらないよう十分に配慮すること。

２ 実現までの間においても、必要な施策を推進するための予算を十分に確保すること。

３ 林業の成長産業化と森林の公益的機能発揮の両立を図る新たな森林の管理・経営スキームを検討するこ

と。

４ 本格的な利用期を迎えた我が国の森林について、新たな森林の管理・経営スキームの検討を進めるに当

たっては、国産材の需要創出・拡大策を並行して推進していくこと。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２９年９月２９日

東京都青梅市議会

内閣総理大臣 安 倍 晋 三 殿

財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿

総 務 大 臣 野 田 聖 子 殿

農林水産大臣 齋 藤 健 殿

経済産業大臣 世 耕 弘 成 殿

環 境 大 臣 中 川 雅 治 殿

バリアフリー法の改正およびその円滑な施行を求める意見書 

新バリアフリー法施行から 年以上が経過し、バリアフリー化は一定程度進展を見せているところである。

しかしながら、急速に地域の人口減少・少子高齢化が進む中で、地域の一体的バリアフリー化のニーズは

ますます高まっているにもかかわらず、全国の市町村においては、さまざまな事情から基本構想等の作成が

進まない地域もある。

また、公共交通事業者の既存施設のバリアフリー化や接遇のあり方について一層の向上が急務となってい

る。

年には、東京オリンピック・パラリンピック競技大会が開催され、これを契機とした共生社会の実現

をレガシーとすべく、また、政府の一億総活躍社会の実現を具体化するため、東京のみならず全国各地の一

層のバリアフリー化が進められる必要がある。そのためには、バリアフリー法を改正し、制度面から地域の

抱える課題の解決を目指すことが不可欠である。
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政府は、平成 年２月に関係閣僚会議において決定された「ユニバーサルデザイン 行動計画」に基

づき、同法の改正を含むバリアフリー施策の見直しを進めていると聞く。

こうした状況を踏まえ、政府におかれては、全国各地のバリアフリー水準の底上げに向けて、同法の改正

およびその円滑な施行を確実に実施するよう、また、その際には下記について措置するよう求めるものであ

る。

記

１ 地域の面的・一体的なバリアフリー化を進めるため、バリアフリー法の基本構想制度の見直しも含めた

新たな仕組みについて検討すること。

２ 公共交通事業者がハード・ソフト一体的な取り組みを計画的に進める枠組みについて検討すること。

３ バリアフリー施策を進める際には、高齢者、障がい者等の意見を聞くような仕組みを検討すること。併

せて、バリアフリーの促進に関する国民の理解を深めるとともに、その協力を求めるよう国として教育活

動、広報活動等に努めること。

４ バリアフリー法改正後速やかな施行を行う観点から、改正内容について、十分に周知を行うこと。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成３０年３月２３日

東京都青梅市議会

内閣総理大臣 安 倍 晋 三 殿

国土交通大臣 石 井 啓 一 殿

学校施設や通学路におけるブロック塀等の安全性確保を求める意見書 

本年６月 日午前７時 分に大阪北部で震度６弱を観測した地震では、児童を含む５人が亡くなり、

人以上が負傷した。特に学校関係では 人に及ぶ児童生徒が重軽傷を負い、 を超える学校で校舎等の

天井・ガラス等の破損、壁のひび割れ、断水等の物的被害を受けた。

なかでも、学校施設のブロック塀が倒壊して下敷きになった児童が死亡したことは大変痛ましく、二度と

このようなことがあってはならない。東京都・青梅市においても学校施設の耐震化は進められているが、通

学路等のブロック塀は盲点になっている可能性があり、同様の惨事が起こらないよう早急な対策を行うべき

である。文部科学省は６月 日に学校施設における塀の緊急点検を要請したが、東京都・青梅市においては、

学校施設の点検、安全性確保はもとより、児童生徒が利用する通学路についても速やかに点検した上で、安

全性確保に向けて改善を図ることが必要である。

ついては、国が引き続き通学路のブロック塀等の緊急総点検と安全対策を行うことが重要であり、下記の

事項について積極的な対応を求めるものである。

記

１ 今回被災した地域においては、二次被害も想定されることから、通学路のブロック塀等の総点検・調査

を緊急に実施し、危険が認められる箇所については、通学路の変更や立ち入り禁止等の措置を含めた対応

を徹底すること。

２ 全国の通学路も緊急総点検・調査を実施し、工事が必要な場合は、民間事業者とも連携しつつ速やかに

実施し、地方自治体に対する技術的・財政的支援を行うこと。その際、一般家庭の塀であっても倒壊の可

能性があるなどの場合に支援できる制度を検討すること。また、国土交通省の社会資本整備総合交付金お

よび防災・安全交付金の効果促進事業（Ｃ事業）の積極的な活用を図ること。

３ 学校施設の安全対策に要する費用については、塀の修繕など小規模工事に対する補助制度、法定点検や

それに伴う修繕への補助制度の創設等を検討すること。その際、 万円と定められている文部科学省の

公立学校施設の防災機能強化事業の補助対象事業の下限額について、複数校併せた場合も認めるなど弾力

的に運用すること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成３０年１０月３日

東京都青梅市議会

内閣総理大臣 安 倍 晋 三 殿

文部科学大臣 柴 山 昌 彦 殿

総 務 大 臣 石 田 真 敏 殿

国土交通大臣 石 井 啓 一 殿

意　見　書
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森林環境税の活用に関する意見書 

国は「平成３０年度税制改正の大綱」において、市町村が実施する森林整備等に必要な財源に充てるため、

平成３１年度の税制改正において、（仮称）森林環境税（以下「環境税」という。）および（仮称）森林環境

譲与税（以下「譲与税」という。）を創設することとした。

この環境税の課税は、平成３６年度から始まるが、譲与税の交付は来年度から始まることになっており、

その使途については、市町村が行う間伐や人材育成といった「森林整備およびその促進に関する費用」に充

てられ、一方、都道府県では「森林整備等を実施する市町村に対する支援等に関する費用」に充てなければ

ならないとなっている。

このような中、東京都の面積の約４割は多摩・島しょ地域の森林であり、その恩恵を受けるべきは東京都

民自身であることを考えると、東京都や都内の区市町村に交付される譲与税は、東京都の森林のために活用

されるべきである。

よって、東京都におかれては、この環境税および譲与税の創設にあたり、以下の事項に取り組まれるよう

強く求める。

１ 都内区市町村の譲与税の活用に関する担当窓口を設置すること。

２ 都内の区市町村に交付される譲与税が、多摩産材など東京都の森林のために活用されるよう積極的に働

きかけること。

３ 東京都に交付される譲与税を活用し、林業従事者育成のための諸施策を強化すること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成３０年１２月１８日

東京都青梅市議会

東 京 都 知 事 小 池 百合子 様

東京都議会議長 尾 崎 大 介 様

精神障がい者に交通運賃割引制度の適用を求める意見書 

 

国の障害者支援施策においては、身体障がい、知的障がい及び精神障がいによる格差是正を基本方針として

いる。しかし、ＪＲや大手民間鉄道、高速道路等の公共交通機関における全国統一の運賃割引制度については、

身体障がい者及び知的障がい者は適用になっているものの、精神障がい者は除外されており、障がいの種別に

よる支援の内容に差がある。

精神障がい者家族会の全国組織である公益社団法人全国精神保健福祉会連合会の全国アンケート調査では、

精神障がい者の１カ月の平均収入は約６万円、無年金者は約２０％、一般企業への就労は約６％と、就労が困

難で所得保障も乏しく、また、交通費の負担が重いためデイケアや作業所の利用もできず、外出のブレーキと

なっている実態が明らかになった。

国連障害者権利条約が締結され、障害者差別解消法が施行されていることに鑑みれば、障がい者の交通運賃

割引制度から精神障がい者が除外されている状況は、一刻も早い是正が求められる。

よって、国会および政府に対して、精神障がい者についても身体障がい者及び知的障がい者と同等に交通運

賃割引制度の適用を実現するため、交通運輸事業者に積極的に働きかけるよう強く要望する。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

令和元年６月１４日

東京都青梅市議会

衆議院議長 大 島 理 森 様

参議院議長 伊 達 忠 一 様

内閣総理大臣 安 倍 晋 三 様
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総 務 大 臣 石 田 真 敏 様

厚生労働大臣 根 本 匠 様

国土交通大臣 石 井 啓 一 様

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方財政の急激な悪化に対し地方税財源の確保

を求める意見書 

 

新型コロナウイルス感染症が世界的に蔓延し、わが国は、戦後最大の経済危機に直面している。地域

経済にも大きな影響が及び、本年度はもとより来年度においても、地方税・地方交付税など一般財源の

激減が避けがたくなっている。

地方自治体では、医療介護、子育て、地域の防災・減災、雇用の確保など喫緊の財政需要への対応を

はじめ、長期化する感染症対策にも迫られ、地方財政は巨額の財政不足を生じ、これまでにない厳しい

状況に陥ることが予想される。

よって、国においては、令和３年度地方財政対策及び地方税制改正に向け、下記事項を確実に実現さ

れるよう、強く要望する。

記

１ 地方の安定的な財政運営に必要な地方税、地方交付税などの一般財源総額を確保すること。その際、臨

時財政対策債が累積することのないよう、発行額の縮減に努めるとともに、償還財源を確保すること。

２ 地方交付税については、引き続き財政保障機能と財源調整機能の両機能が適切に発揮できるよう総額を

確保すること。

３ 令和２年度の地方税収が大幅に減収となることが予想されることから、思い切った減収補填措置を講じ

るとともに、減収補填債の対象となる税目についても、地方消費税を含め弾力的に対応すること。

４ 税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系の構築に努めるとともに、国税・地方税の政策税制

については、積極的な整理合理化を図り、新設・拡充・継続に当たっては、有効性・緊急性を厳格に判断

すること。

５ とりわけ、固定資産税は、市町村の極めて重要な基幹税であり、制度の根幹に影響する見直しは、土地・

家屋・償却資産を問わず、断じて行わないこと。先の緊急経済対策として講じた特例措置は、臨時・異例

の措置として、やむを得ないものであったが、本来国庫補助金などにより対応すべきものである。よって、

今回限りの措置とし、期限の到来をもって確実に終了すること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

令和２年９月２９日

東京都青梅市議会

衆 議 院 議 長 大 島 理 森 殿

参 議 院 議 長 山 東 昭 子 殿

内 閣 総 理 大 臣 菅 義 偉 殿

内 閣 官 房 長 官 加 藤 勝 信 殿

総 務 大 臣 武 田 良 太 殿

財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿

経 済 産 業 大 臣 梶 山 弘 志 殿

経済再生担当大臣 西 村 康 稔 殿

まち・ひと・しごと

創 生 担 当 大 臣 坂 本 哲 志 殿

意　見　書
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小・中学校における少人数学級の実現を求める意見書 

新型コロナウイルス感染症は、依然として世界中で猛威を振るっており、我が国においても、第３波の到

来と言われる深刻な事態となり、いまだ収束の目途が立っていない。

学校教育の現場でも大きな影響を受けており、子どもたちは学習の遅れや感染防止対策を講じての学校生

活の中で、いまだかつてないストレスにさらされている。

今年度４月、５月の学校一斉休校からの再開直後、分散登校が実施された。この中で教育現場からは、教

室内での身体的距離が確保されるだけでなく、子どもたち一人一人の様子がよく分かり、ゆとりを持って授

業に取り組むことができることから、勉強も丁寧に教えられるなど、図らずもコロナ禍にあって、少人数学

級の実現を求める声が一層高まっている。

社会経済にいかなる影響があっても、子どもたちの健全な学びの場は保障されるべきであり、感染症対策

のみならず、少人数学級の有用性は明白である。

国および東京都においては、地方自治体の意見を十分に聴取したうえで、地域の実情に合わせた柔軟性に

配慮しつつ、法整備等の検討を早急に進め、計画的に環境整備を行い、小・中学校における少人数学級を実

現されるよう、強く要望する。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

令和２年１２月１５日

東京都青梅市議会

衆 議 院 議 長 大 島 理 森 殿

参 議 院 議 長 山 東 昭 子 殿

内 閣 総 理 大 臣 菅 義 偉 殿

文 部 科 学 大 臣 萩生田 光 一 殿

東 京 都 知 事 小 池 百合子 殿

東京都教育委員会教育長 藤 田 裕 司 殿
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決 議

〔一 覧〕

議案

番号
件 名

議 決

年 月 日
提 出 先

平 成 年

議員 第３２回オリンピック競技大会及び第１６回

パラリンピック競技大会の東京招致に関する

決議

･ ･

平 成 年

議員 青梅市の小中学校における「いじめ」の根絶を

目指す決議

･ ･

議員 青梅市の児童・生徒の学力向上を目指す決議 ･ ･

議員 中国による防空識別圏設定に抗議し撤回を求める

決議
･ ･

平 成 年

委 今井５丁目地内における墓地建設計画に反対する

決議 
･ ･

令 和 元 年

議員 天皇陛下の御即位に関する賀詞決議 元･ ･

決　　　議
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第３２回オリンピック競技大会及び第１６回パラリンピック競技大会の東京招致

に関する決議

オリンピック競技大会及びパラリンピック競技大会は、世界最大規模のスポーツの祭典であり、これ

までも全世界の人々に大きな感動を与えるとともに相互理解を促進し世界平和の実現に貢献してきた。

１９６４年に開催された第１８回オリンピック東京大会は、わが国が戦後の混乱と荒廃から復興を果

たした時代の象徴として歴史に刻まれ、以後、わが国は国際社会の中で飛躍的な発展を遂げてきた。

昨年３月１１日に東日本を襲った巨大地震と巨大津波、そして福島第一原子力発電所の事故は、わが

国に未曾有の甚大な被害をもたらしたが、現在、被災地はもとより全国民が心を一つにし、国を挙げて

復旧、復興に向けて歩み出している。

この復旧、復興への道のりは平坦ではないが、８年後の２０２０年に、首都東京においてオリンピッ

クとパラリンピックを開催するということは、わが国が復旧、復興、さらに再生を成し遂げていくため

の、大きな目標となりシンボルになるものである。

また、復興、再生を果たした姿を全世界に示し、わが国が安全であることを世界にアピールすること

ができるとともに、世界中から寄せられた支援に対する感謝の気持ちを伝える機会にすることもできる。

さらに、次代を担う青少年に夢と希望を贈るとともに国際交流が一層促進され、青梅市が目指す平和

都市の推進に大きく貢献するものである。

よって、青梅市議会は、第３２回オリンピック競技大会及び第１６回パラリンピック競技大会の東京

招致を強く求めるものである。

以上、決議する。

平成２４年３月２８日

東京都青梅市議会

青梅市の小中学校における「いじめ」の根絶を目指す決議

いじめは人権侵害であり、断じて許されない行為です。

どのような理由があろうとも「いじめの行為は１００パーセント悪い。」という考えを、学校はじめ社

会全体で共有することが、「いじめ」根絶の大前提です。

青梅市議会は、未来を担う青梅の子どもたちが、安心して心豊かに成長できるよう、青梅市教育委員

会および市内小中学校ならびに青梅市が、「いじめ」根絶のための下記の施策の実施に努められることを、

強く要請します。

記

１ いじめ防止条例の制定を図ること。

２ いじめ防止のため、第三者委員会の常時設置を図ること。

３ いじめ発見のため、継続的アンケート調査を実施すること。

４ いじめ対応マニュアルを作成し、活用すること。

５ いじめ対応等のため、関係各機関との連携の強化を図ること。

６ いじめの当事者に対する、緊急避難的措置の整備を図ること。

以上、決議する。

平成２５年２月２６日

東京都青梅市議会
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青梅市の児童・生徒の学力向上を目指す決議

小中学校の果たすべき役割は、児童・生徒に知・徳・体のバランスのとれた「生きる力」を育むこと

です。

変化の厳しいこれからの社会を生きるために、「生きる力」の知的側面である基礎的知識とそれを活用

する力の向上は、ますます必要とされるものです。

未来を担う青梅の子どもたちが、人生を切り拓いていける力を培うことができるよう、青梅市議会は、

青梅市教育委員会および市内小中学校ならびに青梅市が、児童・生徒の学力向上のための下記の施策の

実施に努められることを、強く要請します。

記

１ 家庭学習の定着および充実のための施策の推進

２ 習熟度別クラスおよび少人数クラス導入の推進

３ 放課後授業および土曜日授業の推進

４ 学力向上推進委員会等への外部委員の導入

５ 学力向上のための長期計画の策定

６ 全国学力調査等における市の平均正答率等の公表の推進

以上、決議する。

平成２５年３月１８日

東京都青梅市議会

中国による防空識別圏設定に抗議し撤回を求める決議 

 

去る１１月２３日、中国政府は、東シナ海上空に防空識別圏を設定した旨、一方的な発表を行った。

この防空識別圏内において我が国固有の領土である尖閣諸島の領空をあたかも「中国の領空」であるか

のごとく扱っていることは、我が国の領土主権への重大な侵害行為と断じざるを得ず、到底容認できな

い。

同時に中国政府は、この防空識別圏の大半が公海上に設定されているにもかかわらず、国際社会の一

般的な慣行に反し、あたかも自国の領空と同様の強制力を他国の航空機に及ぼす旨表明した。かかる一

方的な措置は国際社会の普遍的なルールである、公海上空における飛行の自由を不当に制約するもので

あり、東シナ海における緊張を一層高め、ひいてはアジア太平洋地域の平和と安定を脅かしかねない危

険な行為である。

今回の中国政府の発表に対しては、我が国はもとより、諸外国から懸念や抗議の声が上がっている。

中国政府はこのような世界の声に謙虚に耳を傾け、国際社会の一員として責任ある理性的な行動を取る

べきである。

ここに青梅市議会は、中国政府による一方的な現状変更の試みは断固容認せず、我が国の主権を侵害

する無謀かつ危険な措置に対して、厳重に抗議し、公海上の飛行の自由を制限する一切の措置の即時撤

回を求めるものである。

政府は、国際社会、国際機関と緊密に連携し、中国に対して、あくまで冷静かつ毅然たる姿勢で対応

することで、我が国周辺の平和と安定を維持し、もって国家主権と国民の安全を確保するよう、必要な

措置を取るべく全力を傾注すべきである。

以上、決議する。

平成２５年１２月１８日

東京都青梅市議会

決　　　議
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今井５丁目地内における墓地建設計画に反対する決議

今井５丁目地内の墓地建設計画について、当該地域の自治会及び青梅市自立センター家族会から墓地

建設計画に反対する陳情２件が提出され、環境建設委員会において現地確認後、慎重なる審査を行った

結果、全会一致で採択された。

当該墓地建設予定地は、自然豊かな環境にあり多くの市民が農業等を営んでいる地域であるとともに、

同地域には多くの障がい者が利用されている青梅市自立センターが設置されている。

墓地建設予定地の周辺道路は狭隘であり、墓地建設工事や墓参等の車両が増加することによる交通事

故等の危険性の増大とともに、静穏な生活環境の悪化など、地域住民や青梅市自立センター利用者にと

っての安全・安心の確保が難しくなることが予見できる。

さらには、青梅市自立センターを利用されている様々な障がいを抱える利用者にとって、大型の墓地

が設置されることは、精神的に多大な悪影響を及ぼすことが容易に考えられる。

よって、青梅市議会は、地域住民や障がいを抱える利用者の切実なる思いを強く受け止め、今井５丁

目地内における墓地建設計画について反対するものである。

以上、決議する。

平成２８年１２月１６日

東京都青梅市議会

天皇陛下の御即位に関する賀詞決議 

 

天皇陛下におかせられましては、新緑の映える良き日にご即位されましたことは、誠に慶賀に堪えな

いところであります。

天皇皇后両陛下の益々のご清祥と、令和の時代が希望に満ち溢れるものとなりますようお祈り申し上

げます。

ここに青梅市議会は、市民を代表して、謹んで慶祝の意を表します。

令和元年６月１４日

東京都青梅市議会



 

 

第 ４ 章

市・市議会提出の主要請願、陳情等 

 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注  
 
本章は、市および市議会が国、都、公共交通機関等に

対して提出した請願、陳情等の要旨をあげ、「番号」欄に

網掛けを付したものについて本文を収録したものである。 
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番号 区分 要 旨 提出者等 提 出 先 提出年月

要望

進達

副申

進達

副申

要望

副申

進達

要請

進達

〃

〃

副申

要望

要請

〃

副申

要請

計画停電に伴うＪＲ青梅線運休時に

おける代替バス運行について

一般都道１９３号線（下畑軍畑線，成

木８丁目地内）の拡幅工事について

青梅市千ヶ瀬町地区の急傾斜地崩壊

防止工事の施工について

一般国道４１１号線（青梅街道）の歩

道カラー舗装工事実施について

青梅市千ヶ瀬町地区の急傾斜地崩壊

防止工事の施工について

主要地方道２９号（立川青梅線）の要

橋補修工事に伴う整備について

青梅市長淵地区、友田町地区の急傾斜

地崩壊防止工事の施工について

主要地方道３１号線（秋川街道、千ヶ

瀬町４丁目地内）の歩道拡幅工事につ

いて

垂直離着陸輸送機ＣＶ２２オスプレ

イの横田基地配備について

主要地方道６３号線（豊岡街道）大門

交差点から今寺駐在所前交差点の歩

道拡幅工事について

主要地方道５３号線（青梅秩父線）お

よび都道１９３号線（下畑軍畑線）の

道路拡幅整備について

主要地方道５３号線（小曾木街道）の

歩道拡幅について

青梅市河辺町１丁目地区の急傾斜地

崩壊防止工事の施行について

霞川改修について

ＭＶ２２オスプレイの横田基地への

飛来について

ＭＶ－２２オスプレイの横田基地へ

の飛来について

主要地方道５３号線（小曽木街道）の

黒沢２丁目交差点から黒沢３丁目１

９０３番地先までの区間における側

溝改修等について

ＭＶ－２２オスプレイの横田基地へ

の飛来について

市長

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

西東京バス株式会社

取締役社長

西多摩建設事務所長

東京都知事

西多摩建設事務所長

東京都知事

西多摩建設事務所長

東京都知事

西多摩建設事務所長

外務大臣

防衛大臣

北関東防衛局長

西多摩建設事務所長

〃

〃

東京都知事代理 副

知事

西多摩建設事務所長

外務大臣

防衛大臣

北関東防衛局長

〃

西多摩建設事務所長

外務大臣

防衛大臣

北関東防衛局長

・

・

・

・

〃

・

・

・

・

・

〃

〃

・

・

・

〃

〃

・

一　　覧

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注  
 
本章は、市および市議会が国、都、公共交通機関等に

対して提出した請願、陳情等の要旨をあげ、「番号」欄に

網掛けを付したものについて本文を収録したものである。 
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番号 区分 要 旨 提出者等 提 出 先 提出年月

要請

口頭

要請

副申

〃

〃

口頭

要請

要請

〃

口頭

要請

〃

〃

〃

〃

抗議

文

進達

副申

口頭

要請

要望

ＭＶ－２２オスプレイの横田基地へ

の飛来および訓練について

横田基地日米友好祭におけるＭＶ－

２２オスプレイの展示について

青梅市沢井３丁目地内の中曽川砂防

事業の早期実施について

主要地方道３１号青梅あきる野線（秋

川街道）長淵５丁目から８丁目地内に

おける道路整備事業の促進について

青梅市千ヶ瀬町１丁目地区の急傾斜

地崩壊防止工事の施工について

横田飛行場へのオスプレイの飛来に

ついて

ＭＶ－２２オスプレイのハワイ州で

の事故について

横田基地へのＣＶ－２２オスプレイ

の配備について

横田飛行場へのオスプレイの飛来に

ついて

横田飛行場へのオスプレイの飛来に

ついて

横田飛行場へのオスプレイの飛来に

ついて

横田飛行場へのオスプレイの飛来に

ついて

横田飛行場へのオスプレイの飛来に

ついて

北朝鮮核実験実施に係る抗議

主要地方道５３号（小曾木街道）の聞

修院前から下栃谷橋までの側溝改修

および新設について

主要地方道４５号（奥多摩青梅線・吉

野街道）および主要地方道５号（新宿

青梅線・青梅街道）千ヶ瀬バイパス延

伸の早期整備について

横田飛行場へのオスプレイの飛来に

ついて

圏央道青梅インターチェンジにおけ

る物流拠点整備について

市長

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

外務大臣

防衛大臣

北関東防衛局長

北関東防衛局長

東京都知事

西多摩建設事務所長

東京都知事

北関東防衛局長

外務大臣

防衛大臣

北関東防衛局長

〃

北関東防衛局長

〃

〃

〃

〃

朝鮮民主主義人民共

和国国防委員会第一

委員長

西多摩建設事務所長

〃

北関東防衛局長

農林水産省関東農政

局長

・

〃

・

・

〃

・

〃

〃

・

・

・

〃

・

・

〃

・

・

〃
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番号 区分 要 旨 提出者等 提 出 先 提出年月

副申

口頭

要請

〃

抗議

文

口頭

要請

要請

進達

〃

口頭

要請

〃

進達

口頭

要請

〃

〃

抗議

文

〃

口頭

要請

進達

黒沢川護岸工事に伴う、黒沢川近接地

の陥没地対策について

横田飛行場へのオスプレイの飛来に

ついて

横田飛行場へのオスプレイの飛来に

ついて

北朝鮮核実験実施に係る抗議

横田飛行場へのオスプレイの飛来に

ついて

沖縄県名護市沖合でのＭＶ－２２オ

スプレイの不時着水について

主要地方道４５号（吉野街道）御岳一

丁目地内の転落防止柵の設置につい

て

国道４１１号（青梅街道）御岳本町地

内のカーブミラー設置について

横田飛行場へのオスプレイの飛来に

ついて

横田飛行場へのオスプレイの飛来に

ついて

主要地方道４５号（吉野街道）畑中一

丁目交差点の信号機地点標識板の設

置について

横田飛行場へのオスプレイの飛来に

ついて

オスプレイのオーストラリアにおけ

る訓練中の事故について

横田飛行場へのオスプレイの飛来に

ついて

北朝鮮核実験実施に係る抗議

北朝鮮弾道ミサイル発射に係る抗議

横田飛行場へのオスプレイの飛来に

ついて

主要地方道３１号青梅あきる野線（秋

川街道）拡幅整備に関する要望につい

て

市長

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

市長

市議会議長

〃

市長

西多摩建設事務所長

北関東防衛局長

北関東防衛局長

朝鮮民主主義人民共

和国国務委員会委員

長

北関東防衛局長

外務大臣

防衛大臣

北関東防衛局長

西多摩建設事務所長

西多摩建設事務所長

北関東防衛局長

北関東防衛局長

西多摩建設事務所長

北関東防衛局長

北関東防衛局長

北関東防衛局長

朝鮮民主主義人民共

和国国務委員会委員

長

朝鮮民主主義人民共

和国国務委員会委員

長

北関東防衛局長

西多摩建設事務所

長

・

・

・

・

・

・

・

〃

・

〃

・

・

・

〃

・

〃

・

〃

一　　覧
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番号 区分 要 旨 提出者等 提 出 先 提出年月

進達

〃

抗議

文

要望

要請

口頭

要請

副申

〃

要望

要請

〃

口頭

要請

要望

口頭

要請

要請

抗議

文

口頭

要請

都道２３８号線梅ヶ谷交差点から和

田町地内の歩道、路側帯安全対策につ

いて

和田橋通りの歩道改修について

北朝鮮弾道ミサイル発射に係る抗議

企業主導型保育事業について

２０１８年３月ダイヤ改正にかかる

要請について

横田飛行場へのオスプレイの飛来に

ついて

主要地方道４５号（奥多摩青梅線・吉

野街道）および主要地方道５号（新宿

青梅線・青梅街道）千ヶ瀬バイパス延

伸の早期整備について

都市計画道路３・４・１３号線整備の

早期実施について

ＪＲ青梅線東青梅駅舎の建替につい

て

横田基地へのＣＶ－２２オスプレイ

の配備について

羽村市で発生したパラシュートの一

部の落下について

横田飛行場へのＣＶ－２２オスプレ

イの飛来について

企業主導型保育事業について

横田飛行場へのＣＶ－２２オスプレ

イの飛来について

ＣＶ－２２オスプレイの横田飛行場

配備について

米国臨界前核実験実施に係る抗議

横田基地所属のＣ－１３０輸送機に

よる人員降下訓練中の事故について

市長

〃

市長

市議会議長

市長

市長

奥多摩町長

市長

〃

〃

〃

〃

青梅市長職

務代理者

市長

〃

〃

〃

〃

〃

西多摩建設事務所長

西多摩建設事務所長

朝鮮民主主義人民共

和国国務委員会委員

長

東京都知事

東日本旅客鉄道株式

会社八王子支社長

北関東防衛局長

西多摩建設事務所長

〃

東日本旅客鉄道株式

会社代表取締役社長

外務大臣

防衛大臣

北関東防衛局長

防衛大臣

北関東防衛局長

在日米軍横田基地第

３７４空輸航空団司

令官

北関東防衛局長

内閣府特命担当大臣

北関東防衛局長

外務大臣

防衛大臣

北関東防衛局長

アメリカ合衆国

大統領

北関東防衛局長

在日米軍横田基地第

３７４空輸航空団司

令官

・

〃

・

・

〃

・

・

〃

・

〃

〃

・

〃

・

・

・

・
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番号 区分 要 旨 提出者等 提 出 先 提出年月

副申

抗議

文

副申

〃

要望

〃

要請

口頭

要請

〃

抗議

文

口頭

要請

副申

〃

〃

要望

〃

青梅駅前都道１９６号青梅停車場線

の早期改修について

米国臨界前核実験実施に係る抗議

長淵８丁目地内の土砂流失防止対策

について

二俣尾５丁目地内の落石防止対策に

ついて

都道１９４号線上の横断歩道周辺の

カラー舗装実施について

青梅市立総合病院の建替えにかかる

財政支援に関する要望書

横田基地日米友好祭への陸上自衛隊

陸上総隊第１空挺団の参加について

横田基地における人員降下訓練の実

施について

横田基地での人員降下訓練における

ＲＡ‐１型パラシュートを使用した

訓練の再開について

北朝鮮弾道ミサイル発射に係る抗議

横田基地におけるオスプレイ離発着

状況の目視確認等の終了について

畑中３丁目地内の土砂流出防止対策

について

御岳１丁目地内の土砂流出防止対策

について

畑中２丁目狐窪沢下流域の土砂崩れ

対策について

ウメ輪紋ウイルスに対する緊急防除

対策および圏央道青梅インターチェ

ンジ北側における物流拠点整備につ

いて

圏央道青梅インターチェンジ北側に

おける物流拠点整備について

市長

市長

市議会議長

市長

〃

〃

〃

〃

〃

〃

市長

市議会議長

市長

〃

〃

〃

〃

〃

西多摩建設事務所長

アメリカ合衆国大統

領

駐日アメリカ合衆国

大使館特命全権大使

都知事

東京都知事

西多摩建設事務所長

東京都知事

在日米軍横田基地第

３７４空輸航空団司

令官

北関東防衛局長

陸上自衛隊陸上総隊

第１空挺団長兼習志

野駐屯地司令

在日米軍横田基地第

３７４空輸航空団司

令官

〃

朝鮮民主主義人民共

和国国務委員会委員

長

北関東防衛局長

東京都知事

〃

〃

農林水産大臣

農林水産省関東農政

局長

・

・

・

〃

・

・

〃

〃

〃

・

〃

〃

〃

〃

〃

・

一　　覧



208 第２編　第４章　市・市議会提出の主要請願、陳情等

番号 区分 要 旨 提出者等 提 出 先 提出年月

副申

要望

口頭

要請

副申

口頭

要請

〃

要請

口頭

要請

副申

〃

要請

口頭

要請

要請

口頭

要請

一般都道１９４号（成木河辺線）塩船

観音寺入口交差点の信号機地点標識

板の設置について

バスの利便性向上について

横田基地の航空機訓練について

畑中２丁目狐窪沢上流域の土砂崩れ

対策について

米空軍グローバルホークの横田飛行

場への一時展開および空母ロナル

ド・レーガン艦載機の着陸訓練につい

て

横田基地における人員降下訓練の実

施について

横田基地所属のＣＶ―２２オスプレ

イの部品遺失について

横田基地における人員降下訓練の実

施について

青梅市日向和田三丁目地内の急傾斜

地崩壊防止対策について

青梅市友田町二丁目地内の急傾斜地

崩壊防止対策について

立川市へのパラシュート落下につい

て

横田基地における人員降下訓練の実

施について

人員降下訓練に伴う福生市へのフィ

ンの落下について

横田基地における人員降下訓練の実

施について

市長

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

西多摩建設事務所長

西東京バス株式会社

取締役社長

立川バス株式会社

取締役社長

在日米軍横田基地第

３７４空輸航空団司

令官

東京都知事

北関東防衛局長

在日米軍横田基地第

３７４空輸航空団司

令官

〃

在日米軍横田基地第

３７４空輸航空団司

令官

北関東防衛局長

横田防衛事務所所長

東京都知事

〃

在日米軍横田基地第

３７４空輸航空団司

令官

北関東防衛局長

横田防衛事務所所長

在日米軍横田基地第

３７４空輸航空団司

令官

〃

〃

・

・

・

・

・

・

〃

〃

〃

〃

・

〃

〃

・
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番号 区分 要 旨 提出者等 提 出 先 提出年月

副申

要望

要請

口頭

要請

進達

口頭

要請

〃

抗議

文

副申

要望

口頭

要請

〃

主要地方道４５号線（吉野街道）の道

路整備に伴う歩道切下げの改善に関

する要望について

ウメ輪紋ウイルスに対する防除対策

および圏央道青梅インターチェンジ

北側における物流拠点整備について

横田基地内より市内処分場に搬入さ

れた土から銃弾が発見された件につ

いて

令和３年降下訓練始め行事について

市立霞台小学校、若草小学校、泉中学

校周辺の道路に係る児童・生徒の登下

校の交通安全対策に関する要望につ

いて

横田基地における人員降下訓練の実

施について

横田基地における人員降下訓練の実

施について

米国臨界前核実験実施に係る抗議

河辺町３丁目河岸土砂崩れの早期復

旧に関する要望について

御岳小橋の早期復旧について（要望）

横田基地への戦闘機飛来について

横田基地における人員降下訓練の実

施について

市長

〃

〃

〃

〃

〃

〃

市長

市議会議長

市長

〃

〃

〃

西多摩建設事務所長

農林水産大臣

北関東防衛局長

北関東防衛局長

警視庁青梅警察署長

在日米軍横田基地第

３７４空輸航空団司

令官

〃

アメリカ合衆国大統

領

京浜河川事務所長

東京都知事

在日米軍横田基地第

３７４空輸航空団司

令官

〃

・

・

〃

・

〃

・

〃

〃

〃

〃

・

〃

一　　覧
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要望（１）

青 企 企 第 ２ 号

平成２３年４月１４日

西東京バス株式会社

取締役社長 丸 山 荘 殿

青梅市長 竹 内 俊 夫

計画停電に伴うＪＲ青梅線運休時における代替バス運行について（要望）

春暖の候、貴社におかれましては、ますます御清栄のこととお喜び申し上げます。また、

本市交通施策に平素から御理解、御協力を賜り厚くお礼申し上げます。

先月発生した東日本大震災の影響により、現在も電力不足が続いております。また、今後

もこの状況は引き続くと予想されております。この電力不足により、東日本旅客鉄道株式会

社による青梅線の電車運行にも大きな影響があり、長時間に及ぶ区間運休や運行本数の減少

などが生じています。

鉄道など公共交通は重要な社会基盤であり、本市における青梅線は、都市間交通の基幹と

なっています。代替できる他の路線もないため、その影響は、市民や通勤者などあらゆる人々

に及んでおります。

本市においては、電力事業者である東京電力株式会社に対し、電力の安定供給を求めると

ともに、東日本旅客鉄道株式会社に対しては、地域社会に与える影響が甚大であり、区間運

休などの措置を講じないよう要請しています。しかしながら、改善の見通しは全く立ってお

りません。

このため、地域の交通手段を確保することは喫緊かつ重大な課題となっております。

つきましては、青梅線の区間運休時において、貴社により下記の区間における代替バスの

運行を実施していただきたく要望いたします。現状を斟酌いただき、御検討を賜りますよう

お願い申し上げます。

なお、運行が実現した際は、不定期運行となることが想定されますが、市のホームページ

や行政メールなどにより市民等に対する運行情報の周知で協力できることを申し添えます。

記

１ 拝島駅～ 河辺駅間

当区間は、すでに立川駅～河辺駅間の深夜バスが運行されているため、バス停の設置等

新たな経費負担も発生しないことから、早急に運行体制を整えるようお願いいたします。

２ 河辺駅～ 青梅駅間

東青梅駅については、市内北部地域と、青梅駅については、西部地域や南部地域を結ぶ

路線バスが運行されており、重要な交通結節点となっております。また、この地域は中心

市街地を形成しており、一定の利用も見込めると考えます。

３ 青梅駅～ 御嶽駅間

地域人口が少なく多くの利用は見込めませんが、市立小・中学校の子どもたちが青梅線

で遠距離通学するなど、特に配慮が必要な地域となっています。また、沿線には観光スポ

ットが多く、市民だけでない利用も見込むことができます。

以 上
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進達（４）

青 建 計 第 ８ 号

平成２３年１０月４日

東京都西多摩建設事務所

所長 老 沼 宏 二 様

青梅市長 竹 内 俊 夫

一般国道４１１号線（青梅街道）の歩道カラー舗装工事実施について（進達）

日頃から、市政に対しまして御高配を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、標記の件につきまして、別紙のとおり本市第５支会御岳本町第３自治会から要望書

が提出されました。

当該地区におきましては、今回路面補修工事（２３西の９）の施工範囲であるため、地域

住民および利用者の安全確保のため、本工事と併せて実施していただきますようお願いいた

します。

以 上

副申（７）

青 建 計 第 ８ 号

平成２４年８月７日

東京都知事

石 原 慎太郎 様

青梅市長 竹 内 俊 夫

青梅市長淵地区、友田町地区の急傾斜地崩壊防止工事の施工について（副申）

日頃、市政に対しまして格別の御高配を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、平成２４年７月５日に下長淵第一自治会から別紙のとおり要望書が提出されました。

当該箇所は大規模な崖地が連続することから、土地所有者が対策工事を実施することが困

難な状況にあります。

つきましては、下記のとおり災害防止の観点から早期に当該箇所の対応策を図られたく副

申いたします。

記

１ 急傾斜地崩壊危険区域の指定について

２ 急傾斜地崩壊危険区域の施工について

以 上
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要望（ ）

青 建 計 第 １ ５ 号

平成２６年３月４日

東京都西多摩建設事務所

所長 杉 橋 要 殿

青梅市長 竹 内 俊 夫

霞川改修について（要望）

日頃、市政に対しまして御高配を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、標記の件につきまして、「霞川くらしの楽校」から別紙により要望書が提出されま

した。

青梅市といたしましても、これまで霞川の早期整備ならびに市民がより水と親しめる空間

となるよう親水性や環境に配慮した整備要望を貴事務所に対し行っておりますが、改めて当

楽校からの要望内容を踏まえ、市民の利用を考慮したさらなる親水性の充実、確保をお願い

したく別紙のとおり要望いたします。

以 上

（別 紙）

霞川くらしの楽校から提出された霞川改修に対する要望のうち、青梅市としても特に下記

内容についてご配慮いただきたくお願いします。

区 分 要望事項 内 容

１

親水性

景 観

環 境

護岸部の構造

に工夫を

 緩傾斜護岸の採用

今井小学校裏、天本橋下流部のように緩傾斜を設け、転落防

止柵を工夫して自由に川へ降りられる構造とする。

 既存の緩傾斜部分の転落防止柵の工夫をし、水に近づけるよ

うにする。

 カワセミが営巣できるようなのり面を設ける

２

景 観 管理道路の植

栽について

 低木（つつじ）の常に川面が見られるよう植栽位置は川側と

反対とする。

 緑地以外の部分にも日陰になるよう、所々植栽をする。（間隔

は開けて良い）

３

人にやさ

しい

親水性

景 観

木陰のある緑

地エリアを

設ける

 既改修部に設けてあるような緑地を設ける。（植える木は枝が

広がり夏は日陰が出来るような木とする）

 既存緑地の木の植え替え（今の木は日陰にならない）

 緩傾斜部分の土手上部に植栽（雑木）

４

人にやさ

しい

管理道路面の

素材について

変化をもたせ

る

今は、アスファルトとレンガの道路である、自転車やベビーカ

ー、車椅子の方もいるので、散歩、ウォーキングが目的の方が圧

倒的、せめて片側数箇所に違った感覚でやさしく歩ける場所がつ

くれないか。（木材チップ、土など）
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７

人にやさ

しい

管理道路にベ

ンチの設置

散歩されている方の中には、中高年齢者が多い、橋の欄干の基

礎部分などに座って休んでいる人を見かける。

また、「休みながら川の中が見られる場所が欲しい」との声も

ある。

（簡易ベンチ、丸太等で可）（金銭以外の方法で調達する方法も

あるのでは）

環 境 流れに変化を

つけられない

か

 今まで、あった深みも戻らず変化に乏しい。川は自分で流れ

を、作っていくと言われていますが、工事終了後、数年経っ

ていますが、雨水・増水による侵食も期待したほど進んでい

ない。改修工事中で変化のある構造にする方策は、とれない

ものか

要請

ＭＶ－２２オスプレイの横田基地への飛来および訓練について（要請）

米海兵隊のＭＶ－２２オスプレイ２機が、平成２６年８月２９日に横田基地に飛来し、８

月３１日には横田基地の総合防災訓練として同基地での離発着が繰り返されました。

本市は、過去に米軍機の墜落事故があり、横田基地の周辺自治体として、航空機の騒音や

事故に重大な関心を持っております。

また、ＭＶ－２２オスプレイの横田基地への飛来については、本年度３度に渡り、正確な

情報提供と十分な説明責任について要請を行ってきたところであります。

本市といたしましては、国の責任において、地元自治体や周辺住民に対して正確かつ詳細

な情報提供を行い、周辺住民の安全性への懸念が払拭されないまま横田基地への飛来や訓練

が行われることのないよう、米国に働きかけることを改めて強く要請します。

平成２６年９月１日

外務大臣 岸 田 文 雄 様

防衛大臣 小野寺 五 典 様

北関東防衛局長 渡 邉 一 浩 様

青梅市長 竹 内 俊 夫

要請

横田基地へのＣＶ－２２オスプレイの配備について（要請）

平成２７年５月１２日に北関東防衛局から、米国政府が日本政府へＣＶ－２２オスプレイ

を横田基地に配備する旨の接受国通報をしたことについて連絡がありました。

オスプレイについては、地元自治体や周辺住民に対する十分な説明責任を果たすことなく、

飛来や訓練を行うことがないよう再三要請してきたにもかかわらず、このような突然の計画

発表については、誠に遺憾であります。

このような状況の中、平成２７年５月１８日（日本時間。現地時間１７日）に、ＭＶ－２

２オスプレイが米国ハワイ州において、乗組員に死亡者および多数の負傷者を出す事故を起
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こしたとの報道があり、周辺住民の安全性への懸念は大きくなっています。

本市では、過去に米軍機の墜落事故があったことから、横田基地の周辺自治体として、今

回のＣＶ－２２オスプレイの配備に重大な関心を持っております。

安全保障につきましては、国の専管事項であり、国の安全保障の重要性については、十分

に認識しております。

市としては、国の責任において、地元自治体や周辺住民に対して具体的な説明や迅速かつ

正確な情報提供を行うことはもとより、周辺住民の生活に支障をきたすことがないよう、徹

底した安全対策と環境への配慮を講ずるよう要請します。

併せて、米国に対しても周辺住民の安全性への懸念が払拭されるよう、強く働きかけるこ

とを要請します。

平成２７年５月２９日

外務大臣 岸 田 文 雄 様

防衛大臣 中 谷 元 様

北関東防衛局長 渡 邉 一 浩 様

青梅市長 竹 内 俊 夫

抗議文

抗 議 文

朝鮮民主主義人民共和国

国防委員会第一委員長 金 正 恩 閣下

このたび、貴国が１月６日に、核実験を実施したとの報道に接しました。

このことは、世界の平和と安全を著しく損なうもので、核軍縮・不拡散に向けた国際社会

の真剣な取組に逆行する行為であり、到底許し難いものであります。

この世界が核兵器や戦争のない平和な世界となることを願い、「非核平和都市宣言」を行っ

ている青梅市としては、今回の核実験の強行に対して強い憤りを禁じ得ません。

核兵器や戦争のない平和な世界は、青梅市民のみならず、人類共通の願いでもあり、今回

の核実験は、世界の恒久平和の実現を願っている我が国の思いを無視した行為で、絶対に容

認できません。

よって、青梅市は貴国の行為に対し厳重に抗議するとともに、核兵器にかかる全ての計画

を廃棄することを強く要請します。

２０１６年１月７日

日本国

青梅市長 浜 中 啓 一
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要望（ ）

青 ま ま 第 ３ ７ 号

平成２８年３月２８日

農林水産省

関東農政局長 石 田 寿 殿

青梅市長 浜 中 啓 一

圏央道青梅インターチェンジにおける物流拠点整備に関する要望について

日ごろから、青梅市政に御理解と御協力を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、本市では、東京都の「東京都西南部の流通業務施設に関する整備方針」にもとづき、

圏央道青梅インターチェンジの北側において、物流拠点整備の取組を進めているところであ

ります。

本事業は、圏央道の整備効果を活かし、本市の発展や活性化に大きく寄与するものであり

ますので、事業の実現のため、下記事項について特段の御配慮をお願いいたします。

記

１ 計画地である青梅インターチェンジ北側の今井４丁目地区に関する農業振興地域農用地

区域からの指定解除

２ 青梅インターチェンジへのアクセス向上のための都市計画道路青梅３・４・１３号線の

整備

以 上

進達

青 建 計 第 １ ２ 号

平成２９年１月２０日

東京都西多摩建設事務所

所長 石 坂 弘 司 殿

青梅市長 浜 中 啓 一

主要地方道４５号（吉野街道）御岳一丁目地内の転落防止柵の設置について（進

達）

日頃、市政に対しまして御高配を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、標記の件につきまして、地元自治会から市に対して別紙のとおり要望書が提出され

ました。

当該都道区間は、歩道の隣接地が斜面となっている箇所があります。つきましては、別紙

の地元自治会からの要望を踏まえ、対応を検討していただきますようお願いいたします。

以 上
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抗議文（ ）

抗 議 文

朝鮮民主主義人民共和国

国務委員会委員長 金 正 恩 閣下

２０１７年９月１５日に貴国が弾道ミサイルを発射し、日本領域上空（北海道地方）を通

過し襟裳岬の東の沖合約２，０００キロメートルの太平洋上に落下したとの報があったとこ

ろであります。

貴国の度重なるミサイル発射や核実験は、世界の平和と安全を脅かす行為であり、恒久平

和を希求する国際社会の真剣な取組に逆行するもので、到底許し難いものであります。

国際社会からの再三の警告を無視し続け、青梅市民をはじめとする全世界の人々の、恒久

平和への願いを踏みにじる貴国の暴挙は断じて容認できるものではなく、強い憤りを覚えま

す。

世界連邦平和宣言都市および非核平和宣言都市である青梅市は、貴国の行為に対し断固抗

議するとともに、ミサイル発射および核兵器にかかる全ての計画を即刻中止することを強く

要請します。

２０１７年９月１５日

日本国東京都

青 梅 市 長 浜 中 啓 一

日本国東京都

青梅市議会議長 小 山 進

要望（ ）

青 子 推 第 ８ ７ ４ 号

平成２９年１２月２２日

東京都知事

小 池 百合子 殿

青梅市長 浜 中 啓 一

企業主導型保育事業について（要望）

平素から青梅市の行財政運営につきまして、格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、子ども・子育て支援事業につきましては、市民にとっても最も身近な問題としてと

らえ、子育て環境の整備等を重点事業の一つとして掲げ、真摯に取り組んでいるところであ

ります。

しかしながら、青梅市におきましては、保育行政に求められるニーズの多様化に地理的要

因も加わり、待機児童が発生している一方で、定員割れが急速に進んでいる地域もあるとい

う地域的偏在が生じております。

そのような中、定員未充足保育園が多く存する地域に企業主導型保育事業の参入が図られ

ることとなり、その影響は多大なものがあると危惧しております。



217第２編　第４章　市・市議会提出の主要請願、陳情等

このような青梅市の状況を御賢察の上、下記の要望について、特段の御配慮を賜りますよ

う、お願い申し上げます。

記

１ 企業主導型保育事業の実施に際しては、東京都内においても地域的偏在が生じているこ

とを御理解いただき、市区町村の意見を徴する制度としていただくよう、国へ働きかけて

いただきたい。

２ 企業主導型保育事業の助成決定に当たっては、ニーズの把握や地方自治体への相談およ

び設置場所の検討について、指導と確認を徹底されますよう、公益財団法人児童育成協会

へ働きかけていただきたい。

以 上

副申

青 建 計 第 １ ９ 号

平成３０年２月７日

東京都西多摩建設事務所

所長 石 坂 弘 司 殿

青梅市長 浜 中 啓 一

主要地方道４５号（奥多摩青梅線・吉野街道）および主要地方道５号（新宿青梅

線・青梅街道）千ヶ瀬バイパス延伸の早期整備について（副申）

日頃、市政に対しまして御高配を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、標記の都道２路線につきましては、かねてより市および地域からの要望等を踏まえ、

貴事務所による拡幅整備が進められております。

このたび、吉野街道を利用している青梅市自治会連合会第４支会から市に対しまして、平

成２７年度に続き早期に拡幅整備を求める要望書が提出されました。

つきましては、当支会の住民総意としての要望をお汲み取りいただき、歩行者等の安全・

安心の確保に向け、早期に整備を完了いただきますようお願いいたします。

以 上
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要望（ ）

青 経 ま 第 ５ 号

平成３０年４月２６日

東日本旅客鉄道株式会社

代表取締役社長 深 澤 祐 二 様

青梅市長 浜 中 啓 一

ＪＲ青梅線東青梅駅舎の建替について（要望）

春陽の候、貴社におかれましては、ますます御清栄のこととお喜び申し上げます。

ＪＲ青梅線の東青梅駅につきましては、本市の中心市街地に位置し、市役所の最寄駅として

重要な公共交通結節点である一方で、北口にエレベーターが設置されていないなど、バリア

フリー化が遅れている状況であります。

市では、東青梅駅周辺のバリアフリー化を進めてまいりましたが、東青梅駅舎は建築後

５０年以上が経過し、構造が古いためエレベーターの設置などの増築にあたっては、現行法

令の基準を満たすような改修が必要であると建築主事に指導されております。

このような状況を踏まえ、市では西多摩地域広域行政圏協議会を通じ、貴社に既存駅舎の

建替を要望してきたところであります。

これまで、長期に渡り要望を続けてまいりましたが、未だ実現しておらず、市民から早期

実現の要望が多く寄せられているとともに、市議会でも同様の意見が多数取り上げられてい

る状況であります。

バリアフリー化による利用者の利便性向上のため、老朽化した駅舎の建替を早期に行うよ

う要望いたします。

以 上

抗議文（ ）

アメリカ合衆国 大統領

ドナルド・トランプ 閣下

駐日アメリカ合衆国大使館

特命全権大使

ウィリアム・Ｆ・ハガティ 閣下

抗議文

貴国が、本年２月にネバタ州の核実験場において、臨界前核実験を実施した旨の報道に接

しました。

昨年１０月にも、貴国の臨界前核実験に対する抗議文を送付し、厳重に抗議したにもかか

わらず、再び核実験を行ったことについて、あらためて遺憾の念を禁じえません。

核爆発を伴わないとはいえ、臨界前核実験の実施は、貴国が核兵器の増強を進めているこ

とを示すものであり、核兵器の廃絶を目指す国際社会の流れに逆行する行為です。

世界連邦平和宣言都市および非核平和宣言都市である青梅市は、今回の核実験の実施に厳

重に抗議すると共に、貴国には、核兵器のない世界の実現に向けて、指導的役割を果たされ

ることを強く求めます。
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２０１９年５月３０日

日本国東京都

青 梅 市 長 浜 中 啓 一

日本国東京都

青梅市議会議長 久 保 富 弘

要望（ ）

東京都知事 小池 百合子 様

青梅市立総合病院の建替えにかかる財政支援に関する要望書

青梅市立総合病院は、西多摩地域における唯一の高度急性期医療機関として都立病院の補

完的役割を果たしてきています。また、「東京都地域医療構想」での西多摩構想区域における

高度急性期・急性期機能病床のうち３分１を担っています。さらに、地域医療連携の要とし

て地域医療支援病院の指定も受けています。しかしながら、現在、病院施設の中核となる西

棟は建設から４０年、また東棟も３８年が経過し、施設の老朽化・狭隘化が進み、急速に進

歩する医療への対応が困難な状況にあります。

そのため、病院の建替えを決定し、平成３０年度に基本設計を終了し、本年８月末に実施

設計も終了しました。建替え計画では「東京都地域医療構想」を受け、高度急性期医療・先

進的医療の提供に努め、地域住民が安心して暮らしていけるまちづくりを大きな柱としてい

ます。このように高度な医療提供体制を保持するための建替えには莫大な費用がかかること

から青梅市としての負担は大変大きなものとなります。

こうしたことから、今般の建替えに際し、現行の起債償還に対する補助制度のさらなる充

実や市町村総合交付金等による支援など、東京都のより一層の財政支援を要望いたします。

また、本建替え計画では、財産処分制限期間は経過してはいませんが建築後３０年経過し

た南棟を解体する予定です。国の補助金については、包括承認事項に該当し、返還の可能性

は低いとのことですが、東京都の財産処分の基本的な考え方では、取壊しは、原則、包括承

認事項から外れ、補助金は返還となっており、今回の南棟の解体においても補助金の返還の

可能性が高いと伺っています。

しかしながら、南棟を残した計画とした場合、敷地内の空きスペースに新病院を建設する

ことが不可能なこと、また、西棟・東棟を部分解体しながらの建替えは、手術室、外来、放

射線、検査室などの主要機能を他へ移設することが困難であります。こうした点から、今回

のような、特別な事情に伴う取壊しについては包括承認事項として認定していただくよう、

財産処分制度の緩和を要望いたします。

今後も「東京都地域医療構想」の実現に向け、青梅市立総合病院が果たすべき役割を担っ

てまいりますので、何卒ご理解を賜りますよう、お願い申し上げます。

令和元年９月２６日

青梅市長 浜中 啓一
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要望（ ）

青 経 梅 第 １ ３ 号

令和元年１０月２３日

農林水産大臣 江 藤 拓 様

青梅市長 浜 中 啓 一

ウメ輪紋ウイルスに対する緊急防除対策および圏央道青梅インターチェンジ北

側における物流拠点整備について（要望）

日ごろから、青梅市政に御理解と御協力を賜り厚く御礼申し上げます。

標記の件につきまして、下記のとおり、要望させていただきますので、よろしくお願い申

し上げます。

記

１ ウメ輪紋ウイルスに対する緊急防除対策について

本市では、平成２１年４月に日本国内で初めてウメ輪紋ウイルスの発生が確認されて以

降、国および東京都とともに根絶に向けた緊急防除対策に取り組んでおります。

こうした中、平成２８年度には、市内の梅郷・和田町地区に梅樹の再植栽をお認めいた

だき、現在までに約５千本を再植栽することができました。

今年度、ウメ輪紋ウイルス対策の見直しが行われ、再植栽についての条件が緩和されま

したが、再発防止に向け、引き続き、国、東京都と連携し、防除対策に取り組んでまいり

ますので、御支援を賜りますようお願い申し上げます。

２ 圏央道青梅インターチェンジ北側における物流拠点整備について

現在、農業振興地域農用地区域である圏央道青梅インターチェンジ北側の今井４丁目地

区におきまして、東京都の「東京都西南部の流通業務施設に関する整備方針」にもとづき、

物流拠点整備の取組を進めているところであります。

本事業は、圏央道の整備効果を活かし、本市の発展や活性化に大きく寄与するものであ

りますので、本事業の早期実現のため、土地利用の転換にあたり、特段の御配慮をお願い

いたします。

以 上

要望（ ）

青都管第３６７号

令和２年１月７日

西東京バス株式会社

取締役社長 井 上 晋 一 殿

立川バス株式会社

取締役社長 菅 澤 一 郎 殿

青梅市長 浜 中 啓 一

バスの利便性向上について（ 要望）

日頃から青梅市政に対し御理解と御協力をいただき、厚く御礼申し上げます。

公共交通機関を取り巻く状況は、非常に厳しいものと認識しておりますが、青梅市におい
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て公共交通機関は、市民の移動手段として重要なものであります。

つきましては、バス交通の利便性の向上の視点から下記のとおり要望いたしますので、御

検討いただきますようお願い申し上げます。

記

御社が早朝にＪＲ青梅線河辺駅から羽田空港までを運行している、いわゆる羽田空港線に

ついては、空港まで乗り換えの必要もなく、ＪＲ青梅線が運行していない時間帯での運行で

あり、特に早朝の飛行機を利用される方にとって、非常に便利な路線であるものと認識して

おります。しかし、羽田空港から河辺駅に向かう便は運行されていないため、羽田空港から

河辺駅までの乗り換えをすることなく利用できる公共交通機関がありません。

つきましては、立川バス株式会社との共同運行を行うことで羽田空港から河辺駅まで乗り

換えなしに移動できる便の新設および羽田空港行きの便数拡大をお願い申し上げます。

以 上

進達（ ）

青安市第５６１号

令和２年１２月１４日

警視庁 青梅警察署長 殿

青梅市長 浜 中 啓 一

市立霞台小学校、若草小学校、泉中学校周辺の道路に係る児童・生徒の登下

校の交通安全対策に関する要望について（進達）

日頃、市政に対しまして御高配を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、標記の件につきまして、市立霞台小学校、若草小学校、泉中学校および各校ＰＴＡ

から別紙の要望書が提出されました。

当該小学校周辺につきましては、既にスクールゾーンが設定されている状況ではあります

が、近隣中学校を含めた「ゾーン 」などの交通安全対策が早期に実施され、児童や生徒の

安全な登下校が可能となるようお願いいたします。

以 上

抗議文（ ）

アメリカ合衆国大統領

ドナルド・トランプ 閣下

抗議文

貴国が、昨年１１月にネバタ州の核実験場において、臨界前核実験を実施した旨の報道に

接しました。

２０１７年１２月、２０１９年２月に続く、３回目の核実験を行ったことについて、あら

ためて遺憾の念を禁じえません。

国際社会では、まもなく核兵器を全面的に国際法違反とする核兵器禁止条約が発効され、

「核兵器のない世界の実現」に大きな一歩を踏み出そうとしているところです。

今回の実験は、核爆発を伴わないとはいえ、臨界前核実験の実施は、貴国が核兵器の増強
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を進めていることを示すものであり、核兵器の廃絶を求める世界中の人々の願いに逆行する

行為です。

世界連邦平和宣言都市および非核平和宣言都市である青梅市は、今回の核実験の実施に厳

重に抗議すると共に、貴国には、核兵器のない世界の実現に向けて、指導的役割を果たされ

ることを強く求めます。

２０２１年１月１９日

日本国東京都

青 梅 市 長 浜 中 啓 一

日本国東京都

青梅市議会議長 久 保 富 弘
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注  
 
本章は、一般質問について項目のみを収録したもので、

関連質問は除外した。  
項目は、通告件名に従った。  
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

平 成 年（４月～）

平成 年 第３回定例会［６月８日～６月 日］

山 本 佳 昭 無所属 竹内市政４年間の総括と今後の市政運営について 福島第一原

発事故による放射能汚染対策について ⑴大気中及び土壌の放射線

量を測定できないのか ⑵農作物の安全性をチェックできないか

⑶今後どのような対応を考えているか

本 多 ゆり子 ネット スクールカウンセラーの活用について 福島第一原発震災によ

る放射能汚染に伴う子どもへの影響について

荒 井 紀 善 無所属 東日本大震災の教訓から青梅市地域防災計画の改訂を―青梅の地

域性を重視した防災計画のあり方を考える― 民間で行う災害復

興支援活動に対する市のサポートについて 青梅市民会館の今後

のあり方について

小 山 進 無所属 東日本大震災を契機として、改めて市の災害対策を問う

工 藤 浩 司 無所属 公共施設、街路灯におけるＬＥＤ照明への置き換え状況及び今後の

方針について―政府からの夏の需給対策要請を受けて― 企業に

おける休日見直しに伴う休日保育の拡充について―休日保育の拡大、

利用時間の延長等― 多様なニーズに対応した魅力ある観光地づ

くりの現状と今後の施策について―青梅市総合長期計画後期基本計

画の取り組みによる観光客の状況等―

ひ だ 紀 子 みどり 被災地への支援物資は生かされているのか 市の施設の電力購

入方法の見直しについて 放射能汚染から市民をいかに守るか

行革推進委員会と外部評価について

田 中 瑞 穂 共産党 市民参加の防災政策を ⑴青梅市防災会議の委員に、市民を公募で

参加させる仕組みをつくってはどうか ⑵耐震診断助成、耐震改修補

助の枠を広げ、補助金の上限を引き上げてはどうか 青梅にも児童

館を 就学援助制度の拡充で安心して学べる環境を

大勢待 利 明 無所属 事務事業外部評価について 東日本大震災後の状況に対する青

梅市の対応について ⑴放射性物質の拡散について青梅市の対応は

⑵震災後において青梅市は新たな政策を

藤 野 ひろえ 共産党 市民要望に迅速に対応するために、「すぐやる課」の設置を

地域防災計画の見直しなど、災害対策の充実について 交通不便地

域の解消のため、コミュニティバスの早期運行を

鴻 井 伸 二 公明党 新地方公会計制度を活用した資産、コスト改革について―新たなス

トックマネジメントの展開を― 大震災発生時に帰宅困難者とな

る市民への取り組みについて 使い終わったランドセルの活用方

法について

山 内 公美子 公明党 防災無線難聴地域の対策について 認知症対策について

結 城 守 夫 公明党 投票事務における市民サービスの向上について 青梅市情報公

開条例等の改正について 高齢者温泉保養施設利用助成事業の改

善について

野 島 資 雄 公明党 今夏の節電対策等について 心の病等への対応について 今

後の学校教育について

平 成 23 年

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注  
 
本章は、一般質問について項目のみを収録したもので、

関連質問は除外した。  
項目は、通告件名に従った。  
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

高 橋 勝 社民党 青梅市の医療体制の充実について問う 交通対策について問う

榎 戸 直 文 公明党 災害に強いまちづくりについて ウエブ図書館の導入を

平成 年 第４回定例会［９月２日～ 月４日］

荒 井 紀 善 無所属 自治会加入率の向上を目指す施策について―東日本大震災の教訓

から地域共助の強化を― 東日本大震災における被災地への支援

について 青梅市における今後の自然エネルギー施策について―

再生可能エネルギー特別措置法施行後の展望―

工 藤 浩 司 無所属 雇用状況と今後の雇用創出施策、企業誘致施策について ワー

ク・ライフ・バランスの取り組みの現状と今後の推進施策について

地域コミュニティ活動の支援状況と今後の施策について

本 多 ゆり子 ネット 福島第一原発事故に伴う放射能汚染への対策について―子どもの

育ちという視点から― 地域防災計画の見直しについて―日ごろ

からの意識啓発と女性の視点を大切に― 学校給食のさらなる改

善―青梅市食育推進計画の一環としての現状と課題―

山 本 佳 昭 無所属 防災対策について問う ⑴防災訓練について ⑵防災意識の高揚

策について 福島第一原発事故による放射能汚染対策について問

う ⑴空中放射線量の測定について ⑵飲食物の安全性をどのよう

に周知するのか

田 中 瑞 穂 共産党 休場市営プールの再開と温水プール新設を―健康増進と安全確保

のために― 市ホームページの現状と改善すべき点について―市

民参加の市政を推進するために― 災害時における電算システム

の課題について

清 水 輝 幸 無所属 青梅市のごみ対策について 青梅スタジアムの現状と今後の対

応について

市 川 芳 幸 無所属 商店会、商店街の空き店舗対策について 市内農業の振興及び育

成について 市の発注契約における市内事業者の育成について

藤 野 ひろえ 共産党 福島第一原発事故による放射能汚染から、子どもと市民の健康を守

る対策を 市民が安心して利用できる介護保険制度を

ひ だ 紀 子 みどり 高い放射能を含む焼却灰を二ツ塚処分場でエコセメント化するこ

とを市はどう考えるか 災害弱者を守る福祉避難所の指定につい

て 地産地消の給食で市内農業の振興を

山 内 公美子 公明党 がん検診受診率の向上について ピロリ菌除菌で胃がん撲滅を

災害時におけるバンダナの活用について

鴻 井 伸 二 公明党 ストックマネジメントの視点から学校施設の整備を―地域複合施

設化、防災機能強化、トイレ改修など― 土砂災害対策について

大勢待 利 明 無所属 青梅市の財政健全化に向けて―新公会計制度をどう健全化につな

げていくか― 青梅市の情報システムについて ⑴現行システム

をどう評価しているか ⑵自治体間でのシステムの標準化と共同利

用の検討 ⑶クラウド化への検討

結 城 守 夫 公明党 高齢者介護サービスの向上について 障害者虐待防止法に基づ

く市の施策について 災害時の避難方法等について
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

高 橋 勝 社民党 河辺駅周辺の町づくりについて問う ⑴河辺駅北口 ⑵河辺駅南

口 ⑶河辺駅との連携 ⑷青梅ふれあいまつり 青梅市学校給食

について問う ⑴第二小学校の給食 ⑵今後の青梅市の給食のあり

方 ⑶食材の放射線量の測定を

久 保 富 弘 無所属 竹内市政４年間の総括と今後の市政運営について

平成 年 第５回定例会［ 月６日～ 月 日］

荒 井 紀 善 無所属 竹内市政４期目の運営に向け職員の意識改革を 永山公園の忠

霊塔及びその周辺の整備を

山 内 公美子 公明党 子宮頸がん及び成人用肺炎球菌ワクチンの接種事業について

学校図書館の整備について

工 藤 浩 司 無所属 青梅ブランドの確立に向けたフィルムコミッション事業への取り

組みについて 自転車通行の安全対策について 持続的な発展

に向け人材を生かしたまちづくりについて

市 川 芳 幸 無所属 多摩川の清流保全について 多摩川河川敷の環境美化について

清 水 輝 幸 無所属 ウメ輪紋ウイルスの感染に伴う今後の対応について 青梅市墓

地公園における合同墓地の設置について

山 本 佳 昭 無所属 自殺防止対策について問う―ゲートキーパーの養成を―

ひ だ 紀 子 みどり 市の施設の電力購入の見直しはどこまで進んだか 放射能汚染

対策について問う 商工会議所へ市有地を無償で貸していること

等について 広報おうめ 月１日号の記事について

小 山 進 無所属 地域活性化のために文化施設等を活用した観光振興を ２ 子育て

支援の一環として通学費補助制度の創設について

榎 澤 誠 無所属 所信表明に関連して ⑴過去の実績と所信について ⑵活力につ

いて ⑶健全な財政運営について ⑷教育について

大勢待 利 明 無所属 放射能汚染対策について ⑴現状と今後の対策について 障が

い者福祉施策について ⑴障害福祉計画について ⑵ケアホーム、グ

ループホームについて

山 﨑 勝 無所属 青梅市の情報発信のあり方について―フェイスブックを利用した

新たな情報発信を―

鴨 居 孝 泰 無所属 東京国体実施に伴う競技会場の進捗状況と今後の活用について―

観光振興を含めて―

田 中 瑞 穂 共産党 農林業を初めとした青梅の産業を守り抜くために―ＴＰＰ参加阻

止のイニシアチブの発揮を― 差し押さえ債権取り立て請求訴訟

により市税回収と滞納者の生活再建を 保健室と特別支援学級の

充実を

本 多 ゆり子 ネット 竹内市政４期目の所信表明について ⑴青梅市制史上初の４期目

を目指した理由を伺う ⑵異世代交流を通じた育てやすい環境づく

り ⑶多様な担い手と協働する新しい公共について ⑷情報公開と

説明責任のレベルアップ及び市民参加について ⑸放射能汚染対策

について ⑹「暮らしやすさ日本一」の暮らしやすさとは何をあらわ

すのか

平 成 23 年



228 第２編　第５章　一般質問

質 問 者 党 派 質 問 事 項

藤 野 ひろえ 共産党 まちづくりの諸問題を問う ⑴青梅インター周辺開発整備の見直

しを ⑵根ヶ布長淵線の道路整備について ⑶ケミコン跡地に保健

所、市民ホール建設等の検討について 市民の安心、安全を優先し、

くらし・福祉・教育の充実を ⑴国民健康保険など、市民の命、健康

を守る施策の充実について ⑵奨学金制度の充実、通学費、修学旅行

補助について ⑶児童館建設で子育て応援を ⑷放射能測定器貸し

出しや給食食材の実施等、放射能汚染対策について

結 城 守 夫 公明党 墓地の設置制限について 犯罪被害者支援施策について 障

がい者差別禁止について

鴻 井 伸 二 公明党 農業経営者の意欲を支え、後継者を育てる政策を 障がい者の就

労支援に創意工夫を 市庁舎内でミニコンサートの開催を

久 保 富 弘 無所属 市長の所信表明について―特に重視すべき５つのまちづくりの視

点について―

高 橋 勝 社民党 市内スポーツ施設の整備及び充実について問う―アイスアリーナ

の新設についても― 市民の食への不安解消（放射線量）の対応に

ついて問う

榎 戸 直 文 公明党 青梅駅周辺地区における都市基盤整備について 公共施設整備

の新たな手法、コンセッション方式について サマージャンボ宝く

じ等の収益金に係る基金積立金の活用について 子ども議会の開

催について

平 成 年

平成 年 第１回定例会［２月 日～３月 日］

荒 井 紀 善 無所属 職員の意識改革に対する市長の取り組みについて 土砂災害防

止法に関する青梅市の取り組みについて 青梅市における小学校

の英語教育について

工 藤 浩 司 無所属 スマートグリッド、スマートコミュニティの取り組みについて

多摩産材の利用推進の取り組みについて

市 川 芳 幸 無所属 市民センター体育館の管理状況等について―市施設の使用料改定

に伴う影響を問う―

田 中 瑞 穂 共産党 水と食品の放射線測定を 若い世代の就労支援を 東青梅駅

北口及び南口の整備事業について

本 多 ゆり子 ネット 放射能汚染対策について―青梅市放射性物質対応指針を中心に―

中学校武道の必修化について―指導者と安全性の確保― 「青梅

の森」の管理運営について

山 内 公美子 公明党 女性の視点をいかした防災対策について ⑴防災会議に女性委員

の登用を ⑵避難所運営について ⑶女性消防団員について ⑷小

中学校の防災教育について

藤 野 ひろえ 共産党 子ども・子育て新システムと保育所の待機児童解消について

住宅の耐震化について 梅の里再生計画について 中学校の武

道必修化について 下水道公共ます工事における人身事故の再発

防止策について
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

榎 澤 誠 無所属 「活気に満ちた元気な街」について ⑴産業振興の現状と課題 ⑵

組織の体制と仕組み等

小 山 進 無所属 青梅市の災害対策について改めて問う

山 﨑 勝 無所属 青梅市消防団組織等検討懇談会を受けての市の取り組みと消防団

員に健康診断を

ひ だ 紀 子 みどり 市民の個人情報は守られているか 給食食材と青梅産の食品の

放射能チェックができる体制を

大勢待 利 明 無所属 財政の現状と今後について問う ⑴予算編成過程について ⑵地

方債について ⑶中長期的な見通しについて 情報の活用方法を

問う ⑴青梅市のホームページについて ⑵青梅市に関係する情報

の利活用について

久 保 富 弘 無所属 震災対策について ⑴杉並区と青梅市との災害時相互援助に関す

る協定等に関連して ⑵青梅市立総合病院の対応について

鴻 井 伸 二 公明党 中期財政収支計画で市財政の把握を 公共施設整備にファシリ

ティマネジメント戦略を インフラ整備にアセットマネジメント

戦略を

結 城 守 夫 公明党 広報おうめを、希望する全世帯へ配布する施策について 親亡き

後の障がい者支援施策について 地域公共交通の活性化と再生の

ための施策について

高 橋 勝 社民党 青梅市にも公契約条例を 東日本大震災から１年、青梅市の災害

対策は

平成 年 第２回定例会［６月６日～６月 日］

荒 井 紀 善 無所属 重度障がい児の放課後支援について 休止中のプールの有効利

用について 暑さ（寒さ）対策に市施設の積極的な活用を

工 藤 浩 司 無所属 青梅市の成長戦略について 市民参画におけるコミュニティビ

ジネスについて

本 多 ゆり子 ネット 学校などの市内公共施設における再生資材の使用について 子

どもの居場所について―放課後子ども教室推進事業を中心に―

今後の学校給食について

山 内 公美子 公明党 在宅医療と介護のさらなる充実について 風の子・太陽の子広場

の整備、活用について―ＰＡプログラムの導入を―

田 中 瑞 穂 共産党 ひきこもり支援事業の拡充を 餓死、孤立死をなくす取り組みの

強化を

山 本 佳 昭 無所属 青梅都市計画道路３・５・ 号永山グランド線について 小学校

教育について ⑴総合的な学習の時間について ⑵体育科について

ひ だ 紀 子 みどり 障害者計画について 市はエコセメントとその工場の安全性を

どう考えているか 給食食材の放射能検査について 職員によ

る個人情報閲覧について

大勢待 利 明 無所属 行政評価について問う ⑴行政評価の成果について ⑵予算への

反映状況について ⑶行政評価の今後の方向性について 青梅市

のスポーツ施策について問う ⑴青梅市スポーツ振興計画について

⑵スポーツ施設について ⑶スポーツ施策の今後の方向性について

平 成 23・24 年



230 第２編　第５章　一般質問

質 問 者 党 派 質 問 事 項

藤 野 ひろえ 共産党 生活道路の整備を優先し、市民生活の安全を 青梅柚木苑地駐車

場完成に伴う今後の観光、まちの活性化対策について

久 保 富 弘 無所属 青梅市の美化活動推進について―青梅市ポイ捨ておよび飼い犬の

ふんの放置の防止ならびに路上喫煙の制限に関する条例に関連して

― 校庭の芝生化について 震災対応について―避難所のバリ

アフリー化について―

鴻 井 伸 二 公明党 首都直下地震への対応について―防災・減災ニューディールの推進

を― 空き家、老朽家屋等の対策について―住みかえ支援等や適正

管理の取り組みを―

結 城 守 夫 公明党 補助金適正化等のための見直し施策について 市役所庁舎の利

便性等の向上について 障がい者雇用促進策について

高 橋 勝 社民党 青梅市として原子力発電所の再稼働反対の立場を明確にするべき

と思うがいかがか 子どもたちの通学路の見直しと安全対策強化

を

平成 年 第３回定例会［９月４日～ 月２日］

久 保 富 弘 無所属 青梅市福祉センターについて 青梅３・５・ 号根ヶ布長淵線に

ついて 震災対策について

市 川 芳 幸 無所属 市内小学校、中学校におけるいじめの実態について 青梅市にお

ける今後のエネルギー対策について

小 山 進 無所属 成木地区公共下水道整備事業の現状と課題について 青梅市の

生涯学習の現状と今後について

本 多 ゆり子 ネット 放射能及びエネルギー問題に関する教育について 男女平等参

画及びＤＶ相談情報カードの進捗状況について 市民協働・市民参

加のさらなる推進を

工 藤 浩 司 無所属 安全、安心のまちづくりに向けたセーフコミュニティの取り組みに

ついて 職員のモチベーションをさらに上げるための施策につい

て

田 中 瑞 穂 共産党 再生可能エネルギー普及の取り組みを―原発依存からの脱却、環境

保全と雇用確保を実現するために― 横田基地の騒音等から市民

の安全を守る取り組みについて―騒音やパラシュート降下訓練、オス

プレイ配備について―

山 内 公美子 公明党 がん教育について ⑴学校におけるがん教育について ⑵検診受

診率、接種率の向上について 医療費分析を活用した重症化予防を

鴨 居 孝 泰 無所属 駅舎にミニ図書館を

藤 野 ひろえ 共産党 子ども・子育て新システムと保育の拡充について 青梅市環境基

本計画と自然エネルギーへの取り組みについて

ひ だ 紀 子 みどり 多面性と透明性のある職員採用試験を 市民サービスとクレー

ム対応について―斎場の問題から考える― 市民の個人情報は守

られているか

鴻 井 伸 二 公明党 市街化調整区域、農業振興地域の施策について―青梅インター周

辺、小曾木、成木地区を中心に― 高次脳機能障がい者の支援等に

ついて
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

大勢待 利 明 無所属 滞納対策について問う ⑴現在の滞納状況について ⑵徴収体制

について ⑶支払い困難者への対応について ごみの減量と資源

化対策について問う ⑴現状について ⑵今後の方向性について

下 田 盛 俊 無所属 青梅市一般廃棄物処理基本計画について 有価物の扱いについ

て 中間処理の課題と目標について

山 﨑 勝 無所属 危機管理と災害における自衛隊との連携について 青梅市にお

ける北方領土、竹島、尖閣諸島等の領土教育について

結 城 守 夫 公明党 大型児童センター設置等による子育て支援の拠点づくりについて

手話通訳サービスを中心とする聴覚障がい者福祉の向上について

監査委員制度の機能の強化等について

高 橋 勝 社民党 青梅市学校給食について問う 市内の空閑地の有効利用を

榎 戸 直 文 公明党 住民参加型市場公募地方債について コンビニエンスストアに

おける証明書等の交付サービスについて 通学路の安全対策につ

いて

荒 井 紀 善 無所属 大規模災害時における自助、共助を充実するための施策について

―災害現場の視察から得た五つの提言― 東日本大震災の被災地

に対する今後の復興支援について―市民と行政が一体となった継続

的な支援を―

平成 年 第４回定例会［ 月 日～ 月 日］

本 多 ゆり子 ネット 小中学校図書館及び青梅市図書館の活用について 青梅市の地

域防災計画を問う 子宮頸がん対策について

工 藤 浩 司 無所属 青梅市メール配信サービスの現状と緊急速報メールの導入につい

て ふるさと納税制度の現状と今後の施策について

山 本 佳 昭 無所属 医療費について問う ⑴医療費助成制度について ⑵医療費抑制

策について

市 川 芳 幸 無所属 市内における野生鳥獣の被害対策について

田 中 瑞 穂 共産党 聴覚障害者支援の強化について 受験生チャレンジ支援貸付事

業の促進について 東青梅駅北口エレベーターの早期実現につい

て 結婚活動支援について

鴨 居 孝 泰 無所属 国体リハーサル大会を終えて、来年の本大会に向けての課題につい

て まちづくりについて

山 内 公美子 公明党 子ども・子育て関連３法の具体化について 児童虐待の対策につ

いて―孤立する親への支援拡充を―

久 保 富 弘 無所属 第６次青梅市総合長期計画基本構想・基本計画について ⑴体育施

設の管理運営について ⑵下水道等について 土砂災害特別警戒

区域に指定された土地の固定資産評価について

大勢待 利 明 無所属 企業誘致について問う ⑴現在までの取り組みについて ⑵現状

の課題について ⑶今後の取り組みについて 財政見通しについ

て問う ⑴現状の認識について ⑵今後の対策について

藤 野 ひろえ 共産党 ５歳児検診を導入し、乳幼児の発達支援体制の充実を スクール

カウンセラー活用事業等の充実で、教育相談体制の整備を

平 成 24 年
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

ひ だ 紀 子 みどり 市は二ツ塚のエコセメント工場周辺の土壌の高い放射性物質汚染

についてどう考えるか 商工会議所への土地の売り払いについて

個人情報保護に対する市長の姿勢を問う

鴻 井 伸 二 公明党 次期青梅市地域福祉計画について問う―ソーシャルインクルージ

ョンの取り組みを― 青梅市民検定、青梅妖怪伝説ツアー、桜並木

育成の取り組みを―青梅を知り、青梅を楽しむ―

荒 井 紀 善 無所属 視覚障害者に対する同行援護の支給時間と活用範囲の拡大を

青梅市中心市街地活性化基本計画の充実を 第二小学校の新築

に伴い学校給食に関する新たな取り組みを

結 城 守 夫 公明党 「広報おうめ」未配布世帯への配布施策の具体化について 樹林

墓地、樹木葬等の導入について 認知症対策について

高 橋 勝 社民党 市内の害獣、外来種の調査と対応について問う わかぐさ公園の

名称と使用のあり方を問う

平 成 年

平成 年 第１回定例会［２月 日～３月 日］

工 藤 浩 司 無所属 子育て支援施策と子育てコミュニケーション講座（コモンセンス・

ペアレンティング）について 魅力ある観光地づくりの現状と青梅

市観光協会との連携施策について

鴻 井 伸 二 公明党 終末期医療と平穏死の課題について―エンディングノートの活用

を― 青梅市行財政改革について

山 内 公美子 公明党 認知症予防、介護予防施策の充実を 食物アレルギー疾患の取り

組みについて

山 本 佳 昭 無所属 妊産婦、授乳婦の出産、育児に関する指導及び教育について問う

―乳児、幼児はメディアやクスリから守られているか― 小１プロ

ブレムについて問う

ひ だ 紀 子 みどり 職員採用試験について―働きかけを許さず、公平公正な判定を―

入札及び契約の改革について 商工会議所への市有地の売り払

いについて

榎 澤 誠 無所属 情報の取り扱いと市政への反映について 施政方針演説から見

える地域産業振興とまちづくりの共通課題について 生活保護世

帯の共助体制の確立について 明星大学青梅校の今後について

大勢待 利 明 無所属 国民健康保険の財政状況について問う ⑴現状の課題と今後の対

策について ⑵国保加入者の診療データの活用で医療費削減を

新エネルギーの利用促進について問う ⑴太陽光発電について

⑵小水力発電の導入に向けた調査研究について ⑶中長期的な展望

について

久 保 富 弘 無所属 震災対策について―自主防災組織の強化を中心に― 自治会に

ついて―加入率を中心に― 昨年執行された衆議院議員選挙等の

投票事務について

本 多 ゆり子 ネット 自校式学校給食及び給食のアレルギー対策について 健康診査

について―予防、自己管理をしやすくする取り組みは― 市民協働

及び市民活動推進について
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

藤 野 ひろえ 共産党 梅の里再生計画について 施政方針演説について ⑴国政が、

市、市民に与える影響 ⑵市民の願いに応える公共交通対策を ⑶大

型開発、幹線道路より暮らし、福祉、教育優先に

結 城 守 夫 公明党 市長等の退職金の減額について 政務調査費に対する監査のあ

り方等について 親亡き後のための障害者施設の実現について

榎 戸 直 文 公明党 リース方式等による公共施設、街路灯のＬＥＤ照明の導入について

障害者の自立・就労支援の取り組みについて 小型家電リサイク

ル法の取り組みについて

荒 井 紀 善 無所属 教育委員会における暴力に対する定義と対応について 第 回

青梅マラソンを振り返って―先着順の参加方法とスペシャルスター

ターの選考について― 施政方針演説について―持続可能な行財

政運営の視点に立って―

平成 年 第２回定例会［５月 日～６月 日］

工 藤 浩 司 無所属 生活保護受給の現状と今後の自立支援施策について 職員提案

制度の現状と今後の施策について

結 城 守 夫 公明党 青梅市戦没者追悼式のあり方について 青梅市将来人口の大幅

減少予測とその対策について 「いじめ根絶」及び「学力向上」の

市議会決議について

本 多 ゆり子 ネット いじめに関する取り組みについて 多様な世代間交流のさらな

る推進を―市民協働による取り組みを中心に―

山 内 公美子 公明党 貧困の連鎖と格差是正のための学習支援の取り組みを ワクチ

ンと検診による子宮頸がん予防について

市 川 芳 幸 無所属 街中の環境美化について―青梅市ポイ捨ておよび飼い犬のふんの

放置の防止ならびに路上喫煙の制限に関する条例の施行状況及び効

果について― 青梅市民斎場の利用状況について

田 中 瑞 穂 共産党 飼い主のいない猫対策の強化について ひきこもり支援の強化

について 不登校支援の強化について 図書館分館における漫

画の拡充について

荒 井 紀 善 無所属 街頭防犯カメラの設置など地域の安心と安全を守る施策について

―「安心・安全まちづくり推進地区」の設定を― スポーツ祭東京

における青梅市の観客増員策について 青梅市の公共施設マ

ネジメントのあり方について

大勢待 利 明 無所属 公共施設再編について問う ⑴現状と課題について ⑵財源の確

保について ⑶今後の方向性について 広報おうめのさらなる充

実について問う

藤 野 ひろえ 共産党 小中学校のエアコン設置について、特別教室などにも完備を

保育園待機児問題と認可保育園以外の保育料に助成を 国民健

康保険制度の現状と、国の広域化方針について

ひ だ 紀 子 みどり 高齢者の見守りについて―緊急通報サービスの拡充を― 市民

活動を支援する市の姿勢について 青梅夜具地を生かしたシャツ

で市役所のクールビズを

鴻 井 伸 二 公明党 防災・減災・安全対策の強化を 脊柱側わん症の早期発見を

平 成 24・25 年
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

平成 年 第３回定例会［９月 日～９月 日］

鴨 居 孝 泰 無所属 近年執行された選挙について問う ⑴投票率について ⑵各投票

所、開票等について

工 藤 浩 司 無所属 ヘルプカード作成状況と普及啓発促進の取り組みについて い

じめの実態把握調査結果に対する今までの取り組みとグリーンリボ

ン運動の全市的な取り組みについて

荒 井 紀 善 無所属 青梅市の平和事業について アユの放流事業 周年について

多摩川におけるラフティングの状況について

山 内 公美子 公明党 ヒロシマ親子派遣事業について 胃がんリスク検査、前立腺がん

検査の導入を がん先進医療における治療費の負担軽減を―利子

補給制度の導入を―

久 保 富 弘 無所属 収益事業について ウメ輪紋ウイルス対策について ⑴防除の

状況と今後の取り組みについて ⑵梅の里再生計画について

本 多 ゆり子 ネット 青梅市のエネルギー政策を問う―市民とともに再生可能エネルギ

ーの取り組みを― 平和学習について問う―世界がともに生きる

ための学びを―

島 田 俊 雄 無所属 通学路の安全確保について

小 山 進 無所属 第６次青梅市総合長期計画の初年度として諸施策について具体的

に伺う ⑴通学費補助について ⑵救急車の配置について ⑶明星

大学の今後について ⑷生涯学習の充実について

田 中 瑞 穂 共産党 平和と憲法について インターネット依存への対策について

ひとり親家庭の学習支援について

藤 野 ひろえ 共産党 住民の生活と営業を守るために、消費税増税は中止の声を 生活

保護基準切り下げの影響と、制度改悪反対を 梅の里再生計画の推

進について

大勢待 利 明 無所属 青梅市の農業政策について問う ⑴現状と課題について ⑵今後

の対策について 公共データのオープン化について問う

結 城 守 夫 公明党 市長等の退職金の減額について 「広報おうめ」に広告枠を設け

る財源確保策について 障害者差別禁止条例の制定について

ひ だ 紀 子 みどり 患者の権利について ごみと資源について 市内のケヤキの

異常について

鴻 井 伸 二 公明党 予算、決算情報の改善等について タブレット端末を使ったペー

パーレス化の推進を 青梅市における読書感想文コンクールにつ

いて アイソン彗星を学び、宇宙について考える企画を

下 田 盛 俊 無所属 地域集会施設の耐震化と補助について 自治会、町内会活性化と

地域コミュニティ（活性化）推進条例について

野 島 資 雄 公明党 防災士の育成等について 産後ケアの充実について 今後の

市政運営等について

平成 年 第５回定例会［ 月４日～ 月 日］

工 藤 浩 司 無所属 高齢者の特殊詐欺撲滅に向けた取り組みについて スポーツ祭

東京 の評価と本大会を契機とした「スポーツによる潤いと活気あ

ふれる街青梅」の実現に向けた取り組みについて
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

本 多 ゆり子 ネット 介護保険制度について問う―住みなれた地域で安心して暮らし続

けるための仕組みを― 若者の社会参加について問う―一人一人

が地域、社会で輝くための施策を―

結 城 守 夫 公明党 認知症高齢者を地域で守る施策について 樹林墓地の造営につ

いて いじめ防止条例を制定して、いじめの根絶を目指す施策につ

いて

市 川 芳 幸 無所属 公共施設におけるトイレ洋式化の状況について ⑴市内小・中学校

の改修状況について伺う ⑵市民センター施設の状況を伺う ⑶観

光施設への対応を伺う

山 本 佳 昭 無所属 交通安全について問う ⑴自転車の安全で適正な利用の促進につ

いて ⑵安全歩行について

田 中 瑞 穂 共産党 労働行政の強化について 読み聞かせボランティアで認知症予

防を 東青梅駅北口に点字ブロック、南口駅前に屋根を 黒沢３

丁目地域における交通対策について

ひ だ 紀 子 みどり 職員による不正行為等について 管理職の人材育成のために自

治大学校への派遣を 市内の放射能汚染とその対策について

寡婦（夫）控除のみなし適用を我が市でも

藤 野 ひろえ 共産党 安心して住み続けられる住宅―市営住宅、住宅マスタープランの推

進について― 公共交通の充実―公共交通基本計画の促進、乗り合

いタクシーなどについて―

山 内 公美子 公明党 みなし寡婦控除の適用について 命を大切にする社会へ―殺処

分ゼロ、動物愛護の心を養う取り組みを―

大勢待 利 明 無所属 小・中学生の学力向上について問う ⑴現状と課題について ⑵今

後の対策について 青梅市の特定健康診査について問う ⑴現状

と課題について ⑵今後の対策について

鴻 井 伸 二 公明党 職員の懲戒処分等の対応について 終末医療中止の課題につい

て―エンディングノートの普及を― 花木園の今後のあり方につ

いて

荒 井 紀 善 無所属 青梅市におけるＢＣＰ（事業継続計画）の推進を 青梅駅から千

ヶ瀬バイパスをつなぐ南北道路の整備を 子どもたちの多摩川に

おける川遊びについて

野 島 資 雄 公明党 消防団員に対する支援について 文字・活字文化の振興について

スポーツ祭東京 の経験をどのように活かしていくのか

榎 戸 直 文 公明党 自治会館土地賃貸借料について 自治会館へのＡＥＤ設置に対

する助成について ふるさと融資制度の積極的な活用について

メガソーラーについて

平 成 年

平成 年 第１回定例会［２月 日～３月 日］

工 藤 浩 司 無所属 市民が誇れる観光地づくりの現状と青梅市観光協会との連携施策

について 企業誘致条例施行後に実施した企業誘致に向けた取り

組みと今後の新たな取り組みについて 株式会社旬菜デリ及びキ

ューピー株式会社より寄付いただいた土地の活用方法について

平 成 25・26 年
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

山 内 公美子 公明党 介護者支援の充実を―男性介護者支援と地域ボランティアの育成

について― 健康対策について ⑴健康マイレージ制度 ⑵ロコ

モティブシンドロームの予防啓発

結 城 守 夫 公明党 制度の谷間にある障がい者福祉の推進 発達障がい早期発見の

ための５歳児相談事業の実施 樹林墓地造営の計画化の推進

青梅の子どもの学力を５年間で東京都平均にするための施策

久 保 富 弘 無所属 高齢者等の外出支援について―既存ストックを活用しての外出支

援を― 長淵地区等の諸課題について ⑴東京都の残土条例制定

について ⑵多摩川の遊歩道整備について ⑶桜の植樹について

田 中 瑞 穂 共産党 個別の商店を応援する「リニューアル助成」でまちの活性化を

第三中学校体育館屋根崩落の原因と対策について 性的マイノ

リティーへの支援強化について 若い世代の観光誘致のため漫画

の活用を

本 多 ゆり子 ネット 若者が生きがいを持てるまち青梅に―行き届いた就労支援を―

青梅市のＤＶ防止について問う―被害者救済と共に、学校・教育委

員会との連携で予防教育を―

榎 澤 誠 無所属 大雪による市の危機管理と対処等について ⑴被害状況等につい

て ⑵情報の取り扱いについて ⑶想定外、未曽有の事態への対処等

について

荒 井 紀 善 無所属 青梅市内における都営バスの今後の運行について 今年２月の

降雪災害について ⑴事前の認識について ⑵災害対策本部の設置

について ⑶情報の収集について ⑷防災無線等の広報について

⑸除雪体制と災害協定の実効性について ⑹自衛隊に対する災害派

遣要請について

ひ だ 紀 子 みどり 大雪対策と危機管理について 青梅市観光協会について―最低

賃金法違反の市の責任等を問う― 長淵丘陵の放射能汚染のホッ

トスポットについて

大勢待 利 明 無所属 外国人観光客の誘致施策について問う ⑴現状について ⑵今後

の方向性について 青梅市の林業について問う ⑴現状と課題に

ついて ⑵今後の方向性について

鴻 井 伸 二 公明党 地域の防災力の向上について 脊柱側わん症の早期発見と二次

検診について 旧上成木ふれあいセンター、北小曾木ふれあいセン

ターについて

藤 野 ひろえ 共産党 雪害対策―青梅市除雪マニュアルの作成や、青梅市地域防災計画に

雪害対策をなどについて― 子育て支援―子ども・子育て支援新制

度と待機児童解消などについて―

野 島 資 雄 公明党 施政方針演説について 改正ＤＶ防止法への対応について

今後の教育行政について

平成 年 第３回定例会［６月 日～６月 日］

工 藤 浩 司 無所属 財源確保に向けた市税収納率向上の取り組みと今後の施策につい

て 東京都「森づくり推進プラン」改定に伴う青梅市としての対応

について ワーク・ライフ・バランスの現状と今後の取り組みにつ

いて
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

結 城 守 夫 公明党 認知症高齢者等を地域で守るためのネットワークの構築を 青

梅市立総合病院の利用者等のために、託児施設の設置を 学力向上

のために、市内小中学校の図書室等にエアコンの設置を

本 多 ゆり子 ネット ごみ対策について問う―落ち葉の有効活用及び生ごみの堆肥化推

進による循環型社会形成を― 青梅市の若者支援を問う―就労支

援と居場所づくりの充実を― 青梅の観光について問う―駅を活

用した情報発信と、道路での歓迎の意志表示を―

小 山 進 無所属 青梅市における人口減少社会への対応について ウメ輪紋ウイ

ルス対策の現状と今後の対応について

山 内 公美子 公明党 緩和ケアとがん教育について 青梅市の公園に健康遊具の設置

拡大を

市 川 芳 幸 無所属 多摩川の河川環境保全について 高齢者の生きがいと健康づく

りの施策について

山 本 佳 昭 無所属 高齢者のくらしについて問う―わかりやすい・利用しやすい高齢者

施策を―

大勢待 利 明 無所属 就学援助について問う ⑴就学援助の認定状況について ⑵就学

援助の認定体制について ⑶今後の方向性について 情報システ

ムの導入・運用経費について問う

久 保 富 弘 無所属 明星大学青梅キャンパスの今後について問う―平成 年度日野キ

ャンパスに学生移転後の諸課題について―

藤 野 ひろえ 共産党 安心できる高齢者施策と介護保険制度について 子ども・子育て

支援新制度と保育について

鴨 居 孝 泰 無所属 駅舎にミニ図書館を

山 﨑 勝 無所属 スマートフォンアプリを使った情報発信について―防災アプリ・ご

みアプリ・観光アプリの活用を― ＩＣＴを活用した教育の推進に

ついて―特別支援学級へタブレットＰＣの導入を―

田 中 瑞 穂 共産党 市立総合病院の消費税対策や待ち時間短縮等の取り組みについて

市民の生命を守るため解釈改憲と集団的自衛権の行使に反対の声

を

荒 井 紀 善 無所属 子どもたちの川遊びについて 臨時学童擁護補助員に感謝の気

持ちを

鴻 井 伸 二 公明党 空き家調査の結果と今後の対策について 市民斎場、火葬場の管

理運営について 妊婦健康診査の改善について

ひ だ 紀 子 みどり 市民のプライバシーは守られるのか？―共通番号制度等について

問う― 夜間・休日にも脳梗塞に迅速な対応を 青梅の森の絶滅

危惧種の保護について

下 田 盛 俊 無所属 地域コミュニティの活性化と条例制定について ごみ処理の現

状と課題について

野 島 資 雄 公明党 地域コミュニティ活性化推進条例について 成年後見制度につ

いて 今後の健康施策について

 
 

 

平 成 26 年
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

平成 年 第４回定例会［９月４日～ 月１日］

荒 井 紀 善 無所属 リサイクルセンターの現状と今後のあり方について 高齢者施

設の建てかえなどに伴う介護用ベッドの有効利用について ボッ

パルトとの姉妹都市 周年を機会に青少年親善使節団出身者の活用

を

工 藤 浩 司 無所属 岡山の事件にみる子どもの安全対策の現状と今後の対応について

振り込め詐欺見張隊の進捗状況と高齢者世帯への「通話録音装置」

の周知、無償貸与について 市長選挙前倒しへ向けた考えについて

結 城 守 夫 公明党 青梅市営墓地の今後のあり方（市民のニーズに応える樹林墓地等の

検討）について 市民が求める公共交通施策（新たな路線バス等へ

の公的支援のあり方等）について 障がい者が地域で暮らし続けて

いけるためのグループホームへの支援施策について 青梅市いじ

め防止条例制定に関する基本的考えについて

山 内 公美子 公明党 地域包括ケアシステムの構築と第６期青梅市介護保険事業計画に

ついて 認知症早期発見の仕組みづくりを

本 多 ゆり子 ネット 高齢者支援について―介護保険制度を中心に― 貧困対策につ

いて―生活困窮者自立支援制度を中心に― 子どもにやさしいま

ちづくりについて問う―生きる根っこづくりといじめ防止について

―

久 保 富 弘 無所属 土砂災害等の対応について―広島市大規模土砂災害に関連して―

ＢＯＡＴ ＲＡＣＥ多摩川の今後について

榎 澤 誠 無所属 産業振興と地域経済活性化を担う行政の役割について ⑴現状の

把握と課題について ⑵効果の検証部門とその方法等について ⑶

専門知識等の活用を含めた総合的な環境整備等について

大勢待 利 明 無所属 空き家対策について問う ⑴現在の状況と対応について ⑵今後

の方向性について 御岳周辺でのリバースポーツの活況について

問う 御嶽駅の整備について問う

鴨 居 孝 泰 無所属 子育て世代人口の現状と流入施策について

田 中 瑞 穂 共産党 国民健康保険改善の諸施策について ⑴国保税納入通知書への反

応と負担軽減措置について ⑵広域化への見解を ⑶滞納世帯の状

況把握について ⑷短期証等の発行状況について ⑸医療費減免と

徴収猶予の拡充を 高齢者支援の諸施策について ⑴後期高齢者

医療制度の負担減について ⑵ 歳以上の医療費無料化を ⑶外出

支援バスの運行を ⑷高齢者温泉保養施設利用助成事業の拡充につ

いて

ひ だ 紀 子 みどり 総合病院の夜間・休日の体制を問う―脳梗塞への迅速な対応を―

非正規職員の待遇改善について 意思形成過程の情報公開を

鴻 井 伸 二 公明党 行政評価を活用した決算・予算について―ＰＤＣＡサイクルによる

政策形成を― 保育料、学童保育所育成料の支払い方法の改善等に

ついて 青梅の森を取得した経過と今後について

藤 野 ひろえ 共産党 子ども・子育ての新制度と子育て支援の充実について 暮らしと

営業を守るため、消費税増税中止を求め、中小企業への支援強化を

―住宅リフォーム助成制度の創設を―
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

野 島 資 雄 公明党 路面下空洞調査について 土砂災害への対応について 次期

市長選について

榎 戸 直 文 公明党 都市計画道路や生活道路の整備促進について 市税等のクレジ

ットカード納付について 子ども議会の開催について

平成 年 第５回定例会［ 月 日～ 月 日］

工 藤 浩 司 無所属 障がい者の社会参加、自立支援に向けた庁舎内分煙室を利用した売

店設置について エレベーター緊急停止時への備えとした非常用

防災用品設置について 青梅市自治会第二支会が作成した安否確

認用防災黄色旗の市内全域への展開について

荒 井 紀 善 無所属 総合長期計画における施策連動型は機能しているか―特にウメ輪

紋ウイルスの被害対策と川辺のマナー対策について― 総合体育

館の利用方法について 中心市街地におけるイベントについて

結 城 守 夫 公明党 市民を災害から守るための防災基本条例の制定について ひと

り暮らし高齢者等を守るための措置制度の活用について 障がい

者サポートセンター利用者に対する交通手段の支援施策について

人と動物の共生社会の実現に向けて―動物愛護管理条例の制定に

ついて―

山 内 公美子 公明党 産前産後ケアの支援強化を 魅力ある図書館づくりを

山 本 佳 昭 無所属 小中一貫教育について 総合病院の経営について ⑴病床利用

率について ⑵院外処方せんについて

久 保 富 弘 無所属 青梅産農産物の商品化に向けた取り組みについて―農商工祭等を

活用しての「ゆず」の商品化について― 青梅市公平委員会につい

て

市 川 芳 幸 無所属 青梅市スポーツ推進計画について―今後のスポーツ推進施策につ

いて問う―

本 多 ゆり子 ネット 市民協働の推進について問う―市民と共に学び研究する取り組み

を― 青梅市の食育について問う―第２次青梅市食育推進計画を

中心に―

藤 野 ひろえ 共産党 青梅・日の出間都道、「（仮称）梅ヶ谷トンネル」整備事業につい

て 教育諸条件の整備について ⑴少人数学級の実施 ⑵学校の

トイレ改善 ⑶父母負担軽減のため修学旅行や通学費の補助拡充を

田 中 瑞 穂 共産党 子育て支援センター「はぐはぐ」の改善と児童館新設について

⑴子育て支援センター「はぐはぐ」の現状についての見解を伺う

⑵はぐはぐの改善を行うべきではないか ⑶多機能で、演劇やダン

ス、バンド演奏ができる完全防音のスタジオも備えた児童館を新設す

べきではないか 横田基地関連の平和・安全・騒音対策の青梅市の

諸施策について ⑴横田基地へのオスプレイ飛来に対する対応と見

解は ⑵横田基地への度重なるオスプレイ飛来への対策強化を

⑶横田基地の航空機の飛行回数と騒音発生が増えたことへの見解は

⑷航空機による騒音で寄せられた苦情件数と対応、今後の対策は

⑸市のホームページで横田基地関連情報を見やすくする改善を

鴨 居 孝 泰 無所属 婚活支援について 御岳渓谷遊歩道整備について

島 田 俊 雄 無所属 交通空白地区におけるミニバス運行事業について

平 成 26 年
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

榎 澤 誠 無所属 地産地消の推進等について 道路の利活用を通じた街の活性化

について

ひ だ 紀 子 みどり 市内の子ども達のアレルギー増加への対策を問う 市立図書館

の民営化等について 成木・小曾木の将来について ⑴住む人を増

やす施策を問う ⑵高齢者の足の確保はどのようにするのか

大勢待 利 明 無所属 青梅市の商工業政策について問う ⑴現状と対応策について

⑵圏央道開通に関して 青梅市の下水道財政について問う ⑴現

状と課題について ⑵今後の対策について 傍聴人の発言につい

て問う―審議会、協議会、懇談会等に関して―

鴻 井 伸 二 公明党 地域福祉を担う人材育成について 青梅の隠れた観光資源等を

活かす方策を

野 島 資 雄 公明党 犬の殺処分ゼロについて マタニティーハラスメントについて

今後の学校教育について

平 成 年

平成 年 第１回定例会［２月 日～３月 日］

荒 井 紀 善 無所属 青梅市における高齢者の医療と介護について 青梅市における

多摩川の存在価値について 魅力ある青梅市の街づくりについて

本 多 ゆり子 ネット 若者の就労支援施策について―市内に就労体験等の場を― 子

宮頸がんワクチンについて―現状と今後を問う― 介護保険制度

の今後について―地域支援事業を中心に―

工 藤 浩 司 無所属 防犯カメラ設置状況と公用車へのドライブレコーダー設置につい

て 平成 年度施政方針演説でふれた の主要施策への評価と反

省、及び反省を踏まえて 年度施策へ反映したポイント、注力する視

点について

山 内 公美子 公明党 発達障がい支援の拡充について 予防接種で大切な命を守るた

めに

結 城 守 夫 公明党 災害から市民の命を守るための地域防災の施策について ひと

り暮らし高齢者等の権利擁護のための施策（市民後見人制度等）につ

いて 児童・生徒の学力向上施策について―教育機会の公平の確保

のために―

島 田 俊 雄 無所属 平成 年度施政方針について ⑴人口減少社会への対応 ⑵地方

創生への取り組み ⑶第６次総合長期計画はじめ各種計画等の推進

藤 野 ひろえ 共産党 施政方針演説を受けて―子育て支援、教育、まちづくり等について

― 地域公共交通の充実を イノシシなどの獣害対策強化を

ひ だ 紀 子 みどり ものづくり支援事業の見直しを―補助金は効果を見きわめて―

基幹系電算システムのオープン化について 平和写真展につい

て

大勢待 利 明 無所属 商店街の活性化施策について問う ⑴現状と課題について ⑵今

後の対策について 青梅市の公共交通について問う ⑴現状と課

題について ⑵今後の対策について
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

田 中 瑞 穂 共産党 戦後 年平和と核兵器廃絶のための諸施策について ⑴戦後 年

の節目にあたり、市長の平和への想いについて ⑵小学生平和ポスタ

ーコンクールについて ⑶平和首長会議での核兵器廃絶のための緊

急行動についての青梅市の取り組みは 労働行政推進の諸施策に

ついて ⑴施政方針演説の第７の柱「活気ある産業で雇用が生まれる

まち」について ⑵都知事が推進する正社員化政策について ⑶青梅

市における非正規労働者の正社員化の推進について 子どもの医

療費無料化の諸施策について ⑴義務教育就学児医療費助成制度に

ついて ⑵高校生までの医療費の無料化について

鴻 井 伸 二 公明党 健康寿命を延ばす取り組みを―変形性ひざ関節症予防について―

空き家を地域で活かす方策を―空き家対策特別措置法の施行を受

けて―

野 島 資 雄 公明党 施政方針演説について 路面下空洞調査について 新年度の

教育方針について

榎 戸 直 文 公明党 子ども・子育て支援新制度と幼稚園教育について コンビニエン

スストアにおける証明書等の交付サービスについて 介護支援ボ

ランティア制度の導入を

平成 年市議会定例会 ６月定例議会［６月４日～６月 日］

工 藤 浩 司 無所属 青梅市ゆめ・うめ・おうめ創生本部について 青梅ロケーション

サービス推進協議会の活動とロケーションサービスについて ウ

エルカムボードの設置について

島 﨑 実 無所属 ウメ輪紋ウイルス対策と「梅の里再生計画」について ⑴対ウメ輪

紋ウイルスの強化策について ⑵梅の里再生に向けての取り組みに

ついて 小中学校児童・生徒の学力アップについて ⑴家庭教育の

充実について ⑵家庭・学校・地域の連携について

山 内 公美子 公明党 行政サービスコストの見える化・見ていただく化の推進を 負の

連鎖を断ち切る支援の拡充について―生活困窮者自立支援法が施行

されて― わんわんパトロールの導入を

湖 城 宣 子 公明党 学童保育待機児童解消に向けての取り組みについて 青梅駅前

活性化について

小 山 進 無所属 市長選挙への出馬の意向を伺う

田 中 瑞 穂 共産党 青梅市の公共交通の諸施策について ⑴市内バス路線充実や公共

負担軽減について ⑵都交通局との公共負担軽減の交渉について

⑶コミュニティバスとデマンド交通の導入について ⑷羽村市のス

マート交通システムについて ⑸再生可能エネルギーで走らせる公

共交通について スクールソーシャルワーカーに関する諸施策に

ついて ⑴スクールソーシャルワーカーの現状と課題について ⑵

教育委員会に寄せられている意見について ⑶身分や労働条件等に

ついて ⑷研修について ⑸増員について ⑹常勤化や正規職員化

について

大勢待 利 明 無所属 外国人観光客の誘致について問う ごみの減量と資源化対策に

ついて問う 公共データのオープン化について問う

   

平 成 26・27 年
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

みねざき拓 実 共産党 風の子・太陽の子広場について オスプレイの横田基地配備問題

について

片 谷 洋 夫 民主党 雇用創出対策について―人口減少に歯どめをかけるためにも雇用

創出、雇用確保のさらなる強化を― 防災対策について ⑴防災ハ

ンドブック説明会について ⑵自然災害を未然に防ぐためのハード

面での今後の取り組み

ひ だ 紀 子 みどり ウメ輪紋ウイルス対策と梅の里再生について―ネオニコチノイド

系農薬の散布等について問う― 青梅市立総合病院の建てかえ、安

全管理、情報公開等について オスプレイの横田基地への配備につ

いて

藤 野 ひろえ 共産党 中学生にも遠距離通学費補助を 国民健康保険税の引き下げ等、

暮らしと命を守る施策について

鴻 井 伸 二 公明党 高齢者保健福祉計画、介護保険事業計画について 東青梅駅北口

エレベーター設置について

野 島 資 雄 公明党 地方創生青梅版総合戦略について 収益事業について 新病

院建設の具体化について

平成 年市議会定例会 ９月定例議会［８月 日～９月 日］

工 藤 浩 司 無所属 青梅市スポーツ推進計画について 障がい者の社会参加、自立支

援に向けた庁舎内売店設置の検討状況について 青梅市プレミア

ム付商品券について

湖 城 宣 子 公明党 鳥獣被害対策の推進を 通学路の安全対策強化を 特殊詐欺

被害撲滅への取り組みについて

山 田 敏 夫 無所属 公共交通の利便性について 青梅市の診療所の使命と地域医療

について 成木地区の下水道建設工事の中止問題について

山 内 公美子 公明党 子どもをスマートフォンの弊害から守るために 納税緩和制度

について

迫 田 晃 樹 無所属 青梅インターチェンジ周辺の開発計画について―現状の課題と今

後の方向性の確認―

久 保 富 弘 無所属 明星大学青梅キャンパスの今後について

阿 部 悦 博 自民党 青梅市のスポーツインフラに関する整備と方向性―老朽化問題を

踏まえた施設・整備に関して― 東原公園プール開催中の駐車場利

用に関して 中学校の運動部における外部指導員に関して

片 谷 洋 夫 民主党 公共交通について問う―地域住民による地域公共交通改善制度を

中心に― 道の駅について問う

藤 野 ひろえ 共産党 特定健診の充実など、健康増進施策について 学童保育の充実な

ど、子育て支援施策について

田 中 瑞 穂 共産党 ギャンブル依存症をなくすための諸施策について 性的マイノ

リティーに関する諸施策について 通級指導学級と特別支援教室

の諸施策について

みねざき拓 実 共産党 都市計画道路の整備等について 東青梅駅について―エレベー

ターの設置、駅舎の安全性、グリーン車導入によるホームの延長につ

いて―
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

ひ だ 紀 子 みどり 子宮頸がんワクチンの副反応について―市内での後追い調査と救

済策を― 救命救急センターの土日の医師の態勢等について

電算処理にかかわる委託について―随意契約の見直しを―

大勢待 利 明 無所属 生活困窮者自立支援法の施行について問う 避難行動要支援者

支援制度について問う 青梅市の財政状況について問う

鴻 井 伸 二 公明党 行財政改革の推進における粗大ごみ収集業務の委託化等について

総合病院における医療事故防止体制について

野 島 資 雄 公明党 青梅市版まち・ひと・しごと創生総合戦略について 第 回記念

青梅マラソン大会について 社会保障税番号制度について 今

後の学校教育施策について

山 﨑 勝 自民党 竹内市政４期 年間を振り返って―成果と今後の課題について伺

う―

平成 年市議会定例会 月定例議会［ 月７日～ 月 日］

山 内 公美子 公明党 安心して子どもを生み育てられる青梅市を目指して―おうめ版ネ

ウボラ事業と妊娠・出産包括支援事業― ストレスチェック制度に

ついて

工 藤 浩 司 無所属 青梅市人口ビジョン及び青梅市まち・ひと・しごと創生総合戦略に

おけるシティプロモーションの考えについて 友田町１丁目

番 ほかの土地の活用方法について 青梅インターチェンジ周辺

の課題と進捗について

島 﨑 実 無所属 新市長の財政運営の考え方について ⑴歳入面 ⑵歳出面 ウ

メ輪紋ウイルス対策と梅の里再生計画について 小中学校児童・生

徒の学力向上について

阿 部 悦 博 自民党 青梅市における防災施策の展望について

久 保 富 弘 無所属 日本ケミコン跡地の利活用促進について 明星大学青梅キャン

パスについて

湖 城 宣 子 公明党 受動喫煙防止対策について 高齢者の生きがいづくりと就労支

援を 大人の発達障がい者とその家族への支援策の充実を

榎 澤 誠 無所属 所信表明について―地域産業振興策を中心に― 青梅市民会館の

今後について

天 沼 明 無所属 青梅市における婚活支援を問う

山 田 敏 夫 無所属 公共交通問題について 青梅市の医療体制について 成木地

区の下水道建設工事の中止問題について 鳥獣被害対策の推進に

ついて

小 山 進 無所属 青梅市の安心・安全について問う―防災行政無線難聴地区対策を至

急行うべき―

鴨 居 孝 泰 無所属 子育て支援の充実について

片 谷 洋 夫 民主党 公共施設再編について 自治会加入促進について

藤 野 ひろえ 共産党 市長所信表明演説を受けて―市民の願いに応え、大型開発より暮ら

し・福祉・教育優先の市政に、国保税値上げ中止、青梅駅前活性化等

について― 地域公共交通の整備・充実、買い物弱者対策などにつ

いて

   

平 成 27 年
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

田 中 瑞 穂 共産党 住宅リフォーム助成制度・商店リニューアル助成制度の導入につい

て 魅力ある消防団にするための諸施策について 徘徊を中心

とした認知症への支援に関する諸施策について

みねざき拓 実 共産党 青梅インターチェンジ北側の物流拠点計画について―農地の保

全・活用について、物流拠点計画の成功見込みについて― 土曜日

の学童保育について

ひ だ 紀 子 みどり 耐震性のない公共施設について 新市民ホール等の建設と公共

施設再編計画について 飼い主のいない猫への取り組みについて

大勢待 利 明 無所属 青梅市の行財政改革について問う 青梅市特定健康診査につい

て問う 青梅市における選挙の投票率について問う

山 﨑 勝 自民党 所信表明について―活力ある魅力的な青梅を築くための３つの大

きな柱について―

鴻 井 伸 二 公明党 ご近所の支え合い支援について 農業振興策について 障害

年金、特別障害者手当の申請要件の周知を

下 田 盛 俊 無所属 市長所信表明を受けて ⑴「誰もが安心して、生き生きと暮らせる

まちを築く」について ⑵「青梅らしさを創出し、活気あるまちを築

く」について ⑶「持続的な行財政運営システムを築く」について

野 島 資 雄 公明党 所信表明演説について 青少年団体の市施設使用料の無料化に

ついて ⑶ 歳選挙権と主権者教育について

平 成 年

平成 年市議会定例会 平成 年２月定例議会［２月 日～３月 日］

工 藤 浩 司 無所属 保育所待機児童数の見込みと保育所バスステーション事業につい

て 青梅市まち・ひと・しごと創生総合戦略スタートに向けた転入

者おもてなしの拡大について 健康長寿のまち青梅市の実現に向

けて

天 沼 明 無所属 夢から理想へそして実現への観光事業について問う

阿 部 悦 博 自民党 浜中市政におけるスポーツ施策の未来について 義務教育にお

ける道徳授業の教科化について

島 﨑 実 無所属 市内幼稚園・保育園の課題について ⑴定員割れ幼稚園の実状と市

外幼稚園への通園対策について ⑵市内保育園の入園率、地域格差是

正について 英語教育早期化に向けての対応について ⑴小学校

３年生からの英語必修化に向けた英語活動（教育）の現状と今後の取

組方針について ⑵東京都が行う予定の英語教育推進地域事業への

対応方針について

山 内 公美子 公明党 食品ロス削減の取り組みを 若者・子育て世代の住宅支援につい

て

湖 城 宣 子 公明党 育児と介護の両立「ダブルケア」に支援策を 年東京オリン

ピック・パラリンピックに向けての取り組みについて 小中学校の

運動会における「安全な組体操」について

藤 野 ひろえ 共産党 電力自由化に伴う、市民への影響や市の取り組み等について

青梅駅前など中心市街地の活性化について

片 谷 洋 夫 民主党 指定管理者制度について 公共交通空白地域の対策について
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

久 保 富 弘 無所属 震災対策について―特に燃料確保の観点から― 長淵水泳場等

を含めた多摩川河川敷の活用について

ひ だ 紀 子 みどり 学校でのいじめから子どもを救うには何をすべきか―いじめ防止基

本方針は形骸化していないか― 教科書採択の透明性の確保を

田 中 瑞 穂 共産党 東芝を撤退させず地域経済と雇用を守る取り組みを 施政方針

演説について ⑴第１の柱「安全で快適に暮らせるまち」について

⑵第２の柱「自然と共生し環境にやさしいまち」について ⑶第３の

柱「次代を担う子どもをみんなで育むまち」について ⑷第５の柱「み

んなが元気で健康なまち」について ⑸第９の柱「みんなが参画し協

働するまち」について

みねざき拓 実 共産党 マイナンバー制度について 青梅市民会館の建てかえについて

―集約化の妥当性について、児童館の併設を―

鴨 居 孝 泰 無所属 駅舎にミニ図書館を 無人駅の鉄道擁護員について

大勢待 利 明 無所属 青梅インターチェンジ周辺の計画について問う 行政評価につ

いて問う 青梅市の郷土史・地誌等の記録について問う

鴻 井 伸 二 公明党 大震災復興の支援と災害ボランティアについて 「青梅在来大

豆」等を活用した農商工連携について 青梅妖怪伝説ツアーと観光

ガイド等について

山 田 敏 夫 無所属 職員の精神疾病者への対応について

野 島 資 雄 公明党 施政方針演説について 脳脊髄液減少症について 平成 年

度の教育方針につて

平成 年市議会定例会 ６月定例議会［６月３日～６月 日］

工 藤 浩 司 無所属 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会キャンプ誘致に

向けた取り組み状況について 霞川沿い通路を有効活用し、市民の

健康増進、コミュニティ醸成の場とするために、東京都に対し安全面

にも考慮した街路灯、ベンチ設置の要望について 青梅市まち・ひ

と・しごと創生総合戦略スタートにあたって市民から「幸せエピソー

ド」の募集について

天 沼 明 無所属 青梅市の防犯について問う

湖 城 宣 子 公明党 青梅市の防災・減災対策について ⑴よりよい防災訓練を ⑵避難

所のあり方 御岳山周辺の観光地づくりについて 自転車の安

全な走行について

鴻 井 伸 二 公明党 議場におけるミニコンサート開催等について 給食会計の公会

計化について 防災対策について―南三陸町長から学んだこと等

―

島 﨑 実 無所属 市職員の人事評価制度について ＪＲ青梅線のダイヤ改正につ

いて

山 内 公美子 公明党 女性活躍推進法について 障害者差別解消法と障がい者支援に

ついて Ｂ型肝炎ワクチンについて

迫 田 晃 樹 無所属 「青梅マラソン」ブランドを活かした集客策について

山 田 敏 夫 無所属 自主財源の確保について

片 谷 洋 夫 民進党 多摩川の環境について 市内にある有形文化財（建造物）の保護

について

平 成 27・28 年
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

阿 部 悦 博 自民党 体育施設・文化施設を活かした新たな独自財源確保について―ネー

ミングライツや看板広告の取り組みを―

小 山 進 無所属 青梅ならではの子育て支援対策について―通学費補助の拡充につ

いて―

みねざき拓 実 共産党 高校・大学生のための奨学金制度について 市民センター等の学

習スペースについて

久 保 富 弘 無所属 震災対策について―特に二次避難所について問う― 観光振興

について―外国人観光客の誘致を含めた観光施策について― 高

齢者等の外出支援について

藤 野 ひろえ 共産党 花粉症対策など森林再生事業について 買い物難民対策など公

共交通対策の推進を

大勢待 利 明 無所属 青梅市の観光政策について問う 避難行動要支援者支援制度に

ついて問う

田 中 瑞 穂 共産党 災害に強いまちをつくる諸施策について ⑴ブロック塀対策を

⑵耐震改修補助の増額を ⑶消防団バイク隊創設を ⑷被災地への

職員派遣の状況を伺う 図書館改善の諸施策について ⑴災害時

に図書はどのように守られるか ⑵指定管理者制度に移行しての課

題は ⑶なぜ館内にコーヒー等の自販機と飲めるスペースが必要な

のか ⑷大人用の冷水機が必要ではないか 子どもの貧困をなく

す諸施策について ⑴子どもの貧困実態把握のための調査を ⑵子

どもの貧困ＳＯＳ専用ダイヤルの開設を

ひ だ 紀 子 みどり 市の入札と契約について―第三者による監視委員会の設置を―

ウメ輪紋ウイルス対策について 猫の多頭飼育崩壊について

新生涯学習施設の小ホールについて

下 田 盛 俊 無所属 自治会活動を応援する条例について 市税の見える化の取り組

みについて 運動広場のあり方と行財政改革について

野 島 資 雄 公明党 青少年団体の市施設使用料の無料化について 子育て支援施策

について 路面下空洞調査について 改正自殺対策基本法につ

いて

平成 年市議会定例会 ９月定例議会［９月７日～９月 日］

工 藤 浩 司 無所属 青梅市くらしのガイドへ宅配ガイドマップの追加について 多

摩地域観光資源広域活用協議会について 老人センター、老人福祉

センターの名称変更について

島 﨑 実 無所属 梅の里再生に向けての現状と課題について 青梅市森林整備計

画と森林事業の促進について

天 沼 明 無所属 民生児童委員の選任方法及び負担軽減について問う 
迫 田 晃 樹 無所属 「骨髄移植ドナー支援事業」について

湖 城 宣 子 公明党 難聴者に対する支援策について ⑴新生児聴覚検査の実態と難聴

児に対する支援を ⑵人工内耳装用者に支援を 生活道路の安全

対策について―ゾーン の取り組みについて― 投票所の充実と

投票所入場券について
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

山 内 公美子 公明党 がん対策について―受診率向上に向けた取り組みとがん教育につ

いて― 地域包括ケアシステムの構築に向けて―在宅医療・介護連

携推進事業について―

久 保 富 弘 無所属 ドイツ連邦共和国を相手国としたホストタウン登録について

片 谷 洋 夫 民進党 本市における台風９号の影響について 子育て支援について―

子育てひろば事業等を中心に―

藤 野 ひろえ 共産党 保育・子育て支援の充実を―保育所、学童クラブの待機児解消、サ

マー学童、保育士処遇改善などについて― 子どもの居場所づくり

について

山 田 敏 夫 無所属 青梅市の有害鳥獣等対策について

田 中 瑞 穂 共産党 子どもの貧困をなくす諸施策について ⑴子どもの貧困に対する

市長の見解と取り組み状況を伺う ⑵子どもの貧困に関する講演会

やシンポジウムの実施を ⑶生活困窮者自立支援法に基づく学習支

援を ⑷社会的養護施設への支援と退所する若者への支援を ⑸就

学援助の入学準備金は入学前の３月に前倒しで支給を 東芝青梅

事業所の今後について ⑴市長の要請に対して東芝本社の対応はど

うだったか ⑵要請以降、東芝本社から青梅事業所の売却・閉鎖の説

明はあったか ⑶今後の対応としてどのようなことを考えているか

⑷閉鎖された場合の影響額は試算しているか

みねざき拓 実 共産党 台風９号による影響及び対策について 青梅市の平和事業につ

いて

鴨 居 孝 泰 無所属 子どもたちが安心して遊べる親水施設の充実を

榎 澤 誠 無所属 総合長期計画のまちづくり等について ⑴青梅駅周辺の将来像

⑵ 政策的視点とリーダーシップ

ひ だ 紀 子 みどり 随意契約の見直しについて問う 中央図書館エントランスホー

ルの活用について 新生涯学習施設等の建設について問う

大勢待 利 明 無所属 青梅市の地域包括ケアシステム構築について問う 市税の滞納

対策について問う

鴻 井 伸 二 公明党 地域防災について―学校、自治会、行政の連携強化を― ドロー

ンを使い青梅の活性化を 曇らないカーブミラー設置について

野 島 資 雄 公明党 ホストタウンを契機とした地域振興について 高齢者憲章につ

いて 今後の学校教育について

平成 年市議会定例会 月定例議会［ 月２日～ 月 日］

山 内 公美子 公明党 今井５丁目墓地建設計画について 外国人の介護職員等の受け

入れとその支援について 男性更年期障害について

天 沼 明 無所属 株式会社東芝青梅事業所閉鎖について問う

湖 城 宣 子 公明党 障がい者の雇用拡大に支援を 公園の樹木と街路樹の管理につ

いて

工 藤 浩 司 無所属 フェアトレードタウン認定に向けた考え、取り組みについて

保育所バスステーション事業の平成 年度検討状況について 圏

央道青梅インターチェンジ活用による産業効果研究会の取り組みに

ついて

   

平 成 28 年
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

迫 田 晃 樹 無所属 新規就農希望者の誘致について 青梅インターチェンジ周辺地

域の開発に向けた現状について

島 﨑 実 無所属 橋りょうからの飛び込み自殺防止施策について 市内小中学校

児童・生徒の学力向上について

阿 部 悦 博 自民党 東原公園水泳場及び球技場の問題点と課題について 市役所庁

舎など市の施設へのＷｉＦｉ機器設置について

山 田 敏 夫 無所属 青梅市の有害鳥獣等対策について

ひ だ 紀 子 みどり 総合病院の医師の体制等の充実について 脳梗塞への対応につ

いて 自伐型林業による雇用・定住促進と森林環境の整備を

小 山 進 無所属 ＪＲ青梅線の現状と青梅市の対応について伺う

片 谷 洋 夫 民進党 高齢者の交通対策について 青梅の森について

鴨 居 孝 泰 無所属 「子育てするなら青梅市」の実現を目指して ⑴子育て応援とうき

ょうパスポートについて ⑵ファミリー・サポート・センター事業に

ついて ⑶病児保育について

田 中 瑞 穂 共産党 高齢者の交通安全と足を確保するための諸施策について ⑴高齢

者の交通安全と足を確保するための施策としてどのような施策を検

討しているか ⑵青梅市交通公園について ⑶第 次青梅市交通安

全計画について ⑷来年３月から施行される改正道路交通法への対

応について ⑸青梅市公共交通協議会について ⑹交通不便地域の

河辺町７丁目８丁目にバスの運行を ⑺コミュニティバス、デマンド

交通の早期導入を 国民健康保険税の負担軽減に関する諸施策に

ついて ⑴保険税の滞納について ⑵国の保険者支援制度について

みねざき拓 実 共産党 空き家対策について 介護保険の新しい総合事業について

藤 野 ひろえ 共産党 小中学生の歯科検診の状況と、子どもの医療費助成の拡充について

高齢者等の孤独死予防と、見守り支援ネットワーク事業について

大勢待 利 明 無所属 青梅市の下水道財政について問う 補助費等の評価について問

う わかぐさ公園のあり方について問う

鴻 井 伸 二 公明党 障がい者相談支援事業の充実を 都市計画道路の整備方針につ

いて 運動広場のトイレの洋式化について

野 島 資 雄 公明党 障害者差別解消法施行に伴う「意思疎通支援事業」について

年東京オリンピック・パラリンピックの気運醸成について

平 成 年

平成 年市議会定例会 平成 年２月定例議会［２月 日～３月 日］

天 沼 明 無所属 青梅市自治会連合会との連携基本協定締結を受けた地域の安心・安

全に向けた取り組みについて問う

工 藤 浩 司 無所属 シェアリングエコノミーの推進について 青梅市介護予防オリ

ジナル体操「梅っこ体操」の普及啓発について 道路通報サービス

（ ）の運用について

島 﨑 実 無所属 病児保育事業の推進と病児対応型保育施設の早期設置について

消防団員確保への支援及び施策と、人口減少に向けた消防団組織の

あり方について
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

迫 田 晃 樹 無所属 ．防災行政無線のあり方について―情報伝達技術の発達を考慮し多様な

意見への対応を― ．避難勧告等の発令基準について―客観的データを

根拠とした数値基準の明確化を―

山 内 公美子 公明党 ．防災機能の強化について ．教育行政について ⑴就学援助につ

いて ⑵就学時健康診断について ⑶夜間中学について

湖 城 宣 子 公明党 青梅市の観光と産業の活性化について ．安心、安全で豊かな住生活

を―空き家を活用した住宅セーフティーネットなど―

阿 部 悦 博 自民党 ．わかぐさ公園の現状と今後のあり方について ⑴外周コースの老朽化

による整備の必要性と目的別利用の推進 ⑵ 将来に向けた公民連携型

運営の模索

久 保 富 弘 無所属 ．施政方針演説について―地域資源を生かした青梅駅周辺の活性化につ

いて― 明星大学青梅キャンパスについて

片 谷 洋 夫 民進党 子どもの読書推進について ．新しい公共インフラとしてスマートフ

ォンの活用を

田 中 瑞 穂 共産党 ．市税滞納対策と生活困窮者を支援する諸施策について―滋賀県野洲市

の債権管理条例を参考に― ．新町地区における都立の文化施設構想に

ついて オスプレイの横田基地配備と騒音等被害について

みねざき拓 実 共産党 公共施設の再編・整備に向けた取り組みについて 青梅市民会館の

建てかえについて

ひ だ 紀 子 みどり 地元産木材と再生可能エネルギーをもっと活用しましょう！

不登校等の子ども達への対応を問う 職員採用試験の見直しを

浜中市長が都知事に対して「青梅の森を都に寄付したい」と申し出

た件について

大勢待 利 明 無所属 商工業の活性化施策について問う 新たな姉妹都市・友好都市の

可能性について問う 青梅市のルーチンワークを魅力的に―立川

市の「 円の婚姻届」を参考にして―

藤 野 ひろえ 共産党 ．子どもと子育て家庭への経済的支援の充実を ⑴小中学生の医療費助

成の拡充 ⑵就学援助制度の改善 ⑶給付型奨学金制度の創設を

暮らし・福祉優先の市政に ⑴国の社会保障改悪と市民への影響 ⑵保

育所・学童保育所の待機児対策、改善 ⑶デマンドタクシーなど買物難

民対策、公共交通改善 ⑷公共料金の値上げは中止を ⑸幹線道路より

生活道路の整備、暮らし優先に

鴻 井 伸 二 公明党 若者等の支援について ドローンの活用について 青梅妖怪伝

説ツアーについて

野 島 資 雄 公明党 施政方針について シルバー人材センターの機能充実等について

新年度の教育方針について

平成 年市議会定例会 ６月定例議会［６月 日～６月 日］

天 沼 明 無所属 青梅市東部地区の雨水対策を問う 人口減少社会における婚活

支援について問う

結 城 守 夫 公明党 高齢者・障がい者の休日・夜間介護等の電話相談体制の整備につい

て 障がい者差別解消条例（仮称）の制定について 市内におけ

る墓地計画（樹林墓地等）及び墓地条例の改正について 青少年団

体の市施設使用料無料化の運用について 青梅市立総合病院院内

保育所のあり方について

平 成 28・29 年
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

工 藤 浩 司 無所属 施政方針におけるスポーツ・レクリエーションの具体的な取り組み

について 市民の満足度、幸福度調査実施に向けた取り組みについ

て 災害発生時の初動体制強化を目的としたファットバイクの導

入について

島 﨑 実 無所属 イノシシ等の獣害対策の推進について 青梅市におけるがん死

亡率及び医療費の現状と、健康増進策について―日本経済新聞の特集

記事に関連して―

阿 部 悦 博 自民党 義務教育における道徳授業の教科化について 青梅市における

主権者教育のあり方について

迫 田 晃 樹 無所属 自転車ナビマーク・自転車ナビラインについて リサイクルセン

ターでの自転車の取り扱いについて

湖 城 宣 子 公明党 介護予防・日常生活支援総合事業の取り組みについて 自転車活

用推進法について

山 内 公美子 公明党 データヘルス計画について ネウボラ事業と産後ケア事業につ

いて

ひ だ 紀 子 みどり 青梅市の情報公開を前進させるために 「認知症の人と家族にや

さしい本棚」を図書館に 青梅夜具地の企画展を市立美術館で

ごみを減らすためにリユース食器を

片 谷 洋 夫 民進党 本市と交流自治体である杉並区について 獣害対策について

山 田 敏 夫 無所属 青梅市の林業の現状と支援制度について

田 中 瑞 穂 共産党 視覚障がい者支援の充実を ⑴視覚障がい者支援についての浜中

市長の見解を伺う ⑵市の同行援護の支給時間を 時間に ⑶国に

対して在宅時の代筆・代読を同行援護に含めるよう要望を ⑷ＪＲ東

日本に対して、乗降時のドア開閉改善、ホームドア設置、内方線付き

点状ブロック設置の要望を 図書館支援員の増員と待遇向上で学

校図書館の充実を

藤 野 ひろえ 共産党 自転車通学への補助など、通学の安全と子育て支援拡充について

公共交通の充実を―デマンド型タクシー導入、タクシー券助成など

について―

みねざき拓 実 共産党 子育て支援について―保育園、学童保育、未就学児世帯へのサービ

スなど― 核兵器廃絶に向けた市の平和事業の取り組みの強化に

ついて

大勢待 利 明 無所属 青梅インターチェンジ周辺の計画について問う 青梅市内で実

施されるバーベキューのあり方について問う ベッコウタケ対策

について問う

鴻 井 伸 二 公明党 自分らしい最期を迎えるために、リビングウィルの普及を ひき

こもり支援の推進について 新公会計制度は行財政改革を推進で

きるのか 外来植物ナガミヒナゲシの駆除について
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

平成 年市議会定例会 ９月定例議会［９月１日～９月 日］

工 藤 浩 司 無所属 子育て世代の経済的な負担を軽減するため３人乗り電動アシスト

自転車貸与に向けた取り組みについて 青梅市版働き方改革とワ

ーク・ライフ・バランスの取り組みについて 「幸せエピソード」

募集に向けた検討状況と今後について 道路通報サービス

「 」の３月以降の研究状況と今後の導入に向けた考

えについて

島 﨑 実 無所属 青梅市における平和事業の推進について

天 沼 明 無所属 青梅市東部地域の観光振興について問う

結 城 守 夫 公明党 子育て支援施策の推進について 医療的ケア児 重症心身障がい

児 支援施策について 在宅高齢者福祉施策の推進について 市

奨学金制度の充実について

迫 田 晃 樹 無所属 中学校教育に関する保護者の視点からの評価について 全国学

力調査における中学生の正答率向上策について 中学校における

進路指導、高校受験指導について

山 内 公美子 公明党 青梅市営住宅での迷惑行為について 認知症施策のさらなる推

進を ＩＣＴを活用した医療情報連携ネットワークの構築を

湖 城 宣 子 公明党 バス路線を中心とした公共交通の充実―買い物弱者等への支援を

― 青梅市公式キャラクターの活用について 小学校で危険生

物への対処法を学ぶ機会を

山 田 敏 夫 無所属 青梅市における特別天然記念物カモシカの被害対策について

鴨 居 孝 泰 無所属 梅ヶ谷トンネル（仮称）について 青梅の市営プールについて

藤 野 ひろえ 共産党 青梅の森の整備について 国民健康保険の負担軽減策などにつ

いて―広域化問題を中心に―

みねざき拓 実 共産党 森林対策について―広葉樹をふやす取り組みなど― 学童保育

について ⑴大門こどもクラブについて ⑵余裕教室などについて

⑶サマー学童について

ひ だ 紀 子 みどり 山梨市の不正事件に学び、青梅市の職員採用試験の透明性の確保を

教員が子ども達に向き合えるゆとりを―学校事務職員がもっと学

校運営に参画できる体制作り― 新生涯学習施設（仮称）の基本設

計について

田 中 瑞 穂 共産党 視覚障がい者支援の充実を 民泊新法への見解と治安・住環境に

ついて問う 地域猫制度の速やかな導入を 国民健康保険等被

保険者証の性別表記改善を―性的マイノリティの苦痛を取り除くた

めに―

片 谷 洋 夫 民進党 教員の労働環境について 公園の活性化について―都市公園法

改正を契機に― 東青梅駅北口のエレベーター等設置について

大勢待 利 明 無所属 職員研修について問う 都支出金について問う 道路・側溝・

街路灯・街路樹等の維持管理について問う

鴻 井 伸 二 公明党 農業振興策について 小中学校における学校選択制の導入につ

いて ゴミ屋敷の問題に対する支援について

 
 

平 成 29 年
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

平成 年市議会定例会 月定例議会［ 月１日～ 月 日］

工 藤 浩 司 無所属 国道 号線（吉野街道）友田町から駒木町区間の歩道整備計画の

現状と課題、今後の整備計画について 広報おうめに「ハッピーボ

ックス・ゆめうめちゃん」コーナー新設について 多摩地域観光資

源広域活用協議会の活動と今後について

天 沼 明 無所属 平成 年度から市が新たに開始した福祉施策について問う―介護

保険及び生活困窮者に対する取り組みについて―

迫 田 晃 樹 無所属 地球温暖化対策について―ＥＶシフトの動向を踏まえて―

湖 城 宣 子 公明党 避難行動要支援者の避難と避難支援について オストメイト対

応トイレの整備を 投票率アップの取り組みについて

阿 部 悦 博 自民党 青梅市における屋外体育施設のナイター設備について 青梅市

の選挙公費負担制度について―地方議員選挙のビラ解禁の改正法を

受けて―

結 城 守 夫 公明党 情報公開制度の推進について エンディングプラン・サポート

（葬儀等生前契約支援）事業の創設について 聴覚障がい者のため

の行政サービス推進施策について

島 﨑 実 無所属 青梅市職員の人事制度について ⑴上位職位への昇任制度につい

て ⑵主任・副主査に関する問題点及び役割の明確化等について

消防団の操法訓練用地の確保について ⑴訓練用地の現状について

⑵訓練用地確保についての市の関与・支援について

山 内 公美子 公明党 今井城跡の整備について 乳幼児触れ合い体験の推進を マ

イナンバーカードの普及と活用について

ひ だ 紀 子 みどり 虐待通報への適切な対応で、障がい者が安心して暮らせるまちへ―

福祉施設での虐待の防止について問う― 生活保護の現場を支え

る体制を ⑴ケースワーカーの能力向上について ⑵生活保護事務

のための財源負担について ⑶ケースワーカーの人員増について

ウメ輪紋ウイルス強化対策地区におけるアブラムシ防除のための

農薬散布について―東京都のガイドラインを守ることを求める―

田 中 瑞 穂 共産党 少人数学級と教員の多忙化対策、学校を複合化・統廃合をしない地

域づくりについて 視覚障がい者が外出しやすい青梅に ＡＬ

Ｓ（筋萎縮性側索硬化症）患者支援を ラッピング公用車で観光Ｐ

Ｒと交通安全啓発を

藤 野 ひろえ 共産党 安心・安全な介護を―第７期青梅市高齢者保健福祉計画・青梅市介

護保険事業計画策定を前に― 市民と市長との懇談会について―

会場をふやし、子育て世代、女性の参加促進を―

みねざき拓 実 共産党 市の生活保護行政について ⑴市の生活保護行政に対する考え方

⑵ケースワーカーの現状と課題 ⑶他市の事件から見る生活保護バ

ッシングとその課題 インフルエンザについて―子どもの予防接

種の助成など―

片 谷 洋 夫 民進党 市内の民泊の現状と課題について 青梅の森の今後について

給食センターの現状と課題について
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

大勢待 利 明 無所属 経常収支比率が ％を超えた市の財政状況について問う 人事

異動について問う―スペシャリストの配置を― 特定健康診査・後

期高齢者医療健康診査について問う―受診率向上への取り組みなど

―

鴻 井 伸 二 公明党 シェアリングエコノミーの活用について 業務継続計画等の作

成状況と活用について 農地の多面的機能の活用を

平 成 年

平成 年市議会定例会 平成 年２月定例議会［２月 日～３月 日］

工 藤 浩 司 無所属 さらなる西多摩地域の広域連携の推進について 公用車へのド

ライブレコーダー設置状況及び今後について 圏央道青梅インタ

ーチェンジ北側の整備に向けた取り組み状況について

天 沼 明 無所属 おうめ観光戦略について問う

結 城 守 夫 公明党 持続可能な「飼い主のいない猫対策」事業について 共生型サー

ビスの提供について―障がい福祉サービスと介護保険サービスとの

一体的提供― 臨時・非常勤職員の処遇等について

島 﨑 実 無所属 梅の里再生の現状と今後について ＪＲ青梅線青梅・奥多摩間の

減便について 市内保育園に関わる諸課題について ⑴定員充足

率の東西格差 ⑵病児保育の推進 ⑶市財政と保育園支援 ⑷企業

主導型保育事業

阿 部 悦 博 自民党 青梅市における無電柱化事業のこれまでとこれからについて

湖 城 宣 子 公明党 青梅市のボランティア活動について―独居高齢者などへの対応―

青梅市の小中学校教育について

山 﨑 勝 自民党 東青梅駅周辺の整備について―駅・道・バスの充実を―

山 内 公美子 公明党 マンホールのふたの耐用年数と活用について 発達障がい支援

のさらなる充実を 「東京くらし防災」の利活用等について 学

校での心肺蘇生教育の普及促進について

山 田 敏 夫 無所属 青梅市の林業支援制度について問う

鴨 居 孝 泰 無所属 市民の健康づくりについて 自転車を活用した新たな観光振興

策について

大勢待 利 明 無所属 行政評価とＰＤＣＡサイクルの推進について問う 市民提案協

働事業について問う 公共データのオープン化と利活用について

問う

田 中 瑞 穂 共産党 不登校児童生徒への支援を 冬季でも利用できる公園トイレを

片 谷 洋 夫 民進党 スマートフォンやタブレット端末を使った市の情報発信について

ふるさと納税の現状と課題について 中学校の部活動について

みねざき拓 実 共産党 東青梅駅北口エレベーターの設置及び駅舎の老朽化について

図書館について ⑴利用者の拡大施策について ⑵駐車場１時間無

料サービスの終了について ⑶青梅市民センターの図書館について

藤 野 ひろえ 共産党 子育て支援と教育費の負担軽減について―少子化や貧困の中で、給

食費や修学旅行費等への助成施策を― 農業振興策について―生

産緑地保全へ条例制定を―

   

平 成 29・30 年
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

ひ だ 紀 子 みどり 医師の労働時間・脳卒中センター開設・広報等について青梅市立総

合病院の体制を問う 高齢者が健康に豊かに暮らすためには市は

何ができるか 職員採用試験の見直しについて 梅の里再生の

ための農薬散布は慎重な手法で

榎 澤 誠 無所属 郷土の伝統・文化などの保護育成と活用について 青梅駅周辺商

店街の活性化について 施政方針演説について―行財政改革等―

鴻 井 伸 二 公明党 青梅市都市農業振興基本計画の策定を ＪＲ東日本への対応に

ついて 粗大ごみ委託化等について

山 本 佳 昭 無所属 施政方針演説について ⑴多くの市民との対話について ⑵新た

なまちづくりの担い手について

平成 年市議会定例会 ６月定例議会［６月８日～６月 日］

天 沼 明 無所属 年問題を見据えた対応について問う―超高齢社会に向けた市

の対応について―

結 城 守 夫 公明党 青梅市における所有者不明の土地問題について 公文書管理制

度の改革について 青梅市障がい者差別解消条例（仮称）制定の取

り組みについて

鴻 井 伸 二 公明党 次期地域福祉計画について―地域福祉コーディネーターの設置を

― ＳＯＧＩ（性的指向と性自認）の諸問題について 中小企業

応援の諸施策について

島 﨑 実 無所属 高齢者クラブの課題と活性化について―加入者増加策と事務手続

の簡素化等について― 児童・生徒の通学の安全確保について

工 藤 浩 司 無所属 シティプロモーションの取り組みと「訪れたい、暮らしたい、住み

続けたいまち青梅」の実現に向けて 自殺対策計画策定に向けた準

備状況について 青梅市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条

例への不妊治療休暇制度の創設について

迫 田 晃 樹 無所属 一般会計予算の長期的な見通しについて―厳しい財政状況を打開

する重点施策とは？― 市の献血に対する取り組みについて

山 田 敏 夫 無所属 環境美化の推進について―犬のふん対策について―

阿 部 悦 博 自民党 青梅市における広告事業のさらなる推進について―新たな広告収

入の確保に向けて―

山 﨑 勝 自民党 東青梅駅舎の建てかえに対する市の取り組みについて 企業誘

致について

山 内 公美子 公明党 こども食堂の支援について 年医療介護の需要増を見据え

て

湖 城 宣 子 公明党 スマートフォンやパソコンを活用した「いじめ・自殺相談」で子ど

もたちの命を守る取り組みを ひとり親家庭への支援について

感震ブレーカーの設置について

ひ だ 紀 子 みどり 市内中学生の死亡に関してのいじめ問題対策委員会調査部会の調

査結果の公表等について 「市長への手紙」への対応を問う

市民の生涯学習をどのように推進し支援していくのか
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

片 谷 洋 夫 国民民主党 市内公園の活性化について 市の情報発信におけるＡＲ（拡張現

実）の活用について 消防団ポンプ車の運用について―準中型車免

許の導入への対応について―

大勢待 利 明 無所属 小中学校のトイレの状況について 青梅市の土地問題について

―所有者不明化・相続・登記の問題― 「補助金等の獲得」に関す

る青梅市の取り組みについて わかぐさ公園の整備方針について

みねざき拓 実 共産党 ごみ対策について―ごみの減量・分別、マイバッグの推進、不法投

棄、資源回収など― こども食堂について

藤 野 ひろえ 共産党 乗り合いタクシーの導入など、公共交通の充実を 子どもや高齢

者などに温かい公共施設のあり方について

田 中 瑞 穂 共産党 横田基地へのオスプレイ配備と危険な訓練への対応を問う 指

タッチコミュニケーションシートはなぜ日本語、英語、ドイツ語の３

カ国語だけなのか 性的マイノリティに配慮した中学校の標準服

を 飼い主のいない猫に対する取り組み強化を

山 本 佳 昭 無所属 土砂災害特別警戒区域について 雨量計について

平成 年市議会定例会 ９月定例議会［９月６日～ 月３日］

工 藤 浩 司 無所属 「道の駅」整備の検討状況と今後について セブン・イレブンと

の地域活性化包括連携協定の検討状況と協定に向けた考えについて

第６次青梅市総合長期計画実施計画「新エネルギー利用等促進事

業」の現状と今後について

結 城 守 夫 公明党 青梅市の災害対策について―土砂災害、熱中症、小河内ダム緊急放

流等について― 樹林墓地設営及びエンディングプラン・サポート

（葬儀等生前契約支援）事業の実施内容等について 民法改正によ

る青梅市の業務見直しについて

天 沼 明 無所属 感染症予防対策を問う―ノロウイルス感染について―

湖 城 宣 子 公明党 市内のブロック塀等の撤去及び改修について 市内の小中学校

の性教育について 化学物質過敏症について

島 﨑 実 無所属 青梅市職員の人事制度について―行財政改革推進プランの提言事

項に対する実施状況と介護離職への対応、職員の倫理研修等について

― 学校給食の現状と課題への対応策について―食べ残し・飲み残

しの減少、給食費未払いの解消等に向けての施策について―

迫 田 晃 樹 無所属 東京 オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた気運醸成

について

山 内 公美子 公明党 今井土地区画整理事業等について 認知症施策について―日本

版ＢＰＳＤケアプログラムの導入と見守りメールの配信について―

山 田 敏 夫 無所属 公共施設等のブロック塀の安全対策について問う

阿 部 悦 博 自民党 市民球技場敷地内における車両の問題について―利便性と安全性

の向上を図るための駐車場整備を― 昨今の気候変動を受けた青

梅市の体育施設における暑さ対策について

ひ だ 紀 子 みどり いじめ問題への教育委員会の姿勢を問う 談合が起きない入札

制度の工夫を 「青梅の森」を市民参加で保全するための施設整備

を

山 本 佳 昭 無所属 青梅丘陵ハイキングコースについて

平 成 30 年
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

片 谷 洋 夫 国民民主党 釜の淵公園周辺の整備について 学校給食について―残菜やア

レルギー対応等について―

藤 野 ひろえ 共産党 梅ヶ谷トンネル（仮称）整備工事に関わる安全対策への市の対応に

ついて 熱中症対策について―学校へのエアコン設置など―

オスプレイの横田基地への配備の問題について

田 中 瑞 穂 共産党 ＤＭＯ等観光地域づくりの諸施策について 介護を担う子ども

たち「ヤングケアラー」への支援を 交通公園と美術館喫茶室の存

続と発展を

鴨 居 孝 泰 無所属 学童保育所への弁当配食サービスを 青梅市の暑さ対策につい

て 観光拠点である御嶽駅及び周辺の整備について

榎 澤 誠 無所属 「安全・安心まちづくり」から 土砂災害警戒区域の諸課題に

ついて 消防団員確保策について 青梅駅周辺のまちづくりに

ついて

みねざき拓 実 共産党 公共施設等総合管理計画について―市民要望の反映、 ％削減の見

直し、計画の考え方や進め方等―

大勢待 利 明 無所属 公共施設の包括管理委託について 多摩 市の比較データの公

開について 青梅市の申込受付業務のカイゼンについて―インタ

ーネット申込を― 広報おうめのさらなる充実について問う

鴻 井 伸 二 公明党 重症心身障がい児（者）等在宅レスパイト事業について 適正な

生活保護費の支給について ＡＤＲ（裁判外紛争解決手続）の活用

を 図書館行政について―指定管理者制度等―

平成 年市議会定例会 月定例議会［ 月３日～ 月 日］

工 藤 浩 司 無所属 風水害による浸水被害の軽減に向けた「土のうステーション」の設

置について 「青梅市商・工業振興プラン」に基づく、販路拡大支

援状況と市民の買い物環境の向上について 国道 号線（吉野街

道）友田町から駒木町区間の１年間の用地交渉状況、進捗状況と今後

について

湖 城 宣 子 公明党 市内の学校体育館等の冷暖房設備について 御岳地区の観光の

振興について

結 城 守 夫 公明党 青梅市における保育行政等のあり方について 公共施設建てか

え等に伴う利用者の代替措置について―旧市民会館及び東青梅市民

センター利用者のために―

天 沼 明 無所属 「青梅都市計画道路３・４・ 号線」の整備について問う

島 﨑 実 無所属 震災等災害時・非常時における通信手段としての公衆電話の設置に

ついて 市内保育園の課題、定員割れ保育園への対応について

法人市民税の安定確保・増収施策と企業誘致について

迫 田 晃 樹 無所属 雨水浸透施設及び小型貯留槽設置補助制度について 今井３丁

目及び周辺地域の浸水被害対策について

阿 部 悦 博 自民党 中学校の部活動指導員制度の普及と現状について

山 田 敏 夫 無所属 豚コレラへの青梅市の対応について

山 内 公美子 公明党 幼稚園類似施設も就園奨励費の対象に―幼児教育無償化の対応等

― 妊産婦の健康診査について
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

ひ だ 紀 子 みどり ケミコン跡地の新市民ホールへの市民の期待にどう応えるか

小中学生が自ら考え、発言していく力を育てよう―いじめ問題から教

育を見直す― 保育園待機児の見込みと保育行政の将来について

商工会議所に貸している土地の売却について

田 中 瑞 穂 無所属 新市民ホールの平土間式及びコンベンション等の考え方を問う―

西の風新聞 の記事に対する市長の見解は― 養護教諭の複数

配置を拡大し、保健室での子どもの支援強化を 公契約条例の制定

を

鴨 居 孝 泰 無所属 病児保育の推進について 青梅市の観光の振興について

藤 野 ひろえ 共産党 市民と市長との懇談会を踏まえて―子育て、高齢者福祉、ラフティ

ング問題などの対策― 国民健康保険税の引き上げはやめて、減免

制度充実など安心できる医療保険制度を

片 谷 洋 夫 国民民主党 高齢者の交通対策について シビックプライドの醸成について

文化振興について

みねざき拓 実 共産党 公共施設を ％削減する計画の見直しについて―東青梅市民セン

ターの現在地での存続、削減計画の将来試算額の妥当性等― 公共

交通の充実について―コミュニティバスの導入、サイクルアンドバス

ライド、東京都シルバーパス―

榎 澤 誠 無所属 青梅市の経済対策について 地域産業振興について まち

づくりへの関与 市政への影響について

大勢待 利 明 無所属 青梅市の観光施策について問う 東京 オリンピック・パラリ

ンピック競技大会に向けた取り組みについて 住民サービスの向

上に人工知能（ＡＩ）の導入を

鴻 井 伸 二 公明党 ふるさと納税の取り組みとクラウドファンディングの活用を

庁舎で誓う届け出挙式を 青梅市立美術館、郷土博物館の経営改革

を 就学指定校の変更要件の見直しについて

下 田 盛 俊 無所属 農業振興と天皇塚水田地域について 市民協働と環境美化・清掃

活動について 霞川拡幅整備改修と関連課題について 市内幼

稚園の認定こども園化について

平 成 年

平成 年市議会定例会 平成 年２月定例議会［２月 日～３月 日］

天 沼 明 無所属 民生児童委員の一斉改選について問う

結 城 守 夫 公明党 青梅市における幼児教育・保育の無償化の課題と待機児童対策等の

保育行政の今後のあり方について 障がい者交流バスハイク事業

について 本年のゴールデンウイーク 連休の青梅市の対応と今

後の日曜日開庁等について

工 藤 浩 司 無所属 「自転車保険」加入の義務化に向けた取り組みについて 市民へ

のおもてなしと職員の作業効率向上に向けたＢＧＭの導入について

青梅ロケーションサービス事業の現状と課題、今後の地域活性化施

策について

島 﨑 実 無所属 青梅市における外国人の生活保護の実情と今後の対応について

事前配備の災害時用公衆電話（特設公衆電話）の設置について

平 成 30・31 年
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

阿 部 悦 博 自民党 小中学校のプール施設について―プール授業とプール施設の今後

のあり方― 青梅市が考えるエクストリームスポーツの普及と発

展について

山 田 敏 夫 無所属 青梅市の公共建築物等への多摩産材の利用について問う

湖 城 宣 子 公明党 ＳＤＧｓの取り組みについて―子育て、教育、女性、森林等につい

て― 市内の小中学校の体育館にエアコン設置を

山 内 公美子 公明党 フレイル予防の推進を 不育症と不妊症について 高齢者肺

炎球菌ワクチンについて

田 中 瑞 穂 無所属 林業振興について―ドローンレーザーによる精密な森林計測を―

人工呼吸器が必要な患者さんに発電機の無償提供を 都立誠明

学園敷地内への都立文化施設建設促進を 不登校の子どもを支え

る取り組みを

藤 野 ひろえ 共産党 施政方針演説を聴取して―公共施設、子育て、高齢者福祉問題を中

心に問う― 市民と地域経済を守るために、消費税増税はストップ

の声を

ひ だ 紀 子 みどり 公共下水道御岳山事業区域について 新たな形で実施された職

員採用試験について 福祉系の専門性を持つ職員の採用を

みねざき拓 実 共産党 東青梅駅のエレベーターの設置とホームの延長等について 東

青梅市民センターについて

片 谷 洋 夫 国民民主党 風の子・太陽の子広場の活用について 有料広告の取り組みにつ

いて 買い物弱者対策について

大勢待 利 明 無所属 青梅市の財政見通しについて 青梅市の「特別支援教室」の現状

と課題について 青梅市健康センター内・休日診療所に、ネット診

察受付の導入を

鴻 井 伸 二 公明党 道路交通と安全確保について 森林環境譲与税の活用について

防災・減災対策等について オスプレイ配備の市民への影響につ

いて 小中学校のジェンダー問題について

山 本 佳 昭 無所属 花粉の少ない森づくりの推進について 安全、安心な道路の整備

と保全について

令和元年市議会定例会 ６月定例議会［５月 日～６月 日］

天 沼 明 無所属 旧吉野家住宅の整備、活用について問う

島 﨑 実 無所属 特殊詐欺撲滅に向けての青梅市の取り組みの現状と今後の対策に

ついて 青梅市における外国人子弟の教育の現状と今後について

迫 田 晃 樹 自民党 時代背景の変化に応じた理にかなった市の業務の改善について

―契約業務を一例に問う― 特別な理由による予防接種の再接

種費用の助成について

阿 部 悦 博 自民党 対話支援システムの導入について―耳が聞こえにくい方や高齢者

にやさしい窓口づくりを―

山 田 敏 夫 無所属 東京 オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けて

聖火リレーの際の青梅市でのイベントの計画について 青梅

市内の児童・生徒の競技観戦の計画について

湖 城 宣 子 公明党 防災備蓄品のさらなる充実を 生産緑地法の改正に伴う市の考

えについて 市役所に「おくやみコーナー」の設置を
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

ひ だ 紀 子 みどり 学校図書館の充実を！―図書管理システムの導入・学校司書の増員

等について― ケミコン跡地に予定される市民大ホール等の計

画・検討は市民参加で なぜ青梅市の電算処理は高コストなのか、

調査と分析を求める

鴨 居 孝 泰 無所属 ごみ収集について―収集日の拡充と収集車の活用等― 歩きス

マホ・ながらスマホへの市の対応について

山 内 公美子 公明党 プラスチックごみの削減について 今井土地区画整理事業につ

いて 学校連絡アプリの導入について

井 上 たかし 共産党 市内小中学校のトイレ等の老朽化対策について 東青梅１丁目

地内諸事業用地等利活用構想に示されている新市民ホールの建設計

画について 月に予定されている消費税増税の市民への影響と、

政府に対して増税延期を求めることについて

みねざき拓 実 共産党 青梅インターチェンジ北側の物流拠点整備について ネッツた

まぐーセンターについて

榎 澤 誠 無所属 市施設利用者向け駐車場について 新市民ホール建設について

ぬのや 和 代 立憲民主党 総合病院脳卒中センターの稼働状況について 総合病院救命救

急センターの救急隊受け入れ訓練について 総合病院救命救急セ

ンターにおける転院について 総合病院の待合スペースにおける

車椅子スペースについて

片 谷 洋 夫 国民民主党 明星大学青梅キャンパスの今後について 防災士育成の市の取

り組みについて

藤 野 ひろえ 共産党 コミュニティバス等の運行で、公共交通の充実を 地域保健福祉

センター等を存続し、地域福祉の充実を

大勢待 利 明 無所属 青梅市の人口減少への対応について 西多摩地域の連携につい

て―青梅市の見解を問う― 市税の滞納対策について 中学校

の部活動のあり方について

結 城 守 夫 公明党 幼児教育・保育の無償化が地域に与える影響について 会計年度

任用職員制度等の導入について―非正規地方公務員の処遇改善につ

いて― 市民の安全のための防犯カメラ整備の推進について

野 島 資 雄 公明党 安全で快適に暮らせるまちについて 女性活躍社会の推進につ

いて 東京 オリンピック・パラリンピック競技大会について

小 山 進 無所属 浜中市政４年間について問う

令和元年市議会定例会 ９月定例議会［９月４日～９月 日］

天 沼 明 無所属 消滅危機に直面している自治会の課題と活性化について問う

島 﨑 実 無所属 ラフティング等川下りレジャーの課題と今後について 小中学

校の教員不足、未配置問題等への対応について

湖 城 宣 子 公明党 ３歳児健診の視力検査について 図書館の充実について 市

内の小中学生の荷物の軽減について

迫 田 晃 樹 自民党 拠点整備部の今年度の方針と目標について 青梅インターチェ

ンジ北側の整備の進捗状況及び市民の懸念事項に対する取り組み状

況について

   

平成31・令和元年



260 第２編　第５章　一般質問

質 問 者 党 派 質 問 事 項

結 城 守 夫 公明党 幼児教育・保育の無償化における課題について 障がい者差別解

消条例制定に向けての市の見解について 樹林墓地設置の進捗状

況等と葬儀生前契約支援制度等の見直し等について

寺 島 和 成 自民党 青梅市の観光戦略の現況と展望について

山 田 敏 夫 無所属 橋りょう点検について

山 内 公美子 公明党 モーターボート競走事業について 青年・成人期の知的障がい者

の余暇活動支援について

大勢待 利 明 無所属 青梅市の地域包括ケアシステムについて 青梅市のふるさと納

税について 青梅市の各種計画の策定方法について

藤 野 ひろえ 共産党 加齢性難聴者への補聴器購入助成について 子どもと高齢者の

居場所となる公共施設は減らさず、充実を 投票率向上等の施策に

ついて

山 﨑 哲 男 無所属 多摩川１万人の清掃大会について

井 上 たかし 共産党 横田基地の機能強化に対する市の取り組みについて―オスプレイ

の配備、訓練中の事故等の問題について― 市内小中学校の給食の

充実について

みねざき拓 実 共産党 保育園等について―地域型保育、保育の無償化、待機児童や定員割

れ問題、保育士の処遇改善等― 学童保育について―指定管理者等

の現状の課題について― 東青梅駅北口のエレベーター設置につ

いて

ひ だ 紀 子 みどり 談合事件と青梅市の対応について 入札制度の見直しについて

防音室からの音漏れ・使えない作業通路。文化交流センターの機能

を再チェックし対策を

片 谷 洋 夫 国民民主党 子どもの貧困対策について 外国人への対応や教育等の取り組

みについて

ぬのや 和 代 立憲民主党 総合病院の経営について 新病院建設資金の返済計画を問う

新病院計画における脳卒中センターの位置づけについて シビ

ックコア構想の今日における意義について 東青梅１丁目地内諸

事業用地に計画されている 人規模のホールの必要性について

下 田 盛 俊 無所属 農業振興の今寺天皇塚水田地域の一部畑地化の取り組みについて

市内児童・生徒の学力向上について 行政の取り組みとしての花

の植栽について

野 島 資 雄 公明党 女性活躍社会の推進「特に市役所の女性管理職登用への期待につい

て」 ひきこもり支援の今後について 高齢ドライバーの交通安

全対策について

令和元年市議会定例会 月定例議会［ 月９日～ 月 日］

島 﨑 実 無所属 浜中市政、２期目の市政運営の心構えについて―今回の市長選挙を

振り返り、その経過、結果を踏まえて― ケミコン跡地の利活用計

画について 台風第 号による被害からの早期復旧について

天 沼 明 無所属 青梅市の介護予防事業への取り組みについて問う―健康寿命の延

伸に向けて―

湖 城 宣 子 公明党 子どもの権利条約について 防災・減災対策について

山 田 敏 夫 無所属 学校飼育動物の現状について
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

山 内 公美子 公明党 青梅市の地域包括ケアシステムの構築に向けた諸課題について

在宅医療、医療介護連携について 介護予防、生活支援につい

て 介護人材の確保について

榎 澤 誠 無所属 青梅市長選を終えて 中心市街地活性化について 所信表明

について

阿 部 悦 博 自民党 わかぐさ公園の利活用について―来園者に喜ばれるサービス向上

を目指して―

井 上 たかし 共産党 青梅市公共施設等総合管理計画の見直しを 後期高齢者医療制

度の負担増に市として反対することを求める

山 﨑 哲 男 無所属 ボッパルト市との姉妹都市提携について―おうめワインボッパル

トの雫の名称復活を―

鴨 居 孝 泰 無所属 青梅市の子育て支援について 青梅市の観光振興について―「一

駅一事業」とは― 駅舎にミニ図書館を

藤 野 ひろえ 共産党 台風第 号の被害を教訓に、災害対策の充実を 中学生の自転車

通学への補助で、子育て支援の充実を

片 谷 洋 夫 国民民主党 市の働き方改革の取り組みについて 市内の自動体外式除細動

器（ＡＥＤ）について 文化芸術の振興について

ひ だ 紀 子 みどり 今井土地区画整理事業について―農業による産業振興も選択肢に

― 文化交流センターの機能・建物のふぐあいについて 新市民

ホールの計画づくりにもっと市民の参加を 教員の学校内での喫

煙について

みねざき拓 実 共産党 スポーツ振興について 交通弱者対策について

ぬのや 和 代 立憲民主党 東京たま広域資源循環組合関係の焼却灰輸送車について―経路の

ダイオキシン汚染防止に関連して― 河辺駅北口ロータリーの整

備について ブース型公衆喫煙所の設置について 西側歩道

内のベンチの再設置について

大勢待 利 明 無所属 ＩＣＴを使った情報教育の推進について 圏央道青梅インター

チェンジ北側の物流拠点整備について 青梅市の行財政運営につ

いて

結 城 守 夫 公明党 台風第 号等による青梅市の災害対策について 青梅市の職員

採用制度の改革について 犯罪被害者支援施策の実施について

小 山 進 無所属 所信表明を受けて 青梅消防署北部出張所の設置を

下 田 盛 俊 無所属 農業振興―今寺天皇塚水田地域の意向調査結果を踏まえて―

防災対策としての大門川改修と霞川拡幅整備に伴う諸課題について

今後の都市整備における市道改修の考え方について

野 島 資 雄 公明党 青梅ならではの地方創生と関係人口について 災害時における

ペット同行避難について 女性活躍社会の推進について

   

令 和 ２ 年

令和元年市議会定例会 令和２年２月定例議会［２月 日～３月 日］

天 沼 明 無所属 市内企業の育成・振興策について―製造業を中心に問う―

結 城 守 夫 公明党 青梅市の災害対策について 就職氷河期世代の職員採用等につ

いて 青梅市立総合病院の経営強化施策等について

令 和 元・２ 年
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

島 﨑 実 無所属 青梅市戦没者追悼式及び市内各地区の戦没者慰霊祭について

市職員提案制度について

阿 部 悦 博 自民党 青梅市における特別支援教育の充実に向けて 学校体育館の照

明器具について

迫 田 晃 樹 自民党 自転車損害賠償保険等への加入を義務付ける都条例の本年４月の

施行に伴う青梅市の対応について

湖 城 宣 子 公明党 徘徊高齢者の早期発見対策を 中小企業、小規模事業者への支援

について

井 上 たかし 共産党 学校給食センターの運営は民間委託ではなく直営方式の継続を

学校校舎の老朽化対策について 子どもと向き合える学校教員

の働き方改革の実現を―変形労働時間制の導入には反対を―

藤 野 ひろえ 共産党 地域保健福祉センターの今後の施設の利用について 市の温暖

化対策の取組の強化について

ひ だ 紀 子 みどり 公共施設をより生かすために指定管理者制度の再点検を 学校

図書館の充実を目指して エネルギーの地産地消と省エネを進め、

地球温暖化防止の姿勢を打ち出そう

山 内 公美子 公明党 ＡＹＡ世代のがん患者支援とがん教育について 産後の母子支

援等について 産後ケア事業 多子・多胎児支援等 新た

な産後の母子支援

小 山 進 無所属 生涯学習のあり方について問う ボッパルトホールと市との関

わり及び同等施設について 成人式の今後について

片 谷 洋 夫 国民民主党 災害に強いまちづくりについて 公契約条例の制定について

会計年度任用職員について 多世代交流センター事業について

みねざき拓 実 共産党 社会保障制度の充実について―税制改正による影響や国民健康保

険など― 都市農業の振興について―生産緑地の 年問題など

―

ぬのや 和 代 立憲民主党 青梅市の受動喫煙対策について 青梅市の母子保健事業につい

て

大勢待 利 明 無所属 青梅市の小学校の英語教育について 土砂災害、冠水等の対策に

ついて ひとり親家庭の養育費受け取り支援について

野 島 資 雄 公明党 第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略と関係人口について

児童虐待防止への取組について 女性活躍社会の推進について

令和２年市議会定例会 ６月定例議会［６月８日～６月２４日］

湖 城 宣 子 公明党 新型コロナウイルス感染防止を見据えた災害対応策について

休校となった小中学校の就学援助の準要保護認定者に対して休校分

の給食費の支給を

結 城 守 夫 公明党 新型コロナウイルス対策下における防災及び教育行政施策等の展

開について 青梅市障がい者差別解消条例（仮称）制定について

地域猫制度施策の実施について

島 﨑 実 無所属 新型コロナウイルス感染拡大に伴う避難所・避難場所における対応

及び感染拡大防止策について

天 沼 明 無所属 新型コロナウイルス感染症対策と自然災害対応について
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

阿 部 悦 博 自民党 コロナ禍の影響を受けた総合病院従事者並びに市職員に対する市

の考え方について

榎 澤 誠 無所属 新型コロナウイルス感染症対策について 対策本部について

市の役割と情報収集等について 経済対策について

井 上 たかし 共産党 新型コロナウイルス感染症に対応する医療体制の整備と市民への

情報発信について 市内小中学校の校舎の外壁落下対策について

片 谷 洋 夫 国民民主党 高齢者支援対策について－買い物支援、フレイル対策、見守り支援

等－ 新型コロナウイルスによる家庭ごみの影響について 新

しい生活様式への取組について

ひ だ 紀 子 みどり ひとり親家庭等への給付の上乗せを 広報おうめの全戸配布を

－市民に大事な情報を届けよう－ 文化交流センターの地下水対

策・防音工事のやり直しについて

藤 野 ひろえ 共産党 特別定額給付金支給の対応改善について 新型コロナウイルス

感染症の総合相談窓口の設置、申請サポート体制等について

ぬのや 和 代 立憲民主党 新型コロナウイルス感染症に対応した消毒について 新型コロ

ナウイルス感染症対策による経済的支援について 保育園、幼稚

園、小学校、学童保育所の休園、休校等について 第２波流行に備

えた医療体制整備について

みねざき拓 実 共産党 自治会の取組を広く知らせることについて 避難所などにおけ

る次亜塩素酸水の活用について 新型コロナウイルス感染症の影

響による国保税などの減免について

大勢待 利 明 無所属 ＩＣＴを活用した教育について－新型コロナウイルス情勢下にお

いて－ 市民の個人情報の整理と事務作業の効率化について

青梅市の情報収集と情報発信の体制について

野 島 資 雄 公明党 女性活躍社会の推進について－コロナ禍の中で－

令和２年市議会定例会 ９月定例議会［９月１日～９月 日］

天 沼 明 無所属 第８期青梅市高齢者保健福祉計画・青梅市介護保険事業計画の策定

に向けて―コロナ禍における高齢者の支援を―

結 城 守 夫 公明党 新型コロナウイルス第２波以降に向けての市の対策について

令和元年台風第 号及び令和２年７月豪雨を教訓とする災害対策の

推進について 就職氷河期世代の市職員採用について

島 﨑 実 無所属 新型コロナウイルス感染拡大による小中学校の休校に起因する諸

課題への対応策について

寺 島 和 成 自民党 感染症対策としての物品の購入、備蓄について 資源の集団回収

の状況について

山 内 公美子 公明党 新型コロナウイルス感染症から高齢者並びに介護関連施設等を守

るために 保育園のおむつ処理について

迫 田 晃 樹 自民党 青梅インターチェンジ北側開発事業の進捗について マイナン

バーカードについて

阿 部 悦 博 自民党 東京 オリンピック・パラリンピック競技大会の延期を受けて

―気運醸成、レガシーの創出、広域連携の観点から―

湖 城 宣 子 公明党 市民への情報発信の在り方について 子育てと介護の「ダブルケ

ア」に支援策を

令 和 ２ 年
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

山 田 敏 夫 無所属 廃止した公共施設の今後について

井 上 たかし 共産党 一斉休校後の学校には、手厚く柔軟な教育と少人数学級の実現を

米軍機の騒音と落下物の事故、米兵の飲酒運転事故に厳しく抗議を

山 﨑 哲 男 無所属 コロナ禍における今後のＢＯＡＴ ＲＡＣＥ多摩川について

片 谷 洋 夫 国民民主党 多摩川でのバーベキュー等のごみについて ワーケーションの

取組について 本市のキャッシュレス化の推進について

小 山 進 無所属 青梅市立総合病院の将来と経営形態の在り方について問う―さら

なる医療の充実を目指して― 役割と機能の方向性について

経営形態について 今後の取組について

みねざき拓 実 共産党 新型コロナウイルス感染症の感染防止策について 台風襲来時

の新型コロナウイルス感染症に対応した避難場所の運営について

藤 野 ひろえ 共産党 コロナ禍での医療機関への支援と市民の健康を守る対策について

熱中症予防のためにエアコン購入費等の助成を 釜の淵市民館

等廃止した公共施設の有効活用を

榎 澤 誠 無所属 新型コロナウイルス感染症に係る情報の収集と精査・検証、施策へ

の反映等について コロナ禍の現状を踏まえた産業振興等につい

て

ひ だ 紀 子 みどり 広報おうめの全戸配布を その２―シルバー人材センターの活用

― いじめで苦しむ子どもたちに災害共済給付金で心理的治療を

「 株 まちつくり青梅」と青梅市の関係等について

ぬのや 和 代 立憲民主党 時間や場所などにとらわれない柔軟な働き方を実現できるまちづ

くりについて―テレワークを活用した在宅勤務やサテライトオフィ

スなど―

大勢待 利 明 無所属 市のＧＩＧＡスクール構想の進め方について ごみの減量と資

源化対策について 市民活動の場におけるインターネット環境の

充実を

野 島 資 雄 公明党 子どもの予防接種について 女性活躍社会の推進について―女

性活躍への配慮や情報発信の強化による青梅への移住促進策につい

て― 小学校の校外学習について―コロナ禍での行先の変更につ

いて―

令和２年市議会定例会 月定例議会［ 月 日～ 月 日］

天 沼 明 無所属 旧吉野家住宅の整備・活用について問う

湖 城 宣 子 公明党 「人生会議（アドバンス・ケア・プランニング）」について―自ら

が望む医療・ケアについての話合いの場を― 青梅市のＧＩＧＡス

クール構想の取組について

島 﨑 実 無所属 ケミコン跡地に計画される新市民ホールについて―建築費、ランニ

ングコストを考察して― 青梅市吉川英治記念館の入館状況と今

後について

結 城 守 夫 公明党 新型コロナウイルス感染症第３波に備えての市等の対策について

身寄りのない人の終活と市営墓地等の活用について 広報おう

めの無料配達制度（戸別配布制度）の推進について 地域猫制度の

進捗状況とボランティア団体等への支援増について
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

迫 田 晃 樹 自民党 非常時における小中学校でのＩＣＴ活用について

阿 部 悦 博 自民党 青梅市内のスポーツ施設と文化施設の休業、休館期間について―新

たな市民サービスの模索へ―

山 田 敏 夫 無所属 優良田園住宅制度の導入について

寺 島 和 成 自民党 市の経済、観光について―コロナ禍による影響と対策など―

鴨 居 孝 泰 無所属 「鬼滅」ブームにのっかって―やっちゃえ青梅― 学童保育所へ

の弁当配食サービスを 買物代行サービス事業について

井 上 たかし 共産党 コミュニティバスを導入し、市民の「足」の確保を 米軍機の訓

練激化等への対応と、米兵の再度の飲酒運転事故に厳しく抗議を

山 﨑 哲 男 無所属 コロナ禍における自治会活動について

ひ だ 紀 子 みどり 全国地方公務員給与ランキング 位―青梅市役所の給与と働き方

について― 市有地賃貸料の減免の不透明性について メガソ

ーラー開発の事業計画と環境保全

山 内 公美子 公明党 ＩＣＴを活用した地域医療連携の整備について 母と子を守る

取組について

片 谷 洋 夫 無所属 子育て支援の取組について フードドライブの取組について

青梅市学校施設個別計画 案 について

榎 澤 誠 無所属 コロナ禍における経済対策事業等について 青梅商工会議所の

役割と市との関係について

藤 野 ひろえ 共産党 核兵器廃絶に向けて、平和事業の推進を 新型コロナ危機から、

命と暮らしを守る対策について

みねざき拓 実 共産党 青梅市学校施設個別計画 案 について―学校を減らさない方向で

検討を― 学校の外壁やトイレなどの改修について

大勢待 利 明 無所属 市の公共下水道財政について 市の脱ハンコ文化への取組につ

いて

ぬのや 和 代 立憲民主党 森林環境譲与税について 森林環境譲与税を活用した森林整備

について 森林ボランティアの受入れを関係人口としてまちの活

性化を 高等教育修学支援について 市のフードドライブを活

用した生活困窮者支援の可能性について 青梅市立総合病院につ

いて 脳卒中センターについて 新型コロナ対策について

野 島 資 雄 公明党 女性活躍社会の推進について 東京都後期高齢者医療における

住所地特例について 御岳山への校外学習について わかぐさ

公園について

令 和 ３ 年
   
令和２年市議会定例会 令和３年２月定例議会［２月 日～３月 日］

島 﨑 実 無所属 「青梅市は全国９位」、共働き子育てしやすい街ランキング

で！―日本経済新聞と日経ＤＵＡＬの自治体アンケート調査による

総合評価― ウメ輪紋ウイルス対策と梅の里再生について

天 沼 明 無所属 市内東部地域の交通渋滞対策などについて問う

湖 城 宣 子 公明党 スマートシティの構築について ＳＮＳや動画配信を利用し市

民への情報発信の拡充を

令 和 ２・３ 年
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質 問 者 党 派 質 問 事 項

寺 島 和 成 自民党 を盛り上げよう！―活用、ＰＲ等について―

結 城 守 夫 公明党 コロナ禍における子育て支援施策について 防災基本条例（仮

称）制定に向けての市の取組について 市内農業振興地域の課題に

ついて

迫 田 晃 樹 自民党 青梅市及び全国の死亡者数推移データと新型コロナウイルスの流

行との相関関係について 青梅市及び全国のインフルエンザに関

する統計データと新型コロナウイルスの流行との相関関係について

小 山 進 無所属 施政方針演説を受け、諸施策について伺う 圏央道青梅インタ

ーチェンジ北側の物流拠点整備について 東青梅１丁目地内諸事

業用地等について 西部地域の観光文化の活性化について

市民の健康増進のためのウオーキングについて

井 上 たかし 共産党 女性差別をなくし、その尊厳を保障する社会に向けて―自治体で働

く女性の待遇向上について― 人権を大切にする社会に向けて―

ジェンダー平等の学校づくりや災害対策を―

片 谷 洋 夫 無所属 多摩川のバーベキュー等のごみ対策について―今年も発生するこ

とを懸念して― 基幹系業務システムについて 安心して産み

育てられる環境づくりについて

榎 澤 誠 無所属 コロナ禍等における市の意思及び観光・商業・商店街振興について

ひ だ 紀 子 みどり 教員の働き方改革と小学校の「青梅学」充実について 教育委員

会の予算について 談合事件に関する市役所の内部調査について

藤 野 ひろえ 共産党 新型コロナ危機から、生活困窮等の市民を守る対策について

歳以上の後期高齢者医療費の負担増は中止を 高齢者の難聴と、補

聴器購入への助成について

山 内 公美子 公明党 生活に困窮する方へ寄り添った支援を 新型コロナウイルス感

染による自宅療養者等への支援について

みねざき拓 実 共産党 新型コロナウイルス感染症対策について

ぬのや 和 代 立憲民主党 市内の新型コロナウイルス感染症の流行について 青梅市立総

合病院の新型コロナウイルス院内感染について

大勢待 利 明 無所属 ＩＴ技術による市の業務の効率化について 青梅市への移住促

進の対策について

野 島 資 雄 公明党 女性活躍社会の推進について ＢＯＡＴ ＲＡＣＥ多摩川につい

て 小中学校の教育について
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１ 市議会議員

議席

番号
氏 名 年齢

立 候 補 時

職 業

立 候 補 時

党派 会派）
住 所 備考

第 期

［平成 年 月 日～平成 年 月 日］

鴨 居 孝 泰 無職 無所属 御岳本町

市 川 芳 幸 無職 〃 河辺町

清 水 輝 幸 建設業 〃 新町

逝去

ひ だ 紀 子 市議会議員 みどりのオ

ンブズマン

二俣尾

ﾌｫﾚｽﾄ青梅 号

田 中 瑞 穂 政党役員 日本共産党 野上町

霞台第 住宅

藤 野 ひろえ 政党役員 〃 梅郷

本 多 ゆり子 無職 青梅･生活者

ネットワーク

千ヶ瀬町

ｺﾑｰﾈ青梅 号 逝去

工 藤 浩 司 会社員 無所属 友田町

大勢待 利 明 元会社員 〃 河辺町

ﾗｲｵﾝｽﾞﾌﾟﾗｻﾞ河辺駅

前

榎 澤 誠 会社役員 〃 本町

山 内 公美子 無職 公明党 今井

鴻 井 伸 二 公明党青梅総

支部中小企

業・農政部長

〃 天ヶ瀬町

山 﨑 勝 市議会議員 無所属 黒沢

荒 井 紀 善 市議会議員 〃 大柳町

久 保 富 弘 会社役員 〃 長淵

小 山 進 市議会議員 〃 二俣尾

山 本 佳 昭 薬剤師 〃 森下町

島 田 俊 雄 市議会議員 〃 河辺町

下 田 盛 俊 漬物、茶製造業 〃 今寺

浜 中 啓 一 市議会議員 〃 柚木町

野 島 資 雄 市議会議員 公明党 今寺

結 城 守 夫 市議会議員 〃 師岡町

１　市議会議員
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議席

番号
氏 名 年齢

立 候 補 時

職 業

立 候 補 時

党派 会派）
住 所 備考

榎 戸 直 文 市議会議員 公明党 滝ノ上町

高 橋 勝 無職 社民党 河辺町 ﾌｸﾘｷﾏ

ﾝｼｮﾝ 号室

第 期

［平成 年 月 日～平成 年 月 日］

阿 部 悦 博 無職 自由民主党
河辺町

都営ｱﾊﾟｰﾄ

迫 田 晃 樹 無職 無所属 新町

山 田 敏 夫 農業 〃 成木

みねざき 拓 実 団体役員 日本共産党 野上町

田 中 瑞 穂 政党役員 〃 野上町 霞台第

住宅

藤 野 ひろえ 政党役員 〃 梅郷

ひ だ 紀 子 市議会議員 みどりのオ

ンブズマン

二俣尾

片 谷 洋 夫 元衆議院議員

秘書

民主党 根ヶ布

大勢待 利 明 市議会議員 無所属 河辺町

ﾚｸｾﾙﾌﾟﾗｻﾞ河辺

工 藤 浩 司 会社員 〃 友田町

榎 澤 誠 会社役員 〃 本町

湖 城 宣 子 主婦 公明党 野上町

島 﨑 実 農業、不動産賃

貸業

無所属 梅郷

天 沼 明 元会社役員 〃 新町

鴨 居 孝 泰 市議会議員 〃 御岳本町

山 﨑 勝 市議会議員 自由民主党 黒沢

久 保 富 弘 市議会議員 無所属 長淵

小 山 進 市議会議員 〃 二俣尾

山 本 佳 昭 薬剤師 〃 森下町

山 内 公美子 無職 公明党 今井

鴻 井 伸 二 公明党青梅総

支部副農政部

長

〃 天ケ瀬町

結 城 守 夫 市議会議員 〃 師岡町
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議席

番号
氏 名 年齢

立 候 補 時

職 業

立 候 補 時

党派 会派）
住 所 備考

野 島 資 雄 市議会議員 公明党 今寺

下 田 盛 俊 市議会議員 無所属 今寺

第 期

［令和元年 月 日～令和 年 月 日］

寺 島 和 成 無職 自由民主党 大門

山 﨑 哲 男 会社役員 無所属 河辺町

阿 部 悦 博 市議会議員 自由民主党 河辺町

ﾚｸｾﾙﾏﾝｼｮﾝ小作

井 上 たかし 政党職員 日本共産党 新町

みねざき 拓 実 市議会議員 〃 野上町

ぬのや 和 代 獣医師 立憲民主党 勝沼

ひ だ 紀 子 市議会議員 みどりのオ

ンブズマン

二俣尾

藤 野 ひろえ 政党役員 日本共産党 梅郷

片 谷 洋 夫 市議会議員 国民民主党 根ヶ布

大勢待 利 明 市議会議員 無所属 河辺町

ﾚｸｾﾙﾌﾟﾗｻﾞ河辺

榎 澤 誠 会社社長 〃 本町

湖 城 宣 子 市議会議員 公明党 野上町

迫 田 晃 樹 市議会議員 自由民主党 今井

山 田 敏 夫 農業 無所属 成木

島 﨑 実 農業、不動産賃

貸業

〃 梅郷

天 沼 明 市議会議員 〃 新町

鴨 居 孝 泰 市議会議員 〃 新町

久 保 富 弘 市議会議員 〃 長淵

小 山 進 市議会議員 〃 二俣尾

山 内 公美子 市議会議員 公明党 今井

鴻 井 伸 二 政党役員 〃 天ケ瀬町

結 城 守 夫 市議会議員 〃 師岡町

野 島 資 雄 市議会議員 〃 今寺

下 田 盛 俊 市議会議員 無所属 今寺

１　市議会議員



272 第２編　第６章　歴代議員・特別職名簿

２ 市議会議長・副議長

議 長

区分 氏 名 年齢 党 派 就任年月日 退任年月日

代 浜 中 啓 一 無所属

代 山 本 佳 昭 〃

代 小 山 進 〃

代 久 保 富 弘 〃

副 議 長

区分 氏 名 年齢 党 派 就任年月日 退任年月日

代 野 島 資 雄 公明党

代 結 城 守 夫 〃

代 鴻 井 伸 二 〃

代 野 島 資 雄 〃

代 山 内 公美子 〃
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３ 常任委員会等・議会運営委員会

常任委員会等

委 員 会 名 委 員 長 副 委 員 長 委 員

【平成 年 月 日～平成 年 月 日】

総 務 企 画 久 保 富 弘 荒 井 紀 善 市 川 芳 幸 藤野 ひろえ 工 藤 浩 司

 鴻 井 伸 二 浜 中 啓 一 高 橋 勝

環 境 建 設 山 﨑 勝 榎 澤 誠 清 水 輝 幸 大勢待 利明 山内 公美子

 小 山 進 島 田 俊 雄 榎 戸 直 文

福 祉 文 教 結 城 守 夫 山 本 佳 昭 鴨 居 孝 泰 ひ だ 紀 子 田 中 瑞 穂

 本多 ゆり子 下 田 盛 俊 野 島 資 雄

予 算 下 田 盛 俊 榎 澤 誠 議員全員（議長を除く）

決 算 鴻 井 伸 二 荒 井 紀 善 議員全員（議長及び監査委員を除く）

【平成 年 月 日～平成 年 月 日】

総 務 企 画 野 島 資 雄 山 本 佳 昭 清 水 輝 幸 本多 ゆり子 榎 澤 誠

 逝

去

逝

去

 小 山 進 島 田 俊 雄 榎 戸 直 文

環 境 建 設 久 保 富 弘 鴨 居 孝 泰 ひ だ 紀 子 田 中 瑞 穂 下 田 盛 俊

 浜 中 啓 一 結 城 守 夫 高 橋 勝

福 祉 文 教 山 﨑 勝 工 藤 浩 司 市 川 芳 幸 藤野 ひろえ 大勢待 利明

 山内 公美子 鴻 井 伸 二 荒 井 紀 善

予 算 鴻 井 伸 二 市 川 芳 幸 議員全員（議長を除く）

決 算 小 山 進 山内 公美子 議員全員（議長及び監査委員を除く）

【平成 年 月 日～平成 年 月 日】

総 務 企 画 山 﨑 勝 島 﨑 実 田 中 瑞 穂 榎 澤 誠 湖 城 宣 子

久 保 富 弘 山 本 佳 昭 結 城 守 夫

環 境 建 設 野 島 資 雄 工 藤 浩 司 阿 部 悦 博 山 田 敏 夫 みねざき拓実

 片 谷 洋 夫 小 山 進 下 田 盛 俊

３　常任委員会等・議会運営委員会
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委 員 会 名 委 員 長 副 委 員 長 委 員

福 祉 文 教 山内 公美子 鴨 居 孝 泰 迫 田 晃 樹 藤野 ひろえ ひ だ 紀 子

大勢待 利明 天 沼 明 鴻 井 伸 二

予 算 決 算 小 山 進 鴨 居 孝 泰 議員全員（議長を除く）

予 算 決 算

理 事 会

野 島 資 雄 榎 澤 誠 田 中 瑞 穂 湖 城 宣 子 鴨 居 孝 泰 

山 﨑 勝 久 保 富 弘 小 山 進

【平成 年 月 日～平成 年 月 日】

総 務 企 画 鴨 居 孝 泰 山内 公美子 山 田 敏 夫 藤野 ひろえ 工 藤 浩 司

小 山 進 野 島 資 雄 下 田 盛 俊

環 境 建 設 榎 澤 誠 迫 田 晃 樹 田 中 瑞 穂 ひ だ 紀 子 大勢待 利明

 天 沼 明 久 保 富 弘 鴻 井 伸 二

福 祉 文 教 結 城 守 夫 阿 部 悦 博 みねざき拓実 片 谷 洋 夫 湖 城 宣 子

島 﨑 実 山 﨑 勝 山 本 佳 昭

予 算 決 算 鴻 井 伸 二 島 﨑 実 議員全員（議長を除く）

予 算 決 算

理 事 会

工 藤 浩 司 湖 城 宣 子 田 中 瑞 穂 大勢待 利明 島 﨑 実 

  天 沼 明 鴨 居 孝 泰 鴻 井 伸 二 

【令和元年 月 日～令和 年 月 日】

総 務 企 画 小 山 進 榎 澤 誠 寺 島 和 成 みねざき拓実 ぬのや 和代

山 田 敏 夫 鴨 居 孝 泰 野 島 資 雄

環 境 建 設 阿 部 悦 博 天 沼 明 山 﨑 哲 男 藤野 ひろえ 片 谷 洋 夫

山内 公美子 結 城 守 夫 下 田 盛 俊

福 祉 文 教 湖 城 宣 子 迫 田 晃 樹 井上 たかし ひ だ 紀 子 大勢待 利明

島 﨑 実 久 保 富 弘 鴻 井 伸 二

予 算 決 算 島 﨑 実 片 谷 洋 夫 議員全員（議長を除く） 

予 算 決 算

理 事 会

大勢待 利明 天 沼 明 寺 島 和 成 みねざき拓実 山 田 敏 夫 

  島 﨑 実 結 城 守 夫 野 島 資 雄 

注 予算決算理事会については、委員会名を理事会名に、委員長を会長に、副委員長を副会長に、

および委員を理事に、それぞれ読み替えるものとする。
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議会運営委員会

選任年月日
委 員 長 副 委 員 長 委 員

退任年月日

小 山 進 鴻 井 伸 二 藤野 ひろえ 荒 井 紀 善 久 保 富 弘

山 本 佳 昭 結 城 守 夫 高 橋 勝

荒 井 紀 善 榎 澤 誠 藤野 ひろえ 工 藤 浩 司 山内 公美子

鴻 井 伸 二 山 﨑 勝 小 山 進

久 保 富 弘 山内 公美子 藤野 ひろえ 大勢待 利明 鴨 居 孝 泰

山 﨑 勝 小 山 進 野 島 資 雄

山 﨑 勝 鴻 井 伸 二 藤野 ひろえ 片 谷 洋 夫 鴨 居 孝 泰

久 保 富 弘 山 本 佳 昭 結 城 守 夫

鴨 居 孝 泰 結 城 守 夫 藤野 ひろえ 榎 澤 誠 湖 城 宣 子

迫 田 晃 樹 島 﨑 実 小 山 進

４ 特 別 委 員 会

（◎委員長 ○副委員長）

委員会名
設 置 機 関

構 成
審査調

査事件
設置年月日

廃止年月日

      

〔平成 年 月～平成 年 月〕

平成 年

●議 会 活 性 化 本 会 議 ◎山本佳昭 ○山﨑 勝

特 別 委 員 会 ＜委員＞ ひだ紀子 田中瑞穂 本多ゆり子
逝去

榎澤 誠 鴻井伸二 久保富弘

  小山 進 野島資雄  

    

３　常任委員会等・議会運営委員会・４　特別委員会
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委員会名
設 置 機 関

構 成
審査調

査事件
設置年月日 
廃止年月日 

 

〔平成 年 月～平成 年 月〕

平成 年

●総合病院建替検討 本 会 議 ◎下田盛俊 ○工藤浩司

特 別 委 員 会 ＜委員＞ 阿部悦博 みねざき拓実 島﨑 実

久保富弘 結城守夫 野島資雄

平成 年

●公 共 施 設 再 編 本 会 議 ◎小山 進 ○結城守夫

特 別 委 員 会 ＜委員＞ 山田敏夫 藤野ひろえ 榎澤 誠

 鴨居孝泰 山﨑 勝 鴻井伸二

平成 年

●総 合 病 院 建 替 本 会 議 ◎山本佳昭 ○山内公美子

特 別 委 員 会 ＜委員＞ 阿部悦博 みねざき拓実 大勢待利明

島﨑 実 野島資雄 下田盛俊

●東青梅１丁目地

内諸事業用地等
本 会 議 ◎結城守夫 ○片谷洋夫

特 別 委 員 会
 

＜委員＞ 山田敏夫 藤野ひろえ 榎澤 誠

鴨居孝泰 久保富弘 鴻井伸二

〔令和元年 月～令和 年 月〕

令和元年

●総 合 病 院 建 替 本 会 議 ◎下田盛俊 ○山田敏夫

特 別 委 員 会 ＜委員＞ みねざき拓実 榎澤 誠 迫田晃樹

島﨑 実 山内公美子 野島資雄
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委員会名
設 置 機 関

構 成
審査調

査事件
設置年月日 
廃止年月日 

 
●東青梅１丁目地

内諸事業用地等
本 会 議 ◎結城守夫 ○片谷洋夫

特 別 委 員 会
 

＜委員＞ 寺島和成 山﨑哲男 阿部悦博

藤野ひろえ 湖城宣子 天沼 明

令和 年

●新 型 コ ロ ナ

  ウ イ ル ス 対 策
本 会 議 ◎小山 進 ○結城守夫

特 別 委 員 会
 

＜委員＞ 寺島和成 井上たかし ぬのや和代

ひだ紀子 大勢待利明 湖城宣子

迫田晃樹 天沼 明

４　特別委員会
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５ 議会選出各種議員＜議会の選挙手続によるもの＞

一部事務組合議会議員

 

氏 名 就任年月日 退任年月日 氏 名 就任年月日 退任年月日

東京都十一市競輪事業組合議会 西多摩衛生組合議会

榎 戸 直 文 榎 澤 誠

高 橋 勝 鴻 井 伸 二

野 島 資 雄 山 﨑 勝

榎 戸 直 文 榎 澤 誠

結 城 守 夫 鴻 井 伸 二

野 島 資 雄 荒 井 紀 善

結 城 守 夫 工 藤 浩 司

鴻 井 伸 二 山 﨑 勝

山 内 公美子

青梅、羽村地区工業用水道企業団議会 大勢待 利 明

藤 野 ひろえ 湖 城 宣 子

工 藤 浩 司 迫 田 晃 樹

荒 井 紀 善

藤 野 ひろえ 東京たま広域資源循環組合議会

工 藤 浩 司 結 城 守 夫

山 﨑 勝 島 田 俊 雄

田 中 瑞 穂 久 保 富 弘

榎 澤 誠 鴨 居 孝 泰

鴨 居 孝 泰

みねざき拓 実 東京都後期高齢者医療広域連合議会

片 谷 洋 夫 山 本 佳 昭

島 﨑 実 小 山 進

野 島 資 雄

 
 
 
 
 
 
 
 

 



279

６ 市長・副市長・固定資産評価員

市 長 副市長

氏 名 就任年月日 退任年月日 氏 名 就任年月日 退任年月日

竹 内 俊 夫 下 田 掌 久

浜 中 啓 一   池 田 央  

       

固定資産評価員

氏 名 就任年月日 退任年月日

下 田 掌 久

池 田 央  

６　市長・副市長・固定資産評価員
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７ 行 政 委 員 会

教 育 委 員 会（◎委員長 ○教育長）

氏 名 就任年月日 退任年月日 氏 名 就任年月日 退任年月日

◎小 野 具 彦 稲 葉 恭 子
委員長

○畑 中 茂 雄 榎本 淳一郎

北 島 朋 子 百 合 陽 子

◎岡 本 昌 己
委員長

中 村 洋 介

手 塚 幸 子

〇岡 田 芳 典

大 野 容 義
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選 挙 管 理 委 員 会（◎委員長）

氏 名 就任年月日 退任年月日 氏 名 就任年月日 退任年月日

［委員］ ［補充員］

◎中 村 芙久子 並 木 勵
Ｈ 委員長

◎野 村 愼三郎 渡 邊 基 男
Ｈ 委員長

田 中 信 之 川 鍋 信 夫

◎三 田 勝 吉 田 保 雄
Ｈ 委員長

◎吉 田 保 雄 宮 川 典 子
Ｈ 委員長

並 木 勵 根 本 太 夫

◎川 鍋 信 夫 久 保 豊 治
Ｒ 委員長

根 本 太 夫 山 下 秀 明

久 保 豊 治 桑 原 顯 正

山 下 秀 明 遠 藤 尚 利

小 田 明 文

村 上 裕 美

７　行政委員会



282 第２編　第６章　歴代議員・特別職名簿

公 平 委 員 会（◎委員長） 監 査 委 員（△議会選出）

氏 名 就任年月日 退任年月日 氏 名 就任年月日 退任年月日

◎伊 東 健 次 小 澤 英 喜
委員長

◎澤 田 均 △島 田 俊 雄
委員長

◎桑 原 顯 正 △高 橋 勝
委員長

山 﨑 定 利

△結 城 守 夫

△久 保 富 弘

△鴻 井 伸 二
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農 業 委 員 会（◎会長 ○農協推薦 △議会推薦）

氏 名 就任年月日 退任年月日 氏 名 就任年月日 退任年月日

第 期 △野 島 資 雄

～ △下 田 盛 俊 〃 〃

福 島 正 文 第 期

奥 住 康 宏 〃 〃 ～

◎川鍋 良一郎 〃 〃 大 越 文 男

△鴻 井 伸 二 〃 〃 高 野 公 男 〃 〃 
篠 田 好 則 〃 〃 ◎福 島 正 文 〃 〃 
小 村 明 〃 〃 清 水 昭 男 〃 〃 
福 岡 広 幸 〃 〃 島 﨑 万 吉 〃 〃 

△下 田 盛 俊 〃 〃 青 木 初 雄 〃 〃 
伊 藤 巖 〃 石 川 雅 章 〃 〃 

〇町 田 秀 夫 〃 加 藤 仁 志 〃 〃 
山 田 敏 夫 〃 〃 鈴 木 清 〃 〃 
鈴 木 信 生 〃 〃 輪 千 茂 〃 〃 

△工 藤 浩 司 〃 〃 丹 生 守 〃 〃 
加 藤 信 也 〃 〃 吉 永 武 〃 〃 
秋 本 佳 成 〃 〃 和 田 敏 信 〃 〃 
大 野 富 久 〃 〃 森 谷 宏 幸 〃 〃 
松 永 幸 治 〃 〃 
中 里 晃 〃 〃 
石 井 功 〃 〃 

第 期 第 期

～ ～

福 岡 広 幸 久保田 正寿

加 藤 信 也 〃 〃 川 鍋 新 一 〃  
島 﨑 万 吉 〃 〃 八 木 克 己 〃  

△工 藤 浩 司 〃 野 村 貞 良 〃  
丹 生 守 〃 石 川 雅 章 〃  

〇町 田 秀 夫 〃 〃 森 田 泰 夫 〃  
大 野 富 久 〃 〃 梅 田 幸 次 〃  
大 越 文 男 〃 〃 町 田 五 郎 〃  

△鴻 井 伸 二 〃 川 口 勲 〃  
山 田 敏 夫 〃 小 峰 敏 明 〃  
吉 永 武 〃 〃 森 谷 宏 幸 〃  
志 村 達 也 〃 〃 高 野 公 男 〃  

◎福 島 正 文 〃 〃 鈴 木 清 〃  
石 井 功 〃 〃 ◎加 藤 仁 志 〃 
篠 田 好 則 〃 〃

清 水 昭 男 〃 〃 
輪 千 茂 〃 〃 

△下 田 盛 俊 〃 
青 木 初 雄 〃 

△大勢待 利明 〃    

７　行政委員会
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固定資産評価審査委員会（◎委員長）

氏 名 就任年月日 退任年月日 氏 名 就任年月日 退任年月日

◎川 杉 孝 夫 品 川 真 理
委員長

◎岡 田 武 雄 濱 野 孝 之
委員長

◎南 部 幸 久 安 藤 秀 明
委員長

◎塩 野 静 夫 小 山 章
委員長

◎町 田 長 生
委員長

◎松 浦 幸 一
委員長

◎守 谷 憲太郎  
委員長

◎武 藤 宏 治
委員長

 



285７　行政委員会
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８各種団体への加盟状況

（議長の役職就任状況）

議会単独加盟団体

区 分 平２３ ２４ ２５

全 国 市 議 会 議 長 会

関 東 市 議 会 議 長 会

東 京 都 市 議 会 議 長 会 理 事 副会長

西 多 摩 地 区 議 長 会 監 事 会 長

全 国 競 艇 主 催 地 議 会 協 議 会 実行委員 副会長 実行委員

関 東 地 区 競 艇 主 催地 議 会 協 議 会 副会長 会 長 理 事

全国自治体病院経営都市議会協議会

三多摩上下水及び道路建設促進協議会
理 事 理 事 理 事

第３副

全 国 高 速 自 動 車 道市 議 会 協 議 会 理 事

２６ ２７ ２８ ２９ ３０ 令１ ２

理 事
評 議 員

建設運輸委
社会文教委

支部長 理 事

会 長 監 事 理 事

監 事 会 長

実行委員 実行委員 監 事 実行委員 副会長

副会長 副会長 監 事 副会長 会 長

理 事 理 事

理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事

第 １ 副

第 ２ 副 第３副
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８各種団体への加盟状況

（議長の役職就任状況）

議会単独加盟団体

区 分 平２３ ２４ ２５

全 国 市 議 会 議 長 会

関 東 市 議 会 議 長 会

東 京 都 市 議 会 議 長 会 理 事 副会長

西 多 摩 地 区 議 長 会 監 事 会 長

全 国 競 艇 主 催 地 議 会 協 議 会 実行委員 副会長 実行委員

関 東 地 区 競 艇 主 催地 議 会 協 議 会 副会長 会 長 理 事

全国自治体病院経営都市議会協議会

三多摩上下水及び道路建設促進協議会
理 事 理 事 理 事

第３副

全 国 高 速 自 動 車 道市 議 会 協 議 会 理 事

２６ ２７ ２８ ２９ ３０ 令１ ２

理 事
評 議 員

建設運輸委
社会文教委

支部長 理 事

会 長 監 事 理 事

監 事 会 長

実行委員 実行委員 監 事 実行委員 副会長

副会長 副会長 監 事 副会長 会 長

理 事 理 事

理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事

第 １ 副

第 ２ 副 第３副
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市としての加盟団体（議会関連分）

区 分 平２３ ２４ ２５

三鷹・立川間立体化複々線促進協議会 理 事 理 事 理 事

東 京 河 川 改 修 促 進 連 盟 理 事 理 事 理 事

多摩川上流流域下水道事業対策協議会 理 事 理 事 理 事

東京都三多摩地区消防運営協議会 理 事 理 事
副会長

部会長

多摩地域都市モノレール等建設促進協議会 理 事 理 事 理 事

首都圏中央連絡道路建設促進協議会 理 事 理 事 理 事

西多 摩広域行 政圏協議 会審議 会 委 員 委 員 委 員

東 京 都 道 路 整 備 事 業 推 進 大 会 委 員 委 員 委 員

２６ ２７ ２８ ２９ ３０ 令１ ２

理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事

理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事

理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事

副会長

部会長
理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事

理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事

理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事

委 員 委 員 委 員 理 事 理 事 理 事 理 事

委 員 委 員 委 員 委 員 委 員 委 員 委 員
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市としての加盟団体（議会関連分）

区 分 平２３ ２４ ２５

三鷹・立川間立体化複々線促進協議会 理 事 理 事 理 事

東 京 河 川 改 修 促 進 連 盟 理 事 理 事 理 事

多摩川上流流域下水道事業対策協議会 理 事 理 事 理 事

東京都三多摩地区消防運営協議会 理 事 理 事
副会長

部会長

多摩地域都市モノレール等建設促進協議会 理 事 理 事 理 事

首都圏中央連絡道路建設促進協議会 理 事 理 事 理 事

西多 摩広域行 政圏協議 会審議 会 委 員 委 員 委 員

東 京 都 道 路 整 備 事 業 推 進 大 会 委 員 委 員 委 員

２６ ２７ ２８ ２９ ３０ 令１ ２

理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事

理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事

理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事

副会長

部会長
理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事

理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事

理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事 理 事

委 員 委 員 委 員 理 事 理 事 理 事 理 事

委 員 委 員 委 員 委 員 委 員 委 員 委 員
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１ 市 議 会 開 会 状 況

通年議会導入以前

年度別
開 会 数 会 期 日 数 一会期平均日数 本会議開会日数

計 定例会 臨時会 計 定例会 臨時会 計 定例会 臨時会 計 定例会 臨時会

平

通年議会実施以降

年度別
開 会 数 会 期

日 数

議 会 期 間 本会議開会日数

計
招集

議会

定例

議会

臨時

議会
計

招集

議会

定例

議会

臨時

議会
計

招集

議会

定例

議会

臨時

議会

平

令

２ 委 員 会・協 議 会 開 会 状 況

年度別

常 任 委 員 会
特 別

委員会

議会運営

委 員 会

全 員

協議会

予算決算

理 事 会総務

企画

環境

建設

福祉

文教

予算

決算
計

平
予算

決算

予算

決算

予算

決算

予算

決算

令

＊予算決算委員会……通年議会導入以前は、予算委員会と決算委員会に分かれていた。

市議会関係諸統計

１　市　議　会　開　会　状　況

２　委 員 会・協 議 会 開 会 状 況
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区
分

受理 採択 不採択
取下げ
参考配
付  等

受理 採択 不採択
取下げ
参考配
付  等

受理 採択 不採択
取下げ
参考配
付  等

受理 採択 不採択
取下げ
参考配
付  等

年
度
別

平 23

分 類 別 件 数

産業経済・労働 行 政 一 般 運 輸 通 信 平 和 運 動 ・ 政 治 問 題

商工業、農業、物価、公共料
金、失業対策、労働対策、消
費者生活等

行政施設、圏央道、消防、都
市計画、町区域、市営住宅、
区画整理、行政機構、税、災
害対策等

交通機関、電信電話,郵便等 平和運動、核兵器、基地、国
政・国際問題、議会関係等

      区

      分

  年
　度
　別

平 23

31/令1

※条例の制定改廃には、市議会規則等の制定改廃も含む

受理 採択 不採択
取下げ
参考配
付  等

受理 採択 不採択
取下げ
参考配
付  等

受理 採択 不採択
取下げ
参考配
付  等

受理 採択 不採択
取下げ
参考配
付  等

※平成２６年度の採択は、前年度に受理したものについて採択したものがある（１件）

３  議 案 の 分 類 別 議 決 件 数 ( 撤 回 ・ 否 決 を 含 む ）

予算及び決算 契約及び財産 訴の提
起、和
解、損
害賠償
額の決
定

市道路
線の認
定、廃
止

特別職
の任免
の同意
等

意見書及び決議 その他
（請
願・陳
情を除
く）

総 数

４   請 願 ・ 陳 情 の 

条例の
制 定
改 廃 予 算 決 算 契 約 財 産

意見書
の提出

決 議

年度別

平 23

区分
総数 土木 教育 社会福祉等

31/令1

区    分    の    内    容

道路、河川、溝渠、公園、街
路樹等

教育施設、給食、ＰＴＡ負
担、幼稚園、社会教育、教職
員待遇等

保育所、福祉施設、環境衛
生、保健衛生、児童遊園、国
保、介護保険、年金、上下水
道、病院、生活環境等

３  議 案 の 分 類 別 議 決 件 数 ( 撤 回 ・ 否 決 を 含 む ）

４  請 願 ・ 陳 情 の
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区
分

受理 採択 不採択
取下げ
参考配
付  等

受理 採択 不採択
取下げ
参考配
付  等

受理 採択 不採択
取下げ
参考配
付  等

受理 採択 不採択
取下げ
参考配
付  等

年
度
別

平 23

分 類 別 件 数

産業経済・労働 行 政 一 般 運 輸 通 信 平 和 運 動 ・ 政 治 問 題

商工業、農業、物価、公共料
金、失業対策、労働対策、消
費者生活等

行政施設、圏央道、消防、都
市計画、町区域、市営住宅、
区画整理、行政機構、税、災
害対策等

交通機関、電信電話,郵便等 平和運動、核兵器、基地、国
政・国際問題、議会関係等

市議会関係諸統計

分 類 別 件 数
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年度別 総数 建築土木 運搬・通信 教育 社会福祉 経済・労働 財政 行政一般 その他

   平23

31(令1)

土木・建築 交通機関 幼稚園・学 保育所 失業対策 収益事業 行政事務・ 左記に当て
工事　 短波・有線 校　 交通安全 商工業振興 財政運営 施設 はまらない
道路・公園 放送　 社会教育 高齢化問題 農林業・農 病院経営 施政方針 もの
整備 CATV　 青梅マラソン墓地・葬祭 地 空家対策
治山治水 郵政・通信 青少年・婦 場 労働組合 災害・防災

人問題 生活環境・ 物価・消費 放射能測定
図書館行政 衛生 者問題 医療問題
市民会館・ 市営住宅 観光行政 鳥獣被害
文化会館 上下水道 企業誘致 コロナ対策
文化・芸術 障害者対策 オリパラ 情報発信

移住定住
ワークライ
フバランス

（単位　円）

（単位　円）

市長 副市長 助役 収入役 教育長

―

―

― ― ― ―

市長等給与月額

適用年月

平  ５.　１

平  ９.　１

平  19.　４

平２２(限定)

平  ５.　１

平  ９.　１

５  分 類 別 一 般 質 問 件 数

主な内容

６  報 酬 ・ 給 与

市議会議員報酬月額

適用年月 議長 副議長 議員

５  分 類 別 一 般 質 問 件 数

６  報 酬 ・ 給 与
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７ 市 議 会 議 員 選 挙 結 果

 
第 期〔平成 年４月 日執行〕    有権者数 人、投票総数

有効 無効 投票率 ％

 
当落

の別 候補者氏名 年齢 党派別 得票数
新現

元別

当落

の別 候補者氏名 年齢 党派別 得票数
新現

元別

当 ひ だ 紀 子 ５５ みどりのｵﾝ

ﾌﾞｽﾞﾏﾝ

現 当 市 川 芳 幸 ５７ 無所属 新

当 大勢待 利 明 ３５ 無所属 新 当 高 橋 勝 ６４ 社会民主党 元

当 山 﨑 勝 ３９ 〃 現 当 野 島 資 雄 ４８ 公明党 現

当 鴨 居 孝 泰 ３３ 〃 新 当 山 本 佳 昭 ５７ 無所属 現

当 久 保 富 弘 ５３ 〃 現 当 本 多 ゆり子 ４８ 青梅・生活者

ネットワーク

新

当 小 山 進 ５６ 〃 現 当 榎 澤 誠 ６０ 無所属 現

当 藤 野 ひろえ ５９ 日本共産党 現 阿 部 悦 博 ３７ 〃 新

当 荒 井 紀 善 ５１ 無所属 現 松 本 賢一郎 ５０ 民主党 新

当 浜 中 啓 一 ５９ 〃 現

当 下 田 盛 俊 ５９ 〃 現

当 工 藤 浩 司 ５０ 〃 新

当 山 内 公 美 子 ４８ 公明党 新

当 田 中 瑞 穂 ４３ 日本共産党 新

当 鴻 井 伸 二 ５２ 公明党 現

当 清 水 輝 幸 ６２ 無所属 新

当 結 城 守 夫 ５６ 公明党 現

当 榎 戸 直 文 ６０ 〃 現

当 島 田 俊 雄 ７０ 無所属 現

市議会議員選挙結果

７　市 議 会 議 員 選 挙 結 果
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第 期〔平成 年４月 日執行〕    有権者数 人、投票総数

有効 無効 投票率 ％

 
当落

の別 候補者氏名 年齢 党派別 得票数
新現

元別

当落

の別 候補者氏名 年齢 党派別 得票数
新現

元別

当 島 﨑 実 ６５ 無所属 新 当 湖 城 宣 子 ５５ 公明党 新

当 山 﨑 勝 ４３ 自由民主党 現 当 野 島 資 雄 ５２ 〃 現

当 ひ だ 紀 子 ５９ みどりのｵﾝ

ﾌﾞｽﾞﾏﾝ

現 当 下 田 盛 俊 ６３ 無所属 現

当 山 田 敏 夫 ６４ 無所属 新 当 榎 澤 誠 ６４ 〃 現

当 阿 部 悦 博 ４１ 自由民主党 新 当 山 本 佳 昭 ６１ 〃 現

当 久 保 富 弘 ５７ 無所属 現 当 迫 田 晃 樹 ４４ 〃 新

当 大勢待 利 明 ４０ 〃 現 山 﨑 哲 男 ６６ 〃 新

当 田 中 瑞 穂 ４７ 日本共産党 現 高 橋 勝 ６８ 社会民主党 現

当 小 山 進 ６０ 無所属 現 市 川 芳 幸 ６１ 無所属 現

当 鴻 井 伸 二 ５６ 公明党 現 佐 藤 さと子 ６４ 青梅・生活者

ネットワーク

新

当 山 内 公美子 ５２ 〃 現 おざわ 啓 太 ４０ 無所属 新

当 工 藤 浩 司 ５４ 無所属 現 中 里 優 介 ４３ 〃 新

当 結 城 守 夫 ６０ 公明党 現

当 藤 野 ひろえ ６３ 日本共産党 現

当 みねざき 拓 実 ３９ 〃 新

当 鴨 居 孝 泰 ３７ 無所属 現

当 片 谷 洋 夫 ３９ 民主党 新

当 天 沼 明 ７１ 無所属 新



299

第 期〔平成 年４月 日執行〕    有権者数 人、投票総数

有効 無効 投票率 ％

 
当落

の別
候補者氏名 年齢 党派別 得票数

新現

元別

当落

の別
候補者氏名 年齢 党派別 得票数

新現

元別

当 大勢待 利 明 ４３ 無所属 現 当 ぬのや 和 代 ６４ 立憲民主党 新

当 ひ だ 紀 子 ６３ みどりのｵﾝ

ﾌﾞｽﾞﾏﾝ

現 当 天 沼 明 ７５ 無所属 現

当 島 﨑 実 ６９ 無所属 現 当 みねざき 拓 実 ４３ 日本共産党 現

当 寺 島 和 成 ４５ 自由民主党 新 当 榎 澤 誠 ６８ 無所属 現

当 久 保 富 弘 ６１ 無所属 現 当 片 谷 洋 夫 ４３ 国民民主党 現

当 阿 部 悦 博 ４５ 自由民主党 現 当 下 田 盛 俊 ６７ 無所属 現

当 鴻 井 伸 二 ６０ 公明党 現 中 野 よしのり ４１ 〃 新

当 山 田 敏 夫 ６８ 無所属 現 島 田 あ や ３７ 〃 新

当 山 内 公美子 ５６ 公明党 現 茂 木 亮 輔 ３２ 〃 新

当 結 城 守 夫 ６４ 〃 現 田 中 瑞 穂 ５１ 〃 現

当 井 上 たかし ４５ 日本共産党 新 星 野 いつみ ５２ 〃 新

当 小 山 進 ６４ 無所属 現 ほそや 秀 秋 ５０ 街を良くする党 新

当 湖 城 宣 子 ５９ 公明党 現 三 浦 久 雄 ７４ 仏教党 新

当 野 島 資 雄 ５６ 〃 現

当 鴨 居 孝 泰 ４１ 無所属 現

当 藤 野 ひろえ ６７ 日本共産党 現

当 迫 田 晃 樹 ４８ 自由民主党 現

当 山 﨑 哲 男 ７０ 無所属 新

市議会議員選挙結果





 

 

第３編 

主要問題の経過と結果 





 

 

第３編 

主要問題の経過と結果 

第１……… 東日本大震災に関することについて

第２……… 新型コロナウイルス感染症に関することについて

第３……… 梅の里再生事業に関することについて

第４……… 議会改革の取り組みについて

第５……… 青梅市立総合病院の建てかえに関することについて



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注  
 

１ 本編は、平成 年４月以降の市政 年のあゆみの

なかで、議会が関連した主要問題について、そのてん

末を抜粋し収録したものである。

２ 市議会関係の会議はゴシック体により表記した。
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東日本大震災に関することについて

時 分 三陸沖を震源とするマグニチュード９．０の東北地方太平洋

沖地震発生

青梅市（東青梅） 震度４

青梅市第１号・注意体制発令

福島第一原子力発電所１～３号機が自動停止

時 分 災害対策会議開催

福島第一原子力発電所について「原子力緊急事態宣言」発令

ボートレース多摩川 ９レース以降中止

青梅市役所６階休憩室に市外居住者 人宿泊

ＪＲ青梅駅電車内に残された約 人に災害用毛布を配布

ＪＲ青梅線全線運転見合わせ（ 日６時 分運転再開）

青梅市立総合病院 （医師２人、看護師１人）を東京消防庁緊急消防

救助隊として青梅消防署員とともに宮城県気仙沼市に派遣（ 日まで）

時 分 福島第一原子力発電所１号機で水素爆発

東京電力株式会社が計画停電を開始

時 分 福島第一原子力発電所３号機で水素爆発

６時 分 福島第一原子力発電所４号機で水素爆発

茨城県水戸市に東京都トラック協会多摩支部の協力で支援物資を搬送

青梅市総合体育館（第２スポーツホール）を避難所として被災者の受け

入れを開始

宮城県黒川郡大郷町および石巻市に東京都トラック協会多摩支部の協力

で支援物資を搬送

東日本大震災に伴う計画停電等の影響により、３月 日までを予定して

た梅まつり期間を短縮して終了

（社）東京都看護協会の医療支援として青梅市立総合病院看護師を派遣

・宮城県気仙沼市 ～ 看護師１人

・宮城県石巻市 ～ 看護師１人

・岩手県釜石市 ～ 看護師１人

東北地方太平洋沖地震がもたらした災害の呼称を「東日本大震災」に閣

議決定

宮城県石巻市に奥住運輸（有）の協力で支援物資を搬送

原子力安全・保安院と原子力安全委員会が国際原子力・放射線事象評価

尺度（ＩＮＥＳ ）を最も深刻な事故に当たる「レベル７」に引き上げ

東京都環境局の廃棄物運搬支援として市職員を宮城県仙台市に派遣

・ ～ 一般作業５人、一般事務２人

・ ～ 一般作業５人、一般事務１人

（公財）日本財団の自治体支援として市職員２人を岩手県陸前高田市に

派遣（ 日まで）

ＪＲ東北本線が全面復旧

ＪＲ東北新幹線が全面復旧

東京都市長会の避難所等支援として市職員を派遣

・岩手県上閉伊郡大槌町 ～ 一般事務１人

・岩手県釜石市 ～ 一般事務２人

・岩手県釜石市 ～ 一般事務２人

・岩手県釜石市 ～ 土木技術１人

「東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法

第１　東日本大震災に関することについて
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律」成立、公布・施行

（社）全国自治体病院協議会の医療支援として青梅市立総合病院の医師

１人を気仙沼市立本吉病院に派遣（ 日まで）

東京都市長会の教育委員会業務支援として市職員１人を宮城県庁に派遣

（ 日まで）

～

平成 年第３回青梅市議会（定例会）（一般質問）

「福島第一原発事故による放射能汚染対策について」

●質問―①放射能に関する市民からの問い合わせの状況を伺う。②大気

中および土壌の放射線量を、市独自で測定できないか。③市内の農作

物の安全性をチェックできないか。④今後市民に対し、どのように安

全性を知らせていくのか。

●答弁―①５月末現在で、市独自測定の実施に関するもの 件、水に関

するもの４件、大気に関するもの３件、土壌に関するもの４件、学校

プールに関するもの３件、給食食材に関するもの３件の計 件である。

②多摩地区における測定と情報提供について都へ緊急要望を行う。市

独自の測定の考えはない。③これまでに都が検査を実施した青梅市内

の農畜産物は、原乳、ホウレンソウ、エン麦で、全て暫定規制値を下

回っていた。④広報おうめや市ホームページを活用し周知を図ってい

く。

「放射能汚染に伴う子どもへの影響について問う」

●質問―①市内の放射線量を正確に把握することが重要である。市独自

に長期継続的なモニタリングを実施して、市民へ情報提供すべきと考

えるがどうか。②学校給食食材の安全性の確保について伺う。放射能

汚染を考慮した納入基準を設けては。

●答弁―①東京都市長会を通じて、大気、水道水、土壌を含めて、多摩

地区の地点において測定を実施し情報提供するよう、都へ緊急要望を

行う。市独自の測定を実施する考えはない。②発表される食品の安全

に関する情報をもとに、栄養士が納入に立ち会って点検し、安全な食

材を確保して使用している。食品衛生法の暫定規制値を超えた農産物

等は市場に流通していないので、新たに指針を設ける考えはない。

「東日本大震災の教訓から青梅市地域防災計画の改訂を―青梅の地域性

を重視した防災計画のあり方を考える―」

●質問―今回の震災の教訓を生かし、青梅市の現状に沿った形で、地域

防災計画を早急に修正すべきと考えるが、見解を伺う。

●答弁―今回の状況とこれまでの対応を勘案し、災害対策本部室を備え

た新庁舎の機能や、現状の市の組織に沿った本部体制への修正等につ

いては、早急に対応する必要があると考えている。また、今後、都の

地域防災計画の修正と災害対策の指針が示されることから、次の段階

として、それに対応する修正を進める。

「東日本大震災を契機として、改めて市の災害対策を問う」

●質問―①大地震直後の市の対応について、どう検証したか伺う。②防

災行政無線の難聴地域に、戸別受信機の導入を検討しては。③地域防

災計画の見直しと事業継続計画の策定について伺う。④災害時の関係

団体との連携について伺う。無線の活用を検討すべきと考えるがどう

か。⑤土砂災害特別警戒区域について、今後の対応を伺う。⑥災害対

策基金について伺う。

●答弁―①災害対策本部機能の運用、帰宅困難者対策の充実、市民への

情報発信等の情報連絡体制の確立など、多くの課題が生じており、検

討の必要がある。②経費面から今後の課題とする。③新庁舎の機能や
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現状の組織に合った見直しは早急に必要であり、都の地域防災計画の

修正と災害対策の指針が示された段階で、さらなる修正を行う。計画

停電中、非常用発電装置を稼働させ、窓口業務を主体に業務を継続で

きた経験を踏まえ、業務継続計画を策定していく。④消防団の協力を

得て無線を活用しており、今後はアマチュア無線家等との協力体制づ

くりについても検討していきたい。⑤順次、都の指定が行われる予定

である。避難路など体制を整備し、地域住民への説明と避難訓練の実

施など対策を図る。⑥昭和 年に条例化されてから利子のみを積み立

て、取り崩しは行っていない。財政状況を勘案しつつ目標を定めて積

み立てる必要があると認識している。

「市民参加の防災政策を」

●質問―①青梅市における防災市民組織について伺う。②防災会議に市

民から公募委員が参加する仕組みをつくっては。③防災政策に市民参

加の機会は。④耐震診断助成、耐震改修補助は、古い木造住宅に限定

せず、全ての住宅を対象とし、補助金額は引き上げてはどうか。

●答弁―①支会ごとに自主防災組織が設置されており、地域の共助の中

心的役割を担っている。②組織および所掌事務は、災害対策基本法に

基づき条例で定め、災害時に組織として活動できるメンバーにより構

成されており、公募委員にはなじまない。③地域防災計画の策定は、

自治会連合会や各地区の自主防災組織などの委員を含む防災会議に諮

られるので、幅広い意見を反映できるものと考えている。④本年４月

に開始した制度の周知を図り、耐震化を着実に進め、減災に努めてい

く。

「東日本大震災後の状況に対する青梅市の対応について問う」

●質問―①市内で地表１メートル地点と土壌における放射線量を測定

し、数値を公表すべきと考えるがどうか。②震災後において、新たな

政策を考えているか。

●答弁―①都が空間放射線量の測定を拡充するに当たり、早期に市内の

測定地点を検討し、測定機器の貸し出しへの態勢を整えて対応してい

く。②今回の震災を目の当たりにし、生活様式、生産様式全般にわた

り、社会が大きく変わるのでは、変えなければならないのではと考え

ている。次期総合長期計画基本計画の策定に当たっては、今までの経

緯等に震災の影響を加えて分析し、それらを踏まえたものにする必要

がある。また、青梅市は地震に強い地盤を持った安定した地域であり、

液状化の心配もない。食糧や水も身近にあり、エネルギーについても、

木材を燃料として活用する取り組みが進むと優位性がある。こうした

ものを生かして、青梅市の方向付けをしていきたい。

「地域防災計画の見直しなど、災害対策の充実について問う」

●質問―①今回の東日本大震災に際し、被災者の受け入れ状況と、被災

地への支援の状況を伺う。②小河内ダムの安全点検整備はどうなって

いるのか。③原発から太陽光など自然エネルギー政策に転換すべきと

考えるが、市の取り組みを伺う。④市の防災拠点や災害対策について、

市民に改めて周知徹底すべきと考えるがどうか。

●答弁―①３月 日に相談窓口を開設し、総合体育館内に避難所を設置

した。実績として 人を受け入れている。また、市営住宅への受け入

れ、民間住宅の紹介等の対応を図った。被災地への支援については、

３月 日の災害派遣医療チームをはじめ、８業務について派遣を行っ

た。②都水道局では、通常時点検においてダム本体の漏水量や変位等

を測定しており、地震発生時の点検では、震度４以上の場合に点検結

果を国土交通省に報告することになっているとのことである。なお、

第１　東日本大震災に関することについて
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年度にはダム本体の耐震診断を含めた健全度調査を実施し、安全を

確認しているとのことである。③市民が住宅に設置する太陽光発電シ

ステムや省エネ機器等の購入に際し、補助制度を設けて地球温暖化対

策を推進している。④防災マップ、市ホームページ等で周知している

が、総合防災訓練の機会も通じ、徹底を図る。

「大震災発生時に帰宅困難者となる市民への取り組みについて問う」

●質問―市外で帰宅困難者となる市民への対策について伺う。

●答弁―市外に滞在する帰宅困難となった市民については、滞在する市

区町村や事業所等において支援をいただき、帰宅手段等は各自で確保

することが基本と考えている。都が周知を図っている帰宅困難者の行

動心得 か条を、広く市民へ周知することで、意識啓発を行っていく。

また、交流都市である杉並区と、市民が帰宅困難となった場合の支援

を盛り込んだ協定を締結するよう準備を進めている。

今回の震災時のように、学校行事等で児童・生徒が災害にあった場

合、連絡体制の確保が課題となる。現地と学校、学校と家庭、学校と

教育委員会の連絡体制について、事故対応マニュアルを見直し、全教

員へ周知徹底するよう指導している。固定電話やファクシミリ、災害

用伝言ダイヤル、衛星携帯電話等を活用し対応する。

「防災無線難聴地域の対策について問う」

●質問―①防災無線が聞こえない、聞き取りにくいという課題に、どの

ような対策を考えているか。②放送した内容を電話で聞くことができ

る自動音声サービスを導入してはどうか。また、導入に当たっては市

民の負担にならないよう、フリーダイヤル機能や、番号案内シールの

配布なども併せて検討してはどうか。

●答弁―①放送については必要性を感じている市民がいる一方で、騒音

と感じる方もおり、市としては放送時間も含めて必要性を検討したう

えで放送している。聞こえづらいという連絡を受けると、現地調査の

うえ、機器の点検や音量等を調整し対応している。また、難聴地域の

解消を目的に、 年度にかけてデジタル化を進めている。②導入を検

討していく。

「今夏の節電対策等について問う」

●質問―①市としての節電対策の取り組みについて伺う。②都の電力対

策緊急プログラムに対する、市の取り組みを伺う。③「がんばろう日

本、節電アクション月間」の取り組みを伺う。④緊急熱中症対策につ

いて伺う。

●答弁―①本庁舎における、原則５割の照明制限や、冷房の 度設定と

使用時間の圧縮等、また、街路灯の間引きや公園等の噴水の停止、市

民センター等各施設で徹底した節電対策に取り組み、前年比 ％の節

電を目指していく。総合病院については電力制限緩和措置の対象施設

であるが、照明の間引き等、 ％程度の削減を目標に取り組む。②省

エネ診断員が戸別訪問する節電アドバイザーや、ポスター掲示等を通

じて行動事例を周知する節電ムーヴメントについて、都と連携して対

応していく。③児童・生徒等を対象に、節電の必要性への理解を深め

るとともに意識と意欲を高め、具体的な行動の実践を目的として都教

育委員会が設定するもので、都から配布されるチェックシートを活用

して節電に取り組んでいく。学校・家庭ぐるみでの取り組みに向け指

導していく。④ひとり暮らし等の高齢者の熱中症予防のために市が実

施する、戸別訪問や予防用品の配布等の普及啓発の取り組み経費を都

が補助する事業で、今後、詳細が示された段階で迅速に対応する。

「災害に強いまちづくりについて問う」
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●質問―①東日本大震災を教訓として、災害に強いまちづくりをどう構

築していくのか。②地域防災計画の見直しについて伺う。③災害対策

事業計画の策定について伺う。④コミュニティ防災行動計画の策定に

ついて伺う。⑤事業継続計画の策定を伺う。⑥被災者支援システムの

導入について伺う。

●答弁―①想定をはるかに超える状況を直視した場合、市全体として安

全率が確保される計画が必要であり、今回の災害を踏まえて災害想定

を定め、避難体制等の検討が必要と感じている。②市独自で早急に修

正するものとして、現状の市の組織に沿った本部体制、免震機能や非

常用電源装置を備えた新庁舎を防災拠点として位置付けること等があ

る。また、本年 月までに都の地域防災計画の修正に向けた指針が取

りまとめられることから、都が示す被害想定と今回の大震災の教訓等

を踏まえ、地域防災計画の修正を進めていく。③今後、地域防災計画

の見直しに併せて策定を検討していく。④自分たちのまちは自分たち

で守るという共助の理念は、災害時に必要不可欠なものであり、地域

を守る仕組みづくりとして今後、策定を進めていく。⑤計画停電に伴

い事前に対応策を講じ、業務を継続できた経験を踏まえ、今後策定し

ていく。⑥被災時に有効と思われるので、今後、積極的に取り組んで

いく。

東京都市長会の行政事務支援として市職員１人を福島県浪江町臨時役場

に派遣（６月 日まで）

「東日本大震災復興基本法」施行

東京都市長会の行政事務支援として市職員１人を福島県いわき市に派遣

（７月３日まで）

東京都市長会の行政事務支援として市職員１人を宮城県仙台市に派遣

（７月 日まで）

東京都市長会の行政事務支援として市職員１人を福島県いわき市に派遣

（８月７日まで）

平成 年５月 日に締結した「青梅市及び杉並区の交流に関する協定」

の理念にもとづき、３月 日に発生した東北地方太平洋沖地震等を教訓

として、災害が発生した際における相互援助の協力体制を確立するため、

「青梅市及び杉並区の災害時相互援助に関する協定」を締結

東京都市長会の行政事務支援として市職員１人を福島県福島市に派遣

（ 月 日まで）

～

平成 年第４回青梅市議会（定例会）（一般質問）

「東日本大震災における被災地への支援について問う」

●質問―現在までの支援の状況と、今後の予定を伺う。

●答弁―義援金については、６月 日に日本赤十字社へ 万円、共同

募金会へ 万円、８月 日に日本赤十字社へ 万円を送金した。な

お、９月末まで募金を行うが、必要に応じて継続を検討する。物資の

支援は、全国梅サミット協議会メンバーの茨城県水戸市、ボートピア

大郷がある宮城県黒川郡大郷町、支援要請があった石巻市やいわき市

へ、必要物資を提供した。避難者への支援は、３月 日から 日まで

人を避難所に受け入れており、市営住宅にも３人を受け入れている。

また、職員派遣はこれまで１週間程度の短期を主として 人派遣した。

今後は、中長期的な派遣要請に応じることとし、さらに、物資の支援

や市内に居住する被災者の支援についてもこれまで同様、復旧・復興

に向け、市として可能な限り行っていく。

「汚染への対策について問う―子どもの育ちという視点から―」

●質問―①現在実施している大気中の放射線量の測定だけでは不十分と

第１　東日本大震災に関することについて
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考える。土壌と水についても測定し、公表すべきでは。②行政や市民

を対象に、放射線の影響や対策に関する基本知識を得られる学習会を

開催しては。③学校給食食材について、独自に放射線測定をすべきで

は。また、納入基準に放射能汚染食材に関する規定を明文化しては。

●答弁―①土壌の放射線量は地上高５センチメートルで把握できると都

から説明があり、異常な数値は測定されていない。親水施設は全面清

掃を実施し、都水道局で放射性物質不検出と確認された水道水を使用

している。これらのことから、新たな測定を実施する考えはない。②

講師に適任な方がいれば、一自治体だけでなく広く実施していくこと

も選択肢と考える。③国や都が農産物等の放射性物質検査を行い、食

品衛生法の暫定規制値を超えたものは、原子力災害対策特別措置法に

基づいて出荷しないよう指示していることから、給食センターに納品

された食材について改めて検査をする必要はないと考えている。また、

食品衛生法の暫定規制値を超えた農産物等は市場に流通していないの

で、新たに基準を設ける考えはない。

「地域防災計画の見直しについて問う―日ごろからの意識啓発と女性の

視点を大切に―」

●質問―①避難所運営マニュアル作成の進捗状況を伺う。②非常時でも

男女平等参画の意識をなおざりにすることがないよう、毎回女性の視

点を盛り込んだ内容で防災講演会を開催する必要があると考えるがど

うか。③地域防災計画の見直しに際し、市が支援する側になった場合

の手続きや必要事項等を規定し、位置付けてはどうか。

●答弁―①年度内の完成を目標に、現在作成中である。②１月 日に、

減災に取り組む市民活動と題して、女性の視点から防災を考えるとの

内容等で、防災講演会を開催した。今後も災害時のさまざまな状況や

対応等、防災に関する市民のニーズにあわせて講演会を開催し、防災

意識の高揚に努めていく。③現行では、都の指示に基づき被災者を受

け入れることとしているが、今回の教訓を踏まえ、市の判断で行える

よう検討する。

「福島第一原発事故による放射能汚染対策について問う」

●質問―①市内の空中放射線量の定期定点測定は、いつまで行うのか。

測定結果をどう捉えるか。②西多摩衛生組合と東京たま広域資源循環

組合の放射性物質測定結果を、どう捉えるか。③都下水道局多摩川上

流水再生センターの汚泥焼却灰の処理に対する対応は。④市内に流通

している食品の安全性について、見解を伺う。

●答弁―①都から貸与を受けた機器の使用期限である 年３月末までを

予定している。測定結果は広報おうめや市ホームページで周知してい

るが、直ちに健康に影響を及ぼすレベルではないと認識している。②

問題のない数値と認識する。③都と事業者で協議中とのことで、今後

の動向を注視していく。④食品衛生法による検査が実施され、原子力

災害対策特別措置法に基づいた出荷制限があることから、安全が確認

されたものが流通していると認識している。また、学校給食食材につ

いては、納品の際に責任者である栄養士が必ず立ち会い、検収票に基

づき点検し、安全な食材であることを確認している。

「福島第一原発事故による放射能汚染から、子どもと市民の健康を守る

対策を」

●質問―①市で測定器を購入し、きめ細かく測定を行い、放射能汚染マ

ップを作成しては。②下水処理場の汚泥や、西多摩衛生組合、東京た

ま広域資源循環組合等の放射性物質測定結果と、安全対策について伺

う。③市で専門的な窓口を設置して、相談体制と周知徹底を図っては。
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④国や都へ、暫定規制値の厳守と見直し、食品検査体制の強化、財政

支援などの要望を。

●答弁―① カ所の緊急測定と カ所の定期測定を行っており、新たな

測定は考えていない。②問題のない数値と認識する。③環境政策課で

相談等を受けている。引き続き、広報おうめや市ホームページで周知

を図る。④市長会を通じ適切に対応する。

「高い放射能を含む焼却灰を二ツ塚処分場でエコセメント化することを

市はどう考えるか」

●質問―①エコセメント製造過程では、大量の水蒸気と排ガスと排水が

発生する。これに放射性物質が混ざって周辺に拡散する危険が考えら

れるが。②埋め立てる焼却灰の国の安全基準は、この夏に以前の 倍

に緩められキロ当たり ベクレルとなった。このような基準変更を

市長はどう考えるか。③今後、災害廃棄物焼却残さが運び込まれるこ

とも考えられる。市内の環境を継続的に測定していく必要があるので

は。

●答弁―①東京たま広域資源循環組合によると、エコセメント焼成過程

で発生する蒸気や排気は煙突から外気に排出されるが、排ガスの放射

性物質測定結果は不検出であり、大気中への放射性物質拡散はないと

のことである。また、排水は公共下水道管を通じて八王子水再生セン

ターに流入しており、施設の安全性は問題がないと考えている。②基

準を守ることで別の障害が生じるときには、緩めることもあり得ると

考える。③放射線量に顕著な変化が出てくれば対応していくことにな

る。

「災害時の避難方法等について問う」

●質問―①３月 日の大地震当日の、市民への対応を伺う。防災行政無

線を活用しての情報発信が必要ではなかったか。②災害時要援護者支

援対策の進捗状況と、避難支援計画の具体化について伺う。③在校時

における児童・生徒の避難方法について伺う。

●答弁―①災害対策会議を開催し、情報収集に努めたが、人的被害や避

難誘導の要請はなかった。今後、市民生活に影響が大きいと判断した

事象につき、積極的に防災行政無線を利用していく。② 年 月末現

在 人の申請があり、支援プラン作成の要不要を確認し要援護登録

者名簿を作成した。各地区の自主防災組織へ制度説明と名簿提供を行

い、協力をお願いしている。現在、登録者の約 ％が、個別支援プラ

ン作成を完了している。③危機管理マニュアルにより対応しているが、

東日本大震災を踏まえ、帰宅最優先ではなく、状況により子どもを学

校に留め置くことが必要と考え、避難方法の見直しを図っていく。

環境建設委員会

○内容―青梅市防災会議条例の一部を改正する条例について

●質疑―条例第３条第５項の委員に、陸上自衛隊の隊員のうちから市長

が任命する者を加え、総数を５名増やした理由は。

●答弁―陸上自衛隊の練馬駐屯地第１偵察隊長、東京都水道局立川給水

管理事務所所長、青梅市社会福祉協議会会長及び市の防災安全部長、

子ども家庭部長を加えたものである。

メンバーに加えた理由として、自衛隊は今回の東日本大震災で特に

応急対策に大きな役割を担ったことから、日ごろから青梅の状況を理

解していただき、顔の見える関係を築いておくことが災害時において

有効と考えた。また、経験のあるアドバイスも得られるものと判断し

た。社会福祉協議会はボランティアセンターを運営していることか

ら、災害時のボランティアの活用について必要と判断し、東京都水道

第１　東日本大震災に関することについて
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局は平成 年３月 日で受託解消となるため、応急給水等に協力が不

可欠となるためである。なお、水道局側からもメンバーに入れてほし

いとの依頼があった。

●質疑―防災会議の役割は。

●答弁―地域防災計画を作成し、その実施を推進すること。また、災害

が発生した場合に、災害情報を収集することなどとしている。

全員協議会

○内容―青梅市および杉並区の災害時相互援助に関する協定の締結につ

いて

平成 年 月 日に「青梅市および杉並区の交流に関する協定」を

締結し、観光行事や各種イベントなどにおいて相互に交流を深めてき

たが、東日本大震災を契機に、災害が発生した場合においても相互援

助の協力体制を確立するため協定を締結した。

「復興庁設置法」成立

～

平成 年第５回青梅市議会（定例会）（一般質問）

「放射能汚染対策について問う」

●質問―①市の基本姿勢は。②市民に測定器を貸し出し、市民の協力を

得て市内の状況を把握する取り組みが必要では。③市民から放射線量

が高い場所などの通報があった場合、市はどのように対応するのか。

④震災がれきの灰が二ツ塚処分場エコセメント工場に運ばれるとのこ

とである。放射性物質はバグフィルターがあるので外へは漏れないと

の説明があったが、調べてみると、実験データなどの根拠があいまい

である。これで安全と言えるのか。⑤学校給食食材の自主測定や、給

食献立の全量検査などを実施して、学校給食の安全性を確保すべきで

はないか。

●答弁―①学校や公園、砂場など子どもたちが集まる公共施設を中心に

空中放射線量を測定し、測定値を市民へ迅速に周知するとともに、適

切に対処することを基本とする。②現在のところ、貸し出しは考えて

いない。③必要に応じて職員が再測定し、周辺より毎時１マイクロシ

ーベルト高い放射線量を確認した場合は、文部科学省へ通報し適切な

対応を図っていく。④東京たま広域資源循環組合から提供された国立

環境研究所の資料によると、 ％以上除去できるとのことである。

⑤市が給食食材の検査を都へ依頼する制度について、今後示される都

の活用方針に従い、適切に対応していく。

「放射能汚染対策について問う」

●質問―①市民の自主的な放射性物質測定へのサポート体制は。②市独

自に学校給食食材の放射性物質検査を実施すべきでは。③小中学校や

母親学級など、市民が放射能に関する知識を獲得できる機会を準備し

てはどうか。④放射性物質汚染対処特別措置法の施行を受け、今後の

対応は。

●答弁―①現在のところ、測定は職員が実施する考えである。②市独自

に検査を実施する考えはない。③母親学級では、厚生労働省や消費者

庁のホームページを紹介するなどして対応していきたい。また、文科

省が作成した、放射線等に関する副読本を活用した学習について、学

校を指導していく。④除染実施計画を策定していく。

「市民の食への不安解消（放射線量）の対応について問う」

●質問―①大人の食料の放射線量検査も実施すべきではないか。健康セ

ンター等に機器を設置し、市民の不安に対応しては。②給食センター

への機器設置についてはどうか。③保育園の給食食材についてはどう

なっているのか。
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●答弁―①機器の価格、設置場所、専任職員の必要性などの面から、現

時点では設置は考えていない。②市独自に検査を実施する考えはない。

③食材の選定などは各園が実施しており、市としては情報提供を行う

など適切に対応していく。

復興庁が発足

全員協議会

○内容―西多摩衛生組合における災害廃棄物の受入について

●質疑―この災害廃棄物の受け入れについて、市民への説明等はどうす

る予定か。説明会等を開く予定はあるか。

●答弁―市民への説明会を開く予定は現在のところない。

●質疑―広報する手段等は何か考えているか。

●答弁―西多摩衛生組合から依頼があれば広報に載せることを検討して

いく。

～

平成 年第１回青梅市議会（定例会）（一般質問）

「水と食品の放射線測定を」

●質問―①食品や水の放射線測定を行うべきではないか。②市として、

学校給食食材の放射線測定を速やかに開始すべきではないか。また、

都の測定器を活用する場合について伺う。③故障した場合の責任の所

在や使いやすさ等から、信頼できる国産の測定器を購入してはどうか。

市内での測定体制を整え、市民の不安に対応すべきでは。

●答弁―①水道水については都水道局が、市内に流通している食品につ

いては国の通知に基づき生産地において検査しており、市独自に測定

する考えはない。②国や都で検査しており、食品の安全は確保されて

いるものと認識している。都の測定器の活用については、都が区部お

よび市部に測定器を設置し、各市区町村は給食調理日の前日までに調

理前の給食用食材４検体を選んで検査場所へ搬入するというもので、

各学校・調理場当たり年間３回程度検査できる体制を確保するとのこ

とである。今後、都から示される検査日程等に従い、給食用食材の検

査を依頼していく。③購入する考えはない。

「放射能汚染対策について問う―青梅市放射性物質対応指針を中心に

―」

●質問―①今後の放射線量測定の実施予定について伺う。②測定値はで

きるだけ早く公表すべきと考えるがどうか。また、これまでの定点測

定のデータをグラフ化して公表しては。③測定器は休日や夜間にも貸

し出してはどうか。また、申請に電話予約等を取り入れては。④小中

学校の健康診断で甲状腺検査を実施してはどうか。

●答弁―①予定表に沿って実施し、その後については全施設の測定が終

了した時点で協議していく。②市ホームページでの迅速な公表に努め

る。また、定点測定の代表的な地点における時系列で捉えたグラフ化

を検討していく。③今後の状況をみて対応する。④学校における健康

診断は、健康の保持増進を目的とした健康状態の把握が中心であり、

個人を対象とした確定診断を行うものではない。また、市内の放射線

測定値と学校医の医学的見地から、甲状腺検査を実施する考えはない。

「女性の視点をいかした防災対策について問う」

●質問―①青梅市防災会議へ女性委員を登用し、計画策定に女性の視点

を取り入れてはどうか。②避難所運営の現状と課題を伺う。女性職員

の配置を事前に決めておくべきと考えるがどうか。③女性消防団員の

課題と可能性について伺う。④小中学校における防災教育の現状と、

震災を受けての今後の取り組みについて伺う。⑤避難所運営ゲーム（Ｈ

ＵＧ）を取り入れてはどうか。

第１　東日本大震災に関することについて
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●答弁―①地域防災計画の見直しに当たり、女性の視点でのアプローチ

は重要であり、検討する。② カ所の避難所を指定し管理運営等を定

めているが、細かな指針や留意事項等が不足している。運営マニュア

ル策定に向け、東日本大震災の被災地の避難所に派遣された職員や、

女性職員からの意見聴取を考えている。避難所運営には可能な限り女

性職員の配置を考えていくが、災害時の状況により対応困難な場合も

考えられる。③今後、市の実情に合った導入に向け、準備を進めてい

く。④安全指導と避難訓練を中心に、都が配付する冊子を活用し、災

害発生時の心構えや実際の行動を指導している。今後も、市の実態に

合った防災教育を推進し、改善を図った防災マニュアルに基づく避難

訓練や引き渡し訓練等を実施していく。⑤有効活用できると考えられ、

他市の状況等も参考に検討する。

「青梅市の災害対策について改めて問う」

●質問―①地域防災計画見直しの進捗状況と今後の予定を伺う。②事業

継続計画を早急に策定し、市民に公開すべきでは。③土砂災害警戒区

域の指定状況を伺う。避難体制の整備や避難訓練など、早急に全地区

で実施すべきと考えるがどうか。④急傾斜地崩壊防止事業対象外地区

の市民への対応は。⑤事業推進のためには組織体制を充実すべきと考

えるが。⑥青梅消防署日向和田出張所の救急車配備体制は十分でない。

体制強化を要請すべきでは。

●答弁―①組織改正等に合わせた一部修正作業はほぼ終了し、都と協議

中である。都が示す新たな被害想定や東日本大震災の教訓などを踏ま

えた全面的な修正については、 年 月を目途に修正作業を進める予

定である。②現状に沿って策定を進め、最終的に新たな地域防災計画

との整合性を図っていく。③現在、成木、沢井、小曾木、梅郷地区で

警戒区域 カ所、特別警戒区域 カ所が指定されており、その他の

地区でも順次指定を進めていくこととしている。市では、指定された

地区から順次ハザードマップを配布し、各地区で避難訓練等が実施さ

れるよう検討していく。④対策方法を検討している。⑤東京消防庁か

ら消防職員の派遣を受けるなど、４月から組織体制の充実を図ってい

く。⑥引き続き、機会を捉えて都へ要望していく。

「給食食材と青梅産の食品の放射能チェックができる体制を」

●質問―①４月から食品中の放射性セシウムの規制値が厳しくなるが、

今後、給食食材の測定にどう取り組んでいくのか。②都が実施してい

る農畜産物の検査は検体が少なすぎる。市内で測定できる設備が必要

では。③消費者庁が貸与する検査機器について申請すべきでは。

●答弁―①国や都の検査で食品の安全は確保されていると認識している

が、都が学校給食食材の検査体制を整備することから、検査を依頼し

ていく予定である。②検査された 品目 検体全てについて新たな規

制値を下回っており、安全と考える。③申請は考えていない。

「震災対策について問う」

●質問―①青梅市・杉並区の災害時相互援助に関する協定に基づき、杉

並区の避難所を防災マップに載せ市民に周知しては。②食糧や日用品、

燃料等の確保のため、市内業者と連携しては。③応急給水体制につい

て伺う。給水車の配置の検討は。④ボランティア受け入れ体制は。⑤

主要道路等の安全性を伺う。⑥応急危険度判定の体制を伺う。⑦総合

病院における対応を伺う。⑧ヘリポートの活用は可能か。

●答弁―①杉並区と調整していく。②協定締結に向け検討していく。③

年に、多摩地区都営水道の災害時等の相互応援協定を締結している。

また、市内の避難所等の臨時給水所へは給水タンク等で搬入すること
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となっている。④災害時におけるボランティアセンターの開設、運営

等に関する協定の締結について、社会福祉協議会と協議を行っている。

⑤橋りょう、圏央道は、耐震補強工事が完了しているとのことである。

また、市では 年度から特定緊急輸送道路沿いの建築物の耐震改修等

補助を開始する。⑥ 年度に、青梅市被災建築物応急危険度判定業務

マニュアルを作成している。青梅市在住・在勤の判定員登録者数は、

年度現在 人である。⑦食料品、医薬品などを備蓄しており、震度

６以上の地震発生時には、医師、看護師等が参集し対応することとし

ている。⑧医薬品の搬入は可能と考える。

平成 年第２回青梅市議会（定例会）（一般質問）

「東日本大震災から１年、青梅市の災害対策は」

●質問―①災害備蓄品は有効に避難者へ届くのか。輸送路の整備につい

て連携強化が必要では。②障がい者の避難誘導、避難所での対応につ

いて伺う。③地域防災計画の見直しに伴い、市独自の対応を伺う。④

東日本大震災は国民保護法の有事に当たると思うがどうか。

●答弁―①市内各地区の防災倉庫等から避難所へ、備蓄品が提供される

ことになっている。道路が寸断した場合、市の担当部局、西多摩建設

事務所等が連携して、復旧に向けた応急対策を行う。警察や消防、自

衛隊等の関係機関との連携も必要となる。②災害時要援護者支援制度

の活用により、障がいの状況に見合った避難誘導ができると考える。

また、避難所においても、運営マニュアルにより安全に努める。③立

川断層群地震や土砂災害への対応を充実していきたい。④地震は自然

災害であり、武力攻撃ではないため、国民保護法のいう有事とは考え

ていない。

「震災対応について問う―避難所のバリアフリー化について―」

●質問―①災害発生時の避難所の開設手順を伺う。責任者は誰か。②開

設・運営訓練を実施しては。③学校が避難所の場合、体育館や教室の

活用に規定はあるのか。④体育館等を、避難所としてのバリアフリー

化に取り組んでは。⑤避難所ごとに防災倉庫を設置し備蓄品を備えて

おくべきでは。

●答弁―①災害対策本部から職員を派遣して対応するほか、施設管理者

との協議の上、開設する。責任者は運営組織内の協議によって決めら

れるが、早急な対応ができるよう自主防災組織等からの選出が望まし

いと考える。②今後、取り組んでいく。③基本的には体育館を使用し、

必要に応じて教室等を使用する。④⑤地域防災計画見直しの課題とし

ていく。

「青梅市として原子力発電所の再稼働反対の立場を明確にするべきと思

うがいかがか」

●質問―①原子力発電所の安全性、再稼働についての見解を伺う。②福

島第一原発事故以降、市はどのように放射線量測定を行ってきたか。

測定に要した経費を検証し、東電に請求すべきでは。

●答弁―①福島第一原発事故により、これまでの安全神話が崩れ去った

ことは事実であり、原発の安全稼働の難しさを痛感した次第である。

再稼働については、まず、全ての原発の安全性の確認が必要であり、

さらに、個々の安全を確保できる国としての体制の確立が必要と考え

る。その上で、国民に説明を行った後の再稼働ということであれば、

否定はしない。安全性の確保が担保されないままの再稼働は、あり得

ないと考える。② 年５月末までに、延べ 施設で 地点の測定を

実施した。測定には、備品購入費等 万円余、人件費 万円余を要

している。東電への請求については、他市の動向を注視するとともに、

第１　東日本大震災に関することについて
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市長会等で議論し、対応を検討していく。

自治体間の水平的な相互連携による新たな仕組みである「自治体スクラ

ム支援会議」に参加した。

～

平成 年第３回青梅市議会（定例会）（一般質問）

「震災対策について問う」

●質問―①自衛隊の災害派遣要請は、どのように行われるのか。②食糧

確保のため外食チェーン等と協定を結んではどうか。③防災資器材の

備蓄について、大手ホームセンター等と協定を結んではどうか。④防

災行政無線が使用できない場合の情報伝達について伺う。

●答弁―①災害対策基本法第 条第２項に、災害時の自衛隊の派遣要請

について規定されている。青梅市地域防災計画では、災害の防除及び

救援活動が市の体制では十分に行うことができないと認めた場合に、

都知事へ派遣要請することとしている。②③備蓄品を補完する意味で

は有効と考える。地域防災計画の見直しの中で検討していく。④メー

ル配信や関係機関の車両による広報等のほか、状況に応じて広報紙の

配布、掲示、回覧や自主防災組織との連携等、あらゆる手段を活用し

て、正確な情報を伝達するよう対応する。

「放射能及びエネルギー問題に関する教育について問う」

●質問―①学校における放射能に関する教育について伺う。文科省から

配布された副読本は使用しているのか。各教材の中身をよく酌んで使

用すべきかを判断していただきたいがどうか。②放射能及びエネルギ

ー問題に関する教育について、どのような方針で行っているのか。

●答弁―①主に中学３年の理科の授業で、原子力の利用と課題との学習

内容の中で学んでいる。副読本については、放射線や放射能、放射性

物質について学び、自ら考え、判断する力を育むとの作成の趣旨に沿

って、授業等で活用している。教科書以外の有益適切な教材について、

補足資料として使用している。②それぞれの問題について、児童・生

徒に正しい判断をさせるため、基本的な知識を身に付けさせている。

さまざまな情報を正しく判断する力を育むよう、各学校を指導、支援

していく。

「危機管理と災害における自衛隊との連携について問う」

●質問―①防災会議の委員に自衛隊員を加えた経過について伺う。②総

合防災訓練での訓練内容は。③意見交換等の機会はあるか。④日常の

協力体制について伺う。⑤危機管理体制の構築に当たり、自衛官ＯＢ

を採用してはどうか。

●答弁―①東日本大震災において自衛隊による応急対策活動が大きな役

割を担ったことを踏まえ、大災害時には自衛隊の応援が必要と判断し

た。また、日ごろから青梅市の状況を理解していただくとともにアド

バイスも重要と考え、新たにメンバーとした。②昨年度から、炊き出

し訓練に参加していただいている。③６月に自衛隊が主催する防災情

報連絡会議が開催され、青梅市としても参加し、首都直下地震及び一

般災害等の自衛隊の災害対処活動の説明と、各自治体との意見交換等

を行った。④自衛官募集に関し多岐にわたる協力体制を取っている。

今後も連携を深め、災害時に円滑な対応が図れるよう努めていく。⑤

今年度から東京消防庁の職員派遣を受けて体制の充実を図ったところ

であり、今後研究する。

「東日本大震災の被災地に対する今後の復興支援について問う―市民と

行政が一体となった継続的な支援を―」

●質問―①現在の支援状況を伺う。②義援金募集を延長すべきでは。ま

た、行事等へ募金箱を積極的に持ち出し、市民へ継続的支援の喚起を
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図ってはどうか。③今後の支援策について伺う。

●答弁―①市内在住の避難者への情報提供や相談を継続実施しているほ

か、６月から西多摩衛生組合において災害廃棄物の焼却処理の受け入

れを開始している。②今後も募金箱を設置し、支援のあり方について

検討していく。③市民レベルの支援体制も含め官民一体となった継続

的な支援策の構築も必要と認識している。

全員協議会

○内容―青梅市地域防災計画の平成 年度修正について

●質疑―この修正は、組織改正等の変更に伴う修正だと思うが、例えば

避難所の福祉の関係などは、東日本大震災以来、多くの議員が質問や

質疑をしている内容を、 年度にかけて抜本的に修正する中で検討し

て入れていくのか。

●答弁―これまでいろいろ御指摘をいただいた内容については、鋭意、

今年度からの抜本的な見直しの中で進めていきたいと考えている。

国が原子力規制委員会を設置

平成 年第４回青梅市議会（定例会）（一般質問）

「青梅市の地域防災計画を問う」

●質問―①乳幼児の粉ミルク用等の飲料水を備蓄すべきでは。②マンホ

ールトイレの設置を検討してはどうか。おがくずトイレ、炭トイレに

ついてはどうか。③杉並区との災害時相互援助協定による避難者の受

け入れのため、支援物資の備蓄が必要では。④避難所でのジェンダー

問題が発生しないよう、平常時からの啓発が必要ではないか。⑤避難

所運営マニュアルの策定は、女性への配慮がされたのか。⑥子どもた

ちが災害時に役立つ地域の資源とその活用を学ぶ取り組みが必要と考

えるがどうか。⑦市民から情報を得て共有し、活用する取り組みにつ

いて伺う。

●答弁―①個人での備蓄を周知するほか、スーパー等との協定による確

保を充実していく。②避難所への設置を検討する。おがくずトイレは

課題が多いが、炭トイレは環境にやさしいと考えられ、今後研究して

いく。③市民の被災が少ない場合と考えられるので、市の備蓄品の活

用により対応できると考える。④機会を通じて啓発していく。⑤ 年

度に、女性への配慮の項目を設けて作成した。⑥今後も子どもたちが

訓練に参加しやすい環境整備に取り組む。⑦関係機関と連携し迅速な

情報収集体制を図ることとしている。

「市は二ツ塚のエコセメント工場周辺の土壌の高い放射性物質汚染につ

いてどう考えるか」

●質問―①工場周辺の土壌を検査機関に提出したところ、放射能測定値

が１平方メートル当たり約 万から 万ベクレルと高いことが分かっ

た。工場から周辺へ汚染が拡散していると考えるが、市はどう対策を

考えるか。②排ガスも排水も非常に希釈された状態で計測するから基

準値内となる。実際は大量の放射性物質が持ち込まれていると考える。

市として処分場周辺の環境調査を実施してはどうか。

●答弁―①東京たま広域資源循環組合では、敷地境界地点の空間放射線

量と排ガス中の放射性物質濃度の測定結果から周辺への放射性物質拡

散の可能性はないと判断し、土壌は測定していない。また、市でも地

上高１メートルで空間放射線量を測定したが、問題ない数値であった。

このことから、放射性物質が拡散しているとは認識していない。②上

長淵連合自治会との協定に基づき空間放射線量測定を行ってきたが、

問題ない数値である。

第１　東日本大震災に関することについて
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環境建設委員会

○内容―青梅市防災会議条例等の一部を改正する条例について

●質疑―今回の改正で防災会議のメンバーが大きく変わると思うが、現

在のメンバーと、変わっていく次のメンバーの内容について教えてい

ただきたい。

●答弁―現在の防災会議のメンバーは 名で構成されており、その内訳

は、自衛隊員１名、警察官１名、東京都職員３名、消防吏員１名、消

防団長１名、防災機関としての公共的団体 名、教育長、病院事業管

理者、市職員として副市長及び部長職 名の計 名の構成となってい

る。メンバーについては、地域防災計画に多様な主体の意見を反映で

きることが目的の一つとして法改正がなされている。具体的には、自

主防災組織を構成する者または学識経験のある者となっているので、

現在、青梅市内にある の自主防災組織の代表者を委員として想定し

ている。また、学識経験者としては、大学の先生並びに医療コーディ

ネーター等も考えている。また、現在市職員となっている部長職 名

については、減員の形で検討し、新しく委員を加える考えである。

●質疑―今年度から防災会議のメンバーに女性を入れたが、今回の改定

に当たり、女性の割合はどのぐらいと考えているか。

●答弁―女性の防災会議のメンバーについては、現在２名で運営してい

る。女性委員の参加、あるいは意見を防災会議に反映させることにつ

いては、常日ごろから検討しているが、現実的には、今のところ、そ

の２名で対応しようと考えている。

平成 年第１回青梅市議会（定例会）（一般質問）

「震災対策について問う―自主防災組織の強化を中心に―」

●質問―①協定等を通して市全体の物資等の補完体制の充実を図ること

について、方策を伺う。②地域の防災体制の要である自主防災組織の

強化について伺う。③自主防災組織が地域の商店や企業等と大規模災

害時協力協定を結ぶことにより、共助の強化が図れると考えるが、市

として要請してはどうか。また、その地域協定を市が認定し、ステッ

カー等でＰＲしてはどうか。

●答弁―①今回、カインズおよびマミーマートと締結した応援協定は、

市が要請する物資を物流拠点から直接搬送するとの内容としたこと

で、災害時における食料や生活物資等の供給ルートが充実されるとと

もに、平常時における市の備蓄量の軽減を図ることができる点におい

て大変有効と考えている。今後も、機会を捉えて協定を拡充していく。

②自主防災組織の防災力向上と体制整備について、関係機関と連携し

一層支援を充実していく。③今後の検討課題とする。

地方自治法による派遣で防災集団移転業務等支援として市職員を福島県

南相馬市に派遣

・防災集団移転業務 ～ 土木技術１人

・南相馬市立病院業務 ～ 一般事務１人

地震等により災害が発生した場合に、両自治体が相互に援助し、応急対

策および復旧対策を円滑に遂行するため、「災害時相互援助に関する協

定」を宮城県黒川郡大郷町と締結
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平成 年第２回青梅市議会（定例会）（一般質問）

「防災・減災・安全対策の強化を」

●質問―①国の防災・安全交付金を、市は今年度どう活用するか。②地

域防災計画見直しの主な内容と今後のスケジュールを伺う。

●答弁―①橋りょうの健全度調査、通学路の安全対策、トンネルの点検、

緊急輸送道路沿道建築物耐震補助事業、公営住宅耐震改修事業等を実

施していく。②新たに立川断層帯地震による震度７の被害を想定し計

画すること、基本理念を設けること、減災目標を定めること、が主な

内容である。７月にパブリックコメントを実施し、 月の防災会議で

計画決定を予定している。

「災害対策基本法等の一部を改正する法律」成立（ 日公布）

平成 年第３回青梅市議会（定例会）（一般質問）

「防災士の育成等について問う」

●質問―①防災士に対する認識と評価について見解を伺う。②自主防災

組織充実の観点から、資格取得費用を助成している自治体もある。青

梅市でも助成制度を設けてはどうか。

●答弁―①防災士は、社会のさまざまな場で、減災と防災力向上のため

の活動が期待されるものと認識しており、災害に強い人づくりを進め、

自助、共助の強化による地域防災体制の充実を図るため、防災士の役

割は大いに期待できると評価している。②防災リーダー制度と合わせ

て前向きに検討する。

「青梅市地域防災計画」を全面見直し

地震等により災害が発生した場合に、両自治体が相互に援助し、応急対

策および復旧対策を円滑に遂行するため、「災害時相互援助に関する協

定」を福島県南相馬市と締結

地方自治法による派遣で防災集団移転業務支援として市職員１人を福島

県南相馬市に派遣（平成 年３月 日まで）

平成 年第５回青梅市議会（定例会）（一般質問）

「市民を災害から守るための防災基本条例の制定について問う」

●質問―①青梅市は、災害対策基本法の改正により行わなければならな

い、地域防災計画の修正と高齢者、障がい者などの災害時要援護者名

簿の作成を、いまだに行っていない。また、これらの人の命を守るた

めには、名簿情報を平時から自治会や民生委員などの避難支援関係者

に、事前に提供することが必要である。どのように取り組むのか。②

市民が安心して暮らすことのできる、災害に強いまちづくりを実現す

るための青梅市防災基本条例の制定を、先進自治体の事例などを参考

にして、研究してはどうか。

●答弁―①青梅市地域防災計画に災害時要援護者名簿作成の手順・方法

などの基本的方針を定めるとともに、平成 年１月末までに名簿を作

成する、平時からの名簿情報の避難支援関係者への提供は、青梅市個

人情報保護条例の規定に基づき、可能とするように行っていきたい。

②青梅市防災基本条例の制定については、他市の状況などを十分に把

握し、研究していきたい。

地方自治法による派遣で防災集団移転業務等支援として市職員を福島県

南相馬市に派遣

・社会福祉関連業務 ～ 一般事務１人

・介護保険関連等業務 ～ 一般事務１人

・防災集団移転業務 ～ 土木技術１人

市議会定例会平成 年２月定例議会（一般質問）

第１　東日本大震災に関することについて



318 第３編　主要問題の経過と結果

「震災対策について問う―特に燃料確保の観点から―」

●質問―①東日本大震災から５年が経過するが、震災以降の災害時応援

協定の締結状況を伺う。②災害時の燃料確保のための、協定の締結に

ついて伺う。③燃料備蓄の観点からも、市内ガソリンスタンド店舗の

減少を食い止める方策について、検討すべきと考えるがどうか。

●答弁―①震災以降は、 協定 団体増加し、現在、 協定 団体と締

結している。②東京都石油業協同組合と協議し、災害時指定給油所を

指定していただいた。また、組合加入の市内ガソリンスタンドは全て

災害時サポートステーションとして、協定締結がなくても緊急指定車

両へ優先給油を行う他、被災者等への支援を行う地域の復興拠点とな

るとのことである。このことから、協定締結は改めては行っていない。

③市として現時点において妙案はないところであるが、災害時におけ

る燃料確保は重要と考えることから、新たな応援協定の締結により協

力事業者をさらに広げる等、進めていく。

「大震災復興の支援と災害ボランティアについて問う」

●質問―①災害協定に基づく南相馬市への支援の状況を伺う。②市役所

食堂等における南相馬市産の米等の使用について協定を結び、農畜産

物の風評被害への対策をアピールしてはどうか。③災害ボランティア

の派遣について、市の取り組みを伺う。④災害ボランティアの受け入

れに当たっては、ボランティアセンターの設置と運営の訓練が必要と

考えるがどうか。⑤被災地に赴くボランティアに対し交通費や宿泊費

を割り引く制度の制定を、国へ要望しては。

●答弁―① 年度から毎年職員を派遣している他、夏休みに南相馬市の

子どもたちを招待して青梅市の児童と交流を図る体験プログラムを実

施している。②食堂事業者と協議していく。③青梅ボランティア・市

民活動センターと連携し、ホームページ等を通じ被災地のボランティ

ア活動の情報提供を行っている。④毎年、総合防災訓練において設置

訓練を行っているが、円滑に活動が行える体制づくりのために重要と

考えるところであり、社会福祉協議会と協議していく。⑤今後の課題

として捉えている。

～

市議会定例会６月定例議会（一般質問）

「青梅市の防災・減災対策について問う」

●質問―①夜間の防災訓練は実施しているのか伺う。②ＨＵＧを使った

訓練は実施しているのか伺う。③市内の防災士の状況と今後の取り組

みを伺う。④市内の避難所の安全性を伺う。⑤災害が発生した場合、

水洗トイレが使えなくなる可能性がある。衛生環境の悪化は、健康被

害や精神的ストレスの要因となることから、マンホールトイレを避難

所となる小中学校に新設してはどうか。

●答弁―①平成７年の１月に発生した阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、

同年９月の総合防災訓練で初めて夜間の訓練を実施した。 年度は小

曾木地区、 年度は三田地区と梅郷地区で自主防災組織による夜間防

災訓練を実施している。② 年度から、男女平等参画推進事業の啓発

講座の中でＨＵＧを活用している。今後、避難所運営班職員の研修で

も活用していく。③市内では現在、 名が防災士の資格を取得してい

る。今後とも防災士の育成に努めていく。④市内の小中学校等 カ所

を指定しており、全ての指定避難所が耐震性基準を満たしている。⑤

今後、マンホールトイレも含め、避難所のトイレについて研究してい

く。

「防災対策について問う―南三陸町長から学んだこと等―」

●質問―①事前復興計画策定の必要性について市長の見解を伺う。②災
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害対策本部への女性登用を検討してはどうか。③人の手だけでは対応

できない業務を、重機を使って対応するハイパーボランティアの体制

づくりが必要と考えるがどうか。

●答弁―①有効であると認識しており、今後、都の震災復興マニュアル

を参考にするとともに、先進自治体の復興計画の情報収集に努め、研

究していく。②規則には、必要に応じて本部長が指名することもでき

るとあることから研究していく。③どのような方法での体制づくりが

可能か研究していく。

「震災対策について問う―特に二次避難所について問う―」

●質問―①二次避難所を開設する場合の判断基準を伺う。②高齢者、障

がい者、妊産婦、乳幼児など特別の配慮やサポートが必要な方が避難

所生活をする場合、専門知識を有する方が必要であると考えるが、ど

のような専門職を考えているのか。③実際に市内全ての二次避難所を

開設した場合、人員の確保は十分にできるものなのか。④災害時の相

互応援協定の人的支援では、他種の専門職の支援も含まれているのか。

●答弁―①地域防災計画では、何らかの特別な配慮を必要とする人が避

難する場所として必要に応じて開設するものである。②保健師、介護

福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士、保育士、助産師、薬剤師や手

話通訳者等の確保が必要と考えている。③きめ細かなケアのできる専

門職の十分な確保は困難と考えており、このため、自治体間の相互応

援協定による職員派遣や社会福祉施設の職員、ボランティアなど協力

支援を要請し、支援体制を図ることとしている。④必要とされる専門

職は、現協定のまま要請することが可能と考えている。大規模な災害

の場合は、東京都市長会や全国市長会等の支援の仕組みを活用し、専

門職の確保に努めていく。

「災害に強いまちをつくる諸施策について問う」

●質問―①消防団バイク隊を創設しては。②被災地に派遣する職員には

どのようなケアをしているのか。

●答弁―①日ごろからの活動に従事していただく団員の定員確保が最優

先であり考えていない。②東日本大震災に伴う長期派遣職員には、月

１回の帰庁日を設け、勤務状況、健康状況の報告とともに心身の状況

の聞き取りを行うなど健康障害の防止に努めている。熊本地震におけ

る派遣に当たっては、職員自身のストレスケアや身体面の健康管理等

を注意喚起している。

市議会定例会平成 年２月定例議会（一般質問）

「防災機能の強化について問う」

●質問―①作成中の避難所運営マニュアルには、女性の視点はどのよう

に取り入れていくのか。②避難所運営マニュアル作成時には、女性の

防災スペシャリストまたは災害経験者などの意見を組み入れていくべ

きでは。③避難所運営の意思決定を行う場所に、より多くの女性リー

ダーの参画を図る必要があり、自主防災組織の大きな課題でもあると

考えるが見解を伺う。④公共施設や公園のトイレは洋式化するべきで

は。

●答弁―①災害時に避難所運営に携わる避難所運営班である女性職員の

意見を取り入れた避難所運営マニュアルを策定していきたい。②東京

都が防災ハンドブックの女性版を作成した際には、それを参考に見直

していく。③青梅女性防火防災の会に引き続き協力をいただき、先進

自治体の取り組み事例なども参考にしながら、自主防災組織の活動に、

より女性の意見が反映できるよう働きかけていく。④老朽化した施設

の改修の中で洋式便器の整備を図かることにより、防災機能の強化に

第１　東日本大震災に関することについて
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つながるものと考えている。

地方自治法による派遣で子育て支援業務支援として市職員１人を福島県

南相馬市に派遣（平成 年３月 日まで）

地方自治法による派遣で商工労政関連業務等支援として市職員２人を福

島県南相馬市に派遣（令和２年３月 日まで）

～

環境建設委員会

東日本大震災で被災した宮城県本吉郡南三陸町を視察。

視察事項―大規模災害発生時における行政の役割について

市議会災害対応訓練

○内容―地震発生後に議会に参集する場合を想定した訓練を、全議員及

び議会事務局職員を対象に議会棟大会議室にて実施した。

・訓練第１部

地震発生後、議長からの指示により議会事務局から議員に電話連絡

により安否確認

・訓練第２部

議長の指示により急遽、参集指示があった場合の参集訓練（各議員

は参集方法と時間等を報告）

・訓練第３部

「大規模災害発生時における行政の役割について」を調査目的とし

て南三陸町への視察を実施した環境建設委員会からの視察報告

市議会定例会 月定例議会（一般質問）

「震災等災害時・非常時における通信手段としての公衆電話の設置につ

いて問う」

●質問―①災害時、非常時に、優先的に取り扱われる公衆電話の果たす

役割をどう認識しているか。②市の施設への設置状況は。③市内全域

の自治会館へ設置を拡大する具体策を検討するべきではないか。④公

衆電話の使用を含め、災害時、非常時の通信手段についてどのように

周知していくのか。

●答弁―①停電時も使用可能なこと等から、緊急時における有効な通信

手段であると捉えている。② 年 月現在 か所に設置されている。

③自治会連合会とも連携し、必要に応じてＮＴＴ東日本とも協議して

いく。④災害用伝言ダイヤルの周知に努めてきたが、併せて今後、公

衆電話の使用方法の周知についても検討していく。

市議会定例会平成 年２月定例議会（一般質問）

「事前配備の災害時用公衆電話（特設公衆電話）の設置について問う」

●質問―①特設公衆電話が果たす役割、効果等への認識を伺う。②市の

避難所に、特設公衆電話を設置すべきではないか。③特設公衆電話を

防災計画に位置付けていく必要があるのでは。

●答弁―①災害時の通信手段の早期確保、被災者の混乱や不安軽減にお

いて重要な役割を担うものと捉えている。②現在は、発災後にＮＴＴ

東日本が設置する特設公衆電話の活用を想定している。事前配備には

電話専用の配管や端子盤の工事等を行う必要があり、設置に当たって

の課題として捉えている。効率的な整備方法について、ＮＴＴ東日本

とも協議していきたい。③整備モデルとして文化交流センターへの設

置を予定している。管理運用体制や費用の把握など、地域防災計画へ

の位置づけを含め、課題整理に努めていく。

市議会定例会６月定例議会（一般質問）

「防災備蓄品のさらなる充実を」

●質問―①市内の防災備蓄品の現状、賞味期限やアレルギーへの対応は。

②団体等との応援協定の現状と今後の取り組みを伺う。③紙おむつや
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液体ミルクの備蓄が必要では。子育て世帯へ液体ミルクの紹介をして

はどうか。④市施設のエレベーター内に長時間閉じ込められた場合、

不安にならないよう非常用防災用品の備蓄をしてはどうか。

●答弁―①都と連携し、発災後３日分の物資の確保に努めている。賞味

期限前に防災訓練等で参加者に配布し、活用している。アレルギー対

応も考慮している。②公共団体や民間事業者と物資等の提供等の協定

を締結している。引き続き積極的に推進し、物資の調達体制の確保に

努める。③国や都の動向、先進自治体の取り組みを注視し研究してい

く。機会を捉え、理解、啓発を図る。④市庁舎などの多くに、地震時

管制運転装置の設置がある。長時間の閉じ込めにより市民が不安にな

らないよう方策を研究する。

～

市議会定例会 月定例議会（一般質問）

「防災・減災対策について問う」

●質問―①住民参加型の避難所運営マニュアル、開設キットの作成の進

ちょく状況を伺う。②段ボールベッドを備蓄してはどうか。③ＧＰＳ

機能に対応した防災マップの新設について考えを伺う。④避難場所の

開設基準、環境の改善について伺う。

●答弁―① 避難所中、作成済み８カ所、作成中 か所で、自主防災組

織と連携し、進めている。円滑な避難所の開設、運営のために必要な

筆記用具やマニュアル等を収納した避難所開設ボックスの配備も進め

ている。②災害時の状況に応じて速やかに調達できるように努める。

③ＧＰＳにより、現在地が警戒区域内かどうかや、避難場所を確認で

きる青梅商工会議所のスマートフォンアプリ「ハザードマップめ組」

等の周知に努める。④避難勧告等を発令した際に必要に応じて開設す

る。台風 号の際に対応した職員の意見も参考に、ハードとソフトの

両面から、安心できる避難場所の運営が図れるよう努めていく。

「災害時におけるペット同行避難について問う」

●質問―①今回の台風 号による災害では、ペット同行避難について、

これまでの訓練をどう生かしたのか。②ペットを同伴できる避難場所

を設けたのか。課題はあるか。③今後の対応について伺う。避難所に

おけるペット対応マニュアルを定めてはどうか。

●答弁―①ケージの活用等では、これまでの訓練を踏まえた対応が図れ

た。② カ所の避難場所でケージに入れていただき受け入れた。スペ

ース確保や大型犬への対応等、整理すべき点が確認された。③飼い主

の責務の浸透を図るとともに、対応可能な避難場所の提供に取り組ん

でいくことが重要である。課題を整理し、環境づくりに努めていく。

市議会定例会令和２年２月定例議会（一般質問）

「青梅市の災害対策について問う」

●質問―①台風第 号による河辺市民球技場の被害、復旧状況、今後の

河川敷利用の考えを伺う。②高齢者等の災害弱者の避難を行うための

支援者との名簿情報の共有化や個別支援計画の作成が停滞している。

名簿推定同意方式の導入や土砂災害等の危険区域居住者の計画作成を

優先的に図る等の施策を行うべきでは。③災害に対する地域住民の自

主性を尊重、支援し、自治会活動促進にも寄与するような防災基本条

例の制定等を検討されては。④台風第 号や新型コロナウイルスの被

害状況等は、文書化し、保存する必要があるのでは。

●答弁―①多量の土砂に覆われたが、修繕し、施設利用を再開している。

同様の被害があっても簡易的施設で早期に復旧できるような河川敷利

用を図っていく。②名簿情報の一層の共有化のため、個人情報保護条

例に基づく対応も検討する。個別支援計画は、優先的また、段階的な

第１　東日本大震災に関することについて
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作成など、工夫して取り組んでいく。③市民の防災意識に基づく条例

制定の取組は意義があるので、自主防災組織や自治会連合会等から意

見を伺い、検討していく。④大規模災害等に関し、作成した文書は、

将来の災害対策に資するものとして、管理していく。

地方自治法による派遣で市民関連業務等支援として市職員２人を福島県

南相馬市に派遣

市議会定例会令和３年２月定例議会（一般質問）

「防災基本条例（仮称）制定に向けての市の取組について問う」

●質問―①自助、共助、公助について、また市防災基本条例の必要性に

ついて市長の見解を伺う。②本年中実施予定の市政総合世論調査にお

いて、市民の防災に関する意識調査を行い、防災基本条例制定のため

のアンケート資料として活用し、また、すでに防災基本条例を制定し

ている先進自治体を、担当職員に視察させる等、条例制定に向けての

具体的な取組を行ってはどうか。③防災会議の女性委員を計画にのっ

とり大幅に増やすべきではないか。

●答弁―①災害から命を守る基本である自助、共助を支える公助として

の防災施策を行うことが重要である。そのための防災基本条例の必要

性は、市民の意向を踏まえ、検討する必要がある。②従来の調査項目

に検討を加え、実施する。調査結果は、防災施策へ活用し、自主防災

組織や自治会連合会等と情報を共有する。また担当職員を視察に派遣

する。③現在の委員数に加え、新たに女性委員増員に取り組んでいく。
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東 北 地 方 太 平 洋 沖 地 震 に よ る 職 員 派 遣 一 覧 別紙

ＮＯ 班 所      属 職名／職種 派　遣　先 派遣先業務 派遣要請先等

部長職(医療職)

医師

　

医師

主任職(医療職)

看護師

係長職

一般事務

課長職

一般事務

課長補佐職

一般事務

主任職

一般事務

主任職

一般事務

主任職(医療職)

看護師

主事職(医療職)

看護師

主事職(医療職)

助産師

部長職

一般事務

課長職

一般事務

主任職

一般作業

主任職

一般作業

主任職

一般作業

主任職

一般作業

主事職

一般作業

係長職

一般事務

課長補佐職

一般事務

課長職

一般事務

主任職

一般作業

東京都環境局

９
環境経済部
ごみ対策課

宮城県仙台市
災害廃棄物処理
および情報収集

7日間 東京都環境局

９
環境経済部
環境政策課

宮城県仙台市
災害廃棄物処理
および情報収集

7日間

８
事業部
管理課

岩手県陸前高田市
自治体支援
および情報収集

6日間 日本財団

８
事業部
管理課

岩手県陸前高田市
自治体支援
および情報収集

6日間 日本財団

東京都環境局

７
環境経済部
ごみ対策課

宮城県仙台市
災害廃棄物処理
および情報収集

7日間 東京都環境局

７
環境経済部
ごみ対策課

宮城県仙台市
災害廃棄物処理
および情報収集

7日間

７
環境経済部
ごみ対策課

宮城県仙台市
災害廃棄物処理
および情報収集

7日間 東京都環境局

７
環境経済部
ごみ対策課

宮城県仙台市
災害廃棄物処理
および情報収集

7日間 東京都環境局

東京都環境局

７
環境経済部
ごみ対策課

宮城県仙台市
災害廃棄物処理
および情報収集

7日間 東京都環境局

７
環境経済部
ごみ対策課

宮城県仙台市
災害廃棄物処理
および情報収集

5日間

７ 環境経済部 宮城県仙台市
災害廃棄物処理
および情報収集

4日間 東京都環境局

６
看護局
外来

岩手県釜石市 災害医療支援 5日間 日本看護協会

日本看護協会

５
看護局
救急センター

宮城県石巻市 災害医療支援 5日間 日本看護協会

９ ４
看護局
新４病棟

宮城県気仙沼市 災害医療支援 4日間

８ ３
防災安全部
防災課

宮城県大郷町役場
物資輸送
および情報収集

1日間 場外発売場

７ ３
防災安全部
防災課

宮城県大郷町役場
物資輸送
および情報収集

1日間 場外発売場

場外発売場

６ ３
事業部
管理課

宮城県大郷町役場
物資輸送
および情報収集

1日間 場外発売場

５ ３
事業部
業務課

宮城県大郷町役場
物資輸送
および情報収集

1日間

４ ２
環境経済部
商工観光課

茨城県水戸市役所
物資輸送
および情報収集

1日間 梅サミット

３ １
看護局
新４病棟

宮城県気仙沼市 災害医療支援 3日間 東京ＤＭＡＴ

東京ＤＭＡＴ

２ １ 診療局（研修医） 宮城県気仙沼市 災害医療支援 3日間 東京ＤＭＡＴ

派　遣　期　間

１ １
救命救急センター
救急科

宮城県気仙沼市 災害医療支援 3日間

第１　東日本大震災に関することについて
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ＮＯ 班 所      属 職名／職種 派　遣　先 派遣先業務 派遣要請先等派　遣　期　間

主任職

一般作業

主任職

一般作業

主任職

一般作業

主任職

一般作業

部長職

一般事務

部長職(医療職)

医師

係長職

一般事務

係長職

一般事務

主任職

一般事務

主事職

一般事務

主事職

一般事務

係長職

一般事務

係長職

土木技術

課長職

一般事務

課長職

一般事務

主事職

一般事務

係長職

一般事務

係長職

土木技術

課長補佐職

一般事務

係長職

一般事務

主任職

一般事務

係長職

一般事務

総務部
職員課付

福島県南相馬市
（自治法派遣）

・介護保険関連業務
・危機管理関連業務

731日間 災害時応援協定

総務部
職員課付

福島県南相馬市
（自治法派遣）

社会福祉関連業務 549日間 災害時応援協定

災害時応援協定

総務部
職員課付

福島県南相馬市
（自治法派遣）

防災集団移転業務 455日間 災害時応援協定

総務部
職員課付

福島県南相馬市
（自治法派遣）

南相馬市立病院業務 730日間

都市整備部
まちづくり推進課

福島県南相馬市
（自治法派遣）

防災集団移転業務 275日間 災害時応援協定

市民部
市民課

福島県福島市
福島市役所での
行政事務

61日間 東京都市長会

東京都市長会

上下水道部
下水業務課

福島県いわき市
いわき市役所での
行政事務

8日間 東京都市長会

選挙管理委員会
事務局

宮城県仙台市
仙台市役所での
行政事務

8日間

都市整備部
まちづくり推進課

福島県いわき市
いわき市役所での
行政事務

8日間 東京都市長会

建設部
土木課

岩手県釜石市
避難所支援
および情報収集

9日間 東京都市長会

東京都市長会

子ども家庭部
子ども家庭支援課

福島県浪江町
浪江町臨時役場での
行政事務

8日間 東京都市長会

教育部
総務課

宮城県 教育委員会事務 6日間

企画部
秘書広報課

岩手県釜石市
避難所支援
および情報収集

6日間 東京都市長会

総務部
情報システム課

岩手県釜石市
避難所支援
および情報収集

6日間 東京都市長会

東京都市長会

市民部
市民活動推進課

岩手県釜石市
避難所支援
および情報収集

6日間 東京都市長会

財務部
市民税課

岩手県釜石市
避難所支援
および情報収集

6日間

診療局
総合内科

宮城県気仙沼市 災害医療支援 7日間 全国自治体病院協議会

健康福祉部 岩手県大槌町
被災地支援
および情報収集

6日間 東京都市長会

東京都環境局

９
環境経済部
ごみ対策課

宮城県仙台市
災害廃棄物処理
および情報収集

7日間 東京都環境局

９
環境経済部
ごみ対策課

宮城県仙台市
災害廃棄物処理
および情報収集

7日間

９
環境経済部
ごみ対策課

宮城県仙台市
災害廃棄物処理
および情報収集

7日間 東京都環境局

９
環境経済部
ごみ対策課

宮城県仙台市
災害廃棄物処理
および情報収集

7日間 東京都環境局
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ＮＯ 班 所      属 職名／職種 派　遣　先 派遣先業務 派遣要請先等派　遣　期　間

係長職

土木技術

係長職

一般事務

主任職

一般事務

主事職

一般事務

主事職

一般事務

主事職

一般事務

延べ：31グループ、50人 、6664日間

災害時応援協定

総務部
職員課付

福島県南相馬市
（自治法派遣）

生活保護関連業務 365日間 災害時応援協定

総務部
職員課付

福島県南相馬市
（自治法派遣）

市民関連業務 365日間

総務部
職員課付

福島県南相馬市
（自治法派遣）

危機管理関連業務 731日間 災害時応援協定

総務部
職員課付

福島県南相馬市
（自治法派遣）

商工労政関連業務 731日間 災害時応援協定

災害時応援協定

総務部
職員課付

福島県南相馬市
（自治法派遣）

子育て支援業務 365日間 災害時応援協定

総務部
職員課付

福島県南相馬市
（自治法派遣）

防災集団移転業務 1096日間

第１　東日本大震災に関することについて
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新型コロナウイルス感染症に関することについて

中華人民共和国湖北省武漢市における新型コロナウイルス肺炎

について、国内での感染者１名発生を確認

第１回新型コロナウイルス感染症対策連絡会議開催

本庁舎・各市民センターの感染予防対策について

第２回新型コロナウイルス感染症対策連絡会議開催

今後の市の取り組みや課題等について

第３回新型コロナウイルス感染症対策連絡会議開催

市主催イベント等の開催の可否について

第４回新型コロナウイルス感染症対策連絡会議開催

市主催イベント等の取扱基準の作成について

第１回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

市内小・中学校の臨時休校について

第２回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

イベント中止による影響について

全員協議会

新型コロナウイルスに対する市の対応について

第３回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

市施設貸し出し等の取扱いについて

小・中学校における春休みまでの臨時休校の延期について

第４回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

市非常勤職員の陽性の報告について

第５回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

市主催イベントの取扱基準の再延長について

第６回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

市各部の対応状況について

第７回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

市主催イベント・市施設貸し出し等の取扱いについて

外出自粛に関する市民への周知について

第８回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

緊急事態宣言（５月６日まで）の影響について

市内小・中学校の休校の延長について

市職員に感染者が出た場合等の対応について

第９回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

６月 日までの市主催イベントの取扱いについて

各市民センターの開館時間の変更について

職員の勤務体制について

第 回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

関係機関、市各部の対応状況について

青梅市立総合病院敷地内において、青梅市医師会によるドライ

ブスルー方式ＰＣＲ検査を開始

第 回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

緊急事態宣言の延長（５月 日まで）について

市内小・中学校の休校期間について

市議会定例会５月招集議会

新型コロナウイルス感染防止対策により、外出自粛や休業要

請等によって深刻な影響を被っている市民並びに市内事業者



327

の状況を踏まえ、議長、副議長及び議員の令和２年６月期の期

末手当について減額しようとする議員提出議案第１号「青梅

市議会議員の議員報酬および費用弁償等に関する条例の特例

に関する条例」が可決される。

新型コロナウイルス対策特別委員会設置に関する動議が可決

され特別委員会が設置される。

新型コロナウイルス対策特別委員会

正副委員長互選

「新型コロナウイルス感染症対策のお知らせ」のチラシを作成

し、新聞折り込みで配布

第 回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

緊急事態宣言解除（５月 日）後の対応について

新型コロナウイルス対策特別委員会

新型コロナウイルス感染症に対するこれまでの市の対応につ

いて

新型コロナウイルス感染症に対する今後の助け合い事業につ

いて

〇内容―新型コロナウイルス感染症に対するこれまでの市の対

応等について説明を受けた。

初めに、国および東京都の主な動きとして、昨日、政府が緊

急事態宣言を全面解除した。

次に、青梅市新型コロナウイルス感染症対策本部会議の開

催状況については、第 回の会議において、緊急事態宣言の解

除を想定し、市が管理する施設の使用再開等の扱いについて

協議を行った。

次に、青梅市特別定額給付金事業については、申請方法が３

種類あり、郵送申請については、５月 日発送、６月１日から

受付を開始する予定である。また、オンライン申請は、５月

日から受付を開始しており、市独自のダウンロード申請は、５

月 日から受付を開始し、先週金曜日の消印をもって受付を

終了した。なお、５月 日からは、コンビニエンスストアのコ

ピー機のネットプリント機能により申請書が印刷できるよう

対応した。申請期限は６月１日から３か月間、８月 日の月曜

日までとなっており、振込は５月 日から開始した。申請状況

等については、５月 日正午現在、オンライン申請が 件、

ダウンロード申請が 件の計 件。振込状況は、５月 日

に 件、 人分を振り込み、本日、 件、 人分を振り

込む予定である。なお、今後の振込予定は、月末 及び繁忙日を

除く毎週月、水、木曜日とする。

次に、関係機関に対する感染拡大防止策については、市で

は、医療機関や福祉施設等における感染防止の観点から、市医

師会をはじめ、関係機関へ市の備蓄マスクを配布した。

次に、ＰＣＲ検査については、青梅市医師会では、４月 日

木曜日から、市及び総合病院と連携し、総合病院の敷地内にお

いてドライブスルー方式による検査を実施している。５月

日までの実績としては、９回、 件。

次に、保育所等に対する感染拡大防止策については、保育

所、幼稚園、学童保育所に対してマスクを配布 するとともに、

第２　新型コロナウイルス感染症に関することについて
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備品等の購入に際し、上限 万円とする補助金の交付を行っ

ている。また、保育所、学童保育所においては、登園自粛を行

った保護者に対し、減免措置を講じている。

次に、青梅市子育て世帯臨時特別給付金事業については、国

の新型コロナウイルス感染症緊急経済対策を受け、子育て世

帯の生活を支援するために、一時金を支給するものである。支

給対象者は、本年４月分の児童手当受給者等としているが、所

得基準を超える、いわゆる特例給付対象者は除かれる。給付額

は、支給対象児童１人当たり１万円で、公務員を除く一般の方

に対し、６月分児童手当の支給日である６月１５日に合わせ

て支給したい。

次に、組織体制については、新型コロナウイルス感染症によ

り地域経済等が多大な影響を受けた状況を踏まえ、市におけ

る経済対策を効果的かつ総合的に推進するため、新たな組織

を設置する。新型コロナウイルス感染症経済対策担当主幹及

び主査を企画部企画政策課において兼務しようとするもので

あり、６月１日に発令する。

次に、庁舎管理、職員体制等に関する対応については、大き

く分けて、庁舎管理上の措置、職員の感染防止・体調管理等に

関する措置、緊急事態宣言を受けた措置及び緊急雇用対策と

いった４つの区分で様々な対応を行っている。緊急雇用対策

として、雇い止めや内定取消しとなった方を対象に、特別定額

給付金事務に従事する会計年度任用職員を募集した。

次に、市民センター等の使用制限の状況については、市民セ

ンター等は３月 日から当面、予約の受付を中止するととも

に、５月 日までの利用を中止している。使用料については、

２月 日から現在まで、使用を中止された予約は、理由のいか

んを問わず還付している。

次に、小中学校の状況については、３月２日から臨時休校の

措置を取った後、卒業式、入学式等の式典を経て、緊急事態宣

言後の４月８日から引き続き臨時休校の措置を取り、５月

日からは週１回の分散登校を実施している。

最後に、総合病院の取組状況について。国内での新型コロナ

ウイルス感染症の拡大を想定し、１月 日に新型コロナウイ

ルス対策本部会議を発足し、情報収集及び対策の検討を開始

した。以降、毎週月曜日に延べ 回の本部会議を開催し、情報

共有を行うとともに、方針を決定してきた。また、４月２日か

らは病院長と感染管理対策チームによるミーティングを毎朝

開き、日々変化する状況に対応している。

診療対応については、外来患者への対応として、中国湖北省

武漢市において新型コロナウイルス感染症が徐々に拡大して

いるという報道等を捉え、令和２年１月 日より、来院者に対

し、病院出入口に武漢市への渡航歴のある方、あるいはその方

と 接 触 の あ っ た 方 は お 申 し 出 い た だ く よ う 注 意 表 示 を 行 っ

た。その後、２月 日には、救急外来に帰国者・接触者外来を

設置し、保健所や地域の医療機関からの紹介患者の診察に対

応している。

感染疑いがある入院患者については、東西棟の陰圧個室計

６床を活用し対応している。また、東京都の要請により、新規
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の患者のみならず、都内の別医療機関からの中等症の患者受

入れのため、救急病室 床を専用病床として設定した。さら

に、万一の重症化に対応するため、ＩＣＵの個室２室を陰圧化

するための改修を行っているが、現在、想定よりも患者数が少

ないという状況にあることから、救急病室については、現在

床の設定としている。

通常診療の制限については、院内感染を防止するため、予定

入院及び手術は、緊急性のある患者のみに限定しているが、入

院患者への対応と同様に、状況により徐々に従前の状態に戻

していきたい。

院内の感染防止対策については、入館にかかる防止策とし

て、正面玄関において、来院者全員に非接触方式による検温を

実施するとともに、手指消毒とマスク着用の徹底を呼びかけ

ている。

診察外来での防止策については、感染疑いのある患者の来

院を想定した対応職員の防護服着脱訓練及び患者の移送訓練

を実施し、安全な対応方法の再確認と実地検証を行ったほか、

定期的な受診を予定する外来患者のうち、希望者に処方箋の

発行を電話で対応するなどの防止策を行った。

入院病棟での防止策については、本年２月 日から面会を

原則禁止とし、予定入院患者に対して入院前にＰＣＲ検査を

実施して感染状態を確認している。なお、面会禁止が長期に及

んでいることから、患者、家族の不安に対応するため、病室内

及び手術前の携帯電話使用を一部認めた。

診療体制の維持については、職員の感染防止対策として、各

所属における職員の体調管理、出勤前の自主検温と発熱や疑

い症状のある場合の出勤停止を徹底している。また、他の病院

では職員の休憩時にクラスターが発生した事例があったこと

から、食事休憩等において３密を回避するよう、時差休憩や座

席間隔の保持、会話の制限等について周知を図った。このほ

か、混雑が見込まれる行楽地への外出や、同居の家族以外との

食事などについて自粛することとした。

職員への支援等については、感染症に対応する職員に対し

危険手当を支給するとともに、万一の家族への感染を考え、帰

宅をためらう職員には看護師寮の空き室等を提供している。

また、幼稚園等の休園に対応するため、院内保育所の対象年齢

を一時的に拡大した。

医療用物資等については、本年２月頃から急激にサージカ

ルマスク、Ｎ マスク、防護用ガウン、フェースシールド及び

消毒液等の調達が困難な状況となったため、それぞれの物資

の使用方法や適用範囲を工夫して消費量を抑える方策を構築

したことに加え、東京都からの物資供給、また多方 面からの寄

付により、現在のところはほぼ充足している状況にある。

経営への影響については、一般の患者数が新型コロナウイ

ルス感染症の拡大に併せ入院、外来とも大幅に減少しており、

令和２年４月の収益を前年度同月に比べ２億円余、 ％の

減と見込んでいる。

●質疑―各課でいろいろな対応をされているのは分かったが、

その対応情報を総合し、大局的に判断しなければいけないと

第２　新型コロナウイルス感染症に関することについて

備品等の購入に際し、上限 万円とする補助金の交付を行っ

ている。また、保育所、学童保育所においては、登園自粛を行

った保護者に対し、減免措置を講じている。

次に、青梅市子育て世帯臨時特別給付金事業については、国

の新型コロナウイルス感染症緊急経済対策を受け、子育て世

帯の生活を支援するために、一時金を支給するものである。支

給対象者は、本年４月分の児童手当受給者等としているが、所

得基準を超える、いわゆる特例給付対象者は除かれる。給付額

は、支給対象児童１人当たり１万円で、公務員を除く一般の方

に対し、６月分児童手当の支給日である６月１５日に合わせ

て支給したい。

次に、組織体制については、新型コロナウイルス感染症によ

り地域経済等が多大な影響を受けた状況を踏まえ、市におけ

る経済対策を効果的かつ総合的に推進するため、新たな組織

を設置する。新型コロナウイルス感染症経済対策担当主幹及

び主査を企画部企画政策課において兼務しようとするもので

あり、６月１日に発令する。

次に、庁舎管理、職員体制等に関する対応については、大き

く分けて、庁舎管理上の措置、職員の感染防止・体調管理等に

関する措置、緊急事態宣言を受けた措置及び緊急雇用対策と

いった４つの区分で様々な対応を行っている。緊急雇用対策

として、雇い止めや内定取消しとなった方を対象に、特別定額

給付金事務に従事する会計年度任用職員を募集した。

次に、市民センター等の使用制限の状況については、市民セ

ンター等は３月 日から当面、予約の受付を中止するととも

に、５月 日までの利用を中止している。使用料については、

２月 日から現在まで、使用を中止された予約は、理由のいか

んを問わず還付している。

次に、小中学校の状況については、３月２日から臨時休校の

措置を取った後、卒業式、入学式等の式典を経て、緊急事態宣

言後の４月８日から引き続き臨時休校の措置を取り、５月

日からは週１回の分散登校を実施している。

最後に、総合病院の取組状況について。国内での新型コロナ

ウイルス感染症の拡大を想定し、１月 日に新型コロナウイ

ルス対策本部会議を発足し、情報収集及び対策の検討を開始

した。以降、毎週月曜日に延べ 回の本部会議を開催し、情報

共有を行うとともに、方針を決定してきた。また、４月２日か

らは病院長と感染管理対策チームによるミーティングを毎朝

開き、日々変化する状況に対応している。

診療対応については、外来患者への対応として、中国湖北省

武漢市において新型コロナウイルス感染症が徐々に拡大して

いるという報道等を捉え、令和２年１月 日より、来院者に対

し、病院出入口に武漢市への渡航歴のある方、あるいはその方

と 接 触 の あ っ た 方 は お 申 し 出 い た だ く よ う 注 意 表 示 を 行 っ

た。その後、２月 日には、救急外来に帰国者・接触者外来を

設置し、保健所や地域の医療機関からの紹介患者の診察に対

応している。

感染疑いがある入院患者については、東西棟の陰圧個室計

６床を活用し対応している。また、東京都の要請により、新規
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思うが、その意思決定プロセスはどうなっているか。

●答弁―市長を本部長として対策本部会議を設置し、その中で

最終的に決定している。また、対策本部会議の 合間に早急に検

討すべき事業等については、担当部で理事者を含めた調整を

行い決定している。

～

市議会定例会６月定例議会（一般質問）

●質問―パーティション等必要な資機材の備蓄や避難所以外の施設の活

用、避難所のレイアウト等、コロナ対策を見据えた避難所運営につい

て伺う。

●答弁―交付金を活用した備蓄の整備、拡充、車中避難のための公共施

設の駐車場の開放や自治会館等の活用、市内事業者との協定による宿

泊施設等の確保、世帯ごとの間隔の設定、症状がある方の動線を分け

る等対応していく。

●質問―コロナ対策も含めた避難所マニュアルの作成について伺う。

●答弁―現在、避難所等における感染症対応マニュアルを作成している。

国や都の指針等を踏まえ、必要な対策を避難所運営マニュアルへも反

映し、円滑な避難所運営が図られるよう努めていく。

●質問―後世のため、新型コロナウイルス感染症の対策等に関する文書

の作成、収集、保存は重要と考えるが、公文書管理規則制定のスケジ

ュールを伺う。

●答弁―令和３年４月の施行に向け、制定していく。

●質問―市民に広くマスクの寄付をお願いし、有効活用を図っては。

●答弁―市役所、市民センターに寄付箱を設置し、広報等で周知する。

●質問―発熱等の症状のある方の専用スペースの確保は。議会棟に、保

健避難所を設置してはどうか。

●答弁―症状がある方の避難は、国、都の方策や、西多摩保健所等から

の意見も聞いていく。議会棟は有力な候補と考えるので、議会の意見

も伺い、研究していく。

●質問―家計が急変した世帯への就学支援制度の認定の見直し、国立、

私立学校の児童等への周知は。

●答弁―申請期限の延長、直近３か月の所得での認定等の対応をしてい

る。広報やホームページにおいて周知していく。

●質問―避難所でのソーシャルディスタンスの確保と感染リスク低減へ

の取組を伺う。

●答弁―多くの施設の開設、換気の徹底等の基本的対策の実施、消毒液

やマスク等の備蓄の拡充、市民センターのトイレの改修等、感染症対

策を進めている。避難所内での感染防止対策のポイントは、「新しい生

活様式」の実践であり、日ごろから、感染症防止を見据えた、生活習

慣を身に着けていただくことで、災害時においてもソーシャルディス

タンス等を意識した行動につながると考えている。「新しい生活様式」

の定着を図るため、市民の皆さんに、御理解、御協力いただけるよう

周知に努めていく。

●質問―病院従事者に対する「感染予防」、「待遇面」、「ストレスを抱え

た方々への対応策」はどのようなことをしてきたか。

●答弁―全職員に出勤前の検温、マスクの着用、手指消毒の徹底、外出

自粛を促す等の対策をした。待遇面では、危険手当の増額、看護師寮

の貸し出し等を行った。ストレスへの対応では、精神科リエゾンチー

ムによる相談体制を整備した。

●質問―医療従事者へ市はどう対応し、感謝を表していくのか。
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●答弁―直接的な給付は、国の動向を見守り、情報収集していく。医療

従事者をはじめ多くの職業の方が、懸命に努力されていることを認識

し、他者を思いやる気持ちを共有できるよう、ホームページ等を利用

して、メッセージを発信していきたい。

●質問―対策本部では施策決定に当たってどのような協議をしているの

か。

●答弁―庁内各部、市三師会、西多摩保健所、消防署、警察署で情報共

有を図り、協議し、市の方針を決定している。

●質問―商店街や観光業等の事業者への支援策や各種計画の変更は。

●答弁―新型コロナウイルス緊急対策資金融資制度、プレミアム付商品

券等を実施し支援していく。中長期的な施策は、事業者等の意見を聞

き、コロナウイルス感染症の状況を注視し、必要に応じて協議してい

く。

●質問―医療に関する情報は、市ホームページで分けて掲載する、広報

おうめの号外として示す等してはどうか。

●答弁―医療の情報と他の情報の区別は行っていないが、より見やすい

ホームページとなるよう努めていく。５月 日に「新型コロナウイル

ス感染症対策のお知らせ」を発行し、受診の流れをフローチャートで

お示しした。

●質問―新しい生活様式への取組として、市でもテレワークや時差出勤、

オンライン会議等の推進を図ってはどうか。

●答弁―情報セキュリティに対応した環境整備のための財政措置や、窓

口職場に対応する方法等、課題も多いが、引き続き先進的な取組事例

等について情報収集を行い、導入について研究していく。今後、時差

通勤やオンライン会議についても、取組を進めていきたい。

●質問―新型コロナウイルス感染症の関係で、市へはどのような相談が

寄せられているか。

●答弁―生活困窮の相談が多く、専門の支援員が対応している。事業者

からは国や都の給付金や各種融資制度等への問い合わせが多く、国の

窓口の紹介等、対応に努めている。また、市民のお困り事に合った制

度、部署、関係機関等を案内し、問題の早期解決のお手伝いをするイ

ンフォメーション窓口の設置準備を進めている。

●質問―第２波流行に備えた医療体制整備について、資金援助等、ＰＣ

Ｒセンターのさらなる拡充を図るべきと考えるが見解を伺う。

●答弁―市医師会、西多摩保健所と協議を行っている。資金援助は国の

動向を注視していく。

●質問―新型コロナウイルス情勢下における学校運営の方向性につい

て、ＩＣＴの活用等も含め、現状の課題と今後の方針を伺う。

●答弁―休校期間中、各学校でメールやホームページを通し、保護者や

児童・生徒に学習課題を示す、メールにより直接相談や質問を受け付

ける等、さまざまな方法でＩＣＴを活用してきた。パソコン等の端末

や通信環境の整備がない家庭があること、保護者の協力が必要となる

こと、学校で一度に多くのパソコンからの通信ができないこと、ＩＣ

Ｔの活用に不安を抱く教員がいること、情報モラル、情報セキュリテ

ィ問題等、解決すべき課題が多くあると認識している。また、今後に

ついては、今年度中に１人１台の端末と、高速大容量のネットワーク

環境の整備を計画している。再度休校となった場合には、既存のタブ

レット端末の貸与等を検討している。今後は、教員の研修会の開催や、

各学校に情報教育推進教員を指名し、ＩＣＴを活用した学習活動が推

第２　新型コロナウイルス感染症に関することについて
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進できるよう努めていく。

第 回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

市主催イベントの７月以降の取扱いについて

第 回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

職員の新型コロナウイルス感染症への感染について

全員協議会

市職員の新型コロナウイルス感染について

新型コロナウイルス対策特別委員会

国の補正予算（第２号）の概要について

新型コロナウイルス対策助け合い基金への寄付の状況について

新型コロナウイルスの対策事業（案）について

〇内容―新型コロナウイルス対策助け合い基金の寄付状況について、６

月 日までに、個人（９人）から 万 円、市の幹部会から 万

円の寄付をいただいた。なお、一般会計補正予算（第３号）における

新型コロナウイルス対策助け合い基金への積立額と合わせた現時点の

基金残高は１億 万 円である。

新型コロナウイルスの対策事業の就学援助給食費特別奨励金につい

ては、小中学校の臨時休校措置を受け、各家庭ともお子さんが自宅等

で昼食を取らざるを得ない状況となったことに伴い、生活に困窮され

ている就学援助認定世帯及び特別支援学級就学奨励費認定世帯に対

し、４月分以降の給食費相当額を支給しようとするものである。支給

対象は保護者とし、該当となるお子さんの人数分となり、事業費は、

事務費を含め 万円を見込んでいる。

次に、 歳までの世帯構成員がいる非課税世帯への生活支援事業に

ついては、このコロナウイルス禍において、子育てや教育費の負担等

で特に苦慮されている個人市民税非課税世帯を支援しようとするもの

である（生活保護受給世帯は除く）。対象は、本年６月１日までに出生

された 歳以下のお子さんがいる世帯を対象に、現金給付による生活

支援を行おうとするものである。本事業は、お子さんの数にはよらず、

１世帯当たり一律３万円の支給とする。対象世帯数は 世帯を見込

んでおり、事業費は事務費を含め 万円を見込んでいる。なお、本

事業の実施に当たり、専門で担当する新たな部署を組織する準備を進

めている。

●質疑―就学援助給食費特別奨励金について、対象となる就学援助認定

世帯は何世帯あるのか。

●答弁―就学援助認定世帯は昨日現在で 世帯だが、前年所得が確定し

ていない方や新型コロナウイルス感染症拡大による家計の激変を理由

とした申請の方については、審査結果が出ていないため、今後さらに

増えると想定している。

●質疑―この事業を担当する専門の部署を新たに立ち上げる予定とのこ

とだが、人数構成及びいつ頃発足される予定か。

●答弁― 歳までの世帯構成員がいる非課税世帯への生活支援事業をメ

インに担当することを考えている。健康福祉部内への設置、人数構成

等について、現在検討中である。

第 回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

職員の新型コロナウイルス感染症への感染について

第 回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

新型コロナウイルス感染症にかかる公表基準について



333

新型コロナウイルス対策特別委員会

新型コロナウイルス対策事業（令和２年度青梅市一般会計補正予算（第

３号）予備費計上分の進捗状況について

国の補正予算（第２号）における新型コロナウイルス感染症対応地方

創生臨時交付金の交付限度額等について

国の補正予算（第２号）に伴う対策事業について

〇内容―感染症対策用物品（備蓄品）の購入については、医師会、保健

所等の専門家からの意見も聴取し決定、購入しているが、専門家から

の意見により、備蓄品の種類が増えていることから、執行見込額は補

正額を上回る予定である。

総合病院来院者サーモグラフィー検査機器の導入については、購入

機器の最終的な選定中であり、９月補正予算に計上する。

感染症対策トイレ整備（市民センター及び健康センター）について

は、今月中に業者を決定し、順次施工する。完成は年内を予定してい

る。

高齢者買い物代行支援については、具体的な実施内容が決定してお

り、９月１日の事業開始に向け、代行業者の募集等を進めている。な

お、利用者には１回につき 円を負担いただく。

市民生活や地域経済を支える取組としての法律相談体制等の強化に

ついては、弁護士による法律相談を６月 日から実施している。また、

会計年度任用職員を活用した市民の皆様を案内するインフォメーショ

ンについては、７月１日から実施している。

生活自立支援相談体制の強化及び住居確保給付金の支給について

は、必要となる会計年度任用職員の雇用もでき、相談業務の充実及び

住居確保給付金の支給も適切に進めている。

ゆめうめちゃんぬりえイラストコンテストについては、 件の応募

を頂き、今月末には結果を発表できるよう進めている。

動画コンテンツ等の提供環境の整備については、必要な備品等の見

積りを依頼しており、ＴＣＮとその公開方法に向けた協議中である。

８月中には準備を完了したいと考えている。

認可保育所にかかる副食費補助については、８月中に執行予定であ

る。

農産物自動販売機器整備費補助については、８月上旬に対象者に事

業内容をお示しする通知を送付する。

エール飯のテイクアウトサポートについては、６月から順次、市内

に案内チラシを配布するとともに、青梅商工会議所の協力を得て、既

に事業に着手している。

プレミアム付商品券の発行については、「つかおうよ！青梅」、いわ

ゆる商品券は 円の 枚つづり、１万 円分の商品券を１万円で

一人２冊まで購入可能とし、販売数は３万 冊を予定。また、「泊ま

ろうよ！青梅」の宿泊券は 円分の宿泊券を 円で一人２枚まで

購入可能とし、 枚の発行を予定している。利用期間は、「つかおう

よ！青梅」は８月４日から 月末まで、「泊まろうよ！青梅」は来年の

１月 日まで。登録店舗は７月 日現在、商品券は、大型店舗 店を

含む 店舗、また、宿泊施設は７月 日現在、 施設に登録を頂いて

いる。券の購入期間は８月４日から 日で、市内 か所の郵便局と、

うめや青梅店、紅梅苑、自転車コーキ屋の３店舗を予定している。な

お、市役所では８月８日の土曜日及び９日の日曜日に１階ロビーで引

換えを行う予定である。

第２　新型コロナウイルス感染症に関することについて
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中小企業ＩＣＴ化支援については、青梅商工会議所を通じてアンケ

ート調査を実施しており、地区や業種により必要なアプリ等の内容、

また、混雑緩和策となる予約システムの導入や専門家による個別相談

などについても実施することで検討している。

総合病院リモート環境の整備については、購入機器を選定中であり、

９月補正に計上する。

防災行政無線受信機の整備については、難聴地域における中継局の

設置必要箇所等について調査を行っている。

公民連携による新たな生活様式の普及促進については、６月末に庁

内で実施の内容を決定し、７月 日号広報おうめで公募を行っている。

次に、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の交付限

度額等について。地方自治体が取り組む事業、新しい生活様式等への

対応を図る上から、交付金が拡充された。交付方法については、青梅

市が策定する実施計画に掲載した事業に対し、交付限度額を上限に交

付され、交付限度額は９億 万 円であり、 市中７番目に多い

額である。

第１次交付時点との変更点は、一定の要件を満たす場合に限り、基

金に積み立てることが認められ、最長令和７年度までにその基金に積

み立てたものを使用することが可能となった。ただし、その条件は非

常に限られており、代表的なものは利子補給事業である。なお、前回

の委員会で質疑のあった地方創生臨時交付金に関するＱ＆Ａのただし

書の解釈について、基金を使用して実施した事業に、今回の二次で交

付される交付金を活用することは可能であり、交付金を活用した場合

には、基金を充当した額と振り替えることは可能であると国から回答

があった。

次に、国の補正予算（第２号）に伴う対策事業について。ひとり親

世帯臨時特別給付金については、基本給付と追加給付がある。基本給

付の対象者として、１、『令和２年６月分の児童扶養手当受給者』が

世帯、第２子以降は 人を想定している。申請は不要だが、要らない

という意思表示があった場合のみ支給をしない。給付額は、１世帯５

万円、第２子以降、１人につき３万円。周知方法は、現況届の送付時

に関係書類を同封して周知し、８月中の支給を考えている。次に、２、

『公的年金給付等を受けていることにより児童扶養手当の支給を受け

ていない者』が、 世帯、第２子以降は９人を想定している。こちら

は申請が必要だが、給付額及び周知方法は同様である。支給時期は、

８月の現況確認時に併せて申請書等の内容を審査し、支給は９月以降

になる。次に、３、『新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が

急変し、直近の収入が児童扶養手当の対象となる水準に下がった者』

が、 世帯、第２子以降は 人と見込んでいる。こちらは今まで児

童扶養手当の対象でない世帯で、対象者を把握していいため、申請が

必要になる。８月１日号の広報おうめや市ホームページで周知し、９

月以降の支給、２月末までの完了を予定している。

追加給付については、基本給付の１、２の支給対象者のうち、『新型

コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急変し、収入が大きく減

少しているとの申出があった者』として、最大 世帯を見込んだ。

こちらは簡易な申請が必要となり、給付額は基本給付とは別に１世帯

５万円とした。青梅市ではこの事業に１億 万円余を計上するが、

国の補助金のため、 分の の補助率である。

続いて、青梅市に交付される予定の９億 万円余を効果的に活用
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し、新型コロナウイルス感染症により影響を受けている市民や事業者

などを支援できるよう、市独自の施策を検討している。検討に当たり、

国の交付金に対する考え方や支援内容、スピード感などを総合的に判

断して、緊急的に実施すべきものと、新しい生活様式に対応するため

のものの２つの大きな観点を持ち、事務を進めている。

事業者支援臨時給付金については、売上げが前年度同月比 ％以上

減少するなど、経営に苦慮されている中小企業等を対象に、１事業者

当たり 万円を給付し、事業継続を支援する。予算額は、３億円余を

見込んでおり、商工観光課が担当する。

介護・障害福祉サービス事業所等感染防止支援事業補助金について

は、数多くの高齢者等施設が存在する青梅市の地域特性などを踏まえ、

日々新型コロナウイルスの感染予防に尽力されている介護・障害福祉

サービス事業所等を対象として、特別養護老人ホームなどの入所施設

に 万円など、施設種別に応じて定額を補助し、事業者の負担を軽減

するとともに今後の感染予防を図る事業である。予算額は 万円余

であり、介護保険課及び障がい者福祉課が担当する。

幼児教育・保育施設従事者に対する応援事業補助金については、こ

の間苦労されている保育園や幼稚園などの全職員の方に、職種や正規、

臨時の雇用形態を問わず、感謝、応援の意味から補助を行うものであ

る。予算額は 万円余で、子育て推進課が担当する。

新型コロナウイルス感染症対策市民活動実施団体補助金について

は、緊急事態宣言が解除され、新しい生活様式の下で徐々に市民生活

が再開されつつあるが、生涯学習活動などを行う市民の活動は、感染

防止に対する費用負担が重いなど、活動を行う上での課題もある。こ

のため高齢者クラブ、文化団体連盟や体育協会に加盟する分野別の連

盟や協会の組織団体、また、青少年健全育成団体等に対し、それぞれ

上限額を設けて補助金を交付し、市民活動の継続を支援する事業であ

る。予算額は 万円余としているが、若干の増を見込んでいる。担当

は、各課が連携、協力する前提で社会教育課を主とする。

学校給食用材料購入費保護者支援事業については、小中学校の臨時

休業が終わり、学校給食も再開されたが、新型コロナウイルス感染拡

大防止のため、文部科学省からの通知にのっとった給食を提供し、平

常時に比べ品数の少ないメニューになってしまったが、主食のパンや

おかずを大きめにするなどの工夫をした。また、保護者の負担軽減を

考慮し、６月分の給食費を徴収せず、市が負担することで、家庭を支

援するものである。予算額は 万円余で、学校給食センターが担当

する。

庁舎等感染防止対策事業については、市役所などの市の施設におい

て、来庁者の感染防止対策をより充実できるよう、手指消毒用アルコ

ールの足踏み式スプレー台や窓口に飛散防止のためのアクリルパネル

などを設置するものである。予算額は 万円余で、総務契約課が担当

する。

市民センター等網戸整備事業については、８か所の市民センターと

総合体育館の会議室の窓に網戸を設置し、蛾などの侵入を防止すると

ともに、適切な自然換気を行うことで感染防止を図り、利用者の活動

を支援するものである。予算額は 万円余で、市民活動推進課及びス

ポーツ推進課が担当する。

地域避難施設開設環境整備補助金については、新型コロナウイルス

感染症の拡大を防ぐ上で、災害時の避難における３密回避が課題とな

第２　新型コロナウイルス感染症に関することについて
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っていることから、避難場所を増やすために地域の自治会館を開放し

てもらうよう協力をお願いしている。地域の状況に応じて必要な物品

等を整備することで、円滑に地域の避難施設としての開設・運営が図

れるよう、市内 の自主防災組織に対し補助金を交付しようとするも

のである。予算額は 万円余で、防災課が担当する。

●質疑―エール飯のテイクアウトサポートは、既に実施している事業と

のことだが、エール飯とテイクアウトサポートのデリバリーは、２つ

のチームが共同してやっているというような話も伺っている。この２

つにどのような差があるのか。また、市民にとってよりよいサービス

になるために、今後どのようなサービス展開等を考えているか。

●答弁―青梅エール飯とは、市内の飲食店の料理を購入いただき、その

写真や感想をフェイスブック、インスタグラム、ツイッター等に投稿

することで市内の飲食店を支援するプロジェクトで、実施団体はＮＰ

Ｏにしたまである。テイクアウトサポートは、このエール飯等のテイ

クアウトサービスを利用したい方が店舗まで取りに行くことができな

いなどの場合に、サポーターが料理を届けるというものである。利用

者には便利であり、出前などのサービスを持たない店舗にとっても販

路を拡大できるというもので、青梅商工会議所で実施している。今後

については、さらに周知に取り組み、拡大を図っていきたい。

●質疑―第１次交付時点との変更点について、基金に充当することはで

きるが、事業は非常に限定され、その１つの例としては利子補給であ

るとのことであったが、もう少し詳しく説明を。

●答弁―利子補給を行う場合には、この国の交付金を基金に積み立てる

ことができ、令和７年度までその積み立てた国の交付金を使えるとい

うことが１つ。もう１つは、今まで市の何かしらの基金からコロナウ

イルス対策事業にお金を使ったものは、この交付金をその使った基金

に積み戻していいということなので、既に新型コロナウイルス対策助

け合い基金を取り崩して支出した分を積み戻すことが可能という２

つの性格を持っているということである。

●質疑―交付額は約９億 万円で、その内訳も示されているが、第１

次交付のときと交付対象等の表現が違う。この内容が今回狭められた

ということはないと考えてよいか。

●答弁―特に用途について、大きな変更はない。

●質疑―事業者支援臨時給付金は、事業者に対する直接給付という理解

でよいか。また、会社の事業規模や従業員数によって金額が変わるの

か。

●答弁―市が直接事業者へ支払いするものであり、使途等を限定するも

のではなく、１事業者 万円の一律である。

●質疑―今回の８事業の総額約５億円は７月末の臨時議会で予算計上

され、残りの４億 万円余については９月定例議会に全額計上しな

いと都への提出が間に合わない。残りの約４億 万円余について

は、査定を含めてどのような状況になっているか。

●答弁―今回の８事業と並行して検討を進めている。９月定例議会には

しっかり提出できるよう、本特別委員会での御意見なども踏まえ早急

に取りまとめたい。

第 回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

各部における各種イベント等の中止について
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新型コロナウイルス対策特別委員会

国の補正予算（第２号）に伴う市の対策事業について

〇内容―国の第２次補正で拡充された新型コロナウイルス感染

症対応地方創生臨時交付金を活用した事業案について説明を

受けた。

妊婦ＰＣＲ検査費用補助金について、これまで総合病院で

は、妊婦が入院する際にＰＣＲ検査への協力をお願いし、検査

費用は自然分娩の場合は自己負担であった。こうした負担を

軽減し、検査への協力を円滑に進めるため、検査費用を補助す

るもので、予算額は 万円余である。

ＰＣＲ検査センター事業については、今後、総合病院の建て

替え事業が進むことや中長期的な体制整備が必要であること

から、休日診療所機能も有するＰＣＲ検査センターを市役所

仮設駐車場内に新設する。

休日歯科診療所医療設備更新事業については、歯科診療の

過程において発生する飛沫や粉じんなどによる感染を防ぐた

め、老朽化した歯科用診療機器を更新するもので、予算額は

万円余である。

外来診療協力医療機関支援事業については、市民の安全、安

心、健康管理に協力いただける医療機関の従事者に対する感

染症対策に必要なマスクや防護キットなどを購入し、支援を

行う。また、一部物品について市が備蓄をしようとするもので

あり、予算額は 万円である。

学校感染症対策事業については、パーティションやサーキ

ュレーターなど学校における感染症対策に資する保健衛生用

品を購入するというものであり、予算額は 万円余である。

学校体育施設開放関係感染症対策事業については、学校開

放事業で市民が体育館などを利用した後に、除菌、清掃作業を

行っていただく際に使用する消耗品を購入するものであり、

予算額は 万円である。

避難場所感染対策事業については、既に災害時における避

難場所の感染予防対策として、非接触式体温計や消毒液など

の整備を進めているが、さらに対策を強化するものとして、市

民センターや学校体育館などの避難場所にパーティション等

を整備しようとするものであり、予算額は 万円余である。

リサイクルセンター感染防止環境整備事業については、ご

みを介した感染拡大を防止するため、手選別作業場所に手洗

い場を整備するとともに、消毒液を購入するものであり、予算

額は 万円余である。

商店街感染症対策事業補助金については、商店街が実施す

る新型コロナウイルス対策事業への補助及び新型コロナウイ

ルスにより大きな打撃を受けている状況を改善するようなイ

ベント実施への補助を行うものであり、予算額は 万円であ

る。

新生児特別定額給付金についは、国の定額給付金の対象か

ら外れた４月 日以降に出生した新生児の親に対し、 万円

の定額給付金を支給しようとするものである。なお、対象は、

学年を考慮し、令和３年４月１日までとするが、予算額は、４

月１日分を含まない 万円余とする。

第２　新型コロナウイルス感染症に関することについて

っていることから、避難場所を増やすために地域の自治会館を開放し

てもらうよう協力をお願いしている。地域の状況に応じて必要な物品

等を整備することで、円滑に地域の避難施設としての開設・運営が図

れるよう、市内 の自主防災組織に対し補助金を交付しようとするも

のである。予算額は 万円余で、防災課が担当する。

●質疑―エール飯のテイクアウトサポートは、既に実施している事業と

のことだが、エール飯とテイクアウトサポートのデリバリーは、２つ

のチームが共同してやっているというような話も伺っている。この２

つにどのような差があるのか。また、市民にとってよりよいサービス

になるために、今後どのようなサービス展開等を考えているか。

●答弁―青梅エール飯とは、市内の飲食店の料理を購入いただき、その

写真や感想をフェイスブック、インスタグラム、ツイッター等に投稿

することで市内の飲食店を支援するプロジェクトで、実施団体はＮＰ

Ｏにしたまである。テイクアウトサポートは、このエール飯等のテイ

クアウトサービスを利用したい方が店舗まで取りに行くことができな

いなどの場合に、サポーターが料理を届けるというものである。利用

者には便利であり、出前などのサービスを持たない店舗にとっても販

路を拡大できるというもので、青梅商工会議所で実施している。今後

については、さらに周知に取り組み、拡大を図っていきたい。

●質疑―第１次交付時点との変更点について、基金に充当することはで

きるが、事業は非常に限定され、その１つの例としては利子補給であ

るとのことであったが、もう少し詳しく説明を。

●答弁―利子補給を行う場合には、この国の交付金を基金に積み立てる

ことができ、令和７年度までその積み立てた国の交付金を使えるとい

うことが１つ。もう１つは、今まで市の何かしらの基金からコロナウ

イルス対策事業にお金を使ったものは、この交付金をその使った基金

に積み戻していいということなので、既に新型コロナウイルス対策助

け合い基金を取り崩して支出した分を積み戻すことが可能という２

つの性格を持っているということである。

●質疑―交付額は約９億 万円で、その内訳も示されているが、第１

次交付のときと交付対象等の表現が違う。この内容が今回狭められた

ということはないと考えてよいか。

●答弁―特に用途について、大きな変更はない。

●質疑―事業者支援臨時給付金は、事業者に対する直接給付という理解

でよいか。また、会社の事業規模や従業員数によって金額が変わるの

か。

●答弁―市が直接事業者へ支払いするものであり、使途等を限定するも

のではなく、１事業者 万円の一律である。

●質疑―今回の８事業の総額約５億円は７月末の臨時議会で予算計上

され、残りの４億 万円余については９月定例議会に全額計上しな

いと都への提出が間に合わない。残りの約４億 万円余について

は、査定を含めてどのような状況になっているか。

●答弁―今回の８事業と並行して検討を進めている。９月定例議会には

しっかり提出できるよう、本特別委員会での御意見なども踏まえ早急

に取りまとめたい。

第 回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

各部における各種イベント等の中止について
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対話支援システム導入事業については、感染防止を図るた

め の 職 員 の マ ス ク 着 用 及 び 窓 口 の パ ー テ ィ シ ョ ン 設 置 に よ

り、高齢者の方などとの会話の際には聞き取りにくい状況も

発生しているため、それを解消する機器を導入するものであ

り、予算額は 万円余である。

動画コンテンツ活用事業については、新しい生活様式の下

で日々の暮らし等に役立つ動画を市民から募集し、その応募

された動画を市のデジタルコンテンツとして活用し、暮らし

のアイデアを市民に伝えることで、新しい生活様式の普及、定

着につなげていこうとするものであり、予算額は 万円余で

ある。

テレワーク支援事業については、緊急事態宣言下において、

民間企業を中心にテレワークの取組が大きく進んでいるが、

特に子育て世代などでは環境的な問題から自宅で仕事を行う

ことが難しいなど、新たな課題が生じている。この状況を少し

でも改善できるよう支援するため、市民センター等にＷｉ－

Ｆｉを整備するとともに、テレワーク用の机や椅子を用意し、

簡易ではあるが仕事環境を整えるものである。また、民間事業

者によるテレワークスペースの整備を促すため、その整備に

必要な費用についても補助しようとするものであり、予算額

は 万円余である。

市議会リモート環境整備事業については、議会側からの要

請も頂き、この状況下に即した対応として、議会用タブレット

端末の購入などにより、非対面による会議の実施や文書資料

の共有化などの環境整備を行おうとするものであり、予算額

は 万円余である。

テレワーク環境整備事業については、職員がテレワークや

ウェブ会議を実施できるようにするパソコンなどの情報機器

を整備しようとするものである。なお、前述の議会のリモート

環境整備にも対応できる措置を含んでおり、予算額は 万

円余である。

電子申請促進事業については、コロナ禍における手続等の

電子申請を促進するため、東京共同電子申請・届出サービスを

さらに活用し、申請できるメニューを拡充しようとするもの

であり、予算額は 万円余である。

ＧＩＧＡスクール構想端末整備事業については、既に第３

号補正予算で情報端末のリースをお認めいただいたが、備品

購入へ変更しようとするものである。この変更により、後年 度

に発生するリース料に比べ、 万円余の削減が可能となる

ものであり、予算額は１億 万円余である。

以上が新たに実施を検討している事業である。

次に、財源を助け合い基金から国の交付金に変更する事業

について。新型コロナウイルス対策生活支援臨時給付金支給

事業及び新型コロナウイルス対策就学援助給食費特別支援事

業については、財源として助け合い基金を活用することにな

っていたが、いわゆる第２波などに備える重要性を踏まえ、国

の交付金の活用に切り替えようとするものであり、 万円

余を基金に戻し入れることで、残高は１億 万円余となる

ものである。
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最後に、後年度の負担に備え基金化を図る事業について。

中小企業振興資金緊急資金融資事業については、新型コロナ

ウイルス感染症の影響で資金融資を受けた事業者に対して市

が利子補給などを行うものであり、令和３年度から７年度分

までの利子補給に必要な額を助け合い基金に積み立て、活用

しようとするものである。

●質疑―ＰＣＲ検査センターの診療は、休日、夜間のみか。

●答弁―基本的に休日診療所と同じ運用であるため、休日と夜

間の診療である。

●質疑―市議会リモート環境整備事業を進めていくに当たり、

傍聴者に対する公開や委員会などの内容をさらに公開してい

くということについて、どう考えているか。

●答弁―市民への公開等については、今後、議会でも御協議、御

議論をいただく必要がある。

●質疑―電子申請促進事業について、東京共同電子申請・届出サ

ービスに対応すると具体的に何ができるようになるのか。

●答弁―電子申請ができるメニューを増やしており、近年だと、

がん検診や社会教育課のイベントの申込みなどであり、平成

年度の約 件から令和元年度は 件程度に増えている。

しかし、窓口の手続等の電子申請がまだ進んでいない状態で

あるため、各課で電子申請ができる手続を洗い出していると

ころである。

ドライブスルー方式ＰＣＲ検査会場を青梅市立総合病院から健

康センター敷地内に移行

～

市議会定例会９月定例議会（一般質問）

●質問―新型コロナウイルス第２波以降に向けての 市の対策につ

いて、発熱難民を生じさせないための対策を伺う。

●答弁―市医師会に所属する医療機関の協力や、市でＰＣＲ検査センタ

ーを建設し対応する。センターの完成までは仮設建物により、ドライ

ブスルー方式のＰＣＲ検査を継続実施し、青梅休日診療所として、発

熱患者の受け入れにも対応していく。

●質問―感染症対策に対応した新病院を建設してほしいがどう

か。

●答弁―これまでの対応を教訓とするとともに、最新情報を収集

し、安全性の高い療養環境の整備や必要な設備等の充実を図

り、新病院建設を進めていく。

●質問―新型コロナウイルス感染症の拡大に起因する休校で、不足した

授業時間に対する対応及び休校期間中の対応について伺う。

●答弁―夏休みの短縮、土曜授業の実施等で概ね総授業時間数に近づけ

られている。限られた授業時間の中で、指導すべき内容を必ず指導し、

未履修が生じないよう学校に指導している。また、学校には、国や都

の学習支援サイト等を参考にしながら、発達段階や実態を踏まえ、計

画的に家庭学習を実施するよう周知するとともに、家庭にパソコンが

ない教員へ、パソコンを貸与し、動画配信等できるようにした。

●質問―ＧＩＧＡスクール構想の実現をどう図っていくのか。

●答弁―教職員の研修の充実等によりＩＣＴを活用した学習活動が校内

で一層推進できるよう努めていく。現時点では家庭でのオンライン学

習は想定していないが、今後は夏季休業中の家庭学習の充実、不登校

児童・生徒へのオンライン学習の実施等、より充実が図れる取り組み

第２　新型コロナウイルス感染症に関することについて
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を研究していく。

●質問―コロナ禍において、どう児童・生徒の充実した学校生活を実現

していくのか。

●答弁―ガイドラインの見直しを図り、臨時休業が発生した時の対応や、

児童・生徒が感染してもいじめや差別が起きないよう指導する等の対

応を確実に進めるとともに、学校と家庭を結ぶ、オンライン授業がで

きる環境の整備に努め、これからの教育活動に備えていく。

●質問―コロナ禍以前に感染症対策等で市が備蓄していたものはある

か。あればその備蓄をどう活用したか。また、今後計画的に備蓄を進

めることが重要と考えるが検討状況は。

●答弁―感染症等の災害への備えとして 万 枚のマスクを備蓄して

おり、２年３月以降、高齢者施設、障害者施設、保育園、医師会等に

計７万 枚を配布した。また、消毒用アルコールを各市民センター

に配備し、次亜塩素酸水を４市民センターで、市民や介護施設等へ配

布している。このほか、防護服等をドライブスルー方式のＰＣＲ検査

に従事する医師に活用いただいている。また、備蓄のテントをドライ

ブスルー方式のＰＣＲ検査や休日診療所の受付用として活用してい

る。

今回の配布状況等を踏まえ、マスクや防護服等の使用期限等を考慮

し、今後、青梅市新型コロナウイルス感染症対策本部会議において検

討の上、計画的な備蓄に努めていく。

●質問―クラスター発生時の介護職員等の応援体制構築への対応は。

●答弁―広域的な対応が必要と考えるため、都の動向を注視し、介護施

設と連携し、対応していく。

●質問―コロナ禍における今後のＢＯＡＴＲＡＣＥ多摩川について、プ

レミアムＧⅠレディースチャンピオン競走が無観客となった経緯と影

響、観客の入場再開以降の本場入場者数の状況及び今後のファンサー

ビス、売上向上策について伺う。

●答弁―政府の、大規模イベントの制限緩和の先送りに伴い、無観客で

の開催を決めた。無観客の影響で８億円余の本場売上げ減があったも

のと捉えている。一方で、オープン懸賞クイズでは２万件以上の応募

がある等、各種の売上向上策の結果、電話投票売上げの合計は 億円

余となり、前年度開催のＳＧ競走に比べ 億円余の増となった。６日

間の売上総額は、 億円余となり、レディースチャンピオン競走の

歴代最高売上げを記録し、大盛況に終わった。また、７月 日から８

月 日までの平均入場者数は 人であり、昨年同時期に対し、約

％の増であり、観客離れの心配はないものと判断している。

今後については、ボートレース業界のガイドラインにのっとり、感

染症拡大防止対策を確実に行い、安心、安全なレース観戦の提供に取

り組むことに加え、施設整備の充実に努めていく。売上向上策では、

静波まつりグッズの販売や、電話投票会員向けポイントサービスの交

換景品の拡充を行うほか、ユーチューブやＳＮＳを活用し、電話投票

を中心とした売上向上策に取り組んでいく。

●質問―コロナ禍の現状を踏まえた市内事業者の実情について、どう捉

え、施策に反映しているか。また、コロナ禍に対応する商店街や飲食

店等の商業振興についてどう考えているか。

●答弁―職員が市内企業を訪問し実施した聞き取り調査の声を参考に、

青梅市新型コロナウイルス緊急対策資金融資制度等の施策を実施して

きた。プレミアム付商品券の発行や事業者支援臨時給付金等の支援、
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３密を避けた商店街のイベントに対する支援等により、商業振興を図

っていく。

全員協議会

青梅市立総合病院における新型コロナウイルス感染症のクラ

スター発生について

新型コロナウイルス対策特別委員会

青梅市立総合病院 における 新型コロナウイルス感染症 のクラ

スター発生に伴う現状と対処方法について

●質疑―「すべての入院患者さんに対し、ＰＣＲ検査を実施して

いる」とあるが、これは入院時にしているのか、定期的にして

いるのか。

●答弁―入院時であり、定期的にしているということではない。

●質疑―クラスター発生病棟と外来の間について、職員の往来

は遮断されているか。

●答弁―特に職員の往来は遮断されていない。

●質疑―陰圧室、Ｎ マスク、医療用の防護服は足りているか。

●答弁―陰圧室として、ＩＣＵの個室２床を陰圧化したが、今

後更に必要となった場合は、後から陰圧化できる装置を追加

して対応することも検討の必要がある。Ｎ マスクは、クラ

スターが発生したため、運用方法を大幅に変更した。また、

医療用ガウンは、今後、不足すると考えている。

●質疑―今何が不足していて、何が必要なのか。

●答弁―医療資材については、現在の運用であれば賄えるが、

今後、運用を拡大していくと不足すると考える。特に必要な

のはＮ マスク、長袖の医療用ガウン、防護着、フェースシ

ールドである。

＊委員会で決定した医療資材の購入について、本特別委員会と

して、総合病院に要望書を提出することになった。

第 回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

市ホームページで公表する感染患者情報の項目追加について

市議会定例会９月定例議会

新型コロナウイルス対策特別委員会の中間報告について

〇内容―これまで開催された６回の特別委員会の内容等について、本会

議で中間報告される。

市議会定例会 月臨時議会

議案第 号「令和２年度青梅市一般会計補正予算（第９号）に

ついて

〇 内 容 ―市内歯科医院・接骨院・保険調剤薬局機関に対して感染

症対策事業補助金事業など、市独自の経費措置について可決

される。

新型コロナウイルス対策特別委員会開催

青梅市立総合病院 における 新型コロナウイルス感染症 院内感

染のその後の状況について

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の第３次交付につ

いて

新型コロナウイルス対策助け合い基金の状況および同基金を活用した

市の対策事業案について

〇内容―院内で発生したクラスターのその後の状況について及び、新型

第２　新型コロナウイルス感染症に関することについて
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コロナウイルス対策助け合い基金の状況および同基金を活用した市の

対策事業案について説明を受けた。また、新型コロナウイルス感染症

対応地方創生臨時交付金の第３次交付について報告を受けた。

●質疑―前回も感染経路の遮断が非常に重要であるという議論があっ

たが、この原因を解明することがやはり感染拡大にブレーキをかけ

られると思う。現状、特に病棟Ｂの感染経路の解明はどのような状

況か。

●答弁―病棟Ａと病棟Ｂの患者さんのＲＮＡの構造比較をおこなった

ところ、かなり異なっていたため、病棟ＡからＢへ直接感染したわ

けではないということが分かった。しかし、感染経路の解明はでき

ておらず、また、これ以上何か方法があるかというとないため、原

因が分からずに終わるかもしれない。

●質疑―「病棟間の患者移動を制限し」という方針が出てきたという

ことは、今までは病棟間の患者移動がされていたということか。

●答弁―新型コロナウイルスの対応病床とクラスターが発生した病棟

は、基本的に職員も含めて制限をしているが、以前は特に制限をし

ていなかった。今回、緊急事態措置期間中については、病棟間の患

者移動を制限するということをここに加えた。

●質疑―インフルエンザ予防接種費用助成で、対象を１歳から中学３

年生以下とした根拠は。

●答弁―日本小児科学会では、乳幼児から小学校低学年までの接種を

強く推奨しているが、青梅市としては、もっと幅広く助成しようと

いうことである。

●質疑―既に接種してしまった方も助成を受けられるか。また、予算

を超過した場合はどうなるのか。

●答弁―既に接種された方は、領収書等をもって償還払いという形で

助成する。また、予算を超過しても助成したいと考えている。

第 回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

今冬のインフルエンザ対策について

市各施設の利用人数制限の緩和について

～

市議会定例会 月定例議会（一般質問）

●質問―コロナ禍による経済全体への影響をどう見ているか。また、市

が行った経済対策とその効果をどう分析したか。今後の対策について

も伺う。

●答弁―セーフティネット保証の申請が 件を超え、失業保険申込数

も増加する等、市内経済においても大きな影響を及ぼしていると捉え

ている。国や都に先立って開始した融資制度やプレミアム付商品券、

事業者支援臨時給付金等の事業により、市内事業者へ事業継続支援が

できていると捉えている。今後も、国や都の支援策を注視しながら、

現在の市独自の支援策を継続していく。事業者等から情報を収集し、

商工会議所等と連携し、各種支援事業について、スピード感を持ち、

進めていく。

●質問―コロナ禍での自治会活動の現状や課題について把握している

か。

●答弁―緊急事態宣言を受けて、活動が中止となり、解除後も盆踊りや

運動会等の行事が中止されたと聞いている。様々な行事を中止しなけ

ればならないことによる地域コミュニティへの影響が最大の課題であ

ると捉えている。今後、参加者の健康と安全を最優先にしながら、ど

う自治会活動を継続するか、自治会連合会と情報共有しながら模索し
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ている状況である。

●質問―オンラインで活動ができるよう、新しいコミュニケーションツ

ールの導入を支援しては。

●答弁―オンライン環境が必要になってくると予想されるので、今後自

治会連合会とともに先進自治体での取り組み状況等の情報収集を行

い、研究していく。

●質問―コロナ禍における経済対策事業等について、市の産業振興

を目的とする事業の進ちょく状況を伺う。

●答弁―事業者支援臨時給付金等の支援や商工会議所と連携したテイク

アウト・サポート・プロジェクト等を行っている。

●質問―市内の検査体制について伺う。診療・検査医療機関を公表すべ

きではないか。

●答弁―ドライブスルー方式による検査、休日診療所、診療・検査医療

機関検査 カ所で受けられる。都は風評被害等を避けるため非公開と

している。

●質問―総合病院でのクラスター発生の教訓と現状、課題を伺う。

●答弁―今回のクラスターを教訓とし、「感染疑い者の早期発見」「初期

対応の迅速化」「感染教育の徹底」の３つの重点対策に取り組んでいる。

●質問―総合病院にＰＣＲ検査の全自動マシンを導入してはどうか。

●答弁―さまざまな機種を比較し、コストや使い勝手を検討し、早期に

導入でき、結核検査にも使用できる、現在の装置を選定した。提案の

装置は今後の参考とする。

第 回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

年末年始の発熱者の診療体制について

新型コロナウイルスワクチン接種体制の確保について

歯科診療室バキューム等購入

第 回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

緊急事態宣言中（１月８日～３月 日）のイベント開催につい

て

新型コロナウイルス対策特別委員会

新型コロナウイルスワクチン接種への市の対応について

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の交付予

定について

青梅市立総合病院における新型コロナウイルス院内感染発生

について

〇内容―新型コロナウイルスのワクチン接種については、国の主導的役

割の下、指示等に基づき、対象となる市民の接種に向けた準備を進め

ている。

ワクチン接種に係る職員体制については、本年１月 日付けで新型

コロナウイルスワクチン接種担当を設置し、担当主幹１名、担当主査

３名、担当係員は、過去に予防接種事務への経験を有する者２名を含

めた、現在健康課に所属する職員８名の計 名、合計で 名の兼務職

員として配置した。

予算規模は、歳入歳出ともに１億 万円余であり、国のワクチン

接種体制確保のための補助金、補助率 分の を活用する。

経費の内訳については、会計年度任用職員１名を雇用するための報

酬 万 円のほか、接種会場で必要となる手指消毒剤やゴム手袋、

救急用品等消耗品類の購入費用 万円、接種券の送付に係る郵送料

万円を計上した。また、委託料として、１人２回の接種記録を適

第２　新型コロナウイルス感染症に関することについて
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切に管理するため、既存の予防接種システムの改修費 万 円を、

接種券の作成と封入封緘業務経費 万 円、コールセンターの設

置や予約受付システムに係る経費 万 円の合計１億 万

円を計上した。

接種券の発送・接種開始については、ワクチンの接種対象者は 歳

以上の約 万 人であり、このうち、先行して接種を行う 歳以上

の約４万人に対して、３月中旬までに接種券を発送し、残りの約７万

人に対しては、４月下旬までに発送するよう準備を進めている。

なお、接種開始時期は、今後、国等のワクチンの供給状況を踏まえて

決定する。

次に、国の第１号及び第２号補正予算に計上された新型コロナウイ

ルス感染症対応地方創生臨時交付金の追加交付については、要綱で示

された算定対象となる事業をＡ事業及びＢ事業として実施した場合、

事業経費全体から国の補助額を差し引いた地方負担分が臨時交付金と

して交付される仕組みとなっている。なお、算定対象事業のうち地方

負担分の８割までしか交付されない事業もある。

本市への交付見込額については、約 万円の交付があるものと考

えている。その内訳は、法令で補助額が定められているＡ事業の地方負

担分に該当する額は約 万円、法令に補助率が定められていないＢ

事業に該当する額は約 万円となっている。現在、３月補正予算の編

成を進めているところであるが、約 万円の活用については、年度末

を控え新たな事業を構築する時間がないこと、また、２月８日までに実

施計画を東京都に提出する必要があることから、既存事業に充当する

こととした。

充当の考え方としては、法令で定めのない事業により算定された約

万円は、各当該事業の補助額の地方負担分、いわゆる補助裏に活用

したいと考えている。具体的には、教育費における小中学校再開に伴う

感染対策、学習保障等に係る支援事業として支出した市の一般財源分

万円などである。そして、補助裏に充当できないＡ事業により算定

された約 万円の活用については、今年度、新型コロナウイルス感染

症対応地方創生臨時交付金を活用した市の独自事業で、交付限度額を

超えた分は市の一般財源を使用していることから、その事業に充当し

たいと考えている。具体的には、３月末まで融資期間を延長して実施し

ている新型コロナウイルス緊急対策資金融資事業に充当する予定であ

る。

審議中の国の第３号補正予算に計上された新型コロナウイルス感染

症対応地方創生臨時交付金については、総額で１兆 億円が計上さ

れており、このうち地方公共団体が独自事業に活用できる地方単独分

として１兆円が措置され、各地方公共団体に分配されることとなる。

なお、交付限度額の算定の考え方については、現段階では示されてい

ない。

次に、青梅市立総合病院における新型コロナウイルス院内感染発生

については、再び院内感染が発生してしまい、感染拡大防止のため、入

院停止や外来診療制限等の措置を行わざるを得ない事態となったこと

について深くおわびする。

院内感染の経過については、同じ病棟で５人の感染者が出たため、院

内感染が発生しているものと捉え、直ちに病棟を閉鎖し、患者 人、職

員等 人、合わせて 人にＰＣＲ検査を実施した。翌日には院内感染

が発生したことを公表するとともに、患者や職員にＰＣＲ検査を翌日
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以降も引き続き実施した。また、別病棟の退院患者の感染が判明したた

め、接触状況を調査の上、１月 日にこの病棟を閉鎖し、入院患者 人

のＰＣＲ検査を実施したところ、患者２人の感染が判明した。このうち

１人の方は亡くなられた後に感染が判明したものである。

以上のとおり、複数の病棟で院内感染が発生している状況から、感染

拡大防止のため、１月 日から入院、救急を停止、外来診療は予約患者

のみの対応とすることを決定し、プレスリリース、病院ホームページへ

の掲載、青梅市民メールを発信し、周知を行ったところである。感染状

況については、１月 日から 日までの感染者数は、患者 人、職員４

人の合計 人であった。

院内感染の拡大防止対策として、職員に感染者が発生している状況

から、再度職員への感染教育の徹底が必要と考えており、感染管理チー

ムの院内巡回回数を増やし、現場における感染予防策の適切な維持と

廃棄物処理やリネンの運用等、感染管理上の環境リスクに対する改善

指導を図っていく。また、今回の院内感染は患者同士で感染が拡大して

いる可能性もあるため、入院患者に対する感染防御の指導強化も図っ

ていく。

専用病床の拡充整備については、感染者数の拡大に伴い、コロナ専用

病床を既存の 床から 床に拡充し、２月１日から運用を開始する。１

病棟１フロアの全病床をコロナ専用とするものであり、その他の専用

病床を含め、陰圧室を７床から 床に拡大している。

令和２年秋に緊急事態措置として病院機能を大きく制限せざるを得

ない緊急事態措置を講じ、院内クラスター収束後は経営状況の改善を

図ってきたが、再び院内感染が発生し、皆様に御心配と御迷惑をおかけ

するとともに、病院運営も大変厳しい状況となっている。今後も感染拡

大防止に努めるとともに、地域に対し引き続き安全な医療を提供して

いくので、御理解願いたい。

●質疑―ワクチンの接種に向けた青梅市の現状について、事業の概要や

会場の確保など進んでいるのか。

●答弁―担当部署を設置し、具体的な対応に当たっている。接種を進め

ていくためには、医療機関との連携協力が最も重要なものとなるため、

市医師会と綿密に協議を重ねている。また、大きな会場での集団接種

を検討していることから、会場選び、移動の動線、医師や看護師の配置

数など様々な仮定を立てながら検討を進めている。

●質疑―ワクチン接種の体制をつくるに当たり、職員の確保はどのよう

になっているか。

●答弁―今回のワクチン接種については、 歳以上の市民約 万 人

に対し１人２回とされており、これだけの規模で接種を完了させるた

めには、医師や看護師を相当数確保していく必要があるが、通常診療

との兼ね合い、ワクチンの供給量や会場、接種そのもののキャパシテ

ィーなども十分考慮しながら体制を構築していく。また、接種会場に

おける受付等の事務を行う市の職員については、選挙事務のように全

庁的な対応をしていく予定である。

●質疑―今回のワクチン接種に青梅市立総合病院は、どのように関わる

ことになるのか。

●答弁―現在新病院の建設工事中であること、また新型コロナウイルス

感染者の受入れをしているので、ワクチン接種会場としてではなく、

自院の医療従事者への接種、また集団接種への医師の派遣などを想定

している。

第２　新型コロナウイルス感染症に関することについて
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●質疑―個別接種は考えていないのか。

●答弁―今回のワクチン接種については、対象者数が多いため、集団接

種を実施していくことで現在検討を進めているが、例えば取扱いがし

やすいアストラゼネカ社製のワクチン供給状況が増えてくれば、各医

療機関での個別接種の機会を拡大していきたいと考えている。

●質疑―市民への情報提供について、いろいろなことがかなり定まって

きた時点で、広報おうめの特別号を出すなどして市民に周知を図る考

えはあるか。

●答弁―取り急ぎ３月１日号の広報おうめに掲載を予定しているが、そ

の後はまだいろいろな詳細が決まっていないので、ある程度詳細が固

まった段階で、特別号については発行を検討していきたいと考えてい

る。

●質疑―コールセンターを利用する際に心配されるのが、回線数が圧倒

的に少ないためつながらない。また、せっかくつながっても市民が聞

きたいことに対して、なかなか説明し切れないということがあると思

うが、どのように今対応されようとしているか。

●答弁―回線がつながりにくいという問題があることは承知している。

なるべくコールセンターではなく、ホームページやアプリなどをＰＲ

して、そちらを活用していただきたいという思いはある。また、説明が

なかなか理解していただけないのではないかというところについて

は、事前に委託会社へは十分に研修等を行い、そういうことが少しで

もなくなるような形で対応していきたい。

●質疑―感染教育の徹底が不十分だったかもしれないとあるが、もう一

つの可能性として、徹底していたが抑えられない状況になったという

ことも考えなくてはいけないと思う。その辺りをどう考えるか。

●答弁―現場においては日々お互いに点検し合うような形で感染防御に

努めていたが、職員も感染しているという状況であるため、感染管理

チームにおける院内巡回数を増やすとともに、環境を含めてもう一回

感染管理チームの点検と教育を図っていく。

●質疑―他院でのクラスター発生報告などを見ると、個室を大事にして

いる。総合病院では、新しい患者さんが来たら隔離的に個室にしばら

く入ってもらい、経過観察をしながら本来の治療をするなどの対応を

今までしていたのか。

●答弁―健康状態の観察をした上で、院内独自で危険性の高さに応じて

レベルを分類し、高い方は個室に、低めの方は４床室にと、物理的な限

界もあるので、そういった工夫をしながら対応している。

●質疑―２つの病棟は同じ感染源か。ゲノム解析などは行ったか。

●答弁―現在のところは不明である。

●質疑―今後はゲノム解析をして、感染経路を明らかにできるか。

●答弁―現在調査中であるが、可能な限り対応したい。

●質疑―不特定多数の方々が入ってきて、看護師をはじめ医療に携わる

方は相当疲れていると思うが、そのケアはどうしているのか。

●質疑―職員に対しては相談体制を取り、対応している

第 回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

新型コロナウイルスワクチン接種の対応について

月 日までの市主催のイベントの取扱いについて

感染症予防に対応した健康センタートイレ改修完了
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市議会定例会令和３年２月定例議会（一般質問）

●質問―コロナ禍での本市の児童虐待の状況、防止のための施策は。

●答弁―今年度 月までの対応件数は、前年の６件増の 件である。子

ども家庭支援センターの体制強化、関係機関との連携を進め、市民へ

は、講演会や広報で啓発を行っている。体罰の禁止について、児童等

の家庭へパンフレット配布等を行った。

●質問―青梅市及び全国の死亡者数推移データと新型コロナウイルスの

流行との相関関係について、令和元年まで増加傾向にあった全国死亡

者数が令和２年はコロナ禍にありながらも、減少したことについてど

う捉えているか。

●答弁―市では分析を行っていないが、新聞報道によると、新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡大防止のため、外出の自粛、マスクの着用や

消毒の徹底など、感染防止対策が広く図られたことが要因の一つとの

ことである。

●質問―コロナ禍等における市の意思及び観光・商業・商店街振興につ

いて、観光業や飲食業を含む小売業の課題とその対策を伺う。また、

集客目的イベントについてどう解釈しているか。

●答弁―市内事業者への聞き取り調査や金融機関からの意見聴取を引き

続き実施する中で、継続すべき事業、新たに実施する事業等を検討し、

商工会議所等と連携して今後も効果的な施策につなげていく。また、

コロナ禍においては、非接触型のイベントが推進され、幅広い方法で

開催されるものと考える。市でも非接触型イベントの手法等について

研究していくことが肝要であると認識している。

●質問―新型コロナ危機から、生活困窮等の市民を守る対策について、

事業者支援金の実績と課題を伺う。

●答弁―昨年８月から今年１月 日までの申請期間に 件の申請があ

り、現時点で 件に給付金を交付した。特に課題はないと認識して

おり、事業継続に効果があったと捉えている。

●質問―生活保護の広報の充実、福祉事務所の体制強化等すべきでは。

●答弁―広報やホームページで周知している。体制強化については、今

年度は面接相談員を１名増員し、新年度には生活福祉課に保護第４係

を新設する予定である。

青梅市休日夜間診療所建設工事開始

新型コロナウイルス対策特別委員会

議 案 第 号 青 梅 市 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 対 策 助 け 合 い 基 金

条例の一部を改正する条例

新型コロナウイルスワクチン接種への市の対応について

国の三次補正による交付額について

〇内容―議案第 号について、青梅市新型コロナウイルス対策助け合い

基金への積立資金の管理を明確にするため、積み立てた資金の種類に

応じた区分を設置しようとする改正である。改正内容は、資金を管理

するための区分を、第１号基金から第３号基金までの３つに区分し、

明確に管理しようとするものである。第１号基金は、国庫支出金であ

る新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金及び当該交付金

の運用により生じる収益金を、第２号基金は、都支出金である新型コ

ロナウイルス感染症緊急対策特別交付金及び当該交付金の運用により

生じる収益金を、第３号基金は、寄付金や市の予算の組替えにより積

み立てた資金とその資金の運用により生じる収益金をそれぞれ管理す

るものである。なお、第２号基金の積立資金である新型コロナウイル

第２　新型コロナウイルス感染症に関することについて
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ス感染症緊急対策特別交付金は、東京都の交付要綱等により令和３年

度末までに使用しなければならないため、第２号基金の規定は令和４

年３月 日限りその効力を失う。

次に、新型コロナウイルスワクチン接種の市の対応について。集団

接種に向けた予算として、看護師等の会計年度任用職員の雇用や職員

の時間外勤務手当を 万円、消耗品類の購入や市民への周知チラシ

印刷経費を 万 円、市外で接種する場合の代行手数料を 万円、

接種記録システムの改修経費を 万円、市民センター体育館の会場設

営経費を 万円、コールセンターのピーク時ポイント数を増やす経

費を 万円、ワクチンの配送に係る経費を 万円、注射器等の医

療系廃棄物の処理経費を 万円計上している。また、市民への周知

チラシは、視覚障害者向けの音訳化経費２万 円及び全戸配布に必

要な経費 万円を計上しており、合計で１億 万円である。なお、

令和３年度第１号補正予算案として、 歳以上の全ての接種対象者に

対する１人２回分の接種費用５億 万 円を計上している。

次に接種体制の準備状況について、ワクチン接種全体スケジュール

として、医療従事者等への接種の後、市民への接種として 歳以上の

高齢者への接種が開始となる。市民への接種の開始時期は、現在、５

月以降と捉えている。実施体制の構築に当たっては、今月１日にコー

ルセンターを設置したほか、２日に医療関係者に対し、集団接種実施

に係るオンライン説明会を開催した。なお、４月中には集団接種会場

を使用しての訓練を行う予定である。

住民接種の見込みについては、接種対象は 歳以上の市民で、対象

人数は約 万 人となっているが、任意接種のため接種率を ％と

見込み約 万 回の接種が必要と想定した。

接種の方法（令和３年３月５日現在の情報）は、 万回を超える回

数の接種を円滑に進めていく、またファイザー社製ワクチンの管理の

難しさなどを考慮して、当面は医療機関での個別接種ではなく、市が

設置する特設会場での集団接種を軸として実施する。なお、高齢者な

どの入所施設については、訪問しての巡回接種を検討している。

集団接種の実施概要については、平日の日中は２会場で１回ずつの

実施、土日は３会場での実施、また、隔週で夜間帯の接種を計画して

おり、実施期間は、５月から 月末までを見込んでいる。

市民側から見た接種までの流れについては、接種区分別に市から接

種券を郵送し、その後、ＬＩＮＥアプリやウェブ、また、コールセン

ターへの電話で予約し、接種当日を迎えていただくことになる。

広報おうめ３月１日号にワクチン接種のお知らせを掲載したが、ワ

クチン供給状況を踏まえ、３月 日号で改めて接種開始時期の変更に

ついて掲載する。また、接種実施が確定的な状況になったら、市民周

知チラシを全戸配布していく。

●質疑―大体１日に何人ぐらい、あるいは１週間で何人ぐらいに接種し

て、どのぐらいでこの 万人余の接種が終わる予定か。

●答弁―市民センター体育館を会場として、１時間当たり 人の接種を

８時間行うので、１日１会場で 人を想定しており、これを毎週継続

して 月末には接種を終了したいと考えている。

●質疑―１時間当たりの接種人数は、市医師会と相談の上でのものか。

●答弁―市医師会と協議の上、決定している。

●質疑―５月から 月末まで総合体育館の第１スポーツホールを押さえ

ているため、市内のスポーツ団体の大会等も全て中止になると思うが、
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この辺りの調整はどうしているのか。

●答弁―スポーツ団体に対して、２月に状況説明を行い、スケジュール

変更などの対応を既にお願いしている。また、市の主催事業等につい

ても、使用不可を前提として、事業の実施の可否を検討している。

●質疑―集団接種会場で必要となる医療関連物品、救急用品などの消耗

品類の購入について、全国的に一斉に接種がスタートするため、物品

が潤沢にそろわないということがあるようだが、青梅市の状況はどう

か。

●答弁―国から支給される物品もあるが、市で用意する物品も物によっ

ては品薄の状態で手に入りづらい状況である。接種に間に合うように

お認めいただいた予算を活用して計画的に購入を続けていく。

●質疑―集団接種会場図を見ると、入り口から入ったところに待機所が

ないので、接種される方がたくさん来たときに、どこで待っているの

か。また、人数の配置についてもシミュレーションをした後にしっか

りと考察して、いろいろ検討を加えていただく余地はあるか。

●答弁―現在は案として考えており、実際にやってみて再調整するとい

うことは十分検討していくべきであると考えている。

●質疑―コールセンターへの通話料は、無料にできないか。ウェブ等で

できる高齢者は少なく、電話のほうが多い。その方たちの市民サービ

スの一環として、市が負担してはどうか。

●答弁―市民の方のワクチン接種を円滑に進めるためにも必要な部分だ

と思うので、フリーダイヤルへの変更について、確認、検討をしてい

く。

第 回新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催

緊急事態宣言解除（３月 日）後の対応について

新型コロナウイルスワクチン接種への市の対応について

（参考）

青梅市休日夜間薬局 新施設を建設し開局

青梅市休日夜間診療所 新施設を建設し開所

第２　新型コロナウイルス感染症に関することについて
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梅の里再生事業に関することについて

報道発表：プラムポックスウイルスによるウメの病気の発生の確認と

対応について

・経緯：青梅市内の梅でプラムポックスウイルスによる病気の発生

を確認

・対策：アブラムシ防除の徹底、病気の発生範囲を特定するための

調査、全国的な発生調査

平成 年第３回青梅市議会（定例会）（一般質問）

「都市農業が輝くまちづくりを」

●質問―プラムポックスウイルスの風評被害対策について伺う。

●答弁―都が説明会を実施するほか、市でも広報などで周知し、風評

被害の防止を図っている。

報道発表：プラムポックスウイルスによるウメの病気の発生調査の結果

について

青梅市のほか、あきる野市、八王子市、日の出町および奥多摩町で

病気の発生を確認。また、その他に茨城県水戸市、神奈川県小田原

市での発生を確認

第１回プラムポックスウイルス対策連絡会

・広報おうめへの掲載について

・プラムポックスウイルス「青梅市内からの苗など持ち出さないよう」

チラシの配布について

・プラムポックスウイルスの発生確認と防除対策について

～

平成 年第１回青梅市議会（定例会）（一般質問）

「難題のプラムポックスウイルス対策とその対応について」

●質問―①プラムポックスウイルスとはどのような病気か。②本市が

発生源と特定されたが、発生ルートは判明しているか。③国、東京

都、青梅市のこれまでの対応を伺う。 など

●答弁―①アブラムシを媒介とし、モモなどの果樹類に感染するウイ

ルスによる病気である。人や動物に感染することはなく、果実を食

べても健康に影響はない。②国に確認したところ、海外から入った

ものと推測されるが、特定はできておらず、現在、感染樹のＤＮＡ

を調べ、感染ルートを調査中とのことである。③国、東京都で、調

査を行い、感染樹及び感染範囲を特定している。東京都では、アブ

ラムシの防除作業を行うとともに、住民説明会等を実施。青梅市で

は、関係団体とともに要望書を東京都に提出した。 など

「プラムポックスウイルス対策について」

●質問―市民の理解と協力を得るため、情報の公開と共有が重要と考

える。シンポジウムなどを開催してはどうか。 など

●答弁―説明会を行うとともに、広報や掲示板の活用により、周知して

いる。 など

「プラムポックスウイルスの感染から生産者、観光等を守る施策につ

いて」

●質問―①国、東京都、青梅市のこれまでの対応について伺う。②感

染樹を処分した後の対応は。 など

●答弁―①②国、東京都で、発症調査を行い、感染樹及び感染範囲を

特定中。東京都では、ウイルスを媒介するアブラムシの防除作業及

び住民説明会等を実施。青梅市では、関係団体とともに、東京都に
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要望書を提出。 など

「プラムポックスウイルス（ＰＰＶ）の対策について」

●質問―①青梅市内での感染状況は。②青梅市による農家への支援策

は。③国、東京都による緊急防除における青梅市の役割は何か。④

ウイルスにより梅の産地が消える可能性もあるが防疫に対する責任

の所在は。

●答弁―①調査が終了した地域である、千ヶ瀬町、勝沼、成木、藤橋

及び今井地区の 園地で 本の感染樹や感染の恐れがある樹木が

特定されている。②伐採後最低３年間は、ウメ、サクラ、スモモ等

の植栽が禁止されるが、再度、梅が再生できるような対応策を検討

していく。③国及び東京都からの情報を市民や関係者に正確に伝え

るとともに、関係団体で構成するプラムポックスウイルス対策連絡

会の意見等を国や東京都に伝えることと考えている。④防疫は、法

に基づき国及び東京都が行う。青梅市はそれに全面的に協力してい

く。

第２回プラムポックスウイルス対策連絡会

・広報おうめへの掲載について

・ＰＰＶ「感染樹等の除去の手順について」チラシ回覧について

・吉野梅郷梅まつりでの広報活動について など

第３回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・ＰＰＶ調査の周知について

・平成 年度廃棄実績について など

協議事項

・平成 年度のＰＰＶ発生調査および日程について

・ＰＰＶ感染樹の処理における例外区域の設定について

経済委員会

〇内容―「プラムポックスウイルス被害の現状とその対応策等の状況

について」を所管事務調査事項として決定した。

第４回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・梅の公園の感染状況、ほ場の調査状況、プレス発表の報告、一般

家庭のＰＰＶ調査の周知

協議事項

・梅の公園の対応について

・梅郷地区等の今後の対応について

経済委員会

〇内容―「プラムポックスウイルス被害の現状とその対応策等の状況

について」

●質疑―感染樹の処理における例外区域の設定について伺う。

●答弁―ほ場等で感染している場合に１割以上だとそのほ場全部を伐

採・抜根する基準があるが、例外区域を認めてもらいたいと国に要

望を検討している。

●質疑―梅郷地区の伐採・抜根は、どのくらいの期間が予想されるか。

●答弁―梅郷地区、特に観光地区だが、複数年かかる可能性がある。

●質疑―どのような補償になっていくのか概略を伺う。

●答弁―経済樹の場合は、年数、取れ高等によってその単価が変わっ

てくる。また、観賞用の樹は市場価格によって出すという話である。

第３　梅の里再生事業に関することについて
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〇内容―「プラムポックスウイルス被害の現状とその対応策等の状況

について」

●質疑― 軒の補償交渉ができて、何か報告は受けているのか。

●答弁― 軒の中では、補償を認めない話があったと聞いている。

●質疑―平成 年度中に梅まつりが行われるが、伐採、抜根等の作業

が行われるのか。

●答弁―来年の梅まつりまでには、梅の公園は伐採、抜根を行うこと

で要請している。

～

平成 年第４回青梅市議会（定例会）（一般質問）

「農業や観光などを守るためにプラムポックスウイルス対策の推進を」

●質問―①被害の現状と調査結果、今後の対応等について伺う。②梅

の公園の整備と梅まつりの実施について伺う。③生産者や観光業者

等への今後の対応について伺う。 など

●答弁―①平成 年度は、成木、今井地区等 園地で 本の感染樹が

確認され、廃棄処分、補償が行われた。平成 年度は、サンプリン

グまたは目視調査を実施し、サンプリング調査では、 か所で

本の感染樹が確認され、今年度中に廃棄処分、補償を行う。梅郷、

二俣尾地区の園地のサンプリング調査と、平成 年度に調査できな

かった公園や一般家庭は、平成 年度に実施される予定である。②

公園内の感染樹は、２月頃までに東京都が廃棄処分を行う予定であ

る。平成 年の梅まつりは、地元観光協会等と協議した結果、例年

通り実施することとした。③再び梅樹の植栽を計画される方に対し、

防除区域外での育苗ほ場の確保等の支援策について、東京都と協議

していく。地域の方の不安を払しょくできるよう梅の里の再生計画

を検討する。 など

全員協議会

〇内容―プラムポックスウイルス（ウメ輪紋ウイルス）の対応状況に

ついて

●質疑―調査樹数はどのぐらい残っているのか伺う。

●答弁―約１万 本程度の調査樹数が残っていると聞いているが、

一般家庭の梅は把握していない。なお、街路樹は梅郷地区で約 本

あると確認している。

●質疑―「国、東京都への要望の中で、吉野梅郷地区の梅の名所とし

ての早期復興を図るため、支援策を図ること」とは、どのような内

容になっているのか。

●答弁―最初に吉野梅郷地区の梅を早期に伐採、抜根、廃棄処分して

いくことが早期復興につながるものと考えているので、その部分の

予算確保をお願いした。

第６回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・東京都の対応について

・青梅市の対応について

・要望書の提出について など

調整事項

・今後の補償および防除について

第７回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・調査対象植物について

・梅まつり期間中の対応について

全員協議会

〇内容―東京都による庭木等のプラムポックスウイルス調査について

●質疑―青梅市内の 支会すべての地域を調査するのか。

●答弁―青梅市内全域を調査している。

●質疑―葉で調べないと感染の有無は把握できないのか。

●答弁―正確にわかるには葉が一番いい。

平成 年第３回青梅市議会（定例会）（意見書の提出）

〇内容―意見書案第２号「プラムポックスウイルスの植物防疫法に基

づく危機管理対応を早急に完了することを求める意見書」の提出に

ついて。宛先は、内閣総理大臣、農林水産大臣、東京都知事である。

国内で発生が確認されたウメ輪紋ウイルスに関する対策検討会

〇内容―感染樹が確認された地域においては、原則として、感染樹が

確認された地点から半径１ｋｍの範囲を省令に基づく緊急防除の防

除区域に追加指定する方向で今後検討を行うべきことを確認。

来年度以降も引き続き、防除区域周辺および各都道府県における

発生状況調査、感染のおそれがある樹の追跡調査を実施すべきこと

を確認するとともに、来年度以降の調査では、生産園地に加え、観

光園地を重点的な調査対象とすべきとされた。

第５回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・園地の調査報告

・一般家庭の調査報告 など

協議事項

・来年度の調査の進め方について

・アンケートについて

経済委員会

〇内容―プラムポックスウイルス被害の現状とその対応策等の状況に

ついて

●質疑―冬期、アブラムシが活動しない期間はほとんど感染の可能性

がないとの考えでいいのか。また、そうした情報は、生産者や市民

に説明されているのか。

●答弁―春先まで感染することはほぼないというのが専門家の意見

で、各地域の説明会等でも生産者に説明している。

●質疑―調査拒否もあるようだが。

●答弁―調査拒否については、青梅市も家庭に伺い、調査の協力をい

ただくように考えている。

●質疑―これだけのものをこの期間で、補償の交渉から処分まででき

るのか。

●答弁―東京都だけでは補償、交渉等はできないことから、国及び青

梅市にも人員を出して欲しいと依頼がきている。

●質疑―他の地域も緊急防除を行う区域に指定されると、他の地域が

終わるまで指定されるのか。

●答弁―青梅市の場合、全域が伐採・抜根した後３年間確認して新た

に発生しなければ防除の指定を解除していくと聞いているが、大字

ごとに解除も可能だと聞いている。

青梅市から「防除対策の早期解決を求める要望書」を農林水産省およ

び東京都に提出

経済委員会
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〇内容―「プラムポックスウイルス被害の現状とその対応策等の状況

について」

●質疑― 軒の補償交渉ができて、何か報告は受けているのか。

●答弁― 軒の中では、補償を認めない話があったと聞いている。

●質疑―平成 年度中に梅まつりが行われるが、伐採、抜根等の作業

が行われるのか。

●答弁―来年の梅まつりまでには、梅の公園は伐採、抜根を行うこと

で要請している。

～

平成 年第４回青梅市議会（定例会）（一般質問）

「農業や観光などを守るためにプラムポックスウイルス対策の推進を」

●質問―①被害の現状と調査結果、今後の対応等について伺う。②梅

の公園の整備と梅まつりの実施について伺う。③生産者や観光業者

等への今後の対応について伺う。 など

●答弁―①平成 年度は、成木、今井地区等 園地で 本の感染樹が

確認され、廃棄処分、補償が行われた。平成 年度は、サンプリン

グまたは目視調査を実施し、サンプリング調査では、 か所で

本の感染樹が確認され、今年度中に廃棄処分、補償を行う。梅郷、

二俣尾地区の園地のサンプリング調査と、平成 年度に調査できな

かった公園や一般家庭は、平成 年度に実施される予定である。②

公園内の感染樹は、２月頃までに東京都が廃棄処分を行う予定であ

る。平成 年の梅まつりは、地元観光協会等と協議した結果、例年

通り実施することとした。③再び梅樹の植栽を計画される方に対し、

防除区域外での育苗ほ場の確保等の支援策について、東京都と協議

していく。地域の方の不安を払しょくできるよう梅の里の再生計画

を検討する。 など

全員協議会

〇内容―プラムポックスウイルス（ウメ輪紋ウイルス）の対応状況に

ついて

●質疑―調査樹数はどのぐらい残っているのか伺う。

●答弁―約１万 本程度の調査樹数が残っていると聞いているが、

一般家庭の梅は把握していない。なお、街路樹は梅郷地区で約 本

あると確認している。

●質疑―「国、東京都への要望の中で、吉野梅郷地区の梅の名所とし

ての早期復興を図るため、支援策を図ること」とは、どのような内

容になっているのか。

●答弁―最初に吉野梅郷地区の梅を早期に伐採、抜根、廃棄処分して

いくことが早期復興につながるものと考えているので、その部分の

予算確保をお願いした。

第６回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・東京都の対応について

・青梅市の対応について

・要望書の提出について など

調整事項

・今後の補償および防除について

第７回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・調査対象植物について

・梅まつり期間中の対応について

第３　梅の里再生事業に関することについて
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る。

●質疑―プラムポックスウイルス対策連絡会はどのような状況か。

●答弁―本年度は２回実施し、内容は、樹園地及び庭木調査の進め方

等の説明を行った。

第 回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・庭木の委託調査業者について

・樹園地および庭木等の調査状況について など

調整事項

・庭木の調査中間報告について

・アンケート調査について

決算委員会

●質疑―青梅市では緊急防除対策の早期解決を図るため、防除対策の

強化を国、東京都に要望したとのことだが、実際に伐採・抜根され

た量を伺う。

●答弁―平成 年度のプラムポックスウイルスによる処分実績は、梅

園が 本、庭木、公園樹などは 本、植木など販売されているも

のが１万 本であった。

●質疑―補償はどのようなものだったか。

●答弁―補償は、国及び東京都の基準があり、その中で年数、径によ

って算定する。

第 回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・平成 年度調査結果について

・防除にかかる今後の予定について

調整事項

・梅の里再生計画について

全員協議会

〇内容―ウメ輪紋ウイルス（プラムポックスウイルス）の調査につい

ての報告

●質疑―梅郷地区の報告会では、どんな要望、意見が出たのか。

●答弁―とにかく早く補償を済ませて欲しいとの要望があった。

●質疑―地元説明会は、来年のことなのか。

●答弁―今年の 月に計画したいと考えている。

●質疑―対策委員会は今どんな動きになっているのか伺う。

●答弁―プラムポックスウイルス対策連絡会は、今まで防除に関する

協議をしている。今後は再生計画も考えていく対策会を作っていき

たいと考えている。

平成 年第５回青梅市議会（定例会）（一般質問）

「ウメ輪紋ウイルスの感染に伴う今後の対応について」

●質問―①廃棄のスケジュールは。②梅の再生計画について伺う。③

梅まつりは今後どうするのか。④梅の公園の整備について伺う。⑤

ウメ輪紋ウイルス終結の見通しを伺う。

●答弁―①東京都では、梅郷地区以外の生産園地と公園等で約 本

を平成 年度中に、梅郷地区の生産園地約 本と青梅市内全域の

庭木約 本を平成 年度中に廃棄処分する。②青梅市では梅の里

再生計画の策定を行っている。生産農家や商業者等へアンケート調

査を実施し、感染樹伐採後の農地等の活用の意向、観光や商業施設

の経営の見通し、期待される支援のあり方などについて意見を募集

・市の公共事業等の植栽の自粛について

調整事項

・平成 年度生産園地の調査方法等について

・平成 年度庭木の事前調査について

経済委員会

〇内容―プラムポックスウイルス被害の現状とその対応策等の状況に

ついて

●質疑―全世帯のうちの２割程度は調査にかからない、あるいは調査

自体も知らない人たちへの対応はどう考えているのか。

●答弁―自治会未加入世帯への周知は新聞折り込みをした。また、２

月 日号の広報おうめに掲載し、インターネットで周知する。

●質疑―梅郷地区も目視調査でやるのか。

●答弁―梅郷地区はまず目視調査の結果を有効に利用したいというこ

とであり、その中から ％程度の検体を出し、イムノクロマト法等

で検定していく。

平成 年第１回青梅市議会（定例会）（施政方針演説）

〇内容―ウメ輪紋ウイルスの対応については、防除対策が長期化する

ことがないよう、昨年 月に私自ら農林水産省や東京都に出向き、

早期の解決を要請した。また、国、東京都による感染樹の調査がよ

り円滑に進むよう、自治会に対象樹木の把握の協力をお願いしてい

る。青梅市としては、引き続き国、東京都が進める感染樹の防除対

策が早期に完了するよう支援していく。

また、ウメ輪紋ウイルスの影響は、梅生産農家だけでなく、観光

産業にも深刻な打撃を与えるなど、計り知れないものがあり、青梅

市としては、関係者の意向を十分把握し、地域の持つ潜在的な魅力

を掘り起こすことのできる方策を練り、この地域を従前にも増した

日本一の梅の里に整備すべく取り組んでいく。

第８回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・梅まつり期間中の対応について

・庭木の事前調査結果について

調整事項

・平成 年度の調査および廃棄の進め方について

・梅の里再生計画について など

第９回プラムポックスウイルス対策連絡会

調整事項

・平成 年度における調査内容等について

・ウメ輪紋ウイルスに係る庭木等の防除対策・実施計画（案）

広報おうめ：ウメ輪紋ウイルスの緊急防除のための調査実施および梅

等庭木の所有状況調査結果について

【庭木調査の概要】

・自治会の協力により、 世帯から回答を得た。

・調査対象樹数は合計 本

全員協議会

〇内容―ウメ輪紋ウイルスの状況について

●質疑―東京都は委託調査を３班編成で行うとのことだが、どんな業

者が入るのか。地域の実情に詳しい方も入れたほうが、より良い調

査ができるのではないか。

●答弁―東京都が指名している業者を選定して委託をすると聞いてい
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る。

●質疑―プラムポックスウイルス対策連絡会はどのような状況か。

●答弁―本年度は２回実施し、内容は、樹園地及び庭木調査の進め方

等の説明を行った。

第 回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・庭木の委託調査業者について

・樹園地および庭木等の調査状況について など

調整事項

・庭木の調査中間報告について

・アンケート調査について

決算委員会

●質疑―青梅市では緊急防除対策の早期解決を図るため、防除対策の

強化を国、東京都に要望したとのことだが、実際に伐採・抜根され

た量を伺う。

●答弁―平成 年度のプラムポックスウイルスによる処分実績は、梅

園が 本、庭木、公園樹などは 本、植木など販売されているも

のが１万 本であった。

●質疑―補償はどのようなものだったか。

●答弁―補償は、国及び東京都の基準があり、その中で年数、径によ

って算定する。

第 回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・平成 年度調査結果について

・防除にかかる今後の予定について

調整事項

・梅の里再生計画について

全員協議会

〇内容―ウメ輪紋ウイルス（プラムポックスウイルス）の調査につい

ての報告

●質疑―梅郷地区の報告会では、どんな要望、意見が出たのか。

●答弁―とにかく早く補償を済ませて欲しいとの要望があった。

●質疑―地元説明会は、来年のことなのか。

●答弁―今年の 月に計画したいと考えている。

●質疑―対策委員会は今どんな動きになっているのか伺う。

●答弁―プラムポックスウイルス対策連絡会は、今まで防除に関する

協議をしている。今後は再生計画も考えていく対策会を作っていき

たいと考えている。

平成 年第５回青梅市議会（定例会）（一般質問）

「ウメ輪紋ウイルスの感染に伴う今後の対応について」

●質問―①廃棄のスケジュールは。②梅の再生計画について伺う。③

梅まつりは今後どうするのか。④梅の公園の整備について伺う。⑤

ウメ輪紋ウイルス終結の見通しを伺う。

●答弁―①東京都では、梅郷地区以外の生産園地と公園等で約 本

を平成 年度中に、梅郷地区の生産園地約 本と青梅市内全域の

庭木約 本を平成 年度中に廃棄処分する。②青梅市では梅の里

再生計画の策定を行っている。生産農家や商業者等へアンケート調

査を実施し、感染樹伐採後の農地等の活用の意向、観光や商業施設

の経営の見通し、期待される支援のあり方などについて意見を募集

第３　梅の里再生事業に関することについて
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し、分析して計画立案の基礎資料とする。学識経験者や関係団体の

代表等で検討委員会を立ち上げ、当面の支援方策をはじめ、中長期

的対策を検討する予定である。③梅まつりの及ぼす経済効果、波及

効果は大きい。また、青梅の観光の柱はやはり梅であり、何年かか

っても残さなくてはならない、との地元の強い思いも考慮し、観光

協会と協議しながら前向きに検討したい。④公園の西側に用地を取

得しており、奥行きのある景観や休憩用ベンチの配置などでイメー

ジアップに努めている。植栽については梅の里再生計画の中で検討

する。なお、今年度はさらに園路を整備する。⑤緊急防除に伴う防

除区域指定の解除については、平成 年度中に廃棄処分が完了し、

その後感染樹が確認されない場合、最短で平成 年 月 日が考えら

れる。

平成 年第１回青梅市議会（定例会）（施政方針演説）

〇内容―ウメ輪紋ウイルスの感染は、梅生産農家や観光事業者などの

関係者に大きな打撃を与えている。青梅市としては、国、東京都が

進める防除対策に積極的に協力し、早期終結が図れるよう努めてい

く。また、本年度実施した意向調査を踏まえ、関係者や専門家など

幅広い分野から英知を結集し、梅の里の再生方針、復興方策につい

て早急に取りまとめていく。

梅の里再生計画検討委員会（準備会）

アンケート調査結果等中間報告について

計画策定スケジュールについて

委員会の公開・非公開について など

梅の里再生計画検討委員会（第 回）

計画策定の基本方針について

課題について など

第 回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・平成 年度廃棄樹数について

・梅の里再生計画検討委員会について など

調整事項

・ＰＰＶ対策にかかる役割分担について

・伐採後における農地の肥培管理について など

環境建設委員会

〇内容―ウメ輪紋ウイルス対策について

●質疑―予算のめどは立っているか。

●答弁―国では、今年度の防除に関して６億円計上している。

●質疑―アンケート調査の主な特徴について伺う。

●答弁―再び梅樹を植えたい農家が約５割、植えない農家が約２割、

決めかねている農家は約３割である。再び植えたい理由は、地域の

梅の文化を守りたいという回答が約７割との結果が特徴的である。

●質疑―青梅市は梅サミットに参加していると思うが、ウメ輪紋ウイ

ルスの意見交換などの内容について伺う。

●答弁―梅サミットでは、ＰＰＶが発生して以来、市長が例年参加し

ている各市町村に状況報告している段階である。

全員協議会

〇内容―ウメ輪紋ウイルス（プラムポックスウイルス）の状況につい

て

●質疑―今まで調査ができていない件数、本数はどの程度あるのか。
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●答弁―平成 年度に残っている調査では、庭木は約 件、事業所

は約 件と聞いている。

●質疑―梅郷地域は、梅の実を収穫してから伐採・抜根と聞いている

がどうなのか。

●答弁―梅郷地区の園地は、梅の実を取った後、伐採・抜根していく

計画である。

●質疑―梅の里再生計画検討委員会の議事録は作成しているか。また、

情報を公開するのか。

●答弁―梅の里再生計画検討委員会の開催については、広報おうめで

お知らせした。議事録は毎回作成し、公開する予定であり、委員会

の資料も傍聴者に公開している。

●質疑―青梅古来の苗を早目に育成しないと植栽できる状態になった

ときに、今度は植栽が間に合わない心配があるが、その対策をどう

考えているか伺う。

●答弁―梅の里再生計画検討委員会の農業部会等で、今後の品種等を

検討している。ただ、苗木の確保は、その結果を待つ形ではいかな

い部分があり、東京都には苗木の委託の事業があるので、東京都に

も既に調整を図っており、確保できるように検討している。

梅の里再生検討委員会（第２回）

（全体）

梅の里再生の基本的な考え方について

共通課題について

（部会）【観光・農業】（第１回）

梅の里再生に向けた課題について

梅の里再生の方向について

意見交換会（観光関係者）

梅の里再生の方向について

具体的な取組のアイデアについて

梅の里再生検討委員会（第３回）

（全体）

意見交換会について

視察の実施について

（部会）【観光・農業】（第２回）

梅の里再生の方向、施策について

環境建設委員会

〇内容―ウメ輪紋ウイルス対策について

●質疑―今どのような感染樹の把握をしているのか。ＰＰＶに感染し

ている樹はどのように推移しているのか。

●答弁―平成 年度の処分は 本、感染樹は 本。平成 年度は感染

樹が 本、処分数が１万 本、平成 年度は感染樹が 本、処

分数が 本である。

●質疑―梅農家への対応と梅の公園への対応の仕方が若干違うように

思うが、何らかの基準はあるのか。

●答弁―農家の生産園地については、ほ場の中の樹木の ％以上が感

染している場合にはすべて伐採を行う。公園や庭木は、感染樹のみ

を伐採するというルールに基づき、調査結果により伐採している。

●質疑―梅の公園は、３年間でどのぐらい処分したのか。

●答弁―平成 年度は 本、平成 年度は 本伐採した。

決算委員会

第３　梅の里再生事業に関することについて
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●質疑―プラムポックスウイルス対策連絡会は何回ぐらい行われたの

か伺う。

●答弁―平成 年度は４回開催し、東京都、地元の自治会、観光関係、

農業関係との調整を図った。

●質疑―国が進めている損失補償契約の青梅市の協力内容について伺

う。

●答弁―平成 年１月 日から２月９日までの 日間に、延べ 名の

青梅市職員が補償交渉の協力を行っている。

●質疑―４回話し合いがあったとのことだが、国、東京都への要請行

動とか青梅市の取組は十分だったのか。

●答弁―国、東京都へは、早期の完了の要請、要望等も行っている。

また、地元への説明会の開催や、東京都、国とも調整、打合せを含

めて 回近く行っている。

国内で発生が確認されたウメ輪紋ウイルスに関する対策検討会

・平成 年度の調査結果について

・新たに感染が確認された地域の取扱いについて

・感染植物等の処分基準の見直しについて

・今後の調査および防除の実施について

梅の里再生計画検討委員会（第４回）

梅の里再生に向けた議論の整理について

・緊急対策プログラム

・再生・復興プログラム

第 回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・平成 年度調査結果について

・防除区域等および広域調査結果について など

調整事項

・今年度の伐採計画について

全員協議会

〇内容―ウメ輪紋ウイルスの平成 年度調査結果および梅の里再生計

画のパブリック・コメントの実施について

●質疑―パブリック・コメントを行うに当たって、ウメ輪紋ウイルス

が全国的に拡大している調査結果をホームページ等に掲載して、市

民に提供しているのか。

●答弁― 月１日号の広報に調査結果を市民の方に示しているが、全

国的な調査結果は掲載していないので、青梅市のホームページにも

掲載したいと考える。

●質疑―再生計画に対するパブリック・コメントを実施する中で、ウ

メ輪紋ウイルスが終息過程なのか、全国的にまだ拡大していく状況

なのか。そのような詳細なデータを提供して欲しいがいかがか。

●答弁―ウメ輪紋ウイルスの全国的な広がりについて、今年度は関西

の伊丹で発生したとのことである。また、青梅市においては、調査

結果等から終息に向かっていると捉えている。なお、パブリック・

コメントに向けての詳細なデータについては、公表する。また、ワ

クチンについては、国の植物防疫所でも研究していると聞いている

が、青梅市としても、研究解明の要望、要請等を行いたい。

梅の里再生計画検討委員会（第５回）

梅の里再生について

・緊急対策プログラム
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・再生・復興プログラム など

～

パブリック・コメント

青梅市梅の里再生計画（素案）に対するパブリック・コメントを実

施し、 件の提出があった。

神代橋通りに花苗を植栽

吉野梅郷梅まつりを開催するに当たり、ＰＰＶにより梅樹が伐採さ

れた植樹桝に地元自治会・老人会、青梅市職員等（計 名）で実施

梅の里再生計画検討委員会（第６回）

パブリック・コメントについて

青梅市梅の里再生計画（案）について

検討結果報告

青梅市梅の里再生計画検討委員会委員長から青梅市長に委員会の検

討結果を報告

平成 年第１回青梅市議会（定例会）（一般質問）

「梅の里再生計画について」

●質問―①パブリック・コメントの実施状況について伺う。②地元の

農家や観光・商業事業者等の意向について伺う。③苗木の育成につ

いて伺う。④概要版を作成し、地域住民へ説明会を開催してはどう

か。 など

●答弁―①今後の支援のあり方等、 件の意見が寄せられた。再生計

画検討委員会での協議も踏まえ、青梅市ホームページで公表してい

く。②再び梅樹の植栽を希望する農家や、通年型の観光地づくりを

求める意見が多くあった。③農家への意向調査を実施し、関係機関

と連携して感染のない苗木の確保を図っていく。④概要版を作成し、

今後も関係者や地域住民へ説明していく。 など

第 回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・緊急防除の処分基準等の改正について

・ＰＰＶ緊急防除区域の農業復興対策の概要について など

調整事項

・未伐採地の状況について

・梅の里再生計画について など

第１回青梅市梅の里再生計画推進委員会

報告事項

・青梅市梅の里再生計画の概要について

・ウメ輪紋ウイルス対策にかかる役割分担について など

協議事項

・本推進委員会の進め方について

・緊急対策プログラムにおける平成２５年度の事業について

平成 年第３回青梅市議会（定例会）（一般質問）

「ウメ輪紋ウイルス対策について」

●質問―農業者等を対象とした説明会の開催状況と主な意見、要望内

容、対応について伺う。

●答弁―農業者には７月 日に行い、 名が参加し、主に感染のない

安全な苗木の確保、苗木の希望品種等の意見があった。観光、商業

者には７月 日に行い、 名が参加し、主に梅サミット加盟市から

のウメの成木の支援、梅の公園のオールシーズン化などの意見があ

った。市民向けの説明会は８月 日に開催し、 名が参加し、主に

感染樹に対する対策、周知方法の新たな検討などの意見があった。

第３　梅の里再生事業に関することについて
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説明会を通じて出された意見や要望を真摯に受け止め、事業化でき

るものについては迅速に対応していく。また、未伐採園地所有者へ

の対応については、国に対し、強制的な措置も視野に入れた対策の

実施を要請していく。

「梅の里再生計画の推進について」

●質問―①梅の里再生計画に基づき実施する施策について、農林課、

商工観光課、公園緑地課のそれぞれの事業、対象、内容を伺う。②

未伐採の感染樹所有者へ合意、納得の上、対応するべきでは。③梅

の里再生推進ニュースの発行で取組を強化できないか。

●答弁―①農林課は、農地基盤整備事業補助及び緑肥・景観植物等種

子購入補助、援農ボランティア育成講座の開催を、商工観光課は、

中小企業振興資金等融資、現況等のホームページ掲載、旅行・観光

事業者等への情報提供等を、公園緑地課は、梅の公園の低木類の植

栽を行う。②説明し理解をいただき進める。③広報おうめ、青梅市

ホームページ、梅郷市民センターだより等で周知しているので考え

ていない。

第 回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・平成 年度調査結果について

・困難案件について（資料１）

調整事項

・梅の公園伐採の方針について

・平成 年度梅の公園調査結果および廃棄樹数について など

第２回青梅市梅の里再生計画推進委員会

報告事項

・梅の里再生計画に関する会議等の開催状況について

・観光・商業部会の開催結果について など

協議事項

・梅の公園におけるニホンスイセンおよびフクジュソウの植樹につ

いて

・伐採農地の活用について など

環境建設委員会

○内容―観光の振興、宣伝及び普及並びに観光施設の整備、管理に関

する事務と農林業の振興、指導及び奨励に関する事務について

●質疑―完全に撲滅するのが再生には欠かせないと思う。感染したか

ら切るのは理解するが、その後、青梅市はどう対応するのか。観光

面からも含めて説明願いたい。

●答弁―防除対策については、根絶確認調査に入ることが大前提にな

る。その中で３年間感染の確認がない場合には解除になるのが現状

である。今年度の感染樹の対応も、困難案件等と同じように国、東

京都、青梅市、農業委員会で連携して、早期に調査に入れる体制を

組みたいと考えている。観光の今後の施策については、まず平成

年３月の梅まつりは開催したいと考えている。また、 月には梅の

公園内にニホンスイセン及びフクジュソウの植栽を行い、観光客の

誘致に努めていきたい。

●質疑―青梅市外に育苗する案があるが、育苗のプランは進んでいる

のか。それとも完全防除の時期を見据えてからでないと手がつけら

れないのか。

●答弁―再生に向けての苗の育成については、現在、梅生産農家等の
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意向を確認している。その結果等を受けて、圏外で育苗をしている

業者等に対しての苗の準備は進めており、根絶確認を待たずに再生

に向けて進めていく。

●質疑―平成 年３月に梅まつりをやるが、青梅市内における観光業

を営む人の損害額は、まだ計算していないのか。

●答弁―青梅市で把握している経済効果は、全体的な数字は約 億円

と勘案して、そのうち９億円が観光事業者であり、その金額に影響

があると考えている。

第３回青梅市梅の里再生計画推進委員会

報告事項

・梅の里再生計画に関する会議等の開催状況について

・梅の公園等の植栽について など

協議事項

・平成 年吉野梅郷梅まつりについて

・梅苗木の確保について など

環境建設委員会

○内容―青梅市梅の里再生基金条例の制定について

●質疑―基金の規模と基金が不足した場合の対応を伺う。

●答弁―基金は、２億円程度を目標と考えている。また、基金が不足

した場合は、一般会計を活用する考えである。

●質疑―具体的な基金の使途について伺う。

●答弁―梅の里施設整備計画で具体的な方針を決定するが、主に梅の

公園等に必要な梅樹の購入や植栽、園路、駐車場、トイレ整備等に

活用したいと考えている。

●質疑―広く基金を呼び掛ける方法等について伺う。

●答弁―梅まつり等に来場される観光客に対する周知及び広報おうめ

や青梅市ホームページ等を用いた周知を行う予定である。また、ふ

るさと納税の取組の中でも紹介する予定である。

第 回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・青梅市における感染状況について

調整事項

・平成 年度以降の防除の方向性について

・区域イメージについて など

第４回青梅市梅の里再生計画推進委員会

報告事項

・梅の里再生計画に関する会議等の開催状況について

・梅の里再生基金条例等について

協議事項

・梅の里施設整備基本計画の策定について

・平成 年（仮称）吉野梅郷「花」まつりについて など

第１回ウメ輪紋ウイルス重点防除地区検討部会

重点防除地区の決定について

梅郷、柚木町、二俣尾、和田町、畑中、日向和田の６地区を重点

防除地区として国に提案し、平成 年度から再植栽ができるよう、

次回のプラムポックスウイルス対策連絡会で協議したい。

～

梅の公園の梅樹全伐採のため、臨時休園した。（ 本）

第３　梅の里再生事業に関することについて
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第 回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・平成 年度の調査について

・重点防除地区検討部会について

調整事項

・高密度発生地区の防除について

第５回青梅市梅の里再生計画推進委員会

報告事項

・梅の里施設整備基本計画策定業務の進捗状況について

・梅の公園の伐採について

協議事項

・梅の公園の植栽について

・木原梅園・中道梅園・天満公園および民有地の植栽について

～

平成 年第３回青梅市議会（定例会）（一般質問）

「ウメ輪紋ウイルス対策の現状と今後の対応について」

●質問―①感染が収まらない中、平成 年度からの再植栽に向け、防

除区域からの早期解除の対策をどう考えているか。②問題解決に向

け、梅郷市民センターに担当課を設け、より積極的な対応をとるこ

とが必要と考えるがどうか。

●答弁―①早期解除に向け、新たな防除対策として、地域を定めたす

べての対象植物の伐採について、関係者や市民の意向を確認し、国

や東京都と調整を図り、実現の可能性を早急に検討する。②担当主

幹等の配置については、今後の事業の進捗状況を見極めながら柔軟

に対応していく。

第６回青梅市梅の里再生計画推進委員会

報告事項

・平成 年度梅の里再生計画に関する会議等の開催状況について

・梅の里施設整備基本計画策定業務の進捗状況について

協議事項

・梅の公園等の当面の植栽方針について

市議会全員協議会

○内容―梅の公園の当面の取組について

●質疑―梅の公園の植栽計画図で、コブシやシデコブシの樹高の整合

性はどうなっているのか。

●答弁―基本的には低木を中心に植えていくが、コブシやシデコブシ

の中高木類は、西側のところで隣接する人工林などを遮蔽する形で

植えていく予定である。

●質疑―再生計画の中で梅の公園の植栽のほうは基本的に梅美橋のと

ころのイメージ図で見ると、黄色が主体でナノハナがきれいに見え

るような説明をされたが、他の伐採された梅林との景観的な統一性

は梅の公園の植栽計画の中では考えているのか。

●答弁―再生計画の中でも最終的には梅を再植栽することを前提に、

昨年度、緑肥や景観作物の種の購入補助等も進めている。春にキカ

ラシを植えたのは、ナノハナのイメージをわかってもらえるように

行った。その中で、黄色の花がよかったこともあり、特に梅の公園

の東口を中心とした吉野街道から段上にある梅園一帯を中心に協力

をお願いして、今回については梅の公園と同時期に花が開花するよ

うにナノハナの播種について、約１ヘクタールの農地にお願いして

協力の話を進めている。
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決算委員会

○内容―農林業費、商工費、土木費、災害復旧費の質疑

●質疑―青梅市梅の里再生計画推進委員会を傍聴して、ウメ輪紋ウイ

ルスが終息したのかという話の一方で、既に苗木を注文していると

のこと。例えば３年後、ウメ輪紋ウイルス自体が終息していなくて、

ウメを植えた後にすぐに感染してまた全滅というようなことが一番

のリスクであるが、そのあたりの話は整理されたのか。

●答弁―現在、ウイルスの防除を行っているが、なかなか終息に至ら

ない現状は全員協議会等でも報告している。そうした中で、当然委

員会でも再生に向けた議論をしている。最終的な防除区域の解除は

国の判断になるが、再生に向けた準備においても、感染がないこと

を確認しながら行っていくとともに、現在の防除の体制等について

も、新たな防除対策等も考えながら、さらに植栽後に感染がないこ

とを大前提に置きながら進めて行きたい。

●質疑―全国梅サミットで の加盟自治体が相互の協力体制を充実

し、復興に向けて支援をいただけるような確認がされたと思われる

が、青梅市として具体的にどのような支援を受けるのか等、平成

年度は話し合いが行われたのか。また、例えば梅樹の再植栽に際し

ては、一刻も早い再生のためには苗木ではなくて成木の植栽も必要

とは思うが、そうした協力をお願いするなど、今後の考えを伺う。

●答弁―今回のサミットでは、加盟自治体が幅広い分野での協力を充

実させて、相互の絆を強め課題を克服して地域振興に努めるととも

に、ウメ輪紋ウイルス等を災害として捉えて、共通の資源である梅

資源の再生に対して自治体間の連携による水平的な支援を行ってい

くことが確認された。その結果として、青梅市に対する各加盟市町

からの支援であるが、現在、青梅市梅の里施設整備計画を策定中で

あり、青梅市梅の里再生計画推進委員会にも諮りながら、特に成木

も含めた苗木等の提供等を中心とした支援を頂戴することで、今後、

その詳細について検討する。

第７回青梅市梅の里再生計画推進委員会

報告事項

・梅の公園・中道梅園等のナノハナ播種について

・梅の里再生事業にかかる募金活動について など

協議事項

・梅の公園の将来プランについて

・旧天満公園・木原梅園・中道梅園の将来プランについて

第８回青梅市梅の里再生計画推進委員会

報告事項

・梅の里再生計画に関する会議等の開催状況について

・梅の里再生基金の現在の積立額について など

協議事項

・梅の里施設整備基本計画（案）について

環境建設委員会

○内容―ウメ輪紋ウイルス対策について

●質疑―平成 年度内に再植樹をするならば、年２回全部の樹を確認

するとのことだが、葉ではないと確認できないので、季節は５月、

７月、９月とか決められるのか。

●答弁―現在の案では、まず５月に調査にかかり、その後６月いっぱ

いをめどに再度調査を行っていくことを考えている。

第３　梅の里再生事業に関することについて
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全員協議会

○内容―ウメ輪紋ウイルス対策について

●質疑―国の予算で市が協力する体制とは、どのようなものなのか。

●答弁―今までの対策については、国、東京都で実施したが、４月以

降について、青梅市に協力指示書が出る中で、対策経費は国の消費

安全対策交付金として、市に全額支給されている。

●質疑―春と秋の調査２回と防除は、全て市がやることか。

●答弁―今後については、原則国と市が一体となってそれぞれの役割

分担に基づいて調査や事前の交渉等を含めて、市も主体的に行って

いく。それにかかる経費は国の交付金を使っていくが、詳細につい

ては最終的に詰めていく。

第 回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・平成 年度調査結果について

調整事項

・青梅市におけるＰＰＶ対策強化（案）について

・対策強化（案）に対する青梅市の対応について

・住民説明会について など

新たに梅の里再生担当を設置、主幹と主査１名を配置、６月には主査

１名を増員

農林水産省から青梅市長宛て「緊急防除協力指示書」が送付される。

これに基づき、梅郷、和田町（地区１）とその周囲 ｍの範囲（地区

２）を強化対策の実施地区とし、年３回の感染状況調査、年２回のア

ブラムシ防除等を開始した。

～

平成 年度 アブラムシ防除

～
平成 年度 第１回感染状況調査

～

平成 年度 第２回感染状況調査

～

市議会定例会６月定例議会（一般質問）

「ウメ輪紋ウイルス対策と梅の里再生計画について」

●質問―①平成 年度からの再植栽に向けた強化対策について伺う。

感染樹の即時伐採に応じない人には強制力の行使も必要では。②薬

剤散布について伺う。③梅まつりに替わるイベントは、今後どう実

施していく考えか。④農地への支援について伺う。⑤再生に係る経

費をどう見込んでいるか。また、梅の里再生基金の充実について伺

う。⑥ふるさと納税の活用について伺う。寄付金を呼び込むため、

返礼品は、利用券や宿泊券等のサービスも対象にしてはどうか。

●答弁―①早期に同意が得られるよう粘り強く説明を重ねていく。②

アブラムシ防除のため、市民への十分な周知と、薬剤の飛散防止に

留意して実施していく。③青梅市梅の里再生計画推進委員会や地元

関係団体等と協議し、将来の再生した梅まつりにつなげられるよう、

充実させていきたいと考えている。④援農ボランティア育成講座の

実施を継続するとともに、指導者の組織化についても検討する。⑤

早急に積算していく。募金活動を継続し、充実に努めていく。⑥活

用は大変重要と考えており、地域活性化等と相乗効果が図られるよ

う取組を進めていく。



365

「ネオニコチノイド系農薬の散布等について」

●質問―①４月に梅郷地区等でアブラムシ駆除のために薬剤が散布さ

れたが、このとき使用されたネオニコチノイド系の農薬は強い浸透

性が特徴で、外国では規制が行われているものである。この農薬の

危険性に対し、市の認識は不足しているのでは。②散布委託の業者

選定は、競争入札で行うべきではなかったか。③住民の多くはこの

農薬散布の危険性を認識していない。健康被害を防ぐためにも、さ

らなる注意喚起の広報を徹底する必要があると考えるが、対応を伺

う。④感染樹の把握の徹底が必要であるが、今後どう取り組むのか。

⑤苗木確保の状況について伺う。

●答弁―①国の登録を受けており、安全性は確保されているものと考

えている。②農林水産省から緊急防除協力指示書を受け、平成 年

度からの再植栽に向け時期を逸しないよう緊急の必要性により随意

契約とした。③チラシの配布や広報等により事前周知を行っており、

今後も同様に実施していく。④地元の方の協力も得て、全数調査と

なるよう実施していく。⑤農家について 本、梅の公園等につい

て 本の苗木を確保している。

第９回青梅市梅の里再生計画推進委員会

報告事項

・ＰＰＶ強化対策について

・梅樹確保に向けた取組について

協議事項

・平成 年の「おまつり」について

～

平成 年度 第３回感染状況調査

環境建設委員会

○内容―ネオニコチノイド系農薬の散布中止を求める陳情について

●質疑―アブラムシ防除の対象となった梅の樹は何本あったのか。

●答弁―強化対策開始前の段階で、対象は約 本ある。

●質疑―アブラムシ防除の薬剤はどのような経過で決められたのか。

●答弁―東京都で効果確認が行われた薬剤について、国、東京都及び青

梅市の３者で協議し、決定した。

●質疑―２回目の防除にはどのような農薬を使うのか。今までと同じネ

オニコチノイド系の農薬を使うのか。

●答弁―２回目に使用する薬剤はネオニコチノイド系以外で、最終的な

調整を進めている。

全員協議会

○内容―ウメ輪紋ウイルス対策について

●質疑― 月初旬に予定している強化対策実施地区内の農薬の種類は

決まったか。

●答弁―決定していない。

●質疑―ネオニコチノイド系の農薬を使わない決定はあるのか。

●答弁― 月に予定している２回目のアブラムシ防除に使用する薬剤

は、ネオニコチノイド系以外にすることまでまとまった。

●質疑―強化地区以外の樹の発生状況はつかんでいるのか。

●答弁―強化地区以外の調査状況は、国及び東京都で調査を行っている

が、最終的な調査結果の報告は受けていない。

第 回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

第３　梅の里再生事業に関することについて
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・平成 年度の廃棄処分実績について

・平成 年度の強化対策実績について など

調整事項

・今後の対応について

～

平成 年度 秋季アブラムシ防除

全員協議会

○内容―ウメ輪紋ウイルス対策について

●質疑―強化地区にはまだ何本ぐらいあるのか。

●答弁―今年度当初の段階で強化地区内には対象植物約 本を確認

している。

●質疑―今回は、ネオニコチノイド系は使わないと聞いたが、大丈夫な

のか。

●答弁―今回使用する薬剤は商品名ウララＤＦで、ネオニコチノイド系

農薬ではない。

●質疑― 月２日から強化地区の防除が始まっているが、市民からの意

見や問い合わせはあったか。

●答弁―防除の当日は在宅していなければいけないのか、また、留守の

場合の対応等についての問い合わせがあった。

●質疑―対策検討会に青梅市はどういう立場で出ているのか。書面報告

が議会に対してないのはどういうことなのか。

●答弁―青梅市は、検討会のメンバーとして出席している。なお、会議

内容についてはまだ国で発表していないので、書面での報告はできな

い。

第 回青梅市梅の里再生計画推進委員会

報告事項

・対策検討会の結果およびＰＰＶ強化対策状況について

・中道梅園、神代橋通り等の花苗植栽について

協議事項

・梅の里再生まつりについて

全員協議会

〇内容－梅の里再生まつりについて、平成 年度ウメ輪紋ウイルスに関

する防除区域等の調査結果について

～

市議会定例会 月定例議会（一般質問）

「ウメ輪紋ウイルス対策と梅の里再生計画について」

●質問―①再植栽の判断が先延ばしされた理由を伺う。②再生まつりの

内容を伺う。③梅の里再生に向け、さらなるＰＲが必要ではないか。

●答弁―①国の検討会において、現時点では新たに植栽した宿主植物が

感染するリスクは著しく低いとは言えない状況であり、引き続き強化

対策の効果を検証していくとされたものである。②梅の里再生をテー

マとして、再生への取組を広く市内外へＰＲし、食などのイベントを

中心に集客していくものとした。③ＪＲや高速道路のサービスエリア

等での新たなＰＲ方法の検討を進めていく。

～

平成 年度 春季アブラムシ防除

～

平成 年度 第１回感染状況調査

・ 平成 年度 アブラムシ防除（追加）

平成 年度第１回ウメ輪紋ウイルス対策検討会（農林水産省開催）
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議題

・平成 年度の強化対策の実施計画について

・再植栽を認めるための判断基準について

・再植栽される植物及びその管理体制の要件について

第 回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・平成 年度第１回ウメ輪紋ウイルス感染状況調査結果について

・平成 年度ウメ輪紋ウイルス対策検討会（第１回）結果について

など

調整事項

・今後の対応について

～

平成 年度 第２回感染状況調査

全員協議会

○内容―平成 年度第１回ウメ輪紋ウイルス感染状況調査結果及び平

成 年度ウメ輪紋ウイルス対策検討会（第１回）について

●質疑―今年の秋の検証で再植栽の可否が出るのは、梅郷、和田町の

みか。ほかの強化地区の再植栽の判断は先延ばしされるのか。

●答弁―強化対策のうち梅郷と和田町以外の周辺地域は、再植栽とし

てのエリアからは外れることになるが、今後継続する強化対策の中

で国が検討する。

●質疑―観光産業の面で梅郷、和田町を優先することは理解するが、

その他の地区は農薬がまかれて調査が継続される。同じことを続け

ているのに再植栽の検討すら日程にのってこないのはなぜか。東京

都や国へそういった声もあることをお伝え願いたい。

●答弁―強化対策地区以外、市内全域のウメ輪紋ウイルス対策の緊急

防除の解除については、国に対して以前より要望を続けている。

●質疑―感染樹が発見されてもコントロールできていれば再植樹がで

きるという基本要件と読んでいいということか。

●答弁―今回の強化対策については、感染樹の早期発見、早期伐採の

中で行われているので、その対策が徹底されていれば、感染樹が確

認されたとしても再植栽は認められる可能性があるということで進

めている。

第 回青梅市梅の里再生計画推進委員会

報告事項

・平成 年度ウメ輪紋ウイルス対策検討会（第１回）結果について

・平成 年度「梅の里再生まつり」実施結果について など

～

平成 年度 第３回感染状況調査

市議会定例会９月定例議会（一般質問）

「梅の里再生に向けての現状と課題について」

●質問―①梅の苗木等の準備状況はどうなっているのか。②再植栽に

向けて、市民への周知はどのように行うのか。③梅生産者のアブラ

ムシ防除を支援するため、共同防除体制を再構築すべきと考えるが

どうか。④全庁を挙げた職員の応援体制の継続と最終的な緊急防除

地域解除へ向けた市長の見解を伺う。

●答弁―①再植栽する苗木が、ウイルスに感染していないことの確認

は、梅生産農家用と梅の公園用の一部は既に調査を終えている。ま

第３　梅の里再生事業に関することについて
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た、農家用として約 本、梅の公園用などとして成木約 本を含

む約 本を確保している。②広報おうめや市ホームページへの掲

載を行い、強化対策地域内の全世帯には、戸別にチラシを配布する

など丁寧に周知していく。③農家や西東京農業協同組合を中心とし

た体制の早期の構築を図り、薬剤の購入費補助など梅生産者への支

援を行っていく。④梅の里の早期再生は市としても最重要課題と捉

えており、引き続き市を挙げて梅の里再生に取り組んでいく。さら

に、国や東京都と連携し、市内全域での緊急防除地域の早期解除を

目指していく。

平成 年度第２回ウメ輪紋ウイルス対策検討会（農林水産省開催）

議題

・防除区域の追加および除外について

・強化対策の効果検証および実施状況について

・今後の防除対策について など

※条件付きながら梅郷と和田町に再植栽を認める判断がされた。

～

平成 年度 秋季アブラムシ防除

第 回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・平成 年度のウメ輪紋ウイルスに関する防除の概要

・平成 年度の強化対策実績について など

第 回青梅市梅の里再生計画推進委員会

報告事項

・平成 年度の強化対策実績および国の対策検討会の結果につい

て

協議事項

・農地への再植栽のための取組について

・平成 年度「吉野梅郷梅まつり」の実施（案）について

・青梅市梅の里再生・復興推進本部の設置について

・青梅市梅の里再生植樹式の開催について など

梅の公園にて、梅の里再生への第一歩となる「梅の里再生植樹式」が

開催され、市長や地元の第五小学校の児童等により、ＪＲ東日本八王

子支社から贈られた６本の梅の苗木が植えられた。

広報おうめ：プラムポックスウイルスの緊急防除に関する省令の一部

が改正された。～御岳山区域が解除されます～

第 回青梅市梅の里再生計画推進委員会

報告事項

・梅樹の再植栽について

・平成 年度「吉野梅郷梅まつり」実施計画について

協議事項

・青梅市梅の里再生計画「梅の里再生・復興プラン案」について

～

平成 年度 春季アブラムシ防除

～
埼玉県日高市で育成した梅苗木約 本を農家に配布、農地等への植

栽が始まる。

～ ３月末までに梅の公園には 本、また、中道梅園には 本の梅樹が植

栽された。
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予算決算委員会

平成 年度青梅市一般会計補正予算（第４号）

○内容―梅の里再生事業経費については、農協が用意した農家用の梅

の苗木について、農家の購入状況から残った分を買い取るため、原

材料費を追加するとともに、梅の里再生復興に関する事業を指定い

ただいた寄付金を見込みに基づき梅の里再生基金に積み立てようと

するものです。

●質疑―ＪＡが用意した農家用の苗の残った分を買い取るとの話だ

が、その苗の何％ぐらいを買い取るのか。また、この苗をどのよう

に活用するのか。

●答弁―ＪＡ西東京が再植栽用として確保した梅の本数は 本で、

この２月末に梅郷、和田町地区で再植栽を希望した農家に配付した

ものが約 本になっている。当初用意したものを埼玉県日高市の

ほ場で育成管理をしていて、現状約 本が残っている。今後の活

用方法だが、平成 年度当初予算で１年間の育成管理の予算を計上

しており、平成 年度中に和田町、梅郷地区の農家で追加で植栽を

したいとか、植栽できる範囲が拡大された場合に対応できるように

考えている。

●質疑― 本のうち 本が再植栽に回されて、それで残り 本

を市が買ったということは、約 ％を市が買い取ったことになるが、

日高市での管理分は、できれば平成 年度中に全部再植栽に持って

いきたいところだが、農家ではどういう事情で余り再植栽の希望が

出ないのか。

●答弁―最初に用意した 本は、和田町、梅郷地区だけではなく畑

中、柚木町、二俣尾地区等の再植栽を含めて用意したものである。

このたび再植栽が可能になったのが和田町と梅郷地区ということ

で、用意した地区に対し、今回植栽ができたところが一部になって、

本数的には残った状況である。

●質疑―和田町、梅郷地区以外のところの植栽許可が出るまではこの

木の 本のうちの大半を維持しなければならない。高齢化も進み、

時間が経つにつれて農家の意欲も下がってきてしまうかと危惧す

る。それで、農家には苗木は用意してある。許可が出ればすぐにや

りたい。それから来年度は育成の補助も出すが、そういった情報は

きちんと届いているのか。

●答弁―平成 年度の苗木の育成補助の話があったが、苗木の育成補

助はない。実際に市で買い取ったものを農家が希望された場合に販

売する考えである。現状、２月に 軒ほどの農家が植栽をした。同

じ地区の農家でも、平成 年度にまた植栽したい考えを持たれる方

もいると思う。農林課としては、平成 年度、市で育成管理するも

のが 本あるので、積極的にＰＲをし、植えていただくように考

えていきたい。

全員協議会

○内容―梅の里再生・復興プラン平成 年度版について

●質疑―梅の公園への植栽及び施設整備とあるが、施設整備で何か具

体的に決まっていることがはあるか。

●答弁―施設整備は、傷んだ舗装の部分あるいは安全柵、案内板等の

整備を行っていく計画である。

●質疑―案内板は日本語のみか。

●答弁―案内板は、多言語の部分も検討する。

第３　梅の里再生事業に関することについて
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○広報おうめ：梅の里再生へのキャッチフレーズ「咲かせよう！僕ら

の夢と梅の花」発表

～

予算決算委員会

●質疑―梅樹等消毒作業委託料が 万円余だが、毎回の農薬散布の

時期、対象本数、農薬の種類、散布の体制を伺う。

●答弁―梅樹等の防除であるが、薬剤散布は今年の秋と来年の春で予

定をしている。計画本数は、再植栽樹含めて約 本程度で、薬剤

は現在のところ決定していない。体制は委託業務により対応してい

く予定である。

●質疑― 万円余は農薬散布の際の委託料から見てかなりな高額に

なっている。この積算根拠は。

●答弁―委託料だが、再植栽が認められたので対象本数が増加した。

また、散布回数は春、秋の２回で、散布後の調査で一定程度のアブ

ラムシが発生している場合は再散布、追加散布を行うので、４回分

を計上している。

●質疑―農薬散布は、子どもを始め人への被害が懸念される。どう考

えているのか。

●答弁―薬剤散布は、春と秋の２回散布を行うことが柱になっている。

これも、アブラムシの発生状況等確認の上で、発生時期を適切に捉え

て散布を行っている。また、追加散布は、国の防疫官の調査の結果も

あるが、発生が確認される場合、その樹に追加散布も考えられるので、

全体散布を行うものではない。また、安全対策は、適切に遵守し散布

する。

●質疑―平成 年の農林水産省の検討会では、住宅地への防除は農薬

以外の方法も検討するようにという一項が入っいるが、どう受けと

めているか。

●答弁―承知している。国は、アブラムシの防除については、感染拡

大リスクを減少させるために必要があるとして、防除効果が確認さ

れている薬剤を使用することが最も効果的であると考えている。た

だ、住宅地での散布なので、農薬に不安のある方もいるので個別に

対応している状況である。

●質疑―チラシの効果は限定的。それから、防災放送が入った時点で

洗濯物を干して勤めに出てしまった人もいる。また、自分の家の周

辺ではどこでまいているか、いつ洗濯物を取り込まなければいけな

いか告知されない。市はやはり説明不足、広報不足なので、考えた

ほうが良いのではないか。

●答弁―使用薬剤については国の登録のある薬物で、使用方法等遵守

して散布しており、安全対策はとれている。全戸チラシ、広報おう

め、防災無線で周知している。散布に当たっては、洗濯物があれば

注意喚起しており、必要な対策はとっている。

●質疑―梅の再生、復興プランの中でも、ふるさと納税の活用の項目

があった。指定寄付金の中に梅の再生、復興もあると思うが、今後、

復興、再生を遂げていくためには、梅の樹をさらに植えていかなく

てはいけない。名取市は、桜の名所が崩壊してしまい、里親制度と

いう制度を使い、１口５万円で寄付を集めて、桜の復興を計画して

いる。寄付をした方には、ネームプレートを樹に置いて、桜の木を

植えていくとのこと。そうすると、自分が植えた樹がどこにあるの

か、来ていただけるチャンスもあるかと思うが、そういう青梅に来

ていただく仕組みの返戻品というか、お礼の仕方という考え方も必
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要かと思うが、平成 年度に検討の余地はあるのか。

●答弁―梅の里の再生に向けては、現在もふるさと納税のメニューの

中に含めていて、一定の寄付をいただいている。梅の里再生に向け

ては、再生プランもつくり、目標値も設定している。そういった中

で、多くの寄付を集めていくことは、大変重要だと認識している。

今、話があったオーナーについては、梅の公園を中心とする植栽の

計画もあるので、個々の樹への銘板は難しい部分もあるが、さまざ

まな方法を検討する中で、梅の里に多くの方が訪れるような施策と

しての寄付のあり方については、検討していきたい。

～

平成 年度 第１回感染状況調査

平成 年度 アブラムシ防除（スポット散布）

第 回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・平成 年度の強化対策実績等について

・平成 年度第１回ウメ輪紋ウイルス感染状況調査結果等について

調整事項

・平成 年度取組方針について

～

平成 年度 第２回感染状況調査

４月に地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の申請を行い、「梅の

里再生プロジェクト」が内閣府から東京都内で第１号となる認定を受

ける。

第 回青梅市梅の里再生計画推進委員会

報告事項

・平成 年度強化対策および再植栽の実績について

・平成 年度「吉野梅郷梅まつり」実施結果について など

協議事項

・平成 年度強化対策地区の拡大について

・神代橋通り植栽枡への梅樹の植栽について など

～

平成 年度 第３回感染状況調査

全員協議会

○内容―平成 年度感染状況調査結果及び平成 年度強化対策地区拡

大申請予定について

●質疑―この申請を考えるもととなった動きはどうか。強化対策地区

２に梅の木の植栽を可能としたい申し出が、どういう団体からあっ

たのか。

●答弁―青梅市梅の里再生計画推進委員会等において、地域の住民か

ら要望が出ており、これを受けて、強化対策地区２においても再植

栽を可能とするために、今回強化対策地区３を設定したものである。

～

平成 年度 秋季アブラムシ防除

平成 年度第１回ウメ輪紋ウイルス対策検討会（農林水産省開催）

議題

・平成 年度の防除の結果について

・防除区域の追加および除外について

・強化対策の取組状況について

・諸外国の取組状況について

第３　梅の里再生事業に関することについて
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・今後の防除対策について など

※この検討会において、再植栽の継続と強化対策地区の拡大（地区３

の設定）が認められた。

第 回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・平成 年度のウメ輪紋ウイルスに関する防除の概要について

・平成 年度ウメ輪紋ウイルスに関する対策検討会について

～

市議会定例会 月定例議会（一般質問）

「ウメ輪紋ウイルス強化対策地区におけるアブラムシ防除のための農

薬散布について―東京都のガイドラインを守ることを求める」

●質問―①アブラムシ防除の農薬散布に当たっては、都発行の化学物

質の子どもガイドラインに沿った対策を取るべきでは。②有機リン

系の農薬ではないから安全、子どもにも影響がないと言い切れるの

か。農薬を散布した場所に目印を付けることなどを青梅市としてで

きないのか。

●答弁―①このガイドラインが想定している有機リン系殺虫剤に該当

しない薬剤を使用したことから記載内容の遵守は必要ないものと認

識している。②今後も、農林水産省が定めるウメ輪紋ウイルスに関

する強化対策の実施に関するガイドラインに基づいてアブラムシ防

除の薬剤散布を行っていくことになる。使用する薬剤の選定から農

林水産省とも事前相談を行い対応していく。

第 回青梅市梅の里再生計画推進委員会

報告事項

・平成 年度強化対策地区内感染状況調査結果等について

・梅の里再生事業に係わる寄付等の状況について

・平成 年度梅郷・和田町地内植栽予定一覧 など

日向和田駅から梅の公園へと向かう神代橋通りの植樹桝 か所等に街

路樹として梅樹を植栽した。

広報おうめ：ウメ輪紋ウイルスに対する緊急防除対策等について農林

水産大臣に要望書を提出した。

～

平成 年度 春季アブラムシ防除

広報おうめ：「プラムポックスウイルスの緊急防除に関する省令」の一

部改正～富岡地区のＰＰＶ緊急防除地区の解除～

～

市議会定例会平成 年２月定例議会（一般質問）

「梅の里再生の現状と今後について」

●質問―①条件付きながら再植栽が認められた成果に対する、市長の

評価は。②アブラムシ防除のための薬剤散布の青梅市民への周知を

伺う。③庭木・公園等の業者委託による薬剤の適正散布を伺う。

●答弁―①地域の方々に理解、協力をいただき、感染状況調査やアブ

ラムシ防除、感染樹等の伐採を適切に行うことができたたまものと

大いに評価している。②広報掲載、自治会回覧、チラシのポスティ

ング、広報車での前日放送、防災行政無線による当日の周知を毎回

行っている。③専門業者に委託し、契約時の仕様書にも散布者の保

護具から周辺住民への周知、風向きやネットを使用した飛散防止措

置を講じること等を明記するとともに、事前の打合せも丁寧に行う

など、安全面には十分配慮して行っている。

第 回青梅市梅の里再生計画推進委員会

報告事項
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・平成 年度梅樹植樹本数の結果について

・梅の里再生基金の状況（平成 年度～ 年度）について

・平成 年度「吉野梅郷梅まつり」実施結果について など

協議事項

・梅の里再生・復興プラン 平成 年度版（案）について

・平成 年度地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の活用につ

いて

～

平成 年度 第１回感染状況調査

・ 平成 年度 アブラムシ防除（スポット散布）

～

平成 年度 第２回感染状況調査

～

平成 年度 第３回感染状況調査

～

平成 年度 秋季アブラムシ防除

平成 年度第１回ウメ輪紋ウイルス対策検討会（農林水産省開催）

議題

・平成 年度の防除等の実施状況について

・防除区域の追加・除外について

・強化対策地区における再植栽の可否について など

第 回プラムポックスウイルス対策連絡会

報告事項

・平成 年度の梅輪紋ウイルスに関する防除の概要

・平成 年度の強化対策実績について など

第 回青梅市梅の里再生計画推進委員会

報告事項

・平成 年度強化対策地区内感染状況調査結果等について

・梅の里再生事業に係わる寄付等の状況について

・平成 年度再植栽予定一覧 など

広報おうめ：～梅の里再生～強化対策地区の拡大が認められました

～

平成 年度 春季アブラムシ防除

第 回青梅市梅の里再生計画推進委員会

報告事項

・平成 年度梅樹再植栽の結果について

・梅の里再生基金の状況（平成 年度～令和２年度）について

・平成 年度地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）について

・平成 年度「吉野梅郷梅まつり」の実施結果について など

協議事項

・梅の里再生・復興プラン 平成 年度版について

～

令和元年度 第１回感染状況調査

～

令和元年度 アブラムシ防除（スポット散布）

令和元年度第１回ウメ輪紋ウイルス対策検討会（農林水産省開催）

議題

・検疫措置の見直しについて

第３　梅の里再生事業に関することについて
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・強化対策地区の取扱いについて

・説明会の開催 など

～

令和元年度 第２回感染状況調査

農林水産省消費・安全局防疫課防疫対策室長通知「市の強化対策地区

におけるウメ輪紋ウイルスの対応策について」

※再植栽を行う際の手続き方法が変更された（横浜植物防疫所へ事前

に申請する）

～

令和元年度 第３回感染状況調査

全員協議会

○内容―ウメ輪紋ウイルス対策について

●質疑―植物防疫官が適切と認める方法でアブラムシ防除が行われる

場合には再植栽の自粛を求めない。これは具体的に言うと、防疫官

が園地を見て、このやり方でいいと認めていくことか。

●答弁―これまで強化対策地区内において実施している防除の内容、

年２回のアブラムシ防除、年３回の調査、これらのことが認められ

る基準になる。

●質疑―今まで行われていた検討がなくなると。適切と認めるという

仕事は防疫官の仕事になるのか。

●答弁―今まで再植栽に当たっては、国のウメ輪紋ウイルス対策検討

会で検討、決定されていたが、今後は必要なくなる。

広報おうめ：梅の里再生に向けた取り組み状況

農林水産省消費・安全局長通知「プラムポックスウイルスの緊急防除

の実施について」の一部改正について

～

令和元年度 秋季アブラムシ防除

第 回青梅市梅の里再生計画推進委員会

報告事項

・青梅市における強化対策地区のウメ輪紋ウイルス対策の見直し

および再植栽地区の拡大について

・梅の里再生事業に係わる令和元年度の寄付等の状況について

・農地への梅の再植栽について など

～

令和元年度 春季アブラムシ防除

令和元年度第２回ウメ輪紋ウイルス対策検討会（農林水産省開催）

・防除区域の除外

・令和２年度の根絶確認調査

・今後の対応 など

農林水産省消費・安全局植物防疫課長通知「プラムポックスウイルス

の緊急防除の実施に係る細部取扱いの一部改正について」

第 回プラムポックスウイルス対策連絡会（書面開催）

報告事項

・令和元年度の強化対策の実績について

・令和２年度の強化対策について など

その他

・令和元年度梅樹再植栽の結果について

第 回青梅市梅の里再生計画推進委員会（書面開催）

報告事項
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・令和元年度梅樹再植栽の結果について

・令和元年度「吉野梅郷梅まつり」の実施結果について

・梅の里再生・復興プラン 令和２年度版について など

協議事項

・梅の里再生・復興プログラム（平成 年度～令和元年度）の取組

状況について

～

令和２年度 第１回感染状況調査

広報おうめ：「プラムポックスウイルスの緊急防除に関する省令」の一

部改正 小曾木地区の規制が解除されました

～

令和２年度 第２回感染状況調査

～

令和２年度 第３回感染状況調査

～

令和２年度 秋季アブラムシ防除

令和２年度第１回ウメ輪紋ウイルス対策検討会（農林水産省開催）

・防除効果の検証について

・感染リスクの検証について

・令和３年度以降の対応について など

第 回プラムポックスウイルス対策連絡会

議題

・令和２年度強化対策地区内感染状況調査結果等について

・令和２年度ウメ輪紋ウイルス対策検討会について

・令和３年度以降の青梅市のウメ輪紋ウイルス対策について

第 回青梅市梅の里再生計画推進委員会

報告事項

・令和２年度強化対策地区内感染状況調査結果等について

・令和２年度梅樹再植栽の結果について

・梅の里再生・復興プログラム（平成 年度～令和２年度）の取組

状況について など

協議事項

・梅の里再生計画について

※３月 日をもって梅の里再生計画が終了、青梅市梅の里再生計画推

進委員会も終了とすることを確認した。

～

令和２年度 春季アブラムシ防除

万葉集研究の第一人者で、「令和」の考案者とされる中西進先生が、再

植栽が可能になった平成 年に梅の公園に植えた梅樹６本に、万葉集

からふさわしい名前を選び、命名した。

～

市 議 会 定 例 会 令 和 ３ 年 ２ 月 定 例 議 会 （ 一 般 質 問 ）

「ウメ輪紋ウイルス対策と梅の里再生について」

●質問―①緊急防除対策のこれまでの取組について伺う。②再生・復

興プログラムの取組状況と検証、評価は。③国の今後の対策を伺う。

●答弁―①感染状況調査や感染樹の伐採等、強化対策地区内の防除対

策に取り組んできた結果、感染植物数は年々減少し、再植栽が認め

られた。②援農ボランティア制度、梅の公園への再植栽、梅まつり

の情報発信等行ってきた。計画は終了するが、各種事業は、各担当

部署が連携して引き継いでいく。③市は国に対し、法に基づく対策

第３　梅の里再生事業に関することについて
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の継続や具体的な知見の分析等について、強く要請してきた。国で

は、知見の詳細な分析、専門家からの意見聴取を行い、今回の結論

に至ったと捉えている。新たに導入される苗木等の検査制度は、ウ

イルスに感染していない苗木等が流通することを目的としていると

のことである。

農林水産省消費・安全局長通知「プラムポックスウイルスの緊急防除

の終了について」

梅の里再生・復興を収録したＤＶＤを作成

（参考）

青梅市内全域でウメ等が植えられるようになる。
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議会改革の取り組みについて

会派代表者会議

議長から、議会報告会の必要性、前期の検討項目の再検討の必要もあ

るのではないかと、（仮）議会活性化特別委員会の立ち上げについて提

起される。

会派代表者会議

各会派とも反対はないが、前期の特別委員会の評価も定かではないと

の意見もあり、再度各会派において検討することとなる。

会派代表者会議

（仮）議会活性化特別委員会設置については、各会派より同意を得る。

次回の会派代表者会議までに、構成員数について会派で協議すること

となる。

会派代表者会議

委員構成 人

＜内訳＞

市民クラブ４人、公明党２人、改革フォーラム２人、共産党１人、

みどりのオンブズマン１人

今後の対応

・各会派から委員を選出し事務局に報告

・「議会活性化特別委員会設置に関する動議」として提出

・９月 日の本会議において特別委員会設置について採決

議会活性化特別委員会設置に関する動議を受理

平成 年第３回青梅市議会（定例会）

○内容―全会一致で議会活性化特別委員会の設置が決定

議会活性化特別委員会（第１回）

正副委員長の互選

議会活性化特別委員会（第２回）

議会活性化特別委員会の検討項目について

議会活性化特別委員会（第３回）

議会活性化特別委員会の検討項目について

○内容―検討項目を協議した結果、次の２項目について今後協議してい

くことを決定した。

１予算、決算委員会の理事制について

２議会基本条例の制定について

・議員間討議について

・議会報告会の開催について

・予算案の説明会について

議会活性化特別委員会（第４回）

予算、決算委員会の理事制について

○内容―前期の議会運営委員会で検討した資料（四日市市、横須賀市、

熊本市の理事会）の説明を再度受け、理事会を予算決算合わせて１本

とするか、予算常任委員会、決算常任委員会ごとにするかについて協

議を行った結果、予算決算常任委員会理事会とすることで合意。理事

会の人数については、次回に持ち越しとなる。

第４　議会改革の取り組みについて
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議会活性化特別委員会（第５回）

予算、決算委員会の理事制について

○内容―予算及び決算の審査が常任委員会において審査されている 余

りの議会から聞き取り調査を行い、その中で理事会が設置されている

の議会の状況について説明を受けた。理事の構成及び人数について

協議を行ったが、一度各会派に持ち帰り、意見集約することとなる。

議会活性化特別委員会（第６回）

予算、決算委員会の理事制について

議会基本条例の制定について

○内容―各会派に持ち帰り、意見集約をすることとなった理事の構成及

び人数について報告があった。

・改革フォーラム

構成員に予算決算委員長を含む構成 ８人

・公明党

会派の構成の割合と議運の選出基準 ８人

・市民クラブ

議運の選出基準を基本とする ８人

・共産党

人数について何人ではなく、すべての会派（１人会派含む）から

選出がよい。

・みどりのオンブズマン

３つの会派の意見は１人会派を除外しているので納得できない。

各会派からの上記意見を聴取し話し合った結果、次のとおり決定した。

・理事会の構成人数を諮り、意見が分かれたため、採決により議会

運営委員会と同様に８人と決定。

・理事会の構成割合を諮り、意見が分かれたため、採決により会派

の人数の案分と決定。

議会活性化特別委員会（第７回）

議会基本条例の制定等について

○内容―条例に規定する項目を洗い出した資料を作成し、次回の委員会

から一つ一つ検討していくこととなった。

予算、決算委員会の理事会については、要綱（案）を作成して次回検

討することとなった。また、委員長から構成と人数が決定したので議

長に報告したい旨の発言があり、６月定例会で中間報告するための案

を作成することとなった。

議会活性化特別委員会（第８回）

議会活性化特別委員会の中間報告について

予算、決算委員会の理事制について

議会基本条例の制定について

○内容―中間報告（案）を各委員に配付して意見等を求めたところ、理

事の構成割合を決めるに当っては、意見が分かれていたため、その件

を正副委員長において修正することとなった。

予算、決算委員会の理事制については、要綱（案）を作成し検討す

ることとなっていたが、この理事会は、予算決算委員会の運営をスム

ーズにするために協議、調整を行う場であり、既に協議調整の場とし

て会議規則に規定されている全員協議会と同じ取り扱い（会議規則の

改正、規程の制定）がよいとのことから、会議規則改正（案）及び規

程（案）を配付し、会派での意見等集約後、当委員会で検討し、議長

に答申することとなった。
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議会基本条例の制定については、項目の優先順序など各市の状況を

会派に示し、次回検討することとなった。なお、野村稔先生の知見を

いただきたい旨発言があり、意見を伺うことになった。

平成 年第３回青梅市議会（定例会）

議会活性化特別委員会委員長による中間報告

○内容―平成 年９月 日の本会議において、「青梅市議会の活性化につ

いて」を付議事件とする議会活性化特別委員会が委員 人をもって設

置された。以来、本年５月 日まで、正副委員長の互選を含め８回の

委員会を開会し、各委員から提案いただいた議会活性化に関する検討

事項について、慎重に検討を重ねてきた。

このたび、委員会において検討すべき事項と位置づけた検討項目の

一つ、予算決算常任委員会の理事制について、委員会として結論がま

とまったので、今までの経過とあわせ、その主な内容を中間報告する。

まず、平成 年９月 日の第１回委員会で正副委員長を互選し、私、

山本が委員長に、山崎勝委員が副委員長に選任された。

次に、 月 日の第２回委員会では、各会派から８件の提案をいた

だき、それぞれの項目についての説明を受けた。

次に、 月 日の第３回委員会では、８件の検討事項を整理し、ま

ず、予算委員会、決算委員会の理事制についてを、次に、議会基本条

例の制定についてを、また、議員間討議、議会報告会の開催、予算案

の説明会については、いずれも議会基本条例に関連する事項であるこ

とから、議会基本条例の制定についてとあわせてそれぞれ検討事項と

することに決定した。

次に、平成 年１月 日の第４回委員会では、予算委員会、決算委

員会の理事制についてを検討し、今後、理事会を設置する方向で検討

していくことに決定し、青梅市議会の議員数や予算決算の連動を図る

ことから、それぞれ予算委員会の理事会、決算委員会の理事会を設置

するのではなく、一本化した予算決算常任委員会の理事会を設置する

ことがよいという意見がまとまった。

次に、２月 日の第５回委員会では、予算決算委員会理事会の構成

員と人数についてを議題とし、検討した。各委員の意見を聴取した後、

一度各会派に持ち帰り、次回までに各会派の意見を集約することとし

た。

次に、３月 日の第６回委員会では、再び理事会の構成と人数につ

いてを議題とし、検討した。各会派において集約した考えを聴取した

ところ、理事会の構成員は、議会運営委員会の選出基準によるべきで

あるとの意見と、一人会派も含めた全会派から選出すべきであるとの

意見があり、協議の結果、意見の一致を見られず、採決した結果、青

梅市議会申し合わせ事項、 委員会全般関係、６議会運営委員会委員

の選出基準についてに基づき、各会派から選出するものとし、人数に

ついても８人とすることに決した。

次に、４月 日、第７回委員会では、次回までに議長への答申のた

め、予算決算委員会理事会規程 案 を作成し、その内容について検討

することとなった。

次に、５月 日の第８回委員会では、青梅市予算決算委員会理事会

規程 案 について検討し、一度会派に持ち帰り、各会派の意見を集約

し、次回、さらに検討することとなった。

以上のとおり、当委員会では、一つの予算決算委員会理事会を設置

することがよいとの結論に達した。

第４　議会改革の取り組みについて
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議会活性化特別委員会（第９回）

予算、決算委員会の理事制について

議会基本条例の制定について

○内容―予算、決算委員会の理事制については、各会派に規則改正及び

規程（案）について意見集約の報告を求めたところ、特に修正箇所は

なく、これをもって議長に答申することに決定した。

議会基本条例の制定について、条例に対する野村稔先生の考え（電

話により聴き取りまとめた文書）を事務局から要約して報告したが、

委員から報告内容の文書を資料として請求されたため配付した。

＜野村稔先生の考え（要点）＞

・質問

議会基本条例を制定するにあたり、必要だと考えることは。

・回答

議会基本条例には反対している。つまり、議会の改革をす

ればよいのであり、議会の改革とは議会の活性化である。

議会の活性化とは、自らの議会において、遅れている、不

足していると考える具体的なことを変えていくことであり、

それを積み上げていくことである。そして、そのするべきこ

とがなくなったら、最後に議会基本条例をつくってもらいた

い。そうしない限り、住民に嘘をつくことになる。

今、議会基本条例をつくって満足してしまうためか、その

後、議会の改革（活性化）をしない議会があまりに多い。昨

年９月に、議会実務講座という３巻の著書の改定版を出版し

た。３巻目の最後には、すぐにできる の改革という１章を

追加した。具体的に１から まで番号をつけて３行ぐらいの

説明がある。ここに書いてあることをしてから、議会基本条

例をつくってもらいたい。今、地方議会のしていることは順

番が逆である。

私は基本条例について話を聞かれたら反対だと、とりあえ

ず、先にするべきことがあると説明している。

配付した資料を各委員が黙読した後、一度会派に持ち帰り、この考

えも踏まえて各会派の中で一度検討し、次回以降の委員会で議会基本

条例の中で優先するべき項目の優先順位を決定していくこととなっ

た。

また、委員長から「通年議会については、事務局に資料を準備させ

たい」との意見があり、全員に了承されたため、次回までに資料を準

備することとなった。

議会活性化特別委員会（第 回）

議会基本条例の制定について

○内容―議会基本条例の検討項目として、事務局作成の資料「通年議会

について」を配布した。
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＜資料（通年議会について）＞

１ 通年議会（通年会期）とは

定例会、臨時会の区別を廃止し、通年にわたり会期を設定

し、いつでも議会を開催できる状態に置くこと。

２ 通年議会のメリット・デメリット

メリット

ア 臨時会の招集請求が必要ない

従来議会が臨時会の開催を必要としたときは、長に対

し、具体的な法律上の事件を示して招集の請求をしなけ

ればならなかったが、その必要がなく、議会が必要と認め

れば、基本的にはいつでも会議を開くことができる。

イ 常任委員会の活動が活性化する

常任委員会等委員会は、閉会中審査事件（閉会中の継続

調査申出）を議決しないと会期外において活動できなか

ったが、閉会中の概念がないので、議会が必要と認めると

きにいつでも委員会を開催できる。

従来は、閉会中調査事件以外の調査事件は調査できな

かったが、何でもできるようになる。このことにより議会

の監視機能の向上につながる。

ウ 専決処分がなくなる

閉会中の概念がないので、専決処分が原則的にできな

いこととなり、議会の権限を制約することが少なくなる。

デメリット

ア 議会対応の機会が増加し行政の停滞を招く

議会の開催日数の増加に対応し、長等執行部職員に対

する出席要求が増加して、行政の停滞を招くことが指摘

されている。

長及び執行部職員の議会出席は、本来、議会の審議に必

要な説明のため最小限に限定されるべき所、従来から慣

例的に不要な出席も多数見られる。

委員会の所管事務調査においても、本来委員間討議が

期待されるところ、実態としては、執行部職員の説明だけ

を求める会議に終始している傾向が強い。こうした実態

については、議会・議員の出席説明制度の趣旨を再認識し

て改めるべきであることが指摘されており、通年会期制

でなくとも問題とされてきたところである。

※参考文献…地方議会実務講座第２巻

野村稔、鵜沼信二 共著

３ 通年議会を行っている自治体

都道府県名 市区名

１ 北海道 根室市

２ 東京都 荒川区

３ 東京都 文京区

４ 神奈川県 相模原市

５ 新潟県 柏崎市

第４　議会改革の取り組みについて
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６ 石川県 金沢市

７ 石川県 白山市

８ 愛知県 豊明市

９ 三重県 四日市市

滋賀県 大津市

京都府 京都市

大阪府 大阪狭山市

大阪府 枚方市

徳島県 小松島市

徳島県 三好市

高知県 土佐清水市

長崎県 壱岐市

計 １５市２区

※全国市議会議長会が平成 年７月８日現在把握している情報

各委員からの主な意見として、次のとおり発言があった。

・通年議会を実施している市では、通年議会をすることによるデメ

リットに対してどのような工夫をしているかを調べるか、見に行

くべき。

・あえて通年議会にしなくても、臨時議会の招集や、常任委員会の

活性化で対応できると考える。

・通年議会とすることの最大のメリットは、議会の監視能力が高ま

ることであると考える。

・通年議会を行っている近隣の自治体を調べるか、視察することが

必要と考える。

・決算と予算委員会が連携し、通年議会を行っている徳島県小松島

市の調査または視察を行ってはどうか。

その後、委員長の発言で、一度会派へ持ち帰り、各会派で集約した

意見を次回の委員会で伺うこととなった。

次に、前回の委員会で会派に持ち帰った野村先生の考えをどのよう

に集約したかの報告を求めたところ、各会派から次のとおり報告があ

った。

・市民クラブ

野村先生の考えを受ける前から、議会基本条例に必要と考えられ

る一つ一つの項目を積み上げるべきと考えており、今後、一つ一

つの項目を議論し、基本条例の構築につなげていけば良いと考え

る。

・改革フォーラム

議会基本条例については、一つ一つの項目を積み上げていくが、

その中で議員間討議、議会報の充実などが取り組みやすく、大切
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な項目ではないかという話になった。

・公明党

会派として、通年議会から取り組んではどうかとの意見があるの

で、そこから詰めていくと良いと考える。

・共産党

反問権は検討項目に入れないほうが良いと考える。また、野村先

生が書いた地方議会実務講座全３巻の中にあるすぐにできる

の改革について、議論する必要もあるのではないかと考える。

・緑のオンブズマン

議会基本条例はなくてもかまわないと考えるが、皆さんが作って

いくということであれば、進めたいと思う。また、議会基本条例

の前に政治倫理の問題が盛り込まれていくべきであると考える。

各会派からのこれらの発言の後、委員長から、まず、通年議会を議

会基本条例制定に向けての検討項目とし、議員間討議、議会報告会、

予算案の説明会の３項目についても検討項目として今後議論していく

ことで良いかを諮り、これらの項目について、今後議論を重ねていく

ことに決定した。

次に、委員長から、日経グローカルの記事「特集議会改革度」が資

料として配付され、当委員会の今後の議論のための参考としていただ

きたい旨の説明があった。

最後に、鴻井委員から、現在、任意の議員で議会ＩＴ推進研究会を

つくり、議会におけるＩＴ機器や技術の活用について研究し、議会運

営、事務作業の効率化を目指しているとの報告を受けた。今後、当委

員会と議会運営委員会のどちらで議論するのが良いかとの相談があっ

た。この相談に対する主な意見として次のとおり発言があった。

・議会全体に報告する場を設けてはどうか。

・当委員会で議論するには時間的にもかなり厳しいのではないか。

・一度全協などで全議員に報告した上で、どこが検討を行うか考え

てはどうか。

委員長から、ＩＣＴの推進ということで捉えると、考えることの大

きさ、時間的な問題など、当委員会での議論は難しいと考えるため、

議長には当委員会では議論しない方向であることを伝えることとなっ

た。

議会活性化特別委員会（第 回）

通年議会について

○内容―通年議会について、前回の委員会で、会派に持ち帰りどのよう

に集約したか報告を求めたところ、各会派から次のとおり報告があっ

た。

・市民クラブ

会派の中では、議会基本条例をつくっていく中で、青梅市なりの

通年議会を構築して議会の活性化につなげていくという意識であ

る。

・公明党

通年議会について、デメリットは感じていない。むしろメリット

として、特に常任委員会はますます活性化していくと捉えており、

専決処分もなくなり、素早い議会としてさまざまな対応ができる

と考えている。通年議会については、しっかり取り組んでいきた

い。

第４　議会改革の取り組みについて
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・改革フォーラム

会派ではメリットが見えないという話であったが、工夫をしなが

ら青梅市ならではの部分に期待し、続けていければと考える。

・共産党

通年議会とすることで、行政の停滞を招くというデメリットが言

われており、市長部局が非常に大変だということにならないかと

いうことは話し合った。

・みどりのオンブズマン

通年議会とすることで、専決処分のなくなることがメリットとし

てそんなにあるとは思えない。

これら各会派の報告を踏まえ、各委員から次のような意見が出され

た。

・各会派からの意見等も含めて青梅市としての通年議会を作り上げ

ていく必要があると考えている。

・行政の停滞が起こるというデメリットは工夫次第だと考える。ま

た、専決処分をゼロにすることが通年議会の目的ではない。一番

のメリットは地方議会に対する批判が高まる中、何かあっても通

年議会ですぐに対応できる姿勢を市民に示すことができること、

もう一つは委員会で調査するときに、きちんと目的を入れて対応

できるようになることであると考える。デメリットよりもメリッ

トの方が多い。

・前期の議会運営委員会において、四日市市議会を視察したが、通

年議会となったために日数が大幅に増えるものではないことが判

明している。通年議会とすることによって、今回の大雪によって

学校の体育館が壊れたことなど、重大な事象が起こった時に、議

会が招集されて予算等が認められれば、行政側もすぐに執行でき、

市民にとってもメリットがあると考える。この件に関しては早急

に当委員会の中で理解を深め、決着をつけるべきである。

・行政の停滞が起こるというデメリットは工夫次第。専決処分をゼ

ロにすることが通年議会の目的ではない。委員会の調査時に、き

ちんと目的を入れて対応できるようになるなど、デメリットより

もメリットの方が多いという意見はわかりやすく賛同する。

・反対である。市民の受けがいいからやってみようということでは

いけないと思う。意見にもあったように通年議会とすることによ

り、重大な事象が起こった時に、すぐに予算等の審議ができ、執

行できるということは、市民にとってもメリットがあると考える

が、それでもほかの方法で対応できるのではないかと思う。ほか

の議会のことを調べてみたい。荒川区が通年議会を始めているよ

うなので注視してみたい。

各委員からの意見を聴取したのち、委員長から、今のところ賛成、

反対の意見がそれぞれあるが、今後議論を深めていきたいと考えてい

るとの発言があった。また、委員からは次のような意見があった。

・正副委員長で相談いただき通年議会を実施している議会を視察し

てはどうか。

・どこかを視察するにしても一度何か資料を検討したい。

この意見を受け、事務局と調整したい旨を諮り、異議なしとなった。

次に、事務局から、 月 日に通年議会についての研修会が、本年

６月から通年議会を開始した文京区議会で行われるとの説明があっ

た。市議会議長会主催の事務局職員を対象とした研修会であるため、
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事務局職員が受講し、次回の委員会で研修内容を報告するとのことで

あった。この説明を受け各委員ら次のような発言があった。

・見学の際には、通年議会導入に当たり、議会として目的を持って

取り組んだと考えるので、経過について確認していただきたい。

併せてこのことにより議会の監視能力が高まったか確認していた

だきたい。

・通年議会を行っている議会や行っていたがやめてしまった議会の

レポートのようなものがあれば資料として送っていただきたい。

・文京区議会は通年議会が始まって１年もたっていないので、全国

の資料がほしい。

最後に、山本委員長から、事務局が受講する文京区議会の通年議会

の取り組みについては、次回の委員会で研修内容の報告を聞くことと

したいとの発言があった。また、当委員会の視察については、正副委

員長に一任することに決した。

議会活性化特別委員会（第 回）

通年議会について

○内容―事務局から、 月 日に文京区議会で行われた「通年議会の導

入について」の研修結果を資料「文京区議会における通年議会の概要」

により報告を受けた。

＜資料（文京区議会における通年議会の概要について）＞

１ 目的

定例会の回数を年１回とし、その会期を通年とするために必要

な事項を定めることにより、議会が主導的かつ機能的に活動し、

突発的な事態にも迅速かつ適切に対応できるようにするととも

に、議会活性化の動きを更に進め、もって議会の政策立案機能を

強化し、区民とともに政策提言できる環境を整備することを目的

とする。

２ 導入までの経緯

平成 年６月 議会活性化に係るさまざまな問題を検討

するため、議長の諮問機関である「今後の

議会運営に係る懇談会」（以下「懇談会」

という）を設置した。

第 次地方制度調査会の動向として、検討

課題に「通年議会」が挙げられる。

平成 年 月 懇談会で平成 年９月改正の地方自治法

の概要が議題となり、通年議会を実施する

方向で検討を進めることが確認された。

※文京区議会では、常任委員会を活発にし

ていこうということから通年議会の議

論が始まったとのこと。

平成 年２月 通年議会制を見据えた常任委員会の施行

について、区長との意見交換会を実施し

た。

平成 年３月 平成 年の通年議会制の導入を見据え、平

成 年に閉会中における常任委員会を試

行的に開催することを議会運営委員会で

第４　議会改革の取り組みについて
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決定した。

平成 年４月 日

７月 日

８月 日

閉会中における常任委員会を試行的に開

催

※４常任委員会のうち、午前及び午後に

それぞれ２常任委員会ずつ２時間を超

えない範囲で開催した。

平成 年９月から ９月以降、懇談会において通年議会の本格

実施に向けて集中的に検討を行った。

平成 年 月 通年議会の本格実施について区長との意

見交換会を実施

平成 年３月 日 平成 年第１回定例会で条例改正、要綱制

定

施行は平成 年５月１日

平成 年５月 日 平成 年５月招集議会（年１回首長が招集

する）により、翌年４月 日までを会期と

することを議決し、通年議会制をスタート

した。

３ 通年議会の概要

５月、首長の招集による年１回の招集議会を開会する。会期

は招集の日から翌年４月 日までとする。

議会の解散時は、その解散の日をもって会期が終了する。こ

の場合の会期は新たな招集の日から翌年４月までとする。

定例議会は毎年６月、９月、 月、翌年２月に開会する。

必要があれば議長が随時本会議（臨時会）を開会できる。

委員会は定例議会中のほか５月、７月、８月、翌年 月及び４

月に開催することとする。開催日は原則 日とし、会期が始ま

る５月以前に開催される委員会日程調整会議で、当該会期中に

おける開催日をあらかじめ決定するものとする。定例議会以外

での常任委員会は、所管の理事者報告を受け、審議するための

ものである。したがって、所管の理事者から報告事項がない場

合は、その常任委員会を開かない。 通年議会における議会期間

以外の常任委員会について 平成 年３月 日 議会運営委員

会決定

４ 前回の当委員会での主な意見と研修により得た結果

意見 通年議会とすることにより、素早い議会としてさまざ

まな対応が可能になると考える。

結果 通年議会制とした目的は、突発的な事態にも迅速かつ

適切に対応できるようにするためである。

意見 通年議会とすることで、市長部局が非常に大変だとい

うことにならないか話し合った。

結果 執行部側からは議会が増えたため、資料作成や打ち合

わせ、部課長の日程調整などが今までよりも大変にな

ったという話はあるが、委員会を含め、大幅に議会を開

催する日が増えているということではない。

意見 重大な事象がおこったとき、すぐに議会を招集できる

ようになることは市民にもメリットがあると考える。
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結果 通年議会制導入の一番の目的は、突発的な事態にも迅

速かつ適切な対応を可能にするとともに、議会活性化

の動きを更に進めることである。最大のメリットは、年

間を通して時機を失することなく常任委員会を開い

て、執行部からの説明を受けることが可能になったこ

とである。

意見 通年議会としたことで議会の監視能力は高まったか。

結果 緊急を要する事案はまだないが、そうなったときには

議会の監視能力が高まったと認識すると考えている。

また、年１回の首長の招集後は、議長が随時本会議を開

会できるなど、議会側のイニシアチブが大きくなり、素

早い対応が可能になったと考えている。

５ 主な質問事項

Ｑ 通年議会を導入して変わったことは何か。

Ａ 定例議会で大きく変わったことはない。従前の議事と大きな

差もない。議会の期間が膨大になったということではなく、突

発的な事案に対応できるようになったが、今のところ緊急を要

するような重大な事案はない。

Ｑ 通年議会の一番の目的は何か。

Ａ 年間を通して議会を開催することにより、突発的な事態にも

迅速かつ適切に対応できるようにするとともに、議会活性化の

動きを更に進めることが最大の目的である。

Ｑ 通年議会としたことで議会の監視能力は高まったか。

Ａ 率直なところ、通年議会制としてから、緊急を要するような

事案がまだないため、そうなったときには議会の監視能力が高

まったと認識すると考えている。また、一方で、年１回の首長

の招集後は、議長が随時本会議を開会できるなど、意識の上で

議会側のイニシアチブが大きくなり、素早い対応が可能になっ

たと考える。

Ｑ 通年議会としたことによる最大のメリットとデメリットは。

Ａ 最大のメリットは、年間を通して時機を失することなく常任

委員会を開いて、執行部からの説明を受けることができるよう

になったことである。議会側としては大きなデメリットはない。

執行部側からは議会が増えたため、資料作成や打ち合わせ、部

課長の日程調整などが今までよりも大変になったという話もあ

る。 ただし、大幅に議会の開催が増えたということではない。

Ｑ 審議時間、審議内容に変化はあったか。

Ａ 特にない。細かい点で定例会議の終了時に閉会ではなく散会

となったなど大勢に影響はない。

Ｑ 市民の反応はどうか。傍聴者数に変化はあったか。

Ａ 市民からの声はまだ届いていない。傍聴者数は従前と変わら

ない。

Ｑ 導入に当たっての事務局体制の変化は。

Ａ 事務量が増えたということでもないので変わらない。

Ｑ 導入に際し、区民への告知はどのように行ったか。

Ａ ホームページや区議会だよりで告知を行った。

第４　議会改革の取り組みについて
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関連

地方自治法

〔定例会及び臨時会〕

第百二条 普通地方公共団体の議会は、定例会及び臨時会とする。

② 定例会は、毎年、条例で定める回数これを招集しなければなら

ない。

③ 臨時会は、必要がある場合において、その事件に限りこれを招

集する。

④ 臨時会に付議すべき事件は、普通地方公共団体の長があらかじ

めこれを告示しなければならない。

⑤ 前条第五項又は第六項の場合においては、前項の規定にかかわ

らず、議長が、同条第二項又は第三項の規定による請求において

示された会議に付議すべき事件を臨時会に付議すべき事件とし

て、あらかじめ告示しなければならない。

⑥ 臨時会の開会中に緊急を要する事件があるときは、前三項の規

定にかかわらず、直ちにこれを会議に付議することができる。

⑦ 普通地方公共団体の議会の会期及びその延長並びにその開閉に

関する事項は、議会がこれを定める。

〔会期制度〕

第百二条の二 普通地方公共団体の議会は、前条の規定にかかわら

ず、条例で定めるところにより、定例会及び臨時会とせず、毎年、

条例で定める日から翌年の当該日の前日までを会期とすることがで

きる。

② 前項の議会は、第四項の規定により招集しなければならないも

のとされる場合を除き、前項の条例で定める日の到来をもつて、

普通地方公共団体の長が当該日にこれを招集したものとみなす。

③ 第一項の会期中において、議員の任期が満了したとき、議会が

解散されたとき又は議員が全てなくなつたときは、同項の規定に

かかわらず、その任期満了の日、その解散の日又はその議員が全

てなくなつた日をもつて、会期は終了するものとする。

④ 前項の規定により会期が終了した場合には、普通地方公共団体

の長は、同項に規定する事由により行われた一般選挙により選出

された議員の任期が始まる日から三十日以内に議会を招集しなけ

ればならない。この場合においては、その招集の日から同日後の

最初の第一項の条例で定める日の前日までを会期とするものとす

る。

⑤ 第三項の規定は、前項後段に規定する会期について準用する。

⑥ 第一項の議会は、条例で、定期的に会議を開く日（以下「定例

日」という。）を定めなければならない。

⑦ 普通地方公共団体の長は、第一項の議会の議長に対し、会議に

付議すべき事件を示して定例日以外の日において会議を開くこと

を請求することができる。この場合において、議長は、当該請求

のあつた日から、都道府県及び市にあつては七日以内、町村にあ

つては三日以内に会議を開かなければならない。

⑧ 第一項の場合における第七十四条第三項、第百二十一条第一項、

第二百四十三条の三第二項及び第三項並びに第二百五十二条の三

十九第四項の規定の適用については、第七十四条第三項中「二十

日以内に議会を招集し、」とあるのは「二十日以内に」と、第百

二十一条第一項中「議会の審議」とあるのは「定例日に開かれる



389

会議の審議又は議案の審議」と、第二百四十三条の三第二項及び

第三項中「次の議会」とあるのは「次の定例日に開かれる会議」

と、第二百五十二条の三十九第四項中「二十日以内に議会を招集

し」とあるのは「二十日以内に」とする。

〔専決処分〕

第百七十九条 普通地方公共団体の議会が成立しないとき、第百十

三条ただし書の場合においてなお会議を開くことができないとき、

普通地方公共団体の長において議会の議決すべき事件について特に

緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかで

あると認めるとき、又は議会において議決すべき事件を議決しない

ときは、当該普通地方公共団体の長は、その議決すべき事件を処分

することができる。ただし、第百六十二条の規定による副知事又は

副市町村長の選任の同意については、この限りでない。

② 議会の決定すべき事件に関しては、前項の例による。

③ 前二項の規定による処置については、普通地方公共団体の長は、

次の会議においてこれを議会に報告し、その承認を求めなければ

ならない。

④ 前項の場合において、条例の制定若しくは改廃又は予算に関す

る処置について承認を求める議案が否決されたときは、普通地方

公共団体の長は、速やかに、当該処置に関して必要と認める措置

を講ずるとともに、その旨を議会に報告しなければならない。

上記報告に対する質疑の主な内容は次のとおり。

●質疑―文京区議会では、突発的な事態というのをどのように想定し

ていたか。具体例とか。

●答弁―具体的にはなかった。研修の中で、青梅市では大雪で学校の

体育館が壊れたという話をしたが、それと同じように、台風による

災害や何か緊急に住民の生命にかかわる重大な事態が起きたときに

はすぐに議会を開く、そういった対応ができるようになると考えて

いるとのことであった。

●質疑―通年議会を約半年やってきた中で、何か問題点、あるいはよ

かった点についての話はあったか。

●答弁―まだ始まって約半年なので、目に見えてよくなったというこ

とはないが、突発的なことが起きたときにはすぐに対応できること、

年１回首長が招集して、その後、議長が随時臨時会も開けるという

ことで、重大な事象などが起きたときには議会側がイニシアチブを

とれるということが、精神的というか、気持ちの上ですごくよくな

ったと感じるとのことであった。

●質疑―執行部側の資料作成や打ち合わせ、部課長の日程調整などが

今までよりも大変になったということだが、これは、通年議会を導

入したとはいっても、従来と大きく変えたわけではないということ

でよいか。

●答弁―おっしゃるとおりで、年４回の定例議会があり、そのほかに

何かあれば常任委員会で執行部側から報告を受けるということにな

るが、その何かということが余りないので、従来の年４回の定例会

を開いていたときと変わらない。ただ、何かあったときには、タイ

ムリーに執行部側が報告のための資料などをつくらないといけない

ので、そのための日程調整や資料をいつまでにつくらなければいけ

ないなど、文句を言いたいというようなニュアンスだった。議会事

第４　議会改革の取り組みについて
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務局としては、すごく大変になったということもなく、議員も同様

ではあるが、何かあった場合は執行部側がタイムリーに報告しなけ

ればいけないので大変だという話を聞いているとのことであった。

なお、文京区議会の場合は、常任委員会を活発にしていくために通

年議会の議論が始まった。青梅市では既に委員会を閉会中に開き、

説明員も呼んで資料等を作成しており、その辺の日程調整等もかな

り行っているため、文京区議会よりは導入に対しての、抵抗といっ

たものは少ないのではないかと考える。

●質疑―条例と要綱を制定したということで、条例は、多分、会期等

に関する条例等が設置されたのだと思うが、要綱ではどのようなこ

とを定めているのか。

●答弁―条例は、定例会の回数に関する条例であり、年４回を年１回

に直すといったもの。要綱は、地方自治法の改正によって定められ

た目的、そのほか会期、定例会及び会議の呼称、議案等の番号、議

事日程、一般質問、一事不再議の例外、常任委員会及び会議録など

が定められている。

●質疑―要綱の第３条第４項に「議長は、区長又は議員から臨時議会

を開くことを要請されたときは、当該要請のあった日から原則とし

て７日以内に開くものとする」とあるが、決まり事ってこれだけな

のか。例えば議員から臨時議会を開きましょうとなった場合、提案

はどのように、どのような場で話し合われるのか。そして、本会議

か、常任委員会か、その辺はどのように振り分けを考えるのか。

●答弁―こちらは記載のとおり、あくまでも臨時議会を開く場合とい

うことなので、本会議に限られる記載だと思われる。

●質疑―今まで議員から提案して、臨時議会を開くということはなか

ったわけだが、その提案をどういう方法で行うのか文京区議会は決

めていたか。

●答弁―研修会時には聞いていない。

●質疑―通年議会導入までの経緯で、懇談会の構成の中身、 年９月

からの集中的な検討内容の主なもの及び 年５月の議決状況、全会

一致など。その辺を次回までに調べておいてほしい。

●答弁―調べておく。

質疑を受け次回までに確認することとなった事項は、次のとおり。

・臨時議会を議員の提案で行う場合、どのような場で話し合われ、

本会議か、常任委員会か、どのように振り分けるのか。

・懇談会の構成メンバー

・平成 年からの集中的な検討の主なもの

・平成 年の議決の内容 全会一致など

また、今回の資料と報告を一度会派に持ち帰り、次回の委員会で当

委員会として、通年議会についての結論を出すこととなった。

議会活性化特別委員会（第 回）

通年議会について

○内容―前回の委員会で、確認事項となっていた４件について、事務局

より報告を受けた。

まず、「臨時会を議員の提案で行う場合、どのように提案し、どのよ

うな場で話し合われ、本会議か常任委員会かどのように振り分けるの

か」については、文京区議会では具体的な事例がないため、今のとこ

ろ何とも言えないとのことで、ほかのところの先行事例を参考にした

とのことであった。これは想定だが、突発的な重要案件が起きたとき
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ということであれば、これは重要なことだということで議員も気づか

れると思うので、何かそういったときには皆さんで話をされ、議長に

相談し、その後、議会運営委員会等で諮って決定されていくと考える。

そして、臨時議会を開くことになれば、まず、重要案件なので、本会

議となり、詳細な審議が必要ということであれば委員会に付託される

と考える。

次に、「懇談会の構成メンバー」については、文京区では副議長が会

長となり、改革ぶんきょう、自民党、公明党、共産党、市民の広場・

文京の各会派の幹事長がメンバーとなったとのことであった。

次に、「平成 年からの集中的な検討内容の主なもの」については、

地方自治法第 条の定例会、臨時会を設けるスタイルにするか、第

条の２の定例会、臨時会を設けずに、毎年いつからいつまでというこ

とで会期を決めるスタイルのどちらにするか、会期を何月から何月に

するか、それぞれの会議の呼称をどうするか、一時不再議や専決の考

え方について、条例や会議規則等の文言の整理について、及び開催日

の増に伴う費用弁償の減額など集中的に審議したとのことであった。

次に、「平成 年に通年議会が議決されたときの議決内容は」、平成

年第１回定例会の最終日に、全会一致で可決とのことであった。

最後に、各会派から通年議会についての集約結果の報告を受ける。

・改革フォーラム

メリットが見えないため会派としてはまとまっていない。

・公明党

導入に向け採択すべき。

・共産党

通年とすることで、執行部をくぎ付けにするというのが引っ掛か

るが、今よりも少し多くなる程度であれば導入して良いと考える。

・市民クラブ

通年議会を導入することは市議会でより効果を発揮できると考え

る。今後、議会運営委員会で諮っていただきたい。

・みどりのオンブズマン

議会活性化にどうしても必要なものではないと考えるため、通年

議会を導入する必要がないと考える。

以上のとおり、各会派の考えを聴取したところ、意見が分かれたた

め、議会基本条例の項目に通年議会を入れることを採決し、賛成多数

により決定された。

議会活性化特別委員会（第 回）

議員間討議について

議会報告会について

予算案の説明会について

委員会報告について

○内容―議員間討議について、議会報告会の開催について及び予算案の

説明会については、議会基本条例の制定のために設定した項目であり、

これまでも議論を行ってきたことから、一括して審査することとした。

各委員からの意見等について、主な内容は次のとおり。

・これらの３項目については、青梅市議会として将来にわたり大事

な課題であるため、今後もその内容の検討を進めていくべき方向

であることを委員長に取りまとめていただきたい。

・これらの３項目を残したことは非常に残念である。委員会の力不

足、運営に問題があったかと思う。

第４　議会改革の取り組みについて
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・議会基本条例の制定に向けて、条例全体では大きすぎるため、項

目を設定し、通年議会については結論にまで達したことは大きな

実績であると考える。次期の議会において、同様の特別委員会が

設置された場合は、これらの３項目を含めてさらに検討を進めて

いく必要があると考える。

・予算決算委員会理事会ができたこと、予算委員会、決算委員会の

一本化ができたことによって予算決算の連結した審議ができる体

制ができたこと、また、通年議会についても道筋をつけたのは当

委員会であり、よい成果を出したと考える。

・これらの３項目を含めて、二元代表制について深めていくことを

個人的には望んでいる。

・議会報告会の開催について提案したので、これからの議会でもぜ

ひ議論していただきたい。通年議会の議論の中で視察に行くこと

を議決した覚えがあるが、行けなかったことを残念に思う。

・９月に視察に行くことを議決したのに、その後、一切その話はな

かった。説明していただきたい。

・視察に行けなかった理由として、議会基本条例の制定に向けて一

つ一つ検討していかなければならず、時間的な問題があった。ま

た、視察に行った場合の成果も考えた。

・視察は行くことが目的ではない。代替するような情報等があれば

十分である。通年議会については、事務局職員の研修もあって、

報告や資料の確認をした。その上で視察に行く必要があれば行く

べきであったが、委員のだれからもそういった発言はなかった。

委員長一人に責任を負わせるような発言をして過去を蒸し返して

も仕方がないと思う。

・過去は振り返らなくてもいいと言っても、議決は９月で半年も前

である。通年議会については急ぎ足で進んでしまった。

・時間的な制約がある中、この委員会が立ち上がったことは大変大

きなことであったと考える。これらの３項目が、結局積み残しと

いう見方はあるが、これらを含めて議会基本条例の制定を目指し

ていくという方向性もこの委員会で打ち出されている。委員会報

告をしっかりとまとめていただき、青梅市議会として継続性を持

って次期の４年間でしっかりしたものを作っていくことが必要で

あると考える。

各委員から意見等を聴取し、その主な意見を集約すると、「当委員会

において、議会基本条例の制定を目指していくという方向性が打ち出

されている。議員間討議、議会報告会及び予算案の説明会の３項目に

ついては、青梅市議会として継続性を持って次期の特別委員会で検討

していただきたい」ということとなった。

当委員会として、議員間討議、議会報告会及び予算案の説明会の項

目については、次期の議会において、当委員会と同様な特別委員会が

できた場合、検討を進めていただきたいとしたいが、これに異議はな

いかを諮り、異議なく決定となった。

また、委員長から、委員会報告について、平成 年６月 日の本会

議において、予算決算委員会理事会について一度報告を行ったが、そ

れ以後、議論を重ねてきた内容等を今定例会の最終日の本会議で報告

したいとの話があり、その旨を諮り、異議なく決定となった。

平成 年第１回青梅市議会（定例会）

議会活性化特別委員会委員長による報告
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○平成 年９月 日の本会議において、「青梅市議会の活性化について」

を付議事件とする議会活性化特別委員会が設置され、第１回から第８

回までの委員会における検討内容、検討結果については、平成 年６

月 日の本会議において中間報告を行った。

このたび、平成 年６月 日の第９回委員会から平成 年３月５日

の第 回委員会において検討してきた議会基本条例の制定について、

方向性を含め一定の結論を得ることができたので、中間報告以降の経

緯とあわせ、その主な内容を報告する。

まず、平成 年６月 日の第９回委員会では、議会基本条例の制定

について、学識経験者である野村稔先生の考えをまとめた資料を配付

した。この資料をもとに、一度、各会派で議会基本条例に規定すべき

項目の優先順位について検討いただき、その結果を受け、次回、議会

基本条例に規定すべき項目について検討していく優先順位を決定する

こととした。また、通年議会については、次回、資料を準備すること

とした。

次に、７月 日の第 回委員会では、通年議会についての資料を配

付した後、主な意見として、「通年議会を実施しているところでは、通

年議会としたことによるデメリットに対して、どのような工夫をして

いるか調べるか、視察を行ってはどうか」、「あえて通年議会にしなく

ても、臨時議会の招集や常任委員会の活性化で対応できると考える」、

「通年議会とすることの最大のメリットは議会の監視能力を高めるこ

とであると考える」などがあったため、通年議会については、一度会

派に持ち帰り、次回までに各会派の意見を集約することとした。

次に、議会基本条例に規定すべき項目の優先順位について、各会派

において検討した結果を集約したところ、「議会基本条例制定に向け

て、一つ一つの項目を積み上げていくべきである」、「議員間討議や議

会報の充実などが取り組みやすく大切な項目ではないかという話とな

った」「通年議会から詰めていってはどうか」、「議会基本条例は、なく

ても構わないと考えるが、委員の皆さんが制定に向け取り組むのであ

れば進めてよいと思う。また、議会基本条例の前に、政治倫理の問題

が盛り込まれていくべきであると考える」などがあり、委員長から「議

会基本条例制定に向けての検討項目として、まず通年議会について検

討してはどうか。また、議員間討議、議会報告会、予算案の説明会に

ついても、今後議論してはどうか」と発言したところ、全員の賛成に

より、そのように決定した。

次に、９月 日の第 回委員会では、優先して検討することとなっ

た通年議会について、各会派の意見を聴取したところ、「会派の中では、

議会基本条例をつくっていく中で、青梅市ならではの通年議会を構築

して、議会の活性化につなげていくという意識である」、「通年議会に

ついて、デメリットは感じていない。むしろメリットとして、特に常

任委員会はますます活性化していくと捉えており、専決処分もなくな

り、素早い議会としてさまざまな対応ができると考えている。通年議

会については、しっかり取り組んでいきたい」、「会派の中では、通年

議会とすることのメリットが見えないという意見もあったが、工夫を

しながら、青梅市ならではのという部分に期待しつつ、検討を続けて

いけばよいと考える」、「『通年議会とすることで、行政の停滞を招くと

いうデメリットが言われており、市長部局が非常に大変だということ

にならないか』ということを話し合った」、「通年議会とすることで、

専決処分のなくなることがメリットとしてそんなにあるとは思えな

第４　議会改革の取り組みについて
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い」などの意見があり、さらに「行政の停滞が起こり得るというデメ

リットは、工夫次第だと考える。また、専決処分をゼロにすることが

通年議会の目的ではない。一番のメリットは、地方議会に対する批判

が高まる中、何かあっても通年議会ですぐに対応できる姿勢を市民に

示すことができること、もう一つは、委員会で調査するときに、きち

んと目的を入れて対応できるようになることであると考える。デメリ

ットよりもメリットのほうが多い」、「前期の議運において四日市市議

会を視察したが、通年議会となったために、日数が大幅にふえるもの

ではないことが判明している。通年議会とすることによって、重大な

事象が起こったときに、議会が招集され、予算等が認められれば、行

政側もすぐに執行できるということは、市民にとってもメリットがあ

ると考える。この件に関しては早急に当委員会の中で理解を深め、決

着をつけるべきである」、「通年議会なら議員が本当に仕事をしている

ことになるのか、それは疑問だと思う。市民の受けがよいから実施し

てみようということではいけないと思う」などの意見があったため、

委員長から「それぞれ意見はあるが、今後、通年議会について議論を

深めていきたい」と発言したところ、了承された。

また、通年議会について、視察を行ってはどうかとの意見があった

ため、このことを諮ったところ、異議なく了承され、日時等について

は正副委員長に一任された。

なお、 月 日に文京区議会の通年議会に関する事務局職員研修会

があるので、次回、その結果を報告させることとした。

次に、 月 日の第 回の委員会では、文京区議会の通年議会に関

する事務局職員研修会をもとに作成した資料を配付するとともに、研

修会について報告させた。その後、委員長から「議会基本条例に通年

議会を規定することについては、次回、結論を出したい」と発言した

ところ、了承された。

次に、 月８日の第 回委員会では、議会基本条例に通年議会を規

定することについて、各会派の考えを聴取したところ、主な意見とし

て、「導入に向け採択すべきである」、「通年議会を導入することは、市

議会でより効果を発揮できると考える。今後、議会運営委員会で諮っ

ていただきたい」、「突発的なことにすぐ対応できるのはむしろ常任委

員会であり、実際の対応もそこであろうと思っている。通年議会は、

議会活性化にどうしても必要なものではないと考えるため、導入する

必要がないと考える」など、賛成、反対に意見が分かれたことから、

採決した結果、賛成多数で議会基本条例の一つの項目として、通年議

会を規定することを決定した。

最後に、平成 年３月５日の第 回委員会では、議会基本条例に規

定する検討項目として、議員間討議、議会報告会、予算案の説明会の

３項目について、一括議題として、各委員から意見を聴取した後、当

委員会としては、改選後の次期議会において、当委員会と同様に、議

会活性化などを議題として検討する特別委員会が設置された場合は、

議会基本条例に規定すべき項目として、これらの３項目について検討

を進めていきたいと集約できましたので、委員全員により、そのよう

に決定した。

なお、通年議会についての視察を行わなかったことを２人の委員か

ら指摘いただいたが、調査研究を進める中で委員各位の理解も深まり、

第 回委員会において、議会基本条例の項目として、通年議会を入れ

るか、次回決定したい旨、委員長から申し上げた際、特に意見もなく、
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審査の状況や時間的な問題などからも判断し、実施しなかったもので

ある。

今回の報告をもって、本委員会が検討することになった検討項目に

ついて、方向性を含め、一定の結論を得ることができた。議員各位に

おかれては、本日報告させていただいた検討内容については十分御理

解をいただき、御了承願いたい。

＊平成 年定例会５月招集議会より、通年議会制（地方自治法第 条第２項）を導入

するとともに、予算委員会及び決算委員会を予算決算委員会とした。

第４　議会改革の取り組みについて



396 第３編　主要問題の経過と結果

青梅市立総合病院の建てかえに関することについて

青梅市に「青梅市立総合病院建替検討委員会」が設置される。

＊将来の病院改築に関する基本的な考えを検討

第１回青梅市立総合病院建替検討委員会開催

議題 次期長期計画での取り扱いについて（建替えの時期、場所、

方法など）

結論 次回委員会にて具体案を協議する。

～

平成 年第１回青梅市議会（定例会）（一般質問）

●質問―病棟の老朽化での建てかえの問題について

●答弁―東西棟は建築後 年余が経過し、建てかえを検討すべき

時期であり、平成 年８月に青梅市立総合病院建替検討委員会

を発足させた（病院事業管理者）。

●質問―建替検討委員会での議論について

●答弁―青梅市立総合病院建替検討委員会で調査、検討を始めた

ところである（病院事業管理者）。

第２回青梅市立総合病院建替検討委員会開催

議題 建替え規模、建替え時期と方法について

結論 ・規模は５００床とする。現地建替えは運営上問題がある

ため、建替え候補地としてケミコン跡地や学校用地を調

査する。

・１０年後の建替えを想定し、市で建替えに関する基金の

創設を検討する。

第５次青梅市総合長期計画後期基本計画策定

＊建替えに向けて検討する旨を掲載

平成 年第１回青梅市議会（定例会）（一般質問）

●質問―建てかえの時期や患者への影響について

●答弁―建てかえが必要であると認識している（開設者：青梅市

長）。

開設者と協議しながら早期に検討を始める（病院事業管理者）。

平成 年第３回青梅市議会（定例会）（一般質問）

●質問―建てかえの考え方について

●答弁―建てかえに向けては、規模、時期や場所、財源などの課

題を病院事業管理者と協議し、検討を進める（開設者：青梅市

長）。

福祉文教委員会 所管事務調査

青梅市立総合病院の建てかえについて

〇内容―第５次青梅市総合長期計画後期基本計画の記載内容お

よびこれまでの議会答弁内容の説明

福祉文教委員会 所管事務調査

青梅市立総合病院の建てかえについて

〇内容―第１回および第２回青梅市立総合病院建替検討委員会

の議事録を提出して内容を説明
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平成 年第４回青梅市議会（定例会）

〇内容―第６次総合長期計画（平成 年度～平成 年度）議決

＊計画に新病院建設計画の検討を進めることを掲載

平成 年第１回青梅市議会（定例会）（施政方針演説）

青梅市長が施政方針演説にて「病院の建てかえに向けた基本構

想を策定していく」と発言

基本構想策定支援業務委託契約締結

【契約業者】アイテック 株

【契約金額】 円

＊医療コンサルの支援の下、基本構想を策定

第３回青梅市立総合病院建替検討委員会開催

議題 新病院の基本構想（案）について（建替え用地、資金計画、

今後の日程）

結論 ・病院機能に必要な延べ床面積を算出し、それに見合う市

有地がないかを検討する。

・借入金の償還および市の繰出金を試算し、資金計画を検

討する。

・基本構想（案）を議会へ説明した後に基本設計の検討に

着手する。

平成 年第１回青梅市議会（定例会）（施政方針演説）

青梅市長が施政方針演説にて「新病院建設の具体化に向けて

は、施設の狭隘や設備の老朽化等の課題に対応するため、本年度

策定する基本構想に引き続き、新年度は基本計画の策定に取り組

んでいく」と発言

「青梅市立総合病院新病院基本構想」完成

基本計画策定等支援業務委託契約締結

【契約業者】アイテック 株

【契約金額】 円

＊引き続き医療コンサルの支援の下、基本計画の策定を進める。

第４回青梅市立総合病院建替検討委員会開催

議題 病院建替えの時期、場所および方法について

結論 ・ 平成 年に着工する。

・好条件の用地が見つかるまでは、基本構想のとおり現

地建替えを進める。

市議会定例会６月定例議会

総合病院建替検討特別委員会が設置される。

総合病院建替検討特別委員会（第１回）

正副委員長の互選

総合病院建替検討特別委員会（第２回）

総合病院建てかえにかかる経過および基本構想について

総合病院建替検討特別委員会（第３回）

議決事件の追加にかかる各会派の意見について

第５　青梅市立総合病院の建てかえに関することについて
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総合病院建替検討特別委員会（第４回）

議決事件の追加について

市議会定例会 月定例議会

委員会提出議案第６号「青梅市議会の議決すべき事件等に関す

る条例の一部を改正する条例」が提案され、全員の賛成により原

案可決となる。

総合病院建替検討特別委員会（第５回）

明星大学の現地視察について

他自治体への行政視察について

総合病院建替検討特別委員会（視察）

京都市立病院を視察

第５回青梅市立総合病院建替検討委員会開催

議題 病院建替えの場所、時期等について

結論 ・現地建替えを進めるにあたり、目指す病院像と現地建替

えのメリット・デメリットを示す。

・平成 年５月頃に着工までのスケジュールを提示する。

総合病院建替検討特別委員会（第６回）

行政視察の感想、意見等について

総合病院の現地視察について

基本計画策定等支援業務委託契約締結

【契約業者】アイテック 株

【契約金額】 円

＊引き続き医療コンサルの支援の下、基本計画の策定を進める。

第６回青梅市立総合病院建替検討委員会開催

議題 基本計画作成に向けた検討報告書について

病院建替えの場所、時期、その他の事項について

結論 ・現地建替え案で決定する。

・平成 年度から解体に着手し、平成 年度にフルオープ

ンするスケジュールで進める。

・建築の専門家とともに配置計画等の検討を開始する。

総合病院建替検討特別委員会（第７回）

東京都地域医療構想（案）について

基本計画作成に向けた検討報告書について

「東京都地域医療構想」が策定される

第７回青梅市立総合病院建替検討委員会開催

議題 基本計画策定に向けての今年度の取組計画について

病院建替えの場所および時期について

結論 ・建替検討特別委員会にて現地建替え案を提示する。

・新築工事の開始を平成 年度からとしているが、着工の

時期が平成 年度からとなる根拠を示す必要がある。

総合病院建替検討特別委員会（第８回）

市の建替検討委員会（８月 日開催）の報告

基本計画作成に向けた取組について



399

総合病院建替検討特別委員会（第９回）

病院建替構想の市民への周知方法等について

手術室における課題と今後について

総合病院建替検討特別委員会（第 回）

基本構想の見直しおよび新病院の施設整備費等について

～

総合病院建替検討特別委員会（視察）

公立甲賀病院および島田市議会（市立島田市民病院）を視察

おうめ健康塾にて病院建替構想の市民周知を図る。

職員説明会開催

＊基本計画策定に向けての取組を病院職員へ説明

第８回青梅市立総合病院建替検討委員会開催

議題 基本計画策定に向けての今年度の取組状況について

病院建替えの時期について

結論 ・病院建替えの時期については、市側でも検討中である。

・建替検討特別委員会において、今後見込める補助金につ

いての資料を提示する。

・病院建替えに伴う交付税措置に関する資料を作成する。

総合病院建替検討特別委員会（第 回）

施設基準届出の一時取下げについて

新病院事業収支計画について

第９回青梅市立総合病院建替検討委員会開催

議題 基本計画（案）および新病院イメージ図について

結論 基本設計について来年度予算化し進める。

総合病院建替検討特別委員会（第 回）

基本計画（案）について

市議会定例会平成 年２月定例議会

総合病院建替検討特別委員会委員長による中間報告

〇内容―平成 年６月 日の本会議において、「青梅市立総合病

院の建てかえに関する事項について」を付議事件とする総合病

院建替検討特別委員会が、委員８人をもって設置された。以降、

平成 年２月７日までに、正副委員長の互選を含め、計 回の

委員会を開会し、慎重に検討を重ね、委員会として新病院基本

計画 案 に対する結論がまとまったので、今までの経過とあわ

せ、その主な内容を報告する。

まず、９月 日の第２回委員会では、これまでの経過につい

て総合病院事務局からの説明を聴取した後、質疑を通して、資

金計画については、多額の借金を抱えることは事実であり、現

状の医業収益を上げる方策として、高度医療が充実した他の医

療圏へ流出している患者を当院で抱えられるよう環境を整備

するとともに、今よりも高度な医療を提供することによって収

益がふえてくると考える。建てかえ工事期間中の診療態勢につ

いては、実際に南棟を解体すると 床の減となるが、 近く

の病床の稼働が可能である。患者や近隣の方には騒音などで迷

惑をかけるかもしれないが、入院患者数、機能などは現状を維

第５　青梅市立総合病院の建てかえに関することについて
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持できると考えている。基本計画策定の予定については、都の

地域医療構想等の状況を考えると遅れるのではないかと考え

ている。青梅市立総合病院は、これからどのような方向に向か

っていくのかについては、青梅市立総合病院は、公立昭和病院

と並ぶ地域の急性期医療を担っている重要な病院であり、これ

からは高度急性期医療を担っていくしかないと考える。西多摩

地域には当院のかわりになる病院はないので、先頭に立って市

民の命を守る医療を提供していかなくてはならないと考えて

いることなどが説明された。

また、総合病院の建てかえは青梅市にとって極めて重要な政

策課題であり、青梅市立総合病院の建てかえに関する基本構

想・基本計画を青梅市議会の議決すべき事件として加えてはど

うかとの提案があった。さらに、議会が責任を持ち、しっかり

と関与するべきであるとの発言があり、委員全員の賛同を得た

が、一度会派に持ち帰り、次回の特別委員会でその結果を伺っ

てから決定することとした。

次に、 月６日の委員会では、青梅市立総合病院の建てかえ

に関する基本構想・基本計画を青梅市議会の議決すべき事件と

して加えることについて、各会派の結果を聴取したところ、全

会派が賛成であったため、全員の賛成によって採択した。

次に、 月 日の委員会では、青梅市立総合病院の建てかえ

に関する基本構想・基本計画を青梅市議会の議決すべき事件と

して加えることについて、条例改正の案を審査し、議長に青梅

市立総合病院の基本構想および基本計画を青梅市議会の議決

すべき事件等に追加することについての検討要請として提出

するとともに条例の改正案を提出した。この結果、 月７日の

本会議において、委員会提出議案第６号「青梅市議会の議決す

べき事件等に関する条例の一部を改正する条例」が提案され、

全員の賛成により原案可決となった。

次に、平成 年１月 日には、ＰＦＩの手法により現地建て

かえを行った京都市立病院において、現地建てかえの課題とそ

の解決について視察を行った。

次に、２月 日の委員会では、青梅市立総合病院の屋上庭園、

ヘリポート、病棟、手術室、外来、保育所、栄養科などを現状

と課題などを聴取しながら現地視察を行い、手術室の狭隘化、

施設全体の老朽化など現状の問題点を把握した。

次に、６月 日の委員会では、総合病院事務局から、東京都

地域医療構想 案 と基本計画作成に向けた検討報告書につい

ての説明を聴取した。東京都地域医療構想 案 では、高度急性

期機能、急性期機能、回復期機能、慢性期機能の４つの機能区

分が示されているが、西多摩地域では、慢性期機能を提供する

施設が非常に多い状況である中で、地域の基幹病院として、青

梅市立総合病院の果たす役割は、高度な医療を提供するという

点では非常に重要である。西多摩地域は将来、人口が減少し、

高齢化の割合がふえ、主要疾患の伸び率も高くなる中、青梅市

立総合病院の病院機能をどのように考えていくのかというこ

とが一つの課題と捉えている。西多摩地域では、高度急性期に

対応できるのは青梅市立総合病院だけであるという結果にな
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っているということなどが主に説明された。

次に、基本計画作成に向けた検討報告書は、基本構想で示さ

れた新病院に係る総合病院の将来像に関する基本的な考え方

に基づき、基本計画策定に向けて詳細に検討を進めたものであ

り、現時点での事業費総額は 億 万円と見込み、そのう

ち借入金 億 万円、残りの 億 万円を自己資金で賄

おうとするものである。検討中の建物の配置計画は、現地建て

かえを想定した４案ある。医療制度改革を通じて、青梅市立総

合病院に求められる役割も微妙に変化しており、地域密着型の

総合病院から高度急性期、急性期に特化した地域基幹病院とし

ての役割が求められている。新病院では、目標機能として、地

域医療支援病院及びＤＰＣ 群病院の取得が必要と考えてい

る。建てかえに係る事業収支試算は、整備後における増収の具

体的な内容として、重症患者等に対応するための機能強化、手

術室の整備による手術料収入の増加、地域医療支援病院の取得

による増収、そして、入院収益の診療単価については、現在の

５万 円に対し、高目に収益が推移すると仮定して７万

円としたＡ案と、現在の機能と変わらないが、手術室等の機能

が充実して患者数がふえることを想定した場合の増収を見込

んで６万 円にした場合のＢ案が説明された。

質疑を通して、西多摩地域の現状については、東京都は非常

に高度急性期が多い地域と言われている反面、西多摩地域では

高度急性期が少なく、慢性期機能を果たす役割の病院が多いと

いうことからも、今後、近隣との連携も含め、どのような立ち

位置で当院が果たすべき役割、機能を持たせていくかというこ

とを、現状を踏まえて協議しながら進め、これから構想の中に

組み込まなくてはいけないと考えている。地域医療構想につい

て、東京都は、高度急性期、急性期、回復期、慢性期の機能を

その地域の病院で全て賄えるように考えていると捉えている。

青梅市立総合病院に対する東京都の考えについては、西多摩地

域は、高度急性期、急性期が非常に少ない地域のため、その中

で青梅市立総合病院が担う役割は非常に重要になってくる。今

後とも急性期医療に特化した病院を構築してほしいという話

を受けていることなどが説明された。

次に、９月 日の委員会では、これまでの審査において、病

院と市長部局では、現地建てかえとすべき方向にあることを踏

まえて、現地建てかえについて諮った結果、委員全員の異議は

なく採決された。

次に、９月 日の委員会では、まず、青梅市立総合病院の建

てかえ構想の周知として、 月５日に病院の講堂において市民

向けの講座を予定していること、 月 日発行予定の広報おう

め総合病院特集号に掲載すること、ホームページによる情報発

信などを考えていることなどが報告された。

次に、手術室における課題と今後については、現時点では年

間手術件数は約 件に達していることから、新病院では

件の手術も可能と試算している。１人１日当たりの入院単価７

万 円となれば、支出は別として、年間約 億円の収入が見

込まれ、仮に入院診療単価が６万七、八千円程度でも約 億円

第５　青梅市立総合病院の建てかえに関することについて
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の収入となる見込みである。新病院になって手術室が充実すれ

ば、専門医もその技能を発揮する場があるので招聘しやすくな

る。新しい施設設備が整えば医師を要請するときのアピールポ

イント、セールスポイントがはるかに上がると考えているなど

が説明された。

青梅市立総合病院建替計画案については、基本構想で示され

た新病院の配置案４案のうち２案、それぞれ１棟建て、２棟建

ての見直し案が示されたが、工期の短縮に伴って、より収益性

の高い新病院の開設が早くなることなどが見込まれることか

ら、現地１棟建ての案を委員全員の賛成により採択した。

次に、 月 日の委員会では、９月 日の特別委員会の結果

を市長、副市長に報告し、建てかえの必要性と現地建てかえと

いうことで御理解をいただいているが、時期については、病院

の建てかえに際しては莫大な借入金が発生すること、市の一般

会計が大変厳しい状況であること、さらに、ほかにも費用のか

かる事業があることなどから、判断には少し時間が必要である

との報告があった。

借入金については、高度急性期に特化するなど診療単価を上

げて確実に借金は返していけると説明を受け、ある程度認識を

したが、市長は建設費の 億円が圧縮できる可能性がまだ検

討し切れていないのではないか、市長の名前で借金をするのだ

から、その辺のところを御心配されているのではないか、ある

いは、もっと病院に努力していただきたいというようなことで

はないのかと質疑したところ、どこで経費を節減、削減できる

か、民間と自治体病院の違いは何か等をもう一度精査して、な

るべくコストを下げてコンパクトで機能的な病院づくりを目

指していきたいとの答弁があった。

次に、 月１日には、滋賀県甲賀市の公立甲賀病院にて、移

転建てかえを決定した当時、病院経営は診療報酬が下がったこ

となどにより大変厳しい状況となっていたため、病院に携わる

全員に経営意識を持ってもらわなくてはならないことを痛感

し、ＮＰＯ法人の指導のもと、コストコントロール、クオリテ

ィーコントロールを行い、建設費の削減に努めたことを視察し

た。

次に、 月２日には、静岡県島田市にて、基本設計の段階か

ら、設計のノウハウは建築現場の施工経験がある者が集まって

いる事業者、コンストラクションマネジメントを導入し、コス

トコントロール等を主導させていることを視察した。

また、このコンストラクションマネジメントの活用により、

市の担当者では、経費削減のための建設に係る資材等がどのく

らいのグレードでよいかなどの判断はなかなかできないが、こ

の問題を解決することができると考えているとの見解であっ

た。

次に、 月 日の委員会では、特別委員会から建設費を抑え

るためコンストラクションマネジメント等を活用してはどう

かと提案した。また、補助金については、現時点で想定される

国や都の補助金等について説明があり、事業収支に関する検討
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中の事項として報告された。

次に、主な質疑として、建設費総額を徹底して圧縮していく

努力が必要になってくるのではないか。病院側として、どのよ

うな手段、方法で努力をされていくのかとの質疑については、

病院敷地内の北側に新たな駐車場を確保できることから、地下

２階の駐車場を廃止しても大きな影響はないと考え、新病院計

画案の地下２階駐車場を地下は１階に見直し、約 億円の経費

削減を見込んだ。これによって、総工費は 億 万円とな

り、借入金は 億 万円まで下げることが可能となる。ま

た、適正な建築単価等の精査によって、コスト削減を図ること

が必要であり、そのために、コンストラクションマネジメント

の活用検討と、現在、日本医療福祉建築協会会長でもある首都

大学東京の上野学長及び建築学専門の工学院大学の山下教授

から第三者的な立場で御参加いただき、適正なアドバイスを受

けながら進めていくことが肝要と考えている。それによって経

費削減に取り組んでいきたいと考えていることを確認し、さら

に、青梅市立総合病院は、大学の医局等から十分に医師を迎え

入れられる基盤がある病院だからこそ、建設が遅れることによ

って、医師が去ってしまうおそれもある。建てかえによって、

より人材が今まで以上に集まる、繁栄していく病院になるかど

うかの一番大事なときを迎えたのではないか。そのときを逸せ

ずに建てかえを実現していただきたいとの意見に病院事業管

理者からは、青梅市の病院ではあるが、西多摩 万人の中核病

院として、高度な急性期医療、それも質の高い安全な医療をし

っかりやっていきたいと思っている。それには現状の病院は、

機能的にも形態的にもかなり老朽化して、そういったよりよい

医療をやっていくには十分ではない状況であるため、できるだ

け早く新しい病院に建てかえていきたいと思っている。ぜひ皆

様の御協力をいただいて、実現していきたいとの発言があっ

た。

次に、平成 年２月７日の委員会では、青梅市立総合病院新

病院基本計画 案 が提出された。説明及びその後の質疑応答に

よって、この基本計画案は、病院の各ワーキンググループや特

別委員会などの意見を反映して作成したものであり、その内容

は、特別委員会で採択されたように、現地１棟建ての工事によ

って工期を短縮する。総事業費は、当初地下２階の構想であっ

た新病院を地下１階とすることなどにより 億 万円の経

費削減を行い、 億 万円から 億 万円に縮減する。

西棟の地下は継続して活用し、既存施設を有効利用する。コス

ト削減と医師の利便性を目的に医師住宅を残す。施設規模は、

床程度、うち一般病床 床程度、精神病床 床程度、感染

病床４床程度とし、手術室は 室程度とする。これまでの診療

科に加え、消化器外科、乳腺外科、形成外科、緩和ケア科の４

科を増設する。新病院では救命救急機能の充実を図る。整備手

法や詳細な資金計画は、新年度予算が認められた場合、現地の

詳細な調査などを経て秋ごろに改めて特別委員会に報告する

とのことであった。

審査の結果、 回における当特別委員会の意見等を新病院基

第５　青梅市立総合病院の建てかえに関することについて
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本計画 案 は十分に反映したものであり、委員全員の賛成によ

って原案どおりとすることを決定した。

最後に、今回審査した新病院基本計画 案 は、今後、新年度

予算に計上されているコンストラクションマネジメント等を

活用することにより、詳細な整備方針や資金計画等が追加さ

れ、修正される見込みであることから、当特別委員会における

審査を経た後、再度、提案される予定である。

市議会定例会平成 年２月定例議会

青梅市立総合病院新病院基本計画議決

新病院建設計画支援およびコンストラクション・マネジメント業

務委託プロポーザル公告

総合病院建替検討特別委員会（第 回）

総合病院建替検討特別委員会について

〇内容―基本計画の議決により、建てかえ検討から建設へとステ

ージが移行するため、今後の整備手法に関する判断等について

は、新たに設置される特別委員会へと引き継ぐこととなった。

新病院建設計画支援およびコンストラクション・マネジメント業

務委託プロポーザルヒアリング実施（参加者２社）

【最優秀者】日建設計コンストラクション・マネジメント・アイ

テック共同企業体

新病院建設計画支援およびコンストラクション・マネジメント業

務委託契約締結

【契約業者】日建設計コンストラクション・マネジメント・アイ

テック共同企業体

【契約金額】 円

市議会定例会６月定例議会

新たに「総合病院建替特別委員会」が設置される。

総合病院建替特別委員会（第１回）

正副委員長の互選

第 回青梅市立総合病院建替検討委員会開催

議題 今後のスケジュールならびに設計業者選定プロポーザルお

よび基本計画のパブリック・コメントの実施について

結論 基本計画について意見聴取を行い、その意見を基本設計・

実施設計に反映する。

総合病院建替特別委員会（第２回）

前年度までの経過等および現状と今後の予定について

新病院基本設計業務委託プロポーザル公告

総合病院建替特別委員会（第３回）

基本設計にかかる設計業者の募集公表時期等について

先進自治体の現地視察について

～
パブリック・コメントによる新病院基本計画への意見募集

（応募数 件）

新病院基本設計業務委託プロポーザルヒアリング実施（参加者５社）
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【最優秀者】 株 内藤建築事務所

新病院基本設計業務委託契約

【契約業者】 株 内藤建築事務所 東京事務所

【契約金額】 円

第 回青梅市立総合病院建替検討委員会開催

議題 基本設計業者選定プロポーザルの結果等、パブリック・コメ

ントの実施結果および実施設計以降の発注方式等について

結論 ・発注方式は、設計施工分離方式（従来方式）とする。

・実施設計の予算は自己資金を想定しているが、再度検討

する。

総合病院建替特別委員会（第４回）

基本設計委託プロポーザルおよびパブリック・コメントの結果

等ならびに今後の予定について

～ ７

総合病院建替検討特別委員会（視察）

町田市民病院及び市立伊勢総合病院を視察

第 回青梅市立総合病院建替検討委員会書面開催（資料配布）

議題 基本計画の変更について

総合病院建替特別委員会（第５回）

基本計画の変更案について

市議会定例会平成 年２月定例議会

総合病院建替特別委員会委員長による中間報告

〇内容―さきの総合病院建替検討特別委員会は、青梅市立総合病

院の建て替えに関する基本計画が策定され、所期の目的を果た

して終了し、本特別委員会は、建てかえに関して今後、より具

体的な計画になっていくこと、また、基本計画については詳細

な資金計画や想定スケジュール等の変更が見込まれることか

ら、平成 年６月定例議会において、改めて設置された。

まず、平成 年８月 日の委員会においては、前年度までの

青梅市立総合病院の建てかえについての経過等の説明、また、

現状及び今後の予定について報告を受けた。以後、平成 年２

月 日までの間に実質４回の委員会を開催し、慎重かつ活発な

協議、検討を重ねるとともに、平成 年２月６日に基本設計の

契約業者である株式会社内藤建築事務所が設計した東京都町

田市の町田市民病院を視察し、また、翌７日には、現地建てか

えの課題とその解決について、三重県伊勢市の市立伊勢総合病

院を視察した。

青梅市立総合病院の建てかえについては、基本計画の内容の

一部について変更される予定であるとともに、本年７月の完了

を目途として基本設計が進められていることから、本日は中間

報告として、これまでの経過とあわせ、その主な協議、検討の

内容を報告する。

初めに、基本設計業務委託プロポーザルと基本計画パブリッ

クコメントについて。

９月 日の委員会において、総合病院事務局から新病院の基

本設計業務委託プロポーザルについて報告され、業者選定は、

第５　青梅市立総合病院の建てかえに関することについて
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安全性と公平性を一番重視しなければいけないということを

加味し、非公開で設定したいとの考えが示された。委員からは、

業者選定には当委員会から希望委員あるいはせめて正副委員

長が傍聴できる配慮があってもしかるべきと考えるがとの質

疑があり、後日、正副委員長の傍聴が可能となった。

月１日に行われた基本設計業務委託プロポーザルの第２

次審査を正副委員長で傍聴し、 月 日には選定結果について

文書により全委員に報告された。

このことから、 月 日に委員会を開会し、総合病院事務局

から基本設計業務委託プロポーザル及び基本計画パブリック

コメントの結果等について報告を受けた。

基本設計業務委託プロポーザルの結果は、５者によるプレゼ

ンテーション及び質疑応答を実施し総合評価による点数方式

で評価したこと、最優秀者は、株式会社内藤建築事務所に決定

したこと、近年の建築費の高騰に鑑みできるだけ改修面積を減

らしていくという考えのもと、救急部門は新棟に残す考えで進

めてきたが、今回採用されたプランでは、新しく建てる新南棟

に救急部門を配置する考えとなっていること、プロポーザルの

審査では、将来像や使い勝手、設計変更への追従性、予算内に

工事費がおさまるかなどを中心に議論されたことが報告され

た。

また、 月に行われた基本計画パブリックコメントについて

は、 月 日から 日までの 日間で、病院ホームページ、広

報おうめ等により意見募集を行い４名の方から御意見をいた

だいた。新病院建築に直接関係する主な意見と病院の考えとし

て、先端医療の取り込みや大規模医療機関との相互連携、分担

についての意見には、先端医療を取り込み大規模医療機関や地

域医療機関との連携を図っていく考えであること、また、市立

病院としての役割と必要な機能についての意見には、誰もが質

の高い医療を受けられるよう努めていく考えであること、病院

の役割と機能を明確にし、有識者からの意見聴取のみならず十

分な審議、市民への説明をとの意見には、広く意見を聴取しな

がら進めていく考えであることなどを病院ホームページ等で

回答するとともに、今後の基本設計に反映するよう努めていく

とのことであった。

質疑等により明らかになった主なことについて。

「最優秀者として内藤建築事務所を選んだ大きな要因は」と

の質疑には、「当初、コスト削減のこともあり救急機能を現新

棟に残すことを想定していたが、最優秀者である内藤建築事務

所の案では、決められたコストの範囲内で新南棟に救急機能を

移せるとの確約がとれたことが大きいと考えている」との答

弁。「救急機能が新南棟にあるほうが望ましいと判断した理由

は」との質疑には、「今回の建てかえでは新南棟に高度急性期

機能を重点的に集中させることが１つの大きな課題であり、新

南棟には手術室を含め病棟機能も一新する。高度な機能を集約

する一環として、救命救急センターが隣接していたほうが望ま

しい」との答弁。「現地建てかえによる騒音やほこりなどの対

策について、どのように提案されていたか」との質疑には、「工
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事の過程では、防音パネルや仮設の間仕切り壁の設置、低騒音

低振動の機械類を使いながら、なるべく騒音や振動等を最小限

に抑えていくことが提案されていた」との答弁。「パブリック

コメントの意見をどのようにしていくのか」との質疑には、「可

能な限り設計の中に反映していきたい」との答弁。「内藤建築

事務所は柔軟性をもって設計に対応していくことができる事

業者であるか」との質疑には、「 月早々から調整を行ってい

るが、その中で臨機応変に予算の中に納まるような提案をいた

だいているので安心して任せられると感じている」との答弁が

あった。

次に、基本計画の変更について。

発注方式については、 月 日の委員会で、総合病院事務局

から発注環境の整理を行ったところ、施工する事業者を早期に

入れる方式とする必要性が薄いことから、実施設計計画以降の

発注方式は、設計と施工を分離する従来方式を採用する方向で

進めていきたいとの考えが報告された。

次に、基本計画の変更については、平成 年２月 日の委員

会で、総合病院事務局から、第２章施設整備計画に想定スケジ

ュールを加え第３章を事業収支計画に改め、事業費及び想定業

務量を変更し、事業収支計画を追加することが説明された。

想定スケジュールについては、現在基本設計を進めている

が、 年度には実施設計に着手する予定であり、およそ１年

間かかるものと見込んでいる。その後 年度の後半を目途

に、南棟の解体、仮設棟の設置工事に着手、 年度末にこれ

を完了し、 年度に新南棟の新築工事を開始する。この工事

期間は２年程度を見込んでいることから、新南棟の開院は

年度となる予定である。また、その後も引き続き現新棟の改修

や東棟、西棟の解体を行い、フルオープンは 年度となる予

定である。なお、現在、基本設計中であるため、設計内容によ

りスケジュールの変更も予想されるが、可能な限り工期の短縮

に努めていきたいとのことであった。

事業費については、総額は 億 万円であり現計画の合

計額と同額となっているが、業務費では当初の計画に算入して

いなかったものとして、調査と設計ＣＭ・コンサルに係る費用

を追加した。工事費では、新築費が３億 万円の増額となる

億 万円となっている。これは、建設単価に変更はない

ものの建築面積が増加したことによるものである。改修費は、

億 万円余から 億 万円に減額するほか、新たに外構

費として８億 万円を計上している。医療機器整備費、情報

システム整備費は同額のままである。

想定業務量については、建設計画が落ち着くフルオープンか

ら２年後の 年度の業務量を見込んだ。そして、事業収支計

画については、損益計算書、キャッシュフロー計算書、他会計

繰出金、企業債償還計画の４つの表を記載し、純損益は 年

度から赤字で推移するが、６年後の 年度からは黒字に転換

するものと見込んでいることが説明された。

説明を聴取した後、質疑等により明らかになった主なことに

第５　青梅市立総合病院の建てかえに関することについて
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ついて。

「建設単価は幾らか。また、単価が下がる可能性はあるのか」

との質疑については、「建築単価は１平方メートル当たり 万

２千円を見込んでいるが、さらに安くできるような方法を検討

していきたい」との答弁。「改修費が 億 万円減額となる

理由は」との質疑には、「当初、現新棟を大幅に改修する予定

だった。その後、設備改修のための単価は上がったが、改修の

対象面積が１万 平方メートルから 平方メートルへと

大幅に減ったことが改修費減額の大きな要因である」との答

弁。「改修費をこれだけ圧縮することよって、高度急性期病院

に移行しようとする必要な機能まで無理に落としてしまうこ

とはないのか」との質疑には、「今回の基本計画のほうが機能

を充実させているような計画となっている。プロポーザルの募

集の段階では、現新棟に救命救急センターを残しできるだけ改

修費をかけないように計画していた。しかし、今回の基本設計

の案では、新南棟に救命救急センター及び手術室、特定集中治

療室を集約できて、より機能を充実させるような提案があった

ことから費用の概算も変わってきているが、機能としては充実

するのではないかと考えている」との答弁。「想定スケジュー

ルに示されているとおり進捗していくと考えてよいか。また、

１日も早い新病院の開院に向けてどのようなことを考えてい

るのか」との質疑には、「現段階ではこのスケジュール内での

完了を基本的な考えとしているが、工期の短縮については、内

藤建築事務所、ＣＭ事業者と毎週打ち合わせを行い検討してい

るので、その中で進めていく」との答弁。「青梅市立総合病院

の建てかえに当たり、建築技術職の職員が病院の職員以外に入

る必要があるのではないか」との質疑には、「現段階では、新

しい組織体制の中で病院として取り組んでいく」との答弁があ

った。

市議会定例会平成 年２月定例議会

青梅市立総合病院新病院基本計画（改訂版）議決

〇内容―資金計画や整備手法、工期等を盛り込んだ内容に改訂

第 回青梅市立総合病院建替検討委員会開催

議題 基本設計概要書（案）、パブリック・コメントによる基本設

計概要書（案）への意見募集および基本設計説明会について

総合病院建替特別委員会（第６回）

基本設計概要書（案）、パブリック・コメントによる基本設計概

要書（案）への意見募集および基本設計説明会について

職員説明会開催（参加者 名）

＊基本設計の概要について病院職員へ説明

～

パブリック・コメントによる基本設計概要書 案 への意見募集

（応募数 件）

基本設計説明会開催（参加者 名）

＊病院建替えに関する検討経緯、基本設計の内容について説明

基本設計業務完了
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実施設計業務委託契約締結

【契約業者】 株 内藤建築事務所 東京事務所

【契約金額】 円

基本運用計画策定およびコンストラクション・マネジメント業務

委託契約締結

【契約業者】日建設計コンストラクション・マネジメント・アイ

テック共同企業体

【契約金額】 円

第 回青梅市立総合病院建替検討委員会開催

議題 基本設計業務の完了、基本設計概要書（案）のパブリック・

コメント実施結果および基本設計説明会の実施結果につ

いて

結論 病院へのＡＩ導入について検討していく。

総合病院建替特別委員会（第７回）

基本設計業務の完了、基本設計概要書（案）のパブリック・コ

メント実施結果、基本設計説明会の実施結果および今後のスケ

ジュールについて

「市民と市長との懇談会」（計７回）および「生涯学習出前講座」

（計２回）にて新病院建設事業の内容を説明

第 回青梅市立総合病院建替検討委員会開催

議題 工事発注方針、平成 年度当初予算への事業費計上およ

び一般会計繰出金の考え方について

結論 ・新病院建設事業に係る繰出基準を、青梅市独自の基準

（国基準の ）から国基準の に変更する。

・建替検討委員会は、今後も市と一体で開催する。

総合病院建替特別委員会（第８回）

工事発注方針、平成 年度当初予算への事業費計上および実施

設計の状況について

近隣説明会開催（参加者 名）

＊新病院の配置計画、建替工事手順等について説明

第 回青梅市立総合病院建替検討委員会書面開催（資料配布）

議題 近隣説明会の実施結果、実施設計の状況および今後のスケ

ジュールについて

総合病院建替特別委員会（第９回）

近隣説明会の実施結果、実施設計の状況および今後のスケジュ

ールについて

市議会定例会平成 年２月定例議会

総合病院建替特別委員会委員長による中間報告

〇内容―平成 年３月８日の本会議において、救急部門を現新棟

に残す考えから、新しく建てる新南棟に配置する考えに大きく

変更したことなどについて中間報告を行っていることから、本

日は、それ以降の委員会における主な報告、協議等の内容を報

告する。

第５　青梅市立総合病院の建てかえに関することについて
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まず、新病院基本設計概要書 案 のパブリックコメントによ

る意見募集と説明会等の開催について。

６月 日の委員会では、市内在住、在勤、在学の方のほか、

事務所または事業所を有する方など、青梅市立総合病院を御利

用いただく多くの方から御意見をいただきたいとのことから、

７月１日から 日まで、パブリックコメントによる意見募集を

行う考えが示された。

また、新病院基本設計説明会については、基本設計が完了す

るに当たり、近隣住民や地域の多くの方々に新病院建設事業の

内容を御理解いただくとともに御質疑を受け、実施設計を進め

る上での参考とすることを目的に、７月 日の午前 時から総

合病院の講堂にて実施するとのことであった。

９月 日の委員会では、まず、パブリックコメントによる意

見募集の結果として、ヘリコプターの輸送や進入経路、救急車

の出入り口、駐車場の駐車台数、玄関エントランスの使い勝手

や明るさ、診療待ち時間の短縮、待合場所の椅子の配置数など

について、４名の方から 件の御意見をいただいたとのことで

あった。

また、基本設計説明会の開催結果については、参加者が 名

で、パブリックコメントで寄せられた意見と同趣旨の質問が多

く、主な質問とその回答として、救急車の出入り口については、

今後実施設計の中で近隣住民の方々と相談させていただきな

がら設計を進めていく。ヘリコプターの影響については、現在

のヘリポートよりも発着地点が高くなることから現在より軽

減されると思うが、今後、詳細な調査等を踏まえて近隣の方々

へ改めて説明を行う。駐車場については、工事期間中を含め、

より有効に利用できるよう検討していく。病院南側の青梅市道

については、都市計画道路と道路の見通しなどに配慮をしなが

ら設計を進めていく。そのほか、騒音や振動、屋上庭園、財源

の問題や建物による周辺への風向きなどについての質問もあ

り、今後実施設計を進める中での参考とさせていただくとのこ

とであった。

さらに、７月末に基本設計業務が完了し、８月に基本設計説

明書が完成した旨の報告があり、基本設計概要書 案 からの変

更部分として、玄関キャノピーの形状を片側から両側のＵ字形

にすること、医師住宅から新南棟への渡り廊下を新設すること

について説明があった。

また、基本設計完了時の工事費については、新南棟が 億

万円、渡り廊下棟が４億 万円、現新棟の改修が 億

万円、解体が９億 万円、その他が７億 万円となり、

消費税を含めた合計金額が 億 万円になったことから、

基本計画の事業費範囲内で完了した。なお、工事費については

発注の形態や時期によってかなり変動するため、今後の実施設

計の中でもより精査し、最終的に事業費に収まるよう工事発注

を計画していきたいとのことであった。

平成 年３月 日の委員会では、１月 日に実施した新病院

建設近隣説明会の開催結果について報告があり、参加者は 名
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で、パブリックコメントや基本設計説明会での質問と同趣旨の

ものが多かったようである。

なお、説明会以外に、青梅市生涯学習まちづくり出前講座を

２回、市民と市長との懇談会で７回、総合病院おうめ健康塾に

おいても事業の概要を説明し、いただいた御意見、御質問に対

する回答は、病院のホームページにて公表している。

次に、新病院実施設計及び今後のスケジュールについて。

平成 年６月 日の委員会において、今後の実施設計業務な

どを平成 年８月から進める旨の報告があり、実施設計業務

は、基本設計業務を契約している株式会社内藤建築事務所と特

命随意契約で契約することが、競争入札等審査委員会で了承さ

れた。また、新病院基本運用計画策定及びコンストラクション・

マネジメント業務委託も、日建設計コンストラクション・マネ

ジメント・アイテック共同企業体と引き続き特命随意契約をす

るとのことであり、その理由として、実施設計は基本設計を具

体化するものであり、基本設計と密着不可分であること、基本

設計業務で病院職員とヒアリングを重ねているが、実施設計業

者への意思伝達の一貫性が必要であることなどを考慮し、地方

公営企業法施行令第 条の 第１項第２号の規定により、性質

または目的が競争入札に適さないとの判断に至ったとのこと

であった。

平成 年９月 日の委員会では、実施設計を 年８月末ま

でに完了するよう調整しているとの説明があった。 年秋ま

でに仮設棟を建設し、 年 月末日をもって南棟などは閉鎖

する予定であること。また、現在の東、西、南棟などの外壁に

アスベストが含有されていることが判明したため、 年１月

から３月の間に南棟、南別館などの外壁アスベストの除去工事

を行った上で南棟などを解体すること。 年 月ごろから新

南棟の新築工事に着手し、 年１月ごろに完成させ、同年の

ゴールデンウイーク明けにオープンを予定していること。さら

に、 年からは渡り廊下棟の建設工事と現新棟の内部改修工

事、 年からは西棟及び東棟の解体工事と駐車場などの外構

工事を終え、 年にフルオープンを予定しているとのことで

あった。

平成 年 月 日の委員会では、新病院実施設計の状況とし

て、基本設計からの変更点について説明があり、新南棟の地下

と現新棟の地下をつなぐ渡り廊下の設置を取りやめ、新南棟の

一番西側のエレベーターを地下階までおりられるようにする

とともに、西棟と東棟の地下の役割を入れかえ、西棟の地下を

汚水貯留槽に、東棟の地下を備蓄倉庫として再利用すること

で、工事費が 万円ほど安くできるとのことであった。また、

救急車の出入り口は東側に設計していたが、パブリックコメン

トや説明会での御意見を検討し、北側の道路から入るように変

更した。

平成 年３月 日の委員会では、院内各部門において最終設

計確認ヒアリング及び運用計画策定ヒアリングを行い、医療機

器、什器備品等の配置や基本動線の整理、人、物、情報の流れ

等を確認したとのこと、また、ヘリコプターや救急車の進入経

第５　青梅市立総合病院の建てかえに関することについて
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路、正面駐車場出入り口の形状等について、警視庁や消防庁等

の関係機関との調整を行っている旨の説明があった。

次に、工事発注方針、新病院建設事業にかかわる平成 年度

当初予算について。

平成 年 月 日の委員会では、病院建設事業の特殊性や同

一敷地内で病院運営をしながら長期にわたる複雑な工事を進

めていくに当たり、工事や医療に対する安全性、施工と仕上が

りの品質確保、工事全体の事業費の削減及び施工体制における

工事上の責任の明確化について一本化を図りたいことから、約

６年間、 億円程度の事業費である新病院建設工事を一括発

注したいとの説明があった。

また、平成 年度当初予算予定項目として、仮設棟への移転

に伴う消耗品費、建設敷地の土壌汚染調査委託、解体工事に伴

う建物内のアスベスト含有建材の調査委託、実施設計運用計画

及びコンストラクション・マネジメント業務委託等の委託料、

仮設棟への什器備品等の引っ越し業務、不用品の撤去処分業務

等としてのその他委託料、工事関連として仮設棟のプレハブ賃

貸借料等を予算計上するとのことであった。なお、医療器械の

購入費については、基本計画で予定した新病院での医療器械の

購入費 億 万円程度を平準化するために、購入計画に基づ

き前倒しで購入費用を計上するものであるとの説明があった。

質疑等により明らかになった主なことについて。

「人件費や材料費などの工事費用がオリンピック需要で高

騰している中、長い工期の先の動向に不安があるが、どう対応

するのか」との質疑については、「実施設計の中でもより精査

して工事費用を抑えていくように努めていくが、発注の形態や

時期によりかなり変動するため、その都度修正を加えながら今

後の工事発注を計画し、最後には事業費が基本計画の範囲内に

収まるようにしていきたい」との答弁。「現地建てかえのため、

騒音や工事車両の出入りなど、周辺住民や来院者への安全対策

等はどう考えているのか」との質疑については、「工事車両の

出入りは保安要員を配置し、来院者等の動線も含め十分注意し

ていく。なお、工事が始まる前には説明会を開催し、地元へ十

分な説明を行うとともに、騒音、粉じん及び振動対策等につい

ては周辺の家屋調査等を行い、事故や被害等を周辺に与えない

ように配慮していく」との答弁。「基本設計説明書等の成果物

は、第三者的な立場のコンサルによる内容確認が十分に行われ

ているか」との質疑については、「成果物は、提出前に第三者

機関である専門業者が内容を確認している。また、数多くの指

摘や修正を入れたことで、価格も計画費用内におさまった」と

の答弁。「救急車の入り口の変更に関しては、パブリックコメ

ントや説明会での声を真摯に受けとめての対応だと思うが、そ

の結果の調整はどのようにしたのか」との質疑については、「御

意見をいただいた近隣の方には、訪問の上、図面をもって説明

し、御納得いただいた」との答弁。「現場で働いている職員の

意見等を設計に反映していくと同時に、患者さん等の意見等

は、どのような形で集約して反映させようとしているのか」と

の質疑については、「各部門で構成されているワーキンググル
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ープでは、職員目線での病院づくりと、患者さんからのいろい

ろな要望に対してどのようにしていけばクリアできるかとい

う両面から検討して、新しい病院を構築していくという段取り

で進めている」との答弁。「工事期間中、駐車可能台数が一番

少なくなるときは、現在の何％、何台ぐらいになるか」との質

疑については、「現在の駐車可能台数 台が、 ％の 台

になるとの答弁。「近隣説明会の対象範囲はどこまでか」との

質疑については、「病院敷地境界線から計画建物高さの２倍と

なる約 メートルの範囲内にある土地または建物所有者及び

居住者並びに希望者とした。開催通知を約 世帯に配布する

とともに、近接区域外に居住する地権者等 名に郵送した」

との答弁。「今後、建設工事開始時期に合わせて、近隣説明会

等の実施は考えているか」については、「仮設棟の建設工事が

平成 年の夏ごろから始まるため、近隣住民への臨戸訪問を行

うとともに、６月以降に説明会を実施予定である。また、新病

院の建設工事が始まる前にも説明会を計画するとともに家屋

調査も実施する予定である」との答弁があった。

以上が、前回の中間報告後の本特別委員会における主な経過

及び協議、検討の内容等であるが、来年度には実施設計が完了

し、いよいよ仮設棟の建設、南棟の解体工事が始まることから、

新たな議会においても特別委員会を設置し、慎重に協議、検討

を重ねていただくようお願いする。

仮設プレハブ賃貸業者見積合せ

市議会議員改選に伴う新人議員研修開催

新病院建設に係る経緯について

市議会定例会６月定例議会

市議会議員の改選に伴い、新たに「総合病院建替特別委員会」

が設置される。

総合病院建替特別委員会（第１回）

正副委員長の互選

第 回青梅市立総合病院建替検討委員会書面開催（資料配布）

議題 実施設計の進捗状況および今後のスケジュールについて

総合病院建替特別委員会（第２回）

実施設計の進捗状況および今後のスケジュールについて

仮設棟プレハブ賃貸借契約締結

【契約業者】日成ビルド工業 株

【契約期間】 か月

【契約金額】 円

近隣説明会開催（参加者 名）

＊実施設計の進捗状況および仮設棟建設工事等について説明

第 回青梅市立総合病院建替検討委員会書面開催（資料配布）

議題 近隣説明会の実施結果およびその対応状況について

実施設計業務の完了と今後の予定について

総合病院建替特別委員会（第３回）

近隣説明会の実施結果およびその対応状況について

第５　青梅市立総合病院の建てかえに関することについて
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実施設計業務の完了と今後の予定について

南棟ほか解体工事公告

【概 要】南棟（延床面積 ㎡）、南別館（延床面積

㎡）ほかの解体工事

【予定価格】 円

「市民と市長との懇談会」にて新病院で向上する病院機能につい

て説明

新病院建設工事施工者選定委員会設置

＊新病院建設工事の施工者選定を厳正かつ公正に行うため、病院

事業管理者を委員長とする委員会を設置

南棟ほか解体工事入札執行（参加者９社）

【結 果】低入札価格調査対象になったため落札保留（最低価格

入札者： 株 エコワス）

南棟ほか解体工事低入札価格調査結果報告

南棟ほか解体工事落札者決定

【落 札 者】 株 エコワス

【落札金額】 円

第１回新病院建設工事施工者選定委員会開催

議題 新病院建設工事の入札方法について

＊価格だけでなく技術面での要素も評価できるように入札時Ｖ

Ｅ（技術提案型総合評価方式）を採用することで承認

南棟ほか解体工事契約締結

【契約業者】 株 エコワス

【契約金額】 円

第 回青梅市立総合病院建替検討委員会開催

議題 南棟等の閉鎖に伴う移転作業および解体工事、実施設計業

務完了に伴う事業費ならびに工事発注に向けた今後の予

定について

結論 新病院建設工事の施工者選定には、入札時ＶＥ（技術提案

型総合評価方式）を採用する。

～

業者向け説明会開催（延参加者 名 社）

＊新病院建設工事の手順、令和２年１月からの運用変更等につい

て説明

職員説明会開催（参加者 名）

＊南棟・南別館の閉鎖に伴う移転作業について病院職員へ説明

近隣説明会開催（参加者 名）

＊南棟・南別館の解体工事および解体工事期間中の病院運用の変

更点について説明

総合病院建替特別委員会（第４回）

議案第 号 青梅市病院事業の設置等に関する条例の一部を

改正する条例（許可病床 床）について

南棟等の閉鎖に伴う移転作業および解体工事、実施設計業務完

了に伴う事業費ならびに工事発注に向けた今後の予定につい

て
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南棟からの患者移転作業実施

市議会定例会 月定例議会

青梅市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

議決

第２回新病院建設工事施工者選定委員会

議題 新病院建設工事の入札公告等について

実施設計業務完了

新病院運用計画支援およびコンストラクション・マネジメント業

務委託契約締結

【契約業者】日建設計コンストラクション・マネジメント・アイ

テック共同企業体

【契約金額】 円

～

南棟・南別館からの移転作業実施

新病院建設工事入札公告

【入札方式】制限付一般競争入札（入札時ＶＥ（技術提案型総合

評価方式））

南棟・南別館閉鎖

南棟ほか解体工事着手

新病院建設工事入札参加資格確認結果通知（５社）

総合病院建替特別委員会（第５回）

特定事件の継続調査および閉会中の委員派遣議決について

第３回新病院建設工事施工者選定委員会

議題 入札公告後の変更事項等およびＶＥ提案書の採否について

第４回施工者選定委員会開催

議題 ＶＥ提案採否の結果通知および新型コロナウイルス感染症

拡大防止措置に伴うヒアリングの実施方法の変更について

低入札価格調査基準および技術資料の審査について

第５回施工者選定委員会開催

議題 入札にかかるヒアリング（プレゼンテーション）に関する

オリエンテーション

入札参加者（４社）によるプレゼンテーション

新病院建設工事入札執行（参加者４社）

【結 果】３社再度入札辞退、１社再々度入札辞退につき入札不調

第 回青梅市立総合病院建替検討委員会書面開催（資料配布）

議題 新病院建設工事制限付一般競争入札（入札時ＶＥ（技術提

案型総合評価方式））の結果について

新病院運用計画支援およびコンストラクション・マネジメント業

務完了

総合病院建替特別委員会（第６回）

新病院建設工事の入札結果について

南棟ほか解体工事完了

第５　青梅市立総合病院の建てかえに関することについて
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第６回新病院建設工事施工者選定委員会

議題 入札結果、再発注方針および再発注の入札公告等について

病院開院支援業務委託業者選定委員会設置

＊新病院開院に向けた支援を行うコンサルティング業務につい

て、最も適した者の選定を厳正かつ公正に行うため、院長を委員

長とする選定委員会を設置

第 回青梅市立総合病院建替検討委員会開催

議題 入札結果、再発注方針および再発注の入札公告等について

結論 ・工事範囲を①（新病院・渡り廊下棟建設工事）と②（既

存新棟改修・東西棟解体・外構工事）の２つに分け、発

注①について早期に発注する

・入札方式は、制限付一般競争入札とする

総合病院建替特別委員会（第７回）

参考人の出席要求について

総合病院建替特別委員会（第８回）

入札結果、再発注方針および再発注の入札公告等について

〇内容―日建設計コンストラクション・マネジメント 株 取締役が

参考人として出席し、入札結果について説明した。

第１回新病院開院支援業務委託業者選定委員会開催

議題 新病院開院支援業務委託業者選定委員会設置要綱について

新病院開院支援業務委託プロポーザルについて

新病院建設工事再公告

【入札方式】制限付一般競争入札

【工事範囲】新病院本館建設工事、渡り廊下棟建設工事

【予定価格】 円（税込）

新病院開院支援業務委託プロポーザル公告

第２回新病院開院支援業務委託業者選定委員会開催

議題 新病院開院支援業務委託プロポーザルにかかるヒアリン

グに関するオリエンテーション

参加申込者（１社）によるプレゼンテーション

新病院開院支援業務委託契約締結

【契約業者】 株 システム環境研究所 東京事務所

【契約金額】 円

新病院建設工事入札執行（参加者５社）

【結 果】低入札価格調査対象になったため落札者保留（最低価

格入札者：清水建設 株 ）

総合病院建替特別委員会（第９回）

新病院建設工事の入札経過および今後の予定について

新病院建設工事低入札価格調査結果報告

新病院建設工事落札者決定

【落 札 者】清水建設 株

【落札金額】 円
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第７回新病院建設工事施工者選定委員会

議題 制限付一般競争入札の結果について

新病院建設工事契約締結

【契約業者】清水建設 株

【契約金額】 円

近隣説明会開催中止

＊新型コロナウィルス感染症拡大および緊急事態宣言の発令を

考慮し説明会の開催を中止。工事の着手にあたり、近隣約 世

帯に工事概要等を記載した案内文を配布

新病院建設工事着手（準備工事、インフラ設備盛替え）

総合病院建替特別委員会（第 回）

新病院建設工事施工業者の決定と今後の工事予定および新病

院における新型コロナウィルス感染症への設計変更の対応に

ついて

市議会定例会令和３年２月定例議会

総合病院建替検討特別委員会委員長による中間報告

〇内容－平成 年３月 日の本会議において、新病院基本設計の

完了、実施設計の進捗状況と今後のスケジュール及び工事発注

方針等について中間報告を行っていることから、本日は、それ

以降の委員会における主な報告、協議等の内容について、大き

なテーマごとの時系列に沿って報告する。

まず、新病院の施設整備方針について。

令和元年６月 日の委員会で、新病院を整備するに当たり、

６つの整備方針を掲げたとの報告を受けた。整備方針として

は、１に、救命救急センターのさらなる強化を図る病院づくり、

２に、高度急性期医療・高度専門医療を強化・拡充する病院づ

くり、３に、災害に強い病院づくり、４に、地域の人々や職員

に愛される病院づくり、５に、環境に配慮した病院づくり、６

に、病院運営をしながらの安全かつ合理的な建て替え計画との

ことであった。

次に、実施設計の進捗状況等について。

６月 日の委員会では、病院正面駐車場出入口の形状変更に

ついて報告があった。道路管理者及び交通管理者と協議を進め

てきた結果、丁字路における歩行者と車両の出入口は、東京都

建築安全条例や駐車場法に抵触するとともに安全性が確保で

きないことから、十字路とするように指導を受けたとのことで

あった。また、この指導に伴い、東駐車場や西駐車場へのアプ

ローチの一部変更及び北側道路に設置されているバス停を敷

地内に誘導するため、車両の寄りつき場所やロータリーの形状

を変更したとのことであった。

月９日の委員会では、基本設計からの変更点について説明

があった。安全管理に配慮し、本館４階の屋上庭園の出入口を

１か所にし、５階の屋上庭園については、維持管理費削減のた

め縮小する。さらに、ガスで電気を発生させるマイクロコージ

ェネレーションは導入メリットが少ないことが判明したため、

これに代わり非常用発電機の電力を増大させるとのことであ

第５　青梅市立総合病院の建てかえに関することについて



418 第３編　主要問題の経過と結果

った。

令和３年３月３日の委員会では、新型コロナウイルス感染症

に対する設計変更についての報告があり、感染症対策に対する

経験と教訓を生かして先進事例を設計に盛り込んでいきたい

とのことで、検討に当たり、病院長及び院内感染委員会、ワー

キンググループの代表者等を選抜の上、新病院院内感染対策検

討チームが立ち上げられたこと、また、具体的な検討項目とし

て、入館者の検温の義務づけ、エリアの陰圧化などについて示

された。なお、８月までに検討項目の確認及び工事との調整を

行うとのことであった。

次に、工事の経過及びスケジュールについて。

まず、令和元年８月から、現在の東棟の北側に仮設棟を新築

して南棟及び南別館の所要室を引っ越しし、南棟及び南別館の

解体工事は令和２年１月上旬から着手、外壁のアスベストが含

有された塗装材料を処理した後に地上部を解体した。解体工事

を進めるに当たり、第６駐車場が工事エリアとなるため、 台

分の駐車スペースと南側の入り口が使えなくなることから、病

院駐車場が満車の場合には総合体育館の駐車場を利用できる

よう、総合体育館条例施行規則の一部を改正し対応した。

令和元年６月 日の委員会では、本館について令和２年８月

頃から建設を始め、令和５年５月のゴールデンウイーク明けに

オープンを目指す。渡り廊下棟の新築工事と現在の新棟である

西館の内部改修工事については、令和６年５月の完成を目指

す。その後、現在の西棟及び東棟を解体し、玄関キャノピーの

新築、駐車場と外構を整備して、令和８年度にグランドオープ

ンを目指すという工事全体のスケジュールが示された。

しかし、令和２年７月 日の委員会で、新病院建設工事の入

札が不調になったとの報告があり、スケジュールに変更が生じ

た。

令和３年３月３日の委員会では、新病院建設工事施工業者の

決定に伴い、今後の工事予定について総合工程表や計画図など

の資料が示され、令和５年７月 日、本館新築工事完了及び令

和６年７月 日、渡り廊下棟新築工事完了に向け、安全第一に

工事を進めていくとのことであった。

なお、現在の工事状況については、出入口ゲートの仮設工事

などを進めるとともに、新棟入り口前の医療ガス設備設置工事

と新棟地下駐車場内の天井補強工事、敷地東側の樹木の撤去工

事や受水槽などの設備工事など、インフラ盛換え、切替え工事

に着手したとのことであり、今後の作業としては、本館工事の

ための掘削作業や山留め、旧南棟地下部分の解体を進め、令和

３年７月頃から本館の基礎工事、免震工事、鉄骨工事を順次進

めていくとのことであった。

次に、新病院建設工事の発注について。

令和元年 月９日の委員会では、大規模な公共事業の発注に

当たり、厳正かつ公平に行うため、令和元年 月１日に施工者

選定委員会を設置したと報告があった。施工者選定の考え方と

して、今回の工事は難易度が高く、施工者の質が求められ、建
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物の価値を最大限に高めつつ納得感の得られる工事としたい

ことから、従来のような価格のみの競争ではなく、価格以外の

要素でも評価を行い選定することとし、コスト縮減と建物の価

値向上を目指して、入札時ＶＥによる技術提案型総合評価方式

の採用を考えたとのことであった。

令和２年７月 日の委員会では、６月 日の新病院建設工事

の入札結果が不調になったとの報告があり、予定価格は 億

万 円、低入札調査価格は 億 万 円を設定し、

予定価格は事前公表していないとのことであった。このため、

入札経過としては、４社の参加があり、１回目の入札では一番

高い金額が 億 万円、一番低い金額が 億 万円とな

り、全社が予定価格を超えていたため２回目の入札に移行し

た。しかし、４社中３社から辞退札が提示され、入札のあった

１社も 億 万円と予定価格を超えていたため３回目の入

札に移行したが、辞退札が提示され、不調となったとのことで

あった。

なお、各社からの技術提案については、施工者選定委員会で

審査を行い、４社ともに非常によく考えられており、熱意を感

じるものであったが、総合的な評価値は算出するに至らなかっ

たとのことであった。

９月 日の委員会では、コンストラクション・マネジメント

業者に参考人として出席を願い、入札結果検証報告書の内容に

ついて説明いただいた。また、今後の新病院建設工事の再発注

方針等についても報告を受けた。

まず、不調となった原因の見解として、メーカー見積りに対

して競争に期待した低い査定率を設定したことや、新型コロナ

ウイルス感染症の流行により各社ともに下請業者やメーカー

などとの価格協議が進みにくく、今後の建設物価動向も読みに

くい状況から入札額が高止まりになったことが考えられると

のことであった。

今後の再発注方針等については、工事発注に当たり、新型コ

ロナウイルス感染症の影響の継続を考慮し、メーカーの見積掛

け率を実勢価格に近い値に改めるとともに、入札に当たり各社

から頂いたＶＥ提案等を参考に、内容を縮小化できるもの、病

院機能に影響の少ない範囲で減額の設計変更を盛り込むとの

ことであった。さらに、本館及び渡り廊下棟の建設工事と既存

新棟の改修工事、東西棟の解体工事及び外構工事を分割発注す

ることで入札不調のリスクを最小化していくとのことであっ

た。

次に、再入札については、先行して発注する本館及び渡り廊

下棟の建設工事の契約方法は制限付一般競争入札で行い、本特

別委員会からの助言を受け、入札参加資格要件である建設業法

による経営事項審査の総合評定値を前回よりも緩和した

点以上とし、参加可能業者数を増やしたとのことであった。

なお、分割した残りの工事は３年後に発注となるが、２つの

工事費の合計は前回と同額の 億円に収められるようにする

とともに、本館のオープンは令和５年 月を、グランドオープ

第５　青梅市立総合病院の建てかえに関することについて
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ンは当初の計画どおり令和８年８月を目指すとのことであっ

た。

月 日の委員会では、再入札の結果について報告があっ

た。入札は９月 日告示、 月 日に実施され、開札の結果、

低入札価格調査基準価格を下回る金額での入札であったため、

落札を保留とし、低入札価格調査を行うことになった。

令和３年３月３日の委員会では、最低価格での入札者となっ

た清水建設株式会社について低入札価格調査を行った結果、契

約の内容に適合した履行がされると認められるため、 月 日

付けで落札者と決定したとの報告があった。

次に、新病院建設近隣説明会の実施結果と対応状況につい

て。

令和元年７月６日の第３回の説明会を実施し、 名の近隣住

民の方々に、また、令和元年 月７日には第４回を実施し、

名の方々に御参加いただいた。

説明会では、新病院の配置計画や工事概要とスケジュール及

び病院運用の変更点等について説明を行ったとのことであっ

た。

説明会における質疑応答内容として、山留め工事の方法や南

側の崖に対する影響などについては、南側敷地外への影響がな

いことを前提に計画を進めている。ヘリコプターの騒音につい

ては、完成後に騒音調査を再度実施し、その結果を報告する。

敷地南側道路の安全対策については、目隠しとなる不要な樹木

等をできる限り早期に撤去するとともに、警備員を配置して注

意を促す。正面入り口の道路の混雑緩和については、駐車場警

備員を増員配備するとともに、右折進入禁止の看板を設置して

対応を図る。今後の説明会の開催予定については、工事の進捗

に合わせて随時開催する予定であるなどがあった。

次に、本館開院に向けた運用について。

令和２年 月 日の委員会では、新病院建設のハード面が決

定したことから、今後はソフト面の運用方法などを検討してい

くとのことで、本館開院に向けた説明があった。

令和５年 月のスムーズな本館開院とその後の早期の安定

的な稼働を図ることを目的として、高度な専門知識を有する医

療コンサルタントを選定し契約したとのことであった。診療受

付から会計までの実施運用フローやマニュアルの作成、リハー

サルなどの運用計画、物品管理計画、各種業務の委託化計画、

電子カルテなど情報システム等更新計画、医療機器や什器備品

の調達支援、移転計画、人員配置などの経営計画について支援

を受けるとのことであった。

質疑等により明らかになった主なことについて。

「コンセプトの大きな柱の一つである手術室の拡充につい

て、建て替え後にはどのようになるのか」との質疑には、「現

在は８部屋の手術室があり、 から 平方メートル程度である

が、新病院では 部屋、 から 平方メートルとし、ハイブリ

ッド手術室や手術支援ロボットなどで高度な手術ができるよ

う整えていきたい」との答弁。「入札について、前回は不調と
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なったが、今回この金額で決定した。なぜこうなったのか」と

の質疑には、「制限付一般競争入札で行ったが、今回は参加条

件を緩和したこと。また、前回はＶＥ提案や技術提案などを審

査したが、今回は価格だけの競争にしたことにより参加しやす

くなり、業者間の価格競争ができたことなどがある。また、新

型コロナウイルス感染症で先行き不透明なため、工事を分割発

注し、工期を短く設定したことが有利に働いた」との答弁。「新

型コロナウイルス感染症への設計変更について、せっかくの機

会なので、しっかりと掌握して、できる限り最善のものをつく

っていくことが求められていると思うが、いかがか」との質疑

には、「感染対策検討チームで設計変更の内容等を検討するが、

新型コロナウイルスだけでなく、今後の感染症に対する最新の

病院の在り方に関する御意見を専門家から頂きながら進めて

いきたい」との答弁。さらに、「感染症対策の設計変更により

契約金額が今後増額となると思うが、対策をどこまでやるの

か。金額とのバランスをどのように考えているのか」との質疑

には、「基本的には契約変更も是として進めるという考えでい

きたいと思うが、まだ２期工事も残っているので、全体のバラ

ンス等総合的なことを考えた上で、できる限り感染症対策につ

いて力を入れていきたいと考えている」との答弁があった。

以上が前回の中間報告後の本特別委員会における主な経過

及び協議、検討の内容等であるが、いよいよ本館新築工事が始

まるので、今後も引き続き青梅市立総合病院の建て替えに関す

る事項について、本特別委員会にて慎重に協議、検討を重ねて

いただくようお願いする。
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